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序 文 

 

 

 日本国政府は、インドネシア共和国政府の要請に基づき、同国の

農水産業セクタープログラム開発計画に係わる開発調査を実施する

ことを決定し、独立行政法人国際協力機構がこの調査を実施いたし

ました。 

 

 当機構は、平成 14 年 5 月から平成 17 年 6 月まで、日本工営株式

会社コンサルタント海外カンパニーの石塚 眞氏を団長とし、調査

団を現地に派遣いたしました。 

 

 調査団は、インドネシア共和国政府関係者と協議を行うとともに、

計画対象地域における現地調査を実施し、ここに本報告書完成の運

びとなりました。 

 

 この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好・

親善の一層の発展に役立つことを願うものです。 

 

 終わりに、調査にご協力とご支援を戴いた関係各位に対し、心よ

り感謝申し上げます。 

 

 

 

平成 17 年 6 月 

 

 

独立行政法人国際協力機構 

理事 北原 悦男 



伝  達  状 

 
独立行政法人国際協力機構 

理事 北原 悦男 殿 

 

今般、インドネシア国農水産業セクタープログラム開発計画調査を終了しましたので、

ここに最終報告書を提出いたします。 

 

本調査業務では、イ国の政策・情勢の動向を踏まえて、農水産業セクターの分析を行い、

日本の協力の方向性を明確に致しました。また、この方向性を踏まえ、アクションプラン

を策定・改訂し、2003 年度から 2005 年度までのイ国農水産業セクターに対する協力の

具体案を示しました。 
 
調査業務はフェーズ１とフェーズ 2 の 2 期に分けて実施し、フェーズ１では、平成 14

年（2002 年）5 月から同年 12 月中旬まで、セクター分析を踏まえて、我が国およびイ国

関係者の調整をとおして、アクションプランおよび進捗管理体制案を策定致しました。フ

ェーズ 2 では、平成 15 年度（2003 年度）および平成 16 年度（2004 年度）の毎年度にセ

クター分析を見直し、アクションプランの進捗管理から得られた情報と併せて、現状分析

および協力の方向性を再検討するなど、アクションプランの適時、適切な改訂を行いまし

た。 

 

調査団は、本報告書が国家開発企画庁（Bappenas）と関係諸機関に活用され、農水産業

セクターの発展に寄与するとともに日本とインドネシア国両国間の友好と親善の一層の

発展に役立つことを願っております。 

 

なお、同調査期間中、貴機構並びに外務省、農林水産省、及び国際協力銀行の各位には

多大なご協力とご支援を賜り、心よりお礼を申し上げます。また、現地においては、在イ

ンドネシア国日本大使館、国際協力銀行ジャカルタ駐在員事務所、貴機構インドネシア事

務所、関係派遣専門家の皆様、並びにインドネシア国政府関係機関より貴重なご助言とご

協力を賜りました。併せてお礼申し上げます。 

    

平成 17 年 6月 

 

インドネシア国農水産業セクター

プログラム開発計画調査団 

団長 石塚 眞 
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要 約 

インドネシアの経済社会状況 

経済の現状 

1.1 イ国経済は 1997 年のアジア通貨危機以降、回復基調に入っており、2000 年には全ての

セクターがプラス成長となった。しかし、2002 年の一人当たり GDP は米ドル換算で 819

ドルとなっており、1995 年の 1,038 ドルの依然 80%に留まっている。また、国内外投

資の水準は依然低く、アジア通貨危機以前の実態経済の水準まで回復していない。 

1.2 農林水産業セクターは 2003 年 GDP（1,787 兆ルピア）の 16.6％を占め、これは製造業

の 24.7％に次ぐ大きな割合である。同セクターの就業人口は全就業人口の約 46％を占

め、また、同セクターの輸出額（加工品を含む）はイ国輸出総額の約 16％に相当する。

同セクターは、雇用機会の創出、外貨獲得等において産業構造上重要な役割を果たす

一方で、GDP における成長は低位に推移しており、農水産業セクター分析（本文第３章）

に示すとおり多くの課題を抱えている。 

財政の現状 

1.3 イ国財政は、主に①対外公的債務、②対外民間債務、③国内公的債務、④補助金及び

⑤財政の地方分権化の面で課題を抱えている。因みに、2003年 12 月末現在の対外公的

債務と民間債務の合計額は約 1,407 億ドルで、これはイ国の 2003 年 GDPの約 7割を占

める。また、補助金の削減に伴い、燃料費が上昇しバス料金や電気料金等の値上げが

予想される。加えて、財政の地方分権化は、付与された権限と財源を地方政府が効果

的に利用出来るかが問題である。地方政府による国際機関等からの借入の可能性につ

いても議論されており、その成り行きが注目される。対外公的債務が問題となる中、

イ国政府は新たな対外借入れを抑制する方針である。我が国の協力も、このような状

況を念頭に置き、効果的な協力のあり方を検討していく必要がある。 

貧困の現状 

1.4 イ国における貧困者数は、1970 年代後半から急速に減少しており、1996年には貧困人

口が 2,250 万人、11.3％まで減少した。しかしながら、経済危機によって貧困人口は

増加し､1999年 8 月の時点で、その数は 3,750 万人、全人口の 18.2%と推計されている

（2003 年の貧困人口は全人口の 17.4%）。貧困問題は食料･農業の側面からみれば、都

市と農漁村の所得格差の拡大、教育、栄養、医療サービス等の基本的ニーズに対する

低い充足率、基礎的インフラの未整備、及びこれらに起因する多大な貧困層（貧困人

口の約 70％が農漁村部）の存在として捉えられる。貧困に由来する栄養不足も問題で、

乳児死亡率や妊産婦死亡率等の社会指標を低下させている。こうした状況に鑑みれば、

農漁村開発は貧困対策として極めて重要なアプローチであると言える。 

地方分権化の現状 

1.5 1999 年に成立した地方分権化 2法が 2001 年 1月より施行され、地方分権化の実施ステ

ージに入った。地域の振興及び開発にあたっては、従来の中央主導・一極集中型から

地方の多様性に基づいた地方イニシアティブ重視型に転換して進めていくことが求め

られている。これにより、中央政府の機能は外交、国防・治安、司法、金融・財政、
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宗教の 5 分野とその他の分野（マクロレベルの国家計画、開発管理政策、天然資源管

理等）に関する権限に限定されている。それ以外の権限については、県（Kabupaten）・

市（Kota）へ大幅に移譲された。 

1.6 地方分権化に伴い、中央から地方への公務員の転籍並びに施設や公文書の移管が 2001

年 9 月までに終了した。地方に設置されていた数多くの中央政府事務所が地方政府下

の管轄に入ったことに伴い、約 201 万人の国家公務員が地方政府へ転籍した。こうし

た公務員の転籍や施設の移管は比較的順調に進んだものの、各種事業の実施､公務員の

配置転換及びこれに伴う地方での余剰人員の発生等様々な問題も生じた。また、地方

分権化に係る規制等で地方分権化法第 22 号と整合しない内容のものがある等、政策・

制度整備上の課題も残されている。このため地方政府首長の直接選挙、州政府の役割

強化、一般交付金の配分を高めるなど、幅広い議論を通じ地方分権化 2 法が改訂され

た。 

1.7 地方分権化に伴う問題として、地方政府の財源不足と地方政府職員のキャパシティビ

ルディング及びそれによる効果的、効率的な地方行政サービスの提供の遅れが指摘で

きる。これを農水産業セクターの主要サービスについて見ると概ね以下のとおりであ

る。 

(1) 農業普及の場合、農業省は全国的な均衡、水準を確保しながら、地域性を活かし

た普及体制を模索しているが、各県の普及活動は、重要度及び期待度によって格

差が生じている。 

(2) 試験研究及び農業教育においては、中央政府の施設が地方政府へ移管されつつあ

る。しかし、地方政府の財源不足により、施設の維持管理に支障をきたしている

問題がある。 

(3) かんがい施設の維持管理と運営については、水資源法の改正により水利組合の維

持管理・リハビリへの参加に政策が変更となったため、これを実施する政府規則

と大臣令を政府が作成している段階である。 

(4) 水産分野では海洋水産省が開発方針を策定し、実施体制を段階的に地方政府に移

管しつつあるが、多くの地方政府は十分な財源を手当することができないため、

それを実施することは困難な状況である。 

経済のグローバル化 

1.8 イ国は、2002 年 1月の AFTA の原則発効に伴い、自由貿易に係る地域約束を実現するこ

とになった。これに従い、イ国を含む ASEAN 各国が、CEPT スキームに従い、工業製品

から農産物まで広範な物品への関税を 2003 年までに 0～5%に引き下げた。また、さら

なる計画として、2010 年までに地域内の全ての関税を撤廃することを目指している（新

加盟国であるカンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナムは 2015 年までに撤廃）。 

1.9 AFTA に加え、APEC 合意に基づく 2010 年の域内貿易自由化、さらには GATT/WTO 体制に

基づく国際約束実現のなか、イ国の市場経済はグローバル化に向かって進まざるを得

ない状況である。イ国政府は貿易自由化を妨げる各種障壁を取り除くだけでなく、特

に農水産業セクターにあっては、グローバル化に向けた競争力の強化を生産、加工、

流通全ての面で包括的に推進することが求められている。 
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農水産業セクター分析 

農業セクター 

2.1 土地利用の面では、違法耕作や無計画な農地の転用が深刻な問題としてあげられる。

違法耕作は、エステート栽培地区や森林保護地区に侵入して行われており、地方分権

化のプロセスの中で拡大している。また、耕作放棄地の問題も土地に絡む課題として

あげられる。さらに、無計画な農地の転用は、食料の安定供給、環境保全等の面から

大きな問題であり、都市と農村部の経済格差が拡大するなど、農村を取り巻く社会環

境にも大きな影響を与えている。現在、一部の州においては BAPPEDA が土地利用計画

を策定しているが、実際の土地利用状況は計画に沿ったものではない。今後の課題と

して、土地利用制度及び関連法制度の整備及びその適切な運用・執行を含めた土地利

用計画の策定並びにその推進が必要である。また、土地利用計画を推進する上で、持

続的農業開発及び環境保全のみならず人口問題などの社会環境を考慮した調和の取れ

た対策を図ることが必要である。 

2.2 農業生産の面では、生産者価格の低迷、政府助成金の打ち切りによる生産資材の高騰

等により収益性の確保が全般に難しくなってきている。また、こうした事象等を受け

て、主要食用作物（米、大豆、キャッサバ、サツマイモ等）の単位収量の伸びは近年

低調である。今後の課題としては、農業所得の向上を目的とした園芸作物を中心とす

る換金作物の栽培技術の確立、収益性に配慮した適地適作の促進があげられる。また、

収益性の高い適地適作を支援するための有用技術の普及並びに農業信用体制の充実等

も図られる必要がある。さらには、増収技術だけではなく、農薬の適正使用、IPM の実

施、高品質に見合った生産技術の確立、持続的な農業の実践と環境保全といった様々

な視点に留意した品質向上へ取り組みがなされる必要がある。加えて、これら施策に

対する行政側の取組みとして、農業省内部での横断的な協力、つまり信用、流通、試

験研究等の相互の協力関係を構築することが効果的な生産支援を行う上で重要である。 

2.3 イ国の畜産の特色は、地域資源立脚型の小規模経営と輸入依存型の大規模経営（大規

模企業形態を含む）の二形態となっていることである。後者は、アジア経済危機の際

に飼料価格が高騰し経営が深刻な状況に陥った。今後増大する畜産物の需要に応える

ためには、輸入依存型畜産よりも、地域経済の活性化並びに貧困対策の観点とともに、

小規模農家を対象とする地域資源に立脚した畜産振興の重要性が増している。こうし

た畜産振興における今後の課題としては、1）家畜飼料資源の不足（特にジャワ島にお

いて）、2）家畜衛生体制の不備、及び 3）生産技術及び管理技術の不足があげられる。 

2.4 農業生産基盤では水稲生産に直接係わるかんがい施設が最も重要な基盤である。近年、

ジャワ島では毎年 3～5 万 ha のかんがい水田が他用途に転用されており、外島の州都

付近等の経済発展地域でも同様の傾向がある。地方分権化によりかんがい施設の運営

と維持管理は州政府や県・市の地方政府に移管されたが、地方政府では予算不足等に

より施設の維持管理は適切に行われていない状況である。地方レベルでの予算及び人

材の確保並びに法制度といった適切な維持管理に必要なメカニズムの整備が不十分で

ある。このため、施設の維持管理と改修が行われず、末端までの公平な水配分を難し

くしている。これに伴い、水利費の徴収率が低下して適正な水利組合の運営に支障を

きたし、それがさらに施設の機能を低下させ改修費用の増大につながるという悪循環

を生んでいる。また、指導体制の不備、組織化機能の低さ等も水利組合の活動を停滞
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させる要因としてあげられる。今後の課題としては、1）既存かんがい施設の適正な改

修と維持管理に係わる地方レベルでのメカニズムづくり、2）維持管理体制の見なおし

と併せた具体的な施設改修計画の策定及びその実施、3）受益者主体のかんがいシステ

ムの改善、4）地域格差是正のための生産性の低い地域を対象とした小規模かんがいの

推進、5）優良かんがい農地の他用途への転換の抑制等があげられる。 

2.5 イ国政府は、維持管理費の軽減（受益農民による水利費負担）、末端施設維持管理業務

の水利組合への移管並びに水利用の効率化をはかるために、1987年にIOMPを策定した。

しかし、多くの場合、水利費徴収システムの不備等により、その成果はあがっていな

い。一方、かんがい施設移管先となる水利組合の結成・強化も期待どおりには進んで

いない。このため、政府は 2004 年 3 月に水資源法を改正し、かんがい施設維持管理・

改修政策の枠組みを、水利組合への移管から参加の概念に変更した。今後はこの実施

に必要となる制度を整備中である。こうした分析結果に基づくかんがい施設維持管理

上の課題は、1）地方政府職員並びに事業参加者に対する維持管理に係るマネジメント

面での教育訓練の実施、2）かんがい開発並びに維持管理、改修に関する法制度の整備、

3）適正な維持管理システムの構築並びに農民水利組合の維持管理・改修への参加促進、

4）水利組合の組織強化があげられる。 

2.6 農産物流通に係る分析は、農家庭先から卸売り市場或いは消費者までのそれぞれの段

階を対象に品目別に行った。その結果、明らかになった今後の課題は以下のとおりで

ある。1）卸売市場が一般に老朽・手狭・非衛生で、収穫後損失も多いため、衛生的・

効率的な市場管理を行う必要がある、2）市場内取引の透明性や公正な価格形成を阻害

する要因が多いため、市場をとりまく流通も含め、法体系・制度の整備を中心に総合

的な改善が必要である、3）市場活性化のためには、農産物の生産者（農民）と消費者

（利用者）を結ぶ幅広い市場情報ネットワークの構築を検討する必要がある、4）多く

の零細農民が販売面で不利な立場に置かれていることから、農民による共同集出荷を

一つの改善方向として検討する必要がある、5）流通の各段階で多量の損失が発生して

おり、実態を精査し改善を図る必要がある。 

2.7 普及実施体制に関しては、地方政府が地域の状況に応じた独自の方針を掲げている。

今後の課題としては、1)普及活動の現状を正確に把握し、地方分権化下での普及シス

テム全体を体系的に再構築すること、2）限られた人材、予算不足という状況の中で教

育･訓練活動を効果的かつ効率良く実施すること、3）アグリビジネス関係の本格的な

振興のために必要な普及、教育訓練システム及び試験研究のあり方について検討する

こと、4）持続的農業の展開に必要な農村レベルのニーズを教育、普及、技術開発に反

映させる仕組みのあり方に関する検討すること等があげられる。 

2.8 イ国の代表的な農業信用として KKP と P4K がある。KKP は P4K に比べ融資額に幅がある

ものの、融資対象範囲が農業及び漁業の生産活動に限られており、農漁民の生活向上

のために利用することはできない。さらに、融資に必要な手続きに時間がかかり、資

金の適時調達が困難な場合がある。一方、P4K は小規模零細農漁民を対象とした多目的

型のマイクロファイナンスである。しかし、初年目の借入上限額は約 Rp.300,000 であ

り、アグリビジネスのために利用するには十分な額とはいえない。今後の課題として

は、1）個人及び組織が行うアグリビジネス事業に対する初期投資や運転資金のための

融資制度を確立すること、2）過去の実績を生かした各種クレジット・スキームの提供

とその利用に関する十分な普及・教育訓練を行うことがあげられる。 
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2.9 農業組合活動を担う KUD は、従来から官主導で農村部の経済事業センターの機能を独

占的に果たすことが求められてきた。しかし、その多くは、資金や施設の運営能力に

限界があり、地域住民に満足のいく水準には達していなかった。このため、1998 年の

大統領令（18 号）のもと、農村部における KUD の独占的な設立登記制度が解かれ、発

起人が 20 名以上あれば自由に協同組合を設立することが可能となった。これに伴い、

新しい小人数の農民協同組合（Koperasi Tani）の数は急激に増加したが、設立から日

も浅く、運営基盤となる施設・有給職員を持たないものが多い。また、組合員数が少

なく、経済事業やサービスの規模も小さく、共同販売・共同購入によるスケールメリ

ットや販売先への品質規格・品揃え等のコミットメントを保証できる体制が整ってい

ない。今後、1）KUD、コプタン及びクロンポック・タニ等農民組織の実態の把握、2）

農民組織強化のための政策フレームワークとその実施に必要な措置の明確化、3）明確

化された政策フレーム下における開かれた協同組合、民主的協同組合を目指した協同

組合原則や農民組織強化の必要性並びにそのメリットの啓発、4）地域の実情に見合っ

た、かつ、組合員の自主的参加を得た協同組合のアグリビジネス（農業資材の購入、

流通情報・加工・販売などを含む流通）への積極的進出が検討される必要がある。 

2.10 アグリビジネスは、種子生産、肥料・農業機械の生産等の上流部門から農水産物生産

や農水産物加工等の中流部門、さらには市場流通等の下流部門と多岐に亘っている。

このため、アグリビジネスを管轄する機関は、農業省、海洋水産省、協同組合・中小

企業担当国務大臣府、商業工業省（現在商業省と工業省に分割）等と数が多い。農業

省は農産加工原料、海洋水産省は水産加工原料の生産にそれぞれ関係しており、協同

組合・中小企業担当国務大臣府は農漁民組織に関して、商業工業省（現在商業省と工

業省に分割）は農水産原料の加工に関してそれぞれ管轄している。分析の結果明らか

になった今後の課題は、1）アグリビジネス関連情報提供システムが未整備であること、

2）地場産業を発展させるための税制面の優遇措置が未整備であること、3）中小企業

向けの融資制度が未整備であること、4）零細農漁民を対象とした小口金融制度の強化

が必要であること、5）地場産業の振興に必要な人材育成の強化が必要であること等で

ある。 

水産セクター 

2.11 イ国の食料需給における水産業の役割は、国民へのタンパク供給の面から重要である。

水産物の生産量は、1991 年の生産量 335 万トンから毎年増加を続け、2002 年の 521 万

トンへと約 65%増加しており、消費量は 1991 年の 232 万トンから 2002 年の 415 万トン

へと約 79%増加している。一人当りの年間消費量から見ても 1991 年-2002 年の 11 年間

に 54%増加しており、水産物の需要と供給の伸び率が高いことが理解できる。 

2.12 水産業振興の施策及び制度に係る主な課題として、以下の点をあげることができる。1）

地方分権化に則した水産資源管理に関する国と地方の権限を法及び制度で明確にし、

国は州が実施すべき水産資源管理のための指針を作成する必要がある、2）ガイドライ

ン等による国の指導方針の明確化と地方自治体職員の能力の向上及び沿岸漁村レベル

での資源管理体制の整備が必要である、3）漁業監督制度及び体制の強化が必要である、

加えて、4）養殖業の持続的発展のためには、管理措置、技術的支援措置などに関する

法・規則の整備が必要で、特に公共水面を適正かつ持続的に利用する視点からの法整

備が重要である、5）養殖業振興においては、種苗及び養殖魚の品質検査、優良形質の
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親魚保存は公的セクターからの支援が必要である、6）低コストで高品質の養殖魚生産

を可能とするよう技術的、経営的ノウハウを養魚家に教育する普及サービスも重要で

ある、さらに、7）飼育方法や環境に対する影響を抑えるための養魚ガイドライン等の

作成が必要である。 

2.13 水産普及体制においては、地方分権化を受けた新規の水産普及員制度が間もなく正式

に発足する。水産普及員が県の公務員であることから、県の財政事情や重点開発課題

によって活動が左右されること考えられる。しかし、漁村の活性化や水産業技術の改

善のためには、ある程度の統一された活動方針や活動内容、技能レベルが必要である。

そのため、海洋水産省としていかに県の水産普及員の教育方針を策定し、実践的な普

及体制を維持して行くかが今後の課題である。また、水産教育においては、資源管理、

環境保全、沿岸離島部の地域振興、水産物品質向上と衛生等の社会的ニーズに合致し

た水産教育カリキュラムの編成を終えたものの、今後は、それに合せた教員の確保と

資質の向上を図ることが必要である。また、新たな水産教育を実施する上での教材、

教具、実習資機材の充実も必要である。 

2.14 生産及び技術面でイ国の水産業を分析すれば、零細漁民数の増加に伴い、漁獲圧力が

高まったため最大持続生産量を上回っている問題がある（特に西部海域）。この問題に

対する今後の課題は以下のとおり。1）各州、県等の地方自治体並びにコミュニティー

が沿岸水産資源の管理規則を作成し実施すること、2）漁民の組織化を促進し、経済活

動を活性化するための行政による情報、金融サービス支援などのソフト面、水揚げ拠

点整備などハード面の支援を行うこと、3）開発が遅れている離島が多く散在する東部

インドネシア水域の沿岸地域のコミュニティー開発を重視すること、4）衛生、品質向

上と経済的価値との関係や船上における漁獲物処理の基本的技術等について漁民の啓

発と教育を行う必要がある。 

2.15 養殖業のうち淡水養殖においては、養魚家の大半が資本、技術面に乏しい零細農民で

あり、持続的な養殖経営が困難である。従って、組織化や普及体制の強化等による支

援が必要である。また、養殖業の普及体制、融資制度等、養殖業を支援する公的な体

制が不十分かつ未整備であるためこれらの改善が必要である。海面養殖では海藻及び

海産魚の蓄養が主である。ハタ類の種苗生産技術は確立しつつあるが、種苗から出荷

サイズまでの養殖は、環境と調和した飼育、経営管理技術に課題を抱えているため、

公共水面を適正かつ持続的に使用する視点からの法制度の整備が必要である。また、

海面養殖の拡大目標は性急であり、マーケット需要や資金供給等の経済的側面、政策・

制度面、養殖経営や飼育管理等の技術面の検討を十分に行う必要がある。その他、地

方分権化に伴いイ国各地にある公的種苗生産場が州、県に移管されたものの、財源と

人材不足により稼動していない施設が多く、運営維持管理体制の再構築が必要である。 

2.16 生産技術の側面の一つとして水産物品質管理と加工流通があげられる。水産物流通の

基本は鮮魚である。ここでの重要な課題は、氷の使用など基本的な漁獲物の取扱いに

ついて、零細漁民、仲買人・小売業者などの流通業者、零細加工業者に対するに啓発

並びに教育が必要である。同時にそのためのインセンティブとして、水揚げ拠点利用

の便益と投資環境を醸成する支援が必要である。その他の課題として、水揚げ拠点か

ら消費者に至るまでの水産物流通経路と問題点を総合的に捉え、漁獲物ロスの低減と

品質向上を図る必要性も高いことがあげられる。 
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2.17 実際に生産を担う漁民に対しては、彼らの組織形成を支援するとともに組織の活動と

資金運用方法について指導を行うことが不可欠である。また、零細漁民の資金調達手

段をより充実するために、地域金融機関の増加とマイクロクレジット貸付条件の多様

化が望まれる。零細漁民が仲買人に生活を依存しなくても済むように、漁民組織によ

る生計向上手段の多様化と漁業所得の向上を念頭に置いた支援が必要である。 

 

農水産業セクターにおける経済開発計画と国際協力の現状 

3.1 国策大綱（1999-2004 年）においては、食料・農業に関して「食料安定システムの構築

は、地域の食料・原料資源、社会組織及び文化の多様性を基礎とし、農漁民の所得向

上と生産の増大に留意しつつ、合理的な価格で得られ、質量の両面で食料・栄養が約

束されるように行われるものとする」と定められている。また、国策大綱に基づく国

家開発 5 ヵ年計画（PROPENAS）では、透明化と民主化、参加、地方分権を始めとする

グッド・ガバナンスの強化が主要課題となっている。これにより、農業省農業開発計

画では、政府の役割は事業実施者のための法制度の整備及びファシリテイトに重点が

おかれ、政府の提供するサービスは市場制度、技術開発、普及、財政及び重要な天然

資源の開発となっている。 

3.2 ADB や世界銀行の最近のイ国に対する協力は、これまでの「農業」或いは「水産業」と

いうセクターに特化したアプローチではなく、例えば ADB では、貧困削減や環境配慮

等の様々なセクターにまたがる課題毎のアプローチに、また、世界銀行では貧困対策

としての農村開発アプローチに変わってきている。因みに、ADB のイ国に対する国別戦

略プログラム（2003 年 9 月）には次の 5つの柱が示されている。1）法律と司法の制度

改革によるガバナンスの改善と長期的に持続可能な開発のための能力強化、2）分権化

による地域ニーズの充足とともにガバナンス改善と貧困削減を優先する開発パートナ

ーの発掘、3) ジェンダー格差の縮小を念頭におきつつ、貧困者が地域レベルの教育と

保健など公共サービスによるアクセス改善による人材育成、4）環境管理の主流化と天

然資源の持続的利用、5）社会資本への投資および企業統治の強化、民間部門の開発促

進により貧困削減を促進する経済成長潜在力の引き上げ。このように、農水産業はこ

れら全てに関連しているが、むしろ社会開発、貧困地域及び環境に焦点をあてた戦略

となっている。 

 

協力コンポーネントの検討 

日本の対インドネシアの農水産業分野協力に係る基本的考え方 

4.1 イ国を取り巻く国際環境は近年大きく変化している。WTOに代表される国際約束、AFTA

等に代表される地域約束に見られる経済のグローバル化のなか、政府の役割は従来に

比べ限定的なものとなり、市場経済がより中心的役割を担うようになってきている。

一方で、イ国内では、地方分権化により、各地域の農水産業政策の立案・実施におい

ては、政府のなかでも県・市が中心的役割を担うこととなった。また、前述のとおり、

貧困削減に焦点を当てた援助動向のなか、我が国も政府開発援助に関する中期政策に
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おいて貧困対策を重要課題と設定している。イ国政府も国家開発5ヵ年計画（PROPENAS）

において貧困削減を主要課題として掲げ、農漁村部の開発を経済成長と貧困削減を結

ぶ鍵と位置づけている。2005年に策定された新しい国家開発計画（RPJM）においても

この位置付けは引き継がれている。 

4.2 このような状況の中で、2001年にプロ形調査が実施され、その結果、マクロ的な国家

経済的視点から「食料の安定供給及び栄養改善」、及び私経済的視点から「農漁家所得

の向上と村落経済の活性化」を選定した。前者の課題においては、食料安定供給のた

めの政策・制度改善及び生産支援の側面と、生産を支える生産基盤の側面にわけて整

理し、資源の持続的利用が肝要である水産業とあわせ3つの協力プログラム（農業制度

改善・生産支援プログラム、農業生産基盤向上・維持管理プログラム、水産資源の持

続的利用プログラム）を設定した。後者の課題においては、農漁村部の経済活動振興

そのものと、村落部の経済活動と地域経済を結ぶ流通の改善の2つの側面にわけて整理

し、2つの協力プログラム（農漁村振興プログラム、農水産物市場改善・強化プログラ

ム）を設定した。 

4.3 このような状況を踏まえ、本調査では、プロ形調査で設定された５つの協力プログラ

ム(農業制度改善・生産支援プログラム、農業生産基盤向上・維持管理プログラム、水

産資源の持続的利用プログラム、農漁村振興プログラム、及び農水産物市場改善・強

化プログラム)に対して、下記の(1)から(6)の事項に留意し、セクター分析で抽出され

た課題の中から、それぞれの協力プログラムに係る具体的な協力コンポーネントを設

定した。 

(1) 今回計画の対象期間が2003から2005年度の3カ年間であり緊急性が高いものが優

先されること。 

(2) 現在インドネシア政府が財政再建のために新規の対外借入を抑制する方針を掲げ

ていることを踏まえ、大規模インフラ整備のような大きな新規投資を伴う協力は、

経済的・財務的な持続性を十分に考慮する必要がある。 

(3) 政府開発援助の効果的活用の観点から、エステート作物栽培、輸出振興等の民間

セクターとの競合を引き起こす可能性のある部門は除外されること。 

(4) これまで我が国がインドネシアに対して実施してきた生産技術、基盤整備面での

協力の成果をより効果的に活かしていくために制度面の協力が重要であること。 

(5) 日本の限られた援助資源によって最大限の効果を発現させるため、協力分野の重

点化、及び資金協力と技術協力の有機的連携を図ることが重要であること。 

(6) 他ドナーの協力との重複を避けるための支援内容及び対象地域を調整すること。 

農業制度改善・生産支援プログラムに係る協力コンポーネント 

4.4 「食料の安定供給と栄養改善」を実現するためには、生産技術の改善だけではなく、

財政・金融等のマクロ政策から、人材育成、事業資金や農業普及などのサービスの提

供、農民組織の強化等、各種の政策・制度が総合的に機能することが必要不可欠であ

る。グローバル化と地方分権化のなか、中央政府が所管する国家レベルの政策（例：

土地利用、一定量の国内生産の確保、輸入とのバランスを図るための関税や補助金等）

と、地方政府に移管された各地域における具体的農業計画の策定・実施を農家レベル

で結実させるために、整合性のとれた政策・制度づくりが重要となっている。 

4.5 食用作物の生産技術については、今日まで比較的進歩していると判断されている（農
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業省農業開発計画）。今後は農民レベルでこれら成果を最大限に生かすために、ここで

も政策・制度面の改善の優先度が高いと考えられる。 

4.6 生産支援の必要性が相対的に高いのは、民間企業ベースのエステート作物等を除くと、

園芸作物や畜産となるが、人類の食生活の上でカロリー確保の次に重要となる栄養改

善に必要なたんぱく質の供給の観点から、及び貧困対策としての零細農家の所得向上

の観点からも、地域資源に立脚した畜産業の振興が重要であると考えられる。以上に

より、本協力プログラムの協力コンポーネントとして、以下の 2つが設定される。 

(1) 地方分権を踏まえた整合性のある政策・制度づくりに対する支援 

(2) 地域資源に立脚した畜産業の振興 

4.7 地方分権を踏まえた整合性のある政策・制度づくりに対する支援 

本コンポーネントでは、食料の安定供給と栄養改善について、国家レベルの政策と、

各地域の具体的な農業計画の策定・実施の成果を農家レベルで結実させるための整合

性ある政策・制度作りを支援の対象とする。特に、これまで日本が協力してきた成果

をフィールドレベルで生かしていく観点から、普及・訓練や農民組織の育成強化等を

中心に支援していく。 

4.8 地域資源に立脚した畜産業の振興 

イ国においては、国民所得の向上、人口増大等を背景として動物性蛋白質に対する需

要が増加している。イ国の畜産振興施策においては、農業の複合経営化並びに農家所

得の向上という農村開発の側面と国民が必要とする畜産物の安全かつ安定的な供給と

いう目的が掲げられている。一方、イ国畜産業には、地域資源立脚型の小規模経営と

輸入依存型の大規模経営（大規模企業形態を含む）の２形態が見られるが、上記施策

背景もあり後者は民間による対応が望ましい分野であり、政府開発援助による支援の

重点ではない。むしろ小規模農家を対象とした地域資源に立脚した畜産振興がアグリ

ビジネスの育成も含めた農村地域経済の発展にとって極めて重要な役割を果たすこと

が期待される。 

農業生産基盤向上・維持管理プログラムに係る協力コンポーネント 

4.9 イ国政府の食糧自給率達成を目標として推進されてきたかんがい面積の拡大は、コメ

の輸入自由化に伴う輸入米との価格競争の発生、通貨危機後の他産業の復調に伴う購

買力の向上など、食糧自給から食糧安定供給への流れができつつある中、新規にかん

がい農地の整備方法については今後の需給動向、それを踏まえたイ国の食糧政策の動

向等も十分に検討する時機にきている。 

4.10 既存の整備したかんがい農地については、施設の老朽化のみならず政府負担の維持管

理費の抑制を目的として実施された水利組合への管理の移管に起因する維持管理不足

による施設機能の低下、不適切な水管理等のかんがい機能の確保に係る課題のほか、

ジャワ島の人口過密地域におけるかんがい農地の他用途転用や改廃や外島におけるか

んがい開発農地の耕作放棄等の課題が生じてきている。 

4.11 そのような中で、日本政府の本プログラムにおけるコンポーネントとしては、これま

で他ドナーとともに支援を実施してきたかんがい施設の維持管理体制の強化を優先課

題として捉え、次の３つのコンポーネントを設定した。 
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(1) かんがい施設の維持管理とリハビリへの水管理組織による参加促進支援 

(2) 上記に必要な水管理組織の育成・地方政府のキャパシティ強化 

(3) 上記に必要な既存かんがい施設のリハビリ及び小規模かんがい施設整備 

4.12 なお、新規かんがい施設整備・リハビリを中規模程度以上に実施する場合には維持管

理体制をより慎重に検討する。 

4.13 かんがい施設の維持管理とリハビリへの水管理組織による参加促進支援 

かんがい施設の維持管理と修復は国家予算に依存し、政府の乏しい財政を大きく圧迫

している。このため、1987 年にかんがい施設維持管理政策を発布し、施設の維持管理

責任を地方政府と水管理組織に移管し、受益者が水利費を負担することによって、持

続的な維持管理と効率的な運用をはかる政策に転換した。その後、受け入れ側の農民

の実情に配慮した結果、2004年3月に水資源法を改正して維持管理の枠組みを変更し、

基幹かんがい施設の維持管理・改修責任は政府に残すとともに農民の参加を促進する

こととし、水管理組織の強化をはかる方向に移った。 

80 年代後半より各ドナーはプロジェクトベースで、維持管理に関する制度の構築、水

利組合の育成、水利費の徴収、管理運営の移管を支援したが、十分な実績は上がらな

かった。このため、政府は 1999 年より世銀の水資源セクター構造改革融資（WATSAL）

による支援のもとで、「かんがい管理にかかる政策、制度と規定の改善」を目的に「維

持管理制度の枠組み」を整備してきた。また、急激な分権化のため混乱を招いている

地方行政に関しても、かんがい施設の修復及び維持管理に係わるメカニズムの整備を

進めている。これら制度的な枠組み整備の進展にあわせ、かんがい施設維持管理・改

修（リハビリ）への水利組合による参加促進を支援することが必要である。 

4.14 上記に必要な水管理組織の育成・地方政府のキャパシティ強化 

 急速な経済成長と人口の増加により都市における水需要が増大したことにともない、

1999 年 4 月、政府は水資源に対する考え方を変更した。この変化の中で、かんがい部

門は水資源の 80％以上を消費する最大需要者であり、今まで以上にかんがい用水の効

率的な利用と透明性の高い施設運営が求められることとなった。 

 しかし、地域的な水管理のあり方の違いや、過去の政府補助による手厚い農業施策に

より農民が「かんがい用水は政府が供給してくれるもの」という固定観念を抱いてし

まったことなどから、水の有効利用や自立した施設運営が十分になされていない。こ

のような状況を改善するには、水利用者である農民の固定観念を変え、地域の実情に

即した、民主的で持続的な組織運営と透明性が高く健全な財政運営が可能な水管理組

織を育成する必要がある。また、このような水管理組織を育成する地方政府のキャパ

シティ強化が求められている。 

4.15 上記に必要な既存かんがい施設のリハビリ及び小規模かんがい施設整備 

 かんがい施設の建設後は年月を経るにしたがい施設の破損や堆砂により機能が低下し、

さらに、適切な維持管理や修復が不在のため、機能低下を加速している。 

維持管理の移管に際しては、不十分な運営・維持管理と低い水利費徴収率の悪循環を

断ち切ることが可能となる施策の実施が必要である。具体的には、かんがい面積の適

正な規模への見直しや小規模な水資源開発等による必要性の確保に加え、機能の低下
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している施設を修復改善し、水管理組織の参加による効率的な管理運営が可能な水準

に引き上げることなどがあげられる。 

水産資源の持続的利用プログラムに係る協力コンポーネント 

4.16 第３章で抽出された課題は大きく分けて持続的な水産業振興のための資源管理の視点

と国民に対する安価な水産物供給の視点との２つの視点に基づいたものであり、以下

の 2つの協力コンポーネントが設定される。 

(1) 漁業と漁業コミュニティの持続的発展のための資源管理スキームの確立支援 

(2) 地元消費の拡大及び安価な水産物の供給を目的とした沿岸及び内水面漁業及び養

殖業の振興 

4.17 漁業と漁業コミュニティの持続的発展のための資源管理スキームの確立支援 

 水産資源を持続的に利用していくために、中央政府、地方政府、漁業コミュニティで

統一的な資源管理スキームを確立することが必要である。また、地方分権化を踏まえ、

中央政府と地方政府、漁業コミュニティといった主要なステークホルダーが関わる協

同資源管理スキームを策定するために政策、規則および支援スキームを準備する必要

がある。 

4.18 地元消費の拡大及び安価な水産物の供給を目的とした沿岸及び内水面漁業及び養殖業

の振興 

 開発ポテンシャルを有する地域での漁業及び養殖業の振興は、地元水産物消費の拡大

及び安価な水産物供給によるタンパク摂取向上のために必要である。また、船上から

陸揚げ場における鮮度・衛生保持のための漁獲後取り扱いの改善は、栄養改善に必要

なタンパク摂取促進と水産資源の持続的利用の観点から重要である。さらに貧困削減

の側面からは、これらの漁業及び養殖業の振興が直接的に漁業者所得の向上に貢献す

る。 

農漁村振興プログラムに係る協力コンポーネント 

4.19 本プログラムの目的は農漁村部の貧困削減のために村落部の経済化を通じて農漁家所

得の向上を図るのが目的である。村落部の農漁業関連の経済活動は多岐にわたるが、

営農や漁獲に関するものはこれまでインドネシア政府も中心的にその促進を図ってき

たものであるので、このプログラムではむしろ農水産物加工等付加価値の向上と雇用

機会の創出に重点を絞る。 

4.20 セクター分析によると解決すべき課題として、加工原料、資金、技術、市場、パート

ナー等に係る情報ネットワークの構築、税制面の優遇措置、中小企業向けクレジット・

スキームの整備、零細農漁民を対象とした小口金融制度の強化、組織化及び人材育成

体制の整備があげられている。 

4.21 以上に基づき、本プログラムに係る協力コンポーネントとして、1）地場農水産加工業

の育成を掲げ、そのなかで①税制面の優遇措置や中小企業向けクレジット・スキーム

の整備など投資インセンティブ創出のための制度に対する提言、②情報ネットワーク

構築を促進する関連情報整備に関する提言、③農水産加工業振興のための農漁民組織

育成・強化への支援、④上記の実施に最低限必要な小規模施設等の整備、を検討する

こととし、また 2）零細農漁民の所得創出のための支援としてマイクロ・クレジット制
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度の振興に対する提言、及び農漁民互助組織の育成・強化に対する提言を検討する。 

4.22 地場農水産加工業の育成 

投資インセンティブ創出のための制度に関する提言 

上述したとおり新規に地場産業を興すためには、初期投資のための中小企業を対象と

した制度金融、また産業の誘致を促進するための処置が必要である。したがって、地

場の農水産加工業を中心とするアグリビジネスの振興のために、投資を促進するため

のインセンティブとして制度的な優遇措置などが検討されるべきである。 

関連情報制度に関する提言 

また、上記の投資を促進するための加工原料、資金、技術、市場、パートナー等に係

る情報ネットワークの構築など、地場農水産業振興の推進を促す関連情報制度の整備

も必要である。 

農水産加工業振興のための農漁民組織育成・強化 

農業省並びに海洋水産省では、アグリビジネス並びにアクアビジネスの振興を目指し

ており、上述したクロンポック等を対象にマイクロ・クレジットやコミュニティーベ

ースのマイクロ・プロジェクトを実施して支援を行っている。しかし、農漁民の参加

者意識の醸成と主体性、責任感といった基本的な教育から、ビジネス・ユニットとし

ての機能を持たせるまでにはなお多くの時間と労力が必要であると考えられ、この状

況を改善するためには、農漁民の組織化とその強化に対する支援が不可欠である。 

上記の実施に最低限必要な小規模施設等の整備 

なお、上記の地場農水産加工業育成のための協力に最低限必要な小規模施設等の整備

を考える。 

4.23 貧困者の所得創出事業に対する支援：マイクロ・クレジット制度の振興及び農漁民互

助組織の育成・強化に対する提言・支援 

ほとんどの農漁民は零細であり、生産段階から販売までに必要な手段、資金が不足し

ている。小農の場合、優良種子及び肥料、農薬等の生産資材を適期に適量購入するこ

とは困難である。そのため、生産投入資材の購入等については仲買人、精米業者等か

らの支援を受け、生産物を彼らの言い値で手放さざるを得ない場合が見られる。また

零細漁民の場合、船、魚網等の生産手段 や漁獲物の品質維持のための氷や魚箱などを

個人で購入することは困難であり、仲買人や漁業会社から支援を受け、彼らに必ずし

も適正でない価格で売り渡している。 

政府はこれらの状況を改善するために、各種の低利マイクロ・クレジット・プログラ

ムを用意し実施している。概してマイクロ・クレジットは、使用目的が限定され、融

資期間が短期であり、融資額も小額である。また、クレジットはグループ責任による

保証を求めるシステムであるが、協同組合やその他団体等の融資を受ける側における

資金の管理体制、管理能力等に問題があり、また各組織構成員のクレジットに対する

理解が十分ではなく、返済や使途が不明瞭になりがちである。 

 この問題を解決するには、零細農漁民自身がマイクロ・クレジット・プログラムを活

用する能力を身につけることが必要である。そのため、マイクロ・クレジット制度に
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は、NGOなど第三者による支援に十分な期間をとり、自分達が自立して主体的に組織を

運営していくという理解を醸成するとともに、組織運営や財務管理などの実務訓練を

併せて実施することが重要である。 

農水産物市場改善・強化プログラムに係る協力コンポーネント 

4.24 セクター分析で検討した結果、農産物の流通における改善策は以下の５点に集約され

る。 

1) 衛生的・効率的な市場管理 

2) 市場内取引の透明性及び公正な価格形成のための法体系・制度整備 

3) 農漁民の市場情報へのアクセスの確保 

4) 零細農民の共同集出荷体制の構築 

5) 各流通段階における収穫後損失の実態解明及びその改善 

4.25 そのうち、零細農民の共同集出荷体制の構築については、農民の組織化と一体的に取

り扱う内容であり、農業制度改善・生産支援プログラムの中で検討することとなる。

また各流通段階における収穫後損失の実態解明は庭先から市場までの広範囲にわたる

課題であり、中・長期的な視点で実態解明及びその対応を検討していくこととし、本

調査では 1)、2)、3)の課題を一体的に取り扱うことができる市場に焦点をあてたプロ

グラムとして以下の２つのコンポーネントを検討する。 

(1) 農水産物市場制度の改善に係る提言 

(2) 農水産物流通基本情報制度の確立に係る提言 

4.26 農水産物市場制度の改善に係る提言 

農水産物の卸売市場は一般に老朽・手狭・非衛生であり、収穫後損失の相当部分が市

場段階で発生している。また、市場内取引業者が許認可制でないこと、取引データの

報告義務がないこと、相対取引であること、品質基準が整備されていないこと等、市

場内取引の透明性や公正な価格形成を阻害する要因が多い。卸売市場は、生産者（農

漁民）と消費者（農水産物利用者）をつなぐ中心に位置し、公正・迅速な取引を通じ

て生鮮食料品等の円滑かつ安定的な供給を図るものであるから、その改善は緊要であ

り、法体系・制度の整備をはじめとした改善策が検討される必要がある。市場を円滑

に機能させるためには、農漁民による共同集出荷等をベースにした集荷体制の改善も

重要な要件となる。 

4.27 農水産物流通基本情報制度の確立に係る提言 

流通は、生産者（農漁民）と消費者（農水産物利用者）の間にあって、両者の情報交

流という重要な役割を担っているが、その機能は十分に果たされていない。農民から

の市場情報へのアクセスは困難である。市場価格データは関係各省及び地方政府機関

職員によって収集され一般に開示もされているが、情報量・即時性・実用性・精度等

に難点があり、十分活用されていない。市場活性化のためには、生産状況・消費者ニ

ーズ等を含む、幅広い市場情報ネットワークを構築する必要がある。 
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第１章 序論 

1.1 序 

 本報告書は、国際協力機構（旧国際協力事業団：JICA）とインドネシア国（イ国）国

家開発企画庁（BAPPENAS）との間で平成 14 年（2002 年）2 月 8 日に締結されたイン

ドネシア国農水産業セクタープログラム開発計画調査の実施細則（S/W）に基づき作

成されたものである。 

 

1.2 調査の背景 

 イ国において、我が国は農水産業分野におけるトップドナーの一つとして、有償・無

償の資金協力および技術協力を行ってきた。イ国の政治経済状況の変化を踏まえ、よ

り効果的かつ効率的な援助の実施に向けて、我が国の農水産業分野における協力の方

向性を検討するために、JICA は平成 13 年（2001年）6月にプロジェクト形成調査（プ

ロ形調査）を実施した。プロ形調査の結果、農水産業分野に対する日本の協力の方向

性として、次に示す二つの開発課題とその下に五つの協力プログラム案を形成した。 

  開発課題  協力プログラム案 

 ・食料の安定供給および栄養改善 ・農業制度改善・生産支援プログラム 

・農業生産基盤向上・維持管理プログラム 

・水産資源の持続的利用プログラム 

 ・農漁家所得の向上および村落経済の

活性化 

・農漁村振興プログラム 

・農水産物市場改善・強化プログラム 

 これを受け、平成 13年（2001年）10 月に、イ国政府は、各プログラムの下で実施す

べき具体的なアクションプランを策定するとともに、その進捗管理を行うセクタープ

ログラム開発調査の実施を日本政府に要請した。この要請に対し、我が国は、農水産

業分野のセクタープログラム開発調査の実施についてイ国政府と合意し、平成 14 年

（2002 年）2月 8日に S/W を締結した（付属資料 1参照）。 

 

1.3 調査の目的と内容 

1.3.1 調査の目的 

本調査の目的は、プロ形調査により策定された「農水産業分野に対する日本の協力の

方向性」をレビューの上、その具体化を図り、日本の農水産業分野の協力を効果的・

効率的に実施するために、協力プログラムに係る追加的なセクター分析を行い、具体

的なアクションプランの策定およびその実施に係るモニタリングを行うものである。 
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1.3.2 調査対象 

(1) 調査対象地域 イ国全域を対象とする。 

(2) イ国政府機関 イ国政府側の全体調整機関はBAPPENASである。実施関係機関は、

1）国家官房技術協力局（SEKNEG）、2）財務省、3）農業省、4）

海洋水産省、5）居住地域インフラ省（現公共事業省）、6）協同

組合・中小企業担当国務大臣府、7）商業工業省（現商業省注 1）、

8）内務省、9）女性エンパワメント担当国務大臣府である。 

(3) 対象スキーム 農水産業分野に対して日本が行う有償・無償の資金協力および

技術協力の支援全般に関し、平成 15 年度～17 年度までの採択候

補案件の検討および案件形成を支援し、その実施に係るモニタ

リングを行う。 

1.3.3 調査の範囲と内容 

本調査では農水産業のセクター分析を行うと共にアクションプランを策定し、そのモ

ニタリングやイ国の政策・情勢の動向を踏まえ、適時・適切な改訂を行っていく。 

セクター分析は、イ国の政策・情勢の動向を踏まえて、農水産業セクターの分析を行

い、日本の協力の方向性を明確にする。また、アクションプランでは現時点における

この方向性を踏まえ、2003 年度から 2005 年度までのイ国農水産業セクターに対する

協力の具体案を示す。 

本調査業務はフェーズ１とフェーズ 2の 2期に分けて実施する。 

フェーズ１では、平成 14 年（2002年）5月から同年 12 月中旬まで、セクター分析を

踏まえて、我が国およびイ国関係者の調整をとおして、アクションプランおよび進捗

管理体制案を策定した。 

フェーズ 2 では、平成 15 年度（2003 年度）および平成 16 年度（2004 年度）の毎年

度にセクター分析を見直し、アクションプランの進捗管理から得られた情報と併せて、

現状分析および協力の方向性を再検討するなど、アクションプランの適時、適切な改

訂を行った。 

 

1.4 フェーズ 1調査行程 

本調査フェーズ 1 の業務行程は、国内準備作業、第 1 次現地調査、第 1 次国内作業、

第 2次現地調査、第 2次国内作業、および第 3次現地調査に大きく分けられる。平成

14 年 5 月から 11 月までに国内準備作業、第 1次現地調査、第 1次国内作業、第 2次

現地調査、および第 2次国内作業が終了した。その後、イ国側に農水産業セクター報

                             

注 1商業工業省は商業省と工業省に分割された。本調査実施関係機関は商業省となる。 



 1 - 3 

告書の内容説明および質疑を行うために、第 3 次現地調査を 12 月中旬に実施し、本

調査フェーズ 1の業務は全て完了した。 

1.4.1 国内準備作業 

本作業は、2002 年 5 月上旬に実施した。主な作業内容は、1)既存資料の収集・整理、

2)調査方針・内容・手法及び工程の検討、3)インセプションレポート案の作成、4)イ

ンセプションレポート検討会における同案の内容説明及び協議、5)同検討会の協議結

果を踏まえたインセプションレポートの作成であった。 

1.4.2 第 1 次現地調査 

第 1次現地調査は、2002 年 5 月 12 日から 6月 25 日の 45 日間に亘って実施した。主

な作業内容は、1)イ国側関係機関へのインセプションレポートの説明・協議（付属資

料 2 参照）、2)農水産業セクター分析、3)協力プログラムに関する関係機関へのヒヤ

リング、4)プログレスレポートの作成であった。 

1.4.3 第 1 次国内作業 

本作業は、第 1次現地調査終了後の 6月下旬から 7月上旬にかけて実施した。主な作

業内容は、1) 検討会における日本側関係者に対する第 1 次現地調査の内容説明及び

協議、2)同検討会の協議を踏まえたインテリムレポートの作成であった。 

1.4.4 第 2 次現地調査 

第 2次現地調査は、2002年 7月 14日から9月 10日までの 59日間に亘って実施した。

主な作業内容は、1)イ国側関係機関へのインテリムレポートの説明・協議（付属資料

3参照）、2)イ国政府関係者及び関連他ドナーの理解促進を目的とした同レポートに関

するセミナーの開催、3)アクションプランに関する関係機関との協議、4)アクション

プラン案及び進捗管理体制案の策定、5)ドラフト農水産業セクター報告書の作成、6) 

イ国側関係機関へ同報告書の説明・協議（付属資料 4参照）であった。 

1.4.5 第 2 次国内作業 

第 2 次国内作業は、2002 年 9 月下旬から 11 月上旬に亘って実施した。主な作業内容

は、1) 検討会における日本側関係者に対する第 2 次現地調査の内容説明及び協議、

2)同検討会の協議を踏まえた農水産業セクター報告書の作成であった。 

1.4.6 第 3 次現地調査 

第 3 次現地調査は、2002 年 12 月 12 日から 19 日に亘り実施した。主な作業内容は、

1)農水産業セクター報告書に関するイ国側関係機関に対する説明および協議、2)イ国

政府関係者および関連他ドナーの理解促進を目的としたセミナーの開催であった。 

1.5 フェーズ 2調査行程 

本調査フェーズ 2の業務行程は、平成 15 年度（2003 年度）に実施された第 4次現地
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調査と第 5 次現地調査、平成 16 年度（2004 年度）に実施された第 6次現地調査、平

成 17 年度（2005 年度）始めに実施された第 7 次現地調査に分けられる。本報告書作

成時点において、本調査フェーズ 2の業務は全て完了している。 

 

1.5.1 第 4 次現地調査 

第 4次現地調査は、2003 年 5 月 20 日から同年 10 月 18 日に亘り実施した。主な作業

内容は、1)イ国側関係各機関に対する本調査の説明、2)アクションプランの進捗管理

とモニタリングレポートの作成、3)農水産業セクター報告書セクター分析編の改訂素

案の作成、4)イ側関係機関の要望を踏まえたアクションプランの改訂素案の作成、5)

これらをとりまとめたプログレスレポート(2)の作成とイ国政府関係者への説明およ

び協議であった。 

1.5.2 第 5 次現地調査 

第 5次現地調査は、2004 年 2 月 29 日から同年 3月 7日に亘り実施した。主な作業内

容は、プログレスレポート(2)に日本側案件検討結果を反映したドラフト農水産業セ

クター報告書(2)の 作成、そのイ国側関係機関に対する説明及び協議であった。 

1.5.3 第 6 次現地調査 

第 6次現地調査は、2004 年 5 月 31 日から同年 10 月 27 日に亘り実施した。主な作業

内容は、1)イ国側関係各機関に対する本調査の説明、2)アクションプランの進捗管理

とモニタリングレポート（2）および（3）の作成、3)農水産業セクター報告書セクタ

ー分析編の改訂素案の作成、4)イ側関係機関の要望を踏まえたアクションプランの改

訂素案の作成、5)これらをとりまとめたプログレスレポート(3)の作成とイ国政府関

係者への説明および協議であった。 

1.5.4 第 7 次現地調査 

第 7次現地調査は、2005 年 4 月 5 日から 27日に亘り実施した。主な作業内容は、1) プ

ログレスレポート(3)に日本側案件検討結果を反映したドラフトファイナルレポート

の作成、そのイ国側関係機関に対する説明及び協議、2)イ国政府関係者および関連他

ドナーの理解促進を目的としたセミナーの開催である。説明及び協議で得られた意見

とコメントに基づき加筆・修正したファイナルレポートを 2005年 6 月に作成した。 
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第２章 インドネシア国の社会経済状況 

2.1 経済の現状 

21-1 1997 年 7 月のタイ・バーツ切り下げに始まるアジア通貨危機の影響を受け、1998 年

の実質 GDP 成長率は‐13.1％の落ち込みを示した（下表）。経済危機の影響を各セク

ター別の GDP 成長率で見ると、建設業で-36.4%、金融業で-26.6％、貿易・観光業で

-18.2%と落ち込みが大きく、農林水産業（農業：-0.7%、林業：-8.5%、水産業：1.9%）

及び鉱業ではそれぞれ-1.3％と-2.8％で比較的小さな落ち込みであった。これは、農

林水産業セクターの成長は低位で推移しているものの、他セクターに比較すれば、堅

調で通貨危機の影響は少なかったことを示すものである。その背景の一つとして、イ

国農水産業の特徴、つまり、生産の 50%以上が経済変動の影響を受けにくい食用作物

生産に依存していることが考えられる。 

インドネシア国実質 GDP 成長率（1993 年価格指標） 
（単位：%） 

 95 年 96 年 97 年 98 年 99 年 00 年 01 年 02年*2 03 年*2

実質成長率 8.2 7.8 4.7 -13.1 0.8 4.9 3.5 3.7 4.1 

セクター別年変化率 

農林水産業 4.4 3.1 1.0 -1.3 2.2 1.9 1.7 2.0 2.5 

 （農業） (4.9) (3.0) (-0.9) (-0.7) (2.5) (1.5) (1.1) (1.8) (2.6)

 （林業） (0.0) (2.2) (11.6) (-8.5) (-4.6) (1.6) (2.6) (1.9) (-0.4)

 （水産業） (4.8) (5.4) (5.8) (1.9) (6.1) (5.0) (4.7) (3.9) (4.0)

鉱業 6.7 6.3 2.1 -2.8 -1.6 5.5 1.3 2.6 0.5 

製造業 10.9 11.6 5.3 -11.4 3.9 6.0 3.1 3.4 3.5 

公益事業*1 15.9 13.6 12.4 3.0 8.3 7.6 8.2 6.0 6.8 

建設業 12.9 12.8 7.4 -36.4 -1.9 5.6 4.4 4.9 6.7 

貿易・観光業 7.9 8.2 5.8 -18.2 -0.1 5.7 3.7 3.8 3.7 

運輸・通信 8.5 8.7 7.0 -15.1 -0.8 8.6 7.8 8.0 10.7 

金融業 11.0 6.0 5.9 -26.6 -7.2 4.6 5.4 5.7 6.3 

サービス 3.3 3.4 3.6 -3.9 1.9 2.3 3.1 2.1 3.4 

脚注 *1：公益事業は電力・ガス・上水供給。*2：暫定値 

出所：Statistical Yearbook 

21-2 1999 年以降は、一部の産業セクターは緩やかな回復基調に入り、2000 年には全ての

セクターがプラス成長となり、2003 年の GDP 成長率は暫定的に 4.1%と発表されてい

る。2001 年からインフレの再燃、国内外投資の再低下等みられたが、2003 年には実

態経済にやや回復の兆しが見られる(下表参照)。 

消費者物価指数  国内外投資の推移 

前年同期比率         

   外国からの投資（百万ドル） 国内企業の投資（十億ルピア） 

   件数 認可額 前年差額 件数 認可額 前年差額

97年 11.05%  97 年 790 33,800 3,900 718 119,900 19,200

98 年 77.63%  98 年 1,035 13,600 -20,200 324 60,700 -59,200

99 年 2.01%  99 年 1,164 10,900 -2,700 237 53,600 -7,100

00 年 9.35%  00 年 1,524 15,400 4,500 355 92,400 38,800

01 年 12.55%  01 年 1,333 15,100 -300 264 58,800 -33,600

02 年 10.03%  02 年 1,141 9,800 -5,300 184 25,300 -33,500

03 年 5.06%  03 年 1,024 13,200 3,400 181 48,500 23,200

出所: Statistical Yearbook 



 2 - 2   

21-3 2003 年名目 GDP は 1,787 兆ルピアである（表 2.1.1参照）。その内、製造業が 24.7％

と最も大きな割合を占め、次いで農林水産業（農業：13%、林業：1.1%、水産業：2.5%）

が 16.6％、貿易・観光業が 16.3%となっている。2002 年の一人当たり GDP 注1は米ドル

換算で 819 ドルとなっており、1998 年の 473 ドル及び 1999 年の 687 ドルに比較すれ

ば回復したものの、1995 年の 1,038 ドルの依然 80%に留まっている。 

21-4 農林水産業各セクターの 2003 年における名目 GDP 割合は、下表に示すとおり食用作

物が 49.4%と最も大きな割合を占め、次いで非食用作物（15.9%）、水産（15.1%）、畜

産（13.2%）となっている。 

農林水産業各セクターの名目 GDP 構成比（1996-2003 年） 

（単位：％） 

 1996 年 1997 年 1998 年 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年*1 2003 年*1

食用作物 53.6 51.7 52.9 53.9 51.7 51.5 51.4 49.4 

非食用作物 16.3 16.3 19.3 16.7 15.5 15.3 15.3 15.9 

畜産 10.7 11.6 19.3 11.0 12.4 12.5 12.8 13.2 

林業 9.2 9.7 6.8 6.4 6.9 6.4 6.2 6.4 

水産 10.2 10.8 12.0 12.0 13.5 14.4 14.5 15.1 

農林水産業全体 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

出所：Statistical Yearbook  *1：暫定値 

21-5 農林水産業各セクターの GDP成長率は水産の伸びが比較的高く、畜産がそれに続いて

おり、近年は非食用作物の伸びも高い。一方、食用作物の成長率は低く、2003 年の

値（1.6%）は 1990 年-2000 年の平均人口成長率（1.49%）注2より若干高い値となった

が、総じて低調である（下表）。これは、食用作物生産の分野では、所得を同レベル

で維持しようとした場合、増加する人口を吸収することが困難であることを示唆する

ものである。 

農林水産業各セクターの GDP 成長率（1993 年価格指標） 
（単位：%） 

 1996 年 1997 年 1998 年 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年*1 2003 年*1

食用作物 2.1 -2.9 2.0 2.0 1.5 -0.8 0.8 1.6 

非食用作物 4.5 1.4 0.1 1.9 0.2 5.7 4.2 5.2 

畜産 5.1 4.9 -13.9 6.2 3.3 3.6 2.4 3.5 

林業 2.2 11.6 -8.5 -4.6 3.3 3.6 1.9 -0.4 

水産 5.4 5.8 1.9 6.1 5.0 4.7 3.9 4.0 

農林水産業全体 3.1 1.0 -1.3 2.2 1.9 1.7 2.0 2.5 

出所：Statistical Yearbook  *1：暫定値 

21-6 就業人口についてみると、農林水産業部門の就業人口は全就業人口の約 45％を占めて

いる(下表参照)。また 2000 年人口統計によると、農林水産業部門就業人口のうちで

は、農林業は 97%、水産業は 3%の割合となっている。また、イ国の輸出総額 611 億ド

ル（2003年）の内、農林水産物の輸出額（加工品を含む）は 100 億ドル（同年）であ

                             
注1  : ADB Key Indicators 2003: Education for Global Participation 

注2 ：Statistical Yearbook of Indonesia, 2003、インドネシア中央統計局 
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り、輸出総額の約 16％に相当し、外貨獲得に貢献している（表 2.1.2 参照）。 

 

インドネシア国の就業状況及び産業別雇用者数 

   (単位: 千人)

 2000年* 2001年 2002年 2003年 

 人口 割合(%) 人口 割合(%) 人口 割合(%) 人口 割合(%)

労働人口 95,650.96 100 98,812.45 100 100,779.27 100 100,316.01 100

就業人口 89,837.73 93.9 90,807.42 91.9 91,647.17 90.9 90,784.92 90.5 

失業者数 5,813.23 6.1 8,005.03 8.1 9,132.10 9.1 9,531.09 9.5 

産業別雇用者数  

農林水産業 40,676.71 45.3 39,743.91 43.8 40,633.63 44.3 42,001.44 46.3 

鉱業・製造業 11,641.76 13.0 12,086.12 13.3 12,741.80 13.9 11,656.39 12.8 

建設業 3,497.23 3.9 3,837.55 4.2 4,273.91 4.7 4,106.60 4.5 

その他 34,022.03 37.9 35,139.83 38.7 33,997.83 37.1 33,020.49 36.4 

合計(就業人口) 89,837.73 100 90,807.42 100 91,647.17 100 90,784.92 100

出 所 ： Labor Force Situation in Indonesia, BPS for 2001~2003, Central Bureau of Statistics of Indonesia
（http://www.bps.go.id）for 2000 

*：マルク州除く 

21-7 イ国の農林水産業セクターは、GDP の約 17%を産出するとともに、雇用機会の創出、

外貨獲得等において産業構造上重要な役割を演じているものの、GDP における成長は

低位に推移しており、第 3章で分析するとおり多くの問題を抱えているということが

できる。 

 

2.2 財政の現状 

22-1 イ国政府は IMF 合意に基づく包括的な経済構造改革、特に金融セクターの健全性の回

復等に関する改革プログラムの実施、銀行の整理、規制緩和政策等により国際市場の

信頼回復に努めていた。現在、上述の通り経済状態が回復しつつあるため、2003 年

12 月 31 日で IMF プログラムは終了し、現在 IMF によりポストプログラムモニタリン

グが行われている。 

22-2 イ国の財政状況として 2002 年から 2004 年の国家予算（歳入及び歳出）を表 2.2.1に

示した。2004 年の年度の予算規模は、歳出 374.4 兆ルピア、歳入 349.9 兆ルピアであ

り、歳入不足の 24.4 兆ルピア（GDP の 1.22％）は減少してきており、これまでと同

様にインドネシア銀行再建庁(Indonesia Bank Restructuring Agency：IBRA）の資産

売却、国有企業民営化、外国借入等により調達することとしている。地方分権化に伴

う均衡資金（Balanced Funds）は 112.2 兆ルピアで、その多くは州政府よりも県・市

に多く配分される。均衡資金は、①土地建物税・土地建物移転税並びに天然資源から

の歳入分与の地方政府分配分、②使途の限定されていない一般交付金（DAU）、③使途

の限定された特別交付金（DAK）により構成されている。均衡資金を構成するこれら

予算の割合はそれぞれ 24%、73%、3%となっており、一般交付金の割合が最も高くなっ

ている。2002～2004 年度の国家歳入、歳出の構成を図 2.1、2.2、2.3 に示した。 
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22-3 開発支出のルピア（内貨）と対外借入の合計額は 70.9 兆ルピア（歳出の約 18.9%）で、

その内訳は、当初予算の数字ではあるが、表 2.2.2に示すとおりである。同表によれ

ば、農林水産業セクターへの支出割合は開発支出総額の 7.0%である。このうち、農業

（畜産を含む）、林業及び水産の各セクターへの配分は、それぞれ 67%、2%、31%とな

っており、農林水産業セクターの GDP 構成比（それぞれ 79%、6%、15%）と比較して水

産業セクターへの配分が高くなっている。一方、現在の開発支出は 20 項目のセクタ

ーに分けられているが、2005年度からはプログラム別に 11 項目となる予定である。 

22-4 イ国経済の最大のマクロ的政策課題の 1つは対外債務である。表 2.2.3 に見られるよ

うに、2003 年 12月末現在の対外民間債務（540億ドル）と対外公的債務（867 億ドル）

の合計額は 1,407 億ドルで、イ国の 2003 年の名目 GDP である 2,110 億ドル（1,787兆

ルピア）の約 7 割を依然として占めている（2000 年 12 月末では対外債務合計 1,467

億ドル 2000年名目 GDP が 1,376 億ドル）。2002年 4月の主要債権国会議（パリクラブ）

ではイ国政府が要請した総額 54 億ドルのリスケ案がほぼ全面的に承認された。これ

でイ国のリスケ獲得は経済危機以降 3回目となり、今回のパリクラブで承認されたの

は 2002 年 4 月から 2003 年 12 月償還期限を迎える対外公的債務の元本・金利（1997

年 7 月 1 日以前に契約されたもの）のリスケである。因みにリスケ額 54 億ドルのう

ち、日本政府の債権は 27 億ドルを占めている。 

22-5 財政面での課題は対外債務の他に、①国内公的債務、②補助金、及び③財政の地方分

権化が挙げられる。国内公的債務は総額 624 兆ルピア（737 億ドル、2003 年 12 月末

現在）といわれている。国家予算規模（歳出総額）375 兆ルピア（2003 年度実績）の

同国にとってこの国債残高は過大な重荷になっており、特に 2004 年以降に本格化す

る国債償還が問題である。補助金は、石油･ガス･電力等に関して支出されているが、

2004 年予算では削減を行い、26.4兆ルピアの支出が見込まれる（2003 年度実績は 44

兆ルピア）。補助金の削減に伴う燃料費の上昇により、バス料金や電気料金等の値上

げが予想される。また、財政の地方分権化は、付与された権限と財源を地方政府が効

果的に利用出来るかどうかが問題である。また地方政府による国際機関等からの借入

の可能性について議論されており、その成り行きが注目される。 

22-6 イ国政府は財政面で厳しい対応を迫られており、財政再建は急務といえる。イ国政府

は対外債務が問題となる中、財政再建のために新たな対外借入を抑制する方針であり、

国家歳出予算は非常に厳しい状況に置かれている。我が国の協力についても、このよ

うな状況を念頭に置き、効果的な協力のあり方を検討していく必要がある。 

2.3 貧困の現状 

23-1 イ国における貧困は、下表に見られるように1970年代後半から急速に減少しており、

経済危機前の 1996 年には貧困人口が 2,250 万人、11.3％まで減少した。しかしなが

ら、経済危機は貧困人口の増加をもたらし､1999 年 8 月の時点で実施された全国家計

調査によると貧困人口は 3,750 万人、18.2%と推計され 1.5 倍強に増加している（1999
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年 8 月時点における貧困ラインは、都市部では 89,845 ルピア/人/月であり､農村部で

は69,420ルピア/人/月である）。特に人口が集中しているジャワ島などは貧困者が420

万人から 1,001 万人へと増加するなど都市部での影響が顕著である。 

貧困人口の推移 

 貧困人口数（百万人） 貧困人口の割合（％） 

 都市部 農村部 全国 都市部 農村部 全国 

1976 年 10.0 44.2 54.2 38.8 40.4 40.1 

1980 年 9.5 32.8 42.3 29.0 28.4 28.6 

1990 年 9.4 17.8 27.2 16.8 14.3 15.1 

1996 年 7.2 15.3 22.5 9.7 12.3 11.3 

1998 年 17.6 31.9 49.5 21.9 25.7 24.2 

1999 年 12.4 25.1 37.5 15.1 20.2 18.2 

2000 年 12.3 26.4 38.7 14.6 22.4 19.1 

2001 年 8.6 29.3 37.9 9.8 24.8 18.4 

2002 年 13.3 25.1 38.4 14.5 21.1 18.2 

2003 年 12.2 25.1 37.3 13.6 20.2 17.4 

出所：Statistical Yearbook of Indonesia、インドネシア中央統計局 
 

23-2 このような急激な貧困層の拡大に鑑み、イ国政府は貧困者や失業者などの社会的弱者

への危機の影響を緩和することを目的に、“ソーシャルセーフテイネット(SSN)プログ

ラム”を 1998年から 3年間実施した。SSN プログラムは、3年間で 180 兆ルピアが投

入され、初等中等教育からのドロップアウトの防止、保健医療サービスへのアクセス

の確保、子供の栄養状態悪化の防止、失業者に対する雇用機会の確保をはかった。 

23-3 イ国の貧困者層の増加は、SSNプログラムの実施により減少へと転換したものの（2003

年のデータで貧困人口の割合は 17.4% まで回復）、貧困問題は社会不安の要因の一つ

であり、構造的な貧困層とともに、経済危機により貧困に陥った過渡的な貧困層、さ

らには貧富の格差が大きいイ国における相対的な貧困層の問題など、貧困削減は依然

として大きな開発課題である。 

23-4 今後イ国政府は緊急的なSSNから中長期的な持続可能な貧困削減プログラムの策定と

実施を計画している。また、国家開発 5ヵ年計画（PROPENAS）においても貧困削減は

重要な政策課題の一つとして挙げられ、2000 年から 2004 年の 5 年間に構造的な削減

への取組が予定されていた。これは、2005 年に策定された新しい国家開発計画（RPJM）

においても重要な政策課題である。またインドネシア政府は 2005 年 4 月現在、世銀

の支援を受け PRSP（貧困削減戦略ペーパー）の作成中であり、貧困削減は引き続き重

要な政策課題として認識されている（後記 4.1、4.3 参照）。 

23-5 このような中にあって、世界銀行（世銀）及びアジア開発銀行（ADB）の開発基本戦

略及び主要援助国の援助方針においても貧困対策はイ国に対する援助の中心課題の

一つとして重視されている(後記 4.4 参照)。 
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貧困関連社会指標 

 1980 年*1 1999 年*1 2002 年 

平均寿命（年） 男；50.9、女；54.0 男；64、女；68 男；64、女；68*2 

1 歳以下乳児死亡率

（/1,000） 

112 50 35*3 

5 歳以下幼児死亡率

（/1,000） 

125 60 46*3 

妊産婦死亡率（出産

10,000人当たり） 

360.0（1984-85） 390.0（1989-94） 307.0（1998-2002）

*3 

女性一人当たり平均出

産回数 

4.7 2.8 2.6 (2002-2003)*3 

成人識字率（％） 男；77.7、女；57.7 男；89.6、女；78.0 男；93.5、女；85.7*2

小学校就学率（グロス） 男；114.6、女；99.7 男；116.9、女；112.3 男；106.0、女；105.6

（2003年*4） 

中学校就学率（グロス） 男；34.7、女；23.3 男；55.8、女；47.6 男；79.9、女；82.4

(2003 年*4) 

出所：*1:ADB, Country Operational Strategy: Indonesia, March 2001、*2: National Human Development 
Report 2004 The Economics of Democracy BPS, Bappenas, UNDP、*3: Indonesia Demographic and Health 
Survey 2002-2003、*4: Statistics of Education, 2003 

23-6 貧困問題を食料･農業の側面からみれば、都市と農漁村の所得格差の拡大、教育、栄

養、医療サービス等の基本的ニーズに対する低い充足率、基礎的インフラの未整備、

及びこれらに起因する多大な貧困層（貧困人口の約 70％が農漁村部）の存在として捉

えられる。また、貧困に由来する栄養不足も問題である。栄養不足と微量要素の不足

が 5歳以下の幼児の罹病及び死亡の原因の 50％以上であると見られている。また、成

人の栄養不足に起因する貧血は伝染病に対する抵抗力を弱め、これがイ国を含む東南

アジアで際立って高い妊産婦の死亡率の主たる原因と見られている。さらに、5 歳以

下の幼児の 39％が慢性的栄養不足であり（1992 年）、生後 6～23 ヶ月の乳幼児の蛋白

質不足は 1998 年で 30.5％に達している注3。農水産業セクターにおける貧困削減への

取組に当たっては、この点に留意する必要がある。 

23-7 また、カロリー摂取量では、1999年の値で 1,849cal/人日（都市部：1,802cal/人日、

農村部：1,880cal/人日）注4となっている。1996 年の値が 2,020cal/人日（都市部：

1,984cal/人日、農村部：2,040cal/人日）注3であったことから、通貨危機の影響を受

けカロリー摂取量は低下したとみることが出来る。イ国の栄養所要量は 2,500cal/人

日を目標としていることから、一層の栄養改善が今後の課題として挙げられる。 

23-8 以上のような状況に鑑みるとき、農漁村開発は貧困対策としても極めて重要なもので

ある。 

2.4 地方分権化の現状 

24-1 1999 年に成立した地方分権化 2 法（地方行政に関する法律第 22 号及び中央地方財政

均衡に関する法律第 25 号）が 2001 年 1 月より施行され、地方分権化の実施ステージ

                             
注3: Assessment of Poverty in Indonesia, ADB, Oct. 2000 

注4 :Assessment on Indonesian Food Security Situation, Ministry of Agriculture, 2001 
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に入った。中央政府の機能は外交、国防・治安、司法、金融・財政、宗教の 5分野と

その他の分野（マクロレベルの国家計画、開発管理政策、天然資源管理等）に関する

権限に限定され、それ以外の権限は県（Kabupaten）・市（Kota）へ権限が移譲された。

地域の振興および開発にあたっては、従来の中央主導・一極集中型から地方の多様性

に基づいた地方イニシアティブ重視型に転換した。 

24-2 地方分権化に伴い、中央から地方への公務員の転籍並びに施設や公文書の移管が 2001

年 9 月までに終了した。地方に設置されていた中央政府事務所のうち、地方政府に移

管されたものは、州レベルで 239 事務所、県／市レベルで 3,933事務所、そして 16,000

以上に達するプロジェクト実施機関（Unit）である。これらの事務所が地方政府下の

管轄に入ったことに伴い、約 201万人の国家公務員が地方政府に転籍した注5。こうし

た公務員の転籍や施設の移管は比較的順調に進んだものの、各種事業の実施､公務員

の配置転換およびこれに伴う地方での余剰人員の発生等様々な問題も生じた。 

24-3 地方分権化の実施は以下のようなスケジュールを想定して実施されてきたが、上記２

法の基本的枠組みを実施するために必要な政府規則の作成が遅れたり、また、地方分

権化に係る規則等で地方分権化法と整合しない内容がある等、政策・制度整備上の課

題も残されている。このため、地方政府首長の直接選挙、州政府の役割強化、行政サ

ービス（Civil Service）の改善、使途を特定しない一般交付金（DAU)の配分を高め

る、石油ガス収入や資産税の地方の持分を高める、州政府の起債を可能とするなど幅

広い議論を通じ地方分権化 2法が改訂された。 

地方分権化スケジュール（地方自治諮問委員会） 

時期 段階 内容 
2001 年 1月まで 地方分権化実施の準備 ・ 関連する政府規則の制定 
2001 年 地方分権化の開始 ・ 地方分権化を実施できる能力のある地

方政府は権限、人材、資産、財源の移管
を実施 

2002年～2003年 地方分権化の改革 ・ 2001 年に地方分権化を完全実施できな
かった地方政府が地方分権化の実施を
完了 

・ 地方政府の能力向上の本格実施 
2004年～2007年 地方分権化の強化 ・ 地方分権化の戦略と概念の改善 

・ 地方分権化の概念と法律枠組みとのギ
ャップの解消 

・ 地方分権化の実施が出来ない地方政府
の廃止と統合 

2007 年以降 地方分権の安定 ・ 地方分権化の継続的な改善 

24-4 地方分権化を推進するうえで、イ国政府が求められている主要な対策を以下にまとめ

る注6。 

                             
注5：GTZ Decentralization News, March 2001 

注6 ：Indonesia, The Imperative for Reform, November 2001, World Bank 
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1) 一般交付金（DAU)の地方への配分メカニズムをより平等で透明性の高いものにす

る必要があること。 

2) 地方分権化法第 22 号の見直し手続きを、どの部分の改訂が同法の予測し得る不備

を取り除くものであるかについて明確にしたうえで行う必要があること。 

3) 地方毎に制定された規制の見直し作業を強化し、国法との間で不一致が見られる

ものについては無効にする必要があること。 

4) 地方分権化に係る問題を早期に発見し、中央による早急な対応を図るためのより

包括的なモニタリングシステムを設ける必要があること。 

5) 開発事業をタイムリーに実施するため、地方政府への特定目的交付金（DAK）およ

び開発資金手当てに係る枠組みを早急に規定する必要があること。 

6) 地方分権化を支援するキャパシティビルディングに係るプログラムを完成させる

よう資金手当てを行うこと。 

24-5 上記した対策のうちで、地方政府職員のキャパシティビルディングおよびそれによる

効果的、効率的な地方行政サービスの提供は最も遅れている部分であるといわれてい

る。これを農水産業セクターの主要サービスについて見ると以下のとおりである。 

24-6 農業普及の場合、各県の普及活動は、行政側の認識する重要度及び期待度によって格

差が生じている。このような状況の下、農業省は全国的な均衡、水準を確保しながら、

地域性を活かした普及体制を模索している。試験研究、農業教育の各方面においては、

中央政府の施設が地方政府へ移管されつつあるが、それらの維持に必要な財源が十分

に確保できないことから、施設の維持管理に支障をきたしている例がある。 

24-7 かんがいに関して、居住地域インフラ省（現公共事業省）では 2000 年に組織体制を

変更し、地方直轄事務所を州に移管した。かんがい施設の維持管理と運営については、

水利組合への移管に備え 2001 年にかんがい関連法規を改正したものの、水資源法の

改正による政策の変更から実施を停止した。維持管理・改修と運営については移管か

ら水利組合の参加に変更となり、その実施に必要となる政府規則を準備中である。 

24-8 水産分野では海洋水産省が政策と開発方針を策定し、その実施は州や県など地方政府

が行う体制に変更するため、段階的に地方政府に移管しつつある。しかし、多くの地

方政府は十分な財源を手当することができないため、すべての県では水産部があるわ

けではなく、多くの水産部は農林部、畜産部に合併されている。よって、政策を実施

することが困難な状況である。 

24-9 農水産業分野における地方分権の状況を捉えるために州および県レベルの行政規則、

行政組織、組織能力、財政状況、計画策定過程について 2003 年 7 月～9月に南スラウ

ェシ州を対象に調査した。 

24-10 地方分権によってこれまで中央政府の持っていた権限は県・市政府に移管された。州

政府は県・市政府の監督とモニタリングなど中央政府との調整機能を持つ。また、こ
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れまでは県・市政府は州政府に従属していたが、州政府と並列的な関係となった。 

24-11 地方政府の職務機能は、実施面から、地方政府による実施（decentralization task）、

中央省庁の出先事務所機能（de-concentration task: 分散の機能）、中央省庁や州政

府からの職務代行（co-administration task）に分けられる。 

24-12 Decentralization task は地方政府がその責任で行う職務で、必要な資金も独自に配

分する。De-concentration task は中央省庁または州政府の職務機能を地方に位置す

る出先事務所が行い、必要な資金も中央省庁から配分される。Co-administration task

は中央省庁の職務代行を地方政府が行うものであるが、必要な資金の配分を受け、責

任は中央省庁にある。しかし、実際に職務を実施する際には、地方政府の財源や遂行

能力に限界があるため、これら 3種類を兼ね合わせて実施している。 

24-13 食糧安全保障では2001年に大統領令により食料安全保障会議を中央政府、州レベル、

県レベルで設置して関係機関を調整する。実務に関しては中央省庁として農業省の食

料安全保障庁、州レベルと県レベルで担当事務所を設置している。実際の業務では上

記の Decentralization task、De-concentration task、Co-administration task が

平行して行われる。 

24-14 南スラウェシ州では地方分権により州政府の行政機構が変更となった。知事事務所が

縮小し地域担当副知事事務所が廃止されたが、州議会事務局や各セクターに関連した

部局が増加し、全体では以前の 48 部局から 53部局に増加した。これには中央省庁の

地方事務所に一部が移管されたことも起因している。とくに農業や水産などのサービ

ス部（Dinas: Service）や局（Badan: Agency）などは 18 部局から 32 部局に増加し

ている。 

24-15 農水産業関係では、①食用作物および園芸作物、②水産および海洋、③畜産、④エス

テート作物、⑤協同組合および中小企業、⑥水資源管理の各サービス部、⑦地域食糧

安全保障局がある。各サービス部は、地方分権法や 2000 年の地方政府組織に関する

政府規則 84/2000 号を受けた州条例により 2001 年に変更され、県政府の管轄できな

い部分を担当する。また、地域食料安全保障局は地方分権化後に農業省の地方出先事

務所の州政府への移管を受けて設立された。 

24-16 2000 年度から 2003 年度の 3 年間における州政府の歳入は 3,650 億ルピーから 7,340

億ルピーと著しい伸びを示しているが、2000 年度が財政年度の変更のため 4 月から

12 月までの 9ヶ月間であったことも影響している。歳入の内訳を見ると、州政府の直

接収入（税収や手数料収入）の占める割合が 2000 年の 20%から 2002 年の 40%に増加

している一方、中央政府からの配分割合が 2000 年の 70%から 2002 年には 45%に低下

し、独自財源への依存度が高まっている。 

24-17 州政府の支出をみると 50%程度を職員給与などの経常経費に支出しており、残り 50%

程度が各セクターの開発への支出となっている。開発支出の重点分野は、①通商ビジ

ネス部門、②運輸部門、③県・市への配分、④農業部門、などとなっている。通商ビ
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ジネス部門への投資を維持したことで、州政府あるいは県政府の歳入が拡大するとと

もに中小企業の活動が活発となって住民の収入が向上したことがうかがえる。 

24-18 地方分権の下では県知事は権限の行使に際し県議会に責任を負う。現地調査による聞

取りでは、県知事は地方議会の承認を得て権限を行使し、その結果を議会に報告して

おり、地方分権が進みだしていることを示している。 

24-19 また、南スラウェシ州内の 24県から 8県を選定し、行政規則、行政組織、組織能力、

財政状況、計画策定過程について調査を実施した。行政規則に関しては各県で分権化

法にもとづき条例と県知事令が発布されているが、その数は 15 から 751 と県によっ

て大きな差がある。これは分権化の理解が県によって異なるためである。また、行政

規則の発布が多い県では税収など独自収入（PAD）を増大するため処置が目立った。 

24-20 調査対象の 8県政府全てで Dinas: Service、Badan: Agency、Kantor: Office の再編

があり、県により部局が 16 から 32 と大きく異なる。農水産業を担当する部局は調査

対象 8県で農業関係サービスと海洋水産サービスが分かれている。しかし、農業関係

サービスでは食用作物、園芸作物、エステート、畜産の各分野が独立している県と一

つの部局にまとまっている県があり、焦点の置き方がばらばらである。表 2.4.1に示

すように南スラウェシ州では普及サービス注7のない県もある。 

24-21 県政府の職員数は下表に示すとおり 1,700 人から 7,600 人の範囲にあり、職員一人あ

たり人口は 38 人から 200 人程度である。セラヤール県で職員一人あたりの人口が 38

人と極端に低いのは諸島部からなるためである。職員の半数以上は学歴が高卒以下で

ある。職員の能力開発のために各種の研修やトレーニングがあり、一般的に受講率は

10%以下であるが、ブルクンバでは 30%と例外的に高い。 

県政府の職員数と学歴 

 職員数 人口 人口/職員数 学歴高卒まで 学歴大卒以上 

セラヤール 2,763 103,892 37.6 58.7% 41.3% 

ブルクンバ 1,781 353,907 198.7 52.9% 47.1% 

ジェネポント 4,762 317,481 66.7 74.8% 25.2% 

ゴワ 7,594 522,105 68.8 64.2% 35.8% 

パンケップ 4,848 265,673 54.8 50.4% 49.6% 

ワジョ 6,092 359,326 59.0 52.6% 47.4% 

マムジュ 2,154 292,087 135.6 62.3% 37.7% 

ルウ 4,739 403,391 85.1 45.4% 54.6% 

合計 34,733 2,617,862 75.4   

24-22 県政府の財政規模は、歳入が 2001 年に 810 億ルピア（10 億円）～1,730億ルピア（20

億円）、2002 年に 1,160 億ルピア（15 億円）～2,140 億ルピア（28 億円）、2003 年に

990 億ルピア（13億円）～2,770 億ルピア（36 億円）と伸びている。歳入の大部分は

                             

注 7: 普及サービス：農漁民に対する各種情報の提供や訓練・指導、また啓発運動の一部も含む。 
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中央政府からの均衡資金で県によって 82%から 90%を占める。また、独自収入（PAD）

は歳入の4%～5%であるがゴワ県8%とパンケップ県11%が例外的に高い（表2.4.2参照）。 

24-23 歳出は大きく経常支出（職員給与や事務所の維持管理費など）と開発支出に分けられ

る。各県で経常支出は 50%から 80%を占めているが、全県の平均で見ると 2001 年で平

均 73%から 2002 年に 67%に減少した（表 2.4.3 参照）。開発支出は 2001 年の 27%から

2002 年に 33%に増加し、そのうちに農林水産業関係が占める割合は県により 1.4%から

14.4%の開きがあるが、8県平均で 6.5%程度である。2003 年から集計項目が Apparatus

と Public に変更となったため、これまでとの比較が困難となった。 

24-24 開発計画の策定は参加型アプローチを基本としたボトムアップのプロセスをとる。こ

のプロセスは Musbangdes と呼ばれる村落レベルの公聴会で要望を取りまとめ、これ

を郡レベルの UDKP（Regional Working Unit for Development）における議論を経た

後、結果を県に送る。この結果は県の各関係部局の作成した計画とともに Rakorbang

と呼ばれるフォーラムで議論され、年間開発計画を策定する。このメカニズムを評価

するために、県政府の開発方針（Renstra）や 5ヵ年計画（Repeta）、各レベルでの計

画（Musbangdes、UDKP、Rakorbang）を比較すると、必ずしも整合性が取れいてるわ

けではない。どちらかというと県の関係部局は県政府の開発方針に沿って計画を策定

しており、住民の要望に基づいているとは限らないことに起因している。一方、村落

レベルでは、住民が必ずしも開発ポテンシャルとコミュニティの能力を適正に評価で

きていないため、願望をニーズとして要望してしまうことにも起因している。このよ

うな状況のもと、政府と関係者の計画策定を支援するための参加型開発プログラムが

実施されている。 

24-25 灌漑維持管理と農業普及に関して現在の組織と財政状況をジェネポント県とルウ県

を例として調査した。ジェネポント県とルウ県の灌漑維持管理の組織を図 2.4.1と図

2.4.2 に示した。現在の組織では国が建設した灌漑スキームは完成して 2 年後に州に

移管され、州政府の水資源管理局が維持管理を行う。県政府も担当部局を通じて維持

管理を行っており、県の全体予算の 1%程度で一般交付金と特定交付金が当てられてい

る。同じくジェネポント県とルウ県の普及組織図を分権化前の状況を併せて図 2.4.3

と図 2.4.4 に示した。農業普及には県の全体予算の 0.14%から 0.16%程度で一般交付

金と特定交付金および県政府収入が当てられている。 

2.5 経済のグローバル化 

25-1 2002 年 1 月 1 日に AFTA（ASEAN 注 8 Free Trade Area）が原則発効したことにより、ASEAN

のメンバーの一つであるイ国は自由貿易に係る地域約束を実現することになった。

AFTA は ASEAN 創設時の加盟 6カ国（イ国、ブルネイ、マレーシア、フィリピン、シン

        

 

ガポール、タイ）が1992年に採択したもので、これらの国が、共通効果特恵関税（Common 

 

注 8  Association of Southeast Asian Nations(東南アジア諸国連合) 
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Effective Preferential Tariff：CEPT）スキームに従い、工業製品から農産物まで

広範な物品への関税を 2003 年までに 0～5%にまでに引き下げるものであったが、結果

2003 年 9 月段階で上記 6 カ国の包含リストの物品の 99.6%の関税が 0～5%になった。

また、さらなる計画として、2010 年までに地域内の全ての関税を撤廃することを目指

している（新加盟国であるカンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナムは 2015 年ま

でに撤廃）。 

25-2 CEPT スキームは、以下の４つのリストから構成されている。 

 

包含リスト 

（Inclusion List） 

2003 年までに関税を 0～5%まで引下げる品目からなり、さ

らに、①リストに加えられてから 5 年内に非関税障壁を撤

廃する、②リストに加えられると同時に数量制限を撤廃す

る、③交換規制や関税割増の撤廃、などの条件がある。 

一時除外リスト 

（Temporary Exclusion List） 

一時的に関税引き下げを免除される品目で、2001 年から

2006 年の間に上記包含リストに組み込まれ、2006 年から 2

年以内に関税が 5%までに引き下げられる品目。 

センシティブリスト 

（Sensitive List） 

非加工農産品で、1998 年から 17年内に包含リストに組み込

まれる可能性がある品目。 

一般除外リスト 

（General Exemption List） 
関税引下げを永久的に適用対象としない絶対除外品目。 

25-3 ASEAN 事務局注9からの情報によれば、1998 年の CEPT スキームに含まれるイ国の対象

品目数は合計 7,260 で、その内訳は、包含リスト 6,675、一時除外リスト 517、セン

シティブリスト 23、一般除外リスト 45 となっている。また、同様の情報によれば、

センシティブリストはさらにセンシティブと高センシティブ（Highly sensitive）に

分類されており、前者にはニンニク、チョウジ、ムギ、大豆（これら作物の加工品も

含む 12 品目）が、後者には米および砂糖（これら作物の加工品も含む 11 品目）がそ

れぞれ含まれている。これらの農産物（およびその加工品の多く）は 2010 年までは

関税の面で保護されることになる。一方、その他の食用作物やエステーﾄ作物は、ASEAN

域内の競争に晒されることになる。 

25-4 以上に概観した AFTAに加え、アジア太平洋経済協力（APEC）の合意に基づく 2010 年

の域内貿易自由化、さらには世界貿易機構(WTO)体制に基づく国際約束の実現（2020

年）と合わせ、イ国の市場経済はグローバル化に向かって進まざるを得ない状況であ

る。イ国政府は、貿易自由化を妨げる各種障壁を取り除くだけでなく、特に農水産業

セクターにあっては、グローバル化に向けた競争力の強化を生産、加工、流通全ての

面で包括的に推進することが求められている。 

 

 

注 8  Association of Southeast Asian Nations(東南アジア諸国連合) 
注 9 ：http://www.aseansec.org 
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第 3 章 農水産業セクター分析 

3.1 農業セクター 

3.1.1 土地利用 

(1) 現状分析 

311-1 2002 年現在、イ国の国土面積（189 万 km2）の内、約 58％にあたる 110 万 km2が森林

地帯として区分され、残りの約 67 万 km2が水田、可耕畑地、草地/休耕地、池/養魚池

及びエステート/林地等として利用されている。マルクおよびイリアンジャヤを除く

州別の土地利用状況を表 3.1.1 に示し、要約を下表に示す。水田面積は約 775 万 ha

であり、その内 43％がジャワ島に、27％がスマトラ島に分布している。一方、エステ

ートはスマトラ島に集中している。 

土地利用面積分布（2002 年現在） 

(単位：1,000ha) 

地域 水田 
可耕 

畑地 

草地/ 

休耕地

池/ 

養魚池 
宅地 

ｴｽﾃｰﾄ 

/林地 
合計 

ｽﾏﾄﾗ 2,104 4,839 2,282 1,900 1,813 11,626 24,565 

ｼﾞｬﾜ 3,317 3,091 252 66 1,774 1,125 9,625 

ﾊﾞﾘ･ﾇｻﾃﾝｶﾞﾗ･ﾁﾓｰﾙ 419 1,153 1,557 9 262 956 4,355 

ｶﾘﾏﾝﾀﾝ 1,008 2,208 5,366 2,698 980 7,576 19,837 

ｽﾗｳｪｼ 901 2,072 1,597 146 483 3,429 8,629 

ﾏﾙｸ･ｲﾘｱﾝｼﾞｬﾔ - - - - - - - 

全国 7,748 13,364 11,055 4,820 5,311 24,712 67,010 

注： マルク、イリアンジャヤの統計値は不明。 
出所： Agricultural Survey, Land Area by Utilization 2002 インドネシア中央統計局 

311-2 表 3.1.2 に 1995 年から 2002 年までの土地利用の変遷を示す。1995 年から 2002 年の

7 年間で水田及び林地がそれぞれ 74 万 ha 及び 123 万 ha 程減少している。一方、畑

地、草地、焼畑地、休耕地、エステートについては増加傾向を示している。農業省の

報告では、ジャワ島においては政府の工業開発優先政策に伴う近年の急激な都市化と

工業化の進展、土地利用計画の不足等様々な理由が要因となり、年間約 3～5万 ha の

優良農地であるかんがい水田が他用途へ転用されている注1。 

311-3 2000 年に実施された人口センサスによると、全人口 2億 600 万人の約 60％にあたる 1

億 2 千万人がジャワ島に住んでいる（表 3.1.3 参照）。また、1995 年の中間国勢調査

（1995 Intercensal Population Census）の結果では、全国 4,570 万世帯の内、農村

部の世帯数は約 2,970 万世帯である。表 3.1.4 に農地所有規模別の世帯数を州別に示

し、下表に農村部（Rural）における農地所有規模別世帯数（農家数）割合を要約す

る。 

                             
注1：ジャワ島において、1983 年から 1993 年までにかんがい水田 425,000ha 及び畑地 510,000ha が、宅地又はその他産業開発地域として地目

転換されている（Strategy Plan 1999-2004, Agency for Agricultural Research and Development, Ministry of Agriculture, July 1999） 
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農地所有規模別農家数割合 

(単位：％) 
地域 土地 

無し 

0.25ha 

未満 

0.25ha～

0.5ha 未満

0.50ha～

1.0ha 未満

1.0ha～

2.0ha 未満 

2.0ha

以上 

全体

スマトラ 29% 5% 9% 15% 22% 20% 100%
ジャワ 44% 20% 16% 12% 6% 2% 100%
バリ、ヌサテンガラ 30% 9% 12% 16% 21% 12% 100%
カリマンタン 27% 4% 7% 10% 22% 30% 100%
スラウェシ 25% 4% 8% 19% 27% 17% 100%
マルク 16% 2% 4% 14% 31% 33% 100%
全国 37% 14% 13% 14% 13% 9% 100%

出所：1995年中間国勢調査、インドネシア中央統計局 

311-4 表 3.1.4 および上表に示すとおり、土地無し農家数は全国農家数の 37％であり、その

内の約 70％がジャワ島に居住している。ジャワ島では農村部における農家数の 90％

以上が土地無し又は 1ha 以下の農地を所有する小規模農家である。ジャワ島以外の地

域では 1ha以上を所有する農家数の割合は概して高い。特に、カリマンタン及びマル

クでその傾向は強い。 

311-5 農業省によると、農家 1戸あたりの水田経営規模は全国平均で 0.4ha であり、ジャワ

島の場合は 0.28ha である。ジャワ島では人口圧力、均等相続等によって経営規模の

細分化が進んでおり、一般農家では農家所得を農外所得に大きく依存する状態が進行

している（3.1.7 節参照）。このため、農地を手放し、農外収入からの所得を期待する

農民が増えている。 

311-6 現在、一部の州においては県の計画企画部（BAPPEDA）が土地利用計画を策定してい

るが、実際の土地利用状況は計画に沿ったものではなく、違法な地目転換なども実施

されている。スマトラやカリマンタンでは、エステート作物栽培地区や森林保護地区

へ侵入し、違法な農業活動を行っている例が散見され、ジャワ島の例では周辺農民が

大農園に侵入し違法に耕作をしている例が見られる。これらの違法耕作は地方分権化

以前も報告されていたが、特に地方分権化のプロセスの中で問題が拡大している。ま

た、人口過密、耕作放棄地の問題も土地に絡む課題として挙げられる（耕作放棄地に

ついては表 3.1.2 の中で、Fallow として区分されており、年々の増加は著しい）。無

計画な農地の転用は、食料の安定供給、環境保全等の面から大きな問題であり、さら

に都市と農村部の経済格差が拡大するなど、農村を取り巻く社会環境にも大きな影響

を与えている。 

311-7 農業省各総局では、農業省の農業開発計画注2に基づき独自の長期開発戦略（2001 年～

2004 年）を策定している。さらに、この長期開発戦略に基づいて毎年の開発行動計画

（Action Plan）が立案されている。 

                             
注2：農業開発計画については第 4 章を参照のこと。同省は農業開発計画の改訂を随時行っており、最新版は「Program Pembangunan Pertanina 
2001 - 2004, December 2001」。作目毎の開発計画を要約した資料として、「Penjabaran Program dan Kegiatan Pembangunan Pertanian 
2001 - 2004」が入手可能。 
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311-8 毎年の開発行動計画では様々な数値目標が掲げられるが、これらは農業省主導で設定

されたものではなく、各地方政府が独自に立案した開発計画の数値目標を基に、

Regional Meeting（農業省と地方政府の代表者が一同に会して、自由な意見交換を行

い、年次開発計画並びに実施された事業の評価を行う場）を通して、地方政府との合

意の元に取りまとめられたものである。但し、地方政府の開発計画の数値目標は、各

地域の作物自給率や土地利用計画等の長期的な戦略に基づいて策定されたものでは

なく、あくまでも過去の実績に基づいて決められた数値である注3。 

 (2) 今後の課題 

311-9 土地利用制度及び関連法制度の整備及びその適切な運用・執行を含めた計画性のある

土地利用計画の推進が必要である。土地利用計画を推進する上では、持続的農業開発

及び環境保全のみならず人口問題などの社会環境を合わせて考慮した調和の取れた

対策が課題となる。 

 

3.1.2 農業生産・需給動向 

(1) 食用作物 

312-1 イ国の主要食用作物は米（水稲及び陸稲）、及び大豆、キャッサバ、サツマイモ、落

花生、トウモロコシである。2002 年のデータでは、地域別に見ると、サツマイモを除

く主要食用作物の全国生産量の約80％がジャワ島とスマトラ島の2島で生産されてい

る（表 3.1.5 参照）。コメの単位面積当たりの収量を見ると、バリ・ヌサテンガラ、

スラウェシ及びジャワ島の各州が 4 ton/ha から 5 ton/ha と高い収量を示している。 

312-2 表 3.1.6 及び図 3.1.1に 1968年から 2003年までのイ国主要食用作物の生産推移を示

し、下表に要約する。 

主要食用作物生産の推移 
（単位：生産量 1,000 ton、面積 1,000 ha、収量 ton/ha） 

主要食用作物 生産量 1997 年 1998 年 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年 2003 年

米 生産量 49,377 49,237 50,866 51,899 50,461 51,490 52,079
 収穫面積 11,141 11,730 11,963 11,793 11,500 11,521 11,477
 単位収量 4.4 4.2 4.3 4.4 4.4 4.5 4.5
大豆 生産量 1,357 1,306 1,383 1,018 827 673 672
 収穫面積 1,119 1,095 1,151 824 679 545 5327
 単位収量 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.3
キャッサバ 生産量 15,134 14,696 16,459 16,089 17,055 16,913 18,474
 収穫面積 1,243 1,205 1,350 1,284 1,318 1,277 1,240
 単位収量 12.2 12.2 12.2 12.5 12.9 13.2 14.9
サツマイモ 生産量 1,847 1,935 1,666 1,828 1,749 1,772 1,998
 収穫面積 195 202 172 194 181 177 198
 単位収量 9.5 9.6 9.7 9.4 9.7 10.0 10.1

                             
注3： Program dan Rencana Kegiatan Pembangunan Agribisnis Berbasis Komoditas;地方政府から挙げられた資料を基に作成された、作目

毎の開発優先地域（県単位）に関する参考資料（農業省作成） 
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主要食用作物 生産量 1997 年 1998 年 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年 2003 年

落花生 生産量 688 692 660 737 710 718 785
 収穫面積 628 651 625 684 655 647 683
 単位収量 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1
トウモロコシ 生産量 8,771 10,169 9,204 9,677 9,347 9,654 10,910
 収穫面積 3,355 3,848 3,456 3,500 3,286 3,127 3,355
 単位収量 2.6 2.6 2.7 2.8 2.8 3.1 3.3

出所：BPS Statistical Year Book of Indonesia 

312-3 表 3.1.6 および図 3.1.1 に示すとおり、食用作物の生産量の増大は収穫面積の拡大と

単位面積あたりの収量増によってもたらされたものである。約 35 年間の単位面積あ

たりの収量の推移を見ると、水稲および大豆では 2 倍に、キャッサバ、サツマイモ、

落花生では 1.6～1.7倍に、トウモロコシは 3倍にそれぞれ増加している。これには、

イ国の自助努力のみならず、我が国及び諸外国の援助も寄与したものと考えられる。

しかし、近年、これら主要食用作物の単位面積あたり収量の伸びは低調である。 

312-4 生産者価格の低迷、政府助成金の打ち切りによる肥料価格の高騰等、農業生産を取り

巻く状況は厳しい。そのため、農家の栽培に対する意欲が減退し、収量の伸びが低調

となっている。ジャワの小規模農家の農外収入は総農家収入の 75％を占めていること

が報告されている注4。従って、作物の収益性が低ければ農家の生産意欲は自ずから減

退するものと推測される。 

312-5 イ国は、中国、インドに次ぐ世界第 3位の米生産大国であると共に世界第 1位の米輸

入国である。下表のとおり、2002年における世界の籾生産に占めるイ国の割合は約9％、

輸入に関しては約 8％を占める。 

世界の米生産量（籾換算） 
(単位：100万トン) 

Countries 

1997-99 年 

平均 2000 年 2001 年 2002 年 2003 年* 2004 年* 

Bangladesh 30.8 37.6 36.3 37.9 39.1 37.9 

Brazil 9.3 11.1 10.2 10.5 10.3 13.4 

China 201.2 189.8 179.3 176.3 162.3 186.7 

Egypt 5.3 6.0 5.2 5.6 6.2 6.0 

India 129.1 131.5 139.7 113.6 130.4 124.4 

Indonesia 49.8 8% 51.9 9% 50.5 8% 51.6 9% 52.1 9% 53.1 9% 

Japan 11.7 11.9 11.3 11.1 9.7 11.4 

Korea 7.0 7.2 7.4 6.7 6.0 6.4 

Myanmar 18.0 21.3 21.9 22.8 24.6 23.0 

Pakistan 7.1 7.2 5.8 6.7 7.3 7.6 

Philippines 10.5 12.4 13.0 13.3 14.0 14.2 

Thailand 23.7 25.8 26.5 25.6 27.2 25.2 

United States 8.7 8.7 9.8 9.6 9.0 10.2 

Vietnam 29.4 32.5 32.1 34.4 34.5 35.5 

World Total 589.3 100% 603.0 100% 597.8 100% 575.1 100% 586.2 100% 608.5 100%

出所：http://apps.fao.org/faostat/commodity  FAOSTAT Agriculture Commodity Balance 
*: data of 2003 and 2004 from Agricultural Production 

                             
注4： 農業省からの聞き取り 
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主要米（精米）輸入国及び輸入の動向 
(単位：100万トン) 

Countries 1997-99 年平均 2000 年 2001 年 2002 年 

Bangladesh 1.2 0.3 0.2 0.9 

Brazil 1.0 0.6 0.7 0.5 

China 0.7 0.6 0.7 0.7 

Ivory Coast 0.5  0.5  0.7  0.8  

Indonesia 2.7 12% 1.4 6% 0.7 3% 2.0 8% 

Iran, Isl. Rep. 0.6 0.9 0.6 0.9 

Japan 0.5 0.6 0.6 0.6 

North Korea 0.3 0.8 0.7 0.9 

Malaysia 0.7 0.6 0.6 0.5 

Nigeria 0.7 0.8 1.8 1.3 

Philippines 1.4 0.7 0.8 1.2 

Saudi Arabia 0.7 0.9 0.7 0.6 

Senegal 0.5 0.5 0.7 0.8 

South Africa 0.5 0.5 0.7 0.8 

World Total 23.3 100% 22.1 100% 22.9 100% 26.3 100%

出所：http://apps.fao.org/faostat/commodity  FAOSTAT Agriculture Commodity Balance 

312-6 国連食糧農業機関(FAO)によれば、イ国の精米の輸入量は、1998 年のおよそ 300 万ト

ンから、500 万トン（1999）、100 万トン（2000）、70万トン（2001）と漸減している。

しかし 2002 年は 2～3 月に発生した天候不順（洪水、大雨等）の影響のため、200 万

トンの輸入となった。 

312-7 表 3.1.7 に 2005 年のイ国における州別のコメ需給予想バランスを示す。ここで言う

需給バランスとは、各州における白米生産量と消費量（州別の一人あたり推定食用消

費量×州別人口）の差を意味するものである。これによると、食用消費のみの観点で

はイ国全体で約 800 万トンのコメが余り、一方、バンカブリトゥン州及びリアウ州、

東ヌサテンガラ州、ジャカルタの各地域ではコメ不足が生じる。国全体としての需給

を議論する際には、これに流通における損失や食用外消費を考慮する必要がある。 

312-8 2002 年、イ国は世界第 1位のコメ輸入国という状況から脱却するため、コメの自給率

を高めていく方針であることを大統領声明として発表した。同声明には、2010 年まで

毎年 10 万 ha の水田の拡大（スマトラ、カリマンタン等）を目指す計画も含まれてい

る。さらにイ国政府は、FAO に対して食料安全保障（National Programme for Food 

Security：NPFS）に係る支援を要請しており、FAO は 2004 年 2 月に NPFS 構築のため

の本格調査を開始した。 

312-9 1969年から2002年までの34年間にわたる主要食用作物の輸出入状況を表3.1.8及び

図 3.1.2 に示す。さらに、下表にトウモロコシと大豆の需給バランスを示す。 

トウモロコシと大豆の需給状況 
(単位：1,000 トン) 

区分  1996 年 1997 年 1998 年 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年

トウモロコシ 国内生産 9,307 8,771 10,169 9,204 9,677 9,347 9527

 輸入 639 1,123 327 635 1,286 1,082 1,202

 輸入依存 (%) 6 11 3 6 12 10 11
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区分  1996 年 1997 年 1998 年 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年

大豆 国内生産 1,517 1,357 1,306 1,383 1,018 827 653

 輸入 747 617 343 1,302 1,278 1,137 1,366

 輸入依存 (%) 33 31 21 48 56 58 68

出所：http://apps.fao.org/faostat/commodity   FAOSTAT Agriculture Commodity Balance 

312-10 上表のとおり、2002 年現在、飼料原料であるトウモロコシでは国内消費量の 11％、

ターフー、テンペー等の加工原料である大豆では 68％をそれぞれ輸入に依存している。

輸入に依存する原因としては、輸入農産物の価格が国内産に比較して安いこと、輸入

農産物の品質が安定していること等が挙げられる。農業省では、品種改良、耕種法の

改善（優良種子の増殖・普及、施肥技術の改良、IPM 注5の強化、根粒菌改良など）等

を通じて生産性の改善を目指している。 

(2) 野菜生産 

312-11 イ国は熱帯性気候であり、気温は平均 27℃、降雨量は平均 2,190mm である。海抜 700

～1,000m の高地も広がっていることから、標高差を利用して多くの野菜や果物を生産

している。高地においては、キャベツ、ハクサイ、タマネギ、トマト、ジャガイモ、

ニンジンなどの温帯野菜が、また低地においてはトウガラシ、ナス、キュウリなどの

野菜が栽培されている。 

312-12 人口増加及び栄養改善に対する国民の関心の高まり、そして所得水準の向上などによ

る購買力の増大に伴い、イ国国民の食肉及び酪農産物、園芸作物の需要が増している。

しかし、表 3.1.8 および表 3.1.9、図 3.1.2 等からもわかるとおり、近年とくに経済

危機の影響から、野菜の供給の伸びは鈍化している。イ国における主要野菜の生産動

向を次の表に示す。 

主要野菜生産の推移 
単位：上段：生産量 1,000 トン、下段：収穫面積 1,000ha 

主要野菜  1996 年 1997 年 1998 年 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年

タマネギ 生産量 769 606 599 938 773 861 767

 収穫面積 96 89 76 104 84 82 80

キャベツ 生産量 1,580 1,339 1,459 1,448 1,336 1,205 1,233

 収穫面積 70 65 69 65 67 59 60

ニンジン 生産量 270 227 333 287 327 301 282

 収穫面積 20 17 21 18 20 18 20

ジャガイモ 生産量 1,110 813 998 924 977 831 894

 収穫面積 70 50 65 63 73 56 57

トウガラシ 生産量 1,044 802 849 1,008 728 580 635

 収穫面積 170 162 165 183 175 143 151

キュウリ 生産量 614 490 507 432 423 432 406

 収穫面積 56 53 55 48 44 48 48

ナス 生産量 365 280 312 300 271 244 273

 収穫面積 43 41 44 39 36 36 39

トマト 生産量 592 461 547 562 593 484 574

 収穫面積 50 44 47 46 45 43 49

出所：Agricultural Statistics 2001~2003、農業省 

                             

注5： 312-24 参照 
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312-13 表 3.1.10 に主要野菜の州別生産状況を示し、下表にそれを要約する。 

地域別主要野菜生産（2002 年） 

 (単位：生産量 1,000 トン) 

地域 タマネギ キャベツ ジャガイモ トウガラシ トマト 

ｽﾏﾄﾗ 44 349 270 152 86 

ｼﾞｬﾜ 563 766 567 396 385 

ﾊﾞﾘ･ﾇｻﾃﾝｶﾞﾗ等 110 55 7 37 33 

ｶﾘﾏﾝﾀﾝ 0 0 0 13 9 

ｽﾗｳｪｼ 49 60 49 36 56 

ﾏﾙｸ･ｲﾘｱﾝｼﾞｬﾔ 1 3 1 1 5 

全国 767 1,233 894 635 574 

出所：Agricultural Statistics 2003、Ministry of Agriculture.   

312-14 表 3.1.10 及び上表に示されるとおり、野菜の生産地はジャワ島及びスマトラ島に集

中している。ジャワ島において生産される野菜は主に国内市場向けであり、スマトラ

島では国内消費に加えシンガポール及びマレイシア等隣国への輸出向けの野菜生産

が盛んである。次表に示すとおり、北スマトラ州はスマトラ島の中でも野菜の輸出が

盛んな州と位置付けられる。しかし、図 3.1.2 からもわかるとおり、近年における野

菜の輸出の伸びは鈍化している。 

北スマトラ州における主な野菜の輸出状況（2002 年） 

 (単位：ton） 

 北スマトラ州 インドネシア全国 輸出割合 

 生産量 

(1) 

輸出量 

(2) 

生産量 

(3) 

輸出量 

(4) 

(2) / (4) 

（％） 

ジャガイモ 220,377 26,855 893,824 27,363 98 

トマト 27,284 517 573,517 1,063 49 

シャロット 25,144 3,265 766,572 6,816 48 

リーク 11,140 308 315,232 316 97 

カリフラワー n/a 2,773 n/a 10,627 26 

キャベツ 242,877 32,201 1,232,843  35,381 91 

キュウリ 20,290 13 406,141 84 15 

出所：Foreign Trade Statistics of Sumatera Utara 2002 and Agriculture Statistic 2003 

(3) 果実生産 

312-15 野菜と共に農業生産の多様化に大きく寄与しているのが果実生産である。生産される

果実の多くは生食用であるが、缶詰、ジャム、ジュースなどの加工への用途も広がっ

ている。下表に示すとおり 1996 年から 2002 年の主要果実の生産は横ばいである。 

主要果実生産の推移 
 (単位： 上段：生産量 1,000 ton) 

  下段：収穫面積 1,000 ha) 

主要果樹  1996 年 1997 年 1998 年 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年

アボカド 生産量 143 130 131 126 146 142 238 

 収穫面積 19 11 12 11 13 11 19 

ドリアン 生産量 267 236 210 194 237 347 525 

 収穫面積 39 25 26 24 23 50 41 

柑橘類 生産量 731 696 491 450 644 691 968 

 収穫面積 38 25 23 25 37 35 48 
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主要果樹  1996 年 1997 年 1998 年 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年

マンゴー 生産量 783 1,088 600 827 876 923 1,403 

 収穫面積 149 48 33 37 44 44 185 

パイナップル 生産量 501 386 327 317 393 495 556 

 収穫面積 30 6 5 7 7 8 9 

パパイア 生産量 382 361 490 450 429 501 605 

 収穫面積 10 10 10 10 9 10 10 

バナナ 生産量 3,023 3,057 3,177 3,376 3,747 4,300 4,384 

 収穫面積 49 78 72 71 74 77 75 

ランブータン 生産量 370 296 278 263 296 351 477 

 収穫面積 85 46 46 45 48 63 69 

出所：Agricultural Statistics 2001~2003、農業省 

312-16 表 3.1.11 に果樹の地域別の栽培状況を示した。概してジャワ島並びにスマトラ島の

各州における栽培が盛んである。東部地域では、特に南スラウェシ州で果樹栽培が盛

んである。 

(4) エステート作物生産 

312-17 主なエステート作物の形態別（大規模エステート及び小農）の生産量および作付け面

積を表 3.1.12 に示し、下表に要約を示した。 

主要エステート作物生産量及び収穫面積における小規模農家の占有率 

(単位: %) 
エステート作物  1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年*) 2003年*)

ゴム 生産量 78 81 79 80 75 84 84 84 

 栽培面積 84 85 86 85 85 87 87 87 

ココナッツ 生産量 97 97 97 97 97 97 97 97 

 栽培面積 97 97 97 97 97 98 98 98 

油ヤシ 生産量 24 25 26 26 30 36 37 40 

 栽培面積 32 32 33 30 33 37 39 39 

コーヒー 生産量 93 94 94 95 95 95 96 96 

 栽培面積 95 94 94 94 95 95 96 96 

カカオ 生産量 80 86 84 84 86 91 91 91 

 栽培面積 72 74 74 78 80 82 84 84 

茶 生産量 21 20 21 21 24 24 27 27 

 栽培面積 42 42 42 42 43 45 44 44 

カシューナッツ 生産量 99 99 100 99 100 100 100 100 

 栽培面積 98 98 98 98 98 100 100 100 

サトウキビ 生産量 0 0 0 0 0 0 0 0 

 栽培面積 0 0 0 0 0 0 0 0 

注：*）暫定値 
出所：Statistical Yearboook of Indonesia 2003、インドネシア中央統計局 

312-18 油やし及び茶、サトウキビの栽培においては大規模エステートに依存しており、その

他の主要エステート作物栽培は小規模農家に依存している。 

312-19 表 3.1.13 に 2001 年現在の州別エステート作物生産状況を示す。ゴム及び油やしの主

要栽培地はスマトラ島全域及びカリマンタン島全域である。サトウキビ及び茶、タバ

コについてはジャワ島が主産地である。コーヒーに関しては、スマトラを中心に広範

囲の地域でロブスタ種が栽培されている。また、アラビカ種については、スマトラ及
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びスラウェシを中心として産地を形成している。アラビカ種の収益性はロブスタ種よ

りも高いことから、農業省は1992年からアラビカ種の栽培促進事業を実施している。

ココアについてはカリマンタン及びスラウェシを中心に栽培が盛んである。 

312-20 エステート総局の指導の下、各県（Kabupaten）では複数の KIMBUN と呼ばれるエステ

ート作物に係る開発地域を形成している。この KIMBUN とは、Industrial Tree Crops 

Community Region（Kawasan Industri Masyarakat Perkebunan）という開発単位を意

味する。各県はこの開発単位毎に地域総合的な開発計画を構想し、順次実施している。

エステート総局では、国家開発予算並びに地方政府からの予算配分はこの KIMBUN を

単位としている。この KIMBUN 構想は 1998 年から実施されており、2004 年現在、全国

に 447 ヶ所の KIMBUN が設置されている。この KIMBUN は毎年各県で見直されており、

県の事情に応じて毎年新規の KIMBUN が誕生している。 

(5) 今後の課題 

1) 農業所得の向上 

312-21 小規模経営の場合、農業所得を向上させるための方策としては、水稲の単位面

積あたりの収量が頭打ちになっている現在、園芸作物を中心とする換金作物を

対象とした地域に適合した栽培技術の確立、収益性に配慮した適地適作の促進

等が挙げられる。さらに園芸作物の栽培並びに適地適作の実施を支援する普

及・農業信用体制の充実等が図られる必要がある。 

2) 有用技術の普及 

312-22 図 3.1.1 に示すとおり、近年における主要食用作物の単位面積あたり収量の伸

びは低調である。圃場レベルにおける生産性・収益性の向上をはかり、国内に

おける作物生産を安定的に向上させることが重要である。そのためには、地域

性注6を考慮した有用技術の開発および普及が今後の課題である。その方策のひ

とつとして、これまでに確立された有用技術を適宜一般農家へ普及させること

が必要である。 

312-23 国内における作物生産を安定的に向上させることは、農産物輸入が増加してい

る現在では重要な課題であり、輸入農産物に対して十分対抗できる競争力を付

けることが急務である。ここでいう競争力を持つということは、輸入農産物に

比べて国産農産物が安価で良質であり、消費者に受け入れられることを意味す

る。輸入依存の原因、対策を明確にして、国内供給量を高めるための方策を講

じなければならない。現在の農業生産を取り巻く環境の中では、農政、生産資

材流通、農家の意識・意欲、自然条件等々の要因が複雑に絡み合っている。安

価で良質な農産物を生産するためには、農業助成、生産者価格等の農業を取り

                             
注6：農業省では、全国を 7 地域(スマトラ、ジャワ/バリ、カリマンタン、スラウェシ、ヌサテンガラ、マルク、イリアンジャヤ)に分け、地
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巻く周辺事情の検討が併せて必要となる。 

3) 農産物の品質向上 

312-24 農業生産における生産性および収益性を高めるためには、増収技術のみならず、

農薬の適正使用、生物農薬やフェロモン剤を含めた総合病害虫防除（IPM）の実

施、高品質に見合った生産技術の確立、持続的な農業の実践と環境保全といっ

た様々な視点に留意し、生産段階における品質向上への取り組みが合わせて必

要となる。さらに、流通面に関しては出荷基準並びに品質規格等の整備が課題

である。また、農産物の安全性の確保に係る国際的な動きがある中で、イ国に

おいても、安全な食料を供給する観点から、農産物及び農業環境中の有害物質

汚染に対する安全性の確保も今後の課題である。 

4) 農業省内部での横断的な協力の必要性 

312-25 生産関連の各総局、つまり食用作物総局、エステート作物総局、園芸総局、畜

産総局等においては、各総局の特色を反映させた開発行動計画の実践を地方政

府と協力して展開している。しかしながら、生産支援に不可欠な支援活動、つ

まり信用、流通、試験研究等との協力関係が密接ではなく、事業実施による効

果を十分に発揮させるまでには至っていない。各総局は独自の開発戦略を関係

総局と有機的に関連付けて、より効果的な事業の実施を図るべきである。 

3.1.3 畜産 

(1) 飼養状況 

313-1 家畜飼養状況の推移は以下のとおりである。アジア通貨危機の影響を受け、1997年以

降の家畜飼養頭数は一時期減少したが、近年は回復傾向を示している。特に、レイヤ

ーおよびブロイラーの羽数の減少は著しかったが、この原因は配合資料生産が減少し

たためである注7。 

                                                                                     
域別の栽培適性を示している（Strategic Plan 1999 - 2004, Agency for Agricultural Research and Development, July 1999）。 

注7：畜産生産総局からの聞き取り 
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家畜飼養頭数の推移（1997 年～2002 年） 

(単位：1,000 頭、1,000 羽) 

畜種 1997 年 1998 年 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年 2003 年*

乳用牛 334 322 332 354 347 358 368

肉用牛 11,792 11,473 11,276 11,008 11,138 11,298 11,396

水牛 2,995 2,749 2,506 2,405 2,333 2,403 2,455

めん羊・山羊** 21,630 20,452 19,957 19,993 19,865 20,190 21,410

豚 7,857 7,489 7,042 5,357 5,369 5,927 6,345

地鶏*** 260,258 252,516 252,653 259,257 268,039 275,292 287,344

レイヤー 70,583 38,825 45,531 69,366 70,254 78,040 85,048

ブロイラー 640,903 353,497 324,347 530,874 621,870 865,075 917,707

アヒル 30,291 25,921 27,552 29,035 32,068 46,001 48,120

注：*2003 年は暫定値、 ** めん羊：Sheep, 山羊：Goat 
     *** 地鶏: Native Chicken (農家が「庭の鶏」として飼育している) 
出所：Statistical Book on Livestock 2003、農業省 

313-2 家畜の地域分布を表 3.1.14 に示し、次表に要約する。一般的に家畜の分布はジャワ

島に集中している。2002 年現在で東ジャワ州に 330 万頭,中部ジャワ州に 130 万頭、

さらに南スラウェシ州には 75 万頭の肉牛が飼養されている。乳牛の場合は全国の飼

養頭数の 95％以上が西部・中部・東部ジャワ州の 3州に集中している。他方、水牛は

スマトラ島、豚は東部諸島とスマトラ島が主要な飼養地域となっている。 

地域別家畜飼養頭数（2002 年現在） 

(単位：1,000 頭、1,000 羽) 

畜種 スマトラ ジャワ カリマンタン スラウェシ その他 合計 

乳用牛 7 350 0 1 0 358 

肉用牛 2,630 5,066 406 1,582 1,613 11,298 

水牛 1,239 580 66 198 319 2,403 

めん羊・山羊* 3,848 14,018 281 910 1,133 20,190 

豚 1,414 172 752 1,004 2,585 5,927 

地鶏** 91,718 115,725 16,981 29,646 21,221 275,292 

レイヤー 27,905 39,277 4,190 4,338 2,329 78,039 

ブロイラー 167,393 608,844 46,193 21,490 21,155 865,075 

アヒル 11,273 24,668 3,404 4,671 1,985 46,001 

注：* めん羊：Sheep、山羊：Goat、**地鶏: Native Chicken (農家が「庭の鶏」として飼育している) 
出所：Statistical Book of Livestock 2003、農業省 

313‐3 イ国では、約 310 万戸の農家が約 1,200 万頭の牛（肉牛及び乳牛を含む）を飼育して

いる（表 3.1.14 参照）。平均すると一農家あたり 3～４頭の牛を飼育している計算と

なる。 

313‐4 肉牛の飼養は本来、農耕用または運搬用の役畜としての利用に端を発している。近年

の牛肉消費の増大に対応して肉牛の国内生産は増加しているものの、肥育素牛の多く

を輸入に頼っているのが現状である。乳牛については、粗飼料生産の不足、飼養管理

技術能力の不足及び酪農家への酪農技術指導の遅れ等から、潜在的な牛乳生産能力を

発揮させることが出来ず、合わせて繁殖率の低下を招いている。また、土地条件の制

約から、一戸あたりの飼養頭数よりも、1 頭あたりの生産量を高めることが重要であ

る。また、肉牛及び水牛については、ともに生産性が低く産業上のインパクトに乏し



 

 3‐12

い。改良増殖体制の整備が必要とされている。 

313-5 畜産総局においては、小農の所得向上、国産牛乳の生産拡大、国民の栄養改善に寄与

するために国産牛乳の生産増加を目指している。同総局では、今後乳牛の飼養地域を

ブンクル州及び南スマトラ州を含むスマトラ諸州、南スラウェシ州等へ広げていく方

針である。 

(2) 畜産食品の需給状況 

313-6 主要な畜産食品である食肉、牛乳、卵の生産量の推移は次のグラフに示すとおりであ

る。1998 年及び 1999 年にはアジア経済危機の影響により各畜産食品の生産量が減少

したが、その後は消費の伸びに支えられて増加傾向にある（詳細は表 3.1.15 に示し

た）。 

 

313-7 表 3.1.16 に畜産食品の輸出入状況を示し、下表に畜産食品の需給動向を示す。イ国

においては、2002年の食肉、卵及び牛乳の自給率はそれぞれ 98％、100％、26％であ

り、牛乳の自給率が低い。イ国の場合、乳製品を除いた畜産食品はほぼ自給されてい

ると見ることができる。 

食肉・卵・乳製品自給状況 

(単位：1,000 トン) 

区分  1997 年 1998 年 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年 2003年1)

食肉* 国内生産 1,555 1,229 1,196 1,445 1,560 1,770 1,909 

 輸入 33 14 23 72 44 45 45 

 国内自給率 (%) 98 99 98 95 97 98 98 

卵** 国内生産 765 530 640 783 794 946 1,060 

 輸入 0 0 0 0 0 0 0 

 国内自給率 (%) 100 100 100 100 100 100 100 

畜産食品生産物
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区分  1997 年 1998 年 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年 2003年1)

牛乳 国内生産 424 375 436 496 480 493 578 

 輸入 693 588 822 1,480 1,476 1,383 1,383 

 国内自給率 (%) 38 39 35 25 25 26 29 

注：* 牛、水牛、山羊、めん羊、豚、馬、家禽類（地鶏、レイヤー、ブロイラー、アヒル）の 
肉の総称、**地鶏、レイヤー、アヒルの卵の総称、1)：暫定値 
出所：Statistical Book of Livestock 2003、農業省 

313-8 表 3.1.17 に示すとおり、イ国においては、国民所得の向上、食生活の多様化、人口

増大等を背景にして、植物性蛋白質需要のみならず、動物性蛋白質、つまり肉及び牛乳・

乳製品に対する需要が年々増加している注8。但し、下図に示すとおり、経済危機の影響に

より消費量は一時的に減少したが、その後は回復傾向を示している。また、ここ２、３年

では牛乳の需要が著しく増加している。 

(3) 家畜飼料資源 

313-9 家畜飼料は、穀物を主体とする配合飼料と農家が栽培した牧草、野草等の自給粗飼料

に大別される。配合飼料は、フィードロット農場、レイヤー、ブロイラー及び大規模

養豚農場で使用されている。しかし、国内生産に限界があり、蛋白源飼料を含めて輸

入依存の度合いが高い。配合飼料の生産は、1997 年には 445 万トンを記録したが、飼

料原料の大部分を輸入に依存しているため通貨危機の影響を受けて 1998 年には 209

万トンと半減した。 

313-10 自給飼料に関しては、牛、水牛等の大家畜用粗飼料の確保が課題となっている。また、

山間部高地で行われている酪農は、牧草生産に利用できる土地は限られており、未利

用地に牧草栽培を行うほか、農産物残滓や野草を可能な限り利用している。役牛おい

ては収穫後の水田を利用して放牧している。 

                             
注8： Indonesia Food Balance Sheet（2002 年）によれば、年間一人あたりの畜産食品および水産食品の消費量は、肉類 5.75kg、卵 4.04kg、

牛乳 7.05kg、水産品 19.7kg である。一方、熱量の一人あたりの日摂取量は、肉類 39cal、卵 17cal、牛乳 12cal、水産品 44cal で
ある。 

一人当たりの年間畜産食品消費量
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313-11 過去においては、口蹄疫の侵入を防止する手段として飼料用穀物の輸入を禁止した。

その際には、配合飼料の供給に若干の滞りが生じた。今後、このような事態に適切に

対応するためにも、飼料の国内生産を振興し、自給態勢を改善することが必要である。 

(4) 家畜衛生体制 

313-12 悪性伝染病として知られる口蹄疫に関しては、1991年に撲滅宣言が出されている。イ

国における主要な伝染性疾病としては､牛ではブルセラ病、牛流行熱、出血性敗血症、

炭疸、豚では豚コレラ、豚丹毒、鶏ではニューカッスル病、サルモネラ症等が挙げら

れる。これらの疾病で中で、特に感染力が強く経済的損失が大きい疾病は、ブルセラ

病、豚コレラ、ニューカッスル病である。 

(5) 今後の課題 

313-13 イ国の畜産の特色は、地域資源立脚型の小規模経営と輸入依存型の大規模経営（大規

模企業形態を含む）の二形態になっていることである。輸入飼料原料に依存する大規

模経営においては、上述のアジア経済危機の際に飼料価格が高騰し畜産経営が深刻な

状況に陥った。また、肥育用素牛の輸入は同時期には極端に減少した。このような状

況を考慮し、今後増大する畜産物の需要に応えるためには、輸入依存型畜産よりも、

地域経済の活性化、貧困対策の観点とともに、小規模農家を対象とした地域資源に立

脚した畜産振興が重要と考える。今後の地域資源に立脚した畜産振興における課題は

以下のとおりである。 

1) 家畜飼料資源の不足 

313-14 小規模経営においては安定的な粗飼料の供給が特に問題であり、乾期の飼料の

確保が困難な場合には、肉質、泌乳量等に影響を及ぼす。このため、乾期の飼

料の確保に関して、雨期に豊富に生産される牧草、野草の有効利用としてのサ

イレージなどの飼料加工技術の検討が必要である。 

2) 家畜衛生体制の不備 

313-15 家畜衛生は、畜産の生産性の向上ばかりでなく、人畜共通伝染病など公衆衛生

とも関連している。そのため、末端の衛生施設の機能改善が極めて重要である。

既存の末端衛生施設は、予算不足のみならず、設備、人材等で多くの問題を抱

えている。また、家畜衛生行政を効率的かつ的確に行うためには、全国各地の

情報を迅速かつ正確に集めることが必要である。さらに、家畜や畜舎を対象と

した衛生検査や薬物残留監視及び屠場整備等の獣医公衆衛生の強化、動物用医

薬品及びワクチンの生産と流通体制の強化等が必要とされている。 

3) 生産技術及び管理技術の不足 

313-16 肉牛並びに乳牛の生産量の増大には粗飼料の生産増大、副産物の利用、飼養管
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理の技術と合わせて糞尿処理方法の改善等が課題となる。 

3.1.4 農業基盤 

(1) かんがい面積 

314-1 食料の安定供給にかかわる農業生産基盤では、コメの生産に直接かかわるかんが

い施設が最も重要な基盤である。イ国では、小さな水源を利用した伝統的な小規

模かんがいが村落共同体レベルでかなり古くから存在した。近代的なかんがいは

オランダ統治時代の 1800 年代後半からジャワを中心に施設の建設が始まった。   

314-2 独立後、食料の自給達成を目標に、政府はかんがい事業に力を入れてきた。国が

かんがい施設を建設し運営するという国家主導型のかんがい開発を推進し、1960

年代より国際機関と各国ドナーの援助によるかんがい施設の建設が始まり、かん

がい面積は 1976 年以降に急激に拡大した。その結果、1982 年の 360 万 ha から

1999年に 503万 haに達し、水田面積 811万 haの 62％に達した。1982年から 2002

年までのかんがい面積の変化を示せば下表の通りである。   

かんがい面積の推移 

（単位：1,000 ha） 

 島名 1982 1990 82-90 増加 1999 2000 2001 2002 00-02 変化

 スマトラ 613 900 (287) 1,077 1,060 1,054 1,034 (-26) 

ジャワ 2,500 2,536 (36) 2,605 2,584 2,575 2,535 (-49) 

カリマンタン 31 207 (176) 240 228 245 248 (+20) 

スラウェシ 248 497 (249) 607 661 645 618 (-43) 

 ﾊﾞﾘ/ﾇｻﾃﾝｶﾞﾗ他 208 308 (100) 503 336 348 350 (+14) 

 外島小計 1,100 1,912 (812) 2,427 2,285 2,293 2,250 (-35) 

 合計 3,600 4,448 (848) 5,032 4,869 4,867 4,785 (-84) 

注： 1982 年と 1990 年のデータ系列と 1999 年から 2001 年までのデータ系列が異なるため、2000 年および 2002
年までの増加を比較できない。 

出所： JICA 事務所セクター資料、2000 年～2002 年は Agricultural Survey on Land Area by Utilization.。 

314-3 かんがい面積は外島の伸びが大きく、ジャワ島やバリ島などからの移住を進める

ことにより、外島における農業開発を優先的に推し進めたことがうかがわれる。

また、イ国の 2002 年時点での水田面積（かんがいおよび非かんがい水田面積）

を島別に示せば、以下の通りである。   

非かんがい水田面積（かんがいと非かんがい）とその割合（2002 年） 

（単位：ha） 

 島名 かんがい 割合 非かんがい 割合 合計 割合 

 スマトラ 1,034,000 21.6% 1,070,000 36.1% 2,104,000 27.2% 

  49.0% - 50.9% - 100.0% - 

 ジャワ 2,535,000 53.0% 782,000 26.4% 3,317,000 42.8% 

  76.4% - 23.6% - 100.0% - 

 カリマンタン 248,000 5.2% 761,000 25.7% 1,008,000 13.0% 

  24.6% - 75.4%  100.0%  

 スラウェシ 619,000 12.9% 282,000 9.5% 901,000 11.6% 

  68.7% - 31.3%  100.0%  
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 島名 かんがい 割合 非かんがい 割合 合計 割合 

 バリ/ヌサテンガラ他 350,000 7.3% 68,000 2.3% 419,000 5.4% 

  83.5% - 16.2%  100.0%  

 外島小計 2,250,000 47.0% 2,182,000 74.6% 4,431,000 57.2% 

  50.8% - 49.2% - 100.0% - 

 合計 4,785,000 100.0% 2,964,000 100.0% 7,749,000 100.0% 

  61.2% - 38.2% - 100.0% - 

出所: Agriculture Survey, Land Area by Utilization 2000 and 2002, Badan Pusat Statistik.    

314-4 上表によれば、全国のかんがい面積 478.5万 ha の約 53%にあたる 253.5 万 ha が

ジャワ島に集中し、ついでスマトラ島の 22%、スラウェシの 13%などとなってい

る。 

314-5 ジャワ島では水田面積の 76％がかんがいされている。スラウェシやヌサテンガラ

その他では、元来水田面積が少なかった。この地域で新規の水田を開発する際に

かんがい施設を付随したことにより、かんがい水田の面積の比率が大きいものと

考えられる。スマトラ島やカリマンタン島では非かんがい水田の割合が高く、較

差が生じている。 

314-6 上記のかんがい水田はその整備水準により下表に示すとおり、Technical（技術

かんがい）、Semi-Technical（半技術かんがい）、および Simple（単純かんがい）

の 3種類に分類される。 

かんがい水田における整備水準 

   かんがい施設区分  

  技術かんがいシステム 半技術かんがいシステム 単純かんがいシステム

 取水施設 永久構造物 永久・半永久構造物混在 仮施設 

 計量装置付分水工 良好 普通 不良 

 水路網 用排分離 不完全用排分離 用排兼用 

 三次水路 完全整備 不完全整備 非整備 

 総かんがい効率 50～60% 40～50% 40%以下 

 かんがい面積規模 制限なし 2,000 ha まで 500 ha以下 

314-7 この整備水準で分類されたかんがい面積を各島ごとに整理すると以下の通りで

ある（表 3.1.18 参照）。 

整備水準別のかんがい面積（2002 年） 

Irrigation System  
Islands 

技術かんがい 半技術かんがい 単純かんがい 合計 

スマトラ 321,000 ha 258,000 ha 455,000 ha 1,034,000 ha

ジャワ 1,516,000 ha 403,000 ha 615,000 ha 2,535,000 ha

カリマンタン 25,000 ha 33,000 ha 189,000 ha 247,000 ha

スラウェシ 262,000 ha 121,000 ha 235,000 ha 618,000 ha

Others 85,000 h 173,000 ha 92,000 ha 350,000 ha

外島小計 693,000 ha 586,000 ha 972,000 ha 2,250,000 ha

Total 2,209,000 ha 989,000 ha 1,587,000 ha 4,785,000 ha

出所: Agriculture Survey, Land Area by Utilization 2002, Badan Pusat Statistik.    
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314-8 上の表によれば、技術かんがいシステムはジャワに集中しており、全国の技術か

んがいシステムの約 70%がジャワにある。中央政府と地方政府が行った技術と半

技術かんがいの合計面積は全体の約 68%を占めているの対して、農民主導で行っ

た単純かんがいが 32%を占めていることから、農民のかんがいに対する関心の深

さがうかがえる。 

314-9 また、半技術かんがいシステムと単純かんがいシステムに関しては、溜池や井戸

などの小規模水源を整備したり整備水準を向上することによってかんがい効率

を上げることができる部分がある。 

314-10 ジャワ島では 90 年代の経済成長期に 50 万 ha のかんがい水田が他用途に転用さ

れ、現在も毎年 3～4万 ha の速度で転用されていると言われている。また、外島

の州都付近などの経済発展地域でも同様の傾向を示していると言われている。政

府が 1999 年に発布したかんがい管理政策では、これに対応して、かんがい水田

を他の用途へ転用することを防止する方針を採っている。 

314-11 これとは別に、政府は排水改良を主体とした沼沢地開発を移住事業とともに進め

た結果、その開発面積は 1991 年には 120万 ha に達した。開発対象となった沼沢

地は一般に遠隔地に位置し、生活基盤の整備が十分でなかったことや、問題土壌

のために生産性が低い場所であることが多かった。このため、移住者の生活が安

定せず、一部では耕作放棄された場合もある。 

(2) かんがい施設の現況 

314-12 かんがい施設の建設完了後は、施設の運営と維持管理は州政府や県・市の地方政

府に移管され、大～中規模かんがいシステムの基幹施設の維持管理と改修は、州

や県・市の公共事業局を通じて実施されており、これまでに政府が実施したかん

がい事業については、少なくとも 3 分の 1 は過去 25 年間に 2 回の改修事業を実

施したと考えられる。しかし、実態としては、維持管理予算が不足しているため

に、定期的な改修のみでの対応となっている。 

314-13 これに加え、州や県・市のレベルでは、法制度、人材ならびに予算確保といった

維持管理のメカニズムが不十分であるため、十分な機能回復、維持管理が行われ

ず、末端まで公平な水配分がなされていない。そのため、水利費の徴収率が低く

なっており、適正な水利組合の運営に支障をきたしている。このような状況がさ

らにかんがい機能を低下させ、改修費用の増大につながるという悪循環を生んで

いる。また、水利組合の活動を停滞させる要因としては、指導体制の不備、組織

化機能の低さ、徴収された水代の使用目的の不透明さが考えられる。 
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314-14 後述する水資源セクター構造調整融資（WATSAL）注9の一環で、国際協力銀行（JBIC）

の資金により実施した調査結果によれば、既存かんがい施設で機能が十分に発揮

されていないものが報告されており、その理由を述べると以下の通りである。 

- 取水施設：河床低下や河川浮遊物により設計通り取水施設が機能しない。電力供

給上の問題で電動ゲートを人力で操作する必要があり、きめの細かい水管理がで

きない。 

- 水路：水路の堆砂や法面崩壊、浸透ロスが通水能力低下を引起こしたり、構造物

が破損し水管理を不能にしている。 

- 末端水路：3 次水路を含めた圃場レベルの整備が不十分なため、末端まで水がま

わりにくく、水が有効利用されていない。 

- 水管理：適切な水管理が行われておらず、水路上流での水の取りすぎ、水路下流

部での水不足が生じている。 

- かんがい農地：不在地主所有が事業完成後の土地価格の高騰を期待して、土地を

買い占めている。 

(3) かんがい施設の改修 

314-15 機能が低下したかんがい施設を改修することにより効率的な水利用を目指すと

ともに、農民が管理可能な水利構造物を導入して維持管理に対する農民のインセ

ンティブを高めるため、JICA は 2003 年 2 月から 2004 年 2 月に灌漑施設リハビリ

計画調査を実施した。この調査では北スマトラ、中部ジャワ、南スラウェシの 3

州に 1,000 ha 以上のかんがいスキームを対象に、リハビリ事業の立ち上げから

調査、設計、工事、組織強化、維持管理までの一連のプロセスを 3段階で実施す

るかんがい施設機能回復プログラムを策定した。さらに、このプログラムを実施

するための「かんがい施設リハビリガイドライン」を以下のとおり作成した。 

 初期フェーズ a) 

b) 

 

c) 

d) 

 

e) 

 

f) 

かんがいスキームのリストアップとマスターリストの作成。 

水利組合結成率、地方政府の組織能力、水資源利用可能量による

一次スクリーニング。 

現地調査（Pre-F/S レベル） 

利用可能な水資源量の評価（Pre-F/S レベル）による2次スクリ

ーニング。 

開発計画策定（Pre-F/S レベル）とその評価結果による 3次スク

リーニング 

リハビリ優先度の評価とアクションプランの策定 

 中間フェース a) 

b) 

F/S の実施と事業実施計画書（Implementation Program）の作成

事業の採択と財源措置 

                             
注9 ：315-9 参照 
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 最終フェーズ a) 

b) 

c) 

d) 

e) 

施設詳細設計 

リハビリ工事の実施 

維持管理体制の強化プログラムの実施 

営農、農民組織強化プログラムの実施 

運用と監視 
出所: かんがい施設リハビリ計画調査 2004 年 2 月、国際協力事業団.    

(4) 農道 

314-16 この国でいう農道とは、村落道と農場までの道路をいうが、農道だけを対象とし

た事業はなく、かんがい事業で既存の農道が十分でない場合に事業の一部として

建設するのが一般的である。したがって、とくに定められた計画や設計基準は無

いが、以下のものが一般的に使用されているようである。 

a. 農道の単面積あたり延長：50 m/ha 

b. 農道幅員 

 農道の種類 普通農場 エステート農場  

 主農道 5～6 m 7～8 m  

 支線農道 3～4 m 5～6 m  

 歩道 1～2 m 2～3 m  

314-17 農道の維持管理は通常、村の予算で行われる。 

314-18 (5) 今後の課題 

- 既存かんがい施設の適正な改修と維持管理にかかわる地方レベルでのメカニズム

づくりが今後の課題である 

- かんがい施設は、年月を経るに従い、施設の老朽化により機能が低下する。上記

の維持管理体制の見直しと併せて、具体的な施設の改修計画の策定と実施が望ま

れる。 

- 水管理体制が不十分なかんがいシステムについては、まず、かんがいシステム全

体の維持管理体制構築に合わせて、水の有効利用を含めて、受益者が主体となっ

てかんがいシステムの改善を段階的に行っていくことが必要である。 

- 地域格差是正のため、比較的乾燥している生産性の低い地域を対象とした小規模

かんがいの推進を図ることが望まれる。 

- 都市化と工業化の進展にともない、優良かんがい農地の他用途への転換が進んで

いる。これに対して転換を最小限にとどめる具体的な方策を立案する必要がある。 

3.1.5 かんがい事業における維持管理 

(1) 維持管理および水利組合結成・育成の背景 

315-1 伝統的には、イ国では農民が自主的に小規模なかんがい施設を建設し、維持管理を行

ってきた。しかし、国家的な米自給レベルを目指し、1969 年以降、政府は数次にわた

る国家開発 5ヵ年計画のもと、国がかんがい施設を建設し管理運営するという国家主
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導型のかんがい開発を推進してきた。1982 年には、圃場レベルでの効率的な水管理の

重要性に着目し、3 次水路の開発を促進すると同時に、伝統的な水利グループに代り

村落行政をもとにした新しい水利組合の結成を導入した。時期を同じくして導入され

たビマス計画との相乗効果の結果、コメの生産量は著しい伸びを示し、1984 年には同

国の最優先課題であったコメの自給を達成した。 

315-2 しかしながら、国家主導型のかんがい開発を推進してきた結果、維持管理費が中央政

府の財政的な重荷となり、施設の機能維持に支障をきたしている。このため、維持管

理費の軽減ならびに水利用の効率化をはかるために、施設の維持管理機能を水利組合

（連合）へ移管することを計画した。現在、水利組合の政府支援体制は、1999 年 5 月

に発布された法律 1999 年第 22 号 地方分権法に基づき、国から州・県への移行過渡

期にある。分権後は内務省と居住地域インフラ省が中央レベルでの業務調整を行う一

方、水利組合の支援業務は県レベルに全て統合され、一元化されることになる。 

315-3 水利組合の登録は BAPPEDA が所轄している。登録過程は、水利組合の設立と指導に関

する内務省令 1992 年第 12 号で規定されている。水利組合は原則として、①3 次水路

ブロック、あるいは②小規模ポンプスキームを単位として結成される。基本的には、

一つの水利組合が一つの村の中で収まるように編成される。組合長は全体のコーディ

ネーションや役所とのつなぎ役であり、水管理責任者は実際の水配分や水路管理など

技術的な事項を担当している。各ブロックの世話役は、4 次水路ブロックごとに 1 名

選出され、1 期 3年、連続して 3 期まで務めることができる。役員はボランティアで

なく専従となっており、このためこれら役員には給料が支払われる。 

315-4 上記の一般的な背景に加え、重要と思われる事項は以下のとおり①水資源政策の変更

に伴うかんがい管理政策、② WATSAL、③ JICA 水利組合移管促進計画調査、④新水資

源法 2004 年 第 7 号、がある。 

1) 水資源政策の変更に伴うかんがい管理政策 

315-5 1990 年代の急激な経済成長と人口の増加により、水需要が急速に増大した。こ

れまで社会共有財として扱っていた水資源に対する認識を、経済資源として扱

う政策に変更した。この変化の中で、かんがい部門は水資源の 80％以上を消費

する最大需要者であり、施設の持続的運用を可能にするため、水利用の効率化、

施設機能の回復、施設運用の透明化および健全化などが急務となった。このよ

うな条件下で、大統領令 1999 年 第 3 号「かんがい管理政策（Irrigation 

Management Policy Reform: IMPR）」を発布し、「一かんがいシステム一管理」

の概念を導入した新しいアプローチを以下の通り発表した。 

- 水資源に対するこれまでの認識を社会共有財から経済資源に変更する。 

- 農民サイドの権限強化を配慮し、水管理をこれまでの供給管理型から需要管

理型に転換する。 
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- 過去に個別事業ベースで行われてきた水資源開発を、関連する事業に配慮し

た統合開発として実施する。 

- 水利用を持続可能とするため、利用を主体とするものではなく供給を主体と

して計画する。 

- 中央政府は政策の観点を「給付」をベースにした戦略から「許容する戦略」

に置く。 

315-6 上記のアプローチを実施する上の課題に対し、IMPR では以下の方策をとった。 

- かんがい施設を管理する団体の任務と責任の見直し（条例の改正と農民のエ

ンパワーメントにより農民参加を促進する用水管理制度の再構築する）。 

- 水利組合の育成（社会的、地域文化的な側面および環境配慮を取り入れるこ

とによって水利組合の権限を強化し、法人登記の上で合法的な関連組織を農

民が設立することを可能とする）。 

- かんがい施設管理の水利組合への移管（かんがい用水管理を、段階的、選択

的、民主的に農民に移行する。ただし、政府による技術的および財政的支援

を継続する。） 

- かんがい水利費とかんがい施設管理経費の徴収（水利組合による管理が可能

で、かんがい施設の維持管理および改修に必要となる財源を手当する。） 

- 持続的に利用可能なかんがい施設（水資源を保全するとともに、かんがい地

区の他用途への転換を防止して、持続的に利用可能なかんがいシステムを構

築する。） 

315-7 イ国政府は、水利組合の一層の強化を目的として、行政区分と整合性のある組

合結成のためのガイドラインを作成した。同時に、国家の財政負担を軽減する

ため、かんがい施設の運営と維持管理責任を水利組合に移管する政策を講じて

きた。しかし、その成果は期待を大きく下回る結果となった。 

315-8 イ国政府は、水利組合の機能を水管理のみに限定せず、従来、村落協同組合（KUD）

が担当していた生産投入資材の共同購入、生産物の共同出荷など、経済活動も

認めた。しかしながら、既存の水利組合のほとんどは依然として財政面での問

題を抱えており、また、組織的にも体制が弱い状態にある。 

2) 水資源セクター構造調整融資（WATSAL） 

315-9 イ国政府は、水資源セクターに関する政策、法制度の改革に着手し、その実施

に必要な資金を世銀に要請した。世銀は、この要請に応えて総額 3 億ドルの水

資源セクター構造調整融資（Water Sector Adjustment Loan：WATSAL）を決定

し、実施してきた。この WATSAL のスコープには、水利組合の強化、かんがい施

設の移管、関連政令および法令の見直しに関する以下の6項目が含まれている。 

① 水利組合強化に関する法規 

② かんがい施設移管に関する手続き 
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③ かんがいシステムの持続性に関する政策 

④ かんがい施設管理制度の再編 

⑤ かんがい施設の維持管理およびリハビリ 

⑥ 水利費（Irrigation Service Fee:ISF）ならびに徴収・支出のメカニズム 

315-10 この WATSAL を側面から援助するため、JBIC は前述の通り既存かんがい施設を対

象に調査を行った。この調査のスコープは、かんがいに関する上記 6 項目に加

えて、流域および水資源管理、水質管理、地方開発のための情報管理システム、

およびJBIC融資により完成したかんがいプロジェクトのフィードバックに関す

る調査からなる。 

3) JICA 水利組合移管促進計画調査 

315-11 JICA は、イ国における持続的なかんがい農業を実現するため、かんがい施設の

水利組合移管を目的とした水利組合の設立および機能強化、水管理改善および

施設管理等に係る計画の策定を目的とした「水利組合移管促進計画調査」を 2000

年 4 月から 2001 年 11 月にかけて実施した。 

315-12 この調査では、課題を①政府の役割と制度、②水利組合の管理運営、③かんが

い施設の操作・維持管理、④農業と経済・財務の視点からまとめた。その結果、

従来の水利組合を農民と政府職員のエンパワーメントにより持続性のある組織

に再構築し、さらに連合体を形成し、政府との共同管理のもとで農民がかんが

い施設管理に参加することが可能であるとした。 

315-13 これをもとに作成した対応策をかんがい地区 25 ヶ所における調査と、州レベル

と国レベルのワークショップで検討した。その結果、対応策は農民と政府職員

に受容かつ適用が可能であることが検証されたが、留意点として、現行の農業

政策が、農民の耕作意欲を刺激し、維持管理やリハビリを十分に補償する収益

性の高いかんがい農業を実現するための農業政策になっておらず、効果的でな

いことが指摘されている。上記対応策は、12 項目の活動からなるアクションプ

ランとして以下のとおり取りまとめられた。 

JICA 水利組合移管促進計画調査によるアクションプラン 

 カテゴリー   アクションプラン 

  1. 政府職員に対する政策広報活動 

 

かんがい水利組合管理にか

かる準備活動  2. かんがい施設と水利組合のインベントリー作成

  3. 水利組合レベルでの広報活動と能力開発 

 

かんがい管理と移管にかか

るアクションプラン  4. 水利組合指導者の訓練 

   5. 水利組合設立基金 

   6. 水利組合の再結成と連合体の設立 

   7. 県かんがい改善基金 

   8. かんがい維持管理と共同管理 
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 カテゴリー   アクションプラン 

   9. 水利費の徴収と政府補助金 

   10. かんがい施設の改修 

   11. モニタリングと評価 

 農業関連アクションプラン  12. 農業強化計画（農民の能力向上と組織化） 

4) 新水資源法 2004 年 第 7 号 

315-14 従来の水資源法1974年第11号に替わり、新しい水資源法2004年 第 7号が2004

年 3 月に制定され、水資源の開発と管理の枠組みを規定した。水資源の開発と

管理は流域を単位として総合的なアプローチをとり、政府と水利用者の役割と

責任を規定した。さらにかんがい維持管理と改修に関しては水利組合への移管

から参加という概念に変更した。これは、水利組合や農民のレベルが移管を受

け入れる状況にないことが認識されたことによる。 

315-15 新水資源法ではかんがい基幹施設の維持管理と改修は政府の責任とするととも

に水利組合の参加を促進し、三次水路以下を水利組合の責任とした。また、基

幹施設の維持管理と改修は 3,000 ha 以上あるいは州境をまたぐかんがいシステ

ムでは中央政府が、1,000 ha から 3,000 ha あるいは県境をまたぐかんがいシス

テムでは州政府が、1,000 ha 以下のかんがいシステムは県政府が、それぞれ責

任を持つ。 

315-16 基幹施設の維持管理と改修を水利組合への移管から参加に変更したことにより、

政府は維持管理移管の実施を規定した政府規則 2001年 第 77号の施行を停止し、

水利組合の強化と維持管理・改修への参加を実施するための新たな政府規則を

準備中である。新しい政府規則の変更内容を表 3.1.19 にまとめた。また、灌漑

関係法令の変遷を図 3.1.3 示す。さらに、現況の維持管理体制を図 3.1.4 に、

政府規則の変更によって予想される維持管理体制を図 3.1.5 に示す。 

315-17 水資源の開発と管理は流域を単位として総合流域管理が行われることになる。

水資源管理の面では、州政府に水資源管理局（Dinas PSDA）と各流域に水資源

管理事務所（Balai PSDA）を設立する。また、流域面積や水需要の大きい七流

域注 10では流域管理公団を設立する。水配分については州レベルで水資源調整委

員会と流域別水資源調整委員会で調整し、流域管理公団もこの委員会に参加す

る。このような流域管理組織制度の見直しも検討中である。 

                             

注 10 これらの流域は「strategic river basin」と呼ばれ 1.ブランタス流域、2.ブンガワン・ソロ流域、3.チタルム流域、4.ジェラトンス

ルナ流域、5.スラウ・ボゴウォノ流域、6.ジェネベラン流域および 7.ワイセプティ-ワイスカンポン流域である。ブランタス流域では PJT I

（Prem Jasa Tirta I）と呼ばれる流域水資源管理公団が設立されており、その管轄はブンガワン・ソロ流域に拡張され PJT I 支店が設置さ

れている。チタルム流域では PJT II が設立されている。他の 4 流域では 2004 年 10 月時点では公団の設立準備中で、そのための調査は終了

している。 
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(2) かんがい事業の運営・維持管理および水利組合に関連する政令および法令 

315-18 イ国政府は、現在までにかんがい施設の維持管理および水利組合の設立・育成に係る

法令および政令を多く発布している。主たる法令および政令を下表に示す。 

関連法令および政令 

関連法令または政令 主たる内容 
Law No.11/1974 on Water Resources 水資源と灌漑の開発 
Government Regulation No.22/1982 水管理に関する規則 
Government Regulation No.23/1982  かんがい開発促進 
Presidential Decree No.2/1984 水利組合の結成・育成 
Irrigation O&M Policy and Irrigation Service Fee (ISF) in 
1987 

持続可能な公共かんがい施設の維持管理

のための制度・財政の骨格形成 
Presidential Decree No.42PRT/1989 小規模かんがい施設の水利組合への移管

Regulation of Minister of Home Affairs, No.6/1992 水利費徴集に関する内務省令 
Regulation of Minister of Home Affairs No.12/1992 水利組合の結成と指導に関する内務省令

Regulation of Minister of Home Affairs No.19/1992 水利費徴集に関する内務省令 
Government Regulation No.6/1998 水利組合による工事費返済に関する規則

Presidential Decree No.3/1999  かんがい施設の運営強化策 
Government Regulation No.77/2001  かんがい（Government Regulation No. 23/ 

1982 の改正） 
Decree of Minister of Settlement and Regional Infrastructure 
No.529/KPT/M/2001  

かんがい管理権限の水利組合の移管に関

するガイドライン 
Decree of Minister of Home Affair No.50/2001  水利組合のエンパワーメントに関するガ

イドライン 
Law No. 7/2004 on Water Resources  水資源と灌漑の開発と管理（Law No. 

11/1974 on Water Resources の改正） 

関連法令と政令の変遷については図 3.1.3 を参照。 

(3) 水利組合指導に関する行政の現行実施体制 

315-19 水利組合の監督官庁は、居住地域インフラ省（現公共事業省）、農業省および内務省

の 3省である。このうち、居住地域インフラ省（現公共事業省）では水資源総局水資

源管理局が水管理制度、水質保全、水利組合等に関する政策立案および計画を、同技

術指導局が地方政府による水利組合へのかんがいの技術的な事項に関する指導を担

当している。農業省では農業インフラ開発総局水管理局が農業技術の側面から末端圃

場レベルで必要な水管理の指導を行うことになっている。また、内務省においては地

方自治総局および地方開発総局が州政府と協同して制度・組織面の指導を行うことに

なっている。 

315-20 水利組合の政府支援体制は、1999 年 5 月に発布された地方分権法 1999 年 第 22 号に

基づき、国から州・県への移行することになっている。2001年から開始した分権後は

内務省と居住地域インフラ省（現公共事業省）が中央レベルでの業務調整を行う一方、

水利組合の支援業務は県レベルに全て統合され、一元的に実施されることになった。 

315-21 これに基づき 2001 年 12 月にかんがいに関する政府規則を改正した 2001 年 第 77 号

と関連省令が居住地域インフラ省（現公共事業省）と内務省から発布され、地方政府

主導で水利組合の設立を支援する法的枠組みができた。この枠組みでは、ボトムアッ
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プ手法を基本とした参加型のアプローチを採用し、農民のエンパワーメントを行うこ

とを規定した。その後、かんがい維持管理の移管から参加へ変更したことにより、水

利組合の強化を含めた新しい政府規則を準備中である。 

315-22 また、州および県でかんがい委員会を設立し、関係各機関と水利組合の代表が参加し

て作付体系に基づきかんがい用水の配分を決め、 終的には州知事あるいは県知事の

承認をうける。 

(4) かんがいシステムの区分けと維持管理のための予算 

315-23 イ国におけるかんがいシステムの区分および維持管理費の予算措置は、その建設の背

景により以下のように分類されている。 

かんがいシステム 建設の背景 予算措置 

政府かんがいシステム 政府によって建設され、受益者は水利

組織を結成し、水利組織が水利費を徴

収する。基幹施設（幹線・2次水路レベ

ル）の維持管理費は政府の責任となる。

基幹施設は国家予算（APBN）

+地方政府予算（APBD）、三

次水路以下は水利組合 

小規模かんがいシステム 政府によって建設されたものである

が、3次水路以降、500ha 以下の小規模

かんがい施設を対象としているため、

建設後水利組合を結成し、その管理を

水利組合に移管している。 

水利組合（WUA）によるかん

がい水利費の徴収 

村落規模かんがいシステム 村独自に建設されたもの。 村、但し特に必要な時にの

み APBN および APBD 

315-24 なお、水利組合に対する教育・訓練予算は管轄する州あるいは県のかんがい施設維持

管理部門に設置されている担当部局で手当てされる。政府が準備中の水利組合強化に

関する新しい政府規則に基づき、各地方政府が関連する条例を作成し、実施すること

になる。 

315-25 JICA が実施した「水利組合移管促進計画調査」報告書によれば、政府による維持管理

のための財政支援は、1997/98 年度で 586 万 haのかんがい施設に約 3,000 億ルピアに

達した。これはおよそ 6,430 万ドルに相当し、単位面積あたり 11 ドル/ha にあたる。

また、JICA が実施した「ジェネベラン川流域管理強化計画調査」では基幹施設の維持

管理に必要な経費は年間 38 ドル/ha と見積もられている。 

315-26 新水資源法の制定に伴い灌漑に関する新しい政府規則が準備中であるが、かんがい施

設維持管理に必要な資金は、政府予算や水利組合が徴収する水利費は県あるいは州に

設置されるかんがい管理基金で一括管理を受け、かんがい委員会の勧告に基づき支出

することになる。 

(5) 既存水利組合の評価 

315-27 米の国内自給が達成された 1984 年頃から、政府はかんがい施設の維持管理に費やさ

れている莫大な財政負担を軽減するため、水利組合へのかんがい施設の移管および水
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利組合からの水利費ならびにかんがい施設維持管理費徴集の具体的な検討に着手し、

1987 年にかんがい施設維持管理政策（Irrigation Operation and Maintenance 

Policy:IOMP）を策定した。 

315-28 この政策の主な目的は、① 維持管理の効率を高めること、② 第 1ステップとしてま

ず 500 ha 以下を対象としたかんがい施設の維持管理業務を水利組合に移管すること、

③ 政府かんがいシステムの受益農民は水利費を納めることであった。しかしながら、

1997 年から始まった経済危機による政府の財政事情への影響並びにエルニーニョ現

象等の異常気象による不作が農家経済に与えた打撃等の影響に加えて、以下のような

水管理体制の根幹に関わる不具合により、その成果は思わしくなかった。 

- トップダウン型の政策には地元の要望あるいは伝統、経験に基づく農民の知

恵などが考慮されていない。 

- 水利費負担に対する農民の意識が不明確。 

- 水利費の徴収システムの不備。 

- 水利組合自体の組織上の不備。 

315-29 一方、かんがい施設移管先となる水利組合の結成・強化も期待したとおりには進んで

いない。JICA が実施した「水利組合移管促進計画調査」報告書によれば、水利組合の

組織化率は全組織化対象 104,000 グループに対して 37%程度であり、このうち実際に

活動している組合はさらにその 19%である。また、正式に政府に登録され合法化され

ている組合数は 1,017 に過ぎない。 

315-30 また、中部ジャワ州、南スラウェシ州、北スマトラ州の 141 スキームを対象に JICA

が実施した「かんがい施設リハビリ計画調査」では水利組合の目標設立数 4,553に対

して 76%は設立済みであるが、そのうち活動中のものは 9%である。このような状況か

ら、政策がかんがい施設維持管理について移管から参加に変更されたあとも、水利組

合の育成・強化が急務である。 

(6) 水利費徴収の現況 

315-31 かんがい水利費徴収は、1987 年に施行された IOMP に基づき開始された。さらに 1992

年に水利費徴集に関する内務省令1992年 第6号および1992年第19号が施行された。

これは、農民から徴収した水利費で第 3次水路以上の施設維持管理を行うもので、農

民のかんがい施設全般に対する責任強化を目的としたものである。この水利費徴収は

地方税務署の責任で行なうことになっているが、水利費徴収額算定方法が複雑過ぎ、

初から困難が予想されていた。 

315-32 また、この徴収方法はトップ・ダウン方式によるものであり、さらに徴収された水利

費（4～8 ドル/ha）の大部分は事務所運営費となり、実際に維持費として使用される

額は僅かであったことに加えて、十分な機能回復および維持管理が行なわれず、末端

まで公平な水配分等がなされていないことから、水利費の徴収率がさらに低下すると
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いう悪循環を引き起こした。このため、適切な水利組合の運営に支障をきたしている。

また、水利組合の活動が停滞している要因としては、水利組合に対する指導体制の不

備、水利組合の組織化率の低さが考えられる。 

315-33 JICA が実施した「水利組合移管促進計画調査」報告書によれば、西ジャワ州における

1994/1995 年から 1999/2000 年の水利費徴収率は以下に示すとおりである。これによ

れば、過去 6年間の平均徴収率は 20%と非常に低いものであった。 

西ジャワ州における水利費徴集率 

年 徴収率 

1994/1995 41% 

1995/1996 17% 

1996/1997 26% 

1997/1998 20% 

1998/1999 8% 

1999/2000 7% 

平均 20% 

出所：水利組合移管促進計画調査 2001、国際協力事業団 

315-34 (7) 今後の課題 

- 地方政府職員並びに事業参加者に対して、維持管理に係る技術面のみならず、

マネジメント面の向上を目指した教育訓練を実施することが重要である。 

- 施設の持続的な運用を目指して、かんがい開発並びに維持管理・改修に関す

る法制度の整備が望まれる。 

- かんがい施設の適正な維持管理システムを構築し、農民水利組合の参加促進

を図る。 

- かんがい施設の維持管理を円滑に行うためには、地方政府が維持管理のメカ

ニズムをつくり、加えて、水利費負担に対する農民の意識を高め、水利費の

徴収体制並びに農民が組織する水利組合の組織強化を図らねばならない。 

 

3.1.6 農産物流通 

316-1 農産物の流通は、品目毎に異なる特徴を持っているので、品目別と問題別に分けて現

状を整理する。 

(1) 品目別分析 

1) 米・野菜・果物等主要農産物の流通 

米 

316-2 米は生産者である農家から主に民間部門を経由して消費者まで流通している。

一方､政府部門は公社 BULOG（旧食糧調達庁；BULOG）を経由して流通している。

旧 BULOG は 2003 年より公社化され、現在、公的取引とコマーシャルベースの取

引の二種類の取引を行う役割を持っている。公的取引は食料安全保障を強化す
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る為に政府より要請された次の業務を行う。1)政府買い付け価格の管理、2)価

格安定化、3)貧困層への米分配、4)国家貯蔵の維持。一方コマーシャルベース

の取引は、1)米産業、2)調達/貯蔵、3)調査・害虫防除、4)プラスティック製袋

の提供、5)運搬 6)白糖貿易、7)小売ビジネス、8)総合食料マーケティングセン

ター、としての活動をカバーしている。米の買い取り価格や品質基準は、現在

2002 年 に 発 行 さ れ た 食 料 安 全 保 障 庁 と 旧 BULOG の 共 同 規 則

（04/SKB/BBKP/II/2002, 26th February 2002, Kep-58/UP/02/2002）で決められ

ているが、食料安全保障庁によると、今後政策に変更がある場合には食料安全

保障庁や他の関連官庁が決定し、公社 BULOG が従う形となる。 

316-3 流通データは十分整備されていないが、KUD の弱体化に伴い、現在では流通の 9

割以上が民間経由といわれている。米の流通システムを図 3.1.6 に示した。 

316-4 ジャワや外領の大規模生産地における民間流通の一般的な流通経路は次の通り

である。農家は籾を天日乾燥した後、集荷業者または直接精米業者に売却する。

精米は仲買業者、卸売市場を経て、小売業者から消費者に販売される。卸売市

場では、卸売業者が売り手（仲買業者等）と買い手（小売業者等）をつなぎ、

手数料を収受する。取引は「相対」である。これらの民間流通では、統一され

た品質基準は存在しない。大手の精米業者・卸売業者は、華人が大半を占めて

いる。一方、これ以外の地域では主に域内で消費されており卸売市場は発達し

ていない。いずれの場合も、多くの零細農家は資金や生産資材を地元の集荷業

者等の支援に依存しているため、販売にあたって不利な立場に置かれている。

また、農家が持つ市場情報は極めて限られている。 

316-5 政府部門による米の流通として、公的取引業務を行っている公社としての公社

BULOG が行っている。すなわち、公社 BULOG の地方出先機関の州事務所（DOLOG）

及び県事務所（SUB－DOLOG）が、精米を KUD又は民間部門から買い付けている。

農家は米の販売先を KUD、民間のいずれにするかを選択できるが、実際には、以

下のような KUD・農家双方の事情から大半が民間への販売である。①KUD の多く

が弱体化し、資金不足のため米買入れに支障を来たしている。②農家からの米

の調達にあたり、 低買付価格（フロアプライス）とともに品質基準（水分、

砕米率等）を農家がクリアできないことが多い。 

316-6 政府部門の米調達経路は、民間精米業者等から DOLOG/SUB-DOLOG への販売が主

流である。公社 BULOG は基準にもとづき買入検査をしているが、等級分けはな

く、その後の流通過程でその基準は活用されていない。米の流通段階での損失

は一般に 20 %前後とされているが、根拠や定義は必ずしも明確でない。 

野菜・果物 

316-7 青果物は一般に農家から産地仲買人（複数）を経て中央卸売市場または地方卸

売市場へと流通していく。流通段階で適用されている出荷基準や品質規格はな
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い。農業省によれば、現在省内担当部局で試案を作成中である。試案は省の標

準化センターによる審査を経て国家基準局に申請され、そこで認定されれば制

度として公表される。仲買人から大規模消費者（スーパーマーケット等）への

直接流通経路も近年現れてきており、この場合は一定の基準を満たすための選

果が行われている。 

316-8 取引市場は、通常、卸売と小売が混在しており、概ね公設で、地方自治体また

は管理組合によって管理されている。市場の多くは老朽化し、手狭で、非衛生

的である。売残の発生もあって、収穫後損失のかなりの部分が市場段階で発生

している。市場内取引業者が許認可制でないこと、取引データの報告義務がな

いこと、相対取引であること、品質基準が不備であること等が市場内取引の透

明性や公正な価格形成を阻害している。 

316-9 多くの零細農家は、資金や生産資材を、地元の仲買人の支援に依存しているた

め、販売に当って弱い立場に置かれている。青果物の場合、仲買人から肥料や

駆除剤等の供与を受けその段階で生産物の所有権が移転する、収穫前販売も多

い。また、市場情報の多くを仲買人が握り、農家がアクセスできる情報は極め

て限られている。 

316-10 青果物の市場価格データは、農業省、商業工業省（現在商業省と工業省に分割）

及び地方政府機関職員により毎日収集され、メデイアを通じて一般に開示もされ

ているが、情報量・即時性・精度等に難点があり、十分活用されていない。地

方分権化との関連で、中央と地方の連携が円滑にいっていない面もある。他方、

前述のような状況のもとでは、多くの農民は目先の取引にしか関心を示さない。 

316-11 青果物は一般に農家から市場まで無蓋車両によって輸送されている。産地市場

が少ないため、市場までの輸送距離が長くなり、重量ロス（水分蒸散）や品質

劣化を招いている。不適当なパッケージングや道路の不備、低温倉庫不足も損

失発生の要因になっている。青果物の流通段階での損失は概ね 30 %前後とされ

ている。 

316-12 青果物の品質は一般に低く、農産物加工業が必要とする原料の安定調達を困難

にしている。 

エステート作物 

316-13 エステート作物の 80 %前後は輸出されているが、生産者の約 8割が 0.5 - 5.0 ha

（他の生産作物も含む）の小規模農家である。農家から輸出業者の間に通常 3

段階のトレーダーが介在し、各段階で輸出相手国規格に合わせた選別が行なわ

れる。通常 35 %位が不合格品になり、国内向けに安値で販売される。他の農産

物同様、多くの農家が地元のトレーダーから資金面等で支援を受け、その結果、

販売先・販売価格が縛られる構図がある。また、若年層の農業離れや大多数農
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民の教育レベルが低いことが、指摘されている。   

2) 畜産物の流通 

ブロイラー 

316-14 ブロイラーは、外資を含む複数の大規模養鶏業者が配混合飼料の供給を握り、

ブロイラー市場の 70 - 80 %を支配している。大規模養鶏業者は屠畜施設や冷凍

冷蔵施設を持ち、大型農家と大ロットで契約し、買入れたブロイラーを大口消

費者へ直接販売する。 

316-15 過半数を占める零細農家は小規模家禽商人から資金支援や飼料、素雛、獣医薬

品等の供与を受け、飼養したブロイラーを同商人に売渡す。ブロイラーは生体

のまま卸売業者経由、小売業者に販売され、小売段階で初めて屠畜処理されて

消費者に売られる。小規模家禽商人はもう一方で、大規模養鶏業者へブロイラ

ーを卸す。飼料原料は、その大部分を輸入に依存している。飼料会社の代理店

をしている大規模養鶏業者は配混合飼料の供給をほぼ一手に握る。零細農家は

扱い量が小ロットのため、コスト面で不利な立場にある。 

牛肉 

316-16 牛肉の流通では、家畜商が事実上市場をコントロールしている。9割以上を占め

る小規模農家は成牛を家畜商に売り、屠畜業者によって枝肉にされ、小売市場

で販売される。大規模農家（フィードロット）は、屠畜施設を持ち、自ら屠畜

処理して大口消費者へ直売する。他の農産物と同じように、大半の小規模農家

は家畜商に依存する構造にあり、弱い立場にある。 

牛乳 

316-17 牛乳の流通は比較的整備されている。販売における酪農家のリスクは、他の畜

産物に比べると小さい。生乳は酪農農協、全国酪農連合会（GKSI）を通じ乳業

会社に販売されている。 

316-18 牛乳を除けば、畜産の流通もまた、輸送・貯蔵の不備（量的・質的ロスの発生）、

不適切な包装、非衛生・非効率な市場、品質規格不備等、他の農産物と共通し

た諸問題を包含している。 

316-19 イ国の畜産業は、大規模養鶏業やフィードロット業における飼料原料・肥育用

素牛の輸入依存、及び地域資源立脚型畜産における生産物の低品質・不均一・

低生産性等が重要課題とされており、その改善は流通機構の変革にも結びつく。

課題を解決する過程の中で、市場・流通システムも含めた総合的な改善が図ら

れる必要がある。 
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(2) 問題別分析 

1) 市場 

316-20 農産物の卸売市場は、一般に、老朽・手狭・非衛生であり、売残の発生もあっ

て、収穫後損失の相当部分が市場段階で発生している。市場内取引業者が許認

可制でなく登録制のため、場所があれば誰でも営業できる。その結果、卸売業

者の数が多過ぎ取引を複雑にし市場の混乱を招いている。卸売業者は毎日の取

引量・価格等を市場当局に報告する義務がないため、市場情報が正確に把握さ

れていない。市場内は商品毎に区分されておらず、取引業者の数が多過ぎるた

め、円滑な流れができない。市場によって取引形態が統一されておらず、また、

卸・小売混在型市場も多い。品質基準や市場内規定が整備されていない。これ

らの諸問題は、市場内取引の透明性や公正な価格形成を阻害している。 

316-21 イ国では、農産物の卸売市場を規制する包括的な法規は存在せず、公設市場の

開設・所有・管理・運営は各地方自治体の権限に属している。実際の市場運営

は通常、地方政府傘下の公社が担い、地方政府職員が代表者となっている。こ

の点は地方分権化の前後で違いがない。 

316-22 市場取引の参加者は通常、集荷業者・仲買人（売り手）、小売業者（買い手）お

よび卸売業者であり、卸売業者は取引毎に販売価格または収益の一定割合を売

り手（集荷業者・仲買人）から収受する。生産農民が市場に直接参加すること

は、稀である。 

316-23 1973 年に開設された代表的青果物市場（ジャカルタ特別市・Kramat Jati 市場）

では、3,879のブース（2004 年現在）の使用権を約 2000 の卸売業者等が市から

20 年契約（2年毎 10 回更新可能）で取得している。権利の譲渡は可能だが、移

動はほとんどないようである。ジャカルタ市内に入る青果物の約 90 %が同市場

経由とされる。卸売業者は、業者同士のつながりも固く、市場取引で売り手・

買い手双方に対して優位な立場にあるといわれている。集荷業者や小売業者は

卸売業者を選択することができるが、それが有利に働くことは少なく、結果と

して「流通の固定化」（縦のリンケージ形成）につながっている。 

316-24 取引形態や価格形成過程の不透明さが指摘されている。価格形成の原理と背景

を精査しその透明度を向上させることは、公平な競争性の確保につながり、究

極的には農民の販売力強化に資する。そのために市場の仕組みがどのように改

善されるべきか総合的に検討されなければならない。また、卸売市場を円滑に

機能させるためには、農民グループの共同集出荷等をベースにした集荷機構の

構築も重要な要件となる。 

316-25 一般に、大都市の卸売市場は消費量が多いことから業者の規模が大きく、また

生産地から遠隔になることから販売チャネルも多段階・複雑になる。集荷業者・
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仲買人も２～３段階になり、市場に近いほど専業者が多くなる。このような状

況の中では、市場の改善が農民の利益に直ちに結びつく可能性は小さい。他方、

産地に近い地方市場は規模も小さく、農民と市場の間に介在する集荷業者は一

段階だけのことが多い。前に述べたように、農民直近の地元集荷業者は多くが

兼業農家で農民と特別な関係にある。これら集荷業者が農民のリーダー格的存

在であるとすれば、彼らが受けるベネフィットが間接的な形で農民に及び、さ

らにその活性化を促す可能性がある。この観点から、農民と市場をつなぐ集荷

業者ないし仲買人の育成は重要な意味を持つと考えられるが、更に実態の精査

が必要である。 

316-26 卸売市場は価格形成・集分荷・情報受発信等の重要な機能を持っている。その

位置付け（役割）は市場の発達段階や背景により国毎に異なる。先進国では、

流通チャネルの多様化や物流近代化を背景に市場外流通が拡大しつつある。そ

の中で、卸売市場も従来に比べ、より川下（量販店等のニーズ）重視、競争原

理の一層の導入など機能の見直しを迫られている。しかし、青果物を中心に卸

売市場は依然として重要な役割を果たしている。 

316-27 一方、イ国は、先進国のように生産者組織・集出荷体制・物流システム・品質

基準等が十分整備されておらず、市場制度が不完全な段階にある。また、前述

のように、卸売市場経由率は極めて高い。他方、流通・小売分野への外資参入

の流れもある（後述）。このようなイ国内外の状況を踏まえた上で、市場の活性

化・農民の所得向上につながる、イ国で 適の仕組みが追求されなければなら

ない。しかし、制度整備が遅れている国では成文化されていない規則が支配し

ている部分が大きいといわれており、その改善には試行錯誤が避けられず時間

もかかるであろう。 

2) 市場情報システム 

316-28 農業省、商業工業省（現在商業省と工業省に分割）及び地方政府職員により市

場価格データが収集されている。現行の価格情報システムは、1978 年に導入さ

れた仕組みがベースになっている。全国所定地域の農業事務所および商工業事

務所（県レベル）職員がサンプリングにより、青果物・米・パラウィジャの主

要品目別価格を収集、農業省および商業工業省（現在商業省と工業省に分割）

担当部門で集計して統計処理等に使用するほか、ラジオを通じて一般にも開示

している。農業事務所は主に農家庭先価格（生産地）、商工業事務所は卸売価格

（卸売市場）・小売価格（小売市場）を収集している。 

316-29 しかし、現在のシステムについては次のような課題が指摘されている。 

・  地方分権化との関連で、中央と地方の連携が円滑にいっていない面がある。

さらに、通信機材・輸送手段・職員の不足もあって、データ収集に支障を来

している。 
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・ 情報量・精度・即時性に難点がある。そのため、農民・流通業者による利用

は限られている。 

・ 農民および地元流通業者の多くは、地元周辺の、より正確で詳しい情報を求

めている。また、農産物価格だけでなく、地域別作付・作況情報、生産資機

材価格・在庫情報、地域別需給動向等にも関心をもっている。 

・ 通信手段を持たない農民等への情報伝達の仕組みが不十分。 

316-30 適切な市場情報システムは、市場動向や価格予測を可能にし農民の販売力向上

につながるものである。市場・流通情報に対する農民や流通業者のニーズを把

握し、現行システムの改善を基本として、実効性ある流通情報システムを確立

する必要がある。 

3) 集出荷・流通 

316-31 各農産物に共通する問題として、大多数を占める零細規模農家が農産物を個別

に出荷しているという状況がある。組合や政府によるサポート体制が不十分な

中で、必要な資金・生産資材・労働力を持たず、マーケットの知識・情報に乏

しく、また輸送手段もない農民は資金面等で仲買人等の支援に依存せざるを得

ない。その結果、多くの農民が販売先や販売時期・価格を仲買人等にコントロ

ールされている。農民は自分たちの農産物が市場において、どのような経路で、

いくらで販売されているのか等の情報を知らない。そこでは、販売促進や市場

開拓等のマーケテイング活動はない。 

316-32 一つの改善方向として、農民による共同集出荷が考えられる。これによって、

農産物品質の向上・均一化、コストダウン、市場情報アクセス改善等が図られ、

農民のバーゲニングパワー強化により農家所得の向上に結びつく。また、前に

述べたように、共同集出荷をベースに構築される集荷機構は、別途整備される

べき卸売市場の円滑な運営にとって重要な要件となる。しかし、この共同集出

荷は、イ国における既存システムの歴史的背景や実態を精査した上で、村落に

根付いた持続性のある形態が追求されなければならない。 

316-33 他方、前述のように、単純に農民対商人という構図で括れない側面があること

も考慮する必要がある。仲買人・卸売業者等の多くは専業者でなく、半農半商

も少なくない。仲買人もまた、市場で諸々のリスクを背負っている。華人を初

め、国営企業・ファミリー企業等の市場における位置付け・役割も検証されな

ければならない。品目別、地域別に市場･流通の実態を精査する必要がある。 

4) 品質 

316-34 上記のような現状においては、農民側に農産物品質向上の誘因は生まれ難い。

産品の品質は一般に低く、それがまた、販売価格を下げる方向に働く。多くの

品目で出荷基準・品質規格・包装規格等が整備されていないため、品質判定・
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価格形成は不明瞭、不透明である。品質向上への努力とは、消費者ニーズへの

より的確・迅速な対応、と言いかえることができる。ここでいう消費者とは、

すべての農産物利用者であり、末端消費者だけでなく加工業者やスーパー等の

大規模購入者を含む。将来予測される需要拡大・多様化に備え、農産物品質向

上の誘因醸成が、多面的に検討される必要がある。 

316-35 農産物のマーケットが現在、生産側に求めていることは品質と安定的供給であ

る。規格が整備されていないため、通常、等級分けはないが、収穫後未精選の

農産物ががそのまま市場に搬入されるため、卸売市場内で流通業者が茎葉除去

等の作業を余儀なくされることも多い。原料品質が低いことに加え、輸送・包

装の不備もあって量的・質的損失の増加を招いている。前述の青果物市場（ジ

ャカルタ）当局は、改善策のひとつとして、産地と大都市間におけるサブ・タ

ーミナル市場（ソーテイング機能付）の充実を挙げている。農産物品質の低位・

不均一は、また、農産物加工業が必要とする原料の安定調達を困難にしている。 

316-36 一方で、マーケットが生産側に対して先ず示すべきことが、明確になされてい

ないという側面もある。輸出の場合は、当然のことながら輸出先の要件（品質・

数量・納期・価格・決済条件等）がはっきりしているが、農産物の国内流通に

おいてはそれが明確でない。商品の認定基準（品質・包装規格等）がない、仕

組み（価格形成過程）が見えない、ニーズが明確な形で伝達されない状態の改

善が急務である。 

5) 収穫後損失 

316-37 道路・輸送手段の不備、不適切なパッケージング、貯蔵施設不足等が流通各段

階で多量の量的・質的損失を発生させている。仲買人等は、それによって見込

まれる経済的損失のかなりの部分を、農民との取引価格でカバーしようとし、

終的に農民の不利益につながる。収穫後損失は、また、農産物加工業の原料

調達難に結びつく。農産物の収穫後損失は、従来から、イ国に限らず世界的に

議論されているテーマであるが、損失の実態は必ずしも明らかにされていない。

従って、収穫後の各段階における損失の定義を明確にした上で品目別にその実

態･要因を精査し、改善を図る必要がある。 

6) 輸送･貯蔵 

316-38 輸送手段や道路の不備は、流通の範囲・量を限定し、流通経路固定化の一因を

なしている。また、前述のように、不適当なパッケージングもあって、農産物

の質的・量的損失を招いている。比較的整備された大規模卸売市場が消費地に

集中し産地市場が少ないことも輸送距離・時間を長くし、損失の発生を一層多

くしている。 

316-39 貯蔵施設の不備は、農産物の収穫後即時出荷の状況を作り、その流通範囲・量
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を限定するとともに価格の不安定化（時期による大きな変動）をもたらす。ま

た、収穫後損失発生の一因ともなっている。 

316-40 農産物を州間移動させる場合の制約（不規則、不統一な課税等）は流通の円滑

化を阻害する要因になっており、改善を図る必要がある。 

316-41 輸送･貯蔵システムは流通の基盤であり、その改善は市場・流通近代化のために

不可欠である。また、その改善にあたっては、施設のみならず、在庫管理・品

質管理といったソフト面の改善が重要である。 

7) 流通分野の規制緩和   

316-42 1994 年の投資関連法改正により、流通・小売分野への外資参入が可能となった。

その後も規制緩和策が維持されており、成功事例も報告されている。大都市圏

のスーパーマーケットなど大規模で卸売市場を通さない取引も拡大しており、

流通面で大きな変化が起きつつある。旧来型の非効率な流通システムに頼って

いては、将来の需要拡大・多様化に対応できず、市場・流通の改善は迅速に進

められなければならない。 

(3) 農産物市場制度及び流通情報システム改善計画調査 

316-43 このような現状を踏まえ、JICA は 2004 年 2 月から 10 月まで農産物の市場制度

と流通情報システムの改善に関する調査を実施した。この調査によれば現状は

以下のとおりである。 

316-44 農産物を取り扱う市場組織には、大都市や地方の市町村に設立された伝統的市

場が大多数を占め、卸売市場は西ジャワ州のチビトン市場、タンゲランのタナ

ティンギ市場、バンドン市のチャリンギン市場およびゲデバゲ市場、ジャカル

タ特別市のクラマトジャティ市場に限られている。 

316-45 小規模な伝統的市場は施設・サービス面の両面とも劣っており、利害関係者で

ある中小の仲買人は地域の風土の根ざした血縁関係に引きずられて、透明かつ

公正な取引の妨げになっている。一方、卸売市場のような大規模市場でも、組

織面は整っているものの克服すべき問題は多い。卸売市場の利害関係者は日用

雑貨商、集荷業者、買受人であり、これらの利害関係者は出身地や背景が多様

であり、売買人の公的組織化の障害となっている。また、卸売市場運営組織が

持つ権限は施設維持と管理費徴収に限られ、適切な管理やモニタリングが実施

できていない。 

316-46 伝統的市場・卸売市場いずれも場内秩序が良好に保たれていない。卸売市場の

施設維持も満足すべき状態ではなく、売買人は卸売市場を一方的に使用してい

るに過ぎず、その結果、市場の不潔、不衛生、不便な状態が放置されている。

また売買が出荷者と市場の売買人との間で個別に行われている為、取引や価格
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の形成過程が不透明となり、市場ビジネスに携わっている売買人の間で実効性

の高い協力関係が確立されていない。 

316-47 1978 年に市場情報収集システムが導入され、農業省と商工省（現在商業省と工

業省に分割）は市場から流通情報を定期的に収集し、広報している。しかし、

地方分権化後は中央政府と地方政府の協調が十分でなくなり、情報収集に困難

をきたしている。また、情報の種類・品質・敏速さが不完全で実用性にかけて

いるため、農民・集荷人・売買人のいずれをとっても役に立っていない。 

316-48  (4) 今後の課題 

- 卸売市場が一般に老朽・手狭・非衛生であり、収穫後損失の相当部分が、市

場段階において発生していると推定される。衛生的・効率的な市場管理がな

されるよう改善が必要である。 

- 市場内取引の透明性や公正な価格形成を阻害する要因が多い。市場をとりま

く流通も含め、法体系・制度の整備を中心に総合的な改善が急務である。市

場の円滑運営のためには、集荷体制の改善も必要である。 

- 農民からの市場情報へのアクセスが困難である。市場活性化のため、農産物

の生産者（農民）と消費者（利用者）を結ぶ幅広い市場情報ネットワークの

構築が検討されねばならない。 

- 多くの零細農民が資金面等で仲介業者の支援に依存し、結果として販売面で

不利な立場に置かれている。農民による共同集出荷が一つの改善方向となる。 

- 農民に品質向上の誘因が生まれ難い状況がある。また、流通各段階で多量の

損失が発生している。実態を精査し、改善を図る必要がある。 

3.1.7 農業普及・教育訓練並びに試験研究 

(1) 農業普及体制 

317-1 地方分権化以前には、各県（Kabupaten）には農業普及情報センター（Balai Informasi 

dan Penyuluhan Pertanian:BIPP）が、さらに BIPP管轄の下で普及所（Balai Penyuluhan 

Pertanian:BPP）が各郡（Kecamatan）に 1 ヶ所設けるよう指導されていた。BIPP は、

本来、県レベルで普及活動を統括し、各郡レベルで作成された普及計画の承認や各普

及所の活動の評価・モニタリング、農業情報の広範な提供、普及員や農民の訓練など

広範な業務を行っていた。しかし、地方分権化が進んでいる現在、各県が普及活動に

対する独自の評価の下で BIPP の組織・機能の再編を行っている。地方政府の事業実

施体制、能力等には差があり、各県の普及活動に対する重要度・期待度にも格差が生

じている。その結果本来の機能を保持している BIPP は 24 箇所で、幾つかはその組織

が事務所や一部局等に変更となっている（表 3.1.20 参照）。普及事業の実施主体は地

方政府に移っており、農業省の役割は、普及活動に関する計画策定（ガイドライン等

を含む）、及びモニタリング、地方政府（州・県政府）に対する技術指導等を実施す

ることとなっている。また、これまで農業省予算から支出されていた普及員の人件費
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等は、現在では一括して地方政府に交付されている。 

317-2 2004 年 7 月現在、全国 4,303 郡の内、3,892 郡（約 90％）に普及所（BPP）が設置さ

れている（表 3.1.21 参照）。全国に配属されている農業普及員は 33,659 人、普及員

一人あたり 809 戸の農家を担当している。 

317-3 表 3.1.22 に示したとおり、イ国全県の内、約 4 割の県の農村部においては農外所得

への依存度が高い状況にある。この背景には、土地なし農民や小規模零細農家の割合

が高いことが挙げられる。このような状況の下では、地域の状況に応じて各県では普

及活動に対する重要度・期待度に格差が生じている。また、地方分権化のもとでは、

農業省の方針よりも県の方針が優先されているのが現状であり、表 3.1.20 に示した

とおり、BIPP の機能が中断している県は 2002 年 6 月では 343 県のうち 5 県だったの

が、2004 年 7 月現在、全国 375 県の内 18 県と増加している。 

317-4 普及関連の開発予算に関して、地方分権の進展により、実施主体である県において原

則として県政府の予算が充当されるが、中央政府所管プロジェクト、プログラムが県

で実施される場合には、職務代行（Co-administration tast）として中央政府から県

政府へ予算が配分される。 

(2) 普及関連人材教育 

317-5 普及員は、教員やその他の技術公務員と同様に専門学校卒業以上の資格を取ることが

義務付けられている。これは 1999 年の大統領令によるものであるが、新任の普及員

のみならず、全ての在職者も対象となる規則である。このため、普及員の大半を占め

る農業高校卒業者約 30,000 人に対する再教育（研修、通信教育、国内留学等）が開

始されている。これに伴い、今後 5年間で上記農業高校卒業者の普及員が農業専門学

校卒業資格である D－3有資格者となることが見込まれている。 

317-6 現在中央及び州レベルの農業教育・普及関係者を対象とした教育訓練の場として､ ボ

ゴールに Management of Agricultural Human Resources Development Center が設置

されている。また、州及び県の農業普及関係者を対象としたアグリビジネス訓練セン

ター（Agribusiness Training Centre, Balai <Besar> Diklat Agribisinis; BDA or 

BBDA）が全国に 7 ヶ所設置されている。さらに 23 州に限り県及び郡レベルの農業普

及関係者を対象とした農業訓練センター（Agriculture Training Center）が設置さ

れている。この農業訓練センターの運営管理費については農業省が、また職員の給料

は地方政府がそれぞれ負担している。農業訓練センターの訓練内容については州の事

業の実施方針によって多様化することが想像される。農業省では、地方分権化によっ

て、訓練内容の質・量に影響が出てくることを懸念している。地方分権化に伴う普及･

訓練事業の混乱、地方レベルでの人材不足及び予算不足等の問題があり、教育･訓練

活動が円滑かつ計画的に実施されていないのが実情である。 
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(3) 試験研究 

317-7 農業研究開発庁（Agency for Agricultural Research Development:AARD）が農業関

連の試験研究の取りまとめを行っている。傘下の試験研究施設としては、以下に示す

13 ヶ所の国立の試験研究機関が存在する。 

 1. Research Institute for Rice in Sukamandi, West Java Province 

 2. Research Institute for Legume and Tuber Crop in Malang, East Java 

 3. Research Institute for Food Crop Biotechnology in Bogor, West Java 

 4. Research Institute for Maize and Cereal in Malang East Java 

 5. Research Institute for Swampy Food Crop in Banjar Baru, South Kalimantan 

 6. Research Institute for Vegetables in Lembang,West Java 

 7. Research Institute for Fruit in Solok West Sumatra 

 8. Research Institute for Ornament Plants in Cianjur, West Java 

 9. Research Institute for Spices and Medical Crops in Bogor, West Java 

10. Research Institute for Tobacco and Fiber Crops in Malang in West Java 

11. Research Institute for Coconut and Palmae 

12. Research Institute for Animal Production in Ciawi, West Java 

13. Research Institute for Veterinary Science 

317-8 その他に各州には AIAT（Assessment Institute for Agricultural Technology、又は

BPTP：Balai Pengkajian Teknologi Pertanian）が設置されている。現在 AIAT は、

新設州である、ゴロンタロ（Gorontalo）、 北マルク（North Maluku）、西パプア（West 

Papua）、及びリアウ諸島州（Riau Island）の 4 州以外の州に設置されている。AIAT

における主な活動は、①その州に有用な農業技術の開発及び応用技術の研究、②普及

活動に対する技術支援、及び③アグリビジネス振興等である。また、農業生態区分の

ゾーニングに社会経済情報を重ね合わせた詳細なマップを作成中である。AIAT は依然

として地方政府ではなく農業省が運営・維持管理しており、AARD の Centre for 

Socio-economic Research and Development が上部機関である。 

317-9 地方分権化に伴う AIAT の州への移管は、州政府の予算不足に加え、準備不足により

未だ手続きと時間を要する。農業省は、財政面における環境が整いさえすれば、AIAT

の州への移管を漸次実施する方針である。 

317-10 (4) 今後の課題 

- 普及実施体制に関しては、普及活動の現況を正確に把握し、地方分権化の

下での普及システム全体を体系的に再構築する必要がある。また、農業省

と地方政府間の普及事業に対する理解の差を補完する努力が求められる。 

- 限られた人材、予算不足という状況の下での効果的かつ効率の良い教育訓

練の実施が望まれる。 
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- 農業省が管轄していた 11 校の農業高等学校の内、7 校については既に農業

省から地方政府へ移管が完了している。しかし、地方政府によっては、高

校の維持管理予算の負担が重荷となっており、施設の維持、カリキュラム

の質、教員の量・質等に対して影響が出ているようである。さらに、一部

の農業専門学校が農業大学に格上げされる予定であるが、維持管理予算が

十分でないことから、農業大学として必要な教育水準が確保できるかどう

か懸念される。 

- 以上の他、次の事項についても対策が必要とされている。 

a. 農産物加工、流通も含めた農業・農村関連産業の振興のために必要な普及、

教育訓練システム及び試験研究のあり方に関する検討。 

b. 農村環境の変化や地方分権化に対応し、持続的農業の展開に必要な農村レベ

ルのニーズを教育、普及、技術開発に反映させる仕組みのあり方に関する検

討。 

3.1.8 農業信用 

(1) 現状分析 

318-1 1985 年から行われてきた KUT (kredit Usaha Tani/Farm Credit Scheme)に替わり導

入され、3年目を迎えた KKP (Kredit Ketahanan Pangan / Food Security Credit)は、

表 3.1.23 に示すとおり、2004 年 7月現在の原資に対する貸出率が約 99％（一昨年は

4％、昨年は 28％）と昨年に較べると順調な伸びを示している。KKP はその名（Food 

Security Credit）のとおり農業並びに漁業の生産活動が運用目的であり（表 3.1.24

参照）、農漁民が生活向上のための手段としてこの KKP を利用することは認められて

いない。金利は食用作物用が年率 12%、畜産、園芸、漁業用が 16%となっている。 

318-2 政府は KKPに対する利子補填を行っており、2002 年には 6％、2003 年には 3％と利子

補填を段階的に引き下げ、2004 年には利子補填を撤廃し、一般の市場金利に一致させ

る方針であった。しかし、利子補填の引き下げが延期され、利子補填は当分継続され

ることとなった。 

318-3 農業省関連の代表的な多目的型のマイクロ・ファイナンス・スキームとして、P4K

（Proyek Peningkan Pendapatan Petani-Nelayan Kecil: Rural Income Generation 

Project）が挙げられる。P4K は国際農業開発基金（International Fund for 

Agricultural Development:IFAD）並びに ADB が資金援助を行い、インドネシア庶民

銀行(Bank Rakyat Indonesia:BRI)が取扱銀行として協力している。P4K の対象者は、

小規模農民、土地無し農民、零細漁民、零細家内工業者、その他村落レベルの貧困層

であり、一人あたりの収入が年間で白米 320kg 相当注 11またはそれ以下と条件付けら

れている。対象者は 10 人程度のグループを設立し、グループを主体とした活動が義

                             

注 11 ：約 Rp.600,000/年相当 
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務付けられている。第 1 回目に借入可能なクレジットの上限額は約 Rp.300,000 であ

ることから、アグリビジネスの目的によっては借入金額が十分とは言えない。ファイ

ナンスの返済率は約 80％である。この P4Kは 1979年に第１期が開始され、1998 年か

ら第３期目を迎えており 2005 年 3 月までの予定で継続される。第 3 期目の 7 年間で

は、12 州、74,000 の農民グループ、800,000 の貧困世帯を対象とすることが目標とし

て掲げられている。P4K の金利は市中金利と同程度（22.15％/年）である。表 3.1.25

に 2004 年 6月現在の P4K の運用状況を示す。 

318-4  (2) 今後の課題 

- 個人および組織が行うアグリビジネス事業に対する初期投資および運営資

金関連の融資制度、運用・管理方法等を早急に確立する必要がある。その

際には、上記の P4Kの実績が参考になるであろう。 

- 将来、地域村落経済の発展と農漁家の所得向上を目指すためには、既存金

融制度の状況、問題点及び解決策の検討を行い、地域のニーズに応えるた

めの各種金融制度の導入を検討する必要がある。さらに、その利用に対す

る十分な普及・教育訓練の実施が不可欠となる。 

 

3.1.9 農民組織 

(1) 現状分析 

319-1 従来から 1997年までは、官主導で農業組合活動を KUDへ集約する政策がすすめられ、

KUD は農村部において経済事業センターの機能を果たすことが求められてきた。一部

のKUDで協同組合として国際水準からみても十分機能サービスを果たしているものが

ある一方、多くの KUD 組織では資金・施設の運営能力には限界があり、地域住民全体

に満足のいく水準には達しているとはいえない状況であった。 

319-2 このため、スハルト大統領から交代したハビビ大統領のもとで 1998 年に大統領令 18

号が発令され、農村部における KUD の独占的な設立登記制度が解かれ、発起人が 20

名以上あれば自由に協同組合を設立することが可能となった。この大統領令をうけて

農業省関係部局は、従来のクロンポックタニを母体とした新しい組織名称を持った小

人数の農民協同組合（Koperasi Tani:Koptan）設立を奨励した。この新しい形態の農

民組合は 3,000 組合が設立を承認され、さらに現在約 12,000 組合が承認待ちの状況

である。過去 30 年間で約 9,200 KUD 組合が設立されたことと比較すると、Koptan の

設立のスピードは驚異的である。その数は急激に増加したが、これらの新協同組合は

設立から日も浅く、運営基盤となる施設・有給職員を持たないものが多い。この奨励

策は、農業省が 1998 年雨季から開始した食糧増産 3 ヵ年計画プログラムに連動させ

て、KUT（営農クレジット）を農民に行き渡らせることを目的として、非政府組織（NGO）

との連携と併せて、Koptan を組織化しようとしたものと推測される。 
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319-3 以上のとおり、自由に組織を新設することが可能となったため、本来の協同組合とし

ての利点を十分に活かすことが出来ないような小規模な組織も相当数あると判断さ

れる。すなわち、組合員数が少なく、経済事業やサービスの規模も小さく、運営に限

界があり、法的にも登録されておらず、共同販売・共同購入によるスケールメリット

や販売先への品質規格・品揃え等のコミットメント等を保証できる体制が整っていな

いので、この状況を改善することが求められている。 

319-4 KUD の多くは、地域全体の組合員から生産収穫物の 5～10%を共同集荷、加工、貯蔵、

販売するために必要となる施設と集荷資金の規模で運営されている。しかし、原則と

して各郡に一つの KUD として集約して設立されてきた経過から、アグリビジネスを展

開するために必要となるコンクリート倉庫、乾燥場を財産として所有している。した

がって、新たな農民グループに対してこれらの KUD既存施設の有効利用を呼びかける

などのボトムアップアプローチは、地域農水産加工業振興につながる一つの方策であ

ると考えられる。 

319-5   (2) 今後の課題 

- KUD、Koptan 及びクロンポック・タニ等農民組織の実態の把握。 

- 協同組合を含む農民組織の強化のための政策フレームワークとその実施に

必要な措置の明確化。この政策フレームワークには以下の諸点が明記される

べきである。 

a. 事業活動におけるスケールメリットを考えた自主的合併･業務提携の促

進方策 

b. 協同組合の適切な財務管理のためのガイドライン(外部監査制度の導入

を含む) 

b. 協同組合の適切な組織・経営及びその事業活動(経済事業、サービス事

業等)のためのガイドライン 

-  明確化された政策フレームの下で、開かれた協同組合、民主的協同組合を目

指した協同組合原則、農民組織強化の必要性及びそのメリットの啓発。(組

合加入率を現行の 11％から少なくとも過半数を超えたレベルに引き上げる

ことが必要) 

- 地域の実情に見合った、かつ、組合員の自主的参加を得た協同組合のアグリ

ビジネス（農業資材の購入、流通情報・加工・販売などを含む流通）への積

極的進出 

3.1.10 アグリビジネス 

(1) 現状分析 

3110-1 アグリビジネスは、種子生産・肥料・農業機械の生産等の上流部門から農水産物生産・
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農水産物加工等の中流部門、更には市場流通等の下流部門と多岐に亘っている。この

ため、アグリビジネスを管轄する関係機関は、農業省、海洋水産省、協同組合・中小

企業担当国務大臣府、商業工業省（現在商業省と工業省に分割）等と数が多い。農業

省は農産加工原料、海洋水産省は水産加工原料の生産にそれぞれ関係しており、協同

組合・中小企業担当国務大臣府は農漁民組織に関して、商業工業省（現在商業省と工

業省に分割）は農水産原料の加工に関してそれぞれ管轄している。 

3110-2 商業工業省（現在商業省と工業省に分割）では、回転資金が制度化（Lembaga Pembinaam 

Terpadu Industri dan Dagang Kecil: LPT-Indak）されており、地方政府（州・県）

に設置された商工業事務所を通して、地元の中小企業振興に寄与している。融資規模

は 500 万ルピア以上 5000 万ルピア未満であり、返済期間 2年間、利率 5％である。ま

た、GTZ の支援の下、商業工業省（現在商業省と工業省に分割）では地域における中

小企業振興事業を実施している。また、3.1.6 節で述べたとおり、商業工業省（現在

商業省と工業省に分割）では、全国の主要な州及び県に配備された約 1,500 人の関連

職員によって農水産物の小売価格情報を収集し、毎日ラジオを通じて公表している。 

(2）今後の課題 

1) アグリビジネス関連情報の整備 

3110-3 農産加工品に関連する情報、即ちマーケット情報、価格動向、品質関連情報等

のアグリビジネス関連情報システムの強化が望まれる。その際には、原料の供

給者、並びに加工業者、農産加工品の買い手等を仲介する情報サービスの整備

が含まれる。 

2) 税制面等の優遇措置を念頭においたビジネス環境の整備 

3110-4 地場産業を発展させるためには、加工業者を誘致するための税制面における優

遇措置が必要である。更に、機械の更新・品質管理に係るインセンティブを高

めることが課題となる。 

3) 中小企業向けの融資制度の整備 

3110-5 新規に地場産業を起こすためには、初期投資のための中小企業を対象とした融

資制度が必要である。現在、村落レベルには、インドネシア庶民銀行 ユニット・

デサ（BRI Unit Desa：Rural Credit Instrument of BRI）等の村落レベルの小

口金融が機能しているが、絶対数が少ないため中小企業がその恩恵を蒙ってい

ない。中小企業は高率な融資金利よりも小口金融スキームに対するアクセスの

不備をより問題にしている。 

4) 零細農漁民を対象とした小口金融制度の強化 

3110-6 零細農漁民を対象とした小口金融制度については、各省において独自のマイク

ロファイナンスの制度を運用している。しかし、これらの制度については、運
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用資金を支援ドナーへ依存していることから、将来に亘る運用に関しては不安

が残る。今後は、市中銀行が融資銀行として提供出来る融資制度の確立が課題

である。 

5) 教育訓練体制の強化 

3110-7 農漁村においては、地場産業の振興に必要な知識・経験を有する人材が限られ

ている。今後、地方の現状、ニーズを踏まえた農水産加工業を中心とする地場

産業を振興していくためには、普及体制の強化も含めた協同組合、農漁民組織

及び人材の育成・強化を図る必要がある。 

3.2 水産セクター 

3.2.1 水産物消費と摂取量 

321-1 イ国の食料需給における水産業の役割は、国民への蛋白供給面で重要である。水産物

の総生産量は 2002 年において約 521 万トンであり（2004 年版国家水産統計）、総消費

量は約 415万トンである（農業省食品バランス表 2001-2002）。国民一人当りの年間消

費量は 2002年 19.7 kg である（同バランス表）。一方、畜肉の生産量は同年 177万ト

ンであり、消費量は 181 万トンである（国家畜産統計 2003）。卵及び牛乳の生産量は

卵が 94.6 万トン、牛乳が 49.3 万トン、同消費量は卵が 94.6 万トン、牛乳が 127 万

トンである（同統計）。畜肉及び牛乳の消費量が生産量を上回っているのは、輸入に

よる補充分があるためである。2002 年の国民一人当りの年間消費量は、畜肉 5.75 kg、

卵 4.04 kg、牛乳 7.05 kg である（同統計）。 

321-2 生産量及び消費量の変化で比較すると、水産物の場合、1991 年の生産量 335 万トンか

ら毎年増加を続け、2002 年の 521 万トンへと約 56%増加しており、消費量は 1991 年

の 232 万トンから 2002 年の 415 万トンへと約 79%増加している（食品バランス表

2001-2002）。海洋水産省によれば、一人当りの年間消費量は 1998 年 17 kg で、2000

年の 24 kg に 41%増加している。畜産品の場合は 1970 年当時と比べると生産量も消費

量も飛躍的に増加しているが、近年 10 年くらいでは年によって増減があり、顕著な

伸びは見られない（国家畜産統計 2004）。一人当りの年間消費量は卵と牛乳は近年 10

年間においても徐々に増加しているが、畜肉に関しては 1996 年の 8.41 kg をピーク

に減少している。 

321-3 国民一人当り１日あたりのカロリー計算では、水産物の場合 2002 年で 44 カロリー、

畜産品では畜肉 40 カロリー、卵及び牛乳 29 カロリーである（食品バランス表

2001-2002）。 

321-4 これらの数値から水産物の需要と供給が伸長しており、相対的に畜産品に比べて近年

の需給が伸びている。 
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3.2.2 水産振興施策及び制度 

322-1 第 4 章で PROPENAS の一部を構成する「海洋開発プログラム」及び他関連プログラム

に則した「海洋水産開発のための戦略計画」（2002 年 5 月発表）の概略に触れるが、

特に水産分野の中期的主要な施策は次の３点である。 

(1) 水産資源を持続的に利用し、最大経済効果を生むための漁業管理を行う。 

(2) 水産物に対する需要の高まりに応えるため養殖振興を行う。 

(3) 水産物の品質向上、製品開発、製品の多様化を通して水産物の付加価値を高める。 

322-2 上記施策を実施することによって、漁民や養魚家、沿岸漁村住民の生活水準の向上、

イ国経済への貢献、国民の水産物消費の拡大、自然生態環境の保全、国民を“海洋文

化の民”として国家統一の意識高揚を図ることなどを施策の目的として掲げている。 

(1)施策に関する制度 

322-3 漁業、水産資源管理、養殖に関する施策の根拠となる法令、省令などは次のようなも

のがある（2002 年から 2003年にかけて制定された法令は表 3.2.1 を参照）。 

1) 漁業管理に関連する制度 

322-4 ① 海洋水産大臣令 2004年 第 11号 

・ 外国漁船の母港（第 2条） 

・ インドネシア国籍漁船の母港（第 3条） 

・ インドネシア国籍および外国籍の漁船の母港と寄港地（第 4条） 

322-5 ② 海洋水産大臣令 2004年 第 10号 

・ 漁港の機能（第 7条） 

・ 漁港の分類（第 10 条） 

・ 漁港の開発（第 13 条） 

・ 漁港の運営（第 16 条） 

・ 漁港における業務（第 18 条） 

322-6 ③ 政府規則 2000 年 第 141 号 

・ 30GT 以上の漁船の漁業許可は国が、10GT 以上 30GT未満の漁船については州

が、10GT 未満の漁船については県が許可権を与える（第 10 条）。 

・ 漁船エンジンの馬力については、90馬力以上は国が、30 馬力以上 90 馬力未

満は州が、30 馬力未満は県が許可権を与える（第 10 条）。 

・ 州、県が発給した漁業許可は漁業総局に提出し、海洋水産資源監督総局に登

録する。（第 10 条）。 

322-7 ④ 海洋水産大臣令 2000 年 第 45 号（国が与える漁業許可”Fishing Business 

License”に関する制度）。 

・ 商業目的で漁業・養殖業を営む個人、企業に対する許可制度（第 1条 2項）。 

・ インドネシア９海区及び排他的経済水域（IEEZ）すべての海域で操業する商
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業漁業及び養殖業に適用（第 1条 2項）。 

・ インドネシア船籍及び外国船籍にそれぞれ必要な許可を規定。 

・ 事業主体が所得する漁業許可（3年毎に更新）とその事業主体が所有する各

漁船に必要な許可（大型浮魚対象：3年毎更新、小型浮魚：２年更新、底魚：

1年毎更新）について規定（第 9条）。 

・ 各漁船の許可に規定される内容は次のとおり（第 8条）。 

ア）漁場（操業区域） 

イ）使用漁具 

ウ）所属漁港 

エ）禁止漁法 

オ）船籍証明 

カ）乗組員人数、氏名 

キ）所属船団内での船番号 

ク）漁船所有者の義務事項 

・ 海洋水産省漁業総局は許可所持者が許可内容に違反した場合、法律に基づき

刑罰を科す（第 27 条）。 

・ 浮魚礁(FAD)を使用する場合は、各漁船の漁業許可取得申請時に併せて申請

する必要がある（第 29 条）。 

322-8 ⑤ 漁業法 1985年 第 9号（漁業基本法） 

・ 資源状態が悪化していないとの認識下で作成されたため、資源管理に関する

条項は多くない。（漁獲データの収集方法、漁船の登録、漁場の制限、漁具

の制限、対象魚種の制限などは皆無に等しい。） 

・ トロール漁法の禁止（第 6条） 

・ ダイナマイト漁法及び毒物使用による漁法の禁止（違反者は 10 年以内の懲

役又は 1億ルピア以内の罰金を科せられる）（第 6、7、24 条） 

・ インドネシア海域で操業するすべての漁業者（会社、個人）に対する漁業許

可制の導入（伝統漁民は除外）（第 10条） 

・ 漁業許可の移転、停止、再発給などの記載は無い。 

・ 漁業監督官は漁業法違反、違法漁業の取締りを行う。（漁船の検査、書類、

漁具、漁獲物などの検査は行うが、漁船の停止命令権、逮捕権は持たない）

（第 31 条） 

2) 漁業管理に関する国際的規則に則した動き 

322-9 ① 1995 年の FAO ”Code of Conduct for Responsible Fisheries”をイ国政府は

承認し、以後その実施の実現に向けた努力を続けている。それまで重要視さ

れていなかった水産資源の持続的利用のための資源管理に重点を置いた施

策展開を行っている。 

322-10 ② また、1982 年の UNCLOS(United Nations Convention for Law of Sea)に従
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い、自国経済水域において主要漁獲対象種ごとに潜在資源量を推定し、その

80%を許容漁獲量（TAC）と定めている。これに漁業種類ごとの平均漁獲能力

を勘案し、許可数を割り出している。 

3) 養殖に関連する制度 

322-11 PROPENAS において、水産物の国内消費の拡大と雇用創出は大きな課題として扱

われ、簡易に低資本でできる淡水養殖の振興が重視された。その後法令第 22 号

による地方分権化の促進により、地方自治体における経財政基盤強化のために

輸出振興も重視されるようになってきた。これを受けて海洋水産省は海面養殖

の振興に重点を置いた（2002 年海洋水産省開発戦略）。2002 年海洋水産省養殖

総局はエビ、ハタ、海藻、ティラピアを重要養殖振興対象種として新たに位置

付けを行った。養殖分野に関する政府の開発方針は生産増に重点が置かれてい

る。しかしながら、環境への配慮や水面利用、魚病対策、養殖魚の品質など養

殖管理や技術面に関する制度的整備や支援は皆無に等しい。以下主な法令、省

令を揚げる。 

322-12 ① 海洋水産大臣令 2004年 第 2号「水産養殖業許認可」 

・業務の範囲と資格（第 2、3、4条） 

・水産養殖に関する許認可発行メカニズムと漁業許認可（第 3章第 5～9条） 

・水産物輸送船に関する許認可書類（第 3章第 20～28 条） 

・法人以外の代理人による水産物輸送船に関する許認可書（第 3章第 29～32 条） 

・許認可の有効期間とその延長（第 36～43 条） 

・環境影響評価（第 45～46 条） 

4) 水産物取引に関連する制度 

322-13 ①海洋水産大臣令2004年 第 21号「EU市場に対する水産物の品質管理システム」 

・ 資格（第 3、4条） 

・ 実施（第 8、9条） 

・ 船舶（付属 1） 

・ 水揚げおよび流通に関する資格（付属 2） 

・ 水産加工に関する資格（付属 3） 

・ 水産物取扱いに関する資格（付属 4） 

・ 水産物のモニタリングと監督（付属 5） 

・ 表示ラベルと包装（付属 6） 

・ 貯蔵と輸送（付属 7） 

5) 今後の課題 

322-14 ① 地方分権化に則した水産資源管理に関する国と地方の権限を法及び制度で

明確にし、国は州が実施するべき水産資源管理のための指針を作成する必要
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がある。 

322-15 ② 地方分権化により、距岸 4 マイルまでを県と市が、その外側 12 マイルまで

を州が管理することとなったが、地方行政官の知識、能力が不足しており、

的確な制度創設、実施が為されていない状況にある。従って、ガイドライン

等による国の指導方針の明確化と地方自治体職員の能力の向上及び沿岸漁

村レベルでの資源管理体制の整備が重要である。 

322-16 ③ 既成の漁業管理に関する法律、規則は時代遅れとなっており、地方分権化と

国際的な持続的水産資源の利用を可能とするよう改正が必要である。 

322-17 ④ 水産資源は漁獲されるまでは誰の所有物でもないため、基本的にフリーアク

セスである。よって適切な管理制度の構築について国の責任があり、地方分

権の中で地方自治体とある程度の共通した資源管理方策の実現に向けた努

力が必要である。これには漁業基本法の項目でも指摘したとおり漁獲量のデ

ータ収集が含まれる。 

322-18 ⑤ 漁業管理については、距岸 12 マイルより外側のインドネシア排他的経済水

域(EEZ)で行われる漁業について、2001 年海洋水産省令第 60 号に漁船に与

えられる漁業許可の種類、漁船のトン数、漁法、違法操業に対する罰則、外

国漁船が遵守すべき事項などについて詳細に記述されている。しかしながら、

沿岸漁業が行われる範囲は距岸 12 マイル以内を指しており、この海域にお

ける漁業の規制や規則は整備されていない。（「施策に関連する制度」で記

したように様々な異なる管理規則が存在し、矛盾点が多い。海洋水産省の解

釈は「2000 年海洋水産大臣令第 141 号」を水産資源管理規則として認めて

いる立場をとっているが、これら法令、省令で定める規則の再整理と実施細

則の作成が急務である。） 

2000 年海洋水産大臣令第 141号「漁業」 2001 年海洋水産省令第 60 号「インドネシア排他的経済

水域(IEEZ)で行われる漁業に関して」 

第 10条：沿岸 12海里以内で操業する漁船への漁

業許可証は 30 GT を超えないこと、かつ外国資本

と船員を使わない。 

- 第 4 条第 1項：外国資本の組入れ規則に従って外国籍

船舶を共同企業体の資本の一部とすることにより、漁

船利用管理で共同企業体を結成できる。 

 第 18 条第 1項：漁船利用管理の許可は排他的経済水域

で操業する外国企業に対して機会を与えることができ

る。 

322-19 ⑥ ダイナマイトや毒物を使用した違法漁業や外国船等による違法漁業が横行

している。このような違法で規制を遵守せず報告も伴わない漁業（IUU 漁業）

が漁業と漁業コミュニティの持続的発展を妨げている。このような IUU漁業

を撲滅するために、制度設計、資源管理スキーム、法や規則の実施を強化す

る必要がある。 
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322-20 ⑦ 養殖業の持続的発展のために必要な管理措置、技術的支援措置などに関する

法的整備、規則の作成が必要である。特に環境と調和した飼育技術に課題を

抱えているため、公共水面を適正に持続的に利用する視点からの法整備が必

要である。 

322-21 ⑧ 湖、河川、沿岸海域など公共水面を利用する養殖に対して、地域の限定、生

簀設置の数、大きさ、収容尾数等の制限と許認可、給餌、投薬の制限、環境

モニタリングなどの制度、必要な社会的コストの負担などが公的セクターの

役割として重要である。 

322-22 ⑨ 養殖業の振興全般に対する公的セクター支援の必要性として、種苗及び養殖

魚の品質検査、優良形質の親魚保存などが重要である。また、低コストで高

品質の養殖魚生産を可能とするよう技術的、経営的ノウハウを養魚家に教育

する普及サービスと飼育方法や環境に対する影響を抑えるための養魚ガイ

ドライン等の作成も重要である。 

322-23 ⑩ 水産養殖の開発を円滑に進めるためには中央政府、地方政府、漁民組織など

関係者間の調整を強化する必要がある。 

(2) 水産普及体制 

322-24 2001 年海洋水産省水産教育研修センター（Center for Fisheries Education and 

Training）は水産普及員構想を持っていた。最初の構想では、既存の農業普及員のう

ち、水産の教育バックグランドを持つ者を水産普及員として漁業、養殖、加工、流通

経済などの専門職に分ける考えであった。その後同センターでは、Indonesian Fishery 

Society の会合において検討を重ね、県独自で採用、配置する水産普及員制度が 2002

年度内に海洋水産大臣の承認を得て発足する。これは”Guidance for Fisheries 

Extension Activities”として国の認可が出るもので、普及員は次の４つのカテゴリ

ーに分類される。 

① Functional Extension Worker（主に普及計画作成を行い、学校教員などを県が任

命するもの） 

② Non-functional Extension Worker（現場指導を行う普及員の主力部隊） 

③ Part-time Extension Worker（１年ごとの契約ベースの普及員） 

④ Staff of Fishery Company（県から委嘱を受ける水産会社の社員） 

322-25 上記②は県の公務員、③は嘱託職員、①と④については県から特別委嘱手当が支給さ

れる。水産普及員になるための資格は D3 以上（高等水産技術学校卒業以上）とされ

ている。 

今後の課題 

322-26 水産普及員制度は間もなく正式に発足するが、県の公務員であることから、県の政策、

方針に従わざるを得ない。従って、県の財政事情や重点開発課題によって水産普及員
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の活動が左右されるものと考えられる。しかしながら、漁村の活性化や水産業技術の

改善にはある程度の統一された活動方針や活動内容、技能レベルが必要と思われる。

そのため、海洋水産省としていかに県の水産普及員教育方針を策定し、実践的な普及

体制を維持していけるかが課題である。 

(3) 水産教育 

322-27 海洋水産省は教育省管轄とは別の水産単科大学、高等水産技術学校、水産高校及び水

産研修センターを持っており、その運営予算はすべて同省の予算で賄われている。教

育省管轄の一般教育と異なり、実習船、寄宿舎等の維持管理費用がかかるため、地方

分権となった今日でも同省直轄の体制となっている。 

322-28 教育省管轄の大学卒は S1（４年生卒業）、S2（大学院修士修了）、S3（大学院博士修了）

と格付けされているが、海洋水産省などの Technical Ministry 管轄の学校卒業者は

別の格付けが与えられる。同省の場合、水産単科高校卒業者は Diploma (D1)、一般教

養科目も合せた水産教育を行う水産高校卒業者はD2、高等水産技術学校卒業者はD3、

水産大学卒業者は D4となる。 

322-29 教育省と海洋水産省などの Technical Ministry 管轄の学校教育科目編成の違いは、

前者が（理論：実習＝３：２）に対し、後者は（理論：実習＝２：３）とおおよそな

っている。 

322-30 国家又は地方公務員となる場合、教育省管轄の学校卒業者は研究職や行政職が多いが、

海洋水産省など Technical Ministry 管轄の学校卒業者は技術職になることが多い。

大学卒業者は政府や州の水産局職員、漁港管理職員、空港の検疫係官、水産会社の技

師など、高校卒業者は県の水産普及員などの職業に就く。 

322-31 水産教育上の問題点は、国際的水産教育カリキュラムに対応可能な教員の質の向上で

ある。また実習用の機材、設備などの老朽化の問題もある。 

322-32 カリキュラムは地方分権化の動きと経済のグローバル化に合せて旧来のものを改変

した。水産大学及び水産高等技術学校は漁業技術、漁船・水産加工機械、水産加工、

養殖、水産資源の５学科から成り、水産高校では漁業技術、漁船・水産加工機械、水

産加工、養殖の４コースから成る。漁業技術カリキュラムは STCW-F1995（Standard for 

Training and Certification of Watch-keeping Fishing Vessel Personnel）、IMO

（International Maritime Organization）及び Code of Conduct for Responsible 

Fisheries に基づき作成され、漁船・水産加工機械のカリキュラムは IMO に、水産加

工のカリキュラムはHACCPに基づき作成された。養殖のカリキュラムは国家基準AMDAL

（Analysis for the Impact of Environment）を採用して編成された。漁業技術コー

ス課程修了者には国家教育法 1990年 第 2号に基づき海洋水産省と通信省共通の船員

資格証明が付与される。また、水産加工コース課程修了者には水産物品質管理者の資

格証明が付与される。 
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322-33 教員になるための資格としては、大学教員も水産高校の場合も水産系の大学卒業者で

あること、大学で教壇に立った経験者であることが必要である。ただし航海訓練や漁

船機関の技術教員の場合は、大学と高校では要求される国家資格が異なり、前者は航

海士、機関士ともに GradeⅠ、後者の場合は GradeⅡが要求される。 

海洋水産省管轄の教育機関一覧 

 (単位:人) 

教員数 在学者数 
大学 

2002 2004 2002 2004 
Fisheries University of Jakarta 69 69 1,000 938 
高等水産技術学校   
Sidoarjo Fisheries Academy 20 20 210 258 
Bitung Fisheries Academy 13 13 268 254 
Sorong Fisheries Academy 10 10 67 221 
水産高校   
Fisheries High School at Aceh 6 5 260 254 
Fisheries High School at Pariaman 10 13 306 292 
Fisheries High School at Pontianak 9 9 331 331 
Fisheries High School at Tegal 29 30 366 416 
Fisheries High School at Bone 13 12 260 255 
Fisheries High School at Waehelu, Ambon 10 7 260 310 
Fisheries High School at Sorong 16 3 341 321 
Fisheries High School at Kota Agung - 3 - 89 
水産高校   
Fisheries Training Center at Medan 15 15 - - 
Fisheries Training Center at Tegal, Central Java 35 35 - - 
Fisheries Training Center at Banyuwangi, East Java 20 20 - - 
Fisheries Training Center at Aertembaga, North Sulawesi 18 18 - - 
Fisheries Training Center at Ambon, Maluku 2 2 - - 

注：教員数、在学者数は 2002 年 8 月現在および 2004 年 9 月現在 
出所：水産教育研修センター2002、2004 

今後の課題 

322-34 1) 国民経済と食糧安定供給および栄養改善に海洋水産資源の持続的開発と利用は最

もポテンシャルを持った課題であるとの認識に立ち、資源管理、環境保護、沿岸

離島部の地域振興、水産物品質向上と衛生などの社会的ニーズに合致した水産教

育カリキュラムの編成を行ったが、それに合せた教員の確保と資質の向上を図る

ことが重要である。 

322-35 2) また、新たな水産教育を実施する上で、教材、教具、実習資機材の充実が重要で

ある。 

 

3.2.3 生産及び技術 

(1) 漁業生産 

1) 漁業生産量 

323-1 2004 年版水産統計によれば、2002 年における年間総水産物生産量（漁業及び養
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殖による生産量の合計）は約 521 万トンであり、うち海面漁業による生産量は

407 万トンと約 78%を占める。河川や湖における内水面漁業は約 32 万トンと全

体の 6.1%である。 

323-2 海面漁業について、前 2 年（1999-2000 年）と比較すると、総生産量は 7.0%増

加している。これは主に海面漁業による漁獲生産量が増加したためである。1990

年と比較すると、総生産量は約 1.4 倍に伸びている。 

323-3 海面漁業経営体のうち、漁船を所有しない経営体は 2002 年約 62,510 経営体で

あり、1990 年以降で最高記録である。無動力漁船所有経営体は、2002 年 20.1

万経営体で、1990 年から毎年少しずつ増加している。動力漁船所有経営体のう

ち、船外機付漁船所有経営体は 1991 年の 7.1 万から 2002 年の 12.3 万経営体へ

と 1.7 倍に増加している。船内機漁船所有経営体は 1991 年の 4.6 万から 2002

年 10.3 万経営体へと約 2.2 倍の増加率となった。これらのことから海面漁業経

営体の増加と漁船の動力化が一層進んだと言える。 

323-4 地域別に見ると、西ジャワ、東スマトラ、マラッカ海峡区、南西カリマンタン

および東カリマンタンにおいて漁船の動力化率が高く、大消費地が結集するこ

れら海域における漁獲生産量の高さとなって顕れている。すなわちこれらの海

域での漁獲努力量が大きい。中でもリアウ、東カリマンタンでは船内機船がそ

れぞれ全体の漁船数の 58%、88%を占めており、マラッカ海峡及び東スマトラに

おいても船内機船は全体の半数に及ぶ。東西ヌサテンガラ、マルク、パプアな

ど東部地域では、無動力漁船が占める割合が 70%である（2004 年版国家水産統

計）。 

2) 漁獲対象種 

323-5 2000 年の海面漁業による漁獲生産を主要魚種別に表 3.2.2 に示した。これによ

れば、総計 381 万トンのうち、ムロアジが 30.1 万トンで最も多く、シマガツオ

26.7 万トン、エビ類 24.1 万トン、グルクマ 22.2 万トン、カツオ 20.3 万トン、

カタクチイワシ 16.9 万トン、マグロ類 14.8 万トンなどが多い。他魚種はいず

れも数千から数万トンである。1990 年からの年変動を見ると、Indian Oil 

Sardinella を除き多少の年変動はあるものの、ほぼ毎年漁獲生産量が増加して

いる。魚類以外の定着性資源の漁獲生産量は数百から 3 万トン位の間で魚類よ

り少ないが、二枚貝類を除き微増している（2004 年版国家水産統計）。 

323-6 地域別に見ると、ムロアジ、アジ、ニベ、イワシ類、サメ、エイ、イカ類、二

枚貝類など主に国内消費向けの魚種とカニ類、エビ類は東部スマトラ、マラッ

カ海峡区、西ジャワなどで多く水揚げされ、輸出型漁業で知られるマグロ、カ

ツオとウシエビなどはヌサ・テンガラ、南スラウェシ、北スラウェシ、マルク、

パプアなどでの漁獲が多い。これらの輸出型漁業による漁獲物は、当該海域に

おいて漁業会社に買い付けられ、主にバリ等から空輸により諸外国へ輸出され
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る。また、香港や台湾、マレイシア、シンガポールなどで需要が高いハタは、

西スマトラ、マラッカ海峡区など市場に近い場所での水揚げが多い（2004 年版

国家水産統計）。 

3) 漁法 

323-7 海面漁業のうち、パヤン漁経営体数は 1990 年 1.6 万から 2002 年 3.8 万経営体

へと毎年増加している。固定式バガン経営体数は 1990 年 1.2 万から 2004年 1.8

万へ増加してきている。一方、移動式バガン経営体数も 1990 年１万経営体から

2002 年 1.3 万経営体と微増にとどまっている。比較的小資本、小規模で操業が

できる刺網の経営体数は 1990 年 16.7 万から 2002 年 25.6 万へ大きく増加して

いる。 

323-8 輸出型漁業としてのカツオ一本釣り及びマグロの延縄漁業は、カツオ一本釣り

経営体数は 1990 年 1,378 から 1994 年 2,616 とピークを迎え、その後減少に転

じ 2000 年時点で 1,581、その後 2002年で 2,092 と増加傾向を示す。マグロ延縄

経営体は1990年879から増減を繰り返し、2000年 2,870経営体、2002年に2,264

経営体である。外来の旋網漁業（巾着網・リングネット）経営体は、1990 年の

6,715 から 2002 年の 13,213 に達した。 

4) 漁法別生産量 

323-9 漁獲生産量を漁法（漁具）別に表 3.2.3 に示した。これを見ると、1991 年から

の 10 年間に総じて各漁法ともにその生産量は増加している。特に低資本で着業

が比較的容易な投網が 10 年間で約 5 倍に、小型巻網が約 3 倍に増加している。

また刺網類が 10 年間で 51%も増加している。その他漁獲生産量の増加が著しい

ものとして、掬網類が 1993年 6.1 万トンから 2002年 6.7 万トンへ 11%増加、旋

網が 1993年 51.5万トンから 2002年 70.9万トンへ38%増加、マグロ延縄が 1993

年 2.9 万トンから 2002 年 6.3万トンへ 114%増加、パヤン漁が 1993 年 26.7 万ト

ンから 2002 年 42.0 万トンへ 57%増加、カツオ一本釣りが 1993 年 8.3 万トンか

ら 2002 年 12.2 万トンへ 47%増加、移動式バガン漁が 1993 年 14.9 万トンから

2002 年 22.4 万トンへ 50%増加、曳縄が 1993 年 9.3 万トンから 2002 年 13.2 万

トンへ 43%増加などがある。籠漁業のみが 1993 年 21.7 万トンから 2002年 20.9

万トンへ 3%減少した（表 3.2.3 参照）。投網や小型巻網、刺網などは零細漁民の

増加に伴い顕著な増加となって顕れているものと推測できる。 

323-10 10 年間に漁獲生産量がほぼ横ばいであるものは、固定式バガン漁、定置網、採

貝などである。10 年間に漁法別経営体数の増加に伴って漁獲生産量が増加した

ものは、パヤン漁、小型巻網、旋網、刺網、マグロ延縄、一本釣りを含む釣り

漁業、曳縄、籠漁業などである。経営体数は増加していないのに漁獲生産量が

大幅に増加しているのは移動式バガン漁である。この漁法の漁獲効率は大きく

なったものと考えられる。一方、経営体数は微増又は横ばいであるのに漁獲生



 

 3‐53

産量が横ばい又は減少傾向にあるものは、固定式バガン漁、囲い網、定置網で

ある。採貝は経営体が減少し、生産も減少している。 

323-11 全体的な傾向として、岸近くで魚が自然に入網するのを待つ定置網や囲い網の

生産の漸減傾向及び採貝者の減少と生産の減少は、岸近くの資源の減少を意味

し、籠漁業ではより沖側の深場漁場の開発が進んだため、生産の増加となって

顕れていると推測する。これは漁船の動力化の進展にも関係し、パヤン漁、移

動式バガン漁、旋網、一本釣り、曳縄などの生産増加も漁船の動力化、大型化

が進んだための生産効率の増加に起因する。ただし、旋網、移動式バガン漁、

曳縄は近年減少傾向を示しており、これらの主要漁獲対象である浮魚資源の減

少が懸念される（2004 年版国家水産統計）。 

5) 漁業者 

323-12 2002 年における海面漁業従事者数（漁業者数）は約 257 万人、そのうちフルタ

イム漁業者は 128 万人、主として漁業に時間を費やすパートタイム漁業者は 92

万人、主として漁業以外の生計活動に時間を費やすパートタイム漁業者は 37.2

万人いる。1991 年と比較していずれの漁業者も増加しており、総数で 121%増加

している。また、内水面漁業者も約 75 万人と 1991 年の 50 万人から増加した。

2000 年と比較して全漁業従事者は 7.2%増加した。 

323-13 海洋水産省によると、統計に記載されていない未登録の漁業者を含めるとイン

ドネシア全土で 2004年現在約 500 万人の漁業者がいるとされ、未登録漁業者の

大多数は都市部から流出した貧困層である。 

323-14 漁業者所得に関する統計は存在しないが、海洋水産省沿岸離島振興総局が実施

した Coral Reef Management Project で 10州の漁家所得を調査した結果では一

世帯あたり 82,500～225,000 ルピア（月収）であり、また IPB（ボゴール農科大

学）が 1996 年に実施したロンボック島の零細漁家所得は 17,545～53,626 ルピ

ア（月収）である。イ国労働者の最低賃金は各州によって決まっているが、2001

年度は月額 Rp.310,000（東ジャワ）から Rp.572,000(東カリマンタン)であり

（2004 年労働移住省）、州の条例で決められた最低賃金と比較して漁家所得の低

さが際立っている。 

6) 漁業関連インフラ 

323-15 漁業関連インフラは、漁船と漁港に集約される。イ国には 2002 年現在合計 22

の漁港と 570 カ所の水揚げ場がある。内訳は次のとおりである。 

  Type A    Type B    Type C    Type D    Total 

    5     14    3    570    592 

Type A: Oceanic Fishing Port（遠洋漁業にも対応可能な大型漁港） 

Type B: Archipelago Fishing Port （国営の主要漁港) 
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Type C: Coastal Fishing Port （沿岸漁業に対応した主要漁港） 

Type D: Fish Landing Place （地方の水揚げ拠点） 

323-16 上記のうち、1999 年の地方分権に関する法律第 22 号により、Type C の漁港は

州が、Type D の水揚げ拠点は県に移管された。各タイプの漁港の分類は次表の

ようになっている。 

漁港 利用漁船 
利用漁船数

(1日) 

水揚量 

(1 日) 

水産設備 

敷地面積 

Oceanic Fishing Port ＞ 60GT 100 200MT 30 ha 

Archipelago Fishing Port 15-60GT 75 50MT 10 ha 

Coastal Fishing Port 5-15GT 50 15-20MT 5 ha 

Fish Landing Place ＜ 5GT 20 5 MT 1 ha 

出所：海洋水産省漁業施設局 

7) 漁業規制・監督 

323-17 海洋水産省海洋水産資源監督総局では、2002 年漁業法の改正によって違法操業

の取締り、罰則、逮捕の権限を与えられた”Civil Office Investigator (PPNS)”

制度を発足させ、現在 600 名を任命している。将来的には 4,000 名の養成計画

がある。同総局は 12 隻の漁業パトロール船を保有しているが、十分ではないた

め、海軍及び海上警察（POLAIR）の監視船に同乗して任務に就いている。海軍

が保有する合計112隻の巡視船のうち、42隻は漁業監視船として稼動しており、

稼動時間中の燃料費用を海洋水産省が負担している。現在、総局は船舶監視シ

ステムを構築中である。このシステムはパトロール船システム、パトロール航

空機システム、衛星システム、PPNS、漁業者からなる。 

323-18 コミュティーベースの漁業管理プロジェクトに同総局は予算を拠出し、アチェ、

南スラゥエシ、西ヌサテンガラ、バリ、マルク、ジャンビの 6 州においてマイ

クロ・クレジットによる漁民グループによる自主的漁業管理を支援している。 

323-19 漁業規制は「3.2.2 水産振興施策及び制度」に示した国の基本施策を元に、沿岸

地域コミュニティーが慣習法として漁業規制を持っているところについては、

各州、県がそれをベースに法制化し、無いところについては新たに作成するこ

とを地方分権化法 1999 年 第 22 号により義務付けている。漁業規制は水産資源

管理等の目的のために必要なものであるが、法的執行権を伴わなければ有効に

機能しない。 

8) 水産資源管理と漁業の持続性 

323-20 2001 年のプロ形時にイ国の海面漁業による水産資源開発ポテンシャルは 619 万

トンあり、うち 500 万トンを年間漁獲許容量としていることを確認した。1999

年の漁獲生産量は368万トンであり、開発ポテンシャルの約60%の利用率である。
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既に水産資源が枯渇状況にあるインドネシア西部海域の漁獲圧力を減らし、資

源回復と管理を行うこと、水産資源が良好な状態である東部海域の資源を持続

的に有効利用していくことが施策上重要となっている。イ国は計９つの海区に

分けて資源量の推定と漁獲統計を算出している。 

海産水産資源の潜在資源量（最大持続生産量）と漁獲生産量 

MSY(ton) 生産量(1999)(ton) 利用率(%)
マラッカ海峡区 238,900 225.1
南シナ海区 1,220,800 33.1
ジャワ海区 842,500 80.1
マカッサル海峡・フローレス海区 663,200 91.9
バンダ海区 245,900 146.9
セーラム海・トミニー湾区 577,500 15.2
スラウェシ海・太平洋区 687,900 26.4
アラフラ海区 791,300 22.6
インド洋海区 904,600 71.5
合計 6,172,600 59.7

646,414
3,682,444

海区名
537,793
404,528
674,834
609,211
361,111
87,552

181,891
179,110

 

出所：National Commission on Stock Assessment of Marine Fisheries Resources 1998, 2001 年版国家水産統計  

323-21 分権化法に伴い、距岸 4 マイルまでの海洋水産資源は県、市が、その外側から

12 マイルまでは州が、12 マイルから外側を国が管理することとなった。しかし

ながら、地方分権はまだ形成途上にあり、地方自治体における水産資源管理制

度が固まるまでには時間が必要である。従ってこの状況下においてはコミュニ

ティレベルでの自主的な水産資源管理方策を行政が支援することが望ましく、

コミュニティーの慣習法をモデルとして地方自治体の資源管理制度を固めてい

くことも一策である。沿海州および県においては、ダイナマイトや毒物を使用

した違法漁業や外国漁船による過漁獲により、サンゴ礁破壊や海洋汚染、資源

減少などの深刻な問題を抱えている。このような漁業（IUU漁業）に対する対策

のひとつとして、中央政府と共にインドネシアの共有資源である漁業資源を守

る為に、地方コミュニティーの能力改善が挙げられる。その他の問題としては、

マングローブの過伐採、汽水域のエビ養殖による自然環境への悪影響、関係者

による利害の対立などがある。 

323-22 地方分権下では、海外ドナーが直接コミュニティーに対し支援するケースが増

加しているが、各自治体におけるコミュニティーベースの沿岸資源管理を環境

保護の観点で捉え、沿岸住民の生計向上と地方自治体のキャパシティー・ビル

ディング向上を図るプロジェクトを世銀、ADB、USAID などが支援している。し

かしながら、沿岸資源管理を行いながら、水産資源を持続的に利用していく水

産開発上の視点に立った援助プログラムはこれらの機関には無く、イ国海洋水

産省としては貴重な蛋白源である水産物の安定供給と沿岸コミュニティーの重

要な収入源である漁業の持続的開発に立脚した水産資源管理を進めたいとして

いる。 

323-23 JICA は最も開発の遅れている東部地域沿岸漁村のうち東・西ヌサテンガラ州
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（NTB、NTT）を対象に零細漁民の所得向上、水産物の安定供給などを目的とす

るマスタープランを策定するために、2001 年 5 月から 2002 年 10 月にかけて「東

部地域沿岸漁村振興開発計画調査」を実施した。その結果、この地域における

沿岸漁村振興上の開発課題として以下の点を取り上げた。 

① 漁民一人当たりの年間所得は農地 0.5 ha 以下の零細農民の全国平均値より

も低く、大半の漁民の所得水準は貧困ラインを下回っている。 

② 漁船・漁具などの手段が貧弱なため漁場が沿岸域や湾内に限られ、沖合資源

の有効利用が遅れている。 

③ 氷の絶対量が不足しかつ高価であり適切な鮮魚保存ができないことや、塩干

加工品の品質と価格が低いため、流通・加工時における漁獲物の経済的損失

が大きい。 

④ 操業費用や漁具の購入のため利用可能な融資制度が限られているとともに

貸付利子も非常に高いため、多くの漁民は経済的に孤立している。 

9) 今後の課題 

323-24 開発課題としては次のとおりである。 

323-25 ① 零細漁民数が増加し、漁獲圧力が高まったため、最大持続生産量を上回って

いる（特に西部海域）。従って「3.2.2(1)施策に関する制度」の課題として

掲げた国と地方の水産資源管理に関する権限が明確化した後、国による沿岸

水産資源管理のためのガイドラインの作成、州、県など地方自治体の管理の

方針の策定、また沿岸コミュニティーレベルでの水産資源管理の方策を支援

することが望ましい。 

323-26 ② 従来の漁業生産増大政策の結果、海域、魚種によっては資源状態が悪化して

おり、水産資源の適正な管理に基づく持続的な利用へ移行していく過渡期に

ある。従って地方分権化に伴った各州、県等地方自治体、コミュニティーが

それに沿った沿岸水産資源の管理規則を作成し、実施することが重要である。 

323-27 ③ 漁民の約 90％は貧困・零細であり、このことが漁民への教育や啓蒙の足か

せとなっている。従って漁民の組織化を促進し、経済活動を活発に行えるよ

う行政による情報、金融サービス支援などのソフト面、水揚げ拠点整備など

ハード面の両面の支援が必要である。 

323-28 ④ 離島地域では漁業以外に生計手段が無く、市場もごく限られた貧困漁民が多

い。従って、特に開発が遅れた離島が多く散在する東部インドネシア水域の

沿岸地域のコミュニティー開発を重視する必要が生じている。 

323-29 ⑤ 漁獲物の鮮度や経済価値に対する漁民の意識が低く、船上での魚の処理や氷、

魚箱使用の不十分さによって多くの廃棄魚を出している。衛生、品質向上と

経済的価値との関係や船上における漁獲物処理の基本的技術などについて
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の啓蒙と教育を施す必要がある。 

323-30 ⑥ 西部インドネシアやジャワ島北方沿岸では漁場のリハビリが必要である。こ

れは沿岸漁民の収入を増やすメリットがある。 

(2) 養殖業 

1) 養殖生産量 

323-31 1998 年までの水産統計には、海面養殖についての統計数値が記載されていなか

った。しかし、1999 年から統計に海面養殖が記載されることとなった。（以下本

文中の数値は 2004 年版国家水産統計に示されている 2002 年のデータである。） 

323-32 淡水養殖と汽水養殖及び海面養殖生産量の合計は、2002 年約 113.7 万トンで、

内訳は淡水養殖約 42.9 万トン、汽水養殖約 47.3万トン、海面養殖約 23.5万ト

ンである。2002 年現在養殖生産量は、イ国の全水産物生産量の約 21.8%を占め

ており、1992 年からの 10 年間で 1.8倍に伸びている。淡水養殖は低コストでで

きる素掘り止水池での養殖は毎年増加傾向にある。海面養殖ではハタ、スズキ

などの浮生簀養殖及びカラギナンを抽出するキリンサイを中心とする海藻が主

体である。 

2) 養殖対象種 

323-33 淡水養殖ではコイが 20.0 万トンで全淡水養殖生産量の 47%を占め、第一位であ

る。次いでティラピアの 18%、ナマズ類 9.2%、グラミー5.4%の順となっている。

汽水養殖対象ではミルクフィッシュが全汽水養殖生産量の 47%を占める。次いで

ウシエビが 24％を占めている。コイやナマズなどの消費価格は伸び悩んでおり、

さらなる養殖生産コストの削減が望まれている。海面養殖は、キリンサイなど

の海藻が大多数を占めている。ハタなど海産魚類の養殖振興強化のため、海洋

水産省は全国５箇所に孵化場を建設する計画である。中でも中央スラウェシ、

北マルクでは既に着工が開始されている。また、2002 年 5 月デンマークの協力

でバリ島にナポレオン、ハタなどの集約的種苗生産施設が開所した。養殖魚種

別生産量を表 3.2.4に示した。 

3) 養魚家 

323-34 2002 年における養殖経営体数は約 125 万で、Fish Farmer の数は約 227 万人で

ある。1993 年と比較すると、養殖経営体数で 1.08倍、Fish Farmer の数で 1.16

倍増加している。池中養殖と稲田養殖従事者数は年によって増減している。生

簀養殖と汽水養殖従事者数は毎年増加傾向にある。特に淡水養殖の養魚家は、

農業等との兼業者が多い。淡水養殖の種苗生産者は一定の規模と技術的、経営

的能力を持った事業者が多いが、養殖魚の生産者は家族経営のような零細養魚

家が殆どである。零細養魚家の問題は資本が無いことも大きいが、技術的、経
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営的知識が乏しいことである。1990 年から 2000 年までの養殖経営体数を表

3.2.5 に示した。 

323-35 養殖面積の比較では、汽水養殖は 1993 年からの 10 年間に約 1.33 倍に拡大し、

淡水池中養殖も同期比で 1.8 倍に増加している。一方、生産量はいずれも増加

しているので、単位面積あたりの生産性が向上していると言える。大多数の養

魚家は貧しく、ごく小規模の池中養殖を営む者が多く、養殖と農業などとの兼

業者がほとんどである。1990年以降の養殖面積の推移を表 3.2.6 に示した。 

4) 養殖の地域別比較 

323-36 淡水養殖を地域で比較した場合、池中養殖経営体数ではジャワに 61.5%が集中し

ている（表 3.2.7 参照）。スマトラは 27.9%を占め、ジャワ・スマトラでイ国全

体の 89.4%を占めている。汽水養殖では、ジャワ 48.9%、スラウェシ 23.9%、ス

マトラ 18.2%となっている。海面養殖は、バリ・ヌサテンガラに 72.5%、スマト

ラに 22.7%集中している。 

323-37 淡水魚の種苗生産は 2002 年時点で、インドネシア全土でコイが 31%、Tawes（ジ

ャワコイ）が 26%、ティラピア 19%、Nilem carp 1.3%、ナマズ 12.5%、グラミー

3.1%となっている。主要淡水養殖魚種の大部分はジャワ島で生産されている状

況は変わらない。次いでカリマンタン 18.2%、スマトラ 0.8%となっている。1998

年まではジャワ島とスマトラ島で淡水魚種苗生産の大部分を賄っていたが、こ

こ１年の間にその他の地域での種苗生産が発展したことが窺える。2002 年にお

ける種苗生産を表 3.2.8 に示す。 

323-38 2002 年における淡水魚の食用サイズまでの養殖魚生産量（池中養殖）は、イン

ドネシア全土で 25.4 万トンであり、うちコイが 33%、ティラピア 20%、ナマズ

類 18.5%、Tawes 4.3%、Nilem carp 5.5%などとなっている。地域別特徴として

は、スマトラ、ジャワで全養殖魚生産量の 89%を占めていることである。ジャワ

では種苗生産も養殖魚生産も多く、インドネシア淡水養殖の中心と言えるが、

スマトラは種苗生産量の割に養殖魚生産量が多く、スマトラの淡水魚養殖の種

苗供給がジャワをはじめ他の地域に依存していることが窺える。2002 年におけ

る地域別の養殖魚生産量を表 3.2.9 に示す。 

323-39 汽水養殖を地域別に比較した場合、ジャワ、スラウェシ、スマトラの順に生産

量が多く、この三つの地域でイ国全養殖生産量の 91%を占める。 

323-40 海面養殖はイ国全生産量 23.5 万トンの 72.5%をバリ・ヌサテンガラで占め、以

下スラウェシ 22.7%、スマトラ 3.3%となっている。バリ・ヌサテンガラが海面

養殖の中心地であると言うことができる。 
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5) 養殖魚の市場価値 

323-41 養殖による生産金額の比較では、対象種及び魚体サイズ、鮮度等によって市場

価格の差が大きいため、一概に淡水、汽水、海面養殖別には比較できないが、

主に国内市場向けの淡水魚の生産金額が生産量に比べて相対的に低い。汽水養

殖ではエビ類、海面養殖ではハタ、スズキの生産金額が生産量に比較して高い。 

323-42 ジャカルタの量販店鮮魚売り場での小売価格（鮮度は良好）は、キログラムあ

たりコイ、パティン（ナマズ目）で 12,000～14,000 ルピア、ジャイアントグラ

ミーで 25,000～30,000 ルピアである。同じ量販店において、ブラックタイガー

は 12～13 万ルピア、オニテナガエビは 10～16 万ルピア、食用ガエルは 35,000

～40,000 ルピアであった（2002 年 8 月調査現在）。概して従来からインドネシ

ア人が日常的に食べている淡水魚の価格が低い。 

6) 養殖業の持続性 

323-43 養殖業が持続するためには、マーケット需要に合う種類と生産量を供給すると

同時に生産コスト面で成り立つ技術で生産すること、種苗が安価で安定的に入

手又は生産できること、育成技術が確立、普及していることが重要である。一

般に零細養魚家は周辺養魚家の真似をして養魚を試みていることが多く、確立

した技術の導入や経営管理をしている訳では無い。マーケット情報については

普及員やラジオ放送を通じて入手している養魚家もいるが、大半は特定の魚商

人（仲買人）が買い取るので、養魚家にとってマーケットを選ぶことは困難な

ことが多い。 

323-44 水域環境に対する配慮も重要な問題である。湖や河川、沿岸海域など天然水体

を利用する場合、養殖生簀の集中と過密な養殖など不適切な養殖方法により水

質の悪化を招き、水域汚染と魚病発生の要因となることが多い。 

7) 魚病の問題 

323-45 養殖を振興する上で不可避であるのは魚病対策である。天然水体を利用する養

殖においても魚病の問題は大きいが、人工的に作り出された環境下で魚等を飼

育する場合では水質管理や餌料の投与量などのバランスが悪くなると特に魚病

が発生し易い。一旦魚病が発生すると同じ水体で飼育している魚などへ伝染し、

壊滅的影響を与えることがある。また魚病の直接原因となるウィルス、バクテ

リア、寄生虫などの同定は難しく、防除手段の研究体制と検疫体制の強化が望

まれる。 

323-46 2001年から2002年にかけてジャワ島のコイがウィルスにより大量斃死しており、

養殖産業に打撃を与えている。海洋水産省は養殖物だけではなく天然採捕のコ

イも含めてジャワ島外への持ち出しとジャワ島外部からジャワ島への持ち込み

を全面的に禁止している。 
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8) 今後の課題 

323-47 上記イ国の養殖業の現状における問題点は次のとおりである。 

323-48 ① 淡水養殖においては、養魚家の大半が資本、技術面で乏しい零細農民であり、

持続的な養殖経営が困難である。従って組織化や普及体制の強化等による支

援が必要である。 

323-49 ② 普及体制、融資制度等養殖業をサポートする公的支援体制が不十分、かつ未

整備であるため、これらの改善が必要である。 

323-50 ③ コイ等主要淡水養殖対象魚種の市場価格の低下に比較し、餌料代等の生産コ

ストは上昇しており、利益が低下している。従って一層の生産コストダウン

を可能とする淡水養殖技術の普及が重要である。 

323-51 ④ 海面養殖は主体の海藻以外では、海産魚の蓄養が主である。ハタ類の種苗生

産技術は確立しつつあるが、種苗から出荷サイズまでの養殖は、環境と調和

した飼育、経営管理技術に課題を抱えている。環境に優しい水産養殖を推進

するためにも海面を適性に利用する視点から法制度の整備が必要である。 

323-52 ⑤ 海面養殖の拡大目標は性急であり、マーケット需要や資金供給等の経済的側

面、政策・制度面、養殖経営や飼育管理等の技術面の検討を十分行う必要が

ある。 

323-53 ⑥ 地方分権化に伴い、イ国各地に公的種苗生産場が国立種苗生産場の下で設立

されることになっているが、州や県では財源と人材不足により進んでいない。

これら施設の必要性の見直しと運営維持管理体制の再構築が必要である。 

323-54 ⑦ 2001 年、2002 年と流水式養殖や浮生簀養殖場におけるコイなど淡水魚の大

量斃死が頻発しており、魚病診断と防疫体制の強化が急務である。 

(3) 水産物品質管理と加工流通 

1) 水産物の消費と利用 

323-55 2002 年における生産量（海産魚）407 万トンの生産形態別内訳は鮮魚 232 万ト

ン（57%）、塩干品 91 万トン（22.3%）、塩茹品 16.5 万トン（4.05%）、伝統的魚

の発酵調味料 3.7 万トン（0.9%）、燻製品 6.9 万トン（1.70%）、冷凍品 38 万ト

ン（9.27%）、缶詰 6.6 万トン（1.63%）、すり身 4.8 万トン（1.2%）等となって

いる。1993 年と比較すると、鮮魚は約２倍となったが、加工品では塩干品、冷

凍品はシェアを伸ばしているが、他は減少している。一方、淡水魚については

鮮魚は 10 年間で 1.3倍に増加したが、加工品は冷凍品を除き、減少傾向にある

（2004 年版国家水産統計）。 

323-56 イ国では消費者の鮮魚指向が強く、鮮魚流通が主流であるが、熱帯気候と保蔵
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技術、物流アクセスの悪さ等もあり、加工品に対する市場のニーズも多様なも

のがある。 

2) 水産物利用、流通に係る問題 

323-57 水産物流通上の問題は、鮮魚主体の流通体系の中でいかに鮮度を保持し、品質

を向上させるかである。イ国全体の漁獲生産量の約 20%が腐敗や汚損のために利

用されず、廃棄されている現状を海洋水産省では 2005 年までの 5年間に 10%に

減少させる目標をたてている。これには漁労段階の漁獲物の取扱いから改善す

る必要があり、操業時間やそれに見合った氷の使用、魚箱の使用等鮮度と丁寧

な魚の取扱いが重要である。 

323-58 多くの零細漁民は、氷を使用できず、炎天下での長時間の操業中に漁獲物は既

に変敗が始まり、魚体表面に粘液が出ているものがある。水揚げ後も比較的衛

生的な施設で水産物の取引が行われる所は大きな漁港施設の中に限られている。

大多数は漁村の前浜に浜上げされるか、施設として不十分な非衛生的な水揚げ

場所に並べられ、直接地面や路面に漁獲物が置かれて、販売されるケースが多

い。1957 年の水産物の「せり」に関する地方政府のための指針（内務省）には、

生鮮魚を４時間以上常温の状態で運搬する場合には、運搬前に最低２時間冷蔵

し、運搬中も魚：氷=1:1 で氷を使用しなければならないと書かれているが、遵

守されていないことが多いと思われる。 

323-59 本来、水産物の販売は主要漁港にある卸売市場での「せり売」を通すことにな

っている。主な市場参加者は売り手としての漁民、買い手としての仲買人、そ

して「せり売」の実施者である地方自治体（県）職員である。県によっては KUD

（村落協同組合）に委託実施させているところもある。ジャワ島では KUD が「せ

り」実施主体であるところが多い。漁獲された魚は市場内で計量された後、「せ

り売」にかけられる。「せり売」実施者は取引成立毎に所定の手数料を収受する。

手数料は 1957 年の法律第 64 号で取引金額の 5%と定められているが、県によっ

ては 5%から 8%まで開きがあり、その手数料も県一般会計、県水産局、漁業者の

ための社会保険料、KUD などへの配分が県によって異なっている。仲買人は買入

額に応じて所定の税金を払う。仲買人が買い入れた魚は通常仲買人が用意した

保冷車又は氷を積んだピック・アップ等で消費地へ運ばれる。仲買人のハンド

リングによっても品質の低下を招くことがある。また消費地においても氷を使

用せず、常温（炎天下）で消費者へ販売される所も少なくない。 

323-60 実際には大多数を占める零細漁民は個別に仲買人と相対販売することが多く、

生産物の販売にあたっては不利な立場に置かれている。多くの漁民が生産手段

や資金面で仲買人等の支援に依存し、結果として販売価格や販売先を縛られる

状況になっている。特に交通の便が悪い僻地では特定の仲買人が決まっており、

このような傾向が強い。「せり売」はイ国で必ずしも有効に機能しておらず、基
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本的な改善の方向性としては、仲買人と対抗する力をつけるため漁民の組織化

が必要である。 

3) 水産物加工と品質管理に関する問題 

323-61 漁業による生産物の 24%が水産加工に利用されており、その 74%が零細加工業者

による干物や発酵調味料などの伝統食品製造に利用されている。これら零細加

工業者のほとんどは家内工業的製造業者であり、資本が無く品質検査体制を敷

くことができない。イ国政府はこれら零細加工業者に適用できる品質管理基準

を作成したい意向である。また、各地に分散している零細加工業者を集め、集

中的にサポートすることを海洋水産省としては検討している。 

323-62 海洋水産省水産物加工品質管理センターでは、零細加工業者を対象に加工技術、

品質管理の研修を実施しており、JICAの第二国研修も実施されている。 

 

323-63 輸出向けの水産加工品の開発、品質の向上にはより重点が置かれており、HACCP

等国際衛生管理基準の取得推進が図られている。 

4) 今後の課題 

323-64 ① 水産物流通の基本は鮮魚である。氷の使用など基本的な漁獲物の取扱いにつ

いて、零細漁民に啓蒙、教育が必要である。同時にそのためのインセンティ

ヴとして、水揚げ拠点利用の便益と投資環境を醸成する支援が必要である。 

323-65 ② 上記と連動して、漁民の組織化を進める必要がある。 

323-66 ③ 仲買人、小売業者などの流通業者、零細加工業者に対する水産物品質向上の

ための啓蒙、教育が必要である。 

323-67 ④ 零細漁業者や零細加工業者による水産物の保蔵向上と遠隔地への輸送を可

能とするために塩干品等の簡易加工が行われているが、技術や品質に問題が

あり、鮮魚よりも単価が低い現状にある。水産物消費の拡大、栄養改善、零

細漁業者等の所得向上の観点から、これら加工技術向上による水産物付加価

値の向上が必要である。 

323-68 ⑤ 産地卸売市場の役割と機能を見直し、水産物流通システムを整備する必要が

ある。 

323-69 ⑥ 水揚げ施設の非衛生的環境を改善する必要がある。 

323-70 ⑦ 漁労、水揚げ拠点から消費者に至るまでの水産物流通経路と問題点を総合的

に捉え、漁獲物ロスの低減と水産物の品質向上のための改善策を検討する必

要がある。 
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(4) 漁民組織と水産金融 

323-71 協同組合法により設立認可される KUD について、水産業関連の協同組合である KUD 

MINA の運営活動状況は活発とは言えない状況である。海洋水産省が支援する漁民組織

は任意のクロンポックと管理運営ユニットを持った漁民組織（Kelompok Usaha 

Bersana：KUB）であるが、一部で協同組合（KUD MINA）と連携して支援する動きも見

られる。 

323-72 海洋水産省沿岸離島振興総局が持つマイクロクレジットプログラムである PEMP 

(Pemberdayaan Ekonomi Masyarakat Pesisir /Economic Empowerment of Coastal 

Community)は、2000 年に始まり、2002 年 6 月現在沿海県 146 県すべてにおいて最低

１つの KUD MINA 又は水産会社をマイクロクレジットの地域金融機関とし、漁民（船

主、雇われ漁業者）、婦人水産加工者、小規模魚仲買人、魚小売人を対象にグループ

保証により資金を貸すものである。貸付条件はそれぞれの金融機関によって異なる。

本プログラムの予算は、ガソリンの値上げによる漁業者への救済補填として確保され

ており、海洋水産省沿岸離島振興総局予算から拠出されている。2002 年度は充当予算

総額 900 億ルピアである。また 2002 年現在の受益者総数は 24,000 人である。  

323-73 海洋水産省漁業総局の下にある漁業ビジネスサービス局（Directorate of Service for 

Fishing Business）が KUB の預貯金融資制度を作るべく、海洋水産省予算から漁具資

材、漁船、エンジン等を購入するための基金を KUB に与え、KUB はその基金を運用し

てリボルビングファンドとしている。2002 年度は 150 万ルピアが 2002 年 6 月現在で

拠出されている。融資を受ける KUB は、グループ長の任命、事業内容、構成員、沿革

などについて県水産当局にグループ長を通じて届け出る必要がある。また、州、県水

産当局には KUB 指導の義務がある。KUB から融資を受ける漁業者や養魚家は担保や保

証書の提出の義務はない。 

323-74 プロ形時、海洋水産省沿岸離島振興総局の予算による補助金で KUB、水産クロンポッ

ク及び漁業者、養魚家個人を対象とした BRI の融資に対する利子補填制度が 2001 年

度から開始される旨説明を受けたが、2002 年現在このプログラムは実施されていない。

また、汽水及び海面養殖を対象としたインドネシア沿海 100 県を対象とした総額 14

億ルピアの Dana Bergulir と呼ばれる融資グラントが 2002 年度から開始予定とされ

ていたが、実施されていない。 

今後の課題 

323-75 1) 漁民組織の形成促進に対する支援とともに組織の活動と資金運用方法についての

指導が不可欠である。 

323-76 2) 零細漁民にとってより多くの資金調達手段が可能となるよう地域金融機関の増加

とマイクロクレジット貸付条件の多様化が望まれる。 

323-77 3) 零細漁民が仲買人に生活を依存しなくても済むよう漁民組織による生計向上手段

の多様化と漁業所得の向上を念頭に置いた支援が必要である。 
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第４章 農水産業セクターにおける経済開発計画と国際協力の現状 

4.1 インドネシア国国策大綱及び国家開発 5ヵ年計画の概要 

4.1.1 国策大綱 

411-1 国策大綱（GBHN）は、イ国憲法第 3 条に基づき、5 年毎に定められる国家の大方針で

ある。1999 年 10 月に制定された国策大綱（1999-2004 年）においては、食料・農業

に関して「食料安定システムの構築は、地域の食料・原料資源、社会組織及び文化の

多様性を基礎とし、農漁民の所得向上と生産の増大に留意しつつ、合理的な価格で得

られ、質量の両面で食料・栄養が約束されるように行われるものとする」と定められ

ている。 

 

4.1.2 経済復興促進 10 大プログラム 

412-1 1997 年の経済危機復興のため経済調整大臣命で発表されたもので、特に食糧農業関係

は第 3プログラムとして｢農民の生産性および福祉の向上｣が上げられている。その内

容には次の 5項目が指摘されている。 

1) 農業セクターの生産性の向上および農民の所得向上のために種子政策プログラム

を行うこと、 

2) イ国の農業セクターにおける生産性を向上させるため、特にジャワ島以外の地域

の農業機械化を促進すること、 

3) 国内外の市場の競争力を高め、集約的に開発する重要な 20 品目を選定すること、 

4) 農産物の品質及び付加価値を高めるため加工産業、特にポストハーベストを促進

すること、 

5) 農業生産性の向上を図る技術の開発及び利用を促進すること、である。 

412-2 また、水産業は第 7プログラム｢天然資源財産の活用｣に掲載され、特に第 3項には｢海

洋セクターの活用における伝統的漁民の漁獲器具の近代化を通じる参加｣が指摘され

ている。さらに、第 9 プログラム｢社会的政治的安定化のため農村地域の住民の福祉

の向上｣を掲げ、その中で、①農産物の取引改善による実質農村賃金水準の向上、及

び②郡（Kechamatan）及び村（Pedesaan）レベルのインフラストラクチャー整備の促

進（末端かんがい、農村道路など）をあげている。 

 

4.1.3 国家開発 5カ年計画（PROPENAS、2000-2004 年） 

413-1 上記 GBHN に基づき、2000 年 11 月に策定された PROPENAS は、国家開発計画における

優先分野として、 

 

1) 民主的な政治システムの構築及び国家統一・団結の維持 
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2) 法による統治及びグッド・ガバナンスの確立 

3) 経済再建の促進及び国民経済システムに基づく持続的で公正な開発基盤の強化 

4) 国民福祉の向上、宗教生活の質的改善、活力ある文化の創出 

5) 地方開発の促進 

の 5分野を取り上げている。 

(1) 農業・食料・水資源の開発 

413-2 農業及び食料の持続的な開発は国内工業及び国家経済の持続を図る上で必須のもの

として認識されている。農業及び食料の開発は上記優先分野の「経済再建の促進及び

国民経済システムに基づく持続的で公正な開発基盤の強化」に関する7プログラム（①

国民基本ニーズの充足及び貧困克服、②零細・中小企業及び協同組合の開発、③経済

と財政の安定化政策、④経済競争力の強化促進、⑤投資の促進、⑥経済開発支援のた

めの公共施設・インフラ整備、⑦国家天然資源の持続的利用）のうちの「国民基本ニ

ーズの充足及び貧困克服プログラム」の 1 つに位置付けられており、1）アグリビジ

ネス開発、2）食料備蓄の改善、及び 3）水利開発・管理の 3つのサブ・プログラムを

定めている。 

413-3 アグリビジネス開発サブ・プログラムは 5つの目標として、①主要な農林水産物の生

産性、質及び量の向上、②村落における雇用及び雇用機会の増大、③農林水産業従事

者の収入増加、④農業と村落開発における住民参加の促進及び民間投資の増大、及び

⑤天然資源・環境システムの保護及び有効利用をあげ、このための活動として 31 の

具体的な実施措置を明記している。 

413-4 食料備蓄の改善サブ・プログラムでは、①農林水産物の多様化、及びその加工産物の

供給と消費の拡大、②生産増大を通じた計画的な食料の供給、流通並びに消費の拡大

をもたらすシステムの強化、③競争的な食料関連産業の育成、及び④国民への食料の

安定的供給と栄養改善を目標として掲げ、27 の具体的活動措置を定めている。 

413-5 また、水利開発・管理サブ・プログラムでは、①かんがい施設の維持管理のための中

央/州/県・市の役割の再検討、②民間水管理組織の強化と水管理技術の向上、③民間

水管理組織に対するかんがい施設利用権限の付与、④かんがい施設の利用料の再検討、

⑤かんがい施設利用効率の向上及び沼沢地開墾を含め改修・拡張による農地の拡大、

⑥適切な土地利用計画の策定及びこれに基づくかんがい農地の保護、⑦非農業需要に

対する用水供給の増大、⑧洪水と海岸侵食制御のためのインフラ整備、⑨貯水構造物

の維持、改修及び建設、⑩河川整備と流域改善、及び⑪地下水・地表水の統合的利用

の促進とその汚染制御を掲げ、11 の具体的活動措置を定めている。 

(2） 海洋開発プログラム 

413-6 海洋開発は、「経済再建の促進及び国民経済システムに基づく持続的で公正な開発基

盤の強化」に関する 7プログラムの「国家天然資源の持続的利用プログラム」の 1つ
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に位置付けられている。本プログラムでは、①島嶼・沿岸域社会の開発と活性化、②

沿岸生態環境の保全と回復、③水産・海洋資源利用の保全監督の強化、④海洋・沿岸

域の資源管理、⑤海洋・沿岸・島嶼部の資源開発と利用の促進、及び⑥地域の所得と

住民の福祉向上を図るための公平、公正、持続可能な水産・海洋資源の総合管理をあ

げ､15 の具体的活動措置を定めている。 

(3) かんがい開発 

413-7 かんがい開発は、「経済再建の促進及び国民経済システムに基づく持続的で公正な開

発基盤の強化」に関する 7プログラムの「経済開発支援のための公共施設・インフラ

整備プログラム」の中で計画されており、①公共施設及びインフラのサービス・レベ

ルを維持するためのサブ・プログラム、②公共施設及びインフラ部門の再編・改革継

続サブ・プログラム、及び③公共施設及びインフラ・サービスに対する住民のアクセ

ス向上サブ・プログラムに述べられている。 

413-8 公共施設及びインフラのサービス・レベルを維持するためのサブ・プログラムでは、

①経済回復のための最低需要を満たすことのできる公共施設・インフラ整備、②建設

が未完成、或いは操業体制に入っていない公共施設・インフラの建設の継続、③公共

施設・インフラのデザイン及び建設計画の再検討、④持続的な経済開発の基盤に関す

るデータ・情報と関連する公共施設・インフラの整備を目標としており、厳しい財政

事情を踏まえた内容になっている。 

413-9 公共施設及びインフラ部門の再編・改革継続サブ・プログラムでは、①財政的フィー

ｼﾞビリティーの回復、②建設事業における明確な競争と規制の導入、③民間セクター

資金の効率的活用、④政府の役割の低減及び政府管理における透明性と効率の向上を

あげ、このための活動として 6の具体的な実施措置を明記している。 

413-10 公共施設及びインフラ・サービスに対する住民のアクセス向上サブ・プログラムでは、

これらサービスを住民の基本的ニーズを満たすために必要なインフラ整備に優先を

おき、辺地にも拡大することを目的とし、3の具体的活動措置を定めている。 

 

4.2 農業開発 5カ年計画及び水産開発計画 

4.2.1 農業開発 5カ年計画 

421-1 上記の GBHN及び PROPENAS を受けて、農業省は 2000年 11 月にプラコサ元農業大臣の

名で｢国家開発の機軸としての農業の位置付け｣として、2000-2004 年の間の農業開発

5 ヵ年計画を発表した。この計画では、イ国経済の発展のために農業分野が果たす戦

略的役割を再認識しており、また一方では、これまでの経済発展にもかかわらず、適

切な恩恵を受けて来なかった小規模農民に対する支援政策が強調されている。即ち、

農業分野の将来の発展は、国民の大半を占める小規模農民の生活向上に直接寄与する

ものでなければならないとしていた。 
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421-2 このため、今後 5ヵ年の農業の役割として、以下の事柄を重視していた。 

- 農民の生活レベルと所得の向上 

- 食料需要を満たし、国家の食料安定を達成する料生産の増加 

- 製造業の原料としての市場と輸出のための農産物生産の増加 

- アグリビジネスの振興を通じ、高い生産性と雇用機会の増大、効率的な起業

機会の増加 

- 環境に配慮したアグリビジネスの振興を通じた農村地域経済の発展 

421-3 プラコサ農業大臣に代わって就任したサラギ農業大臣の下で、農業省は、2000 年 11

月に新たな農業開発計画（2000－2004）を発表した。本開発計画においては、国家経

済におけるアグリビジネスの役割が強調されている点に特色があり、新農業開発にお

ける農業開発の目的は以下のとおりとされている。 

- アグリビジネス・システムとアグリビジネス事業により農民の所得と生活水

準を向上させる。 

- アグリビジネス・システムと、競争力があり、大衆に依拠し、持続的で地方

化したアグリビジネス企業の発展を通じ、村落経済活動を発展させる。 

- 地方で地域の食料資源、組織制度及び食料文化の多様性を基礎とした食料安

定システムを構築する。 

- アグリビジネス・システムを通じ、就業構造と、公正な起業機会を増大する。 

421-4 上記開発目的の達成のための農業開発プログラムとして（1）アグリビジネス振興プ

ログラム、（2）食料安定向上プログラムの 2プログラムが用意されている。この両プ

ログラムの目的は以下のとおりとされている。 

(1) アグリビジネス振興プログラム 

- 上流アグリビジネス・サブシステムの開発（農業インフラ及び農業資材） 

- オンファーム・アグリビジネス・サブシステムの開発（農業生産性及び生産

効率の向上、農産物の質的向上、及び地域適産物の振興） 

- 加工アグリビジネス・サブシステムの開発（加工産業の振興、収穫後損失の

解決、及びアグリビジネス支持産業の振興） 

- 流通アグリビジネス・サブシステムの開発（国内外市場の発展支持及び食料

流通システムの発展） 

- アグリビジネス事業の振興（人材の育成及びアグリビジネス経済組織の育

成） 

- アグリビジネスを取り巻く環境の整備・強化（社会・経済面の研究、技術開

発、マネージメントの開発、普及システムの発展、農民組織の強化、及び資

料・情報システムの整備） 
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(2) 食料安定向上プログラム 

- 食料の供給の増大（米の生産増大を図る、食料の輸入軽減化） 

- 食料の多様化の促進（米以外の食用作物の生産振興） 

- 食料関連諸制度の改善（食料流通体制の改善） 

- 食料加工ビジネス及び加工産業の振興 

 

4.2.2 水産開発計画 

422-1 海洋水産省は、PROPENAS に則った「海洋水産開発のための戦略計画」を策定、2002

年 5 月に発表した。この計画は、民主化、地方分権化、及びグローバル化を踏まえ、

海洋及び内水面を含む全ての水体の資源の持続的利用をはかるため、次の中期目標を

設定している。 

- 沿岸住民の福祉、生活の向上 

- 漁民及び養魚家の所得向上 

- 国民の栄養改善のための水産物消費の拡大 

- 海洋、内水面の環境保全 

- 国家統一のための海の役割の見直し 

422-2 また、これらの目標に対応する形で設定された 2004 年の具体的目標は以下のとおり

である。 

- 水産物生産量を年間 663 万トンとする。 

- 水産物輸出額を年間 38.8 億ドルとする。 

- 年間一人当り水産物消費量を 21.84Kg とする。 

- 水産業雇用人口を 664 万人とする。 

- 漁業法に定める規則違反を減らし、海洋水産資源への圧力を緩和する。 

- 沿岸部の貧困住民の数を減らす。 

- 海洋水産開発関連技術を向上させる。 

- 正確な海洋水産関連情報を提供する。 

- 中央政府と地方自治体との親密な協力関係を構築する。 

- ５つの海洋水産関連の規則を改正する。 

422-3 計画では、さらに、上記目標を達成するための具体的活動方針を示したうえで、活動

のモニタリング及び評価の重要性について言及している。 

422-4 以上に加えて、海洋水産省は、2002 年 5 月 30 日から 6月 1日にかけて行われた国家

調整会議（National Coordination Meeting）の技術会合において、国家海洋水産開

発戦略及び計画を発表している。 

422-5 上記に発表を踏まえ、海洋水産省は 2003 年 8 月に「海洋および水産開発に関する政

策とプログラム」を策定し、JICA の協力を得て刊行した「Indonesian Fisheries 2004」

に掲載した。ここでは、海洋と水産の開発に関する展望、使命、戦略を確立し、短期
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のプログラムとともに中長期のプログラムを策定した。短期のプログラムでは１）外

国漁船による密漁の防止と経済水域内の外国漁船に対する許認可、２）特定の州にお

ける総合漁業、海草加工産業の発展、３）5 州における孵化センターの開発、４）特

定の州において持続的かつコミュニティを基礎においた諸島部開発に関するパイロ

ットプロジェクトの実施、５）15 州における海洋沿岸管理事業の実施、６）エビ養殖

開発、７）海草を対象としたアグロビジネスシステムの開発、がある。 

422-6 中長期計画では以下の点に重点を置いている。 

(1) 沿岸漁村の生活水準の向上 

(2) 海洋水産部門の経済成長 

(3) 海洋、沿岸部、諸島、淡水域における環境の改善 

(4) 海洋水産資源に関する技術と情報システムの開発 

(5) 政府職員の人的資源開発と制度強化 

(6) 海洋水産資源管理に関する地方分権の調和 

(7) 国際協力の進展 

(8) 国家と海洋文化を統合するための手段としての海洋の役割向上 

 

4.3 次期開発計画 

4.3.1 国家中期開発計画（2004-2009） 

431-1 Bappenas は、PPROPENAS の終了をうけ次期国家中期開発計画（RPJM：Rencana 

Pembangunan Jangka Menengah）を策定した。RPJM は 2004 年～2009 年までを対象と

し、この期間における国家開発の最上位計画として位置づけられている。ミッション

として、「安定した平和なインドネシア」、「公正で民主的なインドネシア」、「コミュ

ニティーのさらなる繁栄」の三つの柱を掲げており、それぞれの目標は以下の通りで

ある。 

安定した平和なインドネシア 

・ 安全と快適な条件の改善 

・ 5 原則、1945 年憲法、「多様性の中の統一」原則をもとインドネシア共和国の安定

化 

・ 世界の平和構築におけるインドネシアの積極的な貢献 

公正で民主的なインドネシア 

・ 公正な法施行の改善 

・ 様々な開発セクターにおける女性の役割改善の為の公平なジェンダーの保証 

・ 地方分権と地方政府のグッドガバナンス実施によるコミュニティーに対するサー

ビス改善 
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・ コミュニティーに対する官僚サービスの改善 

・ 2004年に実施された直接選挙を通じて構築された民主政治を維持することによる、

2009 年の総選挙の民主的、公正な実施 

コミュニティーのさらなる繁栄 

・ 貧困コミュニティーの減少 

・ 地域間格差の減少 

・ 人材の質の包括的な改善 

・ 環境改善と自然資源管理 

・ インフラストラクチャーの改善 

431-2 農水産業関連分野は主に「コミュニティーのさらなる繁栄」のミッションにおける優

先分野である「農業の再活性化」と「安定した農村開発」として位置づけられている。 

4.3.2 貧困削減戦略書（PRSP） 

432-1 インドネシア政府は、世銀の支援を受け PRSP（貧困削減戦略書, SPKN：Strategi 

Nasional Penanggulangan Kemiskinan）を作成中である。内容は、RPJMにおいて「コ

ミュニティーのさらなる繁栄」に位置づけられている「貧困削減」を受けた詳細な計

画となっている。2009 年までに貧困ライン以下の人口を 8.2%にする目標を掲げ、貧

困削減政策として１．マクロ経済政策、２．基本的権利を満たす政策、３．ジェンダ

ー公平・平等における政策、４．基本的権利を満たす為の支援政策、の４政策を挙げ

ており、それぞれにアクションプランを定め、具体的な活動を規定している。 

4.3.3 関連省庁 

433-1 RPJM をうけ各省庁はそれぞれ 5ヵ年開発計画を作成している。農業省の 5ヵ年開発計

画案（2005 年 2 月版）によれば、3つの柱として「国家食糧安全保障強化」、「農産物

の付加価値向上・競争力強化」、「農民の繁栄」を挙げている。 

433-2 公共事業省では Renstra（Rencana Strategis; Strategic Plan）が策定されており、

RPJM をうけ「安全と平和」、「公正と民主」、「さらなる繁栄」の三つ目的のもと各分野

においてプログラム、活動が規定されている。水資源分野におけるプログラムは以下

の通りである。 

安全と平和 

・ 国際的な玄関であり前庭である国境地帯を支える水資源網の取り扱い 

・ 災害や紛争の恐れのある地域の水資源網の取り扱い 

・ 遠隔地、島嶼地域の水資源網の取り扱い 

公正と民主 

・ 効率的、効果的な実施機関、プロフェッショナルな人材、グッドガバナンス原則

の適用の実現 

・ 公共インフラ整備に関し、中央・地方政府、地方商業界及び地域社会の有する能

力の改善 

・ 水資源に関する規範、基準、指針及びマニュアルの作成 



 

 4 - 8 

さらなる繁栄 

・ 食糧生産力確保の為の水資源利用の改善 

・ 水資源管理の改善 

・ 生活、産業及び観光用の原水確保 

・ 水による潜在的危険からの生産地域、居住地域保護 

 

4.4 農水産業セクターへの我が国の協力 

44-1 イ国は貿易・投資等の面で我が国と密接な相互依存関係を有し、我が国にとって政

治・経済面において重要な存在である。また、我が国の海上輸送にとって重要な位置

を占め、石油、ガス等の天然資源供給国であり、2億人にのぼる人口規模を有し、ASEAN

諸国の中核となる国として東南アジア経済の発展と安定のため重要な役割を担って

いる。 

44-2 イ国は我が国政府開発援助（ODA）の最重点国として位置付けられている。我が国の

二国間 ODA 総額に占める対イ国 ODA のシェアは 81 年度までは第一位であった。その

後シェアは低下したが、近年においては中国と並ぶ我が国 ODAの最重点国として位置

付けられている。一方、次表に示すとおり、DAC 諸国の中で我が国はイ国に対する最

大の援助供与国である。 

DAC 諸国のインドネシア国に対する ODA 実績 

(単位：百万ドル) 

 1 位  2 位  3 位  4 位  5 位  
1996 
1997 
1998 
1999 
2000 

日本 
日本 
日本 
日本 
日本 

965.5 
496.9 
828.5 
1605.8 

970.1 

豪州 

ドイツ 

ドイツ 

米国 

米国 

84.9 
115.2
212.8
207.3
174.2

ｵｰｽﾄﾘｱ

豪州 

豪州 

ｵｰｽﾄﾘｱ

英国 

64.6 
78.6 
74.1 
102.4
33.9 

英国 

英国 

英国 

豪州 

フランス

46.1 
57.2 
40.1 
72.3 
21.7 

ｽﾍﾟｲﾝ 

ｵｰｽﾄﾘｱ 

米国 

オランダ 

ドイツ 

42.4
48.7
36.6
71.9
6.4 

出所：ODA 白書 2002 

 

 

44-3 我が国のイ国に対する農水産業分野における援助協力の推移を表4.4.1に示すととも

に 5年後との累計を下表に示す。 
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我が国のインドネシア国に対する ODA 実績 
(5 年毎の累計) 

(単位：億円) 

イ国に対する 農水産業分野 うち、水産分野 

年度 全セクター 

総額 

有償資金 

協力 

無償資金 

協力 
技術協力 

有償資金 

協力 

無償資金 

協力 

1966～1969 1,093.67 0.00 54.00 *1 0.00 0.00 

1970～1974 3,886.70 103.68 125.48 *1 28.28 4.20 

1975～1979 3,789.56 385.80 115.54 *1 82.76 12.00 

1980～1984 3,627.12 283.78 169.55 *1 3.72 0.00 

1985～1989 6,589.01 654.34 203.83 *1 0.00 0.00 

1990～1994 9,177.96 763.20 120.70 91.70 40.09 0.00 

1995～1999 9,842.94 1,070.02 214.41 94.69 1.94 0.00 

2000～2001 3,715.58 680.46 32.32 32.36 0.00 6.32 

累計 42,885.32 3,941.28 1,035.83 - 156.79 22.52 

*1：1966 年から 1989 年までは、農水産業分野のみのデータ入手不可。 

出所：ODA 白書、国際協力事業団年報 

 

 

我が国のインドネシア国に対する ODA 実績 
(5 年間毎の年間平均額及び農水産業分野の占める割合) 

(単位：億円/年) 

(カッコ内：協力形態毎の全ｾｸﾀｰに対する農水産業分野の比率％) 

 イ国 農水産業分野 うち、水産業 

年度 に対する 

全ｾｸﾀｰ総額

有償資金 
協力 

無償資金 
協力 

技術協力 
全 ODA に対
する比率 

有償資金 
協力 

無償資金 
協力 

1966～1970 218.73 00.00 (0%) 10.80 (100%) －*1 4.9% 0.00 (0.0%) 0.00 (0.0%)

1970～1974 777.34 20.74 (4%) 25.10 (99%) －*1 5.9% 5.66 (0.8%) 0.84 (3.3%)

1975～1979 757.91 77.16 (11%) 23.11 (70%) －*1 13.2% 16.55 (2.3%) 2.40 (7.3%)

1980～1984 725.42 56.76 (9%) 33.91 (54%) －*1 12.5% 0.74 (0.1%) 0.00 (0.0%)

1985～1989 1,317.80 130.87 (10%) 40.77 (52%) －*1 13.0% 0.00 (0.0%) 0.00 (0.0%)

1990～1994 1,835.59 152.64 (14%) 24.14 (30%) 22.95 (21%) 10.9% 8.02 (0.5%) 0.00 (0.0%)

1995～1999 1,968.59 214.00 (14%) 25.51 (26%) 18.94 (17%) 14.0% 0.39 (0.0%) 0.00 (0.0%)

2000～2001 1,857.79 340.23 (14%) 16.16 (22%) 16.18 (15%) 19.2% 0.00 (0.0%) 3.16 (4.3%)

*1：1966 年から 1989 年までは、農水産業分野のみのデータ入手不可。 

出所：ODA 白書、国際協力事業団年報 

44-4 上表に示されるとおり、過去36年間のイ国に対する我が国の全ODAの累計は4兆2,885

億円に達した。1970 年代から 1980 年代前半までは我が国のイ国に対する ODA 総額は

750 億円前後で推移していた。1980 年代後半からは、毎年 1,000 億円以上の ODA が供

与され、近年では 2,000 億円超（我が国の ODA予算の約 10％強）であり、我が国に対

するイ国の重点の高さが伺える。一方、全セクターにおける農水産業分野の占める割

合は、年によってかなりのばらつきがあるものの、10％～14％で推移している。有償

資金協力は 70 年代から漸増し、近年では 10～14％程度の規模で推移している。一方、

無償資金協力については農水産業分野の占める割合が高い。即ち、70 年代は無償資金

協力の殆どが農水産業分野であり、近年においても 20％程度で推移している。 

44-5 過去約 37 年間に亘る、イ国の農水産業分野に対する我が国の援助協力主要案件を図

4.4.1 に取りまとめ、以下に要約する。 
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インドネシア国の農水産業分野に対する日本の援助協力主要案件数 
（1967 年～2003 年） 

形態 農業 

 生産技術 基盤整備 その他 小計 
畜産 水産 合計 

開発調査 9 21 1 31 0 2 33 
無償資金協力 44 11 13 68 3 4 75 
有償資金協力 7 51 4 62 0 11 73 
プロ技 27 4 4 35 5 6 46 
合計 87 87 24 196 8 23 227 
出所：ODA 白書他 

44-6 全農水産業分野主要案件数は 227 件であり、年平均で約 6 件の事業を実施している。

農業・畜産・水産分野の案件数は、それぞれ 196、8、23 件である。特に、農業分野

においては、生産技術関連の案件が 87件、基盤整備関連が 87件、その他（村落・地

域開発、人材育成関連等、食糧援助）が 24 件と、生産技術・基盤整備重視の援助協

力が行われた。 

44-7 これまでの協力では、農業技術の改善を通じてイ国農業の生産性向上並びに農民の生

活水準の向上に焦点を当ててきており、特に主要食用作物の生産技術向上においては、

一定の役割を果たしたと言える。また、農業基盤整備に関しても資金協力による新規

かんがい事業を展開しかんがい農地の拡大に努めた結果、過去 10 年間だけでもかん

がい面積が 360 万 haから 503万 ha へ大幅に拡大した。 

44-8 以上に述べた我が国の援助協力の現状から、現在までに生産技術及び基盤整備技術分

野での支援は、既に一定の成果を上げており、これまでの協力をより効率的に活用し

ていくためにも、今後の協力においては、農民を取り巻く環境を整備する上での組織

制度の強化及び人材育成訓練、施設の維持管理等のソフト面における協力がさらに望

まれている。 

44-9 一方、日本政府は 2004年 11 月に対インドネシア国別援助計画を策定し、わが国援助

の方向性として、「民間主導の持続的な成長」、「民主的で公正な社会造り」、「平和と

安定」のための支援を重点分野とした。農水産業セクターの支援は、「民主的で公正

な社会造り」にむけた貧困削減への取組みのなかで取り上げられている。貧困層の 65%

が属する農漁村地域における住民の大部分が農漁民であるため、農水産業セクターへ

の支援が農漁民の生活水準の向上につながり、この分野への協力は国別援助計画と方

向性が一致するものである。 

4.5 農水産業セクターへの主要ドナーの援助方針及び援助動向 

4.5.1 アジア開発銀行（ADB） 

451-1 ADB はこれまでイ国に対する協力は 5 ヵ年の中期開発戦略の下で対応してきたが、経

済危機に際しては緊急対策として 3年で対応した。しかし、経済危機も峠を越したこ

とから、2001 年 3 月に新しい国別事業戦略（Country Operational Strategy: COS）

を策定している。この戦略の 5つの柱は次の通り、1）基本制度の創設及び強化、2）
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持続的経済回復および貧困者の支援、3）バランスの取れた地域開発による地域的均

衡、4）人間・社会開発に対する投資及び女性の役割の強化、5）環境管理強化、であ

る。 

451-2 その後、ADB は国別事業戦略と国別支援計画を統合し、政府担当者、援助機関の開発

パートナー、一般市民の意見を取り入れた国別戦略プログラム（Country Strategy and 

Program: CSP）を作成した。CSP には①中期開発戦略、②貧困削減に対する ADB の役

割、③貧困や各セクターに関する分析、④国別の貧困削減戦略および開発分野別優先

度、などをまとめた。CSP update は、CSP とその実施の妥当性、次の 3年間のプログ

ラムに配慮して毎年改訂するものである。もっとも新しい CSPは 2002年 10 月に出さ

れたもので 2003 年から 2005 年を対象期間とするが、2003 年 9 月に CSP update が出

され対象期間も 2004 年から 2006 年となっている。この CSP とその update では戦略

的な焦点を以下の点にあてている。 

1) 法律と司法の制度改革によるガバナンスの改善と長期的に持続可能な開発

のための能力強化 

2) 分権化により地域ニーズの充足をはかるとともにガバナンス改善と貧困削

減を優先する開発パートナーの発掘 

3) ジェンダー格差の縮小を念頭におきつつ、貧困者が地域レベルの教育と保健

など公共サービスによるアクセス改善による人材育成 

4) 環境管理の主流化と天然資源の持続的利用 

5) 社会資本への投資および企業統治の強化、民間部門の開発促進により貧困削

減を促進する経済成長潜在力の引き上げ 

451-3 この戦略は、集中的な投資による相乗効果を狙うものであり、これまでの農業セクタ

ー等のセクター毎のアプローチから貧困削減、環境配慮等の様々なセクターにまたが

る課題毎のアプローチである。農業は上記の全てに関連しているが、むしろ社会開発、

極貧地域、及び環境を重視した開発といえる。 

451-4 かっての農業セクターに対する ADB の投資は、ADBのイ国向け投資額全体の 40％を超

えていたが、現在は 15％となっている。 

451-5 実施中のプロジェクトの進捗に改善が見られたため、ADB は 2001 年に 5 億ドルまた

2002 年 7.67億ドルの借款をコミットしており、引き続いて 6億ドルから 12 億ドルの

供与を予想している。現在実施中のプロジェクト・リストは表4.5.1のとおりである。 

 

4.5.2 世界銀行 

452-1 世銀は 2003 年 12 月に対イ国援助方針を定めた国別支援戦略(Country Assistance 

Strategy of the World Bank Group for Indonesia: CAS)を改訂した。この CAS では

投資環境と公共サービスの改善に焦点をあてており、これをコミュニティ・地域・公

益事業・国家レベルに対応する四つの段階で実施するとしている。CAS の重点目標は
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以下のとおりである。 

目的 長期的な開発アジェンダ 

 貧困削減に向けた投資環境
の改善 

 マクロ経済の安定維持 

 公平なアクセスを保証し、強靭で多様性のある金融セ
クター 

 競争原理の働く民間セクターを支援する環境整備 

 社会基盤の改修 

 貧困家庭への持続的な収入機会の創出 

 貧困者のニーズに対応した
公共サービスの提供  

 教育と保健分野におけるミレニウム目標の達成促進 

 貧困者のより良い教育成果 

 貧困者に対する健康面における成果の改善 

 その他の中心課題：ガバナ
ンス、説明責任、アンチ汚
職 

 有権者を意識した開発計画の作成 

 調整透明性の高い公共財政管理システム 

 地方分権化の有効な実施 

 信頼と公平性の司法制度の確立 

452-2 上記の重点目標を達成するために下記の 4つのプラットフォームを利用する。 

1) コミュニティ主体の開発の拡大（借款の 25％、年間 2億ドルを配分） 

2) 県や州など地方政府の責務能力を強化するプログラムの支援（40%を配分） 

3) 公益事業（15%を配分） 

4) 中央政府向け支援（20%を配分） 

452-3 世銀は｢農業｣あるいは「水産業」というセクターに特化したアプローチではなく、長

期的な開発目標である「持続的な収入機会の創出」のもとで、貧困対策としての農村

（村落）開発アプローチが主体になっている。従来の農業技術や資源に係る支援から、

マイクロ･ファイナンスを含む制度的な側面の重視へ方向性が変わってきている。世

銀では、農村開発（Rural Development）の枠組みの中でローカルの農民グループの

エンパワメントに重点を置いており、農民グループ自身が各々の問題点を踏まえて策

定する開発計画に基づく支援を行う手法をとっている。 

452-4 現在の状況下では、将来における政府の役割が不明確である。また、ガバナンスにも

関連するが、援助の効率性の観点からも行政機関に対する支援より直接的な農民グル

ープへの支援を重視している。 

452-5 現在実施中のプロジェクト・リストは表 4.5.2のとおりである。 

 

4.5.3 国連食糧農業機関（FAO） 

453-1 FAO は、イ国農業開発における各ドナーの調整役としての機能を重視した活動を展開

している。このため、FAO が係わるプロジェクトはイ国農業開発全体を包括する重要

課題を対象としたものとなる。現在（2002 年 6 月）FAO が調整役として関係している

主要なプロジェクトは、①WATSAL、②NPFS、及び③Food Safety Program である。WATSAL

は、水資源及びかんがいセクター管理のための政策、制度、規制等の整備並びに組織
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改革を支援対象とした構造調整プログラムで、世銀や JBIC も支援している。NPFSは、

食料安全保障に係る国家プログラムで、WATSAL と同様に政策や制度、規制等の整備、

組織改革等が支援の対象である（表 4.5.3 参照）。Food Safety Program は、農産物・

食品の安全性に係る同様の支援である。 

 

4.5.4 その他 

454-1 ADB の資料（Country Operational Strategy, March 2001）等に基づき、その他の多

国間援助機関及び主要 2国間援助国の援助動向を要約すれば以下のとおりである。 

(1) 国連開発計画（UNDP）等の国連関係機関 

454-2 UNDP 等の国連関係機関の援助戦略は、①コミュニティ開発、②政治的側面に焦点を置

いたガバナンス、③環境管理、及び④環境、社会開発及び労働問題に関する国際会議

の開催に対する援助に力点がおかれている。 

454-3 農水産業分野における援助は、コミュニティ開発のための基金に対する助成が主なも

のである。 

454-4 前述の①コミュニティ開発については、UNDP 重要分野の 1 つとして取り組んでおり、

マイクロクレジットの活用を通じた貧困対策プログラムや地方分権化、エンパワメン

トのアプローチを取り込んだコミュニティベースの住宅開発等のプログラムを実施

している。実施に当たっては、NGO コンソーシアムの編成等ローカル NGO の活用を積

極的に行っている。 

454-5  (2) 主な 2国間援助 

- USAID（United States Agency for International Development）：USAID の重点

協力分野は、制度改革（民主化、地方分権化、持続的な経済成長、及び紛争の緩

和）に対する支援に置かれている。農水産業分野への援助は 2000～2004までの 5

ヵ年計画に基づいて協力を行っている。主たる協力内容は、食料政策及び食料の

輸出入に関する調査、助言及びモニタリングである｡2001 年から、食料政策計画

（Food Policy Program）を実施する予定であった。この計画は、アチェ、イリア

ンジャヤ、東カリマンタン、北スマトラ、西ジャワ、東ジャワの 6 州を対象に食

料政策の実施上の諸問題を明確にし、その解決に対する指導・助言を行うもので

あり（表 4.5.3 参照）、2004年に終了した。 

- AUSAID（Australian Agency for International Development）：AUSAID の重点協

力分野は、①貧困対策、②持続的経済回復、③民主化のためのガバナンスの改善、

及び④社会的弱者への対応である｡農水産業分野に対する協力は村落開発の一環

として実施している。 

- GTZ（German Technical Cooperation）:GTZ の重点協力分野は、①ガバナンスの

改善を伴った地方分権化、②経済回復及び市場経済の確立、及び③運輸関係イン
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フラである。農水産業分野に対する協力は、この分野に於ける地方政府の能力向

上及び村落自治（Community Empowerment）を目的として行っている。 

- 水産関連の援助協力として、旧農業省農業研究開発庁の中央水産研究所（現海洋

水産省海洋水産研究局）との協力でオーストラリアの ACIAR(Australian Center 

for International Agricultural Research)と CSIRO(Cooperative Scientific and 

Industrial Research for Australia)が増養殖分野の研究協力を数多く行ってい

る。これらは共同研究的色彩が強く、専門家の短期派遣及び小規模機材供与が主

体である。 

 

4.6 関連機関 

46-1 農水産業セクターの事業実施においては、多くの機関が関係する。このうち、本調査

実施においてコンタクトをとった中央の関係機関、即ち、①BAPPENAS、②SEKNEG、③

財務省、④農業省、⑤海洋水産省、⑥居住地域インフラ省（現公共事業省）、⑦協同

組合・中小企業担当国務大臣府、⑧商業工業省（現商業省）、⑨内務省及び⑩女性エ

ンパワメント担当国務大臣府の組織図を付属資料 6 に示した。また新大統領体制の下

で 2005年に発表された大統領令10号において決定された新組織図（総局レベルまで）

を付属資料 7 に示した。なお、このうち BAPPENAS は本調査実施にあたって設立され

た運営委員会の全体調整機関で他の 9機関は同運営委員会のメンバーである。 
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第 5 章 協力コンポーネントの検討 

5.1 日本の対インドネシア国の農水産業分野協力に係る基本的考え方 

51-1 イ国を取り巻く国際環境は近年大きく変化しており、WTO に代表される国際約束、AFTA

等に代表される地域約束により、国内の市場は国際／地域市場と強力に統合され、貿

易と投資の障壁や各種の保護と補助金を早急に撤廃するように求められている（農業

省農業開発計画）。この経済のグローバル化のなか、政府の役割は従来に比べ限定的

なものとなり、市場経済がより中心的役割を担うようになってきている。なお、食料

安全保障の構築の必要性について、昨今の政府首脳の発言などもあることから、今後

その動きに十分に留意していく必要がある。 

51-2 一方で、イ国の国内環境に目を向ければ、国策大綱（1999）や PROPENAS でも述べら

れているように、透明化と民主化、参加、地方分権を始めとするグッド・ガバナンス

の強化が主課題となっている。これにより、政府の役割は事業実施者のための法制度

の整備及びファシリテイトに重点がおかれ、これに関連して政府の提供するサービス

は市場制度、技術開発、普及、財政及び重要な天然資源の開発となっている（農業省

農業開発計画）。特に 2001年 1 月からの地方分権化により、各地域の農水産業政策の

立案・実施に当たっては、政府のなかでも県・市が中心的役割を担うこととなった。 

51-3 また、近年、経済開発協力機構(OECD)等の様々な国際的な開発に係る議論の場におい

て、開発途上国に共通の最終的開発目標は貧困削減であるとされており、我が国も政

府開発援助に関する中期政策において貧困対策を重要課題と設定している。イ国政府

も PROPENAS において貧困削減を主要課題として掲げ、農漁村部の開発を経済成長と

貧困削減を結ぶ鍵と位置づけている（An Approach to Macro Food Policy, BAPPENAS, 

2001）。2005 年に策定された新しい国家開発計画（RPJM）においてもこの位置付けは

引き継がれている。 

51-4 このような状況のなかで、イ国の農水産業セクターへの日本の協力の方向性を検討す

るため、2001 年に農水産業分野プロジェクト形成調査が実施された。その結果、貧困

削減と社会開発を目的として、市場経済化及び地方分権化のなかで、競争力があり、

農漁家を主たる担い手とする農水産業開発を目指すイ国政府の政策を支援すること

を基本的考え方として定めた。その上で、同調査は、日本政府の開発援助に係る原則

（ODA 大綱等）やイ国政府の開発優先度の高い課題等に基づき、政府開発援助により

取り組むべき課題として、下記に示すように、マクロ的な国家経済的視点から「食料

の安定供給及び栄養改善」、及び私経済的視点から「農漁家所得の向上と村落経済の

活性化」を選定し、更にこれら二つの開発課題に対して 5つの協力プログラムを設定

した（インドネシア農水産業分野ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ形成調査報告書, JICA, 2001）。 
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(1) 「食料の安定供給及び栄養改善」 

51-5 イ国政府の農業開発計画においては、食料安全保障（Food Security）とは、広義の

食料（作物、家畜、魚からの食料で、炭水化物、蛋白質、脂肪、ビタミン及びミネラ

ルを供給し、人間の健康を増進するために活用するもの）を国家レベルから家計レベ

ルまで、あらゆる地域において十分な量で安全に消費され、手の届く価格で食料が準

備されていることと規定されている。本課題は、国際競争力のある農水産業が求めら

れる WTO 体制下における国際貿易環境において、国内生産と輸入の最適バランスを図

りつつ、食料を安定的に国民に供給することを目的として設定した。 

51-6 本課題においては、食料安定供給のための政策・制度改善及び生産支援の側面と、生

産を支える生産基盤の側面に分けて整理した。前者は、政府の役割は制度つくりが中

心となる方向性のなかで、地方分権化政策の下、特に中央・地方政府の間で整合性の

取れた政策・制度改善に重点を置いたものであり、後者は、大規模なインフラ整備投

資が困難な中で、まず第一に既存基盤施設の維持管理及び効率的活用に重点を置いた

ものである。さらに水産業については、食料供給セクターのなかでも限られた資源の

持続的利用が肝要であるなど農業とは異なった特性を有しているとの認識のもと、農

業とは区分して整理した。以上の検討から、開発課題「食料の安定供給及び栄養改善」

に係る協力プログラムとして以下の 3つのプログラムを設定した。 

1) 農業制度改善･生産支援プログラム 

2) 農業生産基盤向上・維持管理プログラム 

3) 水産資源の持続的利用プログラム 

(2) 「農漁家所得の向上と村落経済の活性化」 

51-7 本課題は、農漁村部の貧困削減のために村落経済の活性化を通じて農漁家所得の向上

を図ることを目的として設定された。本課題の協力内容の検討に当たっては、農漁村

部の経済活動振興そのものと、村落部の経済活動と地域経済を結ぶ流通の改善の２つ

の側面に分けて整理された。農漁村部の経済振興においては、産業振興としての農水

産業関連地場産業振興と、貧困対策としての貧困層を直接的に対象とする支援の両方

を展開することが必要とされている。また、流通改善においては、アグリビジネス振

興のなかで、生産物の受け手となる農水産物市場の改善・強化が重要であると考えら

れた。以上の検討から、開発課題「農漁家所得の向上と村落経済の活性化」に係る協

力プログラムとして以下の２つが設定された。 

1) 農漁村振興プログラム 

2) 農水産物市場改善・強化プログラム 

51-8 これら 5つの協力プログラムに対して、本調査の開始時点では、下記の①から⑥の事

項に留意し、第３章のセクター分析で抽出された課題の中から、次節 5.2 に示すとお

り、それぞれの協力プログラムに係る具体的な協力コンポーネントを設定し、表 5.1
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に示した。 

① 今回計画の対象期間が 2003 から 2005 年度の 3 カ年間であり緊急性が高いものが

優先されること。 

② 現在イ国政府が財政再建のために新規の対外借入を抑制する方針を掲げているこ

とを踏まえ、大規模インフラ整備のような大きな新規投資を伴う協力は、経済的・

財務的な持続性を十分に考慮する必要があること。 

③ 政府開発援助の効果的活用の観点から、エステート作物栽培、輸出振興等の民間

セクターとの競合を引き起こす可能性のある部門は除外されること。 

④ これまで我が国がイ国に対して実施してきた生産技術、基盤整備面での協力の成

果をより効果的に活かしていくために制度面の協力が重要であること。 

⑤ 日本の限られた援助資源によって最大限の効果を発現させるため、協力分野の重

点化を図ること、及び資金協力と技術協力の有機的連携を図ることが重要である

こと。 

⑥ 他ドナーの協力との重複を避けるための支援内容及び対象地域を調整すること。 

51-9 イ国は 2001 年以降、地方分権政策を含む行財政改革を進めており、当面、これに対

応した協力が必要であるとともに、協力成果の持続性を確保するためには中央・地方

行政における制度枠組みが重要である。そのうえで、協力成果が農漁民に裨益するこ

とは重要であり、住民参加に配慮したモデル的な事業についても検討する。 

51-10 尚、輸出振興については、インドネシアの輸出農産物の多くがパームオイルやゴムな

どエステート関連産品であることから民間セクターとの競合を引き起こす可能性が

あるとして協力コンポーネントの設定の際に除外した。一方、小規模農漁民の農水産

物の輸出はエステート農業と異なり、このような輸出の振興は所得向上を目指す協力

として考えられる。 

 

5.2 協力コンポーネントの検討 

5.2.1 農業制度改善・生産支援プログラム 

521-1 「食料の安定供給と栄養改善」を実現するためには、これまで日本を含む海外援助の

中心となってきた生産技術の改善だけではなく、財政・金融等のマクロ政策から、人

材育成、事業資金や農業普及などのサービスの提供、農民組織の強化等、各種の政策・

制度が総合的に機能することが必要不可欠である。上述の通り、国際的には経済のグ

ローバル化が進み、国内的には地方分権化が進むなど、イ国の農業政策を取り巻く環

境は近年大きく変化している。これを踏まえて、中央政府が所管する国家レベルの政

策（例：土地利用、一定量の国内生産の確保、輸入とのバランスを図るための関税や

補助金等）と、地方政府に移管された各地域における具体的農業計画の策定・実施を

農家レベルで結実させるために、整合性のとれた政策・制度づくりが重要となってい
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る。 

521-2 食用作物の生産技術については、今日まで比較的進歩していると判断されている（農

業省農業開発計画）。日本も長年協力を実施してきており、これまでに一定の成果を

挙げていることから、今後は農民レベルでこれら成果を最大限に生かすために、ここ

でも政策・制度面の改善の優先度が高いと考えられる。 

521-3 生産支援の必要性が相対的に高いのは、民間企業ベースのエステート作物等を除くと、

園芸作物や畜産となるが、人類の食生活の上でカロリー確保の次に重要となる栄養改

善に必要な蛋白質の供給の観点から、及び貧困対策としての零細農家の所得向上の観

点からも、地域資源に立脚した畜産業の振興が重要であると考えられる。以上により、

本協力プログラムの協力コンポーネントとして、以下の 2つが設定される。 

1) 地方分権を踏まえた整合性のある政策・制度づくりに対する支援 

2) 地域資源に立脚した畜産業の振興 

(1) 地方分権を踏まえた整合性のある政策・制度づくりに対する支援 

521-4 「食料の安定供給と栄養改善」の実現のためには、第３章で分析されたような関税・

補助金等マクロレベルの政策、土地利用、農業普及・教育訓練、農業信用、農民組織

等、数多くの課題に係る政策、制度が総合的に機能する必要がある。また、上述の通

り、イ国では地方分権化に従って、これまでの中央政府主導による開発から、地方の

多様性に基づいた地方主導による開発への転換を進めている。そのためには、第一に

中央政府と地方政府の役割分担の明確化、及び定められた役割に基づく組織・制度の

改善が不可欠となっている。本コンポーネントでは、食料の安定供給と栄養改善につ

いて、中央政府が所管する国家レベルの政策と、地方政府が所管する各地域の具体的

な農業計画の策定・実施の成果を農家レベルで結実させるための整合性ある政策・制

度作り、及び実施体制整備を支援の対象とする。特に、これまで日本が協力してきた

成果をフィールドレベルで生かしていく観点から、普及・訓練や農民組織の育成強化

等を中心に支援していく。 

521-5 具体的には、普及に関しては、地方レベルにおける普及活動が適切に実施されるため

のガイドライン作成等の制度整備支援を行い、各地方政府が施策を実施する上での判

断材料を提供していくことがあげられる。教育普及体制に関しては、各郡（Kecamatan）

に設置されている BPP（普及所）が農民に対する教育訓練の機能を有している。従来

から、普及員の不足、活動費の不足等といった問題により、BPP の普及活動が制約さ

れていることが指摘されている。さらに、現在の地方分権化によって、普及事業に対

する県独自の方針が打ち出されており、一部の県では、BPP の活動停止、機能縮小と

いった対応が行われている。このため、一部の BPPは十分機能しておらず、農民に対

する教育訓練に対する影響が懸念され、改善していく必要がある。 

521-6 農民組織の育成強化に関しては、農民一人一人で取り組むよりも組織として対応する
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ことによってより効率的な生産活動を実現すると共に、利益を生み出すことが可能で

あるとの観点から、重要と考えられる。 

 組織を構成する各農民に見返り（インセンティブ）のない活動は、農民にとっては興

味の対象には成り得ないことから、農民の組織化の目的として、効率的な生産活動の

実施、共同販売及び共同購入などを十分に念頭に置くことが必要である。 

 また、生産面に加えて、アグリビジネスの振興及び農漁家所得の向上の観点からも、

農漁民のエンパワメントによる民主的・自立経営を目指した質の高い農民組織の育成

が重要である。このためには、事業活動におけるスケールメリットを考慮した自主的

合併・業務提携の促進に関する提言を行うと共に、組織の適切な財務管理並びに協同

組合が実施する事業活動に必要なガイドラインの作成支援、それに基づく教育訓練の

実施等、制度・政策面における支援強化が必要である。さらに民主的な協同組合を目

指した組合原則、農民組織強化の必要性及びそのメリットの啓発も不可欠である。 

521-7 以上の検討結果に基づき、協力コンポーネント「地方分権を踏まえた整合性のある政

策・制度作りに対する支援」においては、「普及及び訓練システムの改善」及び「協

同組合を含む農民組織の育成」を含む食料の安定供給と栄養改善のための政策・制度

作りに対する支援を対象とすべきと考えられる。 

(2) 地域資源に立脚した畜産業の振興 

521-8 イ国においては、国民所得の向上、食生活の多様化、人口増大等を背景として植物性

蛋白質需要のみならず、動物性蛋白質、つまり肉、卵及び牛乳に対する需要が増加し

ている。1997～1998 年のアジア経済危機の際に一時的に低下したが、2002 年におけ

る一人あたりの年間摂取量はそれぞれ 5.75kg、4.04kg、7.05kg まで回復している。 

521-9 イ国の畜産振興施策においては、農業の複合経営化並びに農家所得の向上という農村

開発の側面と国民が必要とする畜産物の安全かつ安定的な供給という目的が掲げら

れている。 

521-10 一方、イ国の畜産の特色は、地域資源立脚型の小規模経営と輸入依存型の大規模経営

（大規模企業形態を含む）の２形態が見られる。 

521-11 輸入依存型の商業的大規模経営型の養鶏及び肉用牛のフィードロット肥育等につい

ては、産業発展、自給率向上の一翼を担うものではあるが、アジア経済危機の際に、

輸入飼料原料や肥育素牛の価格高騰により、経営が深刻な状況に陥った経緯もあるこ

とから、民間による対応が望ましい分野であり、政府開発援助による支援の重点では

ない。 

521-12 今後増大する畜産物の需要に安定的に応えるとともに、農村地域の所得向上、貧困解

消の観点からは、むしろ小規模農家を対象とした地域資源に立脚した畜産振興がアグ

リビジネスの育成も含め、農村地域経済の発展にとって極めて重要な役割を果たすこ
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とが期待される。 

521-13 特に人の食物と競合しない地域資源に立脚した畜産の振興が農村地域社会にとって

重要である。 

 

 

5.2.2 農業生産基盤向上・維持管理プログラム 

522-1 イ国政府の食糧自給率達成を目標として推進されてきたかんがい面積の拡大は、コメ

の輸入自由化に伴う輸入米との価格競争の発生、通貨危機後の他産業の復調に伴う購

買力の向上など、食糧自給から食糧安定供給への流れができつつある中、新規にかん

がい農地の整備方法については今後の需給動向、それを踏まえたイ国側の食糧政策の

動向等も十分に検討する時機にきている。 

522-2 既存の整備したかんがい農地については、施設の老朽化のみならず政府負担の維持管

理費の抑制を目的として実施された水利組合への管理の移管に起因する維持管理不

足による施設機能の低下、不適切な水管理等のかんがい機能の確保に係る課題のほか、

ジャワ島の人口過密地域におけるかんがい農地の他用途転用や改廃や外島における

かんがい開発農地の耕作放棄等の課題が生じてきている。 

522-3 そのような中で、日本政府の本プログラムにおけるコンポーネントとしては、これま

で他ドナーとともに支援を実施してきたかんがい施設の維持管理体制の強化を優先

課題として捉え、 

1) かんがい施設の維持管理とリハビリへの水管理組織による参加促進支援 

2) 上記に必要な水管理組織の育成・地方政府のキャパシティ強化 

3) 上記に必要な既存かんがい施設のリハビリ及び小規模かんがい施設整備（新

規かんがい施設整備・リハビリを中規模程度以上に実施する場合には維持管

理体制をより慎重に検討する。） 

の３つのコンポーネントを設定した。 

522-4 また、包括的な水利用計画の策定にあたって WATSAL にて世銀・JBIC 等の政策支援を

受けているように、上記３コンポーネントへの協力と一体不可分な取組として、 

1) 包括的な土地利用計画の策定及び実施細則の制定 

2) 外島かんがい施設の耕作放棄問題の検討 

の２つの課題があげられ、今後、イ国側の明確な方針提示及び施策の展開を求めてい

く。 

522-5 なお、大規模かんがい開発に関しては、上記農業セクターをとりまく環境の中、新規

開発によるイ国政府の財政負担の増大をも踏まえつつ、慎重に検討する。 

(1) かんがい施設の維持管理とリハビリへの水管理組織による参加促進支援 
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522-6 政府主導で進められてきたかんがい施設整備は、1999 年に 503 万 ha に達し、水田面

積 811 万 ha の 62％に至り、イ国の食料の安定的な供給に一定の役割を果たした。一

方、かんがい施設の維持管理と修復は国家予算に依存し、政府の乏しい財政を大きく

圧迫している。このため、1987 年にかんがい施設維持管理政策を発布し、施設の維持

管理責任を地方政府と水管理組織に移管し、受益者が水利費を負担することによって、

持続的な維持管理と効率的な運用をはかる政策に転換した。その後、受け入れ側の農

民の実情に配慮した結果、基幹かんがい施設の維持管理・改修責任を政府に残すとと

もに農民の参加を促進することとし、三次水路以下の維持管理・改修責任をこれまで

どおり水管理組織とし、水管理組織の強化をはかる方向に移った。 

522-7 80 年代後半より各ドナーはプロジェクトベースで、維持管理に関する制度の構築、水

利組合の育成、水利費の徴収、管理運営の移管を支援してきたが、十分な実績は上が

らなかった。このため、政府は 1999 年より世銀の WATSAL による支援のもとで、「か

んがい管理にかかる政策、制度と規定の改善」を目的に「維持管理制度の枠組み」を

整備してきた。また、急激な分権化のため混乱を招いている地方行政に関しても、か

んがい施設の修復及び維持管理に係わるメカニズムの整備を進めている。 

522-8 これら制度的な枠組み整備の進展にあわせ、かんがい施設維持管理・改修（リハビリ）

の水利組合による参加促進を支援することが必要である。 

(2) 上記に必要な水管理組織の育成・地方政府のキャパシティ強化 

522-9 急速な経済成長と人口の増加により都市における水需要が増大したことにともない、

1999 年 4 月、政府は水資源に対する考え方を変更した。即ち、これまで社会共有財と

して扱ってきた水資源を経済資源として取扱うものである。この変化の中で、かんが

い部門は水資源の 80％以上を消費する最大需要者であり、今まで以上にかんがい用水

の効率的な利用と透明性の高い施設運営が求められることとなった。 

522-10 しかし、多様な自然や社会的・文化的・民族的な背景による適切な水管理のあり方の

違いや、過去の政府補助による手厚い農業施策により農民が「かんがい用水は政府が

供給してくれるもの」という固定観念を抱いてしまったことなどから、水の有効利用

や自立した施設運営が十分になされていない。このため、かんがい水路上流部で用水

を過大に消費し、下流部での利用に支障をきたし、施設建設時に計画したかんがい面

積を達成できない状況を引き起こす原因ともなっている。 

522-11 このような状況を改善するには、水利用者である農民の固定観念を変え、地域の実情

に即した、民主的で持続的な組織運営と透明性が高く健全な財政運営が可能な水管理

組織を育成する必要がある。また、このような水管理組織を育成する地方政府のキャ

パシティ強化が求められている。 

(3) 上記に必要な既存かんがい施設のリハビリ及び小規模かんがい施設整備 
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522-12 かんがい施設の建設後は年月を経るにしたがい施設の破損や堆砂により機能が低下

し、さらに、適切な維持管理や修復が不在のため、機能低下を加速している。 

522-13 また、様々な事情で水源量に比較して過大な面積を目標としたり、水源量が減少して

いるかんがい事業や、末端水路の整備水準が低いかんがい施設がある。そのためかん

がい用水を供給できない面積がかなりある。 

522-14  維持管理への水利組合による参加に際しては、不十分な運営・維持管理と低い水利費

徴収率の悪循環を断ち切ることが可能となる施策の実施が必要である。具体的には、

かんがい面積の適正な規模への見直しや小規模な水資源開発、農民自身による管理が

容易な構造の導入等による必要性の確保に加え、機能の低下している施設を修復改善

し、水管理組織の参加による効率的な管理運営が可能な水準に引き上げることなどが

あげられる。 

 

 5.2.3 水産資源の持続的利用プログラム 

523-1 水産物は、2002 年の国民一人当たりの年間消費量は約 20kg と動物性蛋白供給量の約

5 割を占め、国民の栄養改善と食料の安定供給の上で重要な位置にある。また、世界

第３位の海域面積と広大な内水面を背景に、国内に賦存する天然資源を利用した自給

品目である。一方で、特に東部地域や離島等の他に資源のない条件不利地域において、

漁業者及び関連産業従事者への雇用機会の提供、現金収入源としても重要な役割を果

たしている。 

523-2 第３章で抽出された課題は大きく分けて持続的な水産業振興のための資源管理の視

点と国民に対する安価な水産物供給の視点との２つの視点に基づいたものであり、沿

岸及び内水面漁業と養殖との２つの側面を持つ。 

523-3 以上のことから、本協力プログラムの協力コンポーネントとして以下の２つが設定さ

れる。 

1) 漁業と漁業コミュニティの持続的発展のための資源管理スキームの確立支

援 

2) 地元消費の拡大及び安価な水産物の供給を目的とした沿岸及び内水面漁業

及び養殖業の振興 

(1) 漁業と漁業コミュニティの持続的発展のための資源管理スキームの確立支援 

523-4 海面漁業は水産物総生産量の約 3/4 を占め、海面漁業の生産物は将来に亘り同国国民

の最大の動物性蛋白供給源と見なされている。その水産資源利用可能量は年間約 500

万トンと推定されている。その利用を海域別に見た場合、西部海域では過漁獲、東部

海域では低利用とされている。漁場別では、地先や湾内で過度に漁獲され、沖合で低

利用となっている。また、各地でサンゴ礁を破壊するダイナマイトや毒物による違法
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漁業が横行し、経済水域内での外国漁船の不法操業なども多く、沿岸水産資源と環境

を悪化させる一因となっている。なお、1999 年の漁業生産量が初めて前年を下回るな

ど、海洋水産資源を利用する上で転換期を迎えている。 

523-5 国、州、県が管理する水産資源ポテンシャルを適切に評価し、それを持続的に利用し

ていくためには、中央政府、地方政府、漁業コミュニティでの統一的な管理が必要と

されている。各管理者が統一方針に基づき、各地の漁業実態に合せた水産資源管理の

具体的内容を決定することが望ましい。また、水産資源の管理・利用に当っては沿岸

部の漁業者や住民の理解と参加が必要であり、漁業者グループや水産流通関係者等を

含めたコミュニティーベースの資源管理が望ましい。このため、地方分権化を踏まえ

た水産資源管理・監督の政策・制度構築支援とともに、地方レベルにおける地域の実

情に応じた資源管理措置を定めるために必要となるガイドラインの作成、地方行政官

等指導者層の人材育成への支援が必要である。したがって、中央政府と地方政府との

協力の下、資源管理スキームを策定するための政策、規則および支援スキームを準備

する必要がある。 

523-6 一方で、養殖業の重要な施策である環境調和型の持続性のある養殖技術の普及を支援

するためには、国の養殖開発センターへの技術移転支援と同時に同センターを通じて

今後再整備される州、県水産局普及組織を通じた養魚家への技術普及が重要である。

また、特に公共水面を利用する養殖業の振興にあたっては、許可権の付与、環境保全

上の必要な措置、地域との共生方策など持続性の視点に立脚した政策・制度支援が不

可欠である。 

(2) 地元消費の拡大及び安価な水産物の供給を目的とした沿岸及び内水面漁業及び

養殖業の振興 

523-7 水産資源以外に開発資源が少ない東部地域や離島地域の沿岸水産資源とジャワ島以

外の地域における淡水養殖などの開発ポテンシャルを有する漁業及び養殖業の振興

は、地元水産物消費の拡大及び安価な水産物供給による蛋白摂取向上のために必要で

ある。また、船上から陸揚げ場における鮮度・衛生保持のための漁獲後の取り扱いの

改善による水産資源の有効利用は、栄養改善に必要な蛋白摂取促進と水産資源の持続

的利用の観点から重要である。 

さらに貧困削減の側面からは、これらの漁業及び養殖業の振興が直接的に漁業者所得

の向上に貢献する。 

 

5.2.4 農漁村振興プログラム 

524-1 本プログラムの目的は農漁村部の貧困削減のために村落部の経済活性化を通じて農

漁家所得の向上を図ることである。村落部の農漁業関連の経済活動は多岐にわたるが、

営農や漁獲に関するものはこれまでイ国政府も中心的にその促進を図ってきたもの
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であるので、このプログラムではむしろ農水産物加工等付加価値の向上と雇用機会の

創出に焦点を絞る。 

「3.1.10 アグリビジネス」における分析によると解決すべき課題として加工原料、資

金、技術、市場、パートナー等に係る情報ネットワークの構築、税制面の優遇措置、

中小企業向けクレジット・スキームの整備、零細農漁民を対象とした小口金融制度の

強化、組織化及び人材育成体制の整備が挙げられている。また、「3.2.3(4) 漁民組織

と水産金融」等においても同様の指摘がなされている。 

524-2 以上に基づき本プログラムにおいては地場農水産加工業の育成に関するものとして

税制面の優遇措置や中小企業向けクレジット・スキームの整備などの投資インセンテ

ィブ創出のための制度に対する提言、情報ネットワーク構築を促進する関連情報整備

に関する提言、農水産加工業振興のための農漁民組織育成・強化への支援を検討する

こととし、零細農漁民の所得創出のための支援としてマイクロ・クレジット制度の振

興に対する提言、及び農漁民互助組織の育成・強化に対する提言を検討する。 

524-3 これらの提言やそれに基づくモデル的支援の検討にあたっては地域の特性や、また、

JICA が過去に南スラウェシ州や南東スラウェシ州で実施した協力からの結果を踏ま

え、村落開発における住民参加の重要性に十分に留意する必要がある。更に地方政府

の財政の範囲における面的な広がりを念頭に置くことが重要と考えられる。 

524-4 なお、人材育成体制の整備に関しては、前回のプロジェクト形成調査でも挙げられて

いた中核農漁民及び関連普及員の教育・訓練として中核農漁民の中学・農業高校への

就学率の向上、普及員の農業専門学校レベルへの再教育が考えられるが、中長期にわ

たる課題であり援助の重点化の観点から今回の対象から除く。 

(1)  地場農水産加工業の育成 

524-5 本コンポーネントでは、日本が協力すべき内容として以下の項目が考えられる。 

①  投資インセンティブ創出のための制度に関する提言 

② 関連情報制度に関する提言 

③ 農水産加工業振興のための農漁民組織育成・強化 

④ 上記の実施に最低限必要な小規模施設等の整備 

1) 投資インセンティブ創出のための制度に関する提言 

524-6 新規に地場産業を興すためには、初期投資のための中小企業を対象とした制度

金融が必要である。インドネシア庶民銀行・ユニットデサによる農村レベルの

小口金融が機能しているが、絶対数が少ないため農漁村地域の中小企業はその

恩恵を受けていない。この状況は、中小企業は高率な融資金利を受入れざるを

得ない状況を招いている。 

524-7 また、加工業者を誘致するための税制面における優遇処置が必要であるが、整
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備されていない。産業の誘致を促進するための処置が必要である。その際、申

請手続きが複雑かつ時間を要することが指摘されており、効率的なシステムの

構築が望まれる。 

524-8 したがって、農漁村部の経済活性化においては、地場の農水産加工業を中心と

するアグリビジネスの振興のために、投資を促進するためのインセンティブと

して制度的な優遇措置などが検討されるべきである。 

2) 関連情報制度に関する提言 

524-9 また、上記の投資を促進するための加工原料、資金、技術、市場、パートナー

等に係る情報ネットワークの構築など、地場農水産業振興の推進を促す関連情

報制度の整備も必要である。 

3) 農水産加工業振興のための農漁民組織育成・強化 

524-10 農漁村における農漁民事業組織としては、KUD が主なものである。KUD はもとも

と地域組合員自らの意志によって設立されたものである。従来政府の促進・支

援を受けて発展し、農民への営利組織体として十分とは言えないが、一定の機

能を果たしてきたものが多い。しかし、これまで政府等への依存体質が強く、

また、農産物の不作、価格の低迷により、多くの農民が貧困から脱しておらず、

概して、農民の自発的参加、自立安定経営等、営利組織体として順調に機能し

ているところが少ない。 

524-11 一方、1998 年に大統領令 18 号が発令され、１郡１KUD に制限されていた農漁村

部における協同組合設立の制限が解かれた。これにより、農村部で「新しい農

業協同組合」（Koptan）が盛んに設立されているが、新たな発展段階に入ったと

ころであり、依然多くの問題を抱えている。 

524-12 農業省並びに海洋水産省では、アグリビジネス並びにアクアビジネスの振興を

目指しており、農漁民及び養殖農家（養魚家）が自発的に作った組織であるク

ロンポック等を対象にマイクロ・クレジットやコミュニティーベースのマイク

ロ・プロジェクトを実施して支援を行っているが、農漁民の参加者意識の醸成

と主体性、責任感といった基本的な教育から、ビジネス・ユニットとしての機

能を持たせるまでにはなお多くの時間と労力が必要であると考えられる。この

状況を改善するためには、農漁民の組織化とその強化に対する支援が不可欠で

ある。 

4) 上記の実施に最低限必要な小規模施設等の整備 

524-13 なお、上記の地場農水産加工業育成のための協力に最低限必要な小規模施設等

の整備を考える。 
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(2) 貧困者の所得創出事業に対する支援：マイクロ・クレジット制度の振興及び農

漁民互助組織の育成・強化に対する提言・支援 

524-14 ほとんどの農漁民は零細であり、生産段階から販売までに必要な手段、資金が不足し

ている。小農の場合、優良種子及び肥料、農薬等の生産資材を適期に適量購入するこ

とは困難である。 

524-15 そのため、生産投入資材の購入等については仲買人、精米業者等からの支援を受け、

生産物を彼らの言い値で手放さざるを得ない場合が見られる。また零細漁民の場合、

生産手段である船、魚網、エンジンや漁獲物の品質維持のための氷や魚箱などを個人

で購入することは困難であり、特に市場から遠い僻地に居住する漁民は生産手段や食

糧、現金などの援助を仲買人や漁業会社から受け、彼らに必ずしも適正でない価格で

売り渡している。また、零細養魚家では、良質な餌料や種苗を購入することが困難で

あり、結果として生残率、成長率が悪くなり、良好な経営を困難にしている。 

524-16 政府はこれらの状況を改善するために、各種の低利マイクロ・クレジット・プログラ

ムを用意し、実施している。概してマイクロ・クレジットは、使用目的が限定され、

融資期間が短期であり、融資額も小額である。また、クレジットはグループ責任によ

る保証を求めるシステムであるが、協同組合やその他団体等の融資を受ける側におけ

る資金の管理体制、管理能力等に問題があり、また各組織構成員のクレジットに対す

る理解が十分ではなく、返済や使途が不明瞭になりがちである。 

524-17 この問題を解決するには、零細農漁民自身がマイクロ・クレジット・プログラムを活

用する能力を身につけることが必要である。そのため、マイクロ・クレジット制度に

は、NGO など第三者による支援に十分な期間をとり、自分達が自立して主体的に組織

を運営していくという理解を醸成するとともに、組織運営や財務管理などの実務訓練

を併せて実施することが重要である。 

 

5.2.5 農水産物市場改善・強化プログラム 

525-1 第 3 章で検討した結果、農産物の流通における改善策は以下の５点に集約される。 

1) 衛生的・効率的な市場管理 

2) 市場内取引の透明性及び公正な価格形成のための法体系・制度整備 

3) 農漁民の市場情報へのアクセスの確保 

4) 零細農民の共同集出荷体制の構築 

5) 各流通段階における収穫後損失の実態解明及びその改善 

525-2 そのうち、零細農民の共同集出荷体制の構築については、農民の組織化と一体的に取

り扱う内容であり、農業制度改善・生産支援プログラムの中で検討することとなる。

また各流通段階における収穫後損失の実態解明は庭先から市場までの広範囲にわた

る課題であり、中・長期的な視点で実態解明及びその対応を検討していくこととし、
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今回は(1)、(2)、(3)の課題と一体的に取り扱うことができる市場に焦点をあてたプ

ログラムとして検討する。 

525-3 したがって、本プログラムのコンポーネントは以下の２つに絞られる。 

1) 農水産物市場制度の改善に係る提言 

2) 農水産物流通基本情報制度の確立に係る提言 

(1) 農水産物市場制度の改善に係る提言 

525-4 農水産物の卸売市場は一般に老朽・手狭・非衛生であり、収穫後損失の相当部分が市

場段階で発生している。また、市場内取引業者が許認可制でないこと、取引データの

報告義務がないこと、相対取引であること、品質基準が整備されていないこと等、市

場内取引の透明性や公正な価格形成を阻害する要因が多い。卸売市場は、生産者（農

漁民）と消費者（農水産物利用者）をつなぐ中心に位置し、公正・迅速な取引を通じ

て生鮮食料品等の円滑かつ安定的な供給を図るものであるから、その改善は緊要であ

り、法体系・制度の整備をはじめとした改善策が検討される必要がある。市場を円滑

に機能させるためには、農漁民による共同集出荷等をベースにした集荷体制の改善も

重要な要件となる。 

(2) 農水産物流通基本情報制度の確立に係る提言 

525-5 流通は、生産者（農漁民）と消費者（農水産物利用者）の間にあって、両者の情報交

流という重要な役割を担っているが、その機能は十分に果たされていない。農民から

の市場情報へのアクセスは困難である。市場価格データは関係各省及び地方政府機関

職員によって収集され一般に開示もされているが、情報量・即時性・実用性・精度等

に難点があり、十分活用されていない。市場活性化のためには、生産状況・消費者ニ

ーズ等を含む、幅広い市場情報ネットワークを構築する必要がある。 

 

5.3 アクションプラン 

53-1 以上のとおり設定された、開発課題、協力プログラム、協力コンポーネントを踏まえ、

日本の支援の具体的なアクションプランが策定されている（アクショプラン編参照）。

また、これら協力の枠組みとアクションプラン対象個別案件との関係は、アクション

プラン編の協力プログラム目標体系図の通り整理されている。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付表 
 



Unit: Billion Rupiah
Industrial Origin 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002*) 2003**)

1. Agriculture, Livestock, Forestry and Fishery 63,830  15.4% 64,470  14.9% 63,610  16.9% 64,990  17.1% 66,210  16.6% 67,320  16.3% 68,670  16.1% 70,370  15.8%

a. Farm Food Crops 33,660  8.1% 32,680  7.5% 33,350  8.9% 34,020  9.0% 34,540  8.7% 34,260  8.3% 34,530  8.1% 35,070  7.9%
b. Non-food Crops 10,350  2.5% 10,500  2.4% 10,500  2.8% 10,700  2.8% 10,720  2.7% 11,330  2.8% 11,810  2.8% 12,420  2.8%
c. Livestock and Products 7,130  1.7% 7,480  1.7% 6,440  1.7% 6,840  1.8% 7,060  1.8% 7,310  1.8% 7,490  1.8% 7,750  1.7%
d. Forestry 6,440  1.6% 7,190  1.7% 6,580  1.7% 6,290  1.7% 6,390  1.6% 6,560  1.6% 6,680  1.6% 6,660  1.5%
e. Fishery 6,250  1.5% 6,610  1.5% 6,740  1.8% 7,150  1.9% 7,500  1.9% 7,860  1.9% 8,160  1.9% 8,480  1.9%

2. Mining and Quarrying 37,740  9.1% 38,540  8.9% 37,470  10.0% 36,870  9.7% 38,900  9.8% 39,400  9.6% 40,400  9.5% 40,590  9.1%
a. Crude Petroleum and Natural Gas 24,060  5.8% 23,920  5.5% 23,340  6.2% 22,140  5.8% 22,660  5.7% 21,540  5.2% 21,080  4.9% 20,360  4.6%
b. Non-Oil and Gas Mining 7,270  1.8% 7,650  1.8% 9,680  2.6% 10,360  2.7% 11,620  2.9% 13,030  3.2% 14,190  3.3% 14,580  3.3%
c. Quarrying 6,410  1.5% 6,970  1.6% 4,460  1.2% 4,370  1.2% 4,620  1.2% 4,840  1.2% 5,140  1.2% 5,650  1.3%

3. Manufacturing Industry 102,260  24.7% 107,630  24.8% 95,320  25.3% 99,060  26.1% 104,990  26.4% 108,270  26.3% 111,980  26.2% 115,900  26.1%
a. Oil and Gas Manufacturing 10,860  2.6% 10,650  2.5% 11,040  2.9% 11,800  3.1% 11,600  2.9% 11,200  2.7% 11,330  2.7% 11,400  2.6%
b. Non Oil-Gas Manufacturing 91,400  22.1% 96,980  22.4% 84,280  22.4% 87,260  23.0% 93,390  23.5% 97,080  23.6% 100,650  23.6% 104,500  23.5%

4. Electricity, Gas and Water Supply 4,880  1.2% 5,480  1.3% 5,650  1.5% 6,110  1.6% 6,570  1.7% 7,110  1.7% 7,540  1.8% 8,050  1.8%
a. Electricity 3,980  1.0% 4,460  1.0% 4,610  1.2% 5,010  1.3% 5,390  1.4% 5,820  1.4% 6,120  1.4% 6,530  1.5%
b. Gas 220  0.1% 270  0.1% 230  0.1% 230  0.1% 270  0.1% 300  0.1% 340  0.1% 370  0.1%
c. Water Supply 670  0.2% 750  0.2% 810  0.2% 870  0.2% 910  0.2% 1,000  0.2% 1,080  0.3% 1,150  0.3%

5. Construction 32,920  8.0% 35,350  8.2% 22,470  6.0% 22,040  5.8% 23,280  5.8% 24,310  5.9% 25,490  6.0% 27,200  6.1%
6. Trade, Hotel and Restaurant 69,480  16.8% 73,520  17.0% 60,130  16.0% 60,090  15.8% 63,500  16.0% 65,820  16.0% 68,330  16.0% 70,890  16.0%

a. Wholesale and Retail Trade 55,510  13.4% 58,840  13.6% 47,850  12.7% 47,570  12.5% 50,330  12.6% 52,000  12.6% 53,870  12.6% 55,770  12.5%
b. Hotel 2,650  0.6% 2,730  0.6% 2,490  0.7% 2,590  0.7% 2,670  0.7% 2,760  0.7% 2,800  0.7% 2,830  0.6%
c. Restaurant 11,310  2.7% 11,950  2.8% 9,800  2.6% 9,930  2.6% 10,500  2.6% 11,070  2.7% 11,670  2.7% 12,290  2.8%

7. Transport and Communication 29,700  7.2% 31,780  7.3% 26,980  7.2% 26,770  7.1% 29,070  7.3% 31,340  7.6% 33,860  7.9% 37,480  8.4%
a. Transport 24,440  5.9% 25,610  5.9% 20,500  5.4% 19,740  5.2% 21,180  5.3% 22,450  5.5% 23,570  5.5% 25,510  5.7%
b. Communication 5,260  1.3% 6,170  1.4% 6,470  1.7% 7,030  1.9% 7,900  2.0% 8,890  2.2% 10,290  2.4% 11,970  2.7%

8. Financial, Ownership and Business Services 36,380  8.8% 38,540  8.9% 28,280  7.5% 26,240  6.9% 27,450  6.9% 28,930  7.0% 30,590  7.2% 32,510  7.3%

a. Bank 15,410  3.7% 16,200  3.7% 10,060  2.7% 8,690  2.3% 9,170  2.3% 9,800  2.4% 10,420  2.4% 11,070  2.5%
b. Non Bank Financial Institutions 3,230  0.8% 3,500  0.8% 2,900  0.8% 2,950  0.8% 3,060  0.8% 3,210  0.8% 3,350  0.8% 3,490  0.8%
c. Services Allied to Financial 250  0.1% 260  0.1% 220  0.1% 230  0.1% 240  0.1% 240  0.1% 250  0.1% 260  0.1%
d. Building Rental 11,270  2.7% 11,830  2.7% 9,480  2.5% 8,910  2.3% 9,210  2.3% 9,630  2.3% 10,160  2.4% 10,870  2.4%
e. Business Services 6,230  1.5% 6,760  1.6% 5,630  1.5% 5,480  1.4% 5,770  1.4% 6,050  1.5% 6,400  1.5% 6,820  1.5%

9. Services 36,610  8.8% 37,930  8.8% 36,480  9.7% 37,180  9.8% 38,050  9.6% 39,250  9.5% 40,080  9.4% 41,460  9.3%
a. General Government 23,340  5.6% 23,620  5.5% 21,890  5.8% 22,250  5.9% 22,560  5.7% 22,800  5.5% 22,890  5.4% 23,100  5.2%
b. Private 13,270  3.2% 14,320  3.3% 14,590  3.9% 14,930  3.9% 15,500  3.9% 16,450  4.0% 17,190  4.0% 18,360  4.1%

Gross Domestic Product 413,800  100.0% 433,250  100.0% 376,370  100.0% 379,350  100.0% 398,020  100.0% 411,750  100.0% 426,940  100.0% 444,450  100.0%
Gross Domestic Product Non-Oil Gas 378,870  91.6% 398,680  92.0% 341,990  90.9% 345,420  91.1% 363,760  91.4% 379,020  92.1% 394,530  92.4% 412,700  92.9%
*)Preliminary Figures   **)Very Preliminary Figures
Source: Table 11.1.2 Statistical Yearbook 1999-2003, Central Bureau of Statistics of Indonesia 

表 2.1.1 セクター別国内総生産（GDP）と構成比　1996～2003年 （1/2、1993年市場価格実質値）
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Unit: Billion Rupiah
Industrial Origin 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002*)

1. Agriculture, Livestock, Forestry and Fishery 88,790  16.7% 101,010  16.1% 172,830  18.1% 215,690  19.6% 217,900  17.2% 244,720  16.7% 275,270  17.1% 296,240  16.6%

a. Farm Food Crops 47,630  8.9% 52,180  8.3% 91,350  9.6% 116,230  10.6% 112,670  8.9% 126,070  8.6% 141,410  8.8% 146,350  8.2%
b. Non-food Crops 14,430  2.7% 16,450  2.6% 33,290  3.5% 35,970  3.3% 33,740  2.7% 37,370  2.5% 42,010  2.6% 47,050  2.6%
c. Livestock and Products 9,520  1.8% 11,690  1.9% 15,740  1.6% 23,760  2.2% 27,030  2.1% 30,470  2.1% 35,120  2.2% 39,040  2.2%
d. Forestry 8,170  1.5% 9,810  1.6% 11,700  1.2% 13,800  1.3% 14,950  1.2% 15,600  1.1% 16,950  1.1% 19,000  1.1%
e. Fishery 9,040  1.7% 10,880  1.7% 20,750  2.2% 25,930  2.4% 29,510  2.3% 35,220  2.4% 39,780  2.5% 44,790  2.5%

2. Mining and Quarrying 46,090  8.7% 55,560  8.9% 120,330  12.6% 109,930  10.0% 175,260  13.9% 193,540  13.2% 178,200  11.1% 191,180  10.7%
a. Crude Petroleum and Natural Gas 28,120  5.3% 34,040  5.4% 74,880  7.8% 72,420  6.6% 129,220  10.2% 132,380  9.0% 116,750  7.2% 123,640  6.9%
b. Non-Oil and Gas Mining 9,100  1.7% 11,190  1.8% 35,460  3.7% 27,700  2.5% 34,500  2.7% 47,020  3.2% 44,620  2.8% 47,620  2.7%
c. Quarrying 8,870  1.7% 10,330  1.6% 9,980  1.0% 9,800  0.9% 11,550  0.9% 14,140  1.0% 16,830  1.0% 19,920  1.1%

3. Manufacturing Industry 136,430  25.6% 168,180  26.8% 238,900  25.0% 285,870  26.0% 314,920  24.9% 372,920  25.4% 409,670  25.4% 440,450  24.7%
a. Oil and Gas Manufacturing 14,190  2.7% 15,620  2.5% 33,170  3.5% 35,130  3.2% 54,280  4.3% 56,090  3.8% 60,000  3.7% 68,100  3.8%
b. Non Oil-Gas Manufacturing 122,230  23.0% 152,560  24.3% 205,720  21.5% 250,750  22.8% 260,640  20.6% 316,830  21.6% 349,670  21.7% 372,350  20.8%

4. Electricity, Gas and Water Supply 6,890  1.3% 7,830  1.2% 11,280  1.2% 13,430  1.2% 16,520  1.3% 22,170  1.5% 30,490  1.9% 39,670  2.2%
a. Electricity 5,660  1.1% 6,450  1.0% 9,330  1.0% 11,200  1.0% 13,800  1.1% 18,770  1.3% 26,320  1.6% 34,680  1.9%
b. Gas 230  0.0% 290  0.0% 310  0.0% 350  0.0% 460  0.0% 620  0.0% 830  0.1% 1,010  0.1%
c. Water Supply 1,000  0.2% 1,090  0.2% 1,650  0.2% 1,870  0.2% 2,260  0.2% 2,780  0.2% 3,340  0.2% 3,970  0.2%

5. Construction 42,020  7.9% 46,680  7.4% 61,760  6.5% 67,620  6.1% 76,570  6.1% 85,600  5.8% 93,970  5.8% 107,120  6.0%
6. Trade, Hotel and Restaurant 87,140  16.4% 99,580  15.9% 146,740  15.4% 175,840  16.0% 199,110  15.7% 235,740  16.1% 265,540  16.5% 291,590  16.3%

a. Wholesale and Retail Trade 69,380  13.0% 77,540  12.4% 116,690  12.2% 140,590  12.8% 159,380  12.6% 189,490  12.9% 212,510  13.2% 232,390  13.0%
b. Hotel 3,260  0.6% 3,890  0.6% 5,370  0.6% 5,920  0.5% 6,760  0.5% 7,690  0.5% 8,630  0.5% 8,940  0.5%
c. Restaurant 14,500  2.7% 18,150  2.9% 24,690  2.6% 29,320  2.7% 32,960  2.6% 38,560  2.6% 44,390  2.8% 50,250  2.8%

7. Transport and Communication 34,930  6.6% 38,530  6.1% 51,940  5.4% 55,190  5.0% 62,310  4.9% 74,250  5.1% 92,800  5.8% 111,730  6.3%
a. Transport 29,250  5.5% 31,500  5.0% 41,840  4.4% 42,740  3.9% 47,910  3.8% 57,910  3.9% 67,690  4.2% 81,040  4.5%
b. Communication 5,680  1.1% 7,030  1.1% 10,100  1.1% 12,450  1.1% 14,390  1.1% 16,330  1.1% 25,110  1.6% 30,690  1.7%

8. Financial, Ownership and Business Services 43,980  8.3% 54,360  8.7% 69,890  7.3% 71,220  6.5% 80,460  6.4% 94,820  6.5% 110,160  6.8% 123,000  6.9%
a. Bank 17,710  3.3% 20,300  3.2% 25,820  2.7% 24,430  2.2% 28,550  2.3% 34,060  2.3% 40,030  2.5% 43,680  2.4%
b. Non Bank Financial Institutions 3,820  0.7% 4,530  0.7% 5,400  0.6% 6,140  0.6% 7,140  0.6% 8,550  0.6% 9,530  0.6% 10,410  0.6%
c. Services Allied to Financial 330  0.1% 370  0.1% 480  0.1% 520  0.0% 620  0.0% 730  0.0% 780  0.0% 830  0.0%
d. Building Rental 13,650  2.6% 17,720  2.8% 23,140  2.4% 24,400  2.2% 26,940  2.1% 31,530  2.1% 37,280  2.3% 43,400  2.4%
e. Business Services 8,480  1.6% 11,440  1.8% 15,040  1.6% 15,730  1.4% 17,200  1.4% 19,940  1.4% 22,550  1.4% 24,680  1.4%

9. Services 46,300  8.7% 55,960  8.9% 82,090  8.6% 104,960  9.5% 121,870  9.6% 143,900  9.8% 154,480  9.6% 185,720  10.4%
a. General Government 29,750  5.6% 32,130  5.1% 40,640  4.3% 56,750  5.2% 69,460  5.5% 81,850  5.6% 83,290  5.2% 101,610  5.7%
b. Private 16,550  3.1% 23,830  3.8% 41,450  4.3% 48,210  4.4% 52,410  4.1% 62,050  4.2% 71,190  4.4% 84,120  4.7%

Gross Domestic Product 532,570  100.0% 627,700  100.0% 955,750  100.0% 1,099,730  100.0% 1,264,920  100.0% 1,467,650  100.0% 1,610,570  100.0% 1,786,690  100.0%
Gross Domestic Product Non-Oil Gas 490,260  92.1% 578,040  92.1% 847,700  88.7% 992,180  90.2% 1,081,420  85.5% 1,279,190  87.2% 1,433,820  89.0% 1,594,940  89.3%
*)Preliminary Figures   **)Very Preliminary Figures
Source: Table 11.1.1 Statistical Yearbook 1999-2003, Central Bureau of Statistics of Indonesia 

2003**)

表 2.1.1 セクター別国内総生産（GDP)と構成比　1996～2003（2/2、名目値)
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（Unit：US$ Million, %）

Value Growth Value Growth Value Growth Value Growth Value Growth Value Growth Value Growth

I.  Oil and Gas

     Crude Oil 5,480  -4.1  3,349  -38.9  4,517  34.9  6,090  34.8  5,715  -6.2  5,228  -8.5  5,621  7.5  

     Oil Products 1,303  -14.1  708  -45.6  918  29.6  1,652  79.9  1,189  -28.0  1,308  9.9  1,554  18.8  

     Gas 4,840  7.7  3,816  -21.2  4,357  14.2  6,625  52.1  5,732  -13.5  5,578  -2.7  6,477  16.1  

    Total 11,623  -0.8  7,872  -32.3  9,792  24.4  14,367  46.7  12,636  -12.0  12,113  -4.1  13,651  12.7  

II. Agricultural Products

     Coffee 504  -14.5  579  15.0  458  -20.8  312  -32.0  183  -41.4  219  19.8  251  14.7  

     Shrimp 1,008  -0.7  1,007  -0.1  888  -11.9  1,003  13.0  940  -6.3  840  -10.6  853  1.5  

     Spices 230  46.0  278  20.6  273  -1.5  314  15.0  174  -44.5  186  6.8  186  -0.1  

     Tea 84  -22.8  108  28.4  92  -15.1  108  17.5  95  -12.4  98  3.5  92  -6.3  

     Fish and Other Related 424  -1.3  390  -8.1  441  13.1  364  -17.4  359  -1.4  378  5.1  424  12.3  

    Cocoa 295  12.2  383  29.7  297  -22.5  236  -20.6  277  17.4  521  88.5  411  -21.3  

    Tobacco 91  - *) 133  46.1  79  -40.4  64  -19.6  81  27.0  67  -17.7  45  -33.1  

    Others 636  - *) 776  22.0  373  -51.9  308  -17.5  330  7.2  260  -21.4  265  2.2  

    Total 3,272  12.3  3,653  11.7  2,901  -20.6  2,709  -6.6  2,439  -10.0  2,568  5.3  2,526  -1.7  

Ⅲ.Industrial Goods

    Plywood 3,411  -5.1  2,078  -39.1  2,256  8.6  1,989  -11.9  1,838  -7.6  1,748  -4.9  1,663  -4.9  

    Garments 2,876  -19.6  2,588  -10.0  3,818  47.5  4,703  23.2  4,477  -4.8  3,887  -13.2  4,038  3.9  

    Processed Rubber 1,929  -13.4  1,548  -19.8  1,236  -20.1  1,320  6.8  1,208  -8.5  1,561  29.2  2,090  33.9  

    Furniture & Parts 755  -20.3  354  -53.1  1,231  247.8  1,509  22.6  1,414  -6.2  1,502  6.2  1,558  3.8  

    Tulle and Lace 1,229  -22.2  1,256  2.2  1,477  17.6  1,720  16.4  1,528  -11.2  1,285  -15.9  1,311  2.0  

    Based Metal Goods 1,652  -0.8  1,704  3.2  1,899  11.4  2,367  24.7  2,043  -13.7  1,903  -6.9  2,493  31.1  

    Electrical Appliance 1,371  -2.9  1,491  8.8  1,692  13.5  3,162  86.9  2,605  -17.6  2,700  3.6  3,121  15.6  

    Audio Visual 1,888  - *) 1,559  -17.4  1,458  -6.5  3,258  123.5  3,259  0.0  3,291  1.0  2,899  -11.9  

    Fertilizer 312  595.9  169  -45.9  187  10.7  212  13.2  130  -38.4  135  3.4  188  39.6  

    Palm Oil 1,446  -62.2  745  -48.5  1,114  49.5  2,087  87.3  1,081  -48.2  2,092  93.6  2,455  17.3  

    Footwear 1,531  -34.1  1,206  -21.2  1,602  32.8  1,672  4.4  1,506  -10.0  1,148  -23.7  1,182  3.0  

    Processed Food 834  59.1  756  -9.4  958  26.8  955  -0.3  1,043  9.1  1,184  13.6  1,242  4.9  

    Others 15,613  - *) 19,140  22.6  14,404  -24.7  17,050  18.4  15,541  -8.8  16,293  4.8  16,641  2.1  

    Total 34,846  8.5  34,593  -0.7  33,332  -3.6  42,003  26.0  37,671  -10.3  38,730  2.8  40,880  5.6  

Ⅳ.Mining Products

    Copper Ore 1,497  -14.3  1,307  -12.7  1,231  -5.9  1,621  31.7  1,704  5.1  1,756  3.0  1,855  5.7  

    Coal 1,485  32.5  1,346  -9.3  1,304  -3.2  1,277  -2.1  1,618  26.7  1,762  9.0  1,980  12.4  

    Nickel Ore 38  -10.7  27  -28.5  19  -31.0  42  123.3  56  31.5  51  -8.5  60  17.1  

    Natural Sands 63  - *) 20  -68.3  23  14.9  31  34.2  61  95.5  27  -55.4  10  -63.3  

    Bauxite 9  0.0  9  -4.3  10  8.9  13  28.6  13  -0.8  21  66.4  19  -9.1  

    Others 77  - *) 14  -81.7  48  243.3  58  18.8  119  107.1  127  6.8  72.4 -43.1  

    Total 3,171  6.1  2,724  -14.1  2,635  -3.3  3,041  15.4  3,570  17.4  3,744  4.9  3,996  6.7  

V. Other Sectors 533  40,877  4  -99.2  5  11.4  5  -8.2  5  20.0  5  -16.7  5  15.6  

Total Value 53,444  7.4  48,848  -8.6  48,666  -0.4  62,124  27.7  56,321  -9.3  57,159  1.5  61,058  6.8  

*): Classification of the commodities in 1996 is different so the growth rate can not be calculated

2002

Source: Indonesia Foreign Trade Statistic/Export Volume I, Central Bureau of Statistics of Indonesia, 1997 - 2003

Industrial Origin
1997 1998 1999 2000 2001

表 2.1.2 品目別輸出動向 1997～2003年

2003
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表 2.2.1 国家予算の国会承認額及び実行額（2002、2003及び2004年度）

Approved
Budget Realization

A. Total Revenue and Grants 301,874 87.8% 300,127 91.8% 336,156 90.7% 341,095 91.0% 349,934 93.5%
I. Domestic revenue 301,874 87.8% 299,831 91.7% 336,156 90.7% 340,658 90.9% 349,300 93.3%

1. Tax revenue 219,628 63.8% 210,970 64.5% 254,140 68.6% 241,627 64.5% 272,175 72.7%
a. Domestic taxes 207,029 60.2% 200,340 61.3% 241,742 65.2% 230,550 61.5% 260,224 69.5%

i. Income tax 104,497 30.4% 101,717 31.1% 120,925 32.6% 114,832 30.6% 133,968 35.8%
1. Oil and gas 15,682 4.6% 17,215 5.3% 14,776 4.0% 18,781 5.0% 13,133 3.5%
2. Non-oil 88,815 25.8% 84,502 25.8% 106,149 28.6% 96,051 25.6% 120,835 32.3%

ii. Value added tax 70,100 20.4% 65,853 20.1% 80,790 21.8% 76,761 20.5% 86,273 23.0%
iii. Land and building tax 5,924 1.7% 6,347 1.9% 7,524 2.0% 8,763 2.3% 8,031 2.1%
iv. Duties on land & building transfe 2,205 0.6% 1,614 0.5% 2,402 0.6% 2,143 0.6% 2,668 0.7%
v. Excise 22,353 6.5% 23,341 7.1% 27,946 7.5% 26,396 7.0% 27,671 7.4%
vi. Other 1,950 0.6% 1,468 0.4% 2,157 0.6% 1,654 0.4% 1,614 0.4%

b. International trade taxes 12,599 3.7% 10,630 3.2% 12,398 3.3% 11,077 3.0% 11,951 3.2%
i. Import duties 12,249 3.6% 10,399 3.2% 11,960 3.2% 10,847 2.9% 11,636 3.1%
ii. Export duties 350 0.1% 231 0.1% 438 0.1% 230 0.1% 315 0.1%

2. Non tax revenue 82,247 23.9% 88,861 27.2% 82,015 22.1% 99,031 26.4% 77,124 20.6%
a. Natural resources 63,195 18.4% 64,958 19.9% 59,396 16.0% 67,066 17.9% 47,241 12.6%

i. Oil 44,013 12.8% 48,802 14.9% 39,911 10.8% - - - -
ii. Gas 14,524 4.2% 10,949 3.3% 16,285 4.4% - - - -
iii. Mining 1,340 0.4% 1,850 0.6% 1,483 0.4% - - - -
iv. Forestry 3,026 0.9% 3,155 1.0% 1,268 0.3% - - - -
v. Fishery 292 0.1% 203 0.1% 450 0.1% - - - -
vi. Other -  -  -  -  -  -  - - - -  

b. Profit transfer from SOE's 10,351 3.0% 10,301 3.1% 10,414 2.8% 12,614 3.4% 11,454 3.1%
c. Other 8,700 2.5% 13,602 4.2% 12,206 3.3% 19,351 5.2% 18,430 4.9%

II. Grants -  - 296 0.1% -  - 437 0.1% 634 0.2%
B. Total expenditure 344,009 100% 327,082 100% 370,592 100% 374,764 100% 374,351 100%

I. Central Government Expenditure 246,040 71.5% 228,636 69.9% 253,714 68.5% 254,081 67.8% 255,309 68.2%
1. Current expenditure 193,741 56.3% 188,455 57.6% 188,584 50.9% 189,082 50.4% 184,438 49.3%

a. Personnel 41,298 12.0% 39,474 12.1% 50,241 13.6% 47,228 12.6% 56,738 15.2%
b. Good and services 12,863 3.7% 11,582 3.5% 15,427 4.2% 13,851 3.7% 17,280 4.6%
c. Interest payment 88,500 25.7% 90,088 27.5% 81,975 22.1% 69,235 18.5% 65,651 17.5%

i. Domestic interest 59,527 17.3% 64,421 19.7% 55,180 14.9% - - 41,276 11.0%
ii. External interest 28,975 8.4% 25,666 7.8% 26,795 7.2% - - 24,375 6.5%

d. Subsidies 41,586 12.1% 40,006 12.2% 25,465 6.9% 43,885 11.7% 26,362 7.0%
i. Oil subsidies 30,377 8.8% 31,162 9.5% 13,210 3.6% - - - -
ii. Non oil subsidies 11,209 3.3% 8,845 2.7% 12,255 3.3% - - - -

e. Other current expenditure 9,494 2.8% 7,304 2.2% 15,476 4.2% 14,824 4.0% 18,407 4.9%
2. Development expenditure 52,299 15.2% 40,181 12.3% 65,130 17.6% 64,999 17.3% 70,871 18.9%

a. Rupiah financing 26,469 7.7% 27,639 8.5% 46,230 12.5% 48,845 13.0% 50,500 13.5%
b. Project aid 25,830 7.5% 12,542 3.8% 18,900 5.1% 16,154 4.3% 20,371 5.4%

II. Balance Budget 94,532 27.5% 94,688 28.9% 107,491 29.0% 111,418 29.7% 112,187 30.0%
1. Revenue sharing 24,600 7.2% 24,918 7.6% 27,896 7.5% 31,757 8.5% 26,928 7.2%
2. General allocation fund 69,114 20.1% 69,135 21.1% 76,978 20.8% 76,938 20.5% 82,131 21.9%
3. Specific allocation fund 817 0.2% 636 0.2% 2,617 0.7% 2,723 0.7% 3,128 0.8%

III Special Outonomy 3,437 1.0% 3,759 1.1% 9,387 2.5% 9,256 2.5% 6,855 1.8%
C. Primary Balance {A-(B-BI.1.c)} 46,366 13.5% 63,133 19.3% 47,539 12.8% 35,566 9.5% 41,234 11.0%
D. Overall Balance (A - B) -42,134 12.2% -26,955 8.2% -34,436 9.3% -33,669 9.0% -24,418 6.5%
E. Financing 42,135 12.2% 26,956 8.2% 34,436 9.3% 33,669 9.0% 24,418 6.5%

I. Domestic financing 23,501 6.8% 19,659 6.0% 22,450 6.1% 32,115 8.6% 40,556 10.8%
1. Domestic bank financing - -  -5,585 -1.7% 8,500 2.3% - - 19,199 5.1%
2. Non domestic bank financing 23,501 6.8% 25,244 7.7% 13,950 3.8% - - 21,358 5.7%

a. Privatization proceeds 3,952 1.1% 7,635 2.3% 8,000 2.2% - - 5,000 1.3%
b. Assests recovery 19,549 5.7% 19,549 6.0% 18,000 4.9% - - 5,000 1.3%
c. Government Bonds - 0.0% -1,939 -0.6% -12,050 -3.3% - - 11,358 3.0%

i. Government bonds issues - -  1,991 0.6% 7,700 2.1% - - - -
ii. Amortization on domestic bond - -  -3,931 -1.2% -6,166 -1.7% - - - -
iii. Government bonds buy back - -  - -  -13,584 -3.7% - - - -

d. Government Bonds - -  - -  -  - - - -  
II. Foreign financing 18,634 5.4% 7,297 2.2% 11,986 3.2% 1,554 0.4% -16,139 -4.3%

1. Withdrawing 35,359 10.3% 19,288 5.9% 29,250 7.9% 17,652 4.7% - -
a. Program aid 9,529 2.8% 7,042 2.2% 10,350 2.8% 1,792 0.5% - -
b. Project aid 25,830 7.5% 12,246 3.7% 18,900 5.1% 15,860 4.2% - -

2. Amortization -16,726 -4.9% -11,991 -3.7% -17,264 -4.7% -16,098 -4.3% - -
Data source: Ministry of Finance

(billion rupiah)
2002 2004

Approved
Budget

Approved
Budget Realization

2003
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表  2.2.2    2000～2004年度予算における開発予算のセクター別内訳

(Rp. Million)
2000 (PAN) 2001 (PAN) 2002 (PAN) 2003 (APBN-P) 2004 (APBN)

  01 INDUSTRY 131,305.9 725,234.1 299,474.6 493,032.7 1,063,115.0

  02 AGRICULTURE, FORESTRY, MARINE AND FISHERY 1,948,666.1 2,157,309.4 2,475,808.2 4,895,759.0 4,918,740.0
1 Sub-Sector Agriculture 1,896,386.1 1,435,712.4 1,659,372.3 3,265,339.4 3,304,833.0
2 Sub-Sector Forestry 52,280.0 91,161.9 64,983.7 177,376.1 107,728.0
3 Sub-Sector Marine and Fishery 0.0 630,435.1 751,452.2 1,453,043.5 1,506,179.0

  03 WATER RESOURCES 2,139,123.5 3,693,324.4 2,768,860.3 4,221,558.3 4,798,045.7
1 Sub-Sector Water Resources Development and Management 1,401,290.6 2,062,406.2 1,262,290.5 1,997,035.1 2,584,964.9
2 Sub-Sector Water Sources Development and Management 737,832.9 1,630,918.2 1,506,569.8 2,224,523.2 2,213,080.8

  04 MAN POWER 145,866.2 119,208.8 179,882.7 398,500.0 300,128.0

  05 TRADE, DEVELOPMENT OF NATIONAL BUSINESS, FINANCE AND
COOPERATIVE

1,288,063.3 4,882,282.0 1,057,830.9 1,859,799.4 1,548,407.0

1 Sub-Sector Domestic Trade 144,362.7 41,445.4 67,204.9 102,600.0 117,000.0
2 Sub-Sector Foreign Trading 36,109.1 106,194.2 114,891.4 303,950.0 293,785.0
3 Sub-Sector National Business Development 67,259.5 74,436.4 44,703.5 136,000.0 135,000.0
4 Sub-Sector Finance 813,502.2 4,446,048.8 139,451.8 136,749.4 74,122.0
5 Sub-Sector Cooperative and Micro, Small and Mid Business Enterprises 226,829.8 214,157.2 691,579.3 1,180,500.0 928,500.0

  06 TRANSPORTATION, METEOROLOGY AND GEOPHYSICS 3,496,660.9 6,002,937.7 4,736,330.2 9,767,285.8 9,922,676.5
1 Sub-Sector Road Infrastructure 2,826,246.9 3,126,777.5 2,150,885.8 4,998,834.4 5,115,244.5
2 Sub-Sector Land Transportation 428,038.0 860,812.6 818,788.0 1,783,948.8 1,829,998.0
3 Sub-Sector Sea Transportation 75,135.3 832,659.9 706,471.2 1,658,594.0 1,272,434.0
4 Sub-Sector Air Transportation 161,508.5 1,164,986.9 1,018,441.9 1,186,937.5 1,520,000.0
5 Sub-Sector Meteorology, Geography, Search and Rescue 5,732.2 17,700.8 41,743.3 138,971.1 185,000.0

  07 MINING AND ENERGY 1,273,898.6 2,462,528.4 1,561,258.7 2,794,306.3 2,852,243.0
1 Sub-Sector Mining 36,345.7 33,631.7 38,461.1 463,180.3 287,967.0
2 Sub-Sector Energy 1,237,552.9 2,428,896.7 1,522,797.6 2,331,126.0 2,564,276.0

  08 TOURISM, POS, TELECOMMUNICATION AND INFORMATION 398,465.5 628,939.5 167,786.6 317,039.0 381,816.0
1 Sub-Sector Tourism 23,996.8 68,673.9 57,813.0 255,464.0 195,716.0
2 Sub-Sector Post, Telecommunication and Information 374,468.7 560,265.6 109,973.6 61,575.0 186,100.0

  09 REGIONAL DEVELOPMENT 18,992,454.2 2,447,439.0 3,688,953.5 1,239,672.0 3,227,800.0
1 Sub-Sector Regional Autonomy 18,641,918.5 2,001,788.7 2,260,293.4 148,129.6 190,520.0
2 Sub-Sector Regional Development and Community Empowerment 350,535.7 445,650.3 1,428,660.1 1,091,542.4 3,037,280.0

10
NATURAL RESOURCES, LIVING ENVIRONMENT AND SPATIAL
MANAGEMENT 586,060.8 576,587.3 332,660.7 508,091.1 777,833.0

1 Sub-Sector Natural Resources and Living Environment 460,290.5 384,253.3 218,723.8 379,455.7 534,991.0
2 Sub-Sector Spatial Management Land Affairs 125,770.3 192,334.0 113,936.9 128,635.4 242,842.0

  11 EDUCTION, NATIONAL CULTURE, YOUTH AND SPORTS 4,593,986.2 8,480,090.4 9,239,250.7 16,055,192.5 15,338,713.0
1 Sub-Sector Education 4,278,773.7 8,108,225.4 8,810,777.2 14,990,672.2 14,301,748.0
2 Sub-Sector Extra Curricular Education 243,173.4 295,472.1 301,230.2 662,758.3 695,659.0
3 Sub-Sector National Culture 40,334.8 37,949.6 42,884.4 150,762.0 135,306.0
4 Sub-Sector Youth and Sports 31,704.3 38,443.3 84,358.9 251,000.0 206,000.0

  12 POPULATION AND FAMILY 264,422.5 368,406.9 270,239.5 630,407.0 517,147.0

  13 SOCIAL WELFARE, HEALTH, AND WOMEN EMPOWERMENT 2,442,062.0 3,222,787.6 3,595,845.7 7,041,060.5 7,290,288.0
1 Sub-Sector Social Welfare 228,625.7 912,358.5 1,122,134.9 1,786,629.3 1,768,900.0
2 Sub-Sector Health 1,862,048.7 2,294,211.4 2,443,434.7 5,186,081.2 5,441,970.0
3 Sub-Sector Women Empowerment 351,387.6 16,217.7 30,276.1 68,350.0 79,418.0

  14 HOUSING AND SETTLEMENTS 3,032,973.6 1,501,877.6 928,389.2 1,613,867.7 1,631,289.8
1 Sub-Sector Housing 3,025,255.6 1,485,464.7 332,480.2 570,115.7 699,900.0
2 Sub-Sector Settlements 7,718.0 16,412.9 595,909.0 1,043,752.0 931,389.8

  15 RELIGION 70,385.1 134,539.7 68,295.9 138,500.0 166,000.0
1 Sub-Sector Religion Live Service 48,670.9 22,686.8 29,646.0 80,445.0 97,000.0
2 Sub-Sector Religion Education Development 21,714.2 111,852.9 38,649.9 58,055.0 69,000.0

  16 SCIENCE AND TECHNOLOGY 411,219.9 660,722.0 577,192.4 1,208,720.3 983,190.0
1 Sub-Sector Technical Production and Technology 115,530.7 249,983.0 157,793.8 252,150.6 194,351.0
2 Sub-Sector Science and Technology Service and Application 28,312.2 59,170.6 199,011.2 379,463.7 357,564.0
3 Sub-Sector Science and Technology Infrastructure and Facilities Institution 57,497.0 108,901.7 115355.6 266758.2 212425
4 Sub-Sector Marine 31,405.5 66,228.5 105,031.8 310,347.8 218,850.0
5 Sub-Sector aerospace affairs 24,785.6 78,754.1 0.0 0.0 0.0
6 Sub-Sector Statistics 153,688.9 97,684.1 0.0 0.0 0.0

  17 LEGAL 123,283.5 294,441.5 435,384.7 1,044,729.7 1,092,680.0
1 Sub-Sector National Law Development 12,755.3 20,400.7 21,435.0 46,500.0 46,700.0
2 Sub-Sector Law Apparatus Development 31,273.7 83,364.2 413,949.7 998,229.7 1,045,980.0
3 Sub-Sector Infrastructure 79,254.50 190,676.6 0.0 0.0 0.0

  18 STATE APPARATUS AND SUPERVISION 491,487.8 1,078,614.4 1,075,894.1 3,293,348.8 3,028,068.0
1 Sub-Sector State Apparatus 441,040.1 952,060.7 1,045,418.8 3,230,548.8 2,939,968.0
2 Sub-Sector System Efficiency and Control Implementation 50,447.7 126,553.7 30,475.3 62,800.0 88,100.0

  19
HOME POLITICS, FOREIGN RELATION, INFORMATION AND
COMMUNICATION 38,648.3 219,330.4 91,350.0 476,281.6 311,200.0

1 Sub-Sector Home Politics 1,720.6 15,538.4 17,423.5 46,500.0 37,000.0
2 Sub-Sector Foreign Relation 9,837.2 15,529.0 14,087.9 224,060.0 42,000.0
3 Sub-Sector Information and Communication 27,090.5 188,263.0 59,838.6 205,721.6 232,200.0

  20 DEFENCE AND SECURITY 1,010,301.2 1,928,398.9 3,773,981.5 8,653,397.1 10,721,820.0
1 Sub-Sector Defence 625,530.6 715,200.0 2,531,382.1 6,223,913.2 7,702,290.0
2 Sub-Sector Security 197,068.9 732,016.5 1,242,599.4 2,429,483.9 3,019,530.0
3 Sub-Sector Police *) 106,676.9 255,628.9 0.0 0.0 0.0
4 Sub-Sector Other Supporting Agency*) 81,024.8 225,553.5 0.0 0.0 0.0

  Total 42,879,335.1 41,585,000.0 37,324,670.1 66,650,548.8 70,871,200.0
Source: Ministry of Finance
*) since 2002 Sector Defence and Security only divided into Sub-Sector defence and Security

Items
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表 2.2.3 政府・民間における対外債務及び国内債務の推移（1994～2004年）

Bank Indonesia
Rate of Rp for $

(Rp in Billion) ($ in Million) ($ in Million) ($ in Million) (Rp in Billion) ($ in Million) (Rp in Billion) ($ in Million) 
(a) (b) (c.) (e) (g) (h) (i) (j) (k)

Year 1994 Month 3 2,144                  167,953         78,336           - - - - na na 129,107         60,218           
6 2,160                  175,037         81,036           - - - - na na 134,724         62,372           
9 2,181                  185,704         85,146           - - - - na na 140,443         64,394           

12 2,200                  200,459         91,118           - - - - 83,347           37,885         140,114         63,688           
1995 3 2,219                  207,593         93,553           - - - - na na 149,956         67,578           

6 2,246                  221,449         98,597           - - - - na na 157,402         70,081           
9 2,276                  235,507         103,474         - - - - na na 150,601         66,169           

12 2,308                  247,480         107,227         - - - - 111,347         48,244         148,658         64,410           
1996 3 2,336                  252,689         108,172         - - - - 111,862         47,886         148,371         63,515           

6 2,342                  265,409         113,326         - - - - na na 144,298         61,613           
9 2,340                  279,441         119,419         - - - - na na 142,864         61,053           

12 2,383                  299,261         125,582         - - - - 130,750         54,868         140,704         59,045           
1997 3 2,419                  311,108         128,610         - - - - 146,369         60,508         136,156         56,286           

6 2,450                  333,173         135,989         - - - - 159,152         64,960         141,926         57,929           
9 3,275                  378,999         115,725         - - - - 213,658         65,239         184,766         56,417           

12 4,650                  386,777         83,178           - - - - 334,577         71,952         269,049         57,860           
1998 3 8,325                  489,245         58,768           na na - - 696,211         83,629         482,867         58,002           

6 14,900                668,694         44,879           na na - - 1,269,420      85,196         881,693         59,174           
9 10,700                565,138         52,817           na na 80,000     7,477            889,352         83,117         668,911         62,515           

12 8,025                  512,662         63,883           na na 100,000   12,461          674,164         84,008         573,579         71,474           
1999 3 8,685                  368,507         42,430           na na 164,500   18,941          707,871         81,505         629,888         72,526           

6 6,726                  259,713         38,613           na na 322,100   47,889          499,453         74,257         501,343         74,538           
9 8,386                  270,981         32,313           234,456    27,958          322,100   38,409          596,194         71,094         661,060         78,829           

12 7,100                  226,492         31,900           235,787    33,209          510,070   71,841          512,869         72,235         573,140         80,724           
2000 3 7,590                  230,956         30,429           217,575    1) 31,082          510,070   67,203          523,642         68,991         606,987         79,972           

6 8,735                  242,643         27,778           256,195    2) 36,599          610,190   69,856          591,167         67,678         711,754         81,483           
9 8,780                  243,129         27,691           268,266    3) 38,324          640,397   72,938          574,177         65,396         706,079         80,419           

12 9,595                  272,956         28,448           286,278    4) 40,897          660,070   68,793          574,177         66,777         767,331         79,972           
2001 3 10,400                287,892         27,682           310,697    5) 44,385          na na 692,047         66,543         804,190         77,326           

6 11,440                307,963         26,920           310,267    6) 44,324          656,670   1) 57,401          759,067         66,352         863,743         75,502           
9 9,675                  305,610         31,588           310,918    7) 44,417          670,060   2) 69,257          605,587         62,593         748,032         77,316           

12 10,400                303,056         29,140           310,701    8) 44,386          671,900   3) 64,606          641,638         61,696         787,488         75,720           
2002 3 9,655                  299,044         30,973           319,652    9) 45,665          700,560   4) 72,559          578,122         59,878         733,326         75,953           

6 8,730                  304,894         34,925           353,012    10) 40,891          650,390   5) 74,501          506,157         57,979         684,502         78,408           
9 9,015                  333,385         36,981           367,776    11) 40,796          645,690   6) 71,624          521,292         57,825         697,905         77,416           

12 8,940                  358,174         40,064           367,752    12) 40,861          650,430   7) 72,755          506,737         56,682         700,968         78,408           
2003 3 8,908                  369,615         41,492           321,700    13) 36,244          640,140   8) 71,861          489,521         54,953         688,277         77,265           

6 8,285                  384,874         46,454           328,120    14) 36,967          624,000   9) 75,317          452,187         54,579         671,582         81,060           
9 8,389                  407,837         48,616           310,410    15) 34,972          618,900   10) 73,775          455,053         54,244         693,527         82,671           

12 8,465                  434,253         51,300           347,520    16) 39,153          623,940   11) 73,708          457,085         53,997         733,560         86,658           
2004 3 8,587                  443,126         51,604           - - na na 468,565         54,567         749,911         87,331           

6 9,415                  480,985         51,087           - - na na na na na na

Period For IBRA
(Rp in Billion)

Public

Domestic Debts External Debts

Private Public

(d)
(Rp in Billion)

(f)

Private
For Banks

Source : Bank Indonesia, Indonesian Financial Statistics, www.bi.go.id
               CEIC Indonesia (http://www.ceicdata.com/)
               Badan Penyehatan Perbankan Nasional (BPPN)/ Indonesian Banking Restructuring Agency, Monthly Report 2000-2003
               Departemen Keuangan (Ministry of Finance), Direktorat Pengelola Surat Utang Negara, Monthly Report June 2001- January 2004
Note :
(a)       Midle exchange rate, Bank Indonesia.  The US$ amount of each chatagory is converted based on midle exchane rate, except mentioned other.
(b)      Commercial bank balance sheet, CEIC Data Base
(d)      Badan Penyehatan Perbankan Nasional (BPPN) Monthly Report, www.bppn.go.id.  1999 data is refer to Indonesia material data book issued by Institute of
          Developing Economies (IDE-JETRO).
    1)  - The amount is based on the data ended March 15th and  not included credit card (Monthly Report April 2000, pg 4)
          - From the total of 75 banks recaped, there were just 74 banks included by law (except Bank Bali)
          - BPPN converted by use of Rp 7000/US$
    2)  - The amount is based on the data ended June 30th and  not included credit card (Monthly Report July 2000, pg 4)
         - BPPN converted by use of Rp 7000/US$
    3)  - The amount is based on the data ended September 30th and  not included credit card (Monthly Report October 2000, pg 5)
         - BPPN converted by use of Rp 7000/US$
    4)  - As of December 12th,  BPPN converted by use of Rp 7000/US$ (Monthly Report January 2001, pg 4)
    5)  - As of  March 30th, not include credit card, interest and interest expense, BPPN converted by use of Rp 7000/US$ (Monthly Report April 2001, pg 5)
    6)  - As of  June 31st, not include credit card,  BPPN converted by use of Rp 7000/US$ (Monthly Report July 2001, pg 5)
    7)  - As of  September 21st, not include credit card,  BPPN converted by use of Rp 7000/US$ (Monthly Report October 2001, pg 5)
    8)  - As of  December 28th, not include credit card,  BPPN converted by use of Rp 7000/US$ (Monthly Report January 2002, pg 6)
    9)  -As of  April 5th, not include credit card,  BPPN converted by use of Rp 7000/US$ (Monthly Report April 2002, pg 6)
   10)  -As of  June 28th, not include credit card,  BPPN converted by use of Rp 8633/US$ (Monthly Report July 2002, pg 6)
   11)  -As of  September 22nd, not include credit card,  BPPN converted by use of Rp 9000/US$ (Monthly ReportOctober 2002, pg 6)
   12)  -As of  January 3rd 2003, not include credit card,  BPPN converted by use of Rp 9000/US$ (Monthly Report January 2003, pg 6)
   13)  -As of  April 9th, not include credit card,  BPPN converted by use of Rp 8876/US$ (Monthly Report April 2003, pg 6-8
   14)  -As of  June 30th,  exchange rate not mentioned, it assumed as of previous month (Monthly Report July 2003, pg 5)
   15)  -As of  October 10th, exchange rate not mentioned, it assumed as of previous month (Monthly Report October 2003, pg 7)
   16) -As of  the end of 2003, exchange rate not mentioned (Monthly Report December 2003, pg 1)
(f)   1998~2000 data is refer to Indonesia material data book issued by Institute of Developing Economies (IDE-JETRO)  Following data is refer to MOF monthly report
      (1)June 2001 (2)Oct 2001 (3)January 2002 (4)April 2002  (5)July 2002 (6)October 2002 (7)January 2003  (8)April 2003 (9)July 2003 (10)October 2003 (11)January 2004
(i)   Bank Indonesia, www.bi.go.id.go.id.
(k)  Public External Debt, CEIC data base.  This amount includes State Owned Enterprise external debt

1.  The issue of government bonds was commended on 25th of September 1998
2.  BPPN was closed on February 27th 2004,  by the law of Presidential Decree Number 15/2004.  The function of IBRA was substited by Perusahaan Pengelola Aset Negara
    (PPAN) but the regulation  is still not clear.
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1. Selayer   
Dinas Sub-Dinas Section 
- Dinas  

Agriculture and Forestry  
76 Staff 
(No agricultural extension) 

- Food Crop & Horticulture 1) Food crops & horticultural production,  
2) Agribusiness of food crops and horticulture 
establishment, 3) Plant and horticulture protection  

 - Estate & Forestry 1) Estate production, 2) Agricultural estate business 
establishment, 3) Conservation and business 
empowerment 

 - Livestock 1) Livestock production, 2) Agricultural livestock 
business establishment, 3) Animal health 

- Dinas Fishery & Marine - Research & Technology 1) Information research,  
2) Information & marine culture development 

 - Coastal & Small Island 1) Seashore development,  
2) Archipelago development 

 - Capture Fishery & Aquaculture 1) Capture fishery, 2) Aquaculture 
 - Management of Fishermen 

Institution 
1) Fishermen institution, 2) Quality & marketing 
information, 3) Fishing permission 

 - Control Supervision of Fishery 
Resources 

1) Protection & conservation of fish resource,  
2) Fish resource control, 3) Shrimp and fish disease 
service 

- Office (Kantor) for Food Security  
   
2. Bulukumba   
Dinas Sub-Dinas Section 
- Dinas  

Food Crops & Horticulture 
- Production Supervision 1) Facility & infrastructure, 2) Production 

technology, 3) Conservation  
 - Business Supervision 1) Farming business, 2) Extension & organization, 3) 

Information & services 
- Dinas Estate Crops - Development & Production 1) Area development & expansion, 2) Conservation, 

3) Animal health 
 - Agribusiness & Agro-industry 1) Nursery & production, 2) Capitalization 

institution, 3) Farming supervision 
- Dinas Livestock - Production 1) Processing, 2) Capital, facility development & 

institutional supervision, 3) Dissemination & 
development 

 - Livestock Health 1) Veterinary medicine, 2) Contagious disease 
control & eradication, 3) Health service & drug & 
livestock monitoring 

- Dinas Marine & Fishery - Production Supervision 1) Marine exploration & exploitation, 2) Production 
facility development & organization, 3) Marine 
product exploitation & marketing section 

 - Monitoring & Conservation 1) Fishery & environmental resources conservation, 
2) Environmental & coral reef monitoring/control, 3) 
Marine facilities & service 

- Office (Kantor) for Food Security  
   

(1/4) 
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3. Jenepont   
Dinas Sub-Dinas Section 
- Dinas  

Agriculture & Forestry 
- Food Crop 1) Paddy and polowijo production, 2) Processing & 

marketing, 3) Rehabilitation & food protection 
 - Husbandry 1) Husbandry production, 2) Animal health section, 

Livestock distribution & development, Retribution & 
other incomes 

 - Forestry 1) Reforestation & soil conservation, 2) Area 
reforestation & rehabilitation, 3) Forest supervision 
& protection, 4) Forest crops distribution & forest 
business 

 - Plantation 1) Plantation business, 2) Production establishment, 
3) Plantation area & plantation industry,  
4) Plantation supervision & protection 

 - Horticulture 1) Seed development, 2) Agricultural & horticulture 
bureau supervision, 3) Seed laboratory management 

 - Food Security 1) Food availability and institutional, 2) Price 
information & evaluation, 3) Food & nutrition 
vigilance, 4) Intensification 

- Dinas Marine & Fishery - Fishery 1) Fishery culture & seeding, 2) Fishery structure & 
infrastructure, 3) Production & quality improvement 

 - Water 1) Capture fishery & other sea products, 2) Marine 
open water & fresh open water aquaculture, 3) Fish 
auction market management and marketing 

 - Supervision and Protection 1) Marine resources protection, 2) Supervision of 
fish catching & other sea products, 3) Legal 
permission 

   
4. Gowa   
Dinas Sub-Dinas Section 
- Dinas  

Food Crops & Horticulture 
- Paddy & Palawija Production 1) Development of paddy & palawija production,  

2) Seed & seedling production of paddy & palawija, 
3) Technology service for paddy & palawija,  
4) Development of machine & production equipment 

 - Horticulture Production 1) Development of horticulture, 2) Technology 
preparation for horticulture, 3) Seed & seedling 
production on horticultural crops 

 - Rehabilitation, Land 
Development & Crop Protection

1) Rehabilitation & land development, 2) Climate 
assessments & water use, 3) Monitoring of incidence 
of pest and disease, 4) Pest & disease control and 
pesticide supervision 

 - Farming Operation & Processing 
Management 

1) Market information, 2) Resource utilization, 3) 
Post harvest, yield processing & agribusiness 

- Dinas Estate Crops   
- Dinas Livestock   

- Dinas Marine & Fishery - Aquaculture & Capture Fishery 1) Fresh water aquaculture, 2) Brackish water 
aquaculture, 3) Capture fishery, 4) Structure & 
facilities of capture fishery 

 - Institutional management 1) Business management, 2) Farmers & fishermen 
institution management, 3) Quality control & 
marketing 

- Agriculture & Forestry Information & Extension Office  
 
 

  

(2/4) 
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5. Pangkep   
Dinas Sub-Dinas Section 
- Dinas  

Food Crops & Livestock 
- Production 1) Production technology, 2) Production 

development, 3) Land intensification 
 41 staff - Extension Services 1) Extension services, 2) institutional employment & 

structure, 3) Farmers group 
 - Business & Capital 1) Service & business, 2) Process & marketing, 3) 

Machine & equipment 
 - Land Rehabilitation and Crop 

Protection 
1) Resources & utilization, 2) Land rehabilitation & 
development, 3) Land protection 

 - Husbandry 1) Distribution & development of husbandry,  
2) Disease protection & control, 3) Feed & pasture 

- Dinas Fishery & Marine  
23 staff 

- Aquaculture Sector 1) Structure & infrastructure for aquaculture,  
2) Aquaculture production & technology 

 - Capture Fishery Sector 1) Capture fishery structure & infrastructure,  
2) Capture fishery production & technology 

 - Institutional & Marketing Sector 1) Institutional management, 2) Quality & marketing 
management 

 - Protection Sector 1) Control & quarantine, 2) Sea 
   
6. Wajo   
Dinas Sub-Dinas Section 
- Dinas Agriculture  

174 staff 
- Food Crops & Horticulture 1) Seed & seedling cultivation, 2) Area & land 

development, 3) Production, 3) Plant protection 

 - Livestock Farming 1) Seed & development, 2) Large & small livestock, 
3) Poultry, 4) Animal health 

 - Horticulture 1) Cultivation development, 2) Rehabilitation & 
intensification, 3) Horticultural industry, 4) 
Horticulture crop protection 

 - Extension & Agribusiness 1) Institutionalizing & human resources 
development, 2) Licensing, 3) Structure & 
infrastructure 

- Dinas Fisheries & Marine 
29 staff 

- Production & Structure 1) Aquaculture, capture fishery & resources, 2) 
Fishery & marine infrastructure 

 - Enterprise Direction, 
Supervision & Protection 

1) Institutionalization of fishermen & fish farmer 
economy, 2) Licensing, marketing & quality, 3) 
Supervision & protection of fishery & marine 
resources 

- Food Security Office   
   

(3/4) 
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7. Mamuju   
Dinas Sub-Dinas Section 
- Dinas 

Agriculture & Livestock 
59 staff 

- Food Crops & Horticulture 
Production 

1) Seeds of food crops & horticulture, 2) Application 
technology & pest disease, 3) Farm management & 
processing, 4) Financial & institutional food crops 

 - Infrastructure for Food Security 1) Machine & equipment, 2) Land development & 
water use, 3) Agriculture production infrastructure, 
4) Food prices & structure distribution 

 - Livestock Production & 
Business 

1) Production & business management, 2) Structure 
for livestock production, 3) Legal permit & 
marketing, 4) Food safety & nutrition 

 - Animal Health & Veterinary 
Community 

1) Mapping & information, 2) Protection & control, 
3) Health of veterinary community, 4) Food 
diversification 

- Dinas Fisheries & Marine 
28 staff 

- Aquaculture  1) Marine aquaculture, 2) Pest & quarantine,  
3) Structure & infrastructure for aquaculture 

 - Capture Fishery and Islands 1) Capture technology & fishery motor boat,  
2) Capture fishery structure & infrastructure,  
3) Seashore & archipelago development 

 - Management & Control 1) Cooperative management, 2) Quality production 
& marketing management, 3) Protection & 
rehabilitation of fish resources 

- Agricultural & Forestry Information & Extension Office 
   
8. Luwu   
Dinas Sub-Dinas Section 
- Dinas Agriculture & 

Livestock 
- Food Crops & Horticulture 1) Paddy & cereal production, 2) Management & 

processing, 3) Rehabilitation, tillage & production, 
4) Management & processing production 

 - Livestock 1) Livestock production, 2) Management & 
processing, 3) Health of veterinary distribution & 
husbandry development  

 - Food Security 1) Structure & institution, 2) Distribution & food 
price, 3) Food security & nutrition, 4) Food safety & 
food security 

 - Forest Protection & Security 1) Forest security, 2) Forest guard, 3) Service & law, 
4) Pest & disease control & forest fire 

 - Information & Services 1) Education, 2) Information of technology services, 
3) Information services, 4) Services for farmers 

- Dinas Fisheries & Marine - Fishery 1) Fishery & general aquaculture, 2) Fishery 
technology development, 3) Aquaculture structure & 
infrastructure, 4) Quality & marketing supervision 

 - Marine 1) Fish catching & ship technology, 2) Capture 
structure & infrastructure, 3) Coastal area 
development & marine services, 4) Protection, 
supervision & control 

 - Information & Extension 1) Education & training, 2) Information services & 
extension technology review, 3) Extension 
empowerment 

Source: Survey Work on Decentralization Status in Kabupaten Level of South Sulawesi Province, 2003. 
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表 2.4.2  県歳入

(unit: Rp.million)
Growth rate

02/01 03/02
1. Kab. Selayar

1. Carry-over 1,125.9 1.4% 4,068.1 3.5% 2,855.0 2.0% - -
2. PAD 1,807.3 2.2% 2,885.2 2.5% 7,310.0 5.2% 59.6%  153.4%  
3. Counter Balance Fund 76,373.2 94.0% 102,197.2 87.9% 126,334.2 89.3% 33.8%  23.6%  
4. Loan 0.0 0.0% 3,500.0 3.0% 0.0 0.0% - -
5. Other Revenue 1,927.2 2.4% 3,671.1 3.2% 4,983.8 3.5% - -
Total 81,233.6 100.0% 116,321.6 100.0% 141,483.0 100.0% 43.2%  21.6%  

2. Kab. Bulukumba
1. Carry-over 2,303.7 1.6% 1,552.5 0.9% 6,864.1 3.1% - -
2. PAD 6,843.4 4.9% 9,435.8 5.4% 12,075.5 5.5% 37.9%  28.0%  
3. Counter Balance Fund 130,479.2 93.4% 162,943.9 93.7% 194,649.2 88.9% 24.9%  19.5%  
4. Loan 0.0 0.0% 0.0 0.0% 0.0 0.0% - -
5. Other Revenue 0.0 0.0% 0.0 0.0% 5,440.2 2.5% - -
Total 139,626.3 100.0% 173,932.2 100.0% 219,029.0 100.0% 24.6%  25.9%  

3. Kab. Jenepont
1. Carry-over 243.1 0.2% 7,086.5 4.3% 812.9 0.5% - -
2. PAD 5,013.1 4.4% 7,066.6 4.2% 7,645.7 4.3% 41.0%  8.2%  
3. Counter Balance Fund 101,433.6 90.0% 151,915.7 91.3% 157,474.5 88.3% 49.8%  3.7%  
4. Loan 5,792.0 5.1% 0.0 0.0% 0.0 0.0% - -
5. Other Revenue 192.9 0.2% 260.9 0.2% 12,392.8 6.9% - -
Total 112,674.7 100.0% 166,329.7 100.0% 178,325.9 100.0% 47.6%  7.2%  

4. Kab. Gowa
1. Carry-over 5,698.0 3.1% 3,423.9 1.5% 8,547.8 3.1% - -
2. PAD 8,592.3 4.7% 15,331.5 6.7% 22,714.0 8.2% 78.4%  48.2%  
3. Counter Balance Fund 166,845.0 91.8% 188,365.2 82.2% 225,072.8 81.3% 12.9%  19.5%  
4. Loan 0.0 0.0% 15,000.0 6.5% 0.0 0.0% - -
5. Other Revenue 625.4 0.3% 7,011.0 3.1% 20,405.8 7.4% - -
Total 181,760.7 100.0% 229,131.6 100.0% 276,740.4 100.0% 26.1%  20.8%  

5. Kab. Pangkep
1. Carry-over 428.2 0.3% 7,217.7 4.2% 9,244.9 4.3% - -
2. PAD 19,060.3 15.0% 22,427.8 13.1% 24,641.7 11.5% 17.7%  9.9%  
3. Counter Balance Fund 105,527.8 82.9% 134,501.1 78.3% 168,188.2 78.8% 27.5%  25.0%  
4. Loan 0.0 0.0% 0.0 0.0% 0.0 0.0% - -
5. Other Revenue 2,274.7 1.8% 7,637.4 4.4% 11,288.0 5.3% - -
Total 127,291.0 100.0% 171,784.0 100.0% 213,362.8 100.0% 35.0%  24.2%  

6. Kab. Wajo
1. Carry-over 3,153.3 2.4% 6,184.3 3.4% 30,252.7 11.7% - -
2. PAD 8,371.3 6.4% 11,555.8 6.4% 12,789.4 4.9% 38.0%  10.7%  
3. Counter Balance Fund 117,620.9 90.1% 155,993.2 87.0% 202,462.4 78.2% 32.6%  29.8%  
4. Loan 1,132.0 0.9% 0.0 0.0% 0.0 0.0% - -
5. Other Revenue 329.7 0.3% 5,636.1 3.1% 13,371.3 5.2% - -
Total 130,607.2 100.0% 179,369.4 100.0% 258,875.8 100.0% 37.3%  44.3%  

7. Kab. Mamuju
1. Carry-over 3,449.4 2.7% 872.2 0.4% 8,792.5 4.0% - -
2. PAD 5,563.4 4.3% 7,548.8 3.9% 8,852.7 4.0% 35.7%  17.3%  
3. Counter Balance Fund 120,378.9 92.7% 178,041.6 91.8% 183,321.3 83.4% 47.9%  3.0%  
4. Loan 0.0 0.0% 0.0 0.0% 0.0 0.0% - -
5. Other Revenue 529.5 0.4% 7,528.5 3.9% 18,891.9 8.6% - -
Total 129,921.2 100.0% 193,991.1 100.0% 219,858.4 100.0% 49.3%  13.3%  

8. Kab. Luwu
1. Carry-over 7,275.0 4.1% 12,930.9 6.1% 0.0 0.0% - -
2. PAD 8,444.9 4.7% 10,134.7 4.8% 2,097.3 2.1% 20.0%  -79.3%  
3. Counter Balance Fund 156,378.5 87.4% 184,944.7 87.0% 97,226.9 97.7% 18.3%  -47.4%  
4. Loan 0.0 0.0% 0.0 0.0% 0.0 0.0% - -
5. Other Revenue 6,759.6 3.8% 4,524.0 2.1% 143.8 0.1% - -
Total 178,858.0 100.0% 212,534.3 100.0% 99,468.0 100.0% 18.8%  -53.2%  

Note: Kab. Luwu North was separated from Kab. Luwu in 2002, and therefore, 2003 revenue in Kab. Luwu was smaller
than the previous year.

Source: Survey Work on Decentralization Status in Kabupaten Level of South Sulawesi Province, 2003.

2001 2002 2003
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表 2.4.3 県歳出（2001、2002年）

(unit: Rp.million)
(a) (b) (c) (d) (e)

Kabupaten
Total

Expenditure
Current

Expenditure
Development
Expenditure

Agriculture
& Forestry

Irrigation &
Water Resources

2001 2002 2001 2002 2001 2002 2001 2002 2001 2002

Selayar 77,170 109,320 50,710 62,960 26,460 46,360 1,240 990 50 860
(Propotion) 100.0% 100.0% 65.7% 57.6% 34.3% 42.4% 4.7% 2.1% 0.2% 1.9%

Bulukumba 138,070 167,070 115,150 134,310 22,920 32,760 1,250 2,480 300 700
(Propotion) 100.0% 100.0% 83.4% 80.4% 16.6% 19.6% 5.5% 7.6% 1.3% 2.1%

Jenepont 108,570 165,520 84,050 115,250 24,520 50,270 450 7,230 30 2,180
(Propotion) 100.0% 100.0% 77.4% 69.6% 22.6% 30.4% 1.8% 14.4% 0.1% 4.3%

Gowa 178,840 220,340 129,510 145,950 49,330 74,390 3,700 6,370 1,510 1,370
(Propotion) 100.0% 100.0% 72.4% 66.2% 27.6% 33.8% 7.5% 8.6% 3.1% 1.8%

Pangkep 120,070 160,470 88,600 96,570 31,470 63,900 1,410 900 50 150
(Propotion) 100.0% 100.0% 73.8% 60.2% 26.2% 39.8% 4.5% 1.4% 0.2% 0.2%

Wajo 124,420 149,120 100,870 114,860 23,550 34,260 640 1,080 400 950
(Propotion) 100.0% 100.0% 81.1% 77.0% 18.9% 23.0% 2.7% 3.2% 1.7% 2.8%

Mamuju 129,050 185,200 77,560 88,210 51,490 96,990 1,710 8,140 1,570 4,570
(Propotion) 100.0% 100.0% 60.1% 47.6% 39.9% 52.4% 3.3% 8.4% 3.0% 4.7%

Luwu 157,030 181,380 113,160 134,880 43,870 46,500 2,830 1,940 3,020 380
(Propotion) 100.0% 100.0% 72.1% 74.4% 27.9% 25.6% 6.5% 4.2% 6.9% 0.8%

Total 1,033,220 1,338,420 759,610 892,990 273,610 445,430 13,230 29,130 6,930 11,160
(Propotion) 100.0% 100.0% 73.5% 66.7% 26.5% 33.3% 4.8% 6.5% 2.5% 2.5%

Note: (a) = (b) + (c) 
Proportion: (b) & (c) are against (a), (d) & (e) against (c).   

Source: Survey Work on Decentralization Status in Kabupaten Level of South Sulawesi Province, 2003.
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表 3.1.1 州別土地利用 (1/3、 2000年)
(unit: ha)

Province Wet Land*1 House
Compound

Garden Dry
field

Shifting
Cultivation Grass Land Swamps Dyke Pond Temporary

Fallow Land
Private Wood

Land Estates Total

Sumatra
1 Naggroe Aceh Darussalam 300,128 304,865 482,347 299,282 200,198 143,128 40,988 15,359 241,075 255,305 618,449 2,901,124
2 North Sumatra 517,483 322,518 503,590 253,680 189,865 119,354 11,497 6,452 377,350 626,452 1,870,299 4,798,540
3 West Sumatra 230,696 109,211 365,367 141,946 29,516 86,206 1,388 9,066 77,661 603,646 507,043 2,161,746
4 Riau 118,187 331,467 485,181 93,291 24,275 286,101 33,265 3,626 427,762 351,437 1,919,101 4,073,693
5 Jambi 142,980 138,715 354,661 211,084 20,911 99,911 355 3,907 204,155 313,785 1,243,828 2,734,292
6 South Sumatra 430,454 279,769 336,355 265,065 54,644 936,168 17,910 24,927 383,949 970,322 1,824,980 5,524,543
7 Bengkulu 81,259 79,105 203,628 78,629 11,723 25,635 253 2,525 181,862 209,404 321,210 1,195,233
8 Lampung 288,612 257,552 507,036 336,579 4,039 82,949 11,061 3,042 137,804 91,203 577,625 2,297,502
9 Bangka Belitung 2,440 79,434 117,695 21,328 6,588 102,313 4,656 192 240,668 265,680 267,550 1,108,544

Total 2,112,239 1,902,636 3,355,860 1,700,884 541,759 1,881,765 121,373 69,096 2,272,286 3,687,234 9,150,085 26,795,217
Java

1 DKI Jakarta 2,895 14,996 1,882 33 75 519 60 122 715 168 0 21,465
2 West Java 944,002 402,264 667,619 133,589 29,861 25,070 33,591 28,035 16,747 209,446 297,035 2,787,259
3 Central Java 991,154 580,079 755,394 5,889 6,322 6,604 33,970 2,351 2,844 78,211 90,791 2,553,609
4 DI. Yogyakarta 58,834 86,054 99,263 322 0 8 20 642 991 23,586 113 269,833
5 East Java 1,154,536 598,277 1,160,249 31,876 1,801 7,514 58,482 1,570 18,984 97,844 159,299 3,290,432
6 Banten 192,970 92,423 176,226 80,028 2,353 2,817 6,242 2,552 25,132 48,342 53,320 682,405

Total 3,344,391 1,774,093 2,860,633 251,737 40,412 42,532 132,365 35,272 65,413 457,597 600,558 9,605,003
Bali & Nusa Tenggara

1 Bali 85,128 43,575 129,429 0 2 27 671 146 489 12,266 127,465 399,198
2 West Nusa Tenggara 198,485 31,889 170,289 42,481 37,698 958 5,121 2,854 161,381 246,452 36,458 934,066
3 East Nusa Tenggara 114,233 168,958 401,531 329,790 704,252 3,907 1,685 2,214 709,318 394,125 317,252 3,147,265

Total 397,846 244,422 701,249 372,271 741,952 4,892 7,477 5,214 871,188 652,843 481,175 4,480,529
Kalimantan

1 West Kalimantan 279,495 253,718 523,837 281,930 22,841 355,599 4,611 8,704 1,697,658 1,416,986 1,676,845 6,522,224
2 Central Kalimantan 177,810 243,699 305,138 151,215 130,605 714,185 3,993 3,450 1,763,980 387,940 1,164,443 5,046,458
3 South Kalimantan 402,935 167,202 191,143 146,167 174,949 173,914 8,380 8,288 747,443 195,024 496,460 2,711,905
4 East Kalimantan 108,187 146,182 115,400 143,562 32,720 1,062,759 53,187 7,659 1,269,664 733,886 847,844 4,521,050

Total 968,427 810,801 1,135,518 722,874 361,115 2,306,457 70,171 28,101 5,478,745 2,733,836 4,185,592 18,801,637
Sulawesi

1 North Sulawesi 56,197 36,123 189,097 132,131 990 12,432 12,006 3,265 44,700 64,304 294,314 845,559
2 Central Sulawesi 133,593 100,833 202,338 182,329 153,356 45,571 8,216 5,214 505,521 396,120 874,291 2,607,382
3 South Sulawesi 684,545 201,813 558,501 153,971 288,302 49,353 129,880 34,610 190,494 526,521 626,044 3,444,034
4 Southeast Sulawesi 67,593 126,961 206,555 83,963 61,423 54,719 10,924 3,176 259,449 256,851 401,273 1,532,887
5 Gorontalo 22,508 36,849 81,606 45,767 19,614 8,190 506 497 32,619 27,964 101,275 377,395

Total 964,436 502,579 1,238,097 598,161 523,685 170,265 161,532 46,762 1,032,783 1,271,760 2,297,197 8,807,257
27 Grand Total 7,787,339 5,234,531 9,291,357 3,645,927 2,208,923 4,405,911 492,918 184,445 9,720,415 8,803,270 16,714,607 68,489,643

Note: Wet land includes verious types of paddy field such as irrigated, rainfed, vally, swamp and others.  The above area does not include forest land, road, river, lake, aquaduct, sportfiled, fallowland, etc.
Source: Agricultural Survey, Land Area by Utilization in Indonesia 2000, Central Bureau of Statistics, December 2001. (Publication Number 05110.0106, BPS Catalogue 5232)
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表 3.1.1 州別土地利用 (2/3、2001年)
(unit: ha)

Province Wet Land*1 House
Compound

Garden Dry
field

Shifting
Cultivation Grass Land Swamps Dyke Pond Temporary

Fallow Land
Private Wood

Land Estates Total

Sumatra
1 Naggroe Aceh Darussalam 288,574 282,893 408,885 255,902 130,082 193,516 40,836 16,411 177,813 204,314 679,829 2,679,055
2 North Sumatra 524,649 478,363 724,849 293,139 270,595 220,387 19,669 9,984 485,367 746,483 2,764,725 6,538,210
3 West Sumatra 229,641 109,222 318,338 101,181 25,672 35,886 262 44,480 74,979 1,069,687 509,775 2,519,123
4 Riau 111,935 382,373 547,873 115,001 19,354 305,942 3,019 3,763 272,718 121,762 1,886,746 3,770,486
5 Jambi 141,245 141,685 334,056 186,197 17,942 87,972 377 3,770 231,906 256,923 1,281,983 2,684,056
6 South Sumatra 439,668 281,817 348,200 255,872 41,952 873,187 18,427 16,351 334,219 1,032,837 1,757,694 5,400,224
7 Bengkulu 83,113 80,560 211,041 78,188 13,136 25,706 388 2,920 185,102 180,397 363,164 1,223,715
8 Lampung 278,135 269,055 709,874 152,394 7,735 88,973 8,851 3,612 93,339 205,202 635,374 2,452,544
9 Bangka Belitung 979 67,893 107,253 11,190 8,041 126,868 28 97 81,406 278,951 217,839 900,545

Total 2,097,939 2,093,861 3,710,369 1,449,064 534,509 1,958,437 91,857 101,388 1,936,849 4,096,556 10,097,129 28,167,958
Java

1 DKI Jakarta 2,816 14,437 1,901 33 21 806 157 23 479 162 0 20,835
2 West Java 924,871 395,875 620,324 143,225 27,893 20,702 21,439 30,423 17,788 195,858 290,502 2,688,900
3 Central Java 991,251 582,662 763,735 5,769 3,687 6,300 33,038 2,232 2,686 62,547 86,954 2,540,861
4 DI. Yogyakarta 58,542 86,125 99,183 322 0 8 22 571 782 30,294 204 276,053
5 East Java 1,159,592 604,663 1,151,928 59,249 3,927 8,116 60,379 2,384 19,088 135,234 164,471 3,369,031
6 Banten 202,046 100,337 185,273 75,947 2,422 2,719 7,719 4,609 26,059 52,809 53,543 713,483

Total 3,339,118 1,784,099 2,822,344 284,545 37,950 38,651 122,754 40,242 66,882 476,904 595,674 9,609,163
Bali & Nusa Tenggara

1 Bali 85,525 45,673 122,988 0 2 115 583 269 1,342 11,076 126,440 394,013
2 West Nusa Tenggara 214,576 35,464 187,745 49,520 37,943 1,094 7,728 2,473 76,772 178,027 972,123 1,763,465
3 East Nusa Tenggara 113,276 157,011 441,958 307,636 736,981 2,745 2,139 1,936 707,927 414,158 285,539 3,171,306

Total 413,377 238,148 752,691 357,156 774,926 3,954 10,450 4,678 786,041 603,261 1,384,102 5,328,784
Kalimantan

1 West Kalimantan 287,013 255,290 459,525 237,195 24,730 351,013 5,002 17,965 1,700,038 1,451,804 1,670,491 6,460,066
2 Central Kalimantan 182,556 224,940 323,511 160,372 133,857 597,786 27,191 3,691 2,199,875 461,574 1,357,775 5,673,128
3 South Kalimantan 415,828 169,195 178,176 128,896 146,595 150,911 8,456 2,562 216,969 187,550 442,045 2,047,183
4 East Kalimantan 106,768 174,160 134,512 141,976 37,560 841,460 36,105 11,891 1,393,614 1,518,338 2,369,566 6,765,950

Total 992,165 823,585 1,095,724 668,439 342,742 1,941,170 76,754 36,109 5,510,496 3,619,266 5,839,877 20,946,327
Sulawesi

1 North Sulawesi 61,205 40,298 331,120 111,000 7,624 8,592 3,115 1,909 44,751 66,862 296,931 973,407
2 Central Sulawesi 128,023 89,507 327,293 140,096 105,327 31,042 5,324 1,164 448,440 530,369 640,161 2,446,746
3 South Sulawesi 661,273 172,037 564,367 144,970 276,730 46,185 122,155 10,949 243,533 431,861 551,935 3,225,995
4 Southeast Sulawesi 64,075 138,034 207,749 81,629 65,593 38,679 14,070 2,045 272,711 246,798 402,581 1,533,964
5 Gorontalo 22,508 36,849 81,606 45,767 19,614 8,190 506 497 32,619 27,964 101,275 377,395

Total 937,084 476,725 1,512,135 523,462 474,888 132,688 145,170 16,564 1,042,054 1,303,854 1,992,883 8,557,507
27 Grand Total 7,779,683 5,416,418 9,893,263 3,282,666 2,165,015 4,074,900 446,985 198,981 9,342,322 10,099,841 19,909,665 72,609,739

Note: Wet land includes verious types of paddy field such as irrigated, rainfed, vally, swamp and others.  The above area does not include forest land, road, river, lake, aquaduct, sportfiled, fallowland, etc.
Source: Agricultural Survey, Land Area by Utilization in Indonesia 2001, Central Bureau of Statistics, December 2002. (Publication Number 05110.0301, BPS Catalogue 5232)
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表 3.1.1 州別土地利用 (3/3、2002年)
(unit: ha)

Province Wet Land*1 House
Compound

Garden Dry
field

Shifting
Cultivation Grass Land Swamps Dyke Pond Temporary

Fallow Land
Private Wood

Land Estates Total

Sumatra
1 Naggroe Aceh Darussalam 288,574 282,893 408,885 255,902 130,082 193,516 40,836 16,411 177,813 204,314 679,829 2,679,055
2 North Sumatra 471,249 209,910 373,380 233,951 106,611 91,328 15,544 4,628 231,475 280,891 1,388,367 3,407,334
3 West Sumatra 244,406 115,054 326,448 146,748 26,634 58,904 4,532 8,314 94,111 592,070 552,158 2,169,379
4 Riau 111,935 382,373 547,873 115,001 19,354 305,942 3,019 3,763 272,718 121,762 1,886,746 3,770,486
5 Jambi 128,069 137,171 408,706 181,788 27,922 103,240 619 3,589 294,903 219,829 1,281,949 2,787,785
6 South Sumatra 459,240 279,923 344,712 253,331 42,521 873,057 17,510 16,769 351,204 1,031,159 1,709,819 5,379,245
7 Bengkulu 88,362 82,870 208,635 83,758 30,587 26,354 421 12,920 181,257 138,602 368,942 1,222,708
8 Lampung 310,812 256,106 727,856 104,535 10,256 50,097 14,956 4,022 97,198 122,591 549,809 2,248,238
9 Bangka Belitung 1,815 67,020 106,627 11,353 8,031 127,147 195 92 81,444 278,951 217,759 900,434

Total 2,104,462 1,813,320 3,453,122 1,386,367 401,998 1,829,585 97,632 70,508 1,782,123 2,990,169 8,635,378 24,564,664
Java

1 DKI Jakarta 2,866 14,437 1,901 0 21 806 157 23 479 162 0 20,852
2 West Java 913,355 391,786 614,979 172,218 32,639 12,504 40,006 24,353 20,326 201,512 309,518 2,733,196
3 Central Java 985,810 574,620 759,931 8,391 3,098 5,549 34,990 2,412 2,633 66,415 75,386 2,519,235
4 DI. Yogyakarta 58,253 84,936 97,346 322 148 8 20 573 772 31,385 1,015 274,778
5 East Java 1,147,007 598,438 1,137,203 32,898 1,420 8,828 62,295 2,050 6,509 171,050 158,837 3,326,535
6 Banten 209,286 109,430 191,160 74,257 10,650 3,851 7,715 5,330 28,286 61,715 48,422 750,102

Total 3,316,577 1,773,647 2,802,520 288,086 47,976 31,546 145,183 34,741 59,005 532,239 593,178 9,624,698
Bali & Nusa Tenggara

1 Bali 82,238 44,699 128,594 0 2 115 580 280 458 11,923 127,173 396,062
2 West Nusa Tenggara 218,496 36,321 198,205 53,895 37,163 1,267 8,266 2,280 58,955 117,601 40,781 773,230
3 East Nusa Tenggara 117,813 180,538 465,014 307,477 763,103 2,844 2,369 1,858 686,473 354,249 304,018 3,185,756

Total 418,547 261,558 791,813 361,372 800,268 4,226 11,215 4,418 745,886 483,773 471,972 4,355,048
Kalimantan

1 West Kalimantan 299,381 275,239 466,712 242,003 25,051 358,561 4,978 18,376 1,710,023 1,472,450 1,701,535 6,574,309
2 Central Kalimantan 168,717 321,871 503,622 254,347 34,217 485,576 4,447 402,684 1,287,513 630,815 1,665,661 5,759,470
3 South Kalimantan 420,377 174,418 183,719 117,185 141,169 195,231 8,682 2,529 230,924 193,592 466,997 2,134,823
4 East Kalimantan 119,950 208,171 224,131 216,698 60,419 1,217,643 71,375 17,844 1,787,289 531,706 913,401 5,368,627

Total 1,008,425 979,699 1,378,184 830,233 260,856 2,257,011 89,482 441,433 5,015,749 2,828,563 4,747,594 19,837,229
Sulawesi

1 North Sulawesi 63,871 39,654 253,520 101,578 7,202 10,397 3,105 1,808 44,386 69,288 268,666 863,475
2 Central Sulawesi 120,960 82,871 356,154 198,454 160,051 27,079 8,605 2,712 417,468 655,865 609,737 2,639,956
3 South Sulawesi 628,519 181,086 560,362 170,705 273,125 41,065 107,191 10,092 163,385 472,711 567,158 3,175,399
4 Southeast Sulawesi 65,060 143,700 190,737 89,399 69,719 42,836 14,136 2,259 277,325 266,987 407,971 1,570,129
5 Gorontalo 22,427 35,883 82,324 69,061 20,476 7,616 1,779 214 29,292 30,177 80,580 379,829

Total 900,837 483,194 1,443,097 629,197 530,573 128,993 134,816 17,085 931,856 1,495,028 1,934,112 8,628,788
27 Grand Total 7,748,848 5,311,418 9,868,736 3,495,255 2,041,671 4,251,361 478,328 568,185 8,534,619 8,329,772 16,382,234 67,010,427

Note: Wet land includes verious types of paddy field such as irrigated, rainfed, vally, swamp and others.  The above area does not include forest land, road, river, lake, aquaduct, sportfiled, fallowland, etc.
Source: Agricultural Survey, Land Area by Utilization in Indonesia 2002, Central Bureau of Statistics, December 2003. (Publication Number 05110.0308, BPS Catalogue 5232)
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表 3.1.2  全国土地利用の推移

(Unit:ha)
4 years from 1995 to 1998 4 years from 1999 to 2002

1995* 1996* 1997* 1998* Average 1999* 2000* 2001* 2002** Average 2002-1995 Average 4 years

Wet Land 8,484,700 8,519,100 8,490,000 8,504,900 8,500,000 8,106,400 7,787,300 7,779,700 7,748,800 7,856,000 -735,900 -644,000

House Compounds and Surroundings 5,155,400 5,291,400 5,331,500 5,516,400 5,324,000 5,131,700 5,234,500 5,416,400 5,311,400 5,274,000 156,000 -50,000

Dry Land / Garden 8,244,900 8,383,600 8,382,300 8,568,700 8,395,000 9,136,700 9,291,400 9,893,263 9,868,700 9,548,000 1,623,800 1,153,000

Shifting Cultivation 3,123,600 3,179,200 3,225,900 3,247,200 3,194,000 3,632,000 3,645,900 3,282,700 3,495,300 3,514,000 371,700 320,000

Meadows 1,889,400 1,953,100 2,056,300 2,017,000 1,979,000 2,424,500 2,208,900 2,165,000 2,041,700 2,210,000 152,300 231,000

Swamps 3,883,000 4,172,900 4,270,500 4,268,700 4,149,000 4,080,200 4,405,900 4,074,900 4,251,400 4,203,000 368,400 54,000

Dyke 422,600 438,500 467,300 481,300 452,000 454,300 492,900 447,000 478,300 468,000 55,700 16,000

Water Pond 182,200 183,900 168,700 168,400 176,000 188,600 184,400 199,000 568,200 285,000 386,000 109,000

Fallow Land 6,967,900 7,335,600 7,577,900 7,720,300 7,400,000 10,260,500 9,720,400 9,342,300 8,534,600 9,464,000 1,566,700 2,064,000

Wood Land 9,555,000 9,446,100 9,133,600 9,072,400 9,302,000 8,905,200 8,803,300 10,099,800 8,329,800 9,035,000 -1,225,200 -267,000

Agricultural Estates 13,835,700 14,488,400 15,016,000 16,461,000 14,950,000 16,543,700 16,714,600 19,909,700 16,382,200 17,388,000 2,546,500 2,438,000

Total 61,744,400 63,391,800 64,120,000 66,026,300 63,821,000 68,863,800 68,489,500 72,609,763 67,010,400 69,245,000 5,266,000 5,424,000
Source: *) Agricultural Statistics. 2001, 2002, 2003

        **) Agriculture Survey, Land Area by Utilization in Indonesia 2002, BPS

Balance
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表 3.1.3     州別の人口及び人口密度

Province

2000 3) 1990 2) 2000 3) 2003 4)

1. Nanggroe Aceh Darussalam 3,416 3,929  4,240  66 76  81  
2. Sumatera Utara 10,252 11,642  11,923  139 158  162  
3. Sumatera Barat 4,000 4,249  4,476  93 99  104  
4. Riau 3,279 4,948  5,596  35 52  59  
5. Jambi 2,018 2,407  2,583  38 45  48  
6. Sumatera Selatan 5,492 6,899  6,522  68 74  70  
7. Bengkulu 1,179 1,564  1,525  60 79  77  
8. Lampung 6,016 6,731  6,963  170 191  196  
9. Kep. Bangka Belitung 5) 820 900  988  0 56  61  

Sumatera 36,472 20.43% 43,269  21.0% 44,816  21% 76 90  93  
10. DKI Jakarta 8,228 8,361  8,640  12,439 12,635  12,985  
11. Jawa Barat 29,414 35,724  38,138  1,023 1,033  1,100  
12. Jawa Tengah 28,516 31,223  32,175  876 959  987  
13. DI. Yogyakarta 2,913 3,121  3,211  914 980  1,007  
14. Jawa Timur 32,488 34,766  36,270  678 726  756  
15. Banten 5) 5,968 8,098  8,999  0 936  1,038  

Jawa 107,527 60.24% 121,293  58.9% 127,433  59.2% 843 951  997  
16. Bali 2,777 3,150  3,363  493 559  596  
17. NTB 3,369 4,009  4,025  167 199  199  
18. NTT 3,268 3,823  4,094  69 83  86  

Bali & Nusa Tenggara 9,414 5.27% 10,982  5.3% 11,482  5.3% 139 152  157  
19. Kalimantan Barat 3,228 4,016  3,969  22 27  27  
20. Kalimantan Tengah 1,396 1,855  1,838  9 12  12  
21. Kalimantan Selatan 2,597 2,984  3,188  60 69  73  
22. Kalimantan Timur 1,875 2,452  2,720  8 11  12  

Kalimantan 9,096 5.10% 11,307  5.5% 11,715  5.4% 16 20  20  
23. Sulawesi Utara 1,762 2,001  2,136  162 132  140  
24. Sulawesi Tengah 1,703 2,176  2,221  27 35  35  
25. Sulawesi Selatan 6,981 8,051  8,253  112 129  132  
26. Sulawesi Tenggara 1,349 1,820  1,887  35 48  49  
27. Gorontalo 5) 716 833  885  0 68  72  

Sulawesi 12,511 7.01% 14,881  7.2% 15,382  7.1% 65 78  80  
28. Maluku 1,154 1,163  1,224  40 26  26  
29. Maluku Utara 6) 699 732  858  0 25  28  
30. Papua 1,630 2,214  2,366  5 6  6  

Maluku & Papua 3,483 1.95% 4,109  2.0% 4,448  2.1% 8 9  10  
178,503 100% 205,841  100% 215,276  100% 95 109  114  

Source:   Table 3.1.1 and 3.1.2 Statistical Year Book of Indonesia 2003.

1) Excluding population without permanent residence.
2) Based on 1990 population census.
3) Including 2,283,981 persons (non responed), and 2,317,216 persons (estimation), based on 2000 population census.
4) Estimation Figures June 2003,based on voter and population registration (April 2003).
5) Kep. Bangka Belitung, Gorontalo and Banten were formed in 2000.
6) Maluku Utara was formed in 1999.

2003 4)

Population Density
(persons/square km)

Whole Country

Population 1)

(000 persons)
1990 2)
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表 3.1.4     農地所有規模別世帯数

(Unit : No. of Households)
Rural Area of Agricultural land Owned (ha)

Province Not Own < 0.10 0.10 - 0.24 0.25 - 0.49 0.50 - 0.74 0.75 - 0.99 1.00 - 1.24 1.25 - 1.99 > 2.00 Total
1 DI. Aceh 194,631 6,695 46,941 84,392 92,647 30,656 82,951 45,792 73,778 658,483
2 Sumatera Utara 490,768 24,975 95,457 139,242 158,671 70,487 162,376 96,882 177,026 1,415,884
3 Sumatera Barat 278,797 23,506 43,120 95,937 97,281 30,431 70,259 45,393 52,175 736,899
4 Riau 169,390 1,150 3,760 14,027 21,658 9,148 53,509 73,582 218,128 564,352
5 Jambi 94,489 5,255 2,806 18,272 21,292 11,813 64,321 30,727 143,123 392,098
6 Sumatera Selatan 288,383 4,132 7,259 48,695 86,647 28,729 175,467 120,574 323,425 1,083,311
7 Bengkulu 46,154 762 1,983 11,134 21,497 8,985 42,075 31,015 71,787 235,392
8 Lampung 297,083 4,703 28,545 139,469 180,097 74,307 193,226 122,467 215,975 1,255,872
9 DKI Jakarta -  -  -  -  -  -  -  -  -  0

10 Jawa Barat 3,006,900 329,209 626,853 659,252 395,924 148,747 182,657 129,415 148,021 5,626,978
11 Jawa Tengah 1,937,778 219,763 810,780 935,611 489,654 165,548 151,695 114,620 92,096 4,917,545
12 DI. Yogyakarta 75,285 45,885 67,662 50,836 31,034 14,957 13,814 13,141 8,669 321,283
13 Jawa Timur 2,474,165 336,757 881,616 1,086,052 557,605 177,137 182,236 155,742 137,609 5,988,919
14 Bali 177,761 8,569 45,667 70,285 50,670 17,494 24,693 16,891 41,394 453,424
15 NTB 311,623 19,107 69,251 103,873 64,684 31,641 38,823 29,831 36,146 704,979
16 NTT 75,598 3,428 13,368 46,661 92,616 53,076 118,474 110,755 113,572 627,548
17 Timor Timur 25,672 554 1,379 4,778 14,151 3,468 34,889 25,633 43,892 154,416
18 Kalimantan Barat 132,799 3,912 8,851 29,678 40,445 18,533 76,468 55,478 237,701 603,865
19 Kalimantan Tengah 65,333 315 975 3,442 10,854 5,596 46,540 34,847 120,082 287,984
20 Kalimantan Selatan 160,555 3,150 30,794 69,826 55,200 24,697 53,108 38,151 58,814 494,295
21 Kalimantan Timur 95,044 2,278 4,557 11,711 11,679 7,227 28,805 26,636 78,543 266,480
22 Sulawesi Utara 168,682 861 11,568 33,120 59,340 18,159 84,186 35,168 72,006 483,090
23 Sulawesi Tengah 62,698 1,372 1,826 12,136 35,999 10,600 63,537 44,507 94,077 326,752
25 Sulawesi Tenggara 53,742 1,536 3,958 9,236 31,906 11,516 45,476 42,742 61,490 261,602
24 Sulawesi Selatan 289,146 11,055 50,832 135,417 170,517 100,735 142,722 135,812 155,586 1,191,822
26 Maluku 55,132 1,792 481 3,661 14,221 2,919 61,040 30,772 138,526 308,544
27 Irian Jaya 44,330 6,006 6,814 19,563 37,417 32,679 45,533 56,652 79,147 328,141

Whole Country 11,071,938 1,066,727 2,867,103 3,836,306 2,843,706 1,109,285 2,238,880 1,663,225 2,992,788 29,689,958

(Unit : No. of Households)
Urban and Rural Area of Agricultural land Owned (ha)

Province Not Own < 0.10 0.10 - 0.24 0.25 - 0.49 0.50 - 0.74 0.75 - 0.99 1.00 - 1.24 1.25 - 1.99 > 2.00 Total
1 DI. Aceh 346,284 7,415 48,432 88,418 95,871 30,851 87,480 46,880 78,437 830,068
2 Sumatera Utara 1,312,347 29,748 118,820 158,869 173,389 78,003 175,396 100,295 198,937 2,345,804
3 Sumatera Barat 483,649 25,418 44,839 101,667 103,591 31,989 76,313 47,564 56,993 972,023
4 Riau 428,395 1,974 6,455 16,353 28,396 9,823 60,093 76,349 226,418 854,256
5 Jambi 213,159 6,282 3,410 20,083 23,760 11,813 68,177 31,829 152,135 530,648
6 Sumatera Selatan 698,107 5,826 9,303 55,434 94,838 30,962 184,386 126,049 340,017 1,544,922
7 Bengkulu 114,266 1,314 1,983 12,242 22,978 9,187 46,064 32,370 75,916 316,320
8 Lampung 488,592 5,307 29,187 143,356 184,040 76,120 198,085 124,546 220,431 1,469,664
9 DKI Jakarta 2,017,648 2,916 1,417 865 1,525 218 2,824 872 10,135 2,038,420

10 Jawa Barat 6,486,587 410,267 709,948 727,815 432,418 163,748 208,394 140,419 173,037 9,452,633
11 Jawa Tengah 3,881,183 257,617 887,143 1,031,175 528,848 179,869 163,330 122,922 102,893 7,154,980
12 DI. Yogyakarta 426,867 95,538 115,795 62,964 44,464 15,912 17,585 18,991 9,143 807,259
13 Jawa Timur 4,829,619 378,604 951,740 1,176,329 607,129 188,976 198,766 164,316 152,602 8,648,081
14 Bali 372,241 11,312 59,126 84,258 56,932 19,611 26,642 17,130 44,492 691,744
15 NTB 439,235 22,461 76,260 110,194 68,515 32,504 40,857 31,503 38,270 859,799
16 NTT 149,133 3,573 14,761 51,007 96,988 55,288 120,989 112,775 116,525 721,039
17 Timor Timur 37,016 624 1,675 5,033 15,056 3,579 35,926 26,234 45,030 170,173
18 Kalimantan Barat 270,219 4,456 8,987 30,756 43,124 18,861 79,907 56,341 241,454 754,105
19 Kalimantan Tengah 140,318 496 1,567 4,262 12,388 6,082 48,312 36,172 122,707 372,304
20 Kalimantan Selatan 349,008 4,128 32,602 73,205 57,637 26,035 55,277 39,370 61,799 699,061
21 Kalimantan Timur 319,469 3,728 6,213 13,744 17,044 8,951 36,487 30,434 89,706 525,776
22 Sulawesi Utara 320,353 1,914 12,775 34,572 63,178 20,000 92,457 37,201 78,526 660,976
23 Sulawesi Tengah 131,305 1,472 2,342 13,717 39,095 11,738 67,583 45,823 101,277 414,352
25 Sulawesi Tenggara 110,722 2,073 4,010 10,187 34,275 12,558 50,256 44,561 64,768 333,410
24 Sulawesi Selatan 649,891 15,167 59,319 148,252 185,580 105,185 155,391 143,613 172,744 1,635,142
26 Maluku 144,406 1,898 576 4,104 15,917 3,506 64,579 32,324 141,778 409,088
27 Irian Jaya 140,760 8,836 8,933 20,577 39,539 33,083 47,195 58,655 83,459 441,037

Whole Country 25,300,779 1,310,364 3,217,618 4,199,438 3,086,515 1,184,452 2,408,751 1,745,538 3,199,629 45,653,084
Source: Results of the 1995 Intercensal Population Survey, Central Bureau of Statistics
            (Hasil Survey Penduduk Antar Sensus 1995, BPS).
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Production (1,000 ton) Harvered Area (1,000 ha)

Production Paddy Maize Cassava Sweet
Potato Peanut Soybean Paddy Maize Cassava Sweet

Potato Peanut Soybean

1 DI. Aceh 1,405 37 65 25 9 72 337 16 5 3 7 59
2 Sumatera Utara 3,514 667 480 127 24 13 848 222 40 14 23 12
3 Sumatera Barat 1,759 56 95 33 9 8 397 24 8 3 8 7
4 Riau 431 48 70 13 4 3 142 22 7 2 4 3
5 Jambi 537 24 55 14 2 4 171 12 5 2 2 4
6 Sumatera Selatan 1,864 94 327 27 8 9 555 41 30 4 7 8
7 Bengkulu 363 46 93 64 6 3 109 25 8 7 6 3
8 Lampung 1,946 1,123 2,924 43 10 22 497 382 258 4 9 24

Sumatra 11,819 2,095 4,109 346 72 134 3,056 744 361 39 66 120
9 DKI Jakarta 16 78 2 - 1 - 4 1 1 - 1 -

10 Jawa Barat 10,750 412 1,816 386 109 55 2,188 139 137 35 97 45
11 Jawa Tengah 8,475 1,714 3,092 142 160 204 1,669 582 227 12 143 147
12 DI. Yogyakarta 654 174 701 7 54 68 138 66 56 1 54 54
13 Jawa Timur 9,224 3,488 3,622 194 180 385 1,754 1,170 249 18 171 306

Jawa 29,119 5,866 9,233 729 504 712 5,753 1,958 670 66 466 552
14 Bali 827 95 159 65 15 14 155 38 14 6 13 10
15 NTB 1,488 66 99 10 28 71 341 32 9 1 25 67
16 NTT 461 527 836 156 15 3 176 253 84 20 15 4
17 Timor Timur - - - - - - - - - - - -

Bali, Nusatenggara 2,776 688 1,094 231 58 88 672 323 107 27 53 81
18 Kalimantan Barat 903 31 176 17 2 2 361 18 15 2 2 2
19 Kalimantan Tengah 363 9 107 18 3 5 162 6 10 3 3 4
20 Kalimantan Selatan 1,332 37 129 19 17 9 433 25 10 2 16 7
21 Kalimantan Timur 402 14 91 20 2 2 138 8 7 2 2 2

Kalimantan 3,000 91 503 74 24 18 1,094 57 42 9 23 15
22 Sulawesi Utara 514 225 50 23 8 7 122 100 5 3 8 6
23 Sulawesi Tengah 577 53 44 18 6 2 161 23 5 2 6 2
24 Sulawesi Selatan 3,659 633 492 73 48 42 806 242 45 9 42 33
25 Sulawesi Tenggara 315 87 203 21 8 3 86 42 18 3 10 4

Sulawesi 5,065 998 789 135 70 54 1,175 407 73 17 66 45
26 Maluku 36 7 312 30 2 2 15 5 28 4 2 2
27 Irian Jaya 81 7 47 281 7 7 29 5 4 33 9 7

Maluku, Irian 117 14 359 311 9 9 44 10 32 37 11 9
Total 51,896 9,752 16,087 1,826 737 1,015 11,794 3,499 1,285 195 685 822

Source：Agricultural Statistics 2001、Ministry of Agriculture

表 3.1.5  主要食用作物の州別生産量及び収穫面積 (1/3、2000年)
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表 3.1.5  主要食用作物の州別生産量及び収穫面積 (2/3、2001年)

Production (1,000 ton) Harvered Area (1,000 ha)

Production Paddy Maize Cassava Sweet Potato Peanut Soybean Paddy Maize Cassava Sweet Potato Peanut Soybean

1 DI. Aceh 1,246.61 51.23 44.39 16.70 5.05 63.13 295.21 20.61 3.61 1.73 4.36 51.02
2 Sumatera Utara 3,291.52 634.16 507.52 118.18 22.49 10.72 801.95 198.71 41.23 12.46 21.13 10.00
3 Sumatera Barat 1,668.96 48.82 82.21 30.34 8.71 4.94 376.71 18.39 6.70 2.88 7.63 4.12
4 Riau 413.39 39.92 55.82 11.25 3.18 2.29 132.51 18.35 5.08 1.45 3.48 2.01
5 Jambi 556.56 23.98 54.61 14.73 2.61 2.36 164.83 11.49 4.99 1.77 2.48 2.17
6 Sumatera Selatan 1,723.43 68.77 323.68 14.80 6.17 5.34 511.93 28.83 27.88 2.35 5.76 4.76
7 Bengkulu 376.97 41.56 73.57 58.75 5.47 1.40 105.21 22.58 6.46 6.35 5.55 1.51
8 Lampung 1,992.73 1,122.89 3,584.23 42.21 14.02 12.39 501.12 378.25 316.98 4.38 12.25 12.18
9 Bangka Belitung 16.43 1.11 18.13 4.48 0.33 0.00 7.13 0.55 1.58 0.59 0.31 0.00

Sumatera 11,286.60 2,032.43 4,744.14 311.43 68.03 102.56 2,896.59 697.74 414.49 33.96 62.95 87.76
10 DKI Jakarta 16.89 0.06 0.88 - 0.02 - 3.36 0.04 0.07 - 0.02 -
11 Jawa Barat 9,237.59 361.06 1,569.85 311.74 86.06 34.60 1,866.07 117.67 118.99 28.63 73.31 28.56
12 Jawa Tengah 8,289.93 1,553.92 3,234.92 131.71 161.18 151.18 1,650.63 528.86 224.39 11.77 142.43 111.81
13 DI. Yogyakarta 661.80 187.58 736.32 7.91 50.55 50.20 137.26 71.37 58.22 0.76 58.87 45.41
14 Jawa Timur 8,672.79 3,529.97 4,016.33 189.67 176.89 349.19 1,708.48 1,135.83 257.11 17.65 162.86 280.65
15 Banten 1,433.40 30.40 179.48 45.92 13.10 2.00 335.03 12.53 13.61 4.22 13.23 1.66

Jawa 28,312.40 5,662.99 9,737.77 686.94 487.80 587.17 5,700.82 1,866.31 672.39 63.03 450.70 468.08
15 Bali 789.23 79.69 160.01 53.51 16.39 11.85 147.94 31.86 14.09 4.84 12.99 8.44
16 NTB 1,458.62 50.78 96.97 17.29 30.60 72.11 330.66 24.97 8.65 1.57 27.35 67.78
17 NTT 448.00 553.30 778.42 147.06 11.30 1.65 165.62 258.33 76.28 16.68 11.68 2.01
18 Timor Timur - - - - - - - - - - - -

Bali, Nusatenggara 2,695.85 683.77 1,035.41 217.86 58.29 85.61 644.22 315.16 99.02 23.09 52.02 78.24
19 Kalimantan Barat 941.63 35.50 167.43 14.61 1.43 1.92 361.94 16.34 13.04 1.90 1.43 1.79
20 Kalimantan Tengah 360.08 7.83 70.92 18.50 1.94 3.48 150.69 5.07 6.63 2.76 1.87 3.35
21 Kalimantan Selatan 1,406.07 38.28 113.15 22.61 16.69 6.14 428.04 21.02 9.09 2.41 15.03 5.17
22 Kalimantan Timur 366.71 10.38 89.82 21.37 2.40 2.17 125.46 5.97 7.02 2.54 2.36 2.00

Kalimantan 3,074.49 91.99 441.32 77.08 22.46 13.71 1,066.14 48.40 35.79 9.61 20.69 12.31
23 Sulawesi Utara 310.80 150.46 26.53 17.95 5.98 3.57 72.27 68.44 2.58 2.06 5.28 2.97
24 Sulawesi Tengah 520.64 49.10 49.79 23.81 3.66 2.03 146.61 20.33 4.49 2.99 3.19 2.04
25 Sulawesi Selatan 3,728.74 515.41 460.92 80.42 42.16 18.61 827.27 191.96 40.67 9.16 36.57 14.47
26 Sulawesi Tenggara 263.48 60.39 152.82 19.60 7.67 1.20 71.50 28.77 13.43 2.74 9.55 1.64
27 Gorontalo 158.87 81.72 12.20 5.32 3.63 2.17 35.64 36.61 1.19 0.62 3.20 1.85

Sulawesi 4,982.53 857.06 702.24 147.10 63.09 27.58 1,153.28 346.11 62.35 17.56 57.79 22.96
28 Maluku 33.89 10.35 335.57 25.03 2.68 2.29 14.55 6.67 28.40 3.03 2.40 1.91
29 Irian Jaya 75.03 8.61 58.20 283.63 7.41 8.01 24.39 5.47 5.47 30.75 8.28 7.59

Maluku, Irian 108.92 18.96 393.77 308.66 10.09 10.30 38.94 12.15 33.88 33.78 10.69 9.50
Total 50,460.78 9,347.19 17,054.65 1,749.07 709.77 826.93 11,500.00 3,285.87 1,317.91 181.03 654.84 678.85

Source: Agricultural Statistics 2002, Ministry of Agriculture.
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表 3.1.5  主要食用作物の州別生産量及び収穫面積 (3/3、2002年度)

Production (1,000 ton) Harvested Area (1,000 ha)

Production Paddy Maize Cassava Sweet Potato Peanut Soybean Paddy Maize Cassava Sweet Potato Peanut Soybean

1 DI. Aceh 1,314.17 60.11 52.13 17.29 7.38 21.52 315.13 23.87 4.27 1.78 6.19 17.21
2 Sumatera Utara 3,153.31 640.59 441.82 118.17 23.30 10.20 765.16 198.67 36.12 12.41 21.43 9.71
3 Sumatera Barat 1,875.83 67.24 100.66 37.56 8.76 2.08 424.25 25.64 8.05 3.34 7.70 1.66
4 Riau 396.64 38.59 56.55 9.18 4.14 2.31 129.03 17.79 5.33 1.18 4.49 2.30
5 Jambi 561.01 26.72 52.52 16.82 1.81 3.77 165.73 11.53 4.64 2.00 1.76 3.46
6 Sumatera Selatan 1,899.85 53.44 271.05 16.88 6.22 3.79 561.72 21.75 23.11 2.47 5.74 3.26
7 Bengkulu 379.82 52.19 81.39 62.69 6.04 1.92 109.52 28.95 7.19 6.72 6.23 2.06
8 Lampung 1,951.11 989.32 3,471.14 39.50 9.33 6.03 475.46 320.06 295.16 4.11 8.41 6.02
9 Bangka Belitung 10.32 0.93 21.09 4.88 0.29 0.00 4.50 0.43 1.85 0.65 0.27 0.00

Sumatera 11,542.05 1,929.13 4,548.33 322.95 67.25 51.62 2,950.50 648.70 385.71 34.65 62.25 45.66
10 DKI Jakarta 11.30 0.05 1.06 - 0.02 - 2.32 0.03 0.09 - 0.02 -
11 Jawa Barat 9,166.87 464.26 1,800.26 389.51 86.47 29.79 1,792.32 126.15 120.63 34.07 67.41 22.71
12 Jawa Tengah 8,503.52 1,505.71 3,097.78 126.89 150.53 117.07 1,653.44 495.22 227.61 10.79 141.54 89.06
13 DI. Yogyakarta 653.58 170.75 750.21 7.10 58.48 50.98 134.85 62.31 59.18 0.74 61.71 42.94
14 Jawa Timur 8,803.88 3,692.15 3,919.85 168.78 188.00 300.18 1,686.43 1,043.29 248.16 14.79 160.34 238.14
15 Banten 1,468.77 19.22 137.98 42.38 14.14 4.57 338.67 8.35 10.54 3.90 13.94 3.95

Jawa 28,607.92 5,852.14 9,707.13 734.66 497.64 502.59 5,608.03 1,735.35 666.21 64.28 444.96 396.80
15 Bali 808.97 98.58 125.78 67.99 16.25 10.25 148.66 34.40 10.40 5.86 13.78 7.64
16 NTB 1,370.17 57.79 87.91 17.55 32.23 59.99 310.97 28.85 7.80 1.58 28.18 52.57
17 NTT 468.01 580.90 870.16 133.07 13.62 2.98 165.86 258.46 80.77 16.67 12.91 3.61
18 Timor Timur - - - - - - - - - - - -

Bali, Nusatenggara 2,647.15 737.27 1,083.85 218.61 62.09 73.23 625.49 321.70 98.96 24.11 54.86 63.82
19 Kalimantan Barat 985.49 46.81 201.74 14.95 2.39 1.82 346.57 20.50 15.16 1.97 2.22 1.64
20 Kalimantan Tengah 395.24 7.73 104.14 18.68 1.57 2.04 157.86 4.82 9.20 2.75 1.45 1.88
21 Kalimantan Selatan 1,346.01 29.01 107.24 24.42 16.88 7.12 421.40 16.76 8.33 2.50 13.84 5.80
22 Kalimantan Timur 442.63 12.18 115.70 23.01 2.81 2.07 153.21 6.37 8.79 2.65 2.82 1.83

Kalimantan 3,169.37 95.74 528.82 81.07 23.65 13.05 1,079.04 48.45 41.48 9.86 20.33 11.15
23 Sulawesi Utara 346.08 116.90 32.13 14.96 3.53 1.76 80.36 55.65 3.15 1.73 3.20 1.49
24 Sulawesi Tengah 746.02 48.50 69.49 28.53 6.15 2.02 197.03 21.81 6.39 3.37 5.47 1.90
25 Sulawesi Selatan 3,893.92 661.01 543.44 77.70 42.42 19.32 837.88 205.91 40.73 8.18 39.11 14.48
26 Sulawesi Tenggara 298.81 68.15 181.85 19.53 8.54 2.02 79.25 33.79 15.29 2.62 10.59 2.32
27 Gorontalo 153.22 130.25 9.76 4.29 2.33 1.85 34.65 45.72 0.93 0.51 2.01 1.52

Sulawesi 5,438.05 1,024.80 836.67 145.02 62.96 26.96 1,229.17 362.88 66.48 16.40 60.37 21.70
28 Maluku 12.03 7.10 161.17 12.04 1.12 0.49 4.53 4.87 13.61 1.46 0.97 0.41
29 Irian Jaya 73.12 7.94 47.14 257.30 3.37 5.13 24.40 4.90 4.08 26.51 3.22 4.97

Maluku, Irian 85.16 15.04 208.31 269.34 4.49 5.61 28.94 9.76 17.69 27.97 4.19 5.38
Total 51,489.69 9,654.11 16,913.10 1,771.64 718.07 673.06 11,521.17 3,126.83 1,276.53 177.28 646.95 544.52

Source: Agricultural Statistics 2003, Ministry of Agriculture.
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表 3.1.6     インドネシアにおける主要食用作物の収穫面積及び生産量

Paddy Soybean Cassava Sweet Potato Peanut Maize

Year Harvested
Area

Unit
Yield Production Harvested

Area
Unit
Yield Production Harvested

Area
Unit
Yield Production Harvested

Area
Unit
Yield Production Harvested

Area
Unit
Yield Production Harvested

Area
Unit
Yield Production

(ha) (ton/ha) (ton) (ha) (ton/ha) (ton) (ha) (ton/ha) (ton) (ha) (ton/ha) (ton) (ha) (ton/ha) (ton) (ha) (ton/ha) (ton)
1968 8,020,773 2.1 17,195,343 676,087 0.6 419,932 1,503,502 7.6 11,355,634 403,866 5.9 2,364,297 394,601 0.7 286,698 3,220,012 1.0 3,166,046 
1969 8,013,723 2.6 20,464,474 553,783 0.7 388,907 1,467,146 7.4 10,916,529 369,443 6.1 2,260,185 372,279 0.7 267,158 2,435,823 0.9 2,292,876 
1970 8,135,078 2.4 19,323,533 694,732 0.7 497,883 1,398,070 7.5 10,478,308 357,568 6.1 2,175,317 380,060 0.7 281,309 2,938,611 1.0 2,825,215 
1971 8,324,322 3.2 26,392,175 679,625 0.8 515,644 1,406,093 7.6 10,689,691 356,866 6.2 2,211,360 375,752 0.8 283,773 2,626,595 1.0 2,606,494 
1972 7,897,638 3.2 25,351,110 697,500 0.7 518,229 1,468,412 7.1 10,384,952 337,811 6.1 2,066,325 353,818 0.8 282,205 2,160,053 1.0 2,254,382 
1973 8,403,604 2.7 23,090,849 743,657 0.7 541,040 1,428,813 7.8 11,185,592 378,725 6.3 2,386,764 415,831 0.7 290,104 3,433,164 1.1 3,689,802 
1974 8,508,598 3.5 29,376,492 768,027 0.8 589,239 1,509,440 8.6 13,030,674 330,250 7.5 2,469,208 410,663 0.7 307,166 2,666,868 1.1 3,010,781 
1975 8,495,096 3.4 29,201,619 751,689 0.8 589,831 1,410,025 8.9 12,545,544 310,917 7.8 2,432,614 474,519 0.8 379,683 2,445,866 1.2 2,902,887 
1976 8,368,759 3.6 30,470,458 646,336 0.8 521,777 1,353,328 9.0 12,190,728 301,055 7.9 2,381,213 414,211 0.8 341,088 2,095,054 1.2 2,572,139 
1977 8,359,568 2.8 23,347,132 646,121 0.8 522,821 1,363,552 9.2 12,487,664 326,239 7.5 2,460,364 507,249 0.8 408,950 2,566,509 1.2 3,142,654 
1978 8,929,169 2.9 25,771,570 733,142 0.8 616,599 1,302,903 9.9 12,902,011 300,540 6.9 2,082,801 506,445 0.9 445,812 3,024,611 1.3 4,029,201 
1979 8,803,564 3.0 26,282,663 784,489 0.9 679,825 1,439,315 9.6 13,750,767 286,878 7.6 2,194,409 473,246 0.9 424,362 2,593,621 1.4 3,605,535 
1980 9,005,065 3.3 29,651,905 732,346 0.9 652,762 1,412,481 9.7 13,726,336 276,048 7.5 2,078,767 506,401 0.9 469,808 2,734,940 1.5 3,990,939 
1981 9,381,839 3.5 32,774,176 809,978 0.9 703,811 1,387,536 9.6 13,300,911 274,905 7.6 2,093,572 507,958 0.9 474,591 2,955,039 1.5 4,509,302 
1982 9,021,524 3.8 34,103,865 606,408 0.8 513,549 1,302,944 9.7 12,676,211 243,896 7.8 1,896,911 470,194 0.9 436,822 2,061,299 1.6 3,234,824 
1983 9,162,469 3.9 35,303,106 639,876 0.8 536,103 1,220,808 9.9 12,102,734 280,173 7.9 2,213,027 480,514 1.0 460,421 3,002,227 1.7 5,086,875 
1984 9,763,580 3.9 38,136,446 858,892 0.9 769,384 1,350,448 10.5 14,167,090 263,854 8.2 2,156,529 537,591 1.0 534,815 3,086,246 1.7 5,287,825 
1985 9,902,293 3.9 39,032,945 896,220 1.0 869,718 1,291,845 10.9 14,057,027 256,086 8.4 2,161,493 510,037 1.0 527,852 2,439,966 1.8 4,329,503 
1986 9,988,453 4.0 39,726,761 1,253,767 1.0 1,226,727 1,169,886 11.4 13,312,119 253,067 8.3 2,090,568 601,261 1.1 641,878 3,142,759 1.9 5,920,374 
1987 9,922,594 4.0 40,078,195 1,100,565 1.1 1,160,963 1,222,151 11.7 14,356,336 229,070 8.8 2,012,846 550,754 1.0 533,106 2,626,033 2.0 5,155,680 
1988 10,140,155 4.1 41,676,170 1,177,360 1.1 1,270,418 1,302,581 11.9 15,471,111 247,822 8.7 2,158,629 607,602 1.0 589,265 3,405,751 2.0 6,651,917 
1989 10,531,207 4.2 44,725,582 1,198,096 1.1 1,315,113 1,407,880 12.2 17,117,249 240,178 9.3 2,224,346 620,817 1.0 619,585 2,944,199 2.1 6,192,512 
1990 10,502,357 4.3 45,178,751 1,334,100 1.1 1,487,433 1,311,564 12.1 15,829,635 208,732 9.4 1,971,466 635,014 1.0 650,560 3,158,092 2.1 6,734,028 
1991 10,281,519 4.3 44,688,247 1,368,199 1.1 1,555,453 1,319,143 12.1 15,954,467 214,316 9.5 2,039,212 628,256 1.0 652,119 2,909,100 2.2 6,255,906 
1992 11,103,317 4.3 48,240,009 1,665,706 1.1 1,869,713 1,351,324 12.2 16,515,855 229,786 9.4 2,171,036 719,703 1.0 739,050 3,629,346 2.2 7,995,459 
1993 11,012,776 4.4 48,181,087 1,470,206 1.2 1,708,528 1,401,640 12.3 17,285,385 224,098 9.3 2,088,205 624,289 1.0 638,708 2,939,534 2.2 6,459,737 
1994 10,733,830 4.3 46,641,524 1,406,918 1.1 1,564,847 1,356,580 11.6 15,729,232 197,170 9.4 1,845,178 642,998 1.0 631,971 3,109,398 2.2 6,868,885 
1995 11,438,764 4.3 49,744,140 1,477,432 1.1 1,680,007 1,324,259 11.7 15,441,481 228,673 9.5 2,171,027 739,305 1.0 760,148 3,651,838 2.3 8,245,902 
1996 11,569,729 4.4 51,101,506 1,279,286 1.2 1,517,181 1,415,101 12.0 17,002,455 211,681 9.5 2,017,516 688,908 1.1 737,815 3,743,573 2.5 9,307,423 
1997 11,140,594 4.4 49,377,054 1,119,079 1.2 1,356,891 1,243,366 12.2 15,134,021 195,436 9.5 1,847,492 628,142 1.1 688,345 3,355,224 2.6 8,770,851 
1998 11,730,325 4.2 49,236,692 1,095,071 1.2 1,305,640 1,205,353 12.2 14,696,203 202,093 9.6 1,935,044 651,098 1.1 692,357 3,847,813 2.6 10,169,488 
1999 11,963,204 4.3 50,866,387 1,151,079 1.2 1,382,848 1,350,008 12.2 16,458,544 172,243 9.7 1,665,547 624,980 1.1 659,586 3,456,357 2.7 9,204,036 
2000 11,793,475 4.4 51,898,852 824,484 1.2 1,017,634 1,284,040 12.5 16,089,020 194,262 9.4 1,827,687 683,554 1.1 736,517 3,500,318 2.8 9,676,899 
2001 11,499,997 4.4 50,460,782 678,848 1.2 826,932 1,317,912 12.9 17,054,648 181,026 9.7 1,749,070 654,838 1.1 709,770 3,285,866 2.8 9,347,192 
2002 11,521,166 4.5 51,489,694 544,522 1.2 673,056 1,276,533 13.2 16,913,104 177,276 10.0 1,771,642 646,953 1.1 718,071 3,126,833 3.1 9,654,105 
2003 11,477,357 4.5 52,078,830 526,700 1.3 672,439 1,239,700 14.9 18,473,961 198,200 10.1 1,997,787 682,900 1.1 784,788 3,354,700 3.3 10,910,104 

Source) Central Bureau of Statistics, Statistical Year Book of Indonesia
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表 3.1.7  州別米需給バランス予想（2005年）

Province Production*1

(ton)
Population *1

(persons)
Consumption*2

(kg /capita)
Demand

(ton)
Balance

(ton) Ratio Balance

1 Sulawesi Selatan (Sulawesi) 2,435,000 8,635,400 111.97 966,900 1,468,100 2.52 Surplus
2 Kalimantan Selatan (Kalimantan) 910,800 3,172,500 114.88 364,500 546,300 2.50 Surplus
3 Sumatera Barat (Sumatra) 1,104,500 4,535,800 132.44 600,700 503,800 1.84 Surplus
4 Sulawesi Tengah (Sulawesi) 463,300 2,336,700 113.23 264,600 198,700 1.75 Surplus
5 NTB (Bali, NT) 922,300 4,311,200 124.99 538,900 383,400 1.71 Surplus
6 Sumatera Selatan (Sumatra) 1,305,200 7,483,900 109.68 820,800 484,400 1.59 Surplus
7 Jawa Timur (Java) 5,408,600 35,793,500 98.72 3,533,500 1,875,100 1.53 Surplus
8 Kalimantan Tengah (Kalimantan) 338,200 2,028,000 112.00 227,100 111,100 1.49 Surplus
9 Lampung (Sumatra) 1,192,100 7,234,900 111.80 808,900 383,200 1.47 Surplus

10 Jawa Tengah (Java) 5,053,700 33,047,200 107.07 3,538,400 1,515,300 1.43 Surplus
11 Sumatera Utara (Sumatra) 2,052,700 12,651,800 119.71 1,514,500 538,200 1.36 Surplus
12 Kalimantan Barat (Kalimantan) 652,900 4,352,100 116.06 505,100 147,800 1.29 Surplus
13 Bengkulu (Sumatra) 259,700 1,691,900 120.42 203,700 56,000 1.27 Surplus
14 Jawa Barat (Java) 5,441,700 37,992,900 115.48 4,387,400 1,054,300 1.24 Surplus
15 Jambi (Sumatra) 367,200 2,612,300 118.74 310,200 57,000 1.18 Surplus
16 Bali (Bali, NT) 479,300 3,314,000 123.36 408,800 70,500 1.17 Surplus
17 DI. Yogyakarta (Java) 405,000 3,179,600 112.51 357,700 47,300 1.13 Surplus
18 Kalimantan Timur (Kalimantan) 288,800 2,664,400 99.73 265,700 23,100 1.09 Balance
19 Sulawesi Utara (Sulawesi) 241,500 2,111,400 112.26 237,000 4,500 1.02 Balance
20 Sulawesi Tenggara (Sulawesi) 209,600 1,997,600 105.87 211,500 -1,900 0.99 Balance
21 Banten (Java) 1,056,500 8,697,300 124.64 1,084,000 -27,500 0.97 Balance
22 Gorontalo (Sulawesi) 75,900 892,600 88.97 79,400 -3,500 0.96 Balance
23 NTT (Bali, NT) 305,900 4,121,300 101.37 417,800 -111,900 0.73 Deficit
24 Riau (Sumatra) 293,800 5,479,800 116.63 639,100 -345,300 0.46 Deficit
25 Bangka Belitung (Sumatra) 13,900 1,075,900 99.98 107,600 -93,700 0.13 Deficit
26 DKI Jakarta (Java) 6,400 8,902,800 114.44 1,018,800 -1,012,400 0.01 Deficit
27 DI. Aceh (Sumatra) 940,000 4,307,400 na - - - -
28 Kepulauan Riau (Sumatra) 4,600 na na - - - -
29 Irian Jaya (Maluku, Irian Jaya) 44,300 2,459,400 na - - - -
30 Irian Jaya Barat (Maluku, Irian Jaya) 16,600 na na - - - -
31 Maluku (Maluku, Irian Jaya) 17,500 1,260,500 na - - - -
32 Maluku Utara (Maluku, Irian Jaya) 30,900 797,700 na - - - -

Total 32,338,400 219,141,800 110.19 24,147,200 8,191,200 1.34 Surplus
Source: *1: DG of Food Crops Production Development, Ministry of Agriculture.  Conversion factor from paddy to rice is 0.5961 specified by DG.

*2: Agency for Food Security, Ministry of Agriculture.  This consumption include only food consumption.  Total figure of consumption in Indonesia
      was provided separately besides province-wise data.
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表 3.1.8  主要食用作物の国内生産量及び輸出量

(Unit: 1,000ton）
Year Rice Maize Soybeans Potatoes Vegetable Fruits

Production Import Export Production Import Export Production Import Export Production Import Export Production Import Export Production Import Export

1969 12,019 620 0 2,293 0 156 389 0 1 104 0 0 2,055 33 15 3,003 5 1
1970 12,894 981 0 2,825 0 286 498 0 4 70 0 1 2,179 28 32 3,576 8 8
1971 13,467 519 0 2,606 0 219 516 0 1 123 0 1 2,328 20 51 3,475 12 3
1972 12,936 754 0 2,254 0 80 518 0 3 124 0 3 2,387 26 19 3,681 17 3
1973 14,333 1,911 0 3,690 35 181 541 0 36 174 0 4 2,506 36 32 4,086 21 1
1974 14,989 1,162 0 3,011 0 197 589 0 4 120 1 5 2,550 63 43 3,967 27 5
1975 14,900 710 0 2,903 0 51 590 18 0 124 1 5 2,628 57 39 3,742 27 7
1976 15,542 1,335 0 2,572 69 4 522 172 1 154 1 7 2,131 71 44 2,965 43 7
1977 15,573 2,025 0 3,143 15 10 523 89 0 248 0 8 2,097 80 53 3,736 35 8
1978 17,190 1,890 0 4,029 46 21 617 130 0 233 0 2 2,335 74 18 3,223 35 10
1979 17,531 1,972 0 3,606 84 7 680 177 0 204 0 1 2,396 102 42 3,785 32 15
1980 19,778 2,064 10 3,991 35 15 653 101 0 230 1 0 2,467 122 34 4,268 34 18
1981 21,860 553 0 4,509 9 10 704 361 0 217 1 0 2,454 168 37 4,575 41 12
1982 22,400 321 0 3,235 88 1 521 361 0 158 14 0 2,299 173 36 4,661 54 6
1983 23,547 1,203 0 5,087 34 18 536 222 0 250 2 2 2,602 52 45 4,567 26 6
1984 25,437 433 0 5,288 68 160 769 401 0 372 3 12 2,770 132 44 5,150 15 16
1985 26,035 51 263 4,330 54 4 870 302 0 373 3 19 3,235 34 41 4,832 16 13
1986 26,498 51 137 5,920 64 4 1,227 360 0 446 2 22 3,815 33 37 5,618 18 28
1987 26,732 79 34 5,156 227 5 1,161 287 0 369 1 34 4,000 32 30 5,413 12 44
1988 27,798 65 0 6,652 70 37 1,270 466 0 418 1 58 3,892 35 54 5,531 14 51
1989 29,832 289 109 6,193 49 242 1,315 391 0 559 5 73 4,349 55 70 5,175 19 78
1990 30,134 74 5 6,734 23 146 1,487 541 0 629 10 77 4,385 50 75 5,973 45 87
1991 29,807 203 1 6,256 340 34 1,555 673 0 526 17 99 4,273 57 102 6,580 49 138
1992 32,176 647 45 7,995 76 163 1,870 694 4 703 17 97 4,817 69 114 7,087 66 165
1993 32,137 36 361 6,460 516 61 1,709 724 1 809 27 128 5,027 98 129 7,325 95 241
1994 31,110 648 174 6,869 1,178 38 1,565 801 0 877 27 89 5,529 117 138 8,267 123 221
1995 33,179 3,237 1 8,246 1,024 79 1,680 608 1 1,035 36 103 8,791 133 121 10,922 148 240
1996 34,085 2,202 1 9,307 639 27 1,517 747 1 1,110 42 83 8,073 157 119 8,293 173 368
1997 32,934 321 9 8,771 1,123 19 1,357 617 1 813 58 38 6,547 178 80 8,175 245 218
1998 32,841 2,964 3 10,169 327 634 1,306 343 0 998 25 32 7,048 241 49 7,236 99 175
1999 33,928 4,725 6 9,204 635 93 1,383 1,302 1 924 79 33 7,378 494 97 7,185 140 359
2000 34,616 1,361 3 9,677 1,286 28 1,018 1,278 2 977 49 32 6,787 305 106 8,275 296 288
2001 33,657 655 13 9,347 1,082 91 827 1,137 3 831 68 30 6,425 333 113 9,192 293 271
2002 34,403 2,012 8 9,527 1,202 17 653 1,366 2 826 103 38 6,343 350 103 8,584 311 362

2003* - - - 10,910 - - 672 - - 851 - - 6,508 - - - - -
2004* - - - 11,359 - - 707 - - 851 - - 6,557 - - - - -

Source: Food and Agriculture Organization of the United Nations Website (FAOSTAT, Agriculture, Commodity Balance, *: data of 2003 and 2004 from Agricultural Production)
http:apps.fao.org/faostat/default.jsp
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表 3.1.9　　インドネシアの主要園芸作物生産量の推移

(Unit: 1,000 ton)
1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

Mango 640 485 460 668 889 783 1,088 600 827 876 923 1,403
Citrus 353 396 260 393 1,005 731 696 491 450 644 691 968
Banana 2,472 2,651 2,644 3,087 3,805 3,023 3,057 3,177 3,376 3,747 4,300 4,384
Rambutan 336 273 278 323 364 370 296 278 263 296 351 477
Durian 205 153 171 269 290 267 236 210 194 237 347 525
Chili 627 704 773 724 1,590 1,044 802 849 1,008 728 580 635
Shallot 509 528 561 637 593 769 606 599 938 773 861 767
Tomato 334 401 362 476 652 592 461 547 562 593 484 574
Cabbage 975 1,213 1,266 1,418 1,625 1,580 1,339 1,459 1,448 1,336 1,205 1,233
Source：Agricultural Statistics 2003, Ministry of Agriculture
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Production (ton) Harvested Area (ha)
Production Onion Potato Cabbage Carrot Chili Tomato Onion Potato Cabbage Carrot Chili Tomato

1 DI. Aceh 4,402 4,599 2,921 424 16,806 6,079 530 336 200 43 5,049 1,287
2 Sumatera Utara 49,294 215,981 268,896 57,848 90,785 124,305 4,521 15,275 11,641 2,790 15,797 5,453
3 Sumatera Barat 14,944 21,213 45,978 1,528 23,725 10,424 1,760 1,404 1,786 159 6,356 1,496
4 Riau - - - - 3,835 364 - - - - 2,393 174
5 Jambi 1,319 41,754 16,628 4 6,800 2,787 169 2,630 517 1 2,070 505
6 Sumatera Selatan 231 292 2,325 1,468 18,591 8,360 33 47 238 114 5,705 1,643
7 Bengkulu 1,083 4,268 43,005 8,139 12,834 19,838 140 523 2,690 891 5,025 2,463
8 Lampung 495 2,041 9,049 762 8,400 6,048 70 228 781 143 5,138 1,645

Sumatra 71,768 290,148 388,802 70,173 181,776 178,205 7,223 20,443 17,853 4,141 47,533 14,666
9 DKI Jakarta - - - - 39 5 - - - - 10 1

10 Jawa Barat 122,389 462,800 501,381 157,830 190,612 291,036 13,310 27,778 21,101 6,418 25,889 13,510
11 Jawa Tengah 237,850 86,424 207,005 43,079 119,497 22,063 25,997 7,176 13,339 3,268 32,203 2,842
12 DI. Yogyakarta 9,751 4 822 5 12,293 738 1,393 2 26 2 1,565 148
13 Jawa Timur 221,958 81,372 131,986 43,334 126,638 30,121 23,079 7,551 9,563 4,360 39,748 3,630

Jawa 591,948 630,600 841,194 244,248 449,079 343,963 63,779 42,507 44,029 14,048 99,415 20,131
14 Bali 7,259 6,384 51,841 3,588 21,400 14,481 974 330 1,376 280 2,860 854
15 NTB 21,315 12 1,034 - 23,487 827 3,045 2 74 - 8,044 263
16 NTT 3,986 853 838 1,233 1,868 1,547 1,208 662 212 216 729 487
17 Timor Timur - - - - - - - - - - - -

Bali, Nusatenggara 32,560 7,249 53,713 4,821 46,755 16,855 5,227 994 1,662 496 11,633 1,604
18 Kalimantan Barat - - 22 - 3,793 1,029 - - 5 - 827 159
19 Kalimantan Tengah - - 18 - 1,822 1,312 - - 5 - 1,064 618
20 Kalimantan Selatan 47 2 18 - 3,494 1,140 5 1 5 - 1,328 418
21 Kalimantan Timur 70 - 414 10 5,347 6,463 10 - 70 4 1,346 811

Kalimantan 117 2 472 10 14,456 9,944 15 1 85 4 4,565 2,006
22 Sulawesi Utara 7,566 15,974 3,846 1,459 16,886 6,511 1,020 5,795 493 280 4,213 1,226
23 Sulawesi Tengah 5,214 354 1,042 238 2,194 5,054 687 134 191 40 1,031 1,139
24 Sulawesi Selatan 60,493 32,720 46,310 5,741 15,674 28,948 5,866 3,182 2,449 898 5,699 3,711
25 Sulawesi Tenggara 994 302 690 3 1,588 2,661 142 12 113 1 568 701

Sulawesi 74,267 49,350 51,888 7,441 36,342 43,174 7,715 9,123 3,246 1,219 11,511 6,777
26 Maluku 328 - 60 - 67 15 18 - 22 - 6 5
27 Irian Jaya 1,830 - 281 - 272 236 61 - 17 - 45 26

Maluku, Irian 2,158 0 341 0 339 251 79 0 39 0 51 31
Total 772,818 977,349 1,336,410 326,693 728,747 592,392 84,038 73,068 66,914 19,908 174,708 45,215

Source：Agricultural Statistics 2001、Ministry of Agriculture

表 3.1.10　主要野菜の州別生産量及び収穫面積 (1/3、2000年)
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表 3.1.10　主要野菜の州別生産量及び収穫面積 (2/3、2001年)

Production (ton) Harvested Area (ha)
Onion Potato Cabbage Carrot Chili Tomato Onion Potato Cabbage Carrot Chili Tomato

1 DI. Aceh 3,214 6,130 3,233 407 19,236 6,415 416 425 234 49 4,008 1,231
2 Sumatera Utara 28,351 207,918 198,605 47,177 34,681 26,670 3,534 12,093 8,156 3,100 16,830 5,752
3 Sumatera Barat 9,058 10,822 66,216 1,728 26,741 6,341 1,129 972 1,768 211 5,595 1,381
4 Riau - - 7 - 3,674 303 - - 2 - 1,983 176
5 Jambi 1,207 36,959 22,652 37 8,707 3,536 162 2,127 555 9 2,140 570
6 Sumatera Selatan 49 46 1,553 362 11,390 5,858 7 15 225 44 4,303 1,261
7 Bengkulu 615 3,506 28,113 5,221 7,699 9,413 81 145 1,637 494 3,585 1,585
8 Lampung 786 661 7,019 1,074 1,031 7,605 77 48 517 107 3,983 1,831
9 Bangka Belitung - - - - 892 198 - - - - 310 60

Sumatra 43,280 266,042 327,398 56,006 114,051 66,339 5,406 15,825 13,094 4,014 42,737 13,847
10 DKI Jakarta - - - - 27 18 - - - - 8 3
11 Jawa Barat 103,326 385,618 490,449 153,854 159,830 264,894 12,699 23,045 19,788 6,711 16,851 11,512
12 Jawa Tengah 195,021 76,926 185,775 26,102 73,029 13,846 23,467 5,932 12,181 2,355 18,504 2,144
13 DI. Yogyakarta 21,514 206 1,358 - 13,315 52 1,705 36 45 - 1,975 91
14 Jawa Timur 344,642 72,053 121,794 38,540 122,435 30,410 24,546 6,331 8,616 3,269 35,642 3,438
15 Banten 496 - 3 178 6,333 4,331 72 - 1 74 2,197 673

Jawa 664,999 534,803 799,379 218,674 374,969 313,551 62,489 35,344 40,631 12,409 75,177 17,861
16 Bali 11,593 5,129 48,611 4,450 21,222 25,781 824 299 1,290 221 3,062 859
17 NTB 103,012 407 3,211 635 26,295 8,467 6,855 44 286 30 7,383 887
18 NTT 14,685 1,411 679 539 1,556 1,226 1,013 409 165 203 680 382

Bali, Nusatenggara 129,290 6,947 52,501 5,624 49,073 35,474 8,692 752 1,741 454 11,125 2,128
19 Kalimantan Barat - - 44 - 6,147 2,423 - - 9 - 1,266 319
20 Kalimantan Tengah - - - - 2,667 1,635 - - - - 1,198 607
21 Kalimantan Selatan 15 - 7 - 1,366 620 7 - 2 - 964 372
22 Kalimantan Timur 47 - 298 8 3,429 5,974 7 - 36 4 892 665

Kalimantan 62 0 349 8 13,609 10,652 14 0 47 4 4,320 1,963
23 Sulawesi Utara 2,843 12,362 5,740 11,225 6,843 16,520 977 1,579 320 492 2,594 2,112
24 Sulawesi Tengah 2,579 227 624 452 2,829 410 581 93 138 50 818 1,095
25 Sulawesi Selatan 11,607 10,351 15,831 8,410 11,337 21,991 3,345 2,303 2,640 968 4,100 2,499
26 Sulawesi Tenggara 847 144 968 27 1,605 15,020 142 10 141 12 499 806
27 Gorontalo 860 - 11 - 3,944 965 128 - 3 - 529 200

Sulawesi 18,736 23,084 23,174 20,114 26,558 54,906 5,173 3,985 3,242 1,522 8,540 6,712
28 Maluku 3,303 - 831 - 980 1,675 77 3 67 - 172 142
29 Maluku Utara 32 - - - 585 498 6 - - - 127 66
30 Irian Jaya 1,448 218 1,772 222 639 896 290 62 385 51 358 399

Maluku, Irian 4,783 218 2,603 222 2,204 3,069 373 65 452 51 657 607
Total 861,150 831,094 1,205,404 300,648 580,464 483,991 82,147 55,971 59,207 18,454 142,556 43,118

Source: Agricultural Statistics 2002、Ministry of Agriculture
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表 3.1.10　主要野菜の州別生産量及び収穫面積 (3/3、2002年)

Production (ton) Harvested Area (ha)
Onion Potato Cabbage Carrot Chili Tomato Onion Potato Cabbage Carrot Chili Tomato

1 DI. Aceh 3,995 513 802 136 11,778 3,699 528 60 56 24 4,068 1,104
2 Sumatera Utara 25,144 220,377 242,877 40,071 68,790 27,284 2,706 13,754 8,699 2,154 12,284 4,475
3 Sumatera Barat 10,736 8,269 21,535 1,885 21,433 10,107 1,358 1,211 1,836 379 7,105 1,744
4 Riau - - - - 3,910 151 - - - - 1,674 71
5 Jambi 1,780 38,849 20,528 107 9,712 3,433 228 1,787 1,268 15 1,933 413
6 Sumatera Selatan 26 17 1,483 416 9,193 7,129 3 4 156 52 3,580 1,481
7 Bengkulu 652 1,752 55,898 19,252 20,163 27,486 81 208 3,258 2,465 7,211 6,004
8 Lampung 1,364 508 5,756 485 5,402 5,943 176 62 344 85 3,439 1,301
9 Bangka Belitung - - - - 1,150 444 - - - - 283 59

Sumatra 43,697 270,285 348,879 62,352 151,531 85,676 5,080 17,086 15,617 5,174 41,577 16,652
10 DKI Jakarta - - - - 5 1 - - - - 7 2
11 Jawa Barat 96,619 363,327 431,208 144,703 150,948 313,926 10,483 19,882 17,729 6,736 17,867 10,915
12 Jawa Tengah 215,601 118,056 165,888 41,623 89,225 19,585 24,408 7,679 11,537 3,306 24,428 2,705
13 DI. Yogyakarta 27,038 245 2,324 3 16,373 981 2,220 45 67 1 2,282 162
14 Jawa Timur 223,147 84,984 166,551 18,020 127,468 47,152 21,201 5,861 9,277 2,119 34,593 3,272
15 Banten 357 - - 223 12,288 3,615 82 - - 41 3,323 606

Jawa 562,762 566,612 765,971 204,572 396,307 385,260 58,394 33,467 38,610 12,203 82,500 17,662
16 Bali 12,502 4,454 50,468 2,801 18,315 27,424 1,072 244 1,353 684 2,215 800
17 NTB 91,151 325 2,868 153 17,210 3,524 8,818 26 391 15 7,961 748
18 NTT 6,524 2,659 1,799 1,194 1,534 1,971 733 681 218 238 837 518

Bali, Nusatenggara 110,177 7,438 55,135 4,148 37,059 32,919 10,623 951 1,962 937 11,013 2,066
19 Kalimantan Barat - - 77 - 3,010 1,712 - - 22 - 1,115 528
20 Kalimantan Tengah - - 10 - 2,526 1,629 - - 1 - 846 503
21 Kalimantan Selatan 120 - - - 3,303 1,202 16 - - - 1,197 369
22 Kalimantan Timur 114 - 367 - 4,458 4,351 25 - 80 - 1,338 898

Kalimantan 234 0 454 0 13,297 8,894 41 0 103 0 4,496 2,298
23 Sulawesi Utara 1,506 19,880 2,457 2,585 3,873 13,785 191 2,539 325 314 1,773 2,596
24 Sulawesi Tengah 4,911 375 1,207 450 3,477 5,044 647 106 221 78 1,168 1,262
25 Sulawesi Selatan 41,053 28,443 54,384 7,476 21,247 27,174 4,176 2,886 2,639 1,079 5,710 4,929
26 Sulawesi Tenggara 972 36 1,669 96 3,585 9,046 131 20 243 16 827 1,051
27 Gorontalo 147 - 19 - 3,528 794 21 - 5 - 514 86

Sulawesi 48,589 48,734 59,736 10,607 35,710 55,843 5,166 5,551 3,433 1,487 9,992 9,924
28 Maluku 272 - 115 - 350 482 68 - 18 - 80 51
29 Maluku Utara 117 - 84 - 246 - 65 - 28 - 189 -
30 Irian Jaya 724 755 2,469 569 589 4,443 430 277 464 302 751 804

Maluku, Irian 1,113 755 2,668 569 1,185 4,925 563 277 510 302 1,020 855
Total 766,572 893,824 1,232,843 282,248 635,089 573,517 79,867 57,332 60,235 20,103 150,598 49,457

Source: Agricultural Statistics 2003、Ministry of Agriculture
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表 3.1.11　　主要果樹の州別生産量及び収穫面積 (1/3、2000年)
Production (ton) Harvested Area (ha)

Production Orange Durian Mango Papaya Pineapple Banana Rambutan Orange Durian Mango Papaya Pineapple Banana Rambutan
1 DI. Aceh 17,074 6,946 6,633 3,386 552 28,076 4,426 826 589 410 108 7 1,096 1,096
2 Sumatera Utara 186,926 18,990 4,816 15,309 24,456 52,132 6,930 6,219 1,305 239 322 886 1,526 1,257
3 Sumatera Barat 25,643 10,421 2,166 6,039 660 60,015 10,957 1,594 1,172 99 95 16 1,434 2,146
4 Riau 50,965 1,139 1,957 2,094 61,090 37,827 9,109 4,044 1,123 88 69 1,108 867 1,624
5 Jambi 1,785 5,259 1,936 2,824 2,673 12,301 4,801 100 1,286 83 77 53 438 1,348
6 Sumatera Selatan 21,218 14,439 6,291 5,222 92,607 39,457 13,915 2,304 2,410 224 91 2,378 3,155 2,512
7 Bengkulu 3,970 2,849 949 1,061 81 11,010 841 234 228 32 39 1 259 149
8 Lampung 8,486 5,954 12,355 11,973 3,589 142,153 17,800 428 785 662 329 74 3,659 4,199

Sumatra 316,067 65,997 37,103 47,908 185,708 382,971 68,779 15,749 8,898 1,837 1,130 4,523 12,434 14,331
9 DKI Jakarta 3 158 2,396 1,648 - 2,741 2,143 0 24 73 21 - 82 406

10 Jawa Barat 37,228 36,634 107,136 63,892 76,466 1,435,103 62,685 808 2,802 4,822 1,150 820 22,899 8,843
11 Jawa Tengah 31,553 26,989 130,360 54,242 11,285 508,801 47,742 1,463 2,769 7,561 1,075 219 11,046 6,597
12 DI. Yogyakarta 1,097 2,923 13,244 8,420 349 28,581 11,695 72 329 1,008 183 6 678 1,481
13 Jawa Timur 46,488 37,156 390,680 165,195 97,814 706,266 50,395 2,101 2,663 17,051 3,155 1,032 10,265 6,210

Jawa 116,369 103,860 643,816 293,397 185,914 2,681,492 174,660 4,444 8,587 30,515 5,584 2,077 44,970 23,537
14 Bali 55,489 4,008 18,576 8,085 455 60,381 7,552 2,503 220 1,092 203 9 1,886 915
15 NTB 1,694 1,184 27,366 3,039 5,496 69,048 2,646 95 227 2,145 140 165 2,980 744
16 NTT 19,039 160 65,767 42,521 3,013 173,446 2,074 1,423 25 1,710 852 44 2,585 147
17 Timor Timur - - - - - - - - - - - - - -

Bali, Nusatenggara 76,222 5,352 111,709 53,645 8,964 302,875 12,272 4,021 472 4,947 1,195 218 7,451 1,806
18 Kalimantan Barat 1,034 16,745 1,446 2,289 1,381 46,055 7,485 59 1,058 62 68 17 1,118 1,476
19 Kalimantan Tengah 2,065 5,772 1,555 1,946 6,030 14,395 7,388 132 434 68 53 57 448 1,389
20 Kalimantan Selatan 10,687 6,701 2,461 3,842 1,225 22,706 6,128 826 1,084 135 99 22 711 2,136
21 Kalimantan Timur 3,934 1,637 1,619 3,929 1,718 24,247 4,502 240 144 54 173 44 569 559

Kalimantan 17,720 30,855 7,081 12,006 10,354 107,403 25,503 1,257 2,720 319 393 140 2,846 5,560
22 Sulawesi Utara 409 1,366 3,060 2,270 296 11,479 701 37 149 148 67 4 365 117
23 Sulawesi Tengah 1,151 1,552 4,446 1,091 143 34,354 417 111 103 167 46 2 581 75
24 Sulawesi Selatan 110,120 13,401 61,474 15,685 1,478 145,999 12,089 10,943 1,467 5,939 356 24 4,158 2,239
25 Sulawesi Tenggara 4,995 738 4,168 2,782 421 34,601 1,662 312 56 292 80 5 482 483

Sulawesi 116,675 17,057 73,148 21,828 2,338 226,433 14,869 11,403 1,775 6,546 549 35 5,586 2,914
26 Maluku 153 3,459 78 364 16 4,326 11 29 563 8 32 1 193 8
27 Irian Jaya 843 44 92 59 5 1,462 9 217 6 13 3 0 59 2

Maluku, Irian 996 3,503 170 423 21 5,788 20 246 569 21 35 1 252 10
Total 665,267 241,063 879,318 434,429 393,299 3,746,419 310,018 39,424 25,431 44,409 8,977 9,372 76,694 50,670

Source：Agricultural Statistics 2001、Ministry of Agriculture
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表 3.1.11　　主要果樹の州別生産量及び収穫面積　(2/3、2001年)

Production (ton) Harvested Area (ha)
Orange Durian Mango Papaya Pineapple Banana Rambutan Orange Durian Mango Papaya Pineapple Banana Rambutan

1 DI. Aceh 13,834 11,807 7,904 5,363 747 26,491 8,439 788 795 246 112 10 708 1,865
2 Sumatera Utara 195,352 40,530 10,585 16,795 53,707 60,235 8,341 10,354 3,465 406 388 925 1,705 1,809
3 Sumatera Barat 38,543 14,215 3,699 6,925 1,634 64,099 13,521 2,248 1,175 134 121 47 1,523 1,994
4 Riau 58,428 11,358 4,236 4,902 80,306 37,697 14,175 3,771 931 190 130 1,156 787 4,185
5 Jambi 4,380 22,531 3,276 4,445 3,035 19,841 10,364 259 3,889 135 97 51 403 2,844
6 Sumatera Selatan 35,332 38,225 11,360 7,404 132,581 79,108 14,921 2,660 5,573 350 498 1,620 2,911 3,564
7 Bengkulu 5,124 5,990 1,106 1,685 117 10,339 3,274 360 757 51 41 1 207 628
8 Lampung 15,613 10,303 15,270 12,603 53,183 142,470 24,835 968 1,744 674 253 730 4,824 4,763
9 Bangka Belitung 1,598 1,872 577 917 454 4,857 918 92 292 36 17 6 150 167

Sumatra 368,204 156,831 58,013 61,039 325,764 445,137 98,788 21,500 18,621 2,222 1,657 4,546 13,218 21,819
10 DKI Jakarta 8 266 2,779 2,037 - 2,870 2,701 0 44 68 33 - 50 394
11 Jawa Barat 23,288 29,123 113,579 68,096 72,691 1,431,941 68,474 637 15,556 4,492 892 951 19,591 8,762
12 Jawa Tengah 58,477 26,587 120,006 52,072 12,127 522,261 40,863 1,855 2,307 7,270 1,086 238 9,380 6,157
13 DI. Yogyakarta 976 2,503 21,842 8,174 477 39,633 11,576 62 320 1,235 176 5 759 1,709
14 Jawa Timur 67,905 40,564 415,033 201,055 66,812 700,836 45,343 2,392 2,597 19,709 3,556 1,973 10,515 8,346
15 Banten 1,464 11,960 4,777 4,975 456 208,854 5,822 57 917 208 123 4 3,686 1,157

Jawa 152,118 111,003 678,016 336,409 152,563 2,906,395 174,779 5,003 21,741 32,982 5,866 3,171 43,981 26,525
15 Bali 48,386 8,497 28,865 7,219 530 90,094 16,008 2,338 474 1,957 208 15 2,311 1,896
16 NTB 1,536 1,456 18,158 4,640 1,387 283,548 2,188 104 244 1,175 131 31 3,217 555
17 NTT 21,729 251 68,071 49,793 2,276 167,757 1,957 1,036 16 1,706 1,267 25 3,846 110

Bali, Nusatenggara 71,651 10,204 115,094 61,652 4,193 541,399 20,153 3,478 734 4,838 1,606 71 9,374 2,561
18 Kalimantan Barat 1,283 15,111 1,539 2,685 1,991 119,687 8,075 77 1,559 103 72 24 1,464 1,391
19 Kalimantan Tengah 3,379 7,235 1,250 2,462 5,175 16,466 12,575 154 551 63 46 62 693 2,310
20 Kalimantan Selatan 19,119 11,707 4,099 4,525 1,316 29,409 11,761 971 1,563 184 105 25 936 2,877
21 Kalimantan Timur 5,510 7,163 3,370 5,433 868 27,945 8,080 243 760 104 129 15 883 1,325

Kalimantan 29,291 41,216 10,258 15,105 9,350 193,507 40,491 1,445 4,433 454 352 126 3,976 7,903
22 Sulawesi Utara 1,009 2,683 3,668 3,091 511 13,567 737 56 182 183 118 5 388 146
23 Sulawesi Tengah 3,212 2,967 4,614 2,908 332 33,061 1,433 221 212 168 60 4 680 201
24 Sulawesi Selatan 54,708 16,507 40,264 14,103 1,428 119,884 11,126 2,956 3,421 2,674 399 23 4,281 3,328
25 Sulawesi Tenggara 9,496 1,661 9,167 3,515 375 33,443 2,908 449 130 534 93 6 582 623
26 Gorontalo 160 439 1,441 934 43 4,300 164 10 29 70 51 0 144 164

Sulawesi 68,585 24,257 59,154 24,551 2,689 204,255 16,368 3,692 3,974 3,629 721 38 6,075 4,462
27 Maluku 5 3,097 1,778 1,180 179 2,816 38 1 26 49 31 3 91 9
28 Maluku Utara 194 364 580 78 69 3,119 70 18 266 21 5 1 98 25
29 Irian Jaya 1,385 146 401 557 161 3,794 188 230 17 13 21 4 110 159

Maluku, Irian 1,584 3,607 2,759 1,815 409 9,729 296 249 309 83 57 8 299 193
Total 691,433 347,118 923,294 500,571 494,968 4,300,422 350,875 35,367 49,812 44,208 10,259 7,960 76,923 63,463

Source: Agricultural Statistics 2002、Ministry of Agriculture
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表 3.1.11　　主要果樹の州別生産量及び収穫面積 (3/3、2002年)

Production (ton) Harvested Area (ha)
Province Orange Durian Mango Papaya Pineapple Banana Rambutan Orange Durian Mango Papaya Pineapple Banana Rambutan

1 DI. Aceh 32,191 28,422 9,120 7,538 726 27,833 9,412 837 2,029 1,294 120 8 562 1,320
2 Sumatera Utara 273,847 63,201 17,318 16,776 47,923 93,467 31,092 10,321 3,058 1,353 596 870 2,638 4,558
3 Sumatera Barat 39,040 40,193 3,024 6,333 621 46,389 39,069 2,819 2,568 206 88 6 1,032 3,733
4 Riau 69,421 12,000 3,926 6,991 103,599 31,243 13,481 4,022 1,305 535 140 1,137 829 1,663
5 Jambi 5,274 23,237 3,660 7,406 1,562 14,664 9,818 253 1,348 377 116 53 533 1,445
6 Sumatera Selatan 42,638 81,551 7,979 10,915 89,700 95,687 16,967 2,728 5,220 1,228 500 1,187 2,382 1,841
7 Bengkulu 5,067 4,540 1,269 5,396 60 14,237 3,488 258 690 150 122 1 321 599
8 Lampung 41,107 18,385 22,088 15,274 32,213 184,554 43,710 1,950 3,060 2,822 265 457 5,833 4,983
9 Bangka Belitung 1,143 3,002 659 682 53 1,154 415 166 318 89 10 1 26 100

Sumatra 509,728 274,531 69,043 77,311 276,457 509,228 167,452 23,354 19,596 8,054 1,957 3,720 14,156 20,242
10 DKI Jakarta 1 80 2,513 1,273 - 1,490 708 - 22 272 17 - 42 237
11 Jawa Barat 26,584 39,636 192,759 68,366 124,804 1,473,460 73,244 481 2,120 12,272 890 1,160 16,347 7,333
12 Jawa Tengah 51,075 35,968 163,607 49,295 13,651 503,841 47,341 1,337 3,713 27,472 1,011 280 8,643 9,657
13 DI. Yogyakarta 1,320 7,025 23,343 8,167 374 41,306 26,064 95 852 4,135 200 4 744 5,197
14 Jawa Timur 150,476 46,627 679,225 284,534 103,600 731,230 48,165 4,421 3,067 96,830 4,035 2,727 10,141 9,667
15 Banten 1,364 4,751 5,505 3,804 244 229,511 3,881 45 553 1,014 109 3 4,362 803

Jawa 230,820 134,087 1,066,952 415,439 242,673 2,980,838 199,403 6,379 10,327 141,995 6,262 4,174 40,279 32,894
15 Bali 45,279 5,014 32,025 7,801 1,402 124,253 13,015 1,849 334 5,299 191 25 2,314 2,132
16 NTB 1,150 1,276 31,527 4,742 14,329 83,529 2,210 40 160 3,253 88 885 4,502 393
17 NTT 24,506 50 72,150 52,136 5,108 189,543 2,412 1,247 20 8,041 776 42 2,169 195

Bali, Nusatenggara 70,935 6,340 135,702 64,679 20,839 397,325 17,637 3,136 514 16,593 1,055 952 8,985 2,720
18 Kalimantan Barat 2,402 27,175 3,020 2,887 3,042 55,711 26,042 151 2,968 342 59 18 635 3,059
19 Kalimantan Tengah 3,918 8,265 2,024 2,801 4,328 16,810 9,491 167 764 221 50 46 679 1,569
20 Kalimantan Selatan 19,035 10,128 2,306 4,360 1,009 42,445 13,688 945 1,243 700 85 23 1,380 2,354
21 Kalimantan Timur 4,200 19,587 3,584 5,780 1,599 42,905 11,093 195 1,763 404 137 21 928 1,407

Kalimantan 29,555 65,155 10,934 15,828 9,978 157,871 60,314 1,458 6,738 1,667 331 108 3,622 8,389
22 Sulawesi Utara 1,939 10,277 19,532 3,439 2,544 44,833 10,256 48 521 1,551 58 36 978 1,272
23 Sulawesi Tengah 7,010 3,962 7,303 2,975 310 45,063 2,935 353 316 840 47 3 773 547
24 Sulawesi Selatan 108,174 21,986 79,544 18,940 1,639 165,036 14,268 12,513 2,425 11,856 354 26 4,027 1,566
25 Sulawesi Tenggara 6,374 3,608 9,963 3,376 343 36,554 4,040 330 371 1,591 88 4 514 834
26 Gorontalo 578 87 2,534 1,007 29 2,094 0 27 7 272 40 1 72 0

Sulawesi 124,075 39,920 118,876 29,737 4,865 293,580 31,499 13,271 3,640 16,110 587 70 6,364 4,219
27 Maluku 1,607 1,950 279 700 65 3,374 73 56 9 50 28 1 127 37
28 Maluku Utara 603 17 135 313 133 28,163 270 83 100 32 16 3 911 300
29 Irian Jaya 809 2,204 985 1,187 578 14,005 293 87 109 158 44 6 307 270

Maluku, Irian 3,019 4,171 1,399 2,200 776 45,542 636 226 218 240 88 10 1,345 607
Total 968,132 524,204 1,402,906 605,194 555,588 4,384,384 476,941 47,824 41,033 184,659 10,280 9,034 74,751 69,071

Source: Agricultural Statistics 2003, Ministry of Agriculture
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表 3.1.12     主要エステート作物生産量及び収穫面積の推移

(1)　Production Unit:1,000 ton
Estate Crops 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002*) 2003**)

Rubber Large estate 335 331 333 294 376 316 327 333
Small farmers 1,193 1,175 1,381 1,206 1,125 1,723 1,776 1,789
Total 1,528 1,506 1,714 1,500 1,501 2,040 2,104 2,121

Coconut Large estate 74 73 88 91 97 94 88 88
Small farmers 2,687 2,620 2,690 2,904 2,951 3,069 3,011 3,142
Total 2,761 2,693 2,778 2,995 3,048 3,163 3,099 3,229

Oil Palm Large estate 2,560 4,081 4,013 4,455 4,575 5,016 5,277 5,457
Small farmers 1,134 1,293 1,348 1,544 1,978 2,801 3,134 3,649
Total 3,694 5,374 5,361 5,999 6,552 7,817 8,412 9,106

Coffee Large estate 27 31 29 28 28 27 26 26
Small farmers 436 396 470 494 585 543 666 669
Total 463 427 499 521 614 570 692 696

Cocoa Large estate 47 66 61 59 58 58 57 57
Small farmers 304 264 370 305 354 560 564 573
Total 351 330 431 364 411 618 622 630

Tea Large estate 132 121 133 126 123 127 120 123
Small farmers 34 33 34 35 40 40 45 45
Total 166 154 167 161 163 167 165 168

Cashew Large estate 1 1 1 1 0 0 0 0
Small farmers 67 73 87 90 84 91 116 118
Total 68 74 88 91 84 91 116 118

Sugarcane Large estate 2,160 2,187 1,929 1,801 1,780 1,825 1,854 1,877
Small farmers 0 0 0 0 0 0 0 0
Total 2,160 2,187 1,929 1,801 1,780 1,825 1,854 1,877

(2)Planted area Unit: 1,000ha
Estate Crops 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002*) 2003**)

Rubber Large estate 538 558 549 545 549 548 545 543
Small farmers 2,979 2,958 3,082 3,087 3,046 3,625 3,706 3,797
Total 3,517 3,516 3,631 3,632 3,595 4,173 4,252 4,340

Coconut Large estate 132 120 126 94 95 79 79 79
Small farmers 3,604 3,548 3,580 3,586 3,602 3,819 3,806 3,804
Total 3,736 3,668 3,706 3,679 3,697 3,898 3,885 3,883

Oil Palm Large estate 1,146 1,739 1,878 2,398 2,441 2,692 2,786 2,875
Small farmers 739 813 891 1,038 1,190 1,566 1,795 1,811
Total 1,885 2,552 2,769 3,436 3,631 4,258 4,581 4,686

Coffee Large estate 47 62 63 63 63 63 61 61
Small farmers 1,032 1,105 1,068 1,059 1,322 1,260 1,354 1,361
Total 1,079 1,167 1,131 1,122 1,385 1,322 1,415 1,422

Cocoa Large estate 130 146 151 155 158 159 157 155
Small farmers 489 381 437 535 641 708 803 817
Total 619 527 588 689 799 867 960 972

Tea Large estate 89 89 91 92 90 83 84 85
Small farmers 65 65 66 65 67 68 66 68
Total 154 154 157 157 157 151 151 152

Cashew Large estate 9 9 9 10 10 0 0 0
Small farmers 484 490 522 548 572 559 601 604
Total 493 499 531 558 582 559 601 604

Sugarcane Large estate 400 378 405 391 389 394 398 399
Small farmers 0 0 0 0 0 0 0 0
Total 400 378 405 391 389 394 398 399

Total Large estate 2,491 3,101 3,272 3,747 3,794 4,017 4,111 4,197
Small farmers 9,392 9,360 9,646 9,917 10,440 11,604 12,132 12,261
Total 11,883 12,461 12,918 13,664 14,234 15,620 16,243 16,458

Source：Statistic Indonesia 2003、Central Bureau of Statistics
Note     : *) Preliminary Figures
             **) Very Preliminary Figures
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表 3.1.13     主要エステート作物の州別生産量及び収穫面積 (1/3、1999年)

Production (ton) Harvested Area (ha)

Production Rubber*1 Oil Palm*1 Coffee
Robusta*2

Coffee
Arabica*2 Cocoa*1 Cashew Sugarcane*1 Tobacco*1 Rubber*1 Oil Palm*1 Coffee

Robusta*2
Coffee

Arabica*2 Cocoa*1 Cashew Sugarcane*1 Tobacco*1

1 DI. Aceh 28,718 368,651 15,282 15,206 3,595 54 - 213 71,987 206,145 39,294 21,752 9,191 827 - 434
2 Sumatera Utara 334,555 2,395,853 34,819 - 42,219 24 57,513 1,972 472,404 627,545 62,520 - 54,290 40 12,640 3,530
3 Sumatera Barat 47,698 321,624 13,652 - 4,628 - - 531 125,632 168,027 30,456 - 10,466 - - 1,042
4 Riau 178,598 1,262,434 1,862 - 4,754 - - - 433,171 633,413 6,035 - 5,029 - - -
5 Jambi 200,190 303,625 5,123 - 603 - - 63 541,894 265,571 27,190 - 7,755 - - 111
6 Sumatera Selatan 313,541 459,140 138,475 - 177 6 43,984 20 756,054 329,242 259,857 - 790 258 11,504 100
7 Bengkulu 26,289 85,250 50,894 439 1,063 - - 25 65,188 54,191 90,179 1,351 17,489 - - 59
8 Lampung 41,492 97,774 94,709 - 5,684 3 497,832 126 72,955 99,557 131,536 - 13,304 41 87,794 263

Sumatra 1,171,081 5,294,351 354,816 15,645 62,723 87 599,329 2,950 2,539,285 2,383,691 647,067 23,103 118,314 1,166 111,938 5,539
9 DKI Jakarta - - - - - - - - - - - - - - - -

10 Jawa Barat 53,064 29,305 6,452 - 5,890 - 62,272 3,294 89,023 20,926 21,698 - 19,309 944 26,574 6,293
11 Jawa Tengah 23,735 - 9,670 481 1,880 6,294 112,551 29,198 30,173 - 31,432 3,681 7,706 32,888 36,529 37,307
12 DI. Yogyakarta - - 465 - 131 336 19,438 1,238 - - 1,766 - 2,486 19,396 5,005 2,147
13 Jawa Timur 18,999 - 39,201 11,839 14,802 8,802 658,281 67,667 24,531 - 85,803 17,442 31,465 56,265 142,979 91,082

Jawa 95,798 29,305 55,788 12,320 22,703 15,432 852,542 101,397 143,727 20,926 140,699 21,123 60,966 109,493 211,087 136,829
14 Bali 79 - 8,652 5,368 3,440 2,997 - 3,339 104 - 23,939 16,017 6,224 15,814 - 1,919
15 Nusa Tenggara Barat - - 3,051 - 527 5,513 - 26,510 - - 10,165 - 3,759 52,098 - 18,908
16 Nusa Tenggara Timur - - 12,634 - 14,925 11,304 - 1,016 - - 60,164 - 25,613 125,470 - 3,485

Nusa Tenggara 79 0 24,337 5,368 18,892 19,814 0 30,865 104 0 94,268 16,017 35,596 193,382 0 24,312
17 Timor Timur - - - - - - - - - - - - - - - -
18 Kalimantan Barat 162,233 366,345 3,377 - 1,513 - - - 442,445 314,616 9,924 - 8,629 - - -
19 Kalimantan Tengah 74,162 35,611 583 - 117 8 1,445 - 254,399 99,877 4,959 - 2,142 292 - -
20 Kalimantan Selatan 64,249 47,836 2,216 - 229 40 - - 142,361 105,999 8,857 - 4,642 353 1,277 -
21 Kalimantan Timur 21,505 73,221 4,476 - 12,254 17 - - 52,100 116,888 15,316 - 32,962 520 - -

Kalimantan 322,149 523,013 10,652 0 14,113 65 1,445 0 891,305 637,380 39,056 0 48,375 1,165 1,277 0
22 Sulawesi Utara - - 4,219 8 1,568 700 20,249 - - - 9,300 408 10,160 3,611 5,292 -
23 Sulawesi Tengah 4,226 18,692 5,115 - 73,533 1,940 - - 5,909 39,318 20,412 - 72,696 22,763 - -
24 Sulawesi Selatan 9,473 88,014 21,842 16,590 120,659 22,887 20,368 164 9,720 62,993 45,059 45,212 157,025 75,179 12,617 579
25 Sulawesi Tenggara - - 3,164 - 33,973 27,979 - 8 - - 13,103 - 99,424 134,815 - 12

Sulawesi 13,699 106,706 34,340 16,598 229,733 53,506 40,617 172 15,629 102,311 87,874 45,620 339,305 236,368 17,909 591
26 Maluku 818 - 1,228 - 6,224 1,322 - - 1,788 - 7,359 - 34,520 11,069 - -
27 Irian Jaya 735 51,524 480 14 13,087 78 - - 3,222 27,855 4,391 700 30,639 4,939 - -

Maluku + Irian Jaya 1,553 51,524 1,708 14 19,311 1,400 0 0 5,010 27,855 11,750 700 65,159 16,008 0 0
Total 1,604,359 6,004,899 481,641 49,945 367,475 90,304 1,493,933 135,384 3,595,060 3,172,163 1,020,714 106,563 667,715 557,582 342,211 167,271

Source：
*1: Agricultural Statistics 2001、Ministry of Agriculture
*2: Statistical Estate Crops of Indonesia 1999 - 2001
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表 3.1.13     主要エステート作物の州別生産量及び収穫面積 (2/3、2000年)

Production (ton) Harvested Area (ha)
Rubber Oil Palm Coffee Cocoa Sugarcane Tobacco Rubber Oil Palm Coffee Cocoa Sugarcane Tobacco

1 DI. Aceh 30,567 434,107 56,750 10,642 - 216 99,277 218,825 122,941 22,550 - 448
2 Sumatera Utara 310,832 2,580,453 38,577 45,718 33,020 3,396 454,027 650,530 62,707 61,150 11,193 3,504
3 Sumatera Barat 45,889 332,380 14,264 4,865 - 529 124,341 188,015 31,509 10,087 - 1,049
4 Riau 188,782 1,666,725 2,092 2,678 - - 421,670 769,804 11,704 5,462 - -
5 Jambi 189,137 470,240 5,107 232 - 69 531,644 286,910 28,755 1,001 - 124
6 Sumatera Selatan 290,892 798,766 140,862 72 44,336 22 727,630 341,869 283,948 383 12,040 107
7 Bengkulu 23,972 82,642 47,908 1,821 - 22 69,630 73,944 90,778 20,867 - 64
8 Lampung 40,398 140,736 138,131 6,217 618,966 - 74,094 103,120 287,578 14,917 86,573 -
9 Bangka Belitung 10,915 91,100 16 47 - 37,711 110,762 74 282 -

Sumatra 1,131,384 6,597,149 443,707 72,292 696,322 4,254 2,540,024 2,743,779 919,994 136,699 109,806 5,296
10 DKI Jakarta - - - - - - - - - - - -
11 Jawa Barat 34,240 3,517 4,205 3,649 89,149 3,284 47,709 3,747 12,876 13,030 25,383 6,292
12 Jawa Tengah 22,843 - 15,105 1,089 128,534 32,452 29,999 - 36,879 5,569 30,687 37,292
13 DI. Yogyakarta - - 463 255 23,319 1,224 - - 1,779 3,008 5,100 2,166
14 Jawa Timur 16,357 - 52,948 14,618 704,243 71,663 25,546 - 105,395 30,748 148,804 91,090
15 Banten 8,766 30,556 2,033 804 - - 23,990 17,375 8,807 4,044 - -

Jawa 82,206 34,073 74,754 20,415 945,245 108,623 127,244 21,122 165,736 56,399 209,974 136,840
16 Bali 85 - 24,010 4,424 - 3,324 122 - 43,386 6,564 - 1,934
17 Nusa Tenggara Barat - - 3,539 579 - 26,598 - - 10,946 3,907 - 18,916
18 Nusa Tenggara Timur - - 13,429 4,495 - 222 - - 57,882 31,595 - 3,490

Nusa Tenggara 85 0 40,978 9,498 0 30,144 122 0 112,214 42,066 0 24,340
19 Kalimantan Barat 146,017 411,313 2,762 1,246 - - 423,777 360,781 9,848 8,199 - -
20 Kalimantan Tengah 68,770 113,916 602 44 4,841 - 254,713 201,733 5,494 1,615 - -
21 Kalimantan Selatan 52,382 82,455 2,473 201 - - 131,782 135,491 7,955 2,511 3,167 -
22 Kalimantan Timur 17,689 133,141 4,940 12,247 - - 51,125 146,384 16,022 32,444 - -

Kalimantan 284,858 740,825 10,777 13,738 4,841 0 861,397 844,389 39,319 44,769 3,167 0
23 Sulawesi Utara - - 4,841 2,376 17,571 - - - 6,412 5,536 5,794 -
24 Sulawesi Tengah 2,126 25,947 5,211 60,453 - - 2,372 40,232 20,392 79,043 - -
25 Sulawesi Selatan 9,471 91,554 40,039 151,630 26,025 166 826 66,593 94,701 205,150 11,919 602
26 Sulawesi Tenggara - - 2,861 70,291 - 9 - 1,102 12,224 117,415 - 25
27 Gorontalo - - 494 251 - - - - - 3,095 - -

Sulawesi 11,597 117,501 53,446 285,001 43,596 175 3,198 107,927 133,729 410,239 17,713 627
28 Maluku 97 - 664 848 - - 414 - 3,514 6,060 - -
29 Maluku Utara - - 567 5,754 - - - 3,845 26,582 -
30 Irian Jaya 672 90,953 116 13,596 - - 3,222 52,392 10,644 27,103 - -

Maluku + Irian Jaya 769 90,953 1,347 20,198 0 0 3,636 52,392 18,003 59,745 0 0
Total 1,510,899 7,580,501 625,009 421,142 1,690,004 143,196 3,535,621 3,769,609 1,388,995 749,917 340,660 167,103

Source：Agricultural Statistics 2002、Ministry of Agriculture
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表 3.1.13     主要エステート作物の州別生産量及び収穫面積 (3/3、2001年*)

Production (ton) Harvested Area (ha)
Rubber Oil Palm Coffee Cocoa Sugarcane Tobacco Tea Rubber Oil Palm Coffee Cocoa Sugarcane Tobacco Tea

1 DI. Aceh 45,748 450,963 41,623 11,142 - 193 - 97,973 221,325 101,134 23,429 - 869 -
2 Sumatera Utara 343,963 2,594,194 39,038 46,559 33,754 1,837 17,641 441,231 652,880 62,713 62,140 11,331 3,225 10,378
3 Sumatera Barat 51,230 345,248 13,267 5,284 - 1,042 7,443 103,374 191,515 31,509 10,660 - 1,041 8,199
4 Riau 193,602 1,728,465 2,095 2,825 - - - 410,093 788,844 11,706 5,821 - - -
5 Jambi 170,614 517,439 5,222 256 - 43 6,068 443,081 301,307 28,761 1,128 - 102 2,575
6 Sumatera Selatan 273,434 875,822 141,079 80 45,321 25 2,529 684,994 360,510 272,856 437 12,185 61 1,521
7 Bengkulu 33,551 90,045 47,820 1,880 - 25 1,715 75,838 74,944 90,909 20,958 - 59 1,425
8 Lampung 43,859 155,270 100,185 6,725 632,724 53 12 78,411 107,120 203,280 15,546 87,612 109 39
9 Bangka Belitung 10,733 92,724 18 54 - 1 30,916 111,762 80 285 - - 2

Sumatra 1,166,734 6,850,170 390,347 74,805 711,799 3,218 35,409 2,365,911 2,810,207 802,948 140,404 111,128 5,466 24,139
10 DKI Jakarta - - - - - - - - - - - - - -
11 Jawa Barat 37,100 4,167 4,263 4,403 91,131 4,505 117,826 54,381 3,747 13,017 13,104 25,688 6,839 114,520
12 Jawa Tengah 23,139 - 14,528 1,108 131,391 46,130 13,006 29,962 - 36,903 5,615 31,055 66,789 12,207
13 DI. Yogyakarta - - 492 276 23,837 2,201 66 - - 1,811 3,039 5,161 3,507 303
14 Jawa Timur 16,790 - 53,133 15,035 719,897 137,361 5,771 24,575 - 105,402 30,839 150,587 149,538 5,083
15 Banten 10,529 32,704 2,085 864 - - 6 24,163 17,375 8,906 4,097 - - 32

Jawa 87,558 36,871 74,501 21,686 966,256 190,197 136,675 133,081 21,122 166,039 56,694 212,491 226,673 132,145
16 Bali 90 - 18,560 4,600 - 1,778 - 122 - 40,109 7,164 - 1,219 -
17 Nusa Tenggara Barat - - 3,685 655 - 30,424 - - - 10,965 4,284 - 21,923 -
18 Nusa Tenggara Timur - - 13,447 4,806 - 1,076 - - - 57,890 32,407 - 2,751 -

Nusa Tenggara 90 0 35,692 10,061 0 33,278 0 122 0 108,964 43,855 0 25,893 0
19 Kalimantan Barat 144,031 453,533 2,766 1,474 - - - 369,301 401,761 9,859 8,629 - - -
20 Kalimantan Tengah 116,638 129,775 612 78 - - - 263,659 259,018 5,510 1,849 - - -
21 Kalimantan Selatan 59,760 100,213 2,479 212 4,949 - - 129,229 150,841 7,949 2,548 3,205 - -
22 Kalimantan Timur 19,281 150,904 4,952 12,374 - 1 - 62,663 160,729 16,025 32,843 - 1 -

Kalimantan 339,710 834,425 10,809 14,138 4,949 1 0 824,852 972,349 39,343 45,869 3,205 1 0
23 Sulawesi Utara - - 4,822 2,404 17,962 - - - - 6,416 5,801 5,864 - -
24 Sulawesi Tengah 2,371 33,823 5,235 61,081 - - 673 3,238 42,032 20,391 79,804 - - 1,760
25 Sulawesi Selatan 9,503 113,742 39,683 152,092 26,603 818 139 13,412 71,133 94,710 206,999 12,062 1,387 127
26 Sulawesi Tenggara - - 2,866 70,591 - - - - 1,102 12,230 120,530 - - -
27 Gorontalo - - 41 470 - - - - - 126 3,475 - - -

Sulawesi 11,874 147,565 52,647 286,638 44,565 818 812 16,650 114,267 133,873 416,609 17,926 1,387 1,887
28 Maluku 622 - 565 1,147 - - - 1,191 - 3,516 6,592 - - -
29 Maluku Utara - - 572 5,999 - - - - 3,852 27,447 -
30 Irian Jaya 521 99,860 1,501 13,789 - - - 3,418 56,392 10,489 27,932 - - -

Maluku + Irian Jaya 1,143 99,860 2,638 20,935 0 0 0 4,609 56,392 17,857 61,971 0 0 0
Total 1,607,109 7,968,891 566,634 428,263 1,727,569 227,512 172,896 3,345,225 3,974,337 1,269,024 765,402 344,750 259,420 158,171

Source：Agricultural Statistics 2003, Ministry of Agriculture
Note : * Preliminary Figure
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表 3.1.14     州別家畜飼養頭数 (1/5)

Beef Cattle (heads) DairyCattle (heads)
1997 1998** 1999 2000 2001 2002 2003* 1997 1998** 1999 2000 2001 2002 2003*

1 DI. Aceh 680,027 692,538 697,304 668,489 699,956 701,356 702,338 155 158 67 55 61 67 74
2 Sumatera Utara 268,364 246,279 247,485 247,781 248,078 248,375 248,673 8,811 6,386 6,411 6,420 6,445 6,470 6,495
3 Sumatera Barat 415,252 420,688 425,338 429,336 501,356 546,864 596,549 829 640 580 526 502 488 474
4 Riau 135,253 141,907 140,897 144,678 107,646 109,249 106,408 0 0 0 0 0 0 0
5 Jambi 151,108 156,350 150,253 142,054 138,398 142,550 144,432 23 26 23 23 pm 26 26
6 Sumatera Selatan 515,539 522,090 407,812 420,617 415,743 419,000 440,347 134 133 197 202 302 275 283
7 Bengkulu 94,522 81,223 78,811 79,180 76,686 76,839 80,277 0 0 0 0 0 62 157
8 Lampung 451,913 443,044 409,762 375,115 373,534 380,697 382,889 78 83 96 106 110 105 106
9 Bangka Belitung 0 0 0 0 4,157 4,663 4,178 0 0 0 0 0 0 0

Sumatra 2,711,978 2,704,119 2,557,662 2,507,250 2,565,554 2,629,593 2,706,091 10,030 7,426 7,374 7,332 7,420 7,493 7,615
10 DKI Jakarta 0 0 0 0 0 0 0 4,293 4,355 4,472 3,857 4,054 3,833 3,757
11 Jawa Barat 183,286 151,543 157,725 174,697 189,518 189,518 208,918 95,224 79,237 80,749 84,788 84,934 91,219 94,689
12 Jawa Tengah 1,260,278 1,247,995 1,236,580 1,317,341 1,331,103 1,337,758 1,374,343 102,825 102,113 105,181 114,834 114,915 119,026 123,692
13 DI. Yogyakarta 197,428 201,142 202,138 206,714 211,889 217,186 221,564 3,453 3,836 4,105 4,069 4,454 4,917 5,163
14 Jawa Timur 3,382,670 3,223,055 3,380,547 3,312,015 3,312,015 3,312,015 3,312,015 118,121 124,618 129,775 139,075 130,922 131,262 132,761
15 Banten 0 0 0 0 9,236 9,467 9,703 0 0 0 0 32 32 33

Jawa 5,023,662 4,823,735 4,976,990 5,010,767 5,053,761 5,065,944 5,126,543 323,916 314,159 324,282 346,623 339,311 350,289 360,095
16 Bali 538,753 524,615 526,013 529,074 521,264 523,870 526,449 71 55 62 67 67 54 71
17 NTB 471,847 429,847 374,940 376,526 395,751 403,666 415,077 0 0 0 0 0 0 0
18 NTT 717,111 715,704 726,439 485,329 495,051 502,589 510,368 0 0 0 0 0 0 0

Bali, Nusatenggara 1,727,711 1,670,166 1,627,392 1,390,929 1,412,066 1,430,125 1,451,894 71 55 62 67 67 54 71
19 Kalimantan Barat 163,295 166,838 151,968 151,598 144,538 157,040 149,700 62 65 62 50 69 35 75
20 Kalimantan Tengah 48,282 49,790 45,346 45,326 39,544 40,055 42,095 0 0 0 0 0 0 0
21 Kalimantan Selatan 166,597 143,922 140,553 143,416 146,763 153,147 159,809 98 60 62 59 64 74 74
22 Kalimantan Timur 84,733 40,457 45,907 50,773 53,511 56,187 57,782 65 65 65 25 23 24 24

Kalimantan 462,907 401,007 383,774 391,113 384,356 406,429 409,386 225 190 189 134 156 133 173
23 Sulawesi Utara 294,666 294,666 271,887 276,524 132,514 134,396 134,624 22 24 22 0 - 0 0
24 Sulawesi Tengah 262,027 273,818 234,489 234,444 231,489 231,997 200,115 0 0 0 0 0 0 0
25 Sulawesi Selatan 840,642 823,245 749,392 718,139 722,452 751,277 725,640 0 32 30 25 44 306 405
26 Sulawesi Tenggara 289,143 292,846 295,717 300,451 300,451 300,451 300,451 0 0 0 0 0 0 0
27 Gorontalo 0 0 0 0 159,334 163,747 168,267 0 0 0 0 0 0 0

Sulawesi 1,686,478 1,684,575 1,551,485 1,529,558 1,546,240 1,581,868 1,529,097 22 56 52 25 44 306 405
28 Maluku 109,835 114,228 97,938 97,938 59,387 60,636 61,912 0 0 0 0 0 0 0
29 Maluku Utara 0 0 0 0 44,091 46,449 39,676 0 0 0 0 0 0 0
30 Irian Jaya 69,800 74,942 80,462 80,462 72,246 76,581 71,089 63 70 72 72 0 111 111

Maluku, Irian 179,635 189,170 178,400 178,400 175,724 183,666 172,677 63 70 72 72 0 111 111
Total 11,792,371 11,472,772 11,275,703 11,008,017 11,137,701 11,297,625 11,395,688 334,327 321,956 332,031 354,253 346,998 358,386 368,470

Source：Statistical Book on Livestock 2003
Note: *: Preliminary figures 

  ** : Source from Statistical Book on Livestock 2002
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表 3.1.14     州別家畜飼養頭数 (2/5)

Goat (head) Pig (head)
1997 1998** 1999 2000 2001 2002 2003* 1997 1998** 1999 2000 2001 2002 2003*

1 DI. Aceh 644,654 663,131 622,501 626,983 634,883 636,044 644,058 322 443 461 154 113 143 105
2 Sumatera Utara 785,229 691,228 694,338 698,851 703,393 707,965 712,566 976,277 765,652 767,566 787,223 807,375 828,043 849,240
3 Sumatera Barat 292,697 299,475 234,537 236,929 280,235 331,046 391,241 46,955 47,078 47,147 47,449 47,633 47,731 47,833
4 Riau 319,000 395,305 215,702 222,912 210,091 240,276 270,536 525,088 757,332 514,566 351,909 346,119 338,544 355,999
5 Jambi 126,422 124,731 120,340 122,386 122,664 126,796 130,896 16,192 14,479 13,905 13,446 12,440 11,309 11,300
6 Sumatera Selatan 574,001 597,838 420,639 432,080 435,653 435,872 454,309 72,564 75,802 48,894 50,155 33,712 32,857 34,175
7 Bengkulu 156,749 101,417 102,370 103,356 104,671 105,910 106,360 1,103 1,142 1,179 1,202 1,224 1,285 1,323
8 Lampung 601,506 725,895 734,026 628,514 726,350 761,490 764,536 72,280 82,041 84,868 62,124 94,188 80,723 81,127
9 Bangka Belitung 0 0 0 0 2,588 2,898 2,935 0 0 0 0 32,482 73,491 53,928

Sumatra 3,500,258 3,599,020 3,144,453 3,072,011 3,220,528 3,348,297 3,477,437 1,710,781 1,743,969 1,478,586 1,313,662 1,375,286 1,414,126 1,435,030
10 DKI Jakarta 6,767 8,349 6,415 9,338 9,894 4,964 4,985 0 0 0 0 0 0 0
11 Jawa Barat 1,935,346 1,698,631 1,666,500 1,705,605 922,633 878,043 1,255,578 25,550 18,119 11,136 14,539 12,337 9,702 12,883
12 Jawa Tengah 3,053,791 2,899,335 2,812,151 2,968,072 2,974,914 2,984,434 3,018,456 100,532 94,823 80,590 108,302 99,094 104,037 107,980
13 DI. Yogyakarta 277,583 263,265 263,397 266,894 261,958 272,170 274,892 6,741 5,972 6,908 8,317 9,576 9,924 10,023
14 Jawa Timur 2,618,502 2,232,229 2,264,992 2,284,244 2,297,036 2,315,318 2,343,113 54,610 27,876 27,426 39,698 38,633 38,168 38,633
15 Banten 0 0 0 0 563,405 522,380 601,785 0 0 0 0 5,761 10,138 10,138

Jawa 7,891,989 7,101,809 7,013,455 7,234,153 7,029,840 6,977,309 7,498,809 187,433 146,790 126,060 170,856 165,401 171,969 179,657
16 Bali 122,225 110,350 103,037 96,003 69,873 73,555 70,222 1,131,283 967,402 968,011 939,046 941,230 855,805 950,642
17 NTB 343,064 273,184 234,063 240,877 239,225 254,625 267,356 26,153 21,447 21,507 30,577 39,900 25,390 25,644
18 NTT 629,009 636,466 654,922 361,714 398,560 420,836 444,357 2,229,134 2,233,369 2,287,302 725,457 953,457 1,170,473 1,436,885

Bali, Nusatenggara 1,094,298 1,020,000 992,022 698,594 707,658 749,016 781,935 3,386,570 3,222,218 3,276,820 1,695,080 1,934,587 2,051,668 2,413,171
19 Kalimantan Barat 110,072 111,082 123,086 117,797 98,567 99,182 102,540 331,786 293,286 357,783 323,853 347,401 419,326 375,740
20 Kalimantan Tengah 22,676 22,676 27,008 29,880 24,079 22,229 29,331 145,838 146,338 156,840 163,442 167,747 179,676 174,665
21 Kalimantan Selatan 71,882 64,640 66,756 69,827 73,649 77,757 79,017 11,075 6,466 6,752 6,657 7,247 7,051 8,060
22 Kalimantan Timur 73,544 60,754 59,913 57,501 70,094 72,505 73,955 116,170 90,703 87,742 122,166 137,113 145,647 148,560

Kalimantan 278,174 259,152 276,763 275,005 266,389 271,673 284,843 604,869 536,793 609,117 616,118 659,508 751,700 707,025
23 Sulawesi Utara 104,604 106,696 123,126 125,897 46,682 49,341 49,499 505,051 303,301 240,202 298,691 294,063 294,651 306,437
24 Sulawesi Tengah 202,027 210,714 183,314 181,139 162,965 162,628 164,254 226,670 247,954 108,023 108,646 103,545 177,085 178,856
25 Sulawesi Selatan 468,967 489,433 461,115 478,594 524,072 524,972 536,234 575,061 598,102 507,474 461,277 311,153 505,815 531,328
26 Sulawesi Tenggara 117,587 212,967 122,323 115,374 89,255 70,977 73,110 18,523 22,056 23,160 20,126 19,477 19,193 20,150
27 Gorontalo 0 0 0 0 83,931 92,811 101,917 0 0 0 0 8,432 7,622 8,311

Sulawesi 893,185 1,019,810 889,878 901,004 906,905 900,729 925,014 1,325,305 1,171,413 878,859 888,740 736,670 1,004,366 1,045,082
28 Maluku 261,385 292,751 331,800 331,800 140,564 143,383 146,267 109,335 119,175 107,258 107,258 82,385 85,685 89,124
29 Maluku Utara 0 0 0 0 151,648 113,701 116,421 0 0 0 0 5,200 1,415 1,486
30 Irian Jaya 46,290 49,532 53,002 53,002 40,357 44,978 45,488 532,680 548,660 565,120 565,120 410,288 445,878 474,173

Maluku, Irian 307,675 342,283 384,802 384,802 332,569 302,062 308,176 642,015 667,835 672,378 672,378 497,873 532,978 564,783
Total 13,965,579 13,342,074 12,701,373 12,565,569 12,463,889 12,549,086 13,276,214 7,856,973 7,489,018 7,041,820 5,356,834 5,369,325 5,926,807 6,344,748

Source：Statistical Book on Livestock 2003
Note: *: Preliminary figures 

  ** : Source from Statistical Book on Livestock 2002

T-37



表 3.1.14     州別家畜飼養頭数 (3/5)

Native Chicken (heads) Layer (heads)
1997 1998** 1999 2000 2001 2002 2003* 1997 1998** 1999 2000 2001 2002 2003*

1 DI. Aceh 15,157,846 19,278,293 15,914,184 16,192,682 17,511,361 17,721,490 19,156,931 213,375 228,727 260,640 245,592 257,356 47,350 49,618
2 Sumatera Utara 21,160,000 19,574,500 19,736,970 20,532,960 21,361,054 22,222,545 23,118,780 6,266,676 3,763,760 10,746,077 15,723,936 12,883,729 14,128,403 14,436,402
3 Sumatera Barat 7,253,675 7,369,734 7,435,908 7,510,267 7,604,626 7,784,059 8,082,999 1,322,620 1,095,512 1,295,507 3,210,126 3,691,645 4,590,555 5,482,572
4 Riau 4,069,102 4,231,866 5,727,608 7,994,993 5,317,917 6,475,273 6,626,082 792,184 856,351 596,323 683,667 651,096 636,813 655,121
5 Jambi 3,773,435 4,051,183 3,994,049 4,195,949 3,124,160 3,439,967 3,600,000 272,858 254,078 205,163 268,497 286,133 445,253 448,000
6 Sumatera Selatan 15,129,000 15,612,000 14,965,000 16,500,000 16,533,000 13,375,000 14,420,000 1,167,000 2,209,000 1,383,000 3,000,000 4,600,000 5,595,000 5,983,000
7 Bengkulu 4,037,642 2,790,011 2,801,171 2,919,951 3,166,905 3,325,250 3,644,474 50,750 30,174 17,963 29,100 38,041 57,061 102,191
8 Lampung 14,209,000 14,810,531 14,989,740 13,300,148 15,163,783 15,178,000 15,193,178 871,179 1,467,354 1,553,194 3,116,304 1,780,313 2,051,600 2,061,858
9 Bangka Belitung 0 0 0 0 2,136,600 2,196,127 2,352,052 216,835 353,441 424,192

Sumatra 84,789,700 87,718,118 85,564,630 89,146,950 91,919,406 91,717,711 96,194,496 10,956,642 9,904,956 16,057,867 26,277,222 24,405,148 27,905,476 29,642,954
10 DKI Jakarta 110,512 127,427 121,736 150,212 175,821 91,666 94,508 12,232 0 0 500 0 0 0
11 Jawa Barat 32,767,621 28,638,481 33,152,942 34,091,782 27,703,049 30,273,580 31,972,465 11,939,916 7,510,987 8,682,421 12,432,950 7,403,492 8,588,803 10,438,942
12 Jawa Tengah 34,330,205 31,458,193 31,584,135 31,970,524 32,880,202 34,174,515 34,885,345 10,290,716 5,646,294 5,641,263 6,730,818 7,112,163 7,368,333 7,925,379
13 DI. Yogyakarta 5,054,116 4,879,562 5,033,246 5,105,777 5,101,541 5,113,816 5,164,954 2,142,185 847,258 1,029,243 1,142,601 1,360,186 1,418,533 1,479,388
14 Jawa Timur 37,097,943 36,411,485 36,920,771 37,176,008 37,437,568 37,766,677 38,344,491 24,055,506 5,991,993 6,818,930 14,358,602 14,617,057 14,702,644 15,208,534
15 Banten 0 0 0 0 7,706,941 8,304,999 8,949,467 6,049,430 7,198,822 8,566,598

Jawa 109,360,397 101,515,148 106,812,830 108,494,303 111,005,122 115,725,253 119,411,230 48,440,555 19,996,532 22,171,857 34,665,471 36,542,328 39,277,135 43,618,841
16 Bali 6,544,878 5,672,902 5,111,395 5,055,649 4,798,630 4,201,350 4,846,616 2,162,685 924,605 1,065,474 1,567,321 1,572,668 2,001,287 1,583,695
17 NTB 6,086,941 6,036,800 3,760,284 3,325,722 3,818,547 3,973,925 4,013,664 438,693 306,768 41,479 53,605 57,952 90,128 91,029
18 NTT 8,000,441 8,743,074 9,153,997 9,153,997 9,356,240 9,636,927 9,926,035 119,611 35,883 36,601 50,000 185,945 79,297 188,965

Bali, Nusatenggara 20,632,260 20,452,776 18,025,676 17,535,368 17,973,417 17,812,202 18,786,315 2,720,989 1,267,256 1,143,554 1,670,926 1,816,565 2,170,712 1,863,689
19 Kalimantan Barat 4,043,892 3,654,740 3,948,971 3,841,321 4,171,870 3,798,480 4,512,290 1,743,750 1,678,300 1,689,000 1,710,550 1,746,300 2,015,910 2,036,880
20 Kalimantan Tengah 2,246,369 2,384,399 2,747,369 3,150,775 3,154,874 3,431,072 3,741,920 27,248 18,787 16,565 19,162 14,402 16,834 18,971
21 Kalimantan Selatan 5,356,484 3,705,167 3,980,461 4,648,037 5,528,946 6,435,933 7,138,851 661,709 593,137 554,032 549,527 647,673 1,255,017 1,317,768
22 Kalimantan Timur 4,309,200 3,160,800 2,988,400 3,048,600 3,108,900 3,315,800 3,382,116 739,084 379,400 545,100 324,910 470,300 901,900 919,938

Kalimantan 15,955,945 12,905,106 13,665,201 14,688,733 15,964,590 16,981,285 18,775,177 3,171,791 2,669,624 2,804,697 2,604,149 2,878,675 4,189,661 4,293,557
23 Sulawesi Utara 2,175,963 2,282,150 2,631,518 2,709,843 2,072,935 2,060,290 2,142,702 837,947 860,069 631,592 631,592 548,771 500,698 525,733
24 Sulawesi Tengah 2,553,679 2,604,752 1,150,483 1,219,590 1,441,303 1,369,134 1,382,825 142,997 142,997 204,946 395,507 375,290 462,877 467,506
25 Sulawesi Selatan 14,961,920 14,707,768 14,684,327 15,617,718 17,434,428 19,082,148 19,200,128 3,591,554 3,436,432 2,161,831 2,787,881 3,363,644 3,196,835 4,263,202
26 Sulawesi Tenggara 6,327,525 6,611,864 6,439,833 6,165,289 6,330,234 6,331,450 6,489,740 207,709 34,280 34,449 13,205 34,449 20,617 21,130
27 Gorontalo 0 0 0 0 771,644 803,319 836,296 137,933 156,954 178,594

Sulawesi 26,019,087 26,206,534 24,906,161 25,712,440 28,050,544 29,646,341 30,051,691 4,780,207 4,473,778 3,032,818 3,828,185 4,460,087 4,337,981 5,456,165
28 Maluku 2,105,649 2,253,044 2,140,392 2,140,392 997,197 1,037,677 1,080,417 124,863 124,863 0 0 44,087 47,749 51,719
29 Maluku Utara 0 0 0 0 701,526 752,568 952,756 2,000 0 0
30 Irian Jaya 1,395,400 1,465,162 1,538,411 1,538,411 1,427,256 1,618,836 2,091,536 387,817 387,817 320,053 320,053 105,602 110,151 120,836

Maluku, Irian 3,501,049 3,718,206 3,678,803 3,678,803 3,125,979 3,409,081 4,124,709 512,680 512,680 320,053 320,053 151,689 157,900 172,555
Total 260,258,438 252,515,888 252,653,301 259,256,597 268,039,058 275,291,873 287,343,618 70,582,864 38,824,826 45,530,846 69,366,006 70,254,492 78,038,865 85,047,761

Source：Statistical Book on Livestock 2003
Note: *: Preliminary figures 

  ** : Source from Statistical Book on Livestock 2002
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表 3.1.14     州別家畜飼養頭数 (4/5)

Broiler (heads) Duck (heads)
1997 1998** 1999 2000 2001 2002 2003* 1997 1998** 1999 2000 2001 2002 2003*

1 DI. Aceh 1,108,100 887,624 951,548 965,155 978,957 992,956 1,007,155 3,399,178 3,418,914 3,292,047 3,314,103 3,336,510 3,358,861 3,381,365
2 Sumatera Utara 72,510,000 21,347,000 20,154,215 26,893,165 38,045,268 61,948,000 61,948,000 2,265,317 2,192,490 2,210,690 2,223,951 2,237,295 2,250,717 2,264,221
3 Sumatera Barat 4,555,663 9,983,704 10,196,748 10,400,682 10,653,726 10,882,230 11,115,635 1,658,999 1,676,750 1,683,673 1,711,790 1,744,732 1,795,425 1,850,415
4 Riau 13,726,918 13,829,870 6,746,549 8,427,829 8,520,831 24,107,034 24,143,195 270,414 274,470 302,831 401,744 328,920 359,975 420,609
5 Jambi 2,182,855 1,799,321 2,817,880 4,793,997 5,574,539 5,424,441 6,000,000 552,130 632,294 625,627 628,169 439,428 496,798 500,000
6 Sumatera Selatan 13,852,000 4,866,000 13,851,000 15,500,000 16,500,000 17,000,000 17,906,000 1,705,000 1,252,000 2,131,000 2,198,000 2,050,000 2,063,000 2,156,000
7 Bengkulu 2,165,532 2,273,809 2,387,499 2,453,080 2,715,100 22,996,897 18,627,525 654,760 229,166 210,258 225,650 232,913 256,786 277,828
8 Lampung 7,306,488 2,301,647 15,655,272 23,929,600 22,521,970 23,640,000 23,758,200 387,844 418,331 419,532 559,827 426,205 515,927 518,507
9 Bangka Belitung 0 0 0 0 354,862 401,067 406,802 0 0 0 0 170,400 175,592 176,768

Sumatra 117,407,556 57,288,975 72,760,711 93,363,508 105,865,253 167,392,625 164,912,512 10,893,642 10,094,415 10,875,658 11,263,234 10,966,403 11,273,081 11,545,713
10 DKI Jakarta 1,067,500 610,400 854,000 889,000 1,046,500 1,455,000 1,360,000 49,996 61,551 124,064 140,144 129,189 57,203 65,680
11 Jawa Barat 145,950,581 88,483,024 88,765,654 196,422,402 238,050,365 269,778,372 308,021,118 3,603,423 2,905,893 3,921,126 4,204,705 4,055,539 4,293,637 4,730,741
12 Jawa Tengah 142,864,962 68,585,024 71,244,629 71,554,382 53,879,257 97,485,267 97,582,752 3,781,155 3,781,155 3,292,498 3,661,805 3,772,070 4,023,358 4,107,848
13 DI. Yogyakarta 11,107,061 8,679,083 10,137,478 12,431,023 15,873,340 30,582,672 30,582,672 231,770 202,130 203,627 227,476 220,272 211,590 213,706
14 Jawa Timur 156,304,232 89,300,169 42,904,080 88,077,360 89,706,792 153,817,800 157,610,195 2,986,181 2,252,515 2,281,549 2,311,665 2,316,205 14,702,644 15,008,534
15 Banten 0 0 0 0 46,437,708 55,725,252 55,725,252 0 0 0 0 1,159,513 1,379,820 1,648,886

Jawa 457,294,336 255,657,700 213,905,841 369,374,167 444,993,962 608,844,363 650,881,989 10,652,525 9,203,244 9,822,864 10,545,795 11,652,788 24,668,252 25,775,395
16 Bali 16,001,811 1,159,607 1,574,084 18,646,404 17,951,970 16,137,695 25,132,751 713,343 534,171 539,024 616,460 532,743 924,749 554,053
17 NTB 0 0 2,038,477 2,705,129 2,995,041 3,981,564 4,021,380 594,132 382,579 415,806 490,958 494,797 566,204 594,514
18 NTT 714,244 338,408 345,258 354,313 475,000 452,500 504,750 161,176 183,050 191,653 191,653 200,277 210,291 220,805

Bali, Nusatenggara 16,716,055 1,498,015 3,957,819 21,705,846 21,422,011 20,571,759 29,658,881 1,468,651 1,099,800 1,146,483 1,299,071 1,227,817 1,701,244 1,369,372
19 Kalimantan Barat 14,335,390 8,919,070 10,234,795 15,787,359 15,080,128 15,324,493 16,125,800 326,076 264,300 278,176 283,240 287,776 301,911 296,400
20 Kalimantan Tengah 1,332,185 1,234,415 1,376,500 1,616,795 1,378,805 1,659,954 1,671,511 147,421 153,831 147,223 150,350 107,749 114,122 125,356
21 Kalimantan Selatan 6,020,064 2,621,151 2,411,338 6,148,602 7,559,551 8,583,756 10,726,681 3,116,289 1,497,340 1,955,751 2,316,779 2,496,944 2,611,321 3,520,488
22 Kalimantan Timur 8,242,800 4,333,800 12,390,800 14,306,200 17,832,200 20,624,500 21,036,990 324,200 227,700 228,600 214,500 264,700 376,800 384,336

Kalimantan 29,930,439 17,108,436 26,413,433 37,858,956 41,850,684 46,192,703 49,560,982 3,913,986 2,143,171 2,609,750 2,964,869 3,157,169 3,404,154 4,326,580
23 Sulawesi Utara 2,832,597 2,061,130 3,443,941 4,121,368 4,555,152 4,096,442 4,301,270 417,649 417,649 99,138 106,264 59,271 57,386 58,247
24 Sulawesi Tengah 806,432 5,870,823 745,400 974,015 988,450 1,329,577 1,342,873 145,310 148,216 102,019 151,285 204,742 204,601 206,647
25 Sulawesi Selatan 13,701,758 10,756,746 1,570,930 1,890,100 1,727,863 15,327,835 15,630,735 2,322,324 2,308,503 2,379,148 2,243,335 4,238,415 4,113,486 4,175,063
26 Sulawesi Tenggara 0 972,230 115,000 152,420 131,867 682,100 699,200 262,351 273,672 278,443 223,020 220,229 225,818 231,460
27 Gorontalo 0 0 0 0 35,798 53,775 80,783 0 0 0 0 69,361 69,361 93,768

Sulawesi 17,340,787 19,660,929 5,875,271 7,137,903 7,439,130 21,489,729 22,054,861 3,147,634 3,148,040 2,858,748 2,723,904 4,792,018 4,670,652 4,765,185
28 Maluku 961,884 942,646 0 0 36,065 36,130 36,195 109,360 121,389 122,000 122,000 65,336 66,323 67,332
29 Maluku Utara 0 0 0 0 30,000 67,800 75,600 0 0 0 0 64,830 53,380 58,717
30 Irian Jaya 1,252,200 1,339,869 1,433,677 1,433,677 233,323 479,676 526,209 105,620 110,903 116,449 116,449 141,983 163,796 211,624

Maluku, Irian 2,214,084 2,282,515 1,433,677 1,433,677 299,388 583,606 638,004 214,980 232,292 238,449 238,449 272,149 283,499 337,673
Total 640,903,257 353,496,570 324,346,752 530,874,057 621,870,428 865,074,785 917,707,229 30,291,418 25,920,962 27,551,952 29,035,322 32,068,344 46,000,882 48,119,918

Source：Statistical Book on Livestock 2003
Note: *: Preliminary figures 

** : Source from Statistical Book on Livestock 2002
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表 3.1.14     州別家畜飼養頭数 (5/5)

Buffalo (heads) Sheep (heads)
1997 1998** 1999 2000 2001 2002 2003* 1997 1998** 1999 2000 2001 2002 2003*

1 DI. Aceh 397,688 420,748 401,286 391,334 393,369 395,414 397,470 140,738 139,595 122,026 119,963 121,067 121,624 122,743
2 Sumatera Utara 265,053 264,152 264,574 260,049 259,138 260,044 261,734 154,027 159,491 170,942 184,583 199,312 215,217 232,391
3 Sumatera Barat 220,406 224,338 226,646 230,818 258,226 288,958 323,450 1,814 1,867 1,902 1,977 2,101 2,233 2,375
4 Riau 55,472 56,309 43,518 44,430 42,829 46,233 46,246 0 0 0 0 0 0 0
5 Jambi 86,156 85,165 77,322 70,102 69,003 69,713 70,815 52,568 51,765 48,220 45,701 45,700 45,532 46,932
6 Sumatera Selatan 149,441 151,982 85,706 85,706 84,215 83,147 86,157 100,432 107,112 54,867 56,014 54,825 54,547 56,320
7 Bengkulu 87,086 49,308 48,721 46,469 43,823 43,910 40,321 20,227 8,062 7,183 6,261 2,050 1,947 1,850
8 Lampung 35,622 52,852 49,966 41,302 50,012 50,095 50,145 35,369 44,288 45,231 57,851 48,273 59,063 59,358
9 Bangka Belitung 0 0 0 0 1,327 1,400 1,407 0 0 0 0 4 0 0

Sumatra 1,296,924 1,304,854 1,197,739 1,170,210 1,201,942 1,238,914 1,277,745 505,175 512,180 450,371 472,350 473,332 500,163 521,969
10 DKI Jakarta 684 971 639 700 607 160 137 2,160 2,880 3,407 4,972 4,069 1,463 1,614
11 Jawa Barat 434,721 356,005 317,343 326,040 153,372 148,778 168,974 3,577,467 3,263,791 3,388,340 3,475,019 3,087,038 3,162,234 3,438,352
12 Jawa Tengah 220,341 190,053 182,425 182,210 170,012 148,665 148,814 1,787,974 1,730,607 1,781,114 1,982,988 1,873,659 1,972,322 2,033,266
13 DI. Yogyakarta 8,656 7,239 7,009 6,741 5,735 5,636 5,692 77,873 73,385 74,479 73,600 71,389 73,421 74,155
14 Jawa Timur 153,900 149,384 144,208 122,431 116,314 113,383 116,314 1,496,276 1,322,328 1,333,518 1,342,186 1,347,087 1,354,297 1,374,284
15 Banten 0 0 0 0 109,604 163,564 133,170 0 0 0 0 450,476 476,762 476,056

Jawa 818,302 703,652 651,624 638,122 555,644 580,186 573,101 6,941,750 6,392,991 6,580,858 6,878,765 6,833,718 7,040,499 7,397,727
16 Bali 11,142 9,164 7,680 7,765 7,764 5,634 7,850 115 61 43 122 157 439 159
17 NTB 226,487 206,351 163,726 160,634 157,834 157,199 158,771 42,958 28,949 16,543 16,804 17,302 17,503 18,378
18 NTT 167,123 162,291 164,726 124,049 126,575 132,497 138,696 145,184 146,747 151,296 32,079 52,074 55,631 59,430

Bali, Nusatenggara 404,752 377,806 336,132 292,448 292,173 295,330 305,317 188,257 175,757 167,882 49,005 69,533 73,573 77,967
19 Kalimantan Barat 6,398 6,537 7,692 6,194 5,882 5,849 6,029 31 31 27 57 113 107 108,600
20 Kalimantan Tengah 9,893 9,902 10,620 11,113 9,472 7,359 8,285 2,793 2,833 33,183 4,093 3,350 3,887 4,198
21 Kalimantan Selatan 47,636 34,126 34,271 35,288 35,513 37,463 36,313 4,355 3,439 3,580 3,748 3,602 3,642 3,923
22 Kalimantan Timur 24,862 14,474 13,277 14,577 14,937 15,415 15,723 1,733 1,370 1,185 780 1,177 1,225 1,250

Kalimantan 88,789 65,039 65,860 67,172 65,804 66,086 66,350 8,912 7,673 37,975 8,678 8,242 8,861 117,971
23 Sulawesi Utara 97 172 99 - - 0 0 0 0 0 0 0 0 0
24 Sulawesi Tengah 8,293 7,058 6,766 6,238 6,170 3,734 3,771 8,421 8,926 6,703 6,210 6,091 7,335 7,408
25 Sulawesi Selatan 342,263 252,726 211,375 196,327 178,119 186,564 196,050 1,845 1,927 1,867 1,995 1,334 1,372 1,411
26 Sulawesi Tenggara 11,471 11,488 11,044 9,660 9,721 8,115 8,520 351 356 366 321 259 228 235
27 Gorontalo 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Sulawesi 362,124 271,444 229,284 212,225 194,010 198,413 208,341 10,617 11,209 8,936 8,526 7,684 8,935 9,054
28 Maluku 23,277 24,208 23,500 23,500 22,970 23,322 23,673 7,490 7,490 6,741 6,741 7,433 7,545 7,659
29 Maluku Utara 0 0 0 0 0 120 126 0 0 0 0 0 0 0
30 Irian Jaya 1,125 1,534 1,600 1,600 886 662 678 2,560 2,738 2,927 2,927 1,175 1,108 1,120

Maluku, Irian 24,402 25,742 25,100 25,100 23,856 24,104 24,477 10,050 10,228 9,668 9,668 8,608 8,653 8,779
Total 2,995,293 2,748,537 2,505,739 2,405,277 2,333,429 2,403,033 2,455,331 7,664,761 7,110,038 7,255,690 7,426,992 7,401,117 7,640,684 8,133,467

Source：Statistical Book on Livestock 2003
Note: *: Preliminary figures 

** : Source from Statistical Book on Livestock 2002
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表 3.1.15     畜産品生産量の推移

(Unit: ton)
Year Meat Egg Milk
1969 309,300 57,700 28,900
1970 314,000 58,600 29,300
1971 332,200 68,400 35,800
1972 366,200 67,500 37,700
1973 379,400 81,400 35,000
1974 403,100 98,100 56,900
1975 435,000 112,200 51,100

1976 448,900 115,600 58,000
1977 467,700 131,400 60,700
1978 444,600 151,000 62,300
1979 486,500 164,500 72,200
1980 570,800 262,600 78,400
1981 596,000 275,200 85,800
1982 628,600 297,000 117,600
1983 650,200 316,000 174,600
1984 742,200 355,300 179,000
1985 808,400 369,900 191,900
1986 879,000 437,200 220,200
1987 895,500 451,500 234,900
1988 937,000 443,100 264,900
1989 971,100 456,200 338,200
1990 1,027,700 484,000 345,600
1991 1,099,200 510,400 360,200
1992 1,239,200 572,300 367,200
1993 1,378,300 572,900 387,500
1994 1,492,900 668,600 426,700
1995 1,508,200 736,000 433,400
1996 1,632,200 779,800 441,200
1997 1,555,100 765,000 423,700
1998 1,228,500 529,800 375,400
1999 1,195,700 640,100 436,000
2000 1,445,200 783,300 495,600
2001 1,560,600 850,300 479,900
2002 1,769,800 945,700 493,400

2003* 1,908,600 1,060,300 577,500
Source: Statistical Book on Livestock 2003
Note   :       *  = Preliminary figures for 2003
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表 3.1.16     畜産品の輸出入状況

Import
Species Unit 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

I. Livestock
Cattle Breed 1,000 heads 3.8 4.4 1.9 0.2 0.5 4.6 6.5
Feeder Steers 1,000 heads 205.1 277.0 49.9 118.4 267.7 168.1 141.7
Pig Breed 1,000 heads 0.0 0.2 0.0 0.0 0.3 0.1 0.6
PS 1,000 heads 1,287.9 693.2 496.6 1,862.5 1,610.1 1,751.0 677.0
Poultry 1,000 heads 74.0 234.7 105.8 28.9 158.2 111.6 20.2

II. Meat
Bovine ton 15,772.8 23,315.3 8,813.8 10,552.9 26,962.3 16,516.6 11,473.8
Sheep/Goat ton 702.0 675.4 412.2 434.7 591.8 691.7 482.6
Pork ton 96.0 101.3 57.6 107.8 320.6 213.1 278.1
Poultry ton 2,051.2 811.1 571.5 4,070.4 14,017.4 1,454.2 949.8
Bovine Liver ton 11,416.5 8,942.2 6,228.9 7,746.0 30,403.1 24,626.2 31,400.5

III. Livestock Products
Milk Products ton 51,788.5 48,783.3 32,737.4 59,926.7 117,268.2 119,922.1 107,867.7
Butter ton 32,315.8 29,795.3 17,944.3 28,478.7 41,391.6 43,572.4 44,369.3
Cheese ton 6,119.4 4,691.3 3,809.9 4,274.8 6,062.2 6,419.9 7,514.2
Egg 1,000 pcs 161.4 162.7 80.5 531.8 533.0 2,433.2 522.8

Export
Species Unit 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

I. Livestock
Pig 1,000 heads 161.9 184.9 260.0 486.6 801.3 1,458.1 509.1
PS/FS 1,000 heads 1,371.4 466.3 270.1 1,192.4 1,070.1 803.4 625.9
Poultry 1,000 heads 1,537.8 527.8 148.6 40.4 699.5 93.6 2.2

II. Meat
Bovine ton 4.2 5.0 1.2 17.1 26.1 175.1 77.8
Sheep/Goat ton 0.0 0.0 68.5 12.5 34.6 86.3 39.1
Pork ton 40.9 366.2 188.7 222.4 689.7 460.7 3,551.5
Poultry ton 0.3 1.8 3,006.5 2,859.3 703.8 1,740.2 2,346.3

III. Livestock Products
Milk ton 4,978.3 1,730.6 2,385.1 2,352.7 31,482.4 29,743.7 30,191.9
Butter ton 311.5 2,728.5 4,936.1 14,562.2 29,171.3 46,411.9 3,597.4
Cheese ton 17.7 9.9 167.5 13.0 21.7 28.4 33.8
Egg 1,000 pcs 0.9 4.9 0.0 0.0 77.7 449.5 948.8

Source: Statistical Book on Livestock, 2003
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表 3.1.17     畜産品の一人当たり年間消費量の推移

Annual Consumption per Capita (kg) Daily Protein Consumption per Capita (g)
Meat Egg Milk Meat Egg Milk Total

1969 2.74 0.23 1.46 1.20 0.10 0.10 1.40
1970 2.70 0.23 1.82 1.20 0.10 0.10 1.40
1971 2.80 0.29 1.70 1.10 0.10 0.40 1.60
1972 3.02 0.35 1.73 1.20 2.00 0.20 3.40
1973 3.06 0.35 2.64 1.42 0.13 0.14 1.69
1974 3.18 0.45 1.96 1.48 0.16 0.18 1.82
1975 3.34 0.50 1.95 1.27 0.15 0.19 1.61
1976 3.37 0.52 2.82 1.29 0.16 0.27 1.72
1977 3.42 0.80 3.06 1.25 0.26 0.79 2.30
1978 3.41 0.88 3.53 1.25 0.27 0.41 1.93
1979 3.46 0.94 3.72 1.21 0.37 0.36 1.94
1980 3.92 1.44 4.36 1.40 0.43 0.42 2.25
1981 4.00 1.50 3.08 1.43 0.45 0.38 2.26
1982 4.12 1.58 4.17 1.41 0.51 0.37 2.29
1983 4.32 1.66 3.88 1.44 0.53 0.29 2.26
1984 4.64 1.84 3.90 1.55 0.58 0.34 2.47
1985 4.95 1.88 3.31 1.63 0.64 0.28 2.55
1986 5.37 2.13 3.43 1.70 0.67 0.30 2.67
1987 5.27 2.20 3.38 1.74 0.74 0.34 2.82
1988 5.40 2.10 4.20 1.76 0.70 0.37 2.83
1989 5.69 2.12 3.72 1.80 0.72 0.33 2.85
1990 5.70 2.31 3.44 1.86 0.74 0.30 2.90
1991 5.99 2.40 4.46 1.95 0.77 0.38 3.10
1992 6.78 2.73 4.39 2.15 0.86 0.38 3.39
1993 7.40 2.69 4.23 2.40 0.86 0.37 3.63
1994 7.83 3.16 4.75 2.54 1.00 0.42 3.96
1995 7.90 3.33 6.99 2.52 1.06 0.61 4.19
1996 8.41 3.49 5.72 2.70 1.11 0.50 4.31
1997 7.95 3.46 5.25 2.57 1.10 0.46 4.13
1998 4.24 2.29 4.13 2.00 0.73 0.36 3.09
1999 4.09 2.74 5.09 1.93 0.87 0.45 3.25
2000 5.15 3.48 6.50 2.43 1.10 0.57 4.10
2001 5.28 3.42 5.79 2.49 1.08 0.51 4.08
2002 5.75 4.04 7.05 2.71 1.28 0.62 4.61
2003* 6.08 4.47 7.28 2.87 1.42 0.64 4.93

Note:  *  : -Preliminary figures for 2003
Source: Statistical Book on Livestock 2003
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表 3.1.18 灌漑タイプ別水田面積 (1/4、1999年)

Province Technical
Irrigation

Semi Technical
Irrigation

Non Technical
Irrigation Irrigation Total Rain Fed Valley Others Grand Total

Sumatra
1 Naggroe Aceh Darussalam 45,544 2.0% 57,368 5.4% 99,402 5.8% 202,314 4.0% 89,516 4.3% 1,079 0.2% 68 0.0% 292,977 3.6%
2 North Sumatra 75,210 3.4% 93,771 8.8% 147,797 8.6% 316,778 6.3% 187,932 9.1% 26,592 4.3% 32,818 8.3% 564,120 7.0%
3 West Sumatra 26,157 1.2% 60,000 5.6% 88,253 5.1% 174,410 3.5% 52,953 2.6% 0 0.0% 545 0.1% 227,908 2.8%
4 Riau 0 0.0% 6,484 0.6% 35,951 2.1% 42,435 0.8% 47,304 2.3% 29,758 4.8% 14,843 3.8% 134,340 1.7%
5 Jambi 3,617 0.2% 9,694 0.9% 26,813 1.6% 40,124 0.8% 17,040 0.8% 69,168 11.3% 24,158 6.1% 150,490 1.9%
6 South Sumatra 29,047 1.3% 13,274 1.2% 42,543 2.5% 84,864 1.7% 85,947 4.2% 142,929 23.3% 132,060 33.4% 445,800 5.5%
7 Bengkulu 12,018 0.5% 20,569 1.9% 16,014 0.9% 48,601 1.0% 11,892 0.6% 63 0.0% 8,991 2.3% 69,547 0.9%
8 Lampung 104,722 4.7% 21,072 2.0% 42,124 2.4% 167,918 3.3% 92,051 4.5% 4,068 0.7% 23,898 6.0% 287,935 3.6%
9 Bangka Belitung 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

Total 296,315 13.2% 282,232 26.5% 498,897 28.9% 1,077,444 21.4% 584,635 28.3% 273,657 44.5% 237,381 60.0% 2,173,117 26.8%
Java

1 DKI Jakarta 775 0.0% 606 0.1% 1,025 0.1% 2,406 0.0% 405 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2,811 0.0%
2 West Java 460,572 20.6% 129,311 12.1% 316,852 18.4% 906,735 18.0% 234,725 11.4% 954 0.2% 962 0.2% 1,143,376 14.1%
3 Central Java 388,178 17.3% 125,467 11.8% 208,542 12.1% 722,187 14.4% 282,350 13.7% 2,204 0.4% 761 0.2% 1,007,502 12.4%
4 DI. Yogyakarta 19,657 0.9% 22,854 2.1% 8,870 0.5% 51,381 1.0% 8,886 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 60,267 0.7%
5 East Java 681,421 30.4% 113,788 10.7% 126,864 7.3% 922,073 18.3% 236,718 11.5% 12 0.0% 2,622 0.7% 1,161,425 14.3%
6 Banten 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

Total 1,550,603 69.2% 392,026 36.8% 662,153 38.4% 2,604,782 51.8% 763,084 37.0% 3,170 0.5% 4,345 1.1% 3,375,381 41.6%
Bali & Nusa Tenggara

1 Bali 133 0.0% 68,794 6.4% 16,383 0.9% 85,310 1.7% 749 0.0% 0 0.0% 6 0.0% 86,065 1.1%
2 West Nusa Tenggara 121,310 5.4% 145,240 13.6% 72,645 4.2% 339,195 6.7% 60,288 2.9% 743 0.1% 130 0.0% 400,356 4.9%
3 East Nusa Tenggara 8,545 0.4% 26,418 2.5% 43,430 2.5% 78,393 1.6% 32,117 1.6% 358 0.1% 584 0.1% 111,452 1.4%

Total 129,988 5.8% 240,452 22.5% 132,458 7.7% 502,898 10.0% 93,154 4.5% 1,101 0.2% 720 0.2% 597,873 7.4%
Kalimantan

1 West Kalimantan 45 0.0% 12,121 1.1% 73,679 4.3% 85,845 1.7% 110,297 5.3% 81,760 13.3% 60,562 15.3% 338,464 4.2%
2 Central Kalimantan 2,177 0.1% 12,857 1.2% 54,064 3.1% 69,098 1.4% 23,622 1.1% 80,793 13.1% 941 0.2% 174,454 2.2%
3 South Kalimantan 22,794 1.0% 3,594 0.3% 27,493 1.6% 53,881 1.1% 150,487 7.3% 159,881 26.0% 78,740 19.9% 442,989 5.5%
4 East Kalimantan 0 0.0% 1,027 0.1% 30,047 1.7% 31,074 0.6% 63,248 3.1% 11,296 1.8% 4,486 1.1% 110,104 1.4%

Total 25,016 1.1% 29,599 2.8% 185,283 10.7% 239,898 4.8% 347,654 16.8% 333,730 54.3% 144,729 36.6% 1,066,011 13.2%
Sulawesi

1 North Sulawesi 28,547 1.3% 18,405 1.7% 17,143 1.0% 64,095 1.3% 13,683 0.7% 94 0.0% 252 0.1% 78,124 1.0%
2 Central Sulawesi 40,917 1.8% 27,095 2.5% 41,639 2.4% 109,651 2.2% 15,024 0.7% 1,079 0.2% 348 0.1% 126,102 1.6%
3 South Sulawesi 151,261 6.8% 58,980 5.5% 165,295 9.6% 375,536 7.5% 241,715 11.7% 817 0.1% 100 0.0% 618,168 7.6%
4 Southeast Sulawesi 16,890 0.8% 17,893 1.7% 23,384 1.4% 58,167 1.2% 5,052 0.2% 818 0.1% 7,543 1.9% 71,580 0.9%
5 Gorontalo 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

Total 237,615 10.6% 122,373 11.5% 247,461 14.3% 607,449 12.1% 275,474 13.3% 2,808 0.5% 8,243 2.1% 893,974 11.0%
27 Grand Total 2,239,537 100% 1,066,682 100% 1,726,252 100% 5,032,471 100% 2,064,001 100% 614,466 100% 395,418 100% 8,106,356 100%

Source: Agricultural Survey, Land Area by Utilization in Indonesia 2000, Central Bureau of Statistics, December 2001. (Publication Number 05110.0106, BPS Catalogue 5232)
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表 3.1.18  灌漑タイプ別水田面積 (2/4、2000年)

Province Technical
Irrigation

Semi Technical
Irrigation

Non Technical
Irrigation Irrigation Total Rain Fed Valley Others Grand Total

Sumatra
1 Naggroe Aceh Darussalam 50,865 2.3% 56,211 5.7% 94,940 5.7% 202,016 4.1% 96,500 4.8% 325 0.1% 1,287 0.4% 300,128 3.9%
2 North Sumatra 72,632 3.3% 78,048 8.0% 137,293 8.2% 287,973 5.9% 164,922 8.3% 29,064 5.0% 35,524 10.4% 517,483 6.6%
3 West Sumatra 34,337 1.6% 57,245 5.8% 88,920 5.3% 180,502 3.7% 49,146 2.5% 0 0.0% 1,048 0.3% 230,696 3.0%
4 Riau 0 0.0% 6,394 0.7% 35,407 2.1% 41,801 0.9% 39,252 2.0% 22,291 3.8% 14,843 4.4% 118,187 1.5%
5 Jambi 3,270 0.1% 9,967 1.0% 27,614 1.6% 40,851 0.8% 17,182 0.9% 61,605 10.5% 23,342 6.9% 142,980 1.8%
6 South Sumatra 26,351 1.2% 10,401 1.1% 38,381 2.3% 75,133 1.5% 84,388 4.2% 124,887 21.3% 146,046 43.0% 430,454 5.5%
7 Bengkulu 18,062 0.8% 21,888 2.2% 18,380 1.1% 58,330 1.2% 12,561 0.6% 61 0.0% 10,307 3.0% 81,259 1.0%
8 Lampung 99,717 4.5% 28,782 2.9% 42,758 2.6% 171,257 3.5% 79,406 4.0% 22,830 3.9% 15,119 4.4% 288,612 3.7%
9 Bangka Belitung 0 0.0% 1,350 0.1% 937 0.1% 2,287 0.0% 94 0.0% 0 0.0% 59 0.0% 2,440 0.0%

Total 305,234 13.8% 270,286 27.6% 484,630 28.9% 1,060,150 21.8% 543,451 27.3% 261,063 44.5% 247,575 72.8% 2,112,239 27.1%
Java

1 DKI Jakarta 860 0.0% 655 0.1% 1,000 0.1% 2,515 0.1% 380 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2,895 0.0%
2 West Java 397,106 17.9% 113,886 11.6% 275,931 16.5% 786,923 16.2% 156,112 7.8% 0 0.0% 967 0.3% 944,002 12.1%
3 Central Java 380,985 17.2% 133,420 13.6% 203,149 12.1% 717,554 14.7% 272,478 13.7% 348 0.1% 774 0.2% 991,154 12.7%
4 DI. Yogyakarta 18,336 0.8% 23,664 2.4% 8,193 0.5% 50,193 1.0% 8,641 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 58,834 0.8%
5 East Java 671,428 30.3% 113,919 11.6% 124,662 7.4% 910,009 18.7% 244,246 12.3% 121 0.0% 160 0.0% 1,154,536 14.8%
6 Banten 58,114 2.6% 14,827 1.5% 43,393 2.6% 116,334 2.4% 76,560 3.8% 0 0.0% 76 0.0% 192,970 2.5%

Total 1,526,829 69.0% 400,371 40.9% 656,328 39.2% 2,583,528 53.1% 758,417 38.1% 469 0.1% 1,977 0.6% 3,344,391 42.9%
Bali & Nusa Tenggara

1 Bali 995 0.0% 67,453 6.9% 15,710 0.9% 84,158 1.7% 964 0.0% 0 0.0% 6 0.0% 85,128 1.1%
2 West Nusa Tenggara 61,674 2.8% 73,004 7.5% 38,200 2.3% 172,878 3.6% 25,542 1.3% 0 0.0% 65 0.0% 198,485 2.5%
3 East Nusa Tenggara 10,027 0.5% 25,289 2.6% 43,575 2.6% 78,891 1.6% 34,451 1.7% 362 0.1% 529 0.2% 114,233 1.5%

Total 72,696 3.3% 165,746 16.9% 97,485 5.8% 335,927 6.9% 60,957 3.1% 362 0.1% 600 0.2% 397,846 5.1%
Kalimantan

1 West Kalimantan 1,135 0.1% 10,237 1.0% 66,826 4.0% 78,198 1.6% 110,347 5.5% 78,459 13.4% 12,491 3.7% 279,495 3.6%
2 Central Kalimantan 1,345 0.1% 12,764 1.3% 53,070 3.2% 67,179 1.4% 26,920 1.4% 82,891 14.1% 820 0.2% 177,810 2.3%
3 South Kalimantan 19,377 0.9% 3,937 0.4% 27,327 1.6% 50,641 1.0% 132,238 6.6% 148,007 25.2% 72,049 21.2% 402,935 5.2%
4 East Kalimantan 0 0.0% 1,457 0.1% 30,469 1.8% 31,926 0.7% 58,845 3.0% 14,097 2.4% 3,319 1.0% 108,187 1.4%

Total 21,857 1.0% 28,395 2.9% 177,692 10.6% 227,944 4.7% 328,350 16.5% 323,454 55.1% 88,679 26.1% 968,427 12.4%
Sulawesi

1 North Sulawesi 18,700 0.8% 13,779 1.4% 13,045 0.8% 45,524 0.9% 10,547 0.5% 0 0.0% 126 0.0% 56,197 0.7%
2 Central Sulawesi 43,748 2.0% 28,491 2.9% 46,484 2.8% 118,723 2.4% 13,513 0.7% 886 0.2% 471 0.1% 133,593 1.7%
3 South Sulawesi 196,539 8.9% 53,361 5.4% 171,285 10.2% 421,185 8.7% 262,670 13.2% 690 0.1% 0 0.0% 684,545 8.8%
4 Southeast Sulawesi 21,653 1.0% 12,587 1.3% 24,797 1.5% 59,037 1.2% 7,792 0.4% 181 0.0% 583 0.2% 67,593 0.9%
5 Gorontalo 7,090 0.3% 6,157 0.6% 3,512 0.2% 16,759 0.3% 5,709 0.3% 25 0.0% 15 0.0% 22,508 0.3%

Total 287,730 13.0% 114,375 11.7% 259,123 15.5% 661,228 13.6% 300,231 15.1% 1,782 0.3% 1,195 0.4% 964,436 12.4%
27 Grand Total 2,214,346 100% 979,173 100% 1,675,258 100% 4,868,777 100% 1,991,406 100% 587,130 100% 340,026 100% 7,787,339 100%

Source: Agricultural Survey, Land Area by Utilization in Indonesia 2000, Central Bureau of Statistics, December 2001. (Publication Number 05110.0106, BPS Catalogue 5232)
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表 3.1.18  灌漑タイプ別水田面積 (3/4、2001年)

Province Technical Irrigation Semi Technical
Irrigation

Non Technical
Irrigation Irrigation Total Rain Fed Valley Others Grand Total

Sumatra
1 Naggroe Aceh Darussalam 57,996 2.6% 55,899 5.7% 83,331 5.1% 197,226 4.1% 89,540 4.6% 525 0.1% 1,283 0.4% 288,574 3.7%
2 North Sumatra 70,774 3.2% 80,247 8.2% 144,485 8.8% 295,506 6.1% 160,100 8.1% 28,589 4.8% 40,454 11.6% 524,649 6.7%
3 West Sumatra 37,619 1.7% 53,179 5.4% 91,558 5.6% 182,356 3.7% 47,260 2.4% 0 0.0% 25 0.0% 229,641 3.0%
4 Riau 0 0.0% 7,978 0.8% 28,663 1.7% 36,641 0.8% 43,461 2.2% 28,521 4.7% 3,312 1.0% 111,935 1.4%
5 Jambi 3,483 0.2% 9,929 1.0% 25,505 1.6% 38,917 0.8% 15,895 0.8% 61,154 10.2% 25,279 7.3% 141,245 1.8%
6 South Sumatra 26,296 1.2% 11,307 1.2% 39,829 2.4% 77,432 1.6% 85,839 4.4% 125,156 20.8% 151,241 43.5% 439,668 5.7%
7 Bengkulu 18,101 0.8% 20,649 2.1% 17,710 1.1% 56,460 1.2% 15,251 0.8% 73 0.0% 11,329 3.3% 83,113 1.1%
8 Lampung 98,887 4.4% 27,979 2.8% 41,579 2.5% 168,445 3.5% 71,785 3.7% 23,719 3.9% 14,186 4.1% 278,135 3.6%
9 Bangka Belitung 0 0.0% 640 0.1% 311 0.0% 951 0.0% 28 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 979 0.0%

Total 313,156 14.0% 267,807 27.3% 472,971 28.8% 1,053,934 21.7% 529,159 26.9% 267,737 44.6% 247,109 71.1% 2,097,939 27.0%
Java

1 DKI Jakarta 860 0.0% 656 0.1% 945 0.1% 2,461 0.1% 355 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2,816 0.0%
2 West Java 399,138 17.8% 119,253 12.1% 261,570 15.9% 779,961 16.0% 143,833 7.3% 0 0.0% 1,077 0.3% 924,871 11.9%
3 Central Java 382,897 17.1% 123,098 12.5% 210,402 12.8% 716,397 14.7% 273,185 13.9% 238 0.0% 1,431 0.4% 991,251 12.7%
4 DI. Yogyakarta 18,040 0.8% 23,908 2.4% 6,556 0.4% 48,504 1.0% 10,038 0.5% 0 0.0% 0 0.0% 58,542 0.8%
5 East Java 674,127 30.0% 117,788 12.0% 123,014 7.5% 914,929 18.8% 241,693 12.3% 178 0.0% 2,792 0.8% 1,159,592 14.9%
6 Banten 57,231 2.6% 15,425 1.6% 39,685 2.4% 112,341 2.3% 89,560 4.6% 0 0.0% 145 0.0% 202,046 2.6%

Total 1,532,293 68.3% 400,128 40.8% 642,172 39.1% 2,574,593 52.9% 758,664 38.6% 416 0.1% 5,445 1.6% 3,339,118 42.9%
Bali & Nusa Tenggara

1 Bali 375 0.0% 70,004 7.1% 14,481 0.9% 84,860 1.7% 659 0.0% 0 0.0% 6 0.0% 85,525 1.1%
2 West Nusa Tenggara 70,203 3.1% 76,281 7.8% 35,683 2.2% 182,167 3.7% 32,390 1.6% 19 0.0% 0 0.0% 214,576 2.8%
3 East Nusa Tenggara 14,000 0.6% 22,179 2.3% 44,975 2.7% 81,154 1.7% 32,060 1.6% 14 0.0% 48 0.0% 113,276 1.5%

Total 84,578 3.8% 168,464 17.2% 95,139 5.8% 348,181 7.2% 65,109 3.3% 33 0.0% 54 0.0% 413,377 5.3%
Kalimantan

1 West Kalimantan 162 0.0% 9,573 1.0% 78,124 4.8% 87,859 1.8% 106,566 5.4% 82,755 13.8% 9,833 2.8% 287,013 3.7%
2 Central Kalimantan 2,832 0.1% 13,673 1.4% 53,357 3.3% 69,862 1.4% 25,046 1.3% 86,445 14.4% 1,203 0.3% 182,556 2.3%
3 South Kalimantan 21,649 1.0% 4,064 0.4% 28,444 1.7% 54,157 1.1% 134,355 6.8% 146,628 24.4% 80,688 23.2% 415,828 5.3%
4 East Kalimantan 0 0.0% 1,599 0.2% 31,883 1.9% 33,482 0.7% 56,605 2.9% 14,522 2.4% 2,159 0.6% 106,768 1.4%

Total 24,643 1.1% 28,909 2.9% 191,808 11.7% 245,360 5.0% 322,572 16.4% 330,350 55.0% 93,883 27.0% 992,165 12.8%
Sulawesi

1 North Sulawesi 18,911 0.8% 15,101 1.5% 13,935 0.8% 47,947 1.0% 13,058 0.7% 100 0.0% 100 0.0% 61,205 0.8%
2 Central Sulawesi 48,113 2.1% 28,464 2.9% 35,897 2.2% 112,474 2.3% 13,818 0.7% 1,331 0.2% 400 0.1% 128,023 1.6%
3 South Sulawesi 191,969 8.6% 52,939 5.4% 163,958 10.0% 408,866 8.4% 251,717 12.8% 690 0.1% 0 0.0% 661,273 8.5%
4 Southeast Sulawesi 23,544 1.0% 13,758 1.4% 21,449 1.3% 58,751 1.2% 4,827 0.2% 176 0.0% 321 0.1% 64,075 0.8%
5 Gorontalo 7,090 0.3% 6,157 0.6% 3,512 0.2% 16,759 0.3% 5,709 0.3% 25 0.0% 15 0.0% 22,508 0.3%

Total 289,627 12.9% 116,419 11.9% 238,751 14.6% 644,797 13.2% 289,129 14.7% 2,322 0.4% 836 0.2% 937,084 12.0%
27 Grand Total 2,244,297 100% 981,727 100% 1,640,841 100% 4,866,865 100% 1,964,633 100% 600,858 100% 347,327 100% 7,779,683 100%

Source: Agricultural Survey, Land Area by Utilization in Indonesia 2001, Central Bureau of Statistics, December 2001. (Publication Number 05110.0301, BPS Catalogue 5232)
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表 3.1.18 灌漑タイプ別水田面積 (4/4、2002年)

Province Technical
Irrigation

Semi Technical
Irrigation

Non Technical
Irrigation Irrigation Total Rain Fed Valley Others Grand Total

Sumatra
1 Naggroe Aceh Darussalam 57,996 2.6% 55,899 5.7% 83,331 5.3% 197,226 4.1% 89,540 4.4% 525 0.1% 1,283 0.4% 288,574 3.7%
2 North Sumatra 70,360 3.2% 76,222 7.7% 120,083 7.6% 266,665 5.6% 149,547 7.4% 25,927 4.2% 29,110 8.7% 471,249 6.1%
3 West Sumatra 37,149 1.7% 59,130 6.0% 94,917 6.0% 191,196 4.0% 53,130 2.6% 0 0.0% 80 0.0% 244,406 3.2%
4 Riau 0 0.0% 7,978 0.8% 28,663 1.8% 36,641 0.8% 43,461 2.2% 28,521 4.6% 3,312 1.0% 111,935 1.4%
5 Jambi 3,772 0.2% 9,087 0.9% 25,426 1.6% 38,285 0.8% 16,242 0.8% 53,090 8.6% 20,452 6.1% 128,069 1.7%
6 South Sumatra 27,734 1.3% 10,350 1.0% 40,729 2.6% 78,813 1.6% 84,420 4.2% 147,040 23.9% 148,967 44.7% 459,240 5.9%
7 Bengkulu 21,779 1.0% 18,144 1.8% 18,297 1.2% 58,220 1.2% 19,174 1.0% 1,556 0.3% 9,412 2.8% 88,362 1.1%
8 Lampung 102,174 4.6% 20,511 2.1% 42,804 2.7% 165,489 3.5% 95,316 4.7% 32,002 5.2% 18,005 5.4% 310,812 4.0%
9 Bangka Belitung 270 0.0% 450 0.0% 985 0.1% 1,705 0.0% 110 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1,815 0.0%

Total 321,234 14.5% 257,771 26.1% 455,235 28.7% 1,034,240 21.6% 550,940 27.3% 288,661 46.9% 230,621 69.2% 2,104,462 27.2%
Java

1 DKI Jakarta 860 0.0% 656 0.1% 995 0.1% 2,511 0.1% 355 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2,866 0.0%
2 West Java 373,965 16.9% 125,278 12.7% 250,855 15.8% 750,098 15.7% 161,859 8.0% 15 0.0% 1,383 0.4% 913,355 11.8%
3 Central Java 390,147 17.7% 124,532 12.6% 195,072 12.3% 709,751 14.8% 273,973 13.6% 313 0.1% 1,773 0.5% 985,810 12.7%
4 DI. Yogyakarta 18,490 0.8% 23,481 2.4% 6,674 0.4% 48,645 1.0% 9,608 0.5% 0 0.0% 0 0.0% 58,253 0.8%
5 East Java 670,927 30.4% 113,036 11.4% 119,191 7.5% 903,154 18.9% 242,562 12.0% 448 0.1% 843 0.3% 1,147,007 14.8%
6 Banten 61,863 2.8% 16,004 1.6% 42,602 2.7% 120,469 2.5% 88,672 4.4% 0 0.0% 145 0.0% 209,286 2.7%

Total 1,516,252 68.6% 402,987 40.8% 615,389 38.8% 2,534,628 53.0% 777,029 38.6% 776 0.1% 4,144 1.2% 3,316,577 42.8%
Bali & Nusa Tenggara

1 Bali 2,882 0.1% 64,871 6.6% 13,678 0.9% 81,431 1.7% 801 0.0% 0 0.0% 6 0.0% 82,238 1.1%
2 West Nusa Tenggara 66,826 3.0% 80,686 8.2% 37,126 2.3% 184,638 3.9% 33,839 1.7% 19 0.0% 0 0.0% 218,496 2.8%
3 East Nusa Tenggara 14,924 0.7% 27,807 2.8% 41,266 2.6% 83,997 1.8% 33,740 1.7% 10 0.0% 66 0.0% 117,813 1.5%

Total 84,632 3.8% 173,364 17.5% 92,070 5.8% 350,066 7.3% 68,380 3.4% 29 0.0% 72 0.0% 418,547 5.4%
Kalimantan

1 West Kalimantan 0 0.0% 9,573 1.0% 82,635 5.2% 92,208 1.9% 108,212 5.4% 94,481 15.4% 4,480 1.3% 299,381 3.9%
2 Central Kalimantan 5,403 0.2% 14,111 1.4% 53,007 3.3% 72,521 1.5% 40,353 2.0% 54,163 8.8% 1,680 0.5% 168,717 2.2%
3 South Kalimantan 19,455 0.9% 4,590 0.5% 29,887 1.9% 53,932 1.1% 118,373 5.9% 157,118 25.5% 90,954 27.3% 420,377 5.4%
4 East Kalimantan 80 0.0% 5,023 0.5% 23,797 1.5% 28,900 0.6% 72,767 3.6% 17,794 2.9% 489 0.1% 119,950 1.5%

Total 24,938 1.1% 33,297 3.4% 189,326 11.9% 247,561 5.2% 339,705 16.9% 323,556 52.6% 97,603 29.3% 1,008,425 13.0%
Sulawesi

1 North Sulawesi 19,589 0.9% 16,559 1.7% 14,588 0.9% 50,736 1.1% 13,035 0.6% 50 0.0% 50 0.0% 63,871 0.8%
2 Central Sulawesi 43,396 2.0% 29,894 3.0% 36,481 2.3% 109,771 2.3% 10,095 0.5% 681 0.1% 413 0.1% 120,960 1.6%
3 South Sulawesi 168,782 7.6% 54,803 5.5% 156,393 9.9% 379,978 7.9% 247,191 12.3% 1,250 0.2% 100 0.0% 628,519 8.1%
4 Southeast Sulawesi 22,259 1.0% 14,711 1.5% 22,816 1.4% 59,786 1.2% 4,755 0.2% 198 0.0% 321 0.1% 65,060 0.8%
5 Gorontalo 8,118 0.4% 5,435 0.5% 4,655 0.3% 18,208 0.4% 4,219 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 22,427 0.3%

Total 262,144 11.9% 121,402 12.3% 234,933 14.8% 618,479 12.9% 279,295 13.9% 2,179 0.4% 884 0.3% 900,837 11.6%
27 Grand Total 2,209,200 100% 988,821 100% 1,586,953 100% 4,784,974 100% 2,015,349 100% 615,201 100% 333,324 100% 7,748,848 100%

Source: Agricultural Survey, Land Area by Utilization in Indonesia 2002, Central Bureau of Statistics, December 2003. (Publication Number 05110.0308, BPS Catalogue 5232)
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表 3.1.19 灌漑に関する3つの政府規則比較 (1/2) 
 

1. New Development 

Target GR-23/82 & IOMP/87 GR-77/2001 Draft New GR 
Main System Province Central/Prov./District 

Responsibility sharing 
based on mutual agreement 

Central: - Nat. Strategic 
 - cross Prov. 
 - cross country 
Province: cross District 
District: within District  

Tertiary System Province: 50 m canal 
WUA: the rest 

WUA WUA 
Govt. prepare fund for 50 m 
canal + all tertiary structures 

Groundwater Well & 
Pump   

Not regulated 
Practically: Central 

Not mentioned Same as main system 

Groundwater irrigation 
system 

Not regulated 
Practically : Central 

Not mentioned WUA 

Extension & 
Improvement 

Same as new develop. WUA with govt. fund  Same as new dev. 

 

2. O&M and Rehabilitation 

Target GR-23/82 & IOMP/87 GR-77/2001 Draft New GR 
Main System Province WUA 

Fund : Govt. + WUA 
Central: - Nat. Strategic 
 - cross Prov. 
 - cross country 
+ 3,000 ha & above 
Province: cross District 
+ 1,000 to 3,000 ha 
District: within District  
+ below 1,000 ha 

Tertiary System WUA  WUA WUA 

GW. Well & Pump   Not regulated 
Practically : Central 

Not mentioned Same as main system 

GW irrig. system Not regulated 
Practically : Central 

Not mentioned WUA 

Turn Over/Transfer Below 500 ha + assets All systems without assets No turn over but 
Participation 
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表 3.1.19 灌漑に関する3つの政府規則比較 (2/2) 
 

3. Institutions 

Target GR-23/82 & IOMP/87 GR-77/2001 Draft New GR 
Government  
responsibility at : 

Province and District District (only) District 
Province 
Central: can be delegated to 
Province or District 

WUA establishment - farmers may establish 
- Governor’s decree 

- farmers may establish 
- no govt. decree required 

- farmers need to establishe
- Bupati’s decree  

WUA empowerment District  Prov. and District District 
Coord. within a scheme WUA Federation WUA Federation 

‘Forum’ among users 
WUA Federation 
‘Forum’ among users 

Coord.: District level Irrigation Committee 
WUA  - member 

Irrigation Committee 
WUA - member 

Irrigation Committee 
WUA - member 

Coord.: Province level Irrigation Committee Not mentioned Irrigation Committee 
Cross Prov. schemes Not mentioned Not mentioned ‘Forum’ inter Prov. 

Committee 
 

4. O & M Fund 

Target GR-23/82 & IOMP/87  GR-77/2001 Draft New GR 
Irrigation Service Fee Applied in stepwise  Not clearly regulated Applied in stepwise  
Specific O&M budget No specific budget District: DPIK  *) 

Usage: by Committee 
recommendation 

District: DPIK 
Province: DPIP **) 
Usage: by Committee 
recommendation 

Budget Usage  Govt. fund by Govt. 
         ISF by WUA 

Govt. fund by WUA 
       ISF by WUA 

Govt. fund by Govt. 
        ISF by WUA 

Responsibility of other 
infrastructures user 

Not regulated Not regulated Participate O&M budget 
proportionally 

 *) Dana Pengelolaan Irigasi Kabupaten (District Irrigation Management Fund) 
 **) Dana Pengelolaan Irigasi Provinsi (Province Irrigation Management Fund) 

5. Others 

Target GR-23/82 & IOMP/87 GR-77/2001 Draft New GR 
Village Irrigation WUA responsible 

Govt. : assist 
Not regulated WUA responsible 

Govt. : assist 

Assets Management -. Not regulated 
-. Infrastructures 
( inventory only ) 

For infrastructures only Infrastructures and other 
supporting facilities (land, 
human resources, etc.) 

Information system Not mentioned Regulated Regulated 

Land use changes Not regulated Compensation Prevention 

Development Planning No public consultation With public consultation With public consultation 

Basic Principal Govt. responsible 
Farmers participate 

Farmers responsible 
Govt. facilitating 

Govt. responsible 
Farmers participate 

Source: Study Team 



表 3.1.20  農業普及情報センター（BIPP）の現況

Current Situation 

Province Districts BIPP Agency Office Unit Sub-Division Section Functional
Position Group Not decided yet

District / City
Without  any

institution
Total

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9)
1 DI. Aceh 16      0      1      7      0      3      0      4      0      1      16      
2 Sumatera Utara 20      1      0      4      2      7      4      2      0      0      20      
3 Sumatera Barat 16      1      0      0      0      8      0      6      0      1      16      
4 Riau 16      1      0      3      0      3      3      3      1      2      16      
5 Jambi 10      0      0      1      1      6      0      2      0      0      10      
6 Bengkulu 6      4      0      2      0      0      0      0      0      0      6      
7 Lampung 10      0      0      1      0      4      2      3      0      0      10      
8 Sumatera Selatan 10      0      0      0      2      3      0      2      0      3      10      
9 DKI Jakarta 6      0      0      0      0      0      0      6      0      0      6      

10 Jawa Barat 24      1      0      7      1      5      0      9      0      1      24      
11 DI. Yogyakarta 5      0      0      0      2      1      0      1      1      0      5      
12 Jawa Tengah 35      1      0      1      4      3      2      23      1      0      35      
13 Jawa Timur 38      4      0      7      0      7      2      17      1      0      38      
14 Bali 9      0      0      0      0      3      0      6      0      0      9      
15 NTB 7      0      1      2      1      1      1      1      0      0      7      
16 NTT 14      0      3      7      0      3      1      0      0      0      14      
17 Kalimantan Barat 10      0      0      0      0      5      0      4      0      1      10      
18 Kalimantan Tengah 6      0      0      1      2      0      0      3      0      0      6      
19 Kalimantan Selatan 11      0      0      5      0      1      0      5      0      0      11      
20 Kalimantan Timur 12      2      0      1      0      3      2      4      0      0      12      
21 Sulawesi Utara 9      2      1      0      2      1      0      0      0      3      9      
22 Sulawesi Tenggara 6      0      0      4      1      0      0      1      0      0      6      
23 Sulawesi Tengah 11      2      0      3      2      0      2      0      0      2      11      
24 Sulawesi Selatan 27      2      0      9      1      6      0      8      0      1      27      
25 Maluku 5      0      0      2      0      1      0      1      1      0      5      
26 Irian Jaya 16      2      0      4      0      2      0      3      3      2      16      
27 Banten 6      0      0      0      0      1      0      3      2      0      6      
28 Gorontalo 3      0      0      0      0      2      1      0      0      0      3      
29 Bangka-Belitung 4      0      0      0      1      1      1      1      0      0      4      
30 Muluku Utara 7      1      0      1      0      0      2      2      0      1      7      

Total 375      24      6      72      22      80      23      120      10      18      375      
Note:  - Since extension system is managed by province, the names of organizations are not unified across districts.  However, the organizations can be classified into the following categories according to function.

organizations can be classified into the following categories according to function.
 - (1), (2), (3): Units operated as it is under Governor.  Their ordinary function is maintained.
 - (4), (5), (6), (7): Units transfered to the the agricultural department of the Districts: only the function is transferred with the breakup of the BIPP.
 - (8): not settled down in restrucuring the BIPP
 - (9): New District/City which the institution is not established yet.

Source: Ministry of Agriculture (30 July 2004) 
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表 3.1.21　　州別普及員数

Province Kabupaten Kecamatan Desa
BIPP and
Others*) BPP Farmers

Group
Famers

Household
Extension

Officer
1 DI. Aceh 13 185 4,992 15 155 8,457 443,351 1,083
2 Sumatera Utara 19 262 1,997 20 242 17,908 1,267,040 1,804
3 Sumatera Barat 15 171 1,858 15 120 8,136 642,020 1,210
4 Riau 14 101 636 13 81 8,310 450,073 986
5 Jambi 10 89 715 10 61 6,405 525,704 1,648
6 Bengkulu 4 49 674 6 35 3,455 456,674 653
7 Lampung 10 104 1,428 10 94 12,213 929,746 1,140
8 Sumatera Selatan 7 135 1,809 7 95 15,783 687,054 1,394
9 Bangka-Belitung 3 36 186 4 13 944 91,370 180

Sumatra 95 1,132 14,295 100 896 81,611 5,493,032 10,098

10 DKI Jakarta 6 0 0 6 9 369 0 162
11 Jawa Barat 23 487 4,180 23 424 30,813 4,549,350 2,963
12 Banten 6 184 600 4 182 13,326 1,831,370 986
13 DI. Yogyakarta 5 61 161 4 49 4,950 295,422 352
14 Jawa Tengah 35 540 6,237 34 449 33,756 4,575,128 3,015
15 Jawa Timur 37 609 5,287 37 564 28,528 5,751,536 3,021

Jawa 112 1,881 16,465 108 1,677 111,742 17,002,806 10,499

16 Bali 9 37 156 9 31 4,885 533,119 532
17 NTB 7 88 306 7 63 8,255 444,388 984
18 NTT 14 128 1,180 14 124 6,106 623,463 1,080

Bali Nusa Tenggra 30 253 1,642 30 218 19,246 1,600,970 2,596

19 Kalimantan Barat 9 104 430 9 71 6,973 361,923 918
20 Kalimantan Tengah 6 85 731 6 56 5,129 207,039 877
21 Kalimantan Selatan 11 105 918 11 90 9,194 395,926 1,116
22 Kalimantan Timur 12 73 329 12 46 3,738 59,695 405

Kalimantan 38 367 2,408 38 263 25,034 1,024,583 3,316

23 Sulawesi Utara 5 79 1,173 6 76 4,235 306,768 788
24 Gorontalo 3 21 0 3 23 0 113,484 182
25 Sulawesi Tenggara 5 77 520 6 79 5,246 197,039 1,024
26 Sulawesi Tengah 8 75 955 9 58 5,674 331,555 937
27 Sulawesi Selatan 24 256 1,784 26 511 15,530 793,606 2,044

Sulawesi 45 508 4,432 50 747 30,685 1,742,452 4,975

28 Maluku 5 8 187 4 4 223 0 270
29 Muluku Utara 3 43 172 6 17 3,320 227,696 239
30 Irian Jaya 14 111 303 11 70 3,927 132,668 890

Maluku & Irian Jaya 22 162 662 21 91 7,470 360,364 1,399
Province (Dinas/Agency) 444
Central + Central Technical Service Unit 332

342 4,303 39,904 347 3,892 275,788 27,224,207 33,659

Source: Internal data from Ministry of Agriculture, July 2004
*): Agriculture Extension institutions including BIPP, Agency, Office, Unit, sub-division, section, and functional position group (Table 3.1.20)

Total
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表 3.1.22     農村部における収入源別世帯数分布

(Unit : %)
Source of Income

Province Mixed Total

Main Source
Agriculture

Main Source
Non-Agriculture

Sub-total of
Mixed

1 DI. Aceh 25.5% 57.6% 8.5% 8.4% 16.9% 100.0%
2 Sumatera Utara 22.5% 60.8% 7.9% 8.8% 16.8% 100.0%
3 Sumatera Barat 28.2% 46.4% 12.0% 13.3% 25.3% 100.0%
4 Riau 26.3% 59.1% 8.6% 6.1% 14.7% 100.0%
5 Jambi 19.6% 62.9% 10.2% 7.4% 17.6% 100.0%
6 Sumatera Selatan 23.1% 62.0% 8.2% 6.7% 14.9% 100.0%
7 Bengkulu 18.7% 61.1% 10.1% 10.1% 20.2% 100.0%
8 Lampung 18.2% 66.7% 8.9% 6.1% 15.0% 100.0%

Sumatera 22.7% 60.2% 9.0% 8.1% 17.1% 100.0%

9 DKI Jakarta
10 Jawa Barat 38.7% 33.6% 12.5% 15.2% 27.7% 100.0%
11 Jawa Tengah 28.6% 39.3% 15.6% 16.5% 32.1% 100.0%
12 DI. Yogyakarta 23.2% 32.2% 18.6% 26.0% 44.5% 100.0%
13 Jawa Timur 26.6% 41.4% 15.8% 16.2% 31.9% 100.0%

Jawa 31.2% 38.0% 14.7% 16.1% 30.8% 100.0%

14 Bali
15 NTB 28.6% 40.5% 17.0% 13.9% 30.9% 100.0%
16 NTT 13.2% 70.9% 11.4% 4.5% 15.9% 100.0%
17 Timor Timur 19.4% 67.5% 6.8% 6.2% 13.1% 100.0%

Bali & Nusa Tenggala 21.2% 56.1% 13.6% 9.1% 22.7% 100.0%

18 Kalimantan Barat 19.1% 59.9% 14.1% 7.0% 21.1% 100.0%
19 Kalimantan Tengah 20.1% 57.3% 13.5% 9.0% 22.6% 100.0%
20 Kalimantan Selatan 25.3% 45.7% 17.3% 11.7% 28.9% 100.0%
21 Kalimantan Timur 38.1% 40.5% 11.0% 10.5% 21.5% 100.0%

Kalimantan 24.2% 52.1% 14.4% 9.3% 23.8% 100.0%

22 Sulawesi Utara 26.3% 51.2% 12.7% 9.8% 22.5% 100.0%
23 Sulawesi Tengah 22.1% 53.5% 14.2% 10.2% 24.4% 100.0%
24 Sulawesi Selatan 20.0% 57.1% 13.3% 9.6% 22.9% 100.0%
25 Sulawesi Tenggara 18.9% 51.9% 14.2% 15.0% 29.2% 100.0%

Sulawesi 21.5% 54.7% 13.4% 10.4% 23.8% 100.0%

26 Maluku 21.7% 59.2% 9.5% 9.6% 19.1% 100.0%
27 Irian Jaya 11.4% 77.9% 6.6% 4.1% 10.7% 100.0%

Maluku & Irian Jaya 16.4% 68.8% 8.0% 6.7% 14.8% 100.0%

Whole Country 27.4% 46.5% 13.1% 13.0% 26.1% 100.0%

Source: Results of the 1995 Intercensal Population Survey, Central Bureau of Statistics
       (Hasil Survey Penduduk Antar Sensus 1995, BPS)

Non-Agriculture Agriculture
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表 3.1.23  取扱銀行別のKKP運用実績

(Unit：Million Rupiah)

Fund Loan Amount Investment Rate
*(％)

I.  State Bank 1,820,000 1,866,804 103.00%
1. BANK BRI 672,800 926,713 138.00%
2. BANK BNI 187,000 101,321 54.00%
3. BANK MANDRI 191,400 57,094 30.00%
4. BANK BUKOPIN 320,400 152,385 48.00%
5. BANK BCA 50,000 15,958 32.00%
6. BANK AGRO NIAGA 232,400 503,042 216.00%
7. BANK BII 25,000 3,698 15.00%
8. BANK NIAGA 50,000 66,008 132.00%
9. BANK DANAMON 91,000 40,585 45.00%

II. Regional Development Bank 262,240 190,359 73.00%
1. BPD DKI 2,000 0 0.00%
2. BPD JABAR 25,000 11,008 44.00%
3. BPD JATENG 28,370 1,501 5.00%
4. BPD DIY 1,500 784 52.00%
5. BPD JATIM 57,000 99,782 175.00%
6. BPD SUMUT 2,620 317 12.00%
7. BPD RIAU 10,000 160 2.00%
8. BPD SUMBAR 2,000 517 26.00%
9. BPD SUMSEL 10,000 3,598 36.00%

10. BPD LAMPUNG 1,500 992 66.00%
11. BPD BALI 100,000 68,227 68.00%
12. BPD KALBAR 5,000 488 10.00%
13. BPD KALTENG 1,500 969 65.00%
14. BPD KALSEL 1,500 482 32.00%
15. BPD KALTIM 1,500 422 28.00%
16. BPD SULTENG 1,500 0 0.00%
17. BPD SULSEL 3,000 196 7.00%
18. BPD SULUT 5,000 0 0.00%
19. BPD MALUKU 1,250 345 28.00%
20. BPD PAPUA 2,000 571 29.00%

Total 2,082,240 2,057,163 99.00%
Note: Data at 1 July 2004.

No data on repayment situation
*: (Loan Amount)/(Fund) x 100 (%)

Source: Ministry of Agriculture (Internal Document)
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表 3.1.24  対象品目別のKKP運用実績

(Unit：Million Rupiah)

Food Crops Sugarcane Poultry Fishery
Procure-
ment of

Rice
Total

1. DI. Aceh 549 - 0 - 1,824 2,373
2. Sumatera Utara 6,758 - 927 2,331 870 10,886
3. Sumatera Barat 2,028 - 1,517 0 50 3,595
4. Riau 51 - 495 22 0 568
5. Jambi 497 - - 0 100 597
7. Sumatera Selatan 6,566 0 3,348 876 275 11,065
6. Bengkulu 390 - 110 - 0 500
8. Lampung 9,289 23,996 46,227 96 1,193 80,801

Sumatra

9. DKI Jakarta 376 - 0 0 200 576
10. Jawa Barat 48,694 94,948 28,458 1,931 14,590 188,621
11. Jawa Tengah 18,743 345,463 12,144 164 13,159 389,673
12. DI. Yogyakarta 15,684 84,731 5,103 151 7,095 112,764
13. Jawa Timur 39,985 997,348 19,597 1,784 19,594 1,078,308

Jawa

22. Bali 35,430 - 76,911 427 13,942 126,710
23. NTB 7,812 - 1,014 - 525 9,351
24. NTT 1,104 - 213 - 357 1,674

Bali & Nusa Tenggala

14. Kalimantan Barat 79 - 775 174 145 1,173
15. Kalimantan Tengah 53 - 2,333 226 170 2,782
16. Kalimantan Selatan 4,542 - 1,337 65 225 6,169
17. Kalimantan Timur 510 - 449 422 90 1,471

Kalimantan

18. Sulawesi Utara 3,883 96 0 0 0 3,979
19. Sulawesi Tengah 0 - 0 0 0 0
21. Sulawesi Selatan 6,005 7,216 319 314 2,339 16,193
20. Sulawesi Tenggara 898 - 0 - 0 898

Sulawesi

25. Maluku 60 - 50 235 0 345
26. Papua 4,855 - 586 100 550 6,091

Maluku & Papua
Total of loan
disbursement (a) 214,841 1,553,798 201,913 9,318 77,293 2,057,163

Fund (b) 585,135 876,500 282,231 43,529 294,845 2,082,240

Investment rate (a)/(b) 37% 177% 72% 21% 26% 99%
Note: Figures in the table are data at 1 July 2004
Source: Ministry of Agriculture (Internal Document)
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表 3.1.25  P4K運用状況（2004年6月現在）

Project Coverage

Povince District Sub-
District Village

Field
Extension
Worker

Self-
Help

Group
West Java 20 206 1,679 690 12,900
Central Java 24 295 2,726 752 16,289
DI Yogyakarta 4 58 281 185 2,498
East Java 24 349 2,675 1,001 16,243
Bali 9 52 414 266 3,788
West Nusa Tenggara 7 57 418 249 7,059
Riau 4 33 177 111 1,057
Bengkulu 4 29 234 177 1,195
South Sumatera 4 30 162 119 1,262
Lampung 7 49 206 175 1,021
South Kalimantan 6 30 252 139 1,047
South Sulawesi 9 46 326 233 2,304

Total 122 1,234 9,550 4,097 66,663

Disbursement of Credit (Rp) Situation on Operation of P4K Credit

Povince Credit
Disbursed

West Java 154,763,612 (1) Total credit received by the groups (Rp.) 946,803,580
Central Java 225,412,520 (2) Total repayment (principlal + interest) (Rp.) 830,660,957
DI Yogyakarta 41,874,325       Total repayment (principal) (Rp.) 728,222,703
East Java 244,445,810       Total repayment (interest) (Rp.) 102,438,254
Bali 75,864,725             Repayment to credit disbursement (%) 76.91%
West Nusa Tenggara 105,198,178 (3) Total credit outstanding (Rp.) 218,580,877
Riau 12,270,975 (4) Total arrears 50,565,262
Bengkulu 7,200,979       Arrears to credit disbursement (%) 5.34%
South Sumatera 9,059,959       Arrears to credit outstanding (%) 23.13%
Lampung 9,712,800
South Kalimantan 10,991,400
South Sulawesi 50,008,297

Total 946,803,580

Source) Section for P4K, Ministry of Agriculture
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表 3.2.1  水産分野における新規法律文書リスト（2002～2004 年） (1/5) 

Document No.  Contents 

MMAF  
Ministerial Decree  
No. 21/2004 

・ Fish Product Quality Controlling System for European Union Market 

・ Qualifications (articles 3 and 4) 

・ Implementations (articles 8 and 9) 

・ Vessel qualifications (enclosure 1) 

・ Landing and Distribution Qualifications (enclosure 2) 

・ Fish Processing Units Qualification (enclosure 3) 

・ Fish Product Handling Qualification (enclosure 4) 

・ Production Monitoring and Surveillance (enclosure 5) 

・ Labelling and Packaging (enclosure 6) 

・ Storage and Transportations (enclosure 7) 

MMAF  
Ministerial Decree  
No. 18/2004 

・ General Guidance on Coastal Community Economic Utilization 
Program 

・ Coastal Community Economic Utilization Program (goals, targets, 
institutions) (chapter 2) 

・ Mechanisms of Coastal Community Economic Utilization Program 
(chapter 3) 

・ Controlling and Evaluations of Coastal Community Economic 
Utilization Program (chapter 4) 

MMAF  
Ministerial Decree  
No. 11/2004 

・ Base ports for Fishing Vessels 

・ Base ports for foreign-flagged Fishing Vessels (article 2) 

・ Base ports for Indonesian-flagged Fishing Vessels (article  3) 

・ Base ports and transit ports for Indonesian-flagged or foreign-flagged 
Fishing Vessels (article 4) 

MMAF  
Ministerial Decree  
No. 10/2004 

・ Fishing port functions (article 7) 

・ Fishing ports classifications (article 10) 

・ Fishing ports development (article 13) 

・ Fishing ports operation (article 16) 

・ Fishing ports’ bussiness (article 18) 
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表 3.2.1  水産分野における新規法律文書リスト（2002～2004 年）(2/5) 

Document No.  Contents 

MMAF  
Ministerial Decree  
No. 2/2004 

・ Aquaculture Bussiness License 

・ Scope and Bussiness Qualifications (Articles 2, 3 and 4) 

・ License Issue mechanism, Fishery Bussiness License (IUP)  on 
Aquaculture  (Chapter III, articles 5 – 19) 

・ License Documents for Fish transporting Vessels (Chapter III, articles 
20-28) 

・ License Documents for Fish transporting Vessels which Agented by 
Non-Fishery Company (Chapter III, articles 29-32) 

・ License Period and Extension (articles 36-43) 

・ Analysis on Environmental Impact (articles 45-46)  

MMAF  
Ministerial Decree  
No. 03/2003 

・ Forming of Steering Committee, Technical Committee, and Organizing 
Committee of Rehabilitation Project and Management of Coral Reef 
Phase II (Coral Reef Rehabilitation and Management Project Phase 
II/COREMAP II) (First part). 

・ Job Description of Steering Committee: 1) to supervise the project, 2) to 
decide the policies concerning the project (Second part, A). 

・ Job Description of Technical Committee: 1) To negotiate with the fund 
giver, 2) To guide the team technically, 3) To facilitate the project 
implementation (Second part, B).  

・ Job Description of Organizing Committee: 1) To analyze the 
COREMAP planning documents, 2) To prepare the composition which 
will be negotiate, 3) To socialize the project to the local government 
(second part, C) 

MMAF  
Ministerial Decree  
No. 10/2003 

・ License of Fishing or Izin Usaha Perikanan (IUP) in fish capture (article 
/ item No. 3 - 12) 

・ Fish Capture Letter or Surat Penangkapan Ikan (SPI) (article/item No. 
13 – 22) 

・ Permit Letter of Fishing Ship or Surat Izin Kapal Pengangkut Ikan 
(SIKPI) (article / item no 23 – 35) 

MMAF  
Ministerial Decree  
No. 13/2003 

・ Forming of Mina Mandiri Credit Guiding Team 
・ The Mina Mandiri Guiding Team consists of: 1) Steering Team, 2) 

Central Guiding Team (Organizing Team, Secretariat Team), 3) Local 
Guiding Team (First part) 
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表 3.2.1  水産分野における新規法律文書リスト（2002～2004 年） (3/5) 

Document No.  Contents 

MMAF  
Ministerial Decree  
No. 01/2002 

・ Fisheries Product Quality Management System 

・ The system is the Integrated Quality Management (PMMT) based on the 
Hazard Analysis Critical Control Point (HACCP) concept (item no. 13) 

・ PMMT implementation is classified into five groups: Level I (Very 
Excellent), Level II (Excellent), Level III (Good), Level IV (Sufficient), 
Level V (Failed) (item no. 14) 

・ Each exported fisheries product must be completed with Certificate of 
Quality or Health Certificate issued by the Testing Laboratorium (item 
no. 15). 

 For the Level I Quality Management System management units, 
sampling and laboratorium testing can be conducted 1 (one) time 
for 10 (ten) times of certificate issues of the same product 

 For the Level II Quality Management System management units, 
sampling and laboratorium testing can be conducted 1 (one) time 
for 5 (five) times of certificate issues of the same product. 

 For the Level III Quality Management System management units, 
sampling and laboratorium testing can be conducted 1 (one) time 
for 3 (three) times of certificate issues of the same product. 

 For the Level IV Quality Management System management units, 
sampling and laboratorium testing must be conducted for every 
certificate issue 

 The Level V Quality Management System management units 
cannot possess the certificate. 

MMAF  
Ministerial Decree  
No. 03/2002 

・ Log Book of Fish Capture and Transportation 

 Log Book of Fish Capture and Transportation consists of Form A, 
Form B, and Form C (item no. 5 (1)). 

 Form A contains reports of each fish capture and transportation. 
This form is filled by the Captain (item no. 5 (2)).  

 Form B contains physical and administration data of fisheries ship 
in conducting fish capture and transportation. The form is filled by 
the Fisheries Supervisor (item no. 5 (3)). 

 Form C contains information of Operational Qualification license 
for fish capture or fish transportation ship which issued by the 
Fisheries Supervisor (item no. 5 (4)). 

 Each ship that will conduct fish capture and transportation is 
obliged to posses the original Log Book of Fish Capture and 
Transportation (LBP) and Operational Qualification license (LLO) 
(item no. 6 (1)). 

 LBP will be given to the ship’s Captain by the Fisheries Supervisor 
if the ship has fulfilled technical and administration terms and 
conditions (item no. 6 (2)). 
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表 3.2.1  水産分野における新規法律文書リスト（2002～2004 年） (4/5) 

Document No.  Contents 

MMAF  
Ministerial Decree  
No. 08/2002 

・ Structure of Department’s Information Management System 

 Reporting subsystem, consists of development project 
implementation and routine activities, report from technical unit, 
report from fishermen’s welfare level, report of human resources 
potentials, and structural report from echelon I and II (second part, 
4 (a)). 

 Databank subsystem, consists of project databank, routine budget 
databank, technical unit databank, fishermen’s welfare databank, 
human resources potentials databank, management support 
databank, and specific databanks from echelon I and II (second 
part, 4 (b)). 

 Application subsystem, consists of application program to fulfill 
the need of data description and job units in the Department 
(second part, 4 c)). 

・ The structures are implemented through facilitation of data analysis 
software and hardware, data communication network, softwares, human 
resources, and information system (third part). 

MMAF  
Ministerial Decree  
No. 10/2002 

・ Coastal and Marine Resources Management and Planning 

・ The component will strengthen local government’s management and 
planning capability through the Integrated Coastal Zone Planning 
Management (ICZPM). The basics of ICZPM are (part 3):  

 Strategic plan. This is a plan, which is based on provincial and 
cities problem’s identification, which states a clear planning on the 
implementation (part 3.6 (1)). 

 Zoning. This is a plan that allocates marine resources into. zone 
frames (part 3.6 (2)). 

 Management plan. This is a plan that consists of conservatory and 
protection planning, also the handling of institutional or law 
problems. (part 3.6 (3)). 

 Action plan. This is the detail of programs and projects(part 3.6 
(4)). 
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表 3.2.1  水産分野における新規法律文書リスト（2002～2004 年） (5/5) 

Document No.  Contents 

MMAF  
Ministerial Decree  
No. 17/2002 

・ Implementation of Coordination Meeting and Technical Meeting of The 
Ministry of Marine and Fisheries 

・ The meetings was held in May, 2002 in Jakarta (First part). 

・ The meetings’ theme was “Marine and Fisheries Development 
Acceleration through A Synergy Between Sectors and Community” 
(First part). 

・ The meetings’ committee consists of Steering Team, Composing Team, 
and Organizing Team (second part). 

 Job Descriptions of Steering Team: 1) Supervise the meeting’s 
event and materials, 2) Supervise and lead the meetings, 3) Report 
the meetings implementation and result to the Minister of Marine 
and Fisheries (third part, a).   

 Job Description of Composing Team: 1) Assist the Steering Team 
in composing the result of the meetings, 2) Compose the result’s 
proceeding (third part, b). 

 Job Description of Organizing Team: 1) Organize the meeting 
according to the Steering Team, 2) Conduct the the meeting’s 
administration issues, 3) Prepare the materials according to the 
Steering Team., 4)  Provide the accomodation and any facilities 
necessary for the meeting , 5) Manage the budget (third part, c).  

・ The Steering Team responsibles to the Minister of Marine and Fisheries. 
While the Organizing Team and The Composing Team responsible to the 
Steering Team (fourth part). 

 

 



表 3.2.2  海面漁獲生産量の推移（1990～2002年）

(unit: ton)

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
Increase

for 2 years
00 to 02

Increase
for 10 years

93 to 02
1. Flat Fishes 4,539 1,262 5,461 1,898 7,501 2,214 10,810 7,407 13,659 5,074 4,236 6,750 6,375 50.50% 236%
2. Slip mouths 41,768 43,353 45,537 52,800 57,462 66,220 71,402 89,403 79,532 91,219 69,512 87,757 89,936 29.38% 70%
3. Goat fishes 9,712 11,235 11,332 17,130 16,770 17,612 20,724 24,203 25,207 26,252 27,948 28,660 30,565 9.36% 78%
4. Red snappers 46,136 44,730 49,300 55,853 58,338 52,827 60,342 69,585 66,280 66,492 62,306 67,773 62,303 0.00% 12%
5. Groupers 15,797 16,197 21,767 30,015 39,921 34,004 38,287 42,164 43,766 43,472 48,422 48,516 48,400 -0.05% 61%
6. Giant seaperch 25,236 22,520 27,477 36,801 38,446 47,627 48,310 55,942 65,193 65,173 68,788 63,485 66,642 -3.12% 81%
7. Yellow tail 16,705 21,183 21,138 21,998 28,300 42,693 32,713 38,358 34,142 37,944 33,712 38,312 36,593 8.55% 66%
8. Drums 29,604 28,008 34,732 36,360 37,400 39,798 45,233 44,837 50,114 56,991 52,254 49,647 60,161 15.13% 65%
9. Sharks and Rays 73,272 76,827 80,139 85,138 92,776 98,098 94,691 95,998 110,788 108,393 113,626 110,311 106,398 -6.36% 25%

10. Scads 170,725 213,214 195,709 203,351 219,893 247,305 251,289 276,924 277,593 261,138 255,375 258,393 301,115 17.91% 48%
11. Trevallies 90,147 95,989 100,472 105,946 113,930 116,769 116,193 125,504 128,459 128,795 129,913 132,998 149,193 14.84% 41%
12. Mullets 21,688 24,060 26,968 28,942 30,975 31,928 35,451 35,478 35,582 35,437 36,077 33,595 36,098 0.06% 25%
13. Anchovies 127,797 135,633 133,910 142,786 150,568 157,216 161,779 183,591 166,808 163,117 173,944 190,182 168,959 -2.87% 18%
14. Fringescale sardinella 134,972 136,626 139,352 152,560 166,452 161,096 157,105 156,914 174,691 162,710 172,219 185,912 182,026 5.69% 19%
15. Indian Oil Sardinella 113,515 145,055 137,022 122,039 128,202 98,905 88,589 138,636 153,965 89,286 88,744 103,710 132,170 48.93% 8%
16. Indian mackerels 145,377 144,094 177,092 173,946 194,882 193,890 188,912 201,404 204,763 201,466 207,037 214,387 221,634 7.05% 27%
17. Tunas 88,666 78,838 90,451 76,650 89,330 101,688 115,549 116,214 168,122 136,474 163,241 153,110 148,439 -9.07% 94%
18. Skipjack tuna 114,168 132,695 152,038 147,291 157,663 159,667 182,147 187,206 227,068 244,847 236,275 214,077 203,102 -14.04% 38%
19. Eastern little tuna 139,967 150,439 155,661 160,950 186,486 184,400 208,504 212,511 236,673 236,111 250,522 233,051 266,955 6.56% 66%
20. Other fish 627,259 299,013 722,200 364,696 859,025 381,065 974,480 413,080 1,062,646 470,576 508,966 568,594 528,604 3.86% 45%
21. Prawns 143,993 150,028 163,077 174,869 175,713 179,102 184,806 208,231 220,156 235,621 245,436 258,547 236,727 -3.55% 35%
22. Other crustaceans 10,833 14,097 15,561 19,312 20,018 24,309 22,273 30,290 23,733 26,730 27,351 38,915 36,785 34.49% 90%
23. bivalves and gastropods 36,503 36,289 50,208 50,910 60,455 64,118 62,398 58,048 51,603 51,541 52,331 79,296 87,252 66.73% 71%
24. Cephalopods 17,906 17,906 24,017 24,017 32,199 32,199 38,165 38,165 46,842 46,842 51,375 79,545 81,005 57.67% 237%
25. Other molluscas 662 392 1,089 851 136 149 666 330 509 544 358 2,733 2,640 637.43% 210%
26. Jellyfish 1,346 2,655 5,826 26,443 2,803 123,076 6,740 17,719 3,861 32,652 29,516 21,465 60,096 103.60% 127%
27. Other invertebrate 2,538 3,287 2,770 3,065 4,086 3,585 4,355 4,747 4,476 5,142 5,844 3,517 3,057 -47.69% 0%
28. Seaweeds 119,276 97,815 101,762 118,395 110,438 111,575 161,543 125,979 47,515 23,152 42,712 34,450 55,731 30.48% -53%
29. Others -  394,172 -  451,277 -  519,795 -  614,093 -  629,253 649,151 658,792 664,545 2.37% 47%

Total 2,370,107 2,537,612 2,692,068 2,886,289 3,080,168 3,292,930 3,383,456 3,612,961 3,723,746 3,682,444 3,807,191 3,966,480 4,073,506 7.00% 41%
Source: Narional Fishery Statistics 2001, 2002 and 2004.
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表 3.2.3  漁法（漁具）別漁獲生産量

(unit: ton)

Fishing Method/ Fishing Gears 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 Increase
93 to 02

1. BED equiped shrimp trawl 18,249 23,846 44,928 56,625 79,619 95,536 113,596 85,667 101,366 88,844 103,468 29,124 105,838 86.9%

2. Payang 198,764 206,127 206,098 267,449 242,450 217,976 245,257 296,342 318,597 385,342 459,241 439,036 420,048 57.1%

3. Danish seine（Dogol） 22,172 26,161 42,394 40,981 45,618 48,071 52,287 47,155 60,580 65,809 68,556 92,099 74,366 81.5%

4. Beach seine 85,729 102,853 94,966 103,119 92,611 103,639 110,437 124,505 116,370 119,778 105,981 105,401 121,714 18.0%

5. Purse seine 395,857 441,135 488,686 515,291 611,464 586,241 554,573 637,458 661,354 585,680 609,243 668,769 709,128 37.6%

6. Gill net 539,190 579,102 593,524 636,495 685,307 708,428 748,414 813,759 833,909 818,629 829,376 875,325 962,769 51.3%

7. Movable bagan 126,817 140,644 153,546 149,358 160,208 183,259 181,028 193,675 218,432 215,549 224,529 208,358 224,283 50.2%

8. Non-movable bagan 93,338 87,850 87,980 96,865 88,364 81,421 85,111 104,659 94,829 93,107 104,132 96,024 113,782 17.5%

9. Scoop net 45,751 44,820 42,640 60,666 45,527 165,503 42,076 61,111 42,908 70,833 80,550 65,964 67,223 10.8%

10. Tuna long line 40,674 33,168 33,336 29,469 40,910 58,631 47,207 57,200 57,405 66,595 74,763 81,398 62,952 113.6%

11. Drift long line 17,101 24,662 20,936 26,299 29,844 26,372 33,340 43,052 37,560 48,737 43,774 43,977 52,144 98.3%

12. Set long line 52,260 53,027 50,622 56,463 78,236 69,327 73,268 74,544 76,552 75,860 78,807 98,227 86,247 52.7%

13. Skipjack pole and line 78,529 87,596 113,370 82,991 92,968 89,611 113,272 111,618 152,497 140,974 150,722 103,227 121,825 46.8%

14. Other pole and line 189,109 185,762 194,643 223,017 220,695 255,684 251,325 271,739 299,922 257,960 277,045 291,551 277,571 24.5%

15. Trolling 76,750 88,799 82,306 92,774 93,131 99,466 122,043 103,525 154,532 119,026 127,704 137,203 132,255 42.6%

16. Guiding barriers 40,574 43,915 46,641 48,688 55,200 60,437 72,038 58,599 62,479 61,473 54,318 54,400 69,984 43.7%

17. Stow net 111,131 110,093 110,218 97,043 106,271 100,838 99,824 108,794 94,206 105,196 103,726 105,294 38,208 -60.6%

18. Traps 41,076 57,099 53,767 71,359 60,399 74,040 75,200 82,096 70,214 70,455 68,808 83,945 101,110 41.7%

19. Shell fish collection 35,225 34,712 39,686 41,904 49,298 51,524 54,086 46,865 39,615 40,194 38,432 66,610 71,591 70.8%

20. Seaweed collection 115,764 97,356 98,943 115,391 110,363 111,439 132,686 118,221 46,925 23,611 43,256 32,648 55,137 -52.2%

21. Muro Ami 3,705 3,563 2,774 4,430 7,319 7,541 8,733 13,318 11,904 12,600 7,867 3,120 10,154 129.2%

22. Cast net 42,342 65,322 89,764 69,285 84,366 97,946 167,617 159,077 171,590 216,192 152,920 284,730 164,489 137.4%

Total 2,370,107 2,537,612 2,692,068 2,886,289 3,080,168 3,292,930 3,383,458 3,612,961 3,723,746 3,682,444 3,807,191 3,966,430 4,073,506 41.1%
Annual Change 7.07% 6.09% 7.21% 6.72% 6.91% 2.75% 6.78% 3.07% -1.11% 3.39% 4.18% 2.70%

Remark: Growth rate is annual average during the period of 10 years from 1993 to 2002.  
Source: Narional Fishery Statistics 2001,2002 and 2004.
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表 3.2.4  養殖対象漁種別生産量の推移
(unit: ton)

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 Growth Rate
Freshwater

Common carp 89,249 84,369 93,508 131,084 135,238 152,790 178,362 146,672 109,909 139,370 149,147 191,448 199,632 3.6%
Tilapia 33,874 31,488 34,064 39,964 38,025 45,324 46,691 50422 44,301 51,424 40,926 62,818 79,175 5.9%
Catfishes 3,739 4,910 6,330 8,042 9,786 12,907 15,627 24,187 19,857 27,350 32,146 36,979 49,457 16.3%
Gouramies 12,073 10,814 12,379 16,388 11,204 15,759 17,525 17,511 18,260 19,434 21,156 26,462 23,089 5.8%
Others
Total 138,935 323,156 146,281 195,478 194,253 226,780 258,205 238,792 192,327 237,578 243,375 317,707 351,353 5.0%

Brackish water
Milkfish 132,432 141,024 147,032 164,448 153,093 151,256 162,127 142,709 158,666 209,758 222,228 209,525 222,317 2.5%
Black tiger prawn 67,355 96,811 98,358 87,285 83,193 89,344 96,237 96,317 74,824 92,726 93,759 103,603 112,840 2.2%
Others 85,321
Total 323,156 245,390 251,733 236,286 240,600 258,364 239,026 233,490 302,484 315,987 313,128 335,157 2.4%

Seawater
Seaweeds - - - - - - - - - 133,720 187,471 212,478 223,080 18.6%
Fish (grouper, etc.) - - - - - - - - - 2,249 2,181 3,818 8,810 57.6%
Others - - - - - - - - - 0 7,462 -216,296 -
Total - - - - - - - - - 135,969 197,114 -100.0%
Grand Total 138,935 646,312 391,671 447,211 430,539 467,380 516,569 477,818 425,817 676,031 756,476 630,835 686,510 0.5%

表 3.2.5  養殖経営体数の推移
(unit: number of business units)

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 Growth Rate
1. Freshwater pond culture 658,263 696,926 714,378 789,444 816,929 816,888 821,352 790,357 735,922 736,079 747,128 745,302 746,242 -0.5%
2. Freshwater cage culture 6,536 10,817 10,487 12,316 18,071 26,355 25,815 29,397 31,434 31,676 31,907 32,331 32,593 8.4%
3. Paddy field culture 200,886 274,536 189,854 247,421 258,910 270,066 277,157 256,039 151,373 237,423 300,416 287,901 243,056 -0.1%
4. Brackish water aquaculture 89,327 104,303 109,173 110,041 121,647 125,705 132,450 132,388 144,411 183,173 186,485 190,872 193,877 4.8%
5. Floating cage culture - - - - - - - - - 8,237 5,115 9,177 12,622 15.3%
6. Marine culture - - - - - - - - - 6,068 17,414 23,455 23,450 56.9%

Total 955,012 1,086,582 1,023,892 1,159,222 1,215,557 1,239,014 1,256,774 1,208,181 1,063,140 1,202,656 1,288,465 1,289,038 1,251,840 0.8%

表 3.2.6  養殖面積の推移
(unit: ha)

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 Growth Rate
1. Freshwater pond culture 44,376 46,460 48,567 43,356 52,064 56,945 57,474 60,368 56,194 56,171 68,941 66,006 83,526 5.6%
2. Freshwater cage culture 7 11 10 18 15 46 63 130 135 34 76 80 86 13.9%
3. Paddy field culture 106,074 113,731 116,294 127,482 138,277 141,363 142,482 140,404 137,789 135,057 157,346 150,680 148,909 1.3%
4. Brackish water aquaculture 230,885 249,605 262,195 261,300 279,480 288,257 292,860 306,741 305,698 332,514 325,530 351,655 360,239 2.7%
5. Floating cage culture - - - - - - - - - 32,144 37,413 72,280 72,665 31.2%
6. Marine culture - - - - - - - - - 48,775 122,776 142,694 190,299 57.4%

Total 381,342 409,807 427,066 432,156 469,836 486,611 492,879 507,643 499,816 604,695 712,082 783,395 855,724 7.1%
Remark: Growth rate is an annual average during the period for 10 years from 1993 to 2002.
Source: National Fishery Statistics 2001 and 2002.
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表 3.2.7  地域別養殖経営体数
(unit: unit) t: unit)

Freshwater
pond culture

Freshwater
cage culture

Paddy field
culture

Brackish
water

aquaculture

Floating
cage culture Marine Total

(1999) Sumatra 106,333 8,649 23,176 41,402 4,381 2,607 186,548 15.5%
Java 582,263 2,945 184,044 90,661 3,714 - 863,627 71.8%
Bali-NTT 13,638 880 10,681 4,848 142 2,763 32,952 2.7%
Kalimantan 10,819 17,805 1,130 8,016 - - 37,770 3.1%
Sulawesi 11,552 1,189 18,392 37,688 - 698 69,519 5.8%
Maluku-Papua 11,474 208 - 558 - - 12,240 1.0%
Total 736,079 31,676 237,423 183,173 8,237 6,068 1,202,656 100%

(2000) Sumatra 110,946 7,489 45,906 41,370 1,412 3,178 210,301 16.4%
Java 590,183 8,943 219,182 91,601 3,583 70 913,562 71.2%
Bali-NTT 12,292 - 14,016 7,214 99 3,334 36,955 2.9%
Kalimantan 10,130 13,874 1,177 5,085 21 195 30,482 2.4%
Sulawesi 11,908 1,390 20,135 41 - 10,637 44,111 3.4%
Maluku-Papua 11,669 211 - 571 5,115 - 17,566 1.4%
Total 747,128 31,907 300,416 186,485 17,414 1,283,350 98%

(2001) Sumatra 111,379 11,717 42,117 34,665 3,569 5,482 208,929 16.2%
Java 582,037 5,110 212,607 84,337 4,758 - 888,849 69.0%
Bali-NTT 15,499 145 11,260 7,233 89 5,764 39,990 3.1%
Kalimantan 11,408 13,770 1,294 8,837 26 322 35,657 2.8%
Sulawesi 16,033 1,344 20,623 42,638 735 11,887 93,260 7.2%
Maluku-Papua 8,946 245 - 13,162 - - 22,353 1.7%
Total 745,302 32,331 287,901 190,872 9,177 23,455 1,289,038 100%

(2002) Sumatra 114,533 12,691 47,008 34,651 5,477 5,494 219,854 17.6%
Java 580,415 6,344 167,621 86,888 4,770 - 846,038 67.6%
Bali-NTT 15,626 - 10,861 7,308 156 5,717 39,668 3.2%
Kalimantan 10,918 12,767 335 9,502 26 322 33,870 2.7%
Sulawesi 16,504 546 17,231 43,920 2,153 11,917 92,271 7.4%
Maluku-Papua 8,180 245 - 11,608 40 - 20,073 1.6%
Total 746,242 32,593 243,056 193,877 12,622 23,450 1,251,840 100%

Source:  National Fishery Statistics 2001, 2002 and 2004.  

表 3.2 8  地域別淡水種苗生産尾数
(unit: 1,000)

Common
Carp Tawes Tilapia Nilam Carp Catfishes Gouramies Total

(1999) Sumatra 557,839 70,610 328,387 - 87,585 59,001 1,103,422 4.9%
Java 5,250,470 3,365,344 5,709,308 - 1,062,708 1,966,725 17,354,555 77.0%
Bali-NTT 43,217 100,877 638,754 - 672 6,398 789,918 3.5%
Kalimantan 920,460 1,113 361,542 - 757 571 1,284,443 5.7%
Sulawesi 897,726 793 2,191 - - - 900,710 4.0%
Maluku-Papua 433,320 157,091 295,682 - 213,310 - 1,099,403 4.9%
Total 8,103,032 3,695,828 7,335,810 - 1,365,032 2,032,695 22,532,397 100%

(2000) Sumatra 304,474 119,701 188,902 140,700 249,250 113,032 1,116,059 10.5%
Java 2,166,478 3,858,324 229,477 41,531 599,372 215,768 7,110,950 67.0%
Bali-NTT 12,125 2,011 4,917 655 1,436 2,048 23,192 0.2%
Kalimantan 107,734 151 27,792 - 130 - 135,807 1.3%
Sulawesi 864,183 494 35,926 - - - 900,603 8.5%
Maluku-Papua 913,641 79,215 226,163 - - 15,000 1,234,019 11.6%
Total 4,368,635 4,059,896 713,177 182,886 942,488 345,848 10,612,930 99%

(2001) Sumatra 218,699 20,557 49,915 23,104 93,034 8,859 414,168 0.8%
Java 11,112,494 2,743,490 4,991,955 1,764,118 1,432,361 1,417,232 23,461,650 43.0%
Bali-NTT 14,725,733 3,402,640 9,473,090 - - 470,500 28,071,963 51.4%
Kalimantan 23,389 - 6,047 - 1,031 - 30,467 0.1%
Sulawesi 4,250 25 3,180 - 451 45 7,951 0.0%
Maluku-Papua 741,575 84,341 1,766,046 - 10,800 - 2,602,762 4.8%
Total 26,826,140 6,251,053 16,290,232 1,787,222 1,537,677 1,896,635 54,588,959 100%

(2002) Sumatra 16,353 2,122 16,055 2,927 3,690 2,564 43,711 0.8%
Java 1,437,306 1,526,966 752,873 72,862 736,589 173,809 4,700,405 85.6%
Bali-NTT - - - - - - 0 0.0%
Kalimantan 389,000 2,000 350,000 - 1,200 2,700 744,900 13.6%
Sulawesi 2,808 - 667 - - - 3,475 0.1%
Maluku-Papua - - - - - - 0 0.0%
Total 1,845,467 1,531,088 1,119,595 75,789 741,479 179,073 5,492,491 100%

Source:  National Fishery Statistics 2001, 2002 and 2004.  
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表 3.2.9  地域別養殖魚生産量（池中養殖）
(unit: ton)

Common
Carp Tawes Tilapia Nilem Carp Catfishes Gouramies Total

(1999)
Sumatra 18,750 2,024 8,175 - 4,185 2,904 36,038 23.5%
Java 32,773 12,941 26,355 - 20,116 14,229 106,414 69.4%
Bali-NTT 699 158 593 - 219 279 1,948 1.3%
Kalimantan 832 146 501 - 27 26 1,532 1.0%
Sulawesi 3,828 237 1,288 - 167 372 5,892 3.8%
Maluku-Papua 396 127 643 - 277 5 1,448 0.9%
Total 57,278 15,633 37,555 - 24,991 17,815 153,272 100%

(2000)
Sumatra 24,288 2,204 6,143 1,208 5,960 3,251 43,054 23.4%
Java 41,666 12,705 22,825 10,772 22,208 17,187 127,363 69.3%
Bali-Nusatenggara 841 192 105 - 135 309 1,582 0.9%
Kalimantan 1,252 39 517 - 217 25 2,050 1.1%
Sulawesi 6,877 276 855 77 191 379 8,655 4.7%
Maluku-Papua 398 126 297 - 280 5 1,106 0.6%
Total 75,322 15,542 30,742 12,057 28,991 21,156 183,810 100%

(2001)
Sumatra 22,062 1,670 11,565 732 9,350 4,103 49,482 23.7%
Java 45,349 10,941 31,593 11,742 23,784 20,133 143,542 68.9%
Bali-NTT 389 137 1,092 - 367 173 2,158 1.0%
Kalimantan 826 46 442 - 111 36 1,461 0.7%
Sulawesi 7,451 330 1,635 80 244 513 10,253 4.9%
Maluku-Papua 389 126 649 - 280 5 1,449 0.7%
Total 76,475 13,250 47,003 12,554 34,136 24,963 208,381 100%

(2002)
Sumatra 32,584 1,263 14,661 668 4,495 3,438 57,109 25.8%
Java 37,142 9,507 30,412 13,337 32,559 15,974 138,931 62.8%
Bali-NTT 1,293 116 1,100 - 308 142 2,959 1.3%
Kalimantan 945 4 773 - 153 117 1,992 0.9%
Sulawesi 10,700 238 3,887 43 201 431 15,500 7.0%
Maluku-Papua 1,221 150 774 1 335 2,207 4,688 2.1%
Total 83,885 11,278 51,660 14,049 38,051 22,309 221,232 100%

Source:  National Fishery Statistics 2001, 2002 and 2004.  
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表 4.4.1  我が国のインドネシア国に対するODA実績
(unit: hundred million yen)

All Sector Agriculture & Fishries Fisheries

Year Total Loan Grant Tech
Coop. Subtotal Loan Grant Tech

Coop. Subtotal Loan Grant Tech
Coop.

1966 108.00 108.00 0.00 *1 0.00 -  -  *1 0.00 -  -  *1
1967 343.79 343.79 0.00 *1 0.00 -  -  *1 0.00 -  -  *1
1968 312.72 294.72 18.00 *1 18.00 -  18.00 *1 0.00 -  -  *1
1969 329.16 293.16 36.00 *1 36.00 -  36.00 *1 0.00 -  -  *1

Subtotal 1,093.67 1,039.67 54.00 - 54.00 0.00 54.00 - 0.00 0.00 0.00 -
Average 273.42 259.92 13.50 - 13.50 -  13.50 - -  -  -  -

1970 396.00 360.00 36.00 *1 43.31 7.31 36.00 *1 4.05 4.05 -  *1
1971 769.26 733.26 36.00 *1 44.11 8.11 36.00 *1 0.00 -  -  *1
1972 664.84 639.20 25.64 *1 40.23 15.59 24.64 *1 13.79 13.79 -  *1
1973 1,456.60 1,427.76 28.84 *1 59.22 30.38 28.84 *1 14.64 10.44 4.20 *1
1974 600.00 600.00 0.00 *1 42.29 42.29 -  *1 0.00 -  *1

Subtotal 3,886.70 3,760.22 126.48 - 229.16 103.68 125.48 - 32.48 28.28 4.20 -
Average 777.34 752.04 25.30 - 45.83 20.74 25.10 - 6.50 5.66 0.84 -

1975 623.55 616.20 7.35 *1 7.03 -  7.03 *1 6.00 -  6.00 *1
1976 692.40 672.50 19.90 *1 25.95 8.35 17.60 *1 0.00 -  -  *1
1977 590.26 555.00 35.26 *1 130.86 98.00 32.86 *1 2.24 2.24 -  *1
1978 945.58 900.50 45.08 *1 168.06 136.28 31.78 *1 50.30 44.30 6.00 *1
1979 937.77 880.00 57.77 *1 169.44 143.17 26.27 *1 36.22 36.22 -  *1

Subtotal 3,789.56 3,624.20 165.36 - 501.34 385.80 115.54 - 94.76 82.76 12.00 -
Average 757.91 724.84 33.07 - 100.27 77.16 23.11 - 18.95 16.55 2.40 -

1980 753.80 712.30 41.50 *1 119.40 81.40 38.00 *1 0.00 -  -  *1
1981 644.08 580.00 64.08 *1 34.60 7.00 27.60 *1 0.00 -  -  *1
1982 676.35 631.70 44.65 *1 91.80 69.80 22.00 *1 0.00 -  -  *1
1983 755.62 675.00 80.62 *1 123.96 91.86 32.10 *1 0.00 -  -  *1
1984 797.27 716.00 81.27 *1 83.57 33.72 49.85 *1 3.72 3.72 -  *1

Subtotal 3,627.12 3,315.00 312.12 - 453.33 283.78 169.55 - 3.72 3.72 0.00 -
Average 725.42 663.00 62.42 - 90.67 56.76 33.91 - 0.74 0.74 -  -

1985 835.22 754.00 81.22 *1 132.61 69.51 63.10 *1 0.00 -  -  *1
1986 877.73 800.00 77.73 *1 50.22 13.92 36.30 *1 0.00 -  -  *1
1987 962.67 880.00 82.67 *1 76.92 30.27 46.65 *1 0.00 -  -  *1
1988 2,047.79 1,976.29 71.50 *1 102.83 67.49 35.34 *1 0.00 -  -  *1
1989 1,865.60 1,784.07 81.53 *1 495.59 473.15 22.44 *1 0.00 -  -  *1

Subtotal 6,589.01 6,194.36 394.65 - 858.17 654.34 203.83 - 0.00 0.00 0.00 -
Average 1,317.80 1,238.87 78.93 - 171.63 130.87 40.77 - 0.00 -  -  -

1990 1,898.91 1,815.82 83.09 *1 155.84 127.93 27.91 *1 0.00 -  -  *1
1991 1,813.10 1,612.46 96.87 103.77 57.28 30.45 26.83 *1 0.00 -  -  *1
1992 1,933.33 1,742.49 76.73 114.11 190.46 170.18 20.28 *1 0.00 -  -  *1
1993 1,759.89 1,580.40 76.03 103.46 130.03 114.03 16.00 *1 40.09 40.09 -  *1
1994 1,772.73 1,579.66 70.84 122.23 350.29 320.61 29.68 *1 0.00 -  -  *1

Subtotal 9,177.96 8,330.83 403.56 443.57 883.90 763.20 120.70 91.70 40.09 40.09 0.00 -
Average 1,835.59 1,666.17 80.71 110.89 176.78 152.64 24.14 22.93 8.02 8.02 -  -

1995 1,888.17 1,700.67 67.19 120.31 131.79 108.03 23.76 *1 1.94 1.94 *1
1996 2,087.06 1,900.50 71.17 115.39 233.26 196.65 36.61 *1 0.00 -  -  *1
1997 2,368.84 2,152.48 93.27 123.09 289.67 265.34 24.33 *1 0.00 -  -  *1
1998 2,622.91 2,304.80 208.84 109.27 610.95 500.00 110.95 *1 0.00 -  -  *1
1999 875.96 719.28 54.90 101.78 18.76 -  18.76 *1 0.00 -  -  *1

Subtotal 9,842.94 8,777.73 495.37 569.84 1,284.43 1,070.02 214.41 94.69 1.94 1.94 0.00 -
Average 1,968.59 1,755.55 99.07 113.97 256.89 214.00 42.88 18.94 0.39 0.39 -  -

2000 1,166.80 991.65 74.50 100.65 300.05 263.15 20.32 16.58 9.32 -  6.32 3.00
2001 2,548.78 2,362.93 72.63 113.22 445.09 417.31 12.00 15.78 4.66 -  -  4.66

Subtotal 3,715.58 3,354.58 147.13 213.87 745.14 680.46 32.32 32.36 13.98 0.00 6.32 7.66
Average 1,857.79 1,677.29 73.57 106.94 372.57 340.23 16.16 16.18 6.99 -  3.16 3.83

Total 42,885.32 38,396.59 2,098.67 2,390.06 4,977.11 3,941.28 1,035.83 179.31 156.79 22.52
*1: No data available.
      Total amount of Technical Cooperation from 1966 to 1990 is 1,162.67 hundred thousand yen.
Source: Japan's ODA Annual Report.
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表 4.5.1  アジア開発銀行（ADB）が実施している既存事業リスト(1/3) 
 

Name of Projects 
(Executing Agency) 

Approved Date/ 
Closing Date Related Area Description 

Loan 
1. Integrated Pest Management for Smallholder Estate Crops 

(Directorate General of Estates in Ministry of Agriculture) 
Sep. 26, 1996 
Sep. 30, 2005 

12 Provinces Promotion of the adoption of cost-effective, 
environmentally-sound integrated pest management (IPM) 
practices by strengthening selected Government institutions and 
farmer groups, in order to (i) enhance and protect the 
environment, and (ii) improve product quality and increase the 
productivity and farm income of smallholder farmers. 

2. Segara Anakan Conservation and Development  
(Ministry of Settlement and Regional Infrastructure, Ministry of 
Home Affairs) 

Oct. 17, 1996 
Sep. 30, 2004 

Central/West 
Java 

To conserve, develop and sustainable manage the Segara Anakan 
environs so as to ensure that economically and socially valuable 
ecosystems are protected for the benefit of current and future 
generations. 

3. South Java Flood Control Sector Project 
(Ministry of Settlement and Regional Infrastructure, Directorate 
General of Reforestation and Land Rehabilitation in the Ministry of 
Forestry, and Directorate General of Regional Development in the 
Ministry of Home Affairs) 

Nov. 07, 1996 
Sep. 30, 2005 

 

West/Central 
Java 

(south coast) 

Assistance in improvement of the quality of life for populations 
in the project area. 

4. Participatory Development of Agriculture Technology  
 (Agency for Agricultural research and development) 

Jul. 01, 1997 
Sep. 30, 2005 

Republic of 
Indonesia 

To improve farm incomes and welfare and alleviate poverty in 
rural areas through the increased generation, transfer, and 
adoption of user-oriented agricultural technologies and 
management practices to support agribusiness development. 

5. Coastal Community Development and Fisheries Resource  
 Management Project 
 (Ministry of Agriculture) 

Nov. 04, 1997 
Dec. 31, 2005 

 

4 fishing sites Assistance in promoting conservation and sustainable 
management of coastal fisheries resources; and reducing the 
extensive poverty in coastal areas by providing opportunities for 
increasing income and living standards of coastal communities. 

6. Northern Sumatra Irrigated Agriculture Sector Project 
 (Ministry of Settlement and Regional Infrastructure) 

Nov. 13, 1997 
Oct. 31, 2004 

5 provinces in 
Sumatera 

Assistance in improvement of farm productivity and incomes 
through the improvement of existing irrigated systems and 
smallholder agriculture 

n.a.: no information available  

Source; ADB website and ADB Indonesia resident mission, projects related to this sector are selected. 
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表 4.5.1  アジア開発銀行（ADB）が実施している既存事業リスト(2/3) 
 

Name of Projects Approved Date/ 
Closing Date Related Area  Description 

7. Rural Income Generation  
  (Agency for Agricultural Education and Training, and Bank Rakyat 

Indonesia) 

Nov. 25, 1997 
Sep. 30, 2005 

12 Province To develop a sustainable and participatory system to help the 
poor to improve their livelihoods and the well-being of their 
families, thereby achieving self-reliance above the poverty 
line. 

8. Central Sulawesi Integrated Area Development and 
 Conservation  
 (Ministry of Home Affairs) 

Jan. 27, 1998 
Sep. 30, 2005 

Central 
Sulawesi 

Promotion of sustainable development in an ecologically 
sensitive area, i.e., encouraging environmentally sound social 
and economic development in tandem with protection of the 
biological wealth and ecological functions that makes it 
possible. 

9. Community Empowerment for Rural Development  
 (Ministry of Home Affairs) 

Oct. 19, 2000 
Jun. 30, 2007 

 

11 Districts in 
6 Provinces 

Assistance to empower rural communities by strengthening 
their capacity to plan and manage their own development 
activities, and support investments, foster rural-urban linkages, 
and establish rural infrastructure to promote agricultural 
productivity and off-farm business enterprises. 

10. Marine and Coastal Resources Management Project  
(Ministry of Marine Affairs and Fisheries) 

Oct. 26, 2000 
Jun. 30, 2007 

Indonesia 
(Sumatera, 

Kalimantan, West 
Nusa tenggara and 

Sulawesi) 

Assistance in sustainable management of marine and coastal 
resources and protection of the environment in a decentralized 
framework of government. 

11.Poor Farmers Income Improvement Through Innovation  
(Agency for Agricultural Research and Development, Ministry of 
Agriculture) 

  

August,15,2002 
June, 30, 2008 

Central Java, Central 
Sulawesi, East Nusa 
Tenggara and West 

Nusa Tenggara 

To Enhance poor farmers’ capacity to adopt innovative 
agriculture production and marketing methods by better 
targeting village-level public investment to location-specified 
needs, providing farmers with access to information, and 
reorienting the focus of agricultural research to the needs of 
marginal rainfed areas.   

12. Coral Reef Rehabilitation and Management II 
(Ministry of Marine Affairs and Fisheries) 

Dec 06, 2002 
Dec 31, 2009 

Riau, 
North/West 
Sumatera, 

Assistance in rehabilitation and management of coral reefs in 
order to protect livelihoods of coastal communities as well as 
to conserve biodiversity. 

13. Participatory Irrigation Sector Project 
(Directorate General of Water resources Development) Dec, 19,2003 

June, 30, 2011 

n.a To promote economic growth improving livelihood of rural 
people including poor and supporting good governance in 
water resources management 

n.a: no information available 

Source; ADB website and ADB Indonesia resident mission, projects related to this sector are selected. 
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表 4.5.1  アジア開発銀行（ADB）が実施している既存事業リスト(3/3) 
 

Name of Projects Approved Date/ 
Closing Date Related Area  Description 

Technical Assistance 
16. Sustainable Management for Tree Crops Development Dec,28,1999 

- 
n.a n.a 

17. Capacity Building for Decentralized Natural Resource Management  Oct,26,2000 
- 

n.a n.a 

18. Rural Microfinance 
(Ministry of Agriculture) Dec,18,2001 

- 

North Sumatera, 
Lampung, Banten, 
Central Java and 

East Java 

To provide an updated review of the rural microfinance sector, 
evaluate the performance of MFIs, assess the microfinancial 
requirements of the rural community, review the 
environmental problems, and prepare an investment project. 

19. Agriculture and Rural Development Strategy Study  
(Ministry of Agriculture) March,12,2002 

- 

n.a To formulate a short- to medium-term operational agriculture 
and rural development strategy that can be used by the 
government to plan its interventions to promote agriculture 
and rural development in Indonesia 

20. Community-Based Land Rehabilitation  
(Directorate General of Rural Community Empowerment) Nov,5,2002 

May,31,2003 

n.a To design and formulate, for external financing, a detail, 
comprehensive and sustainable project to reduce poverty 
through community-based land rehabilitation and management 
within selected region in Indonesia. 

21. Sustainable Aquaculture for Poverty Reduction  July, 16, 2003 
- 

n.a n.a 

22. Productivity Enhancement for Tree Crops  Nov,21,2003 
- 

n.a n.a 

n.a: no information available 

Source; ADB website and ADB Indonesia resident mission, projects related to this sector are selected. 
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表 4.5.2  世界銀行が実施している既存事業リスト 
 

Name of Projects 
(Executing Agency) 

Approved Date/ 
Closing Date Related Area Description 

1. Bengkulu Regional Development Project Convention on Biological 
Diversity Project 
(Bengkulu Province) 

Mar. 3,1998 
Aug. 31, 2004 

Bengkulu Assistance to alleviate poverty through rural development in 
Bengkulu, and to generate economic growth in rural areas of 
Bengkulu where growth potential is high. 

2. Coral Reef Rehabilitation and Management Project 
  (Indonesia Institute of Sciences, BAPPENAS) 

Mar,31,1998 
Jul,31,2004 

Indonesia To establish viable, operational, and institutionalized coral reef 
management systems in priority coral reef sites in Indonesia. 

3. ID – Coral Reef Management Rehabilitation 
  (Indonesia Institute of Sciences, BAPPENAS) 

Mar,31,1998 
Jul,31,2004 

Indonesia na 

4. Water Resources Sector Adjustment Loan Project 
  (BAPPENAS) 

May 18,1999 
Dec. 31,2004 

Whole 
Country 

Assistance to support a structural adjustment program of policy, 
institutional, regulatory, legal, and organizational reforms in the 
management of water resources and the irrigation sector. 

5. Decentralized Agricultural and Forestry Extension Project 
(Ministry of Agriculture) 

Aug. 31,1999 
Dec. 31,2004 

20 Districts in 
10 Provinces

Assistance in enhancing farmers’ capacity to participate in extension 
activities and in strengthening the capacity of the district-level 
integrated agricultural and forest extension system. 

6. Second Water & Sanitation of Low Income Communities Project  
   (Ministry of Helath – Directorate General CDC & EH) 

Jun,15,2000 
Jun,30,2009 

Indonesia To improve human productivity, and quality of life in under-served 
rural villages in Indonesia. 

7. Kecamatan Development Project (02) 
   (Ministry of Home Affairs) 

Jun,26,2001 
Dec,31,2006 

Indonesia Support participatory planning, and development management 
through a broad program of social, and economic infrastructure, and 
will also strengthen local formal, and informal institution, through 
greater inclusion, and accountability of basic development needs. 

8. Forest and Media Project  
   (Conservation International) 

Oct,07,2002 
- 

Indonesia n.a 

9. Water Resources & irrigation Sector Management Program  
   (Directorate General for Water Resources, KIMPRAWIL) 

Jun,26,2003 
Dec,31,2007 

Indonesia Assistance to sustainable and equitable management of a surface 
water resources, improvement of income of irrigation farm 
household and regional food security, and most cost-effective and 
fiscally sustainable management of related agencies. 

10. Land Management Policy development Project 
   (BPN, BAPPENAS, Ministry of Home Affairs) 

Apr, 29,2004 
Dec,31,2009 

Indonesia To contribute government programs in achieving poverty reduction, 
economic growth and promote full utilization of land resort 
sustainable manner 

11. Coral Reef Rehabilitation and Management II 
   (Government of Indonesia) 

May, 25, 2004 
- 

Indonesia Assistance to strengthen human resources development, support a 
local management of coral reefs and associated ecosystem, and 
empower all coastal communities and institutions to  manage coral 
reefs and associated ecosystems.  

n.a: no information available 

Source: World Bank website, projects related to this sector are selected 
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表 4.5.3 インドネシア国政府と各援助機関の食料安全保障に関する取組み（1/3） 
 

  

 

政府または援助機関  方針あるいは概要  具体的な取組みあるいは内容  情報ソース 

インドネシア国政府 - 国策大綱 1999-2004（GBHN） 

- 国家開発計画 2000‐2004（Propenas） 

- 農業省による政策（Renstra） 

- 食料供給システムは、地域の食料資源や社会制度、文化

の多様性に立脚し、農漁民の収入や生産向上に配慮し、

合理的な価格で得られ、質と量の両面で食料と栄養が国

民生活に約束するものとする。 

- 食料供給システムは広義の食料の生産から加工流通、消

費にわたる組織と産業を含む幅広い概念。 

- 農業と食料の開発方向性を、１）零細農民に焦点をあて

農村部の生産性を改善、２）貧困の削減、３）他の経済

セクターとの連携により農業と食料における付加価値を

増大、とした。 

- 食料供給システムを農村部のコミュニティレベル、地域

レベル、国家レベルで総合的に構築。 

- 農業省はアグリビジネスのコンセプトと実施モデルを推

進中。 

- Item 14 of “B. Economy” in Chapter IV “Policy 
Direction” in the Guidelines of the State 
Policy (GBHN: Garil-Garil Besar Haluan 

Negara), No. IV/MPR/1999, October 1999.  

- Section 1.4 of “Development of Agriculture, 
Food and Irrigation” in Chapter IV “Economic 
Development”, National Development Program 
(PROPENAS) 2000-2004, Appendix of PP No. 25 

of 2000.   

- 農業省農業開発計画、2000 年 11 月 

国連食糧農業機関 (FAO) - メガワティ大統領の要請を受け、国家食料

安全保障プログラムの策定を支援予定。 

- 2002 年第 4 四半期から 1.5 年～2 年の予定

で農業省と国家食料安全保障委員会にTAを

供与するため準備中。 

- 農業生産性、農家経済の多様化、流通加工、収入向上と

農村地域経済の活性化、栄養改善の 5 項目を中心に、県

レベルの食料安全保障を確保の上、国家レベルで調整し

バランスをとる模様（別紙）。 

- 農村地域経済の活性化事業は、第 1 期 5 年間に 100 県で

実施を想定し、アプローチは下記 SPFS を採用見込み。各

ドナーの既存案件からの取込みと新規案件の割当て調整

を検討。 

- Draft Aid Memoir – National Food Program 
for Food Security, May 2002. 

 - WATSAL（水資源セクター構造調整ローン）

の経過をコーディネート。 

- 農業省の政策支援を予定 

- 2001 年から Special Program for Food Security（SPFS）

を日本政府の Trust Fund で 5 州（20 ヵ村程度）にて実

施中。内容はエコシステム毎に農民参加型の小規模農村

開発。総事業費は 340 万ドル（別紙）。 

- Interview to the Regional SPFS Officer 

(Special Program for Food Security), June 

2002.  

- Seminar material for SPFS in May 2002. 
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表 4.5.3 インドネシア国政府と各援助機関の食料安全保障に関する取組み（2/3） 
 

  

政府または援助機関  方針あるいは概要  具体的な取組みあるいは内容  情報ソース 

農業開発国際基金 (IFAD) - 持続的な食糧安全保障の確立により農村の

収入向上と生産増加により貧困住民の生活

を向上するために、01年よりParticipatory 

Integrated Development in Rainfed Area 

(PIDRA)による貧困削減プログラムを支援。

- PIDRA は東ジャワ、NTB、NTT の 3 州における 14 県に位置

する 500 ヵ村を対象。 

- 2 Phases に分かれ 01 年～04 年の Phase I を実施中、そ

の評価後に Phase 2（05 年～08 年）に進む。 

- Interview and information from the Agency 

for Food Security, Ministry of 

Agriculture. 

  - コンポーネントは、１）Self-Help Group を 5,000 groups

結成によるコミュニティーとジェンダーの開発、２）農

業および畜産の開発、３）村落インフラと土地の開発、

４）組織制度的な支援とプログラム管理、からなる。 

 

国連食糧計画 (WFP) - Bappenas のためにインドネシアの食料安全

保障で配慮するべき要因をレビュー。 

- 1996 年 World Food Summit で定義された食料安全保障の

文脈から、農村開発および食料価格政策を含めて総合的

に対処すべきと指摘。 

- Revised Draft on Food Security, Rural 

Development and Rice Policy: An Integrated 

Perspective, July 2001 

 - 食料不足地図の作成に対する農業省、国家

食糧安全保障委員会への支援 

- 主な目的は以下。中央、州、県レベルの政策決定者が早

期に注意可能となるよう食料安全保障が不安定な場所を

同定すること、またそれにより適正な改善行動計画が立

案可能となること。 

- A Food Insecurity Atlas of Indonesia 

 - 貧困層への安価な米販売事業（OPSM） - Perum Bulog や地方政府と連携して補助金付きの白米を

貧困層へ支援するプログラム。本プログラムは、今後順

次 Perum Bulog の活動に移管していく予定。 

- WFP Indonesia: July 2004 –  June 2007 

Draft Programme Synopsis 

世界銀行 - Food Security 単体では取上げていない。 

- 農村開発の文脈で取組み。 

- 農業・かんがいのセクターで、地方を中心にローンによ

り事業実施を支援（継続 9 件、新規 1 件）。他のセクター

への支援との相乗効果を期待できる。 

- Interview to Sector Coordinator for Rural 

Development and Operational Officer.  

- World Bank in Jakarta Website. 

アジア開発銀行 - Food Security 単体では取上げていない。 

- 農村開発・貧困・環境調和の文脈から取組

み 

- 農業、農村開発、資源管理のセクターで、広範囲の県で

選択的に事業実施を支援（ローンは継続 14 件と新規 3 件

予定、TA は 3 件を予定）。世銀と同じく、他のセクター

への支援との相乗効果を期待できる。 

- Interview to the Senior Sector Specialist, 

May and August 2002. 

  - 農業省に対し農業と農村に関する開発戦略の策定を支援

（02 年 8 月～03 年 3 月を予定するも遅延）。 

- 農業に限定していないが、全国 334 県に貧困状況と事業

- Technical Assistance to Indonesia for the 

Agriculture and Rural Development Strategy 

Study 
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表 4.5.3 インドネシア国政府と各援助機関の食料安全保障に関する取組み（3/3） 
 

  

政府または援助機関  方針あるいは概要  具体的な取組みあるいは内容  情報ソース 

実施能力から優先順づけを調整中。 

USAID - 経済危機後～2001 年まで食料政策の文脈で

支援。2002 年より 1 年半程度延長の予定。

- 貧困層に直接アクセス。 

 

- 98 年から Improved Food Security for the Vulnerable 

Groups として Food Policy の検討を支援（BAPPENAS/ 

USAID/ DAI Food Policy Support Activities）、各種事

業は貧困層に直接アクセス（年間 300 万ドル程度）。 

- 2002 年は Impact of Conflicts and Crises Reduced の

タイトルで貧困層の Food Security の改善と NGO による

モニタリング（420 万ドル程度）。 

- FY2001 Program Description and Annual 

Report FY2002.  

 

  - Food Policy はグローバルな自由市場経済を前提とし、

①農家所得、②消費者の食料へのアクセス、③貧困層の

経済成長への取込み、をコンポーネントとし、これらを

結ぶ農村経済活性化に必要な分析を行った。 

- 政策立案の分析では、コメ国際価格が低いことを有利な

条件とし、貧困削減、栄養改善、農村地域の食料安全保

障を検討し、公的コストが最小限かつ低リスクの農業の

転換をはかり、農村経済の構造を変える方向性を示した。

- An Approach to Macro Food Policy, BAPPENAS/ 

USAID/ DAI Food Policy Activities, March 

2001 

- Rice Production and Marketing: A Report 

from Five Kabupatens, CASER and BAPPENAS/ 

USAID/ DAI Food Policy Activities, March 

2001 

  - 2003 年の活動はでんぷん質ベースの食料需給バランス見

通しの予測で、2004 年に本プロジェクトは終了した。 

 

国連開発計画（UNDP） - 中央統計局（BPS）および Bappenas と協同

でインドネシア版人間開発報告2001年を作

成。 

- 貧困に関する indicator を含む各種 human development

関係指数を全国各県別に推定。 

- Indonesia Human Development Report 2001, 

BPS/ Bappenas/ UNDP, October 2001 
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表 5.1 開発課題・協力プログラム及び協力コンポーネント 

 
 

開発課題 協力プログラム 協力コンポーネント 

I. 食料の安定供給 
および 
栄養改善 

1. 農業制度改善･生産支援プロ

グラム  
1-1 地方分権化を踏まえた整合性のある

政策･制度づくりに対する支援 

1-2 地域資源に立脚した畜産業の振興 

 2. 農業生産基盤向上・維持管理

プログラム 
2-1 かんがい施設の維持管理とリハビリ

への水管理組織による参加促進支援

2-2 上記に必要な水管理組織の育成･地

方政府のキャパシティ強化 

2-3 上記に必要な既存かんがい施設のリ

ハビリ及び小規模かんがい施設整備

（新規かんがい施設整備・リハビリ

を中規模程度以上に実施する場合に

は維持管理体制をより慎重に検討す

る） 

 3 水産資源の持続的利用プロ

グラム 
3-1 漁業と漁業コミュニティの持続的発

展のための資源管理スキームの確立

支援  

3-2 地元消費の拡大及び安価な水産物の

供給を目的とした沿岸及び内水面漁

業及び養殖業の振興 

II. 農漁家所得の向上 
および 
村落経済の活性化 

4. 農漁村振興プログラム  4-1 地場農水産加工業の育成 

  - 投資インセンティブ創出のための制

度に関する提言 

  - 関連情報制度に関する提言 

  - 農水産加工業振興のための農漁民組

織育成･強化 

  - 上記の実施に最低限必要な小規模施

設等の整備 

4-2 貧困者の所得創出事業に対する支援

  - マイクロ･クレジット制度の振興及

び農漁民互助組織の育成・強化に対

する提言・支援  

 5. 農水産物市場改善･強化プロ

グラム  
5-1 農水産物市場制度の改善に係る提言

5-2 農水産物流通基本情報制度の確立に

係る提言  

 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付図 
 

 

 



Development Expenditure

Financing
8.2%

Domestic Revenue
Non Tax Revenue

27.2%

Domestic Revenue
Tax Revenue

64.5%

Domestic Tax 61.3%

Income Tax: 31.1%
Value Added Tax: 20.1%

Land & Building Tax: 1.9%
Excise: 7.1%
Others: 1.1%

International Trade Tax 3.2%

Natural Resources  19.9%

Oil: 14.9%
Gas: 3.3%,

Mining: 0.6%
Forestry: 1.0%
Fishery: 0.1%

Profit from SOEs 3.1%

Others 4.2%

Financing
8.2%

Central Government
Expenditure

69.9%

Balance Budget
28.9%

Revenue Sharing 7.6%

100%

90%

80%

70%

60%

50%

40%

30%

20%

10%

0%

Revenue Expenditure

Special Autonomy Specific Allocation 0.2%

100%

80%

80%

70%

60%

50%

40%

30%

20%

Current Expenditure 57.6%

Personel: 12.1%
Goods & Services: 3.5%
Interest Payment: 27.5%

Subsidies: 12.2%
Others: 2.2%

General Allocation 21.1%

インドネシア国
農水産業セクタープログラム開発計画調査

国際協力機構　(JICA)

図 2.1
国家歳入と歳出（実行額；APBN 2002年）
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Current Expenditure 50.4%

Personel: 12.6%
Goods & Services: 3.7%
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Subsidies: 11.7%
Others: 4.0%
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農水産業セクタープログラム開発計画調査

国際協力機構　(JICA)

図 2.2
国家歳入と歳出（実行額；APBN 2003年）
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Development Expenditure
18.9%
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Value Added Tax: 23.0%
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Excise: 7.4%
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図 2.3
国家歳入と歳出（予算額；APBN 2004年）
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Ministry of Settlement &
Regional Infrastructure

(Kimpraswil)

PIRASS: Proyek Irigasi & Rawa
Andalan Sulawsi Selatan
(South Sulawesi Liable

Irrigation & Swamp Project)

Dinas PSDA: Water
Resources Management

Governor SulSel

Bupati Kab. Jeneponto

O&M to be transferred to
Province Balai PSDA after
2 years from completion

Directorate General of
Water Resources

Directorate of Water
Resources, Eastern Region

Dinas Kimpraswil

Balai PSDA
Jeneveran River Baisn

Dinas Pemukiman &
Prasarana Wilayah
(Dinas Kimpraswil)

Bidang Pengairan
(Irrigation Section)

Ministry of Home Affairs

図 2.4.1 　ジェネポント県における灌漑維持管理組織体制

deconcentration line
DIP fund under APBN

Sub-Projects under
 the central government*

Province

Central

Kabupaten

1. Government Development Scheme
- Technical (57 schemes)
- Semi-Technical (132)
- Simple (61)
- Total (250 schemes)

237,600 ha
73,000 ha
10,300 ha

320,900 ha
63 large schemes>500 ha:
187 small schemes<500 ha:

2. Village Irrigation Schemea

260,200 ha
60,700 ha

182,800 ha1,287 schemes

Irrigation Schemes in South Sulawesi

decentralization line
DAU, DAK & PAD under

APBD

decentralization line
DAU, DAK & PAD under APBD

Seksi Pembangunan
Pengairan

(Irrigation Develop. Section)

Seksi Bina Manfaat,
Operasi & Pemeliharaan

Pengairan
(Irrigation O&M Section)

Sub-Unit
 Administration

Section: Maintenance
and Repairment

Section: Opertion and
Data Processing

Section: Control and
Security

Information is as of 2004
source: Additional Survey on Decentralization Status
at Kabupaten Level
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Ministry of Settlement &
Regional Infrastructure

(Kimpraswil)

PIRASS: Proyek Irigasi & Rawa
Andalan Sulawsi Selatan
(South Sulawesi Liable

Irrigation & Swamp Project)

Dinas PSDA: Water
Resources Management

Governor SulSel

Bupati Kb. Luwu

O&M to be transferred to
Province Balai PSDA after
2 years from completion

Directorate General of
Water Resources

Directorate of Water
Resources, Eastern Region

Dinas Kimpraswil

Balai PSDA: Wilaya Sungai
Pompengan-Larona

(Pompengan-Larona River Basin)

Rehabilitation &
Maintenance Section

Dinas Pemukiman &
Prasarana Wilayah
(Dinas Kimpraswil)

Sub-Dinas Pengairan
(Sub-Dinas Irrigaiton)

Ministry of Home Affairs

Planning SectionVillage Irrigation
Development Section

Utilization &
Maintenance SectionRehabilitation Section

Rating Pengairan

Operation & Data
Analysis Section

Security and Control
Section

Administration
Section

Sub-Rating Pengairan

図 2.4.2 　 ルウ県における灌漑維持管理組織体制

deconcentration line
DIP fund under APBN

Sub-Projects under
 the central government*

*: One of the Sub-Project in
Luwu is Bapro Lutor: Irrigation
Project for Kab. Luwu & Tana
Toraja.

Province

Central

Kabupaten

1. Government Development Scheme
- Technical (57 schemes)
- Semi-Technical (132)
- Simple (61)
- Total (250 schemes)

237,600 ha
73,000 ha
10,300 ha

320,900 ha
63 large schemes>500 ha:
187 small schemes<500 ha:

2. Village Irrigation Schemea

260,200 ha
60,700 ha

182,800 ha1,287 schemes

Irrigation Scheme in South Sulawesi

decentralization line
DAU, DAK & PAD under APBD

decentralization line
DAU, DAK & PAD under APBD

Information is as of 2004
source: Additional Survey on Decentralization Status
at Kabupaten Level
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Ministry of Agriculture

Kantor Wilaya: KanWil
Regional Office: Province

Kantor Departmen: KanDep
Regional Office: Kabupaten

Dinas Pertanian Tingkat I
(Provincial Agri. Services)

Caban Dinas Pertanian
Tingkat I

BIPP: Balai Informasi &
Penyuluhan Pertanian

BPP
Balai Penyuluhan Pertanian

(Kecamatan)

Dinas Pertanian Tingkat II
(District Agri. Services)

Seksi Penyuluhan Pertanian
(Agri. Exten. Section)

WKPP: Wilaya Kerja
Penyuluhan Pertanian

(Desa)

Satuan Pelaksana Bimas
(Bimas Operation Unit)

Bimas: Bimbingan Masal,
Package-deal credit offerd by government

Ministry of Home Affair

Governor

Bupati / Walikota

Extension activities related
projects financed

by the central government

Development programs &
adminisitration related to

farmers' needs

Ministry of Agriculture

Dinas Pertanian

BPP (Kecamatan)

Kantor Food Security & Agri.
Extension (KKPPP)

Section:
Organization & Training

WKPP (Desa)

Ministry of Home Affair

Governor

Bupati / Walikotaprojects financed
by the central government

Central

Province

Kabupaten

Central

Province

Kabupaten

Before Decentralization

After Decentralization

deconcentration line
under APBN

decentralization line
under APBD

co-administration line
under APBN

図 2.4.3 　地方分権化前後の農業普及サービス体制（ジェネポント県）

Section:
Food Security

Section:
Agricultural Extension

Other Dinas (Agri. Service,
Fisheries & Marine., etc)

Functional Position
Group

decentralization line under APBD
source from DAU

source: Additional Survey on Decentralization Status
at Kabupaten Level
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Ministry of Agriculture

Kantor Wilaya: KanWil
Regional Office: Province

Kantor Departmen: KanDep
Regional Office: Kabupaten

Dinas Pertanian Tingkat I
(Provincial Agri. Services)
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(Bimas Operation Unit)
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Package-deal credit offerd by government

Ministry of Home Affair

Governor

Bupati / Walikota

Extension activities related
projects financed

by the central government

Development programs &
adminisitration related to

farmers' needs

Ministry of Agriculture

Dinas Pertanian

BPP (Kecamatan)

Dinas Pertanian & Livestock

Sub-Dinas: Information &
Extension Services

WKPP (Desa)

Ministry of Home Affair

Governor

Bupati / WalikotaProjects financed
by the central government

Kecamatan Agri. Unit
(Unit Pertanian Kecamatan)

Central

Province

Kabupaten

Central

Province

Kabupaten

Before Decentralization

After Decentralization

deconcentration line
under APBN

decentralization line
under APBD

co-administration line
under APBN

図 2.4.4 　地方分権化前後の農業普及サービス体制（ルウ県）

Section: Information &
Extension Services

Other Sub-Dinas

Section: Training &
Education

Section: Extension Workers
& Farmers Empoerment

Functional Position Group
(Subject Matter Experts)

decentralization line under APBD
source from DAU: Consultive & Coordinative

source: Additional Survey on Decentralization Status
at Kabupaten Level
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Source:  Table 3.1.6 of this report 
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図 3.1.1
主要食用作物の生産量及び収穫面積の推
移

インドネシア国
農水産業セクタープログラム開発計画調査

国際協力機構　(JICA)
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Source: Table 3.1.8 of this report
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図 3.1.2
主要農産物の生産及び輸出入動向
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Water Resources Law No.11/1974 Water Resources Law No.7/2004

Pres. Decree 3/1999 (IMPR)

GR No. 23/1982 GR No. 77/2001 Draft New GR
on Irrigation

IOMP / 1987
Turn Over

ISF

No Specific Fund

Turn Over (IMPR)

ISF not clear stated

District Irrigation Fund
(MOF Decree: 298

/KMK.02/2003)

Participation Irrigation
Management (PIM)

ISF

District Irrigation Fund &
Provincial Irrigation Fund

GR's under preparation:
  -. Water Managemet
  -. Water Right
  -. Water Res. Conservation
  -. Water Quality Mgt.
  -. River Basin System
  -. Corporation of River Basin
  -. Irrigation (draft new GR)
  -. River
  -. Swamp
  -. Groundwater
  -. Water Supply
  -. W.R. Information System

Pres. Decree 3/1999 (IMPR)

図 3.1.3  灌漑管理における政策変遷フロー図

(Not decided yet)

Ministerial Regulations:

a. MPW No.
42/PRT/1989
b. MOHA No.6/1992
c. MOHA No.12/1989

Ministerial Decree:

a. Kimpraswill No.529/KPTS/M/2001
b. No new decree
c. MOHA No.50/2001

Kimpraswil* Minister Decree (under preparation):
1. Participatory Irrigaiton Management
2. Right & Reponsibility of Irrig. Mgt. Institutions
3. Budgeting and Funding for Irrigaiton Management
4. Empowerment of WUA
5. Guidelines for Establishment of irrigation Committee

a.= for Turnover
b.= for ISF
c.=for WUA Empowerment

MPW = Ministry of Public Works
MOHA = Ministry of Home Affair
Kimpraswil = Ministry of Settlement &
Regional Infrastructures
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National Level

Basin Level

Kabupaten Level

Kecamatan Level

KimpraswilMinistry of Home Affair

DGWR

PPSDA
Directorate of  Water

Rerource Management

Governor

PTPA:
Provincial Water

Resources Coordination
Committee

PPTPA:
River Basin Water

Management Cooridnation
Committee

Balai PSDA:
Regional Office of Water
Resources Management

Bupati/Walikota

Camat

Dinas PU Pengairan
Kabupaten/Kota

Kecamatan Office
of PU Pengairan

図 3.1.4
現況灌漑管理の組織機構図

Irrigation Schmes
across the Kabupaten

(WUAs, WUAF)

Irrigation Schmes
within Kabupaten/Kota

(WUAs, WUAF)

Provincial Level

Irrigation Committee
Kabupaten/Kota

Irrigation Schmes
(on-farm level)

(WUAs, WUAF)

National Water
Resource Council

Administrative Line

Participation, Assistance,
Support, Coordination

Dinas PU Pengairan
Province

Provincial Water Resource
Council (Supplier)

(Supplier)

(User)
(Operator)

(Operator) (Supplier)

(User)

インドネシア国
農水産業セクタープログラム開発計画調査

国際協力機構　(JICA)

as of 2004
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National Level

Basin Level

Kabupaten Level

Village Level

Ministry of KimpraswilMinistry of Home Affair

Governor

Provincial Irrigation
Committee

Basin WR Council

Balai PSDA:
Regional Office of WR

Management

Bupati/Walikota

Camat

District WR Service

Branch of WR Service

図3.1.5
政府規則変更による灌漑管理の想定
組織機構図

WUA Federation

Provincial Level

District Irrigation
Committee

National WR Council
(MOH & Kimpraswil - Member)

Administrative Line

Participation, Assistance,
Support, Coordination

Provincial WR Services

Provincial WR Council

インドネシア国
農水産業セクタープログラム開発計画調査

国際協力機構　(JICA)

MembershipDirectorate of WR
Management

DGWR

Directorate of Regional
Implementation

Irrigation Service

WUA Federation

Irrigation Service

District WR Council

WUA Federation

District Level

Village Chief WUA

Member

Member

Member

Member

Member

Member

Member

Member

Member

Kecamatan Level

Expected organization as of 2004
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IMPORTER FARMER

Village Cooperative
(KUD)

Collecting
Trader

Trader
Storage/Rice Mill

Main Market

DISTRIBUTOR Retailer

Consumer

BUMN/
Cooperative

Legend:

:Alternative Way if the distribution and market operation are disturbed
:Regular Way

Source:
General Guidance on Monitoring of Food Availability & Distribution in facing religion
special (holy) days & national special days, 2004/2005, Ministry of Agriculture, issued in May 2004
and Study Team

図 3.1.6　　米流通システム

インドネシア国
農水産業セクタープログラム開発計画調査

国際協力機構　(JICA)

Perum BULOG
(DOLOG/SUBDOLOG)
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67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05
第１次アンブレラ協力（1981年～1985年）

第２次アンブレラ協力（1986年～1990年）

（アンブレラ・プロ形調査）

アンプレラ協力計画策定調査（開発調査）

第３次アンブレラ協力（1990年～2000年）

プロジェクトタイプ技術協力または技術協力プロジェクト 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05
1 西ジャワ食料増産協力 農業 Aug,67 Nov,74
2 東部ジャワとうもろこし開発協力 農業 Dec,67 Jul,74
3 農業技術協力（西部ジャワ） 農業 May,68 May,76
4 漁業技術協力計画 水産 Jul,69 Jul,72
5 農業研究計画 農業 研究 Oct,70 Oct,85
6 タジュム地区農業開発協力（パイロット計画） 農業 Feb,71 Feb,76
7 ランポン農業開発 農業 Nov,72 Nov,82
8 養蚕開発計画 農業 養蚕 Mar,76 Feb,85
9 浅海養殖開発計画 水産 Aug,78 Mar,86

10 南スラウェシ農業開発計画 農業 村落 May,76 Jun,82
11 ボゴール農家大学農産加工計画 加工 教育 Oct,77 Oct,84
12 家畜衛生改善計画 畜産 Jul,77 Jul,84
13 ジャワ山岳収穫技術 農業 Dec,77 Jun,82
14 農業開発リモートセンシング 農業 Apr,80 Mar,87
15 中堅技術者養成計画 農業 Mar,79 Mar,88
16 潅漑排水施行技術センター計画 灌漑 Apr,81 Mar,88
17 作物保護強化計画 農業 Jun,80 Mar,87
18 動物医薬品検定計画 畜産 Apr,84 Mar,91
19 農業研究強化計画 農業 研究 Apr,86 Mar,91
20 家畜人工受精センター強化計画 畜産 Apr,86 Mar,95
21 適性農業機械技術開発センター計画 農業 Apr,87 Jul,93
22 作物保護強化計画（フェーズ２） 農業 Apr,87 Mar,92
23 ボゴール農科大学大学院計画 農業 研究 Apr,88 Mar,93
24 ボゴール農科大学大学院計画（A/C） 農業 研究 Apr,88 Mar,93
25 農業開発リモートセンシング（フェーズ２） 農業 Jun,88 Jun,94
26 南東スラウェシ州農業農村総合開発計画 農業 村落 Jul,88 Jul,93
27 エビ養殖計画 水産 Oct,88 Oct,93
28 種子馬鈴薯増殖・研修計画 農業 Oct,92 Sep,97
29 多種類種苗生産技術開発計画 水産 Apr,94 Apr,99
30 灌漑排水技術改善計画 灌漑 Jun,94 Jun,99
31 農水産業統計技術改善計画 農業 統計 Oct,94 Sep,98
32 大豆種子増殖・研修計画（F/U） 農業 Jul,96 Jun,01
33 農業研究強化計画（A/C） 農業 研究 Dec,96 Dec,98
34 酪農技術改善計画 畜産 Mar,97 Mar,02
35 適性農業機械技術開発センター計画（A/C） 農業 Apr,97 Mar,99
36 農水産業統計技術改善計画（F/U） 農業 統計 Oct,98 Sep,01
37 優良馬鈴薯増殖システム整備計画 農業 Oct,98 Sep,03
38 多種類種苗生産技術開発計画（F/U） 水産 Apr,99 Mar,01
39 灌漑排水技術改善計画（F/U） 灌漑 Jun,99 Jun,01
40 農業普及・研修システム改善計画 農業 Sep,99 Mar,02
41 家畜人工授精センター強化計画（A/C） 畜産 Jul,00 Jul,02
42 南東スラウェシ州農業農村総合開発計画（A/C） 農業 村落 Oct,00 Mar,02
43 淡水養殖振興計画 水産 Aug,00 Aug,05
44 スラウェシ貧困対策支援村落開発計画 村落 Mar,97 Feb,02
45 農業経営改善のための農業普及員訓練計画 農業 Jan,04 Jan,07
46 水利組合強化計画 灌漑 Apr,04 Apr,07
47 地域資源利用型酪農適正技術普及プロジェクト 畜産 Jul,04 Jun,07
48 持続的海面養殖技術普及プロジェクト 水産 Feb,05 Feb,08
49 食料安全保障政策立案・実施支援プロジェクト 農業 Mar,05 Mar,08
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無償資金協力 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05
食料援助 12件 （億円） 259.09
食料増産援助 26件 （億円） 440.50
一般無償：ENベース 37件 （億円） 348.59

1 漁業訓練船・漁業訓練センター 水産 73年度 4.20
2 漁業訓練船・漁業訓練機材 水産 75年度 6.00
3 中央農業研究所 農業 75年度 1.03
4 養蚕センター桑園の潅漑施設 農業 76年度 1.00
5 ランポン州農業普及強化のための地方普及センター 農業 76年度 1.20
6 家畜衛生研究センター建設計画 畜産 77年度 6.00
7 漁業調査船 水産 78年度 6.00
8 潅漑排水施行技術センター 灌漑 80年度 15.00
9 中堅農業技術者訓練センター 農業 80年度 4.00

10 末端潅漑施設 灌漑 81年度 7.60
11 動物医薬品検査所設立計画 畜産 83年度 9.60
12 ボゴール農科大学研究機材 農業 83年度 0.50
13 ボゴール農科大学拡充計画 農業 84年度 23.40
14 稲病害虫発生予察防除計画 農業 84年度 4.45
15 適正農業機械技術開発センター建設計画 農業 85年度 17.49
16 稲病害虫発生予察防除計画（一期） 農業 85年度 20.61
17 稲病害虫発生予察防除計画 農業 86年度 12.30
18 稲病害虫発生予察防除計画 農業 87年度 19.78
19 パラウジャ作物生産基礎的研究強化施設整備計画 農業 87年度 3.87
20 米穀処理技術改善計画 農業 88年度 8.45
21 プメリ川下流農業開発機材整備計画 灌漑 88年度 3.89
22 家畜衛生・生産改善機材整備計画 畜産 89年度 5.44
23 優良種馬鈴薯増産配布パイロット計画 農業 90年度 9.41
24 農業開発リモートセンシング拡充計画 農業 91年度 4.25
25 ソロ河下流ポンプ場（1/2） 灌漑 91年度 4.58
26 ソロ河下流ポンプ場（2/2） 灌漑 92年度 3.28
27 東ヌサテンガラ地域貯水池開発計画（1/2） 灌漑 94年度 14.18
28 東ヌサテンガラ地域貯水池開発計画（2/2-1） 灌漑 95年度 0.46
29 大豆優良種子増殖・配布計画 農業 95年度 9.80
30 東ヌサテンガラ地域貯水池開発計画（2/2-2） 灌漑 96年度 14.34
31 東部地域潅漑機材整備計画（1/2） 灌漑 96年度 8.77
32 ボゴール農科大学機材供与 農業 96年度 0.44
33 東部地域潅漑機材整備計画（2/2） 灌漑 97年度 4.66
34 潅漑機材整備計画 灌漑 97年度 7.67
35 緊急無償政府米貸付に伴う海上輸送費等支援 食料 98年度 73.36
36 東部地域潅漑施設整備計画 灌漑 99年度 5.26
37 スマラン漁業訓練拡充計画 水産 00年度 6.32

開発調査 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05
1 ウンプ・ブングバン地区農業開発計画調査 灌漑 72 73
2 ワイラレム・アブン地区灌漑計画調査 灌漑 73 76
3 ウオノギリダム潅漑および河川改修計画 灌漑 Jan,75 Sep,76
4 リアムカナン潅漑計画 灌漑 Jul,78 Mar,79
5 ランケメ潅漑開発計画 灌漑 Jul,80 Mar,81
6 米穀収穫語処理法改善計画 農業 Aug,81 Nov,82
7 コメリン川上流農業開発計画 灌漑 Sep,79 Mar,82
8 稲病虫害発生予察防除計画 農業 Jan,82 Mar,82
9 稲種子生産・配布計画 農業 Jan,82 Dec,82

10 ビラ潅漑開発計画 灌漑 Jun,81 Jun,82
11 サンレゴ潅漑開発 灌漑 May,82 Mar,83
12 K-C-C地区潅漑開発計画（北バンテン灌漑開発計画） 灌漑 Jul,82 Jun,83
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開発調査 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05
13 ネガラ河下流域写真図作成 灌漑 Jul,83 Jul,86
14 主用食用作物生産振興計画 農業 Jul,87 Sep,87
15 バタンクム農業開発計画 灌漑 Jun,85 Mar,86
16 ネガラ河下流域潅漑開発計画 灌漑 Mar,88 Jul,89
17 収穫後処理および流通改善計画 農業 Jan,88 Jan,89
18 アサハン下流域開発計画 灌漑 Jun,89 Jun,90
19 アイルスラガン潅漑開発計画 灌漑 Aug,89 Nov,90
20 ニアス島潅漑農業開発計画 灌漑 Aug,90 Aug,91
21 小規模潅漑施設整備計画 灌漑 Feb,91 Sep,92
22 ローカン川流域潅漑開発計画 灌漑 Jan,91 Aug,92
23 全国潅漑開発プログラム形成計画調査 灌漑 Apr,92 Nov,93
24 沿岸資源管理強化計画 水産 Sep,92 Mar,94
25 ヌサテンガラ地域小規模溜池農村開発計画 灌漑 Jan,94 Jun,95
26 ギリラン潅漑計画 灌漑 Feb,94 Mar,95
27 アンブレラ協力計画調査 農業 Feb,96 Jun,96
28 熱帯果樹品質向上計画 農業 Jul,97 Jun,98
29 村落協同組合活性化推進計画 村落 Feb,96 Feb,99
30 ハイランド地域農業開発計画調査 村落 Jul,98 Jun,00
31 水利組合移管促進計画調査 灌漑 Feb,00 Nov,01
32 東部インドネシア地域沿岸漁村振興開発計画調査 水産 Mar,01 Oct,02
33 農水産業セクタープログラム開発計画調査 全体 May,02 Jun,05
34 かんがい施設リハビリ計画調査 灌漑 Feb,03 Mar,04
35 農産物市場制度及び流通情報システム改善計画調査（在外基礎調査） 農業 Mar,04 Oct,04
36 農家所得の向上調査：農産加工および農村金融 農業 Jul,05 Aug,06

有償資金協力（ENベース,      はLA締結） EN LA 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05
1 ブランタスデルタ潅漑復旧事業 灌漑 FY1970 Dec,70 3.26
2 北スマトラ等まぐろ漁業基地整備 水産 FY1970 May,72 4.05
3 ワイジェパラ農業潅漑 灌漑 FY1971 Mar,73 6.69
4 ブランタス河扇状帯潅漑（II） 灌漑 FY1971 Sep,71 1.42
5 北スマトラ等まぐろ漁業基地整備（II） 水産 FY1972 Aug,72 7.82
6 カリスラバヤ潅漑 灌漑 FY1973 Sep,74 13.99
7 バリ島まぐろ漁業基地整備 水産 FY1972 Aug,74 5.97
8 ボネ砂糖工場 加工 他 FY1973 Dec,73 11.13
9 北スマトラ等まぐろ漁業基地整備（III） 水産 FY1973 Dec,73 10.44

10 カリスラバヤ潅漑（II） 灌漑 - Jul,76 26.81
11 ワイウンプ・プングブアン潅漑 灌漑 FY1974 Dec,74 3.75
12 ワイウンプ・プングブアン潅漑（II） 灌漑 - Jul,76 19.48
13 ワイラレム潅漑（ES） 灌漑 FY1976 Mar,77 3.22
14 ウオノギリ潅漑河川改修（ES） 灌漑 FY1976 Mar,77 5.13
15 ジャカルタ魚市場・漁港（ES） 水産 FY1977 Nov,77 2.24
16 ウオノギリ潅漑 灌漑 FY1977 Feb,79 98.00
17 食料援助 他 FY1977 Nov,77 60.00
18 ジャカルタ漁港 水産 FY1978 Mar,79 44.30
19 ワイラレム潅漑 灌漑 FY1978 Mar,79 73.65
20 ウイダス潅漑 灌漑 FY1978 Mar,79 18.33
21 パサル・イカン港（ジャカルタ漁港魚市場II） 水産 FY1979 Jun,80 36.22
22 ワイラレム潅漑（II） 灌漑 FY1979 May,80 102.45
23 リアムカナン潅漑（E/S） 灌漑 FY1979 Mar,80 4.50
24 ウラール河改修・潅漑 灌漑 FY1980 May,81 81.40
25 ランケメ潅漑（E/S） 灌漑 FY1981 Apr,82 3.20
26 クルン・アチェ潅漑（E/S） 灌漑 FY1981 Apr,82 3.80
27 コメリン上流潅漑（E/S） 灌漑 FY1982 Sep,83 11.80
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有償資金協力（ENベース,      はLA締結） EN LA 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05
28 米穀収穫改善（農業機械拡充事業） 農業 FY1982 Mar,84 58.00
29 リアムカナン潅漑 灌漑 FY1983 Jun,84 86.36
30 ビラ潅漑（E/S） 灌漑 FY1983 Jun,84 5.50
31 稲種子生産・配布 農業 FY1984 Feb,85 30.00
32 ジャカルタ漁港および水産物市場開発計画（III、コールドチェーン、ES） 水産 FY1984 Mar,85 3.72
33 ランケメ潅漑（E/S） 灌漑 FY1985 Dec,85 69.51
34 ワイウンプ・プングブアン潅漑リハビリ 灌漑 FY1986 Jan,87 13.92
35 ワイラレム潅漑計画（III） 灌漑 FY1987 Dec,87 30.27
36 ワイパジェパラ潅漑修復事業 灌漑 FY1988 Jul,88 10.82
37 パマラヤン-チュウジュン潅漑施設修復事業 灌漑 FY1988 Oct,88 56.67
38 民間農園信用計画（ADJFカテゴリーB） 農業 他 FY1989 Nov,89 169.55
39 小規模潅漑管理計画 灌漑 FY1989 Dec,89 18.96
40 潅漑洪水防御修復事業 灌漑 FY1989 Dec,89 215.18
41 ボゴール農科大学拡充計画 農業 FY1989 Dec,89 69.46
42 アチェ潅漑事業計画 灌漑 FY1990 Dec,90 63.33
43 ビラ潅漑事業計画（I） 灌漑 FY1990 Dec,90 64.60
44 ワイチュルップ潅漑事業計画 灌漑 FY1991 Sep,91 14.22
45 ワイラレム潅漑事業計画（IV） 灌漑 FY1991 Sep,91 16.23
46 ビラ潅漑事業計画（II） 灌漑 FY1992 Oct,92 37.88
47 ワイスカンポン潅漑事業 灌漑 FY1992 Oct,92 76.53
48 南スマトラ沼沢地整備事業 灌漑 FY1992 Oct,92 55.77
49 ジャカルタ漁港・魚市場整備事業 水産 FY1993 Nov,93 40.09
50 農業開発事業 農業 FY1993 Nov,93 67.18
51 バタンハリ潅漑事業（E/S） 灌漑 FY1993 Nov,93 6.76
52 小規模潅漑管理事業（II） 灌漑 FY1994 Nov,94 81.35
53 ワイスカンポン潅漑事業（II） 灌漑 FY1994 Nov,94 162.10
54 ボゴール農科大学拡充計画（II） 農業 FY1994 Nov,94 77.16
55 コメリン潅漑事業（II-1） 灌漑 FY1995 Dec,95 65.44
56 農業開発事業（II） 農業 FY1995 Dec,95 40.65
57 ビトゥン漁港建設事業（ES） 水産 FY1995 Dec,95 1.94
58 水資源開発セクターローン 灌漑 FY1996 Dec,96 117.97
59 園芸作物開発事業 農業 FY1996 Dec,96 77.69
60 バタンハリ潅漑事業 灌漑 FY1996 Dec,96 60.50
61 ビリビリ潅漑事業 灌漑 FY1996 Dec,96 54.72
62 バタンクム潅漑事業（ES） 灌漑 FY1996 Dec,96 3.74
63 ワイスカンポン潅漑事業（III） 灌漑 FY1997 Jan,98 92.16
64 小規模潅漑管理事業（III） 灌漑 FY1997 Jan,98 167.01
65 ギリラン潅漑事業（E/S） 灌漑 FY1997 Jan,98 6.17
66 セクタープログラムローン（第１次農林水産分野） 他 FY1998 Oct,98 500.00
67 セクタープログラムローン（第２次：運輸、保険、医療、農林水産分野） 農業 他 FY1998 Dec,98 1,000.00
68 バタンハリ潅漑事業（II） 灌漑 FY2000 Jul,01 76.39
69 水資源開発セクターローン（II） 灌漑 FY2000 Jul,01 186.76
70 小規模潅漑管理事業（IV） 灌漑 FY2002 Mar,02 270.04
71 リハビリ・維持管理改善計画（水資源セクター） 灌漑 FY2002 Mar,02 146.96
72 ジャカルタ漁港リハビリ事業 水産 FY2003 Mar,04 34.37
73 コメリン潅漑事業（II-2） 灌漑 FY2004 Mar,05 137.90
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関係機関の組織図 
（2004 年 6~9 月時点） 

 

付属資料 6－1 国家開発企画庁（BAPPENAS） 
National Development Planning Agency 

 6－2 国家官房（SEKNEG） 
State Secretariat 

 6－2－1 国家官房技術協力局 
Bureau of Technical Cooperation, State Secretariat 

 6－3 財務省 
Ministry of Finance 

 6－4 農業省 
Ministry of Agriculture 

 6－4－1 大臣官房 
Secretariat General, Ministry of Agriculture 

 6－4－2 食糧安全保障庁 
Agency for Food Security, Ministry of Agriculture 

 6－4－3 畜産開発総局 
Directorate General of Livestock Production Development, 
Ministry of Agriculture 

 6－4－4 農業施設開発総局 
Directorate General of Agricultural Facilities Development, 
Ministry of Agriculture 

 6－4－5 食用作物生産開発総局 
Directorate General of Food Crops Production Development, 
Ministry of Agriculture 

 6－4－6 園芸生産開発総局 
Directorate General of Horticulture Production Development, 
Ministry of Agriculture 

 6－4－7 エステート作物生産開発総局 
Directorate General of Estate Crops Production Development, 
Ministry of Agriculture  



 6－4－8 農産物加工流通開発総局 
Directorate General of Agricultural Products Processing and 
Marketing Development, Ministry of Agriculture  

 6－4－9 農業研究開発庁 
Agency for Agricultural Research and Development, Ministry 
of Agriculture 

 6－4－10 農業人材開発庁 
Agency for Agricultural Human Resources Development, 
Ministry of Agriculture 

 6－4－11 農業検疫庁 
Agency for Agricultural Quarantine, Ministry of Agriculture 

 6－5 海洋水産省 
Ministry of Marine Affairs and Fisheries 

 6－6 居住地域インフラ省* 
Ministry of Settlement and Regional Inrfastructure 

 6－6－1 水資源総局 
Directorate General of Water Resources, Ministry of 
Settlement and Regional Infrastructure 

 6－7 協同組合・中小企業担当国務大臣府 
State Ministry of Cooperative and Small & Medium 
Enterprises 

 6－8 商業工業省** 
Ministry of Industry and Trade 

 6－9 内務省 
Ministry of Home Affairs 

 6－10 女性エンパワーメント担当国務大臣府 
State Ministry of Women Empowerment 

 
*: 居住地域インフラ省は公共事業省と名称が変更になった。本組織図は、居住

地域インフラ省時の組織。 
**:商工業省は商業省と工業省に分割された。本組織図は、商工業省時の組織。 
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6－1　BAPPENAS

June 2004Struktur Organisasi
Badan Perencanaan Pembangunan Nasional (BAPPENAS)

Organization Structure
National Development Planning Agency

Inspector for
General Administration Affairs

Inspektorat Bidang
Administrasi Umum

Drs. Bagus Rumbogo, Ak

Inspector for
Institution Performance Affairs

Inspektorat Bidang
 Kinerja Kelembagaan

Drs. Setia budi, MA

Secretary of the Minister for
National Development Planning /
Secretary General of BAPPENAS

Sekretaris Menteri PPN/Sekretaris Utama
BAPPENAS

Dr. Ir. Koensatwanto Inpasihardjo

Bureau of
General Affairs

 Biro Umum

Drs. Supadi, MSM

Bureau of
 Officials and Legal Affairs

 Biro
Kepegawaian dan Hukum

Drs. Sutrisno Djaja

Bureau of
Public Relations, Conferences,

and  Administration
 Biro Humas, Persidangan

 dan Administrasi Pimpinan

Drs. Dwi Wahyu Atmaji, MPA

Bureau of
Planning and Managerial

Organization
Biro Perencanaan dan

Organisasi Tatalaksana

Ir. Dida Heryafi Salya, MA

Center for
Guidance, Training and
Education of  Planning

 Pusat Pembinaan,
 Diklat Perencanaan

Dr. Ir. Dedy Supriadi Priatna, MSc

Minister / Chairman of Bappenas

Menteri / Kepala  Bappenas

Kwik Kian Gie

Inspectorate General

Inspektorat Utama

Ir. Syahrial Loetan, MCP

Deputy for
Human Resources and Cultural Affairs

Deputi Bidang Sumber
Daya Manusia dan Kebudayaan

Dra. Leila Retna Komala, MA

Director of
Public Health and Nutrition

Direktur Kesehatan dan
Gizi Masyarakat

Drs. Arum Atmawikarta, SKM, MPH

Director of
Religion and Education

Direktur Agama dan Pendidikan

Drs. Nina Sarjunani, MA

Director of
Population, Community, &

Woman Empowerment
Direktur Kependudukan, Kemasya-

rakatan & Pemberdayaan Perempuan
Dr. Yuhandarwati, MA

Director of
Culture and Science & Technology

Direktur
 Kebudayaan dan Iptek

Ir. Slamet Sudarsono, MPT

Deputy for
Regional Autonomy and Regional Development

Affairs
Deputi Bidang Otonomi Daerah

dan Pengembangan Regional
 Ir.Tatag Wiranto, MURP

Director of
Regional Autonomy Development

Direktur Pengembangan
Otonomi Daerah

Ir. Max H. Pohan, CES, MA

Director of
Spatial Planning and Land Affairs

Direktur Tata
Ruang dan Pertanahan
Dr. Ir. Sudjana Royat

Director of Inter-Sector and Regional
Development Coorperation

Direktur Kerjasama Pembangunan
Sektoral dan Daerah

Ir. Arifin Rudiyanto, M.Sc.

Director of Regional
Development  and Transmigration

Direktur Pengembangan
Wilayah dan Transmigrasi

Dr. Ir. Imron Bulkin

Director of Special Regions & Backward
Region Development

Direktur Pengembangan Kawasan
Tertinggal dan Khusus

Dr. Ir. Herry Darwanto, MSc

Director of
Urban and Rural Affairs

Direktur Perkotaan dan Perdesaan

Dr. Ir. Peni L. Kusumastuti, MSc

Deputy for
Development Financing Affairs

Deputi Bidang Pendanaan Pembangunan

Dr. Ir. Prasetijono Widjojo MJ, MA
(Task Implementing Officer)

Directorate of Analysis and  Formulation of
Development Funding

Direktorat
Analisis dan Formulasi Pendanaan

Dr. Slamet Seno Adji, MA

Directorate of System and Procedure
for Development Funding

Direktorat Sistem  dan
 Prosedur Pendanaan Pembangunan

Directorate of
Monitoring and  Evaluation of Funding

Direktorat
Pemantauan dan Evaluasi Pendanaan

Ir. Agus Rahardjo, MSM

Directorate of
Development Funding Administration

Direktorat
Administrasi Pelaksanaan Pembangunan

Drs. Anwar Sodiq Santoso, MSi

Directorate of
Bilateral Foreign Funding

Direktorat
Pendanaan Luar Negeri Bilateral

Dr. Ir. Ceppie Kurniadi Sumadilaga, MA

Directorate of
Multilateral Foreign Funding

Direktorat
 Pendanaan Luar Negeri Multilateral

Mr. Delti Simatupang

Deputy for
Facilities and Infrastructure Affairs

Deputi Bidang Sarana dan Prasarana

Dr. Ir. E Suyono Dikun

Director of
Water Resources and Irrigation

Direktur Pengairan dan Irigasi

Dr. Ir. Basuki Yusuf Iskandar, MSc

Director of Transportation

Direktur Transportasi

Ir. Ferrerius Sugiono, MSc

Director of Human Settlement and
Housing

Direktur Pemukiman dan Perumahan

Ir. Basah Hernowo, MA

Director of Energy,
Telecomunication and Information
Direktur Energy, Telekomunikasi

 dan Informasi

Ir. Gumilang Hardjakusuma, MSc

Director of Public Institution and
Institutional Development
Direktur Pengembangan

Kelembagaan dan Prasarana Publik

Drs. Daroedono, MA

Deputy for
Natural Resources and
 Environment Affairs

Deputi Bidang Sumber Daya Alam
dan Lingkungan Hidup

Dr. Ir. Deddy M. Masykur Riyadi

Director of
Food and Agriculture

Direktur Pangan dan Pertanian

Dr. Ir. Rr. Endah Murniningtyas MSc

Director of Forestry and Water
Resources Conservation
Direktur Kehutanan dan

Konservasi Sumber Daya Air

Dr. Ir. Edi Efendi Tedjakusuma, MA

Director of
Maritime and Fisheries

Direktur Kelautan dan Perikanan

Ir. Wahyningsih Darajati, MSc

Director of Mineral
Resources and Mining

Direktur Sumber Daya
Mineral dan Pertambangan

Ir. Bemby Uripto, MSc

Director of Natural Resources
 Management and Environment

Direktur Pengendalian Sumber
 Daya Alam dan Lingkungan Hidup

Dr. Ir. Agus Prabowo Ir. Benedictus Benny Setiawan, MSc

Center for
Data and Planning Information

 Pusat Data dan
Informasi Perencanaan

Ir. Agung Hardjono, MSEM, MSIS

Deputy for
Political, Defence and Security Affairs

Deputi Bidang Politik,
 Pertahanan dan Keamanan

Mayjen TNI I Dewa Putu Rai, SIP

Director of
Legal and Human Right

Direktur Hukum dan HAM

Diani Sadiawati, SH, LLM

Director of
Defence and Security

Direktur Pertahanan dan Keamanan

Director of
Politic, Communication and Information

Direktur Politik,
Komunikasi dan Informasi

Ir. Rizky Ferianto, MA

Director of
State Apparatus

Direktur Aparatur Negara

Dr. Ir. Bima Haria Wibisana, MSc

Drs. Freddy Herman Tulung, MUA

Deputy for
Macro Economic Affairs

Deputi Bidang Ekonomi Makro

Dr. Soekarno W.

Director of
Macro Planning Development
Direktur Perencanaan Makro

Ir. Bambang Prijambodo, MA

Director of
State Finance and Monetary Analysis

Direktur Keuangan Negara dan
Analisa Moneter

Director of
Balance of Payment and International

Economic Cooperation
Direktur Neraca Pembayaran dan Kerjasama

Ekonomi International

Ir. Wismana Adi Suryabrata, MIA

Director of
Manpower and Economic Analysis

Direktur Ketenagakerjaan dan
Analisa Ekonomi

Dr. Ir. Bambang Widianto, MA

Dr. Ir. Lukita Dinarsyah Tuwo, MA

Director of
Industry, Trade, and Tourism

Direktur Industri,
Perdagangan dan Pariwisata

Dr. Ir. Luky Eko Wuryanto, MSc

Director of
Small and Medium Enterprises (SME) and

Cooperatives Empowerment
Direktur Pemberdayaan UKM dan Koperasi

Ir. Eiko Whismulyadi, MA



Organization Chart of State Secretariat
Struktur Organisasi Sekretariat Negara (SEKNEG)

State Secretariat
Sekretariat Negara

Bambang Kesowo, SH, LLM

Drs. Soedibyo Darnosutanto
Dina Jani Setiawati

                    - Suradnyana G. Puri, SH
                    - Wahid Salim

Staf Ahli Sekretariat Negara            -

Biro

Advisor to the State Secretariat :       -

Kerjasama Tehnik Luar Negeri
Drs. Rizal Basri Drs. Sukma Irawan

Biro Biro

Bureau for

Suroto Adi

Bureau for
Budgeting-II

Bureau for
Informatics Supporting

Biro
Dukungan Informatika

Drs. Sahat Patar Simatupang, M.Si
Anggaran-II

Kajian Internasional
Sumarsono

Regional Legislative Relation
Biro

International Review Organization and Personnel
Biro

Bureau for
Planning and Evaluation

Hubungan Organisasi Kemasyarakatan
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Perencanaan dan Evaluasi

A. Husen Adiwisastra, SH, LLM

Bureau for 
State Highest (MPR) &  High (DPR) Institutional Relation

Hubungan Lembaga Tertinggi & Tinggi Negara

Darisyadi

Biro

Bureau for

Drs. Taufik Sukasah

Bureau for Bureau for

Kajian Dalam Negeri
Djadju Natsir

Bureau for

Biro

Deputy of
Institution & Community Relation

Deputi Bidang
Hubungan Kelembagaan Kemasyarakatan

Drs. Lagiman, M.Si.

Community Organization Relation
Biro

Deputi Bidang
Dukungan Kebijakan

Biro

Bureau for

Sumarwoto, SH, MPA

Law

National Review

Baharuddin Mamasta
Hukum

Biro

Deputi Bidang
Sumberdaya Pemberdayaan

Deputi Bidang
Administrasi

Pemberdayaan Aset
Zulfian Lubis, SH

Bureau for
Technical Cooperation

Umum

Bambang Prayitno

Bureau for
Assets Empowerment

Bureau for

Deputy of
Policy Supporting

Deputy of
Administration

Deputy of
Resources Empowerment

Biro
Text and Translation Administration Non-Government-Organization (NGO) Relation

Biro Biro

Suripto, SH
Naskah dan Terjemahan Tata Usaha Hubungan Lembaga Swadaya Masyarakat (LSM)

H.M. Fakir Sugiri, SH

Bureau for Bureau for

Rildo Ananda Anwar, SH

Bureau for
General Affairs

Biro

Budgeting-I
Biro

Anggaran-I

Biro

Dra. Uum Rumnasih
Organisasi dan Kepegawaian

Cecep Sutiawan
Hubungan Legislatif Daerah

Drs. Sulistyo

Bureau for
Politic Organization Relation

Biro
Hubungan Organisasi Politik

Hasudungan Simatupang

Bureau for



Organization Chart of Bureau of Foreign Technical Cooperation 
State Secretariat 
Struktur Organisasi Biro Kerjasama Tehnik Luar Negeri August 2004
Sekretariat Negara (SEKNEG) Bureau of

Technical Cooperation
Biro

Kerjasama Tehnik Luar Negeri
Rizal Basri

Sub-Section Chief of Sub-Section Chief of Sub-Section Chief of Sub-Section Chief of Sub-Section Chief of
Abroad Duty Trip Europe-America Project United Nations Project Developed Country Project Private Boards Project

Kepala Sub-Bagian Kepala Sub-Bagian Kepala Sub-Bagian Kepala Sub-Bagian Kepala Sub-Bagian
Perjalanan Dinas Luar Negeri Proyek Eropa-Amerika Proyek Persatuan Bangsa-Bangsa Proyek Negara Berkembang Proyek Badan-badan Swasta

Harjono Selvia Betty Manurung Arwan Samidi Naniek Purwanti

Sub-Section Chief of Sub-Section Chief of Sub-Section Chief of Sub-Section Chief of Sub-Section Chief of
Technical Cooperation Facility Asean-Pacific Project Regional Program Indonesia Developed Country Technical Cooperation Program Culture Cooperation

Kepala Sub-Bagian Kepala Sub-Bagian Kepala Sub-Bagian Kepala Sub-Bagian Kepala Sub-Bagian
Fasilitas Kerjasama Tehnik Proyek Asia-Pasifik Program Regional Program Kerjasama Tehnik Negara Berkembang Indonesia Kerjasama Kebudayaan

Rika Kiswardani Abdul Muis (not yet decided) Fahrul Rozi Djohar Arifin

Sub-Section Chief of Sub-Section Chief of Sub-Section Chief of Sub-Section Chief of Sub-Section Chief of
Administration Bilateral Scholarship Multilateral Scholarship Developed Country Organization Private Boards Culture Scholarship

Kepala Sub-Bagian Kepala Sub-Bagian Kepala Sub-Bagian Kepala Sub-Bagian Kepala Sub-Bagian
Tata Usaha Bea Siswa Bilateral Bea Siswa Multilateral Organisasi Negara Berkembang Bea Siswa Kebudayaan Badan-Badan Swasta

Haerul Mukmin Netty Trenggonowati Bayu Sukarno Putra Sri Wayu Utami Rei Widiastuti

Sub-Section Chief of
Developed Country Scholarship

Kepala Sub-Bagian
Bea Siswa Negara Berkembang

Indun Sridadi

Head of
Culture Cooperation & Foreign Private Boards

Kepala Bagian

Head of
General Affairs
Kepala Bagian

Head of
Multilateral Cooperation

Kepala Bagian
Technical Cooperation Among Developed Country

Kepala Bagian
Kerjasama Tehnik Antar Negara Berkembang

Chief of
Bilateral Cooperation

Kepala Bagian
Kerjasama Bilateral
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Kerjasama Kebudayaan & Badan2 Swasta Luar Negeri
WidarmarayaS. Hartadi Kiagus Usman Sapta Murdi Suprapto

Kerjasama MultilateralUmum

Head of



Secretariat General
Sekretariat Jenderal

Dr. Agus Haryanto, SH, MA

 Bureau of Planning & Financial Bureau of Foreign Cooperation Bureau of Human Resources Secretary of Inspectorate General Inspectorate Section I Inspectorate Section II
Biro Perencanaan & Keuangan Biro Kerjasama Luar Negeri Biro Kepegawaian Sekretariat Inspektorat Jenderal Inspektorat Bidang I Inspektorat Bidang II

Drs. Abdul Kadir Soemarsono, MA Drs. Marwanto, MA Drs. Juni Hastoto, MA Drs. Hari Utomo, MBA Ir. Chaizi Nasucha, M.PKN Drs. Oni Syahroni Priatna, M.Sc.

Bureau of General Affairs Bureau of Logistics Bureau of Organization & Management Inspectorate Section III Inspectorate Section IV Inspectorate Section V
Biro Umum Biro Perlengkapan Biro Organisasi & Ketatalaksanaan Inspektorat Bidang III Inspektorat Bidang IV Inspektorat Bidang V

Mustafa bin Husien, SH, MM Drs. R. Moch. Atlap Noor Syamsoe Dra. Retno R.A. Siregar Drs. Firman Siregar, MA Bambang Heryanto, SE, Ak. Drs. Djukardi Kartaprawira

Bureau of Law & Public Relations Agency of  Tax Dispute Settlement Inspectorate Section VI Inspectorate Section VII
Biro Hukum & Hubungan Masyarakat Badan Penyelesaian Sengketa Pajak Inspektorat Bidang VI Inspektorat Bidang VI

Dr. Maurin Sitorus, SH Achmad Suhari, SH, M.Sc. Drs. Khrisna Pandji, MBA Hadi Rudjito, SH

Secretariat of Tax Jurisdiction Center of State Obligation Management
Sekretariat Pengadilan Pajak Pusat Manajemen Obligasi Negara

Drs. Jannes Hutapea Dr. Ahmad Fuad Rahmany

Secretariat of Directorate General Secretariat of Directorate General Secretariat of Directorate General Secretariat of Directorate General Secretariat of Directorate General
Sekretariat Direktorat Jenderal Sekretariat Direktorat Jenderal Sekretariat Direktorat Jenderal Sekretariat Direktorat Jenderal Secretariat of Directorate General Sekretariat Direktorat Jenderal

Drs. Dharma Bakti, MA Drs. Mochammad Subakir Drs. Thomas Sugiyata, MM Drs. Mulabasa Hutabarat, MA Sekretariat Direktorat Jenderal Drs. Indra J. Rivai
Djoko Hidayanto, SE, MM

Directorate of Budget Guidance I Directorate of Tax Planning and Potency Directorate of Acceptance and Customs Regulation Directorate of Bank Affairs & Funding Services Directorate of Banking State Credit
Direktorat Pembinaan Anggaran I Direktorat Perencanaan dan Potensi Perpajakan Direktorat Penerimaan dan Peraturan Direktorat Perbankan & Usaha Jasa Pembiayaan Directorate of Regional Income Direktorat Piutang Negara Perbankan
Drs. Bambang Jasminto, M.Sc. Drs. Djoko Slamet Surjoputro, MA Kepabeanan dan Cukai Drs. Praptardjo Adhiparyono Fadjari, MA Direktorat Pendapatan Daerah Soepomo, SH, LLM

Drs. Sjahrir Djamaluddin Tjip Ismail, SH, MM
Directorate of Budget Guidance II Directorate of Tax Regulation Directorate of Insurance Directorate of Non Banking State Credit

Direktorat Pembinaan Anggaran II Direktorat Peraturan Perpajakan Directorate of Customs Affairs Technique Direktorat Asuransi Directorate of Counterbalance Fund Direktorat Piutang Negara Non Perbankan
Drs. Washington H. Sinaga Drs. Surjotamtomo Soedirdjo, MA Direktorat Teknis Kepabeanan Drs. Firdaus Djaelani, MA Direktorat Dana Perimbangan Yati Soerati Soendjaja, SH

Drs. Ibrahim A.Karim Drs. Kadjatmiko, M.Soc.Sc.
Directorate of State Wealthy Guidance Directorate of Income Tax Directorate of Retirement Fund Directorate of State Auction

Direktorat Pembinaan Kekayaan Negara Direktorat Pajak Penghasilan Directorate of Customs Affairs Facility Direktorat Dana Pensiun Directorate of Regional Funding & Loan Direktorat Lelang Negara
Drs. R. Harjoto Hardjianto, MM Dr. Sumihar Petrus Tambunan Direktorat Fasilitas Kepabeanan Indomen Saragih, MA Direktorat Pembiayaan & Pinjaman Daerah Drs. Ir. Bakri Oni A. Handoko, MM

Drs. Kamil Sjoeib, MA Arlen T. Pakpahan, SE, M.Soc.Sc.
Directorate of State Treasury Directorate of Land and Building Tax and Directorate of Loan Continuity Management Directorate of Information and Law

Direktorat Perbendaharaan & Kas Negara Rights Obtaining Duty on the Land and Building Directorate of Duty Direktorat Pengelolaan Penerusan Pinjaman Directorate of Regional Funding Evaluation and Direktorat Informasi dan Hukum
Arsyad Soekendro, SH Direktorat Pajak Bumi dan Bangunan dan Direktorat Cukai Teguh Wiyono, SH, MBA Financial Information  Sutardjo, SH, M.Sc.

Bea Perolehan Hak Atas Tanah dan Bangunan Drs. Erlangga Mantik, MA Direktorat Evaluasi Pembiayaan dan
Directorate of Foreign Fund Suharno, SH, MPM Directorate of Oil & Non-Tax Acceptance Informasi Keuangan Daerah Regional Office I ~ IX (Medan ~ Manado)

Direktorat Dana Luar Negeri Directorate of Prevention and Investigation Direktorat Penerimaan Minyak & Bukan Pajak Drs. Adriansyah Kantor Wilayah I ~ IX (Medan - Manado)
Drs. Edi Karsanto, MA Directorate of Tax Investigation and Creditor Direktorat Pencegahan dan Penyidikan Dr. Ir. Sahala Lumban Gaol, MBA

Direktorat Pemeriksaan, Penyidikan Drs. Sofjan Permana
Directorate of Budget Information & Evaluation dan Penagihan Pajak Directorate of Accountant and

Direktorat Informasi & Evaluasi Anggaran Dr. Gunadi Directorate of Verification and Audit Appraiser Services Guidance
R. Soedji Darmomo, SH Direktorat Verifikasi dan Audit Direktorat Pembinaan Akuntan & Jasa Penilai

Directorate of Tax Affairs Elucidation Drs. Jokowiyono, MA Drs. Mirza Mochtar, MBA
Regional Office I ~ XXX (Banda Aceh ~ Papua) Direktorat Penyuluhan Perpajakan
Kantor Wilayah I - XXX (Banda Aceh ~ Papua) Drs. Jupri Bandang, Ak., MM Directorate of International Customs Affairs

Direktorat Kepabeanan Internasional
Directorate of Tax Affairs Information Drs. Irwan Ridwan

Direktorat Informasi Perpajakan
Drs. Ken Dwijugiasteadi, M.Sc. Directorate of Customs Information

Direktorat Informasi Kepabeanan dan Cukai
Analyst on Tax Drs. Jody Koesmendro

Tenaga Pengkaji Bidang Perpajakan
(3 persons) Center of Communication Means of Tax and Excise

Pusat Sarana Perhubungan Bea dan Cukai
Regional Office I ~ IX Not decided yet

(Medan ~ Office for Large-Scale Tax Obligatory)
KanWil. I ~ IX (Medan ~ Kantor Wajib Pajak Besar) Center of Data & Info. Processing for Tax & Excise

Pusat Pengolahan Data dan Informasi Bea & Cukai
Not decided yet

Regional Office I ~ XIII (Medan ~ Banda Aceh)
Kantor Wilayah I ~ XIII (Medan ~ Banda Aceh)

Secretariat of Agency Secretariat of Agency Secretariat of Agency Secretariat of Agency Secretariat of Agency
Sekretariat Badan Sekretariat Badan Sekretariat Badan Sekretariat Badan Sekretariat Badan

Drs. Pande Putu Raka, MA Drs. Winarto, MPM Margana Irawadi Drs. Zaini Ridha F.X. Yuwono, SE, M.Sc.

Center of Macro Economics Analysis Center of Technology Develop. on Financial Info. Center of Accounting & Financial Reporting Center of Budget Training and Education 
Bureau of Stock Transaction & Institution Pusat Analisa Ekonomi Makro Pusat Pengemb. Teknologi Informasi Keuangan Pusat Akuntansi dan Pelaporan Keuangan Pusat Pendidikan dan Pelatihan Anggaran

Biro Transaksi dan Lembaga Efek Dr. Bambang Koesoemanto, M.Sc. Drs. Alfian Noer Dr. Hekinus Manao, Ak., M.Acc., CGFM Drs. Adi Munawar Sendjaja
Drs. Arys Ilyas, SE

Center of State Expenditure Analysis Center of Info. System Develop. on General Finance Center of Accounting System & Information Center of Tax & Excise Training and Education
Bureau of Fin. Eval. on Real Sector Enterprises Pusat Analisa Belanja Negara Pusat Pengemb. Sistem Informasi Keuangan Umum Pusat Sistem dan Informasi Akunting Pusat Pendidikan dan Pelatihan Bea & Cukai

Biro Penilaian Keu. Perusahaan Sektor Riil Drs. Parluhutan Hutahean, MA Ardi Prabowo, M.Sc. Drs. Sugijanto Toto Sugiatno Samingan
Drs. Indarto

Center of St. Income & Budget Funding Analysis Center of Info. System Development on Fiscal Center of  State Properties/Wealth Accounting Center of Taxation Training and Education
Bureau of Financial Eval. on Service Enterprises Pst.Analisa Pendptn. Neg. & Pembiayaan Angg. Pusat Pengemb. Sistem Informasi Fiskal Pusat Akuntansi Barang Milik/Kekayaan Negara Pusat Pendidikan dan Pelatihan Perpajakan

Biro Penilaian Keu. Perusahaan Sektor Jasa Drs. Boediarso Teguh Widodo Dra. Caecilia Sri Widarti, Ma Budi Sitepu, SE, MA Drs. Bambang Basuki, MA
Drs. Mohammad Noor Rachman, MA

Center of Statistics and Financial Research Center of Info. System Develop. on Regional Finance Center of Budget Funding & Calculation Accounting Center of Gen. Finance Training & Education
Bureau of Legislation & Law Support Pusat Statistik dan Penelitian Keuangan Pusat Pengemb. Sistem Informasi Keuangan Daerah Pusat Akunt. Anggaran Pembiayaan & Penghitungan Pusat Pendidikan & Pelatihan Keuangan Umum

Biro Perundang-Undangan & Bantuan Hukum Dr. Heru Subiyantoro, M.Sc. Drs. Minto Widodo, MA Drs. Siswo Sujanto, DEA Dr. Mochammad Rosul
Robinson Simbolon. SH

Regional Accounting Office (Specific, Jakarta ~ Kupang) Center of Personnel Training and Education
Bureau of Accounting Standard & Transparency Kantor Akuntansi Regional (Khusus, Jakarta~Kupang Pusat Pendidikan dan Pelatihan Pegawai

Biro Standar Akuntansi & Keterbukaan Drs. Tonny Rooswiyanto, M.Sc.
Drs. Anis Baridwan, MBA

Director of State Accounting Academy
Bureau of Investment & Research Management Direktur Sekolah Tinggi Akuntansi Negara

Biro Pengelolaan Investasi dan Riset Dr. Suyono Salamun, Ak., MBA, MA
Drs. Freddy Rikson Saragih, MBA

Bureau of Research and Investigation
Biro Pemeriksaan dan Penyidikan *) Advisor to the Minister for: Staf Ahli Menteri:

Drs. Abraham Bastari State Income Bidang Penerimaan Negara Drs. Suhadi
State Income Bidang Penerimaan Negara Dr. Ir. I Made Gde Erata, MA
General Establishment of State Property Management Bidang Pembinaan Umum Pengelolaan Kekayaan Negara Dr. R.B. Permana Agung D., MA
International Economy Relationship Bidang Hubungan Ekonomi Internasional Adolf Warouw, SH, LLM
State Expenditure Bidang Pengeluaran Negara Prof. Dr. Mardiasmo, MBA, Akt.
Stock Exchange Development Bidang Pengembangan Pasar Modal Anggito Abimanyu, Ph.D., M.Sc.

Direktorat Jenderal Lembaga Keuangan
Dr. Mahfud, M.Sc.

Agency of Fiscal Analysis Agency of Financial Information and Technology Agency of State Financial Accounting

Dr. Darmin Nasution

Organization Chart of Ministry of Finance
Struktur Organisasi Departemen Keuangan

Agency of Financial Training and Education
Badan Pengawas Pasar Modal Badan Analisa Fiskal Badan Informasi dan Teknologi Keuangan Badan Akuntansi Keuangan Negara

Not decided yet
DirJen. Perimbangan Keuangan Pusat & Daerah

Badan Pendidikan dan Pelatihan Keuangan
Dr. Mulia Panusunan Nasution, DESS Drs. Noor Fuad, M.Sc.
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Drs. Agus Muhammad, M.Acc.

Inspectorate General

August 2004

Inspektorat Jenderal

Direktorat Jenderal Piutang & Lelang Negara
Dir. Gen. of  State Receivables and Auction

Direktorat Jenderal Pajak Direktorat Jenderal Bea dan Cukai

Not decided yet Dr. Daeng M. Nazier, MADrs. Herwidayatmo, MBA

Agency of Stock Exchange Monitoring

Directorate General of Financial Institution Directorate General of Financial Counterbalance of 
Central and Regional Administration

Dr. Achmad Rochjadi Drs. Hadi Purnomo, MBA Drs. Eddy Abdurachman

Directorate General of Customs and ExciseDirectorate General of Budgeting
Direktorat Jenderal Anggaran

Directorate General of Tax

Minister of Finance

Menteri Keuangan

Dr. Boediono

Advisor to the Minister *)
Staf Ahli Menteri
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Senior Advisor to the Minister for: Staf Ahli Menteri Senior:

1 Inter-Institutions Relationship Bidang Hubungan Antar Lembaga Dr. Ir. Rachmat Pambudi
2 Agricultural Environmental and Areas Development Bidang Lingkungan dan Pembangunan Wilayah Pertanian  Ir. Ngentem M. Sinulingga
3 Agricultural Employment Bidang Ketenagakerjaan Pertanian Dr. Ir. Ade Djuhara, M.Sc.
4 Agricultural Technology Bidang Teknologi Pertanian Dr. Ir. Achmad Syarifuddin Karama
5 International Agricultural Cooperation Bidang Kerjasama Pertanian Internasional Ir. Patuan Natigor Siagian

Secretariat General Inspectorate General
Sekretariat Jenderal Inspektorat Jenderal

Dr.Ir.  Memed Gunawan, M.Sc. Ir. A. Hidayat Rahadian

Bureau of Bureau of Bureau of Center of Center of Secretariat of Inspectorate - I Inspectorate - II
Planning & Finance Foreign Cooperation Organization & Administration Agricultural Data and Information Standardization & Accreditation Inspectorate General Inspektorat - I Inspektorat - II

Biro Biro Biro Pusat Pusat Sekretariat Drh. Muljono Saeran Ir. Logam Purba, MM
Perencanaan & Keuangan Kerjasama Luar Negeri Organisasi & Administrasi Data dan Informasi Pertanian Standardisasi dan Akreditasi Inspektorat Jenderal

Dr. Ir. Tahlim Sudaryanto Ir. Yusni Emilia Harahap Ir. Suprat Dr. Ir. Edi Abdurrachman, MS Ir. Syukur Iwantoro, MS, MBA Dr. Ir. Rame Sukarsono, MM

Bureau of Bureau Center of Center of Inspectorate - III Inspectorate - IV
Law & Public Relations Personnel & Logistic Plant Varieties Protection Library & Agric. Technology Inspektorat - III Inspektorat - IV

Biro Biro Pusat Dissemination Ir. Mursid Suhadi Ir. Pasti Tampubolon, M.Sc.
Hukum & Hubungan Masyarakat Kepegawaian & Perlengkapan Perlindungan Varietas Tanaman Pusat

Ir. Harry Priyono, M.Si. Ir. Deddy Effendi Rivai, MM Dr. Ir. Sugiono Moeljopawiro, M.Sc. Perpustakaan dan Penyebaran

Teknologi Pertanian

Dr. Ir. Tjeppy D. Soedjana, M.Sc.

for for

Bina Produksi Tanaman Pangan

Dr. Ir. Ato Suprapto, M.Sc. Dr. Sumarno, M.Sc. Ir. Subagyono Darmowiyono Drh. R. Warsito, M.Sc., Ph.D.
Dr. Ir. Hj. Delima Hasri Azahari, Ph.D Dr. Ir. Achmad Suryana, MS Dr. Sinis Munandar, MS Dr. Ir. Karman Nainggolan Drh. Budi Tri Akoso, M.Sc., Ph.D

Secretariate of Secretariate of Secretariate of Secretariate of Secretariate of
Directorate General Directorate General Directorate General Directorate General Directorate General Secretariate of Secretariat of Secretariat of Secretariat of Secretariat of

Sekretariat Sekretariat Sekretariat Sekretariat Sekretariat Directorate General Agency Agency Agency Agency
Direktorat Jenderal Direktorat Jenderal Direktorat Jenderal Direktorat Jenderal Direktorat Jenderal Sekretariat Sekretariat Sekretariat Sekretariat Sekretariat

Ir. Nasrun P. Hasibuan, M.Sc. Ir. Soetarto Alimoeso, MM Dr.Ir. T.E.M. Napitupulu Ir. Egi Djanuiswati, M.Sc. Drh. Didi Sudiana, MM Direktorat Jenderal Badan Badan Badan Badan

Ir. Achmad Mangga Barani, MM Dr. Ir. Achmad Dimyati,MS Ir. Suwandi, MM Dr. Ir. Tjuk Eko Hari Basuki, M.Sc. Ir. Zulfiar Zubir
Directorate of Directorate of Directorate of Directorate of Directorate of 

Business Facilities Seedling Seedling Seedling Breedings Directorate of Center of Center of Center of Center of
Direktorat Direktorat Direktorat Direktorat Direktorat Food Crops Products Processing & Marketing Food Crops Research and Development Agricultural Human Resources Analysis Food Supply Development Animal Quarantine

Sarana Usaha Perbenihan Perbenihan Perbenihan Perbibitan Direktorat Pusat Penelitian dan Pusat Pengkajian Pusat Pusat

Ir. Sofyan Soekirman Ir. Tarkim Suyitno Ir. Soeroto Ir. Samsirun Maradja Damanik Ir. Samaryanto, MM Pengolahan dan Pemasaran Hasil T. Pangan Pengembangan Tanaman Pangan Sumber Daya Manusia Pertanian Pengembangan Ketersediaan Pangan Karantina Hewan

Dr. Ir. Moehaimin Sovan Dr. Ir. Djoko Said Damardjati, MS Drs. Adjmal Pasaribu Dr. Ning Pribadi, M.Sc. Drh. H. Mukhtar Abdullah Barania
Directorate of Directorate of Directorate of Directorate of Directorate of 

Irrigation Water Management Cereals Fruit Crops Annual Crops Livestock Culture Directorate of Center of Center of Center of Center of
Direktorat Direktorat Direktorat Direktorat Direktorat Horticulture Products Processing & Marketing Horticulture Research and Development Agricultural Extension Development Food Distribution Development Plants Quarantine

Pemanfaatan Air Irigasi Serealia Tanaman Buah Tanaman Semusim Budidaya Peternakan Direktorat Pusat Penelitian & Pengembangan Pusat Pengembangan Pusat Pusat

Ir. Hilman Manan, Dipl. HE Ir. Syarifuddin Musa, M.Sc. Dr. Ir. Roedhy Poerwanto, MS Dr. Ir. Hasanuddin Ibrahim, S.Pi. Ir. Mathur Riady MA Pengolahan & Pamasaran Hasil Hortikultura Hortikultura Penyuluhan Pertanian Pengembangan Distribusi Pangan Pusat Karantina Tumbuhan

Dr. Ir. I Nyoman Oka Trijaya, M.App.Sc. Dr. Suyamto Hardjosuwiryo Dr. Ir. Amrin Zakaria, M.Ed. Dr. Ir. Hermanto, MS Ir. Arfany Bastoni
Directorate of Directorate of Directorate of Directorate of Directorate of 

Agricultural Machineries & Equipment Legumes and Tubers Ornament Plants Perennial Crops Livestock Development Directorate of Center of Center of Center of Center of
Direktorat Direktorat Direktorat Direktorat Direktorat Estate Crop Products Processing & Marketing Estate Crops Research and Dev. Agricultural Education Development Food  Consumption  Development Technical and Method for

Alat Mesin Pertanian Kacang-kacangan Tanaman Hias Tanaman Tahunan Pengembangan Peternakan Direktorat Pusat Penelitian & Pengembangan Pusat Pengembangan Pusat Animal and Plants Quarantine
Ir. Bambang Prastowo dan Umbi-umbian Dr. Ir. Budi Marwoto, MS Ir. B. Puru Suwarso Drh. Djafar Makka, M.Phil. Pengolahan & Pamasaran Hasil Perkebunan Tanaman Perkebunan Pendidikan Pertanian Pengembangan Konsumsi Pangan Pusat

Ir. R.M.H. Manurung Dr. Ir. Har Adi Basri, M.Sc. Dr. Ir. David  Allorerung,MS Drs. Safuan Tingal, M.Ed. Not decided yet Teknik dan Metode Karantina

Directorate of Directorate of Directorate of Directorate of Hewan dan Tumbuhan

Financing Directorate of Vegetable and Biopharmacy Crops Estate Crops Development Animal Health Directorate of Center of Center of Center of Ir. Amir Hamzah
Direktorat Area Expansion Direktorat Direktorat Direktorat Livestock Products Processing & Marketing Livestock Research and Development Agricultural Officers Training Development Community Food

Pembiayaan Direktorat Tanaman Sayuran dan Biofarmaka Pengembangan Perkebunan Kesehatan Hewan Direktorat Pusat Penelitian & Pengembangan Pusat Pengembangan Security Empowerment
Dr. Ir. Endang S. Thohari, M.Sc. Perluasan Areal Ir. Soetrisno Soemodihardjo Ir. Uka Anggoro Drh. Tri Satya P. N., M.Sc., Ph.D Pengolahan & Pamasaran Hasil Pertenakan Peternakan Pelatihan Pegawai Pertanian Pusat

Ir. Aminuddin Daulay Ir. Rismansyah Dana Saputra Dr. Ir. Kusumo Dwiyanto Dr. Ir. Soedidjanto Pemberdayaan Ketahanan

Directorate of Directorate of Directorate of Directorate of Pangan Masyarakat

Fertilizers & Pesticides Directorate of Horticulture Protection Estate Crops Protection Veterinary Community  Health Directorate of Center of Center of Ir. Djodi Tjahyadi K.N, MM
Direktorat Crops Protection Direktorat Direktorat Direktorat Enterprises Development Soil and Agro-climate Research & Dev. Agribusiness Entrepreneurship Development

Pupuk dan Pestisida Direktorat Perlindungan Hortikultura Direktorat Kesehatan Masyarakat Veteriner Direktorat Pusat Penelitian dan Pusat Pengembangan Center of
Ir. Rojali Musa Perlindungan Tanaman Ir. Daryanto, MM Ir. Riyaldi, MM Drh. Bachtiar Moerad Pengembangan Usaha Pengembangan Tanah & Agroklimat Kewirausahaan Agribisnis Food Surveillance

Ir. Sutarto Alimoeso, MM Dr. Ir. Togar Alam Napitupulu, M.Sc. Dr. Ir. Abdurachman Adimihardja, M.Sc. Ir. Lenny S. Syafei, MS Pusat

Center of Kewaspadaan Pangan

Artificial Insemination & Animal Center of Center of Dr. Ir. H. Shobar Wiganda, M.Sc.
Embrio Transfer Development Agricultural Socio-Economiy Res. & Dev. Agricultural Human Resources Management

Pusat Pusat Penelitian& Pengembangan Pusat Manajemen

Pengembangan  Inseminasi Buatan Ekonomi Pertanian Sumber Daya Manusia Pertanian
& Transfer Embrio Ternak Dr. Pantjar Simatupang Ir. Muh. Anas Rasyid, M.Ed.

Drh. Asmaun Siregar
Indonesian Plantation Research Institution

Lembaga Riset Perkebunan Indonesia(LPRI)
Dr. Didiek H. Goenadi, M.Sc., Ph.D, APU

Pertanian

Agency 

Agricultural Quarantine
Badan Karantina

Agricultural Human Resources
Development

Badan Pengembangan

Agency for
Agricultural Research

Badan Penelitian &

Dr. Ir. M. Jafar Hafsah

Agency 

Food Security
Badan Bimbingan Masyarakat

Ketahanan PanganPengembangan Pertanian

Directorate General of
Agricultural Products Processing

Sumber Daya Manusia Pertanian

Agency for

Direktorat Jenderal Bina Pengolahan 

dan Pemasaran Hasil Pertanian

Bina Produksi Perkebunan

Direktorat Jenderal

Bina Produksi Pertenakan

Agricultural Facilities Development

Bina Produksi Hortikultura

Direktorat Jenderal

Horticulture Production DevelopmentFood Crops Production Development
Direktorat Jenderal

Bina Sarana Pertanian

Direktorat Jenderal

Estate Crops Production Development
Direktorat Jenderal & Developmentand Marketing Development

Livestock Production Development
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Bureau of Planning and Finance Bureau of Foreign Cooperation Bureau of Organization and Administration Bureau of Law and Public Relations Bureau of Personnel and Logistic Center of Agricultural Data and Information Center of Standardization and Accreditation Center of Plant Varieties Protection Center of Library and Agricultural
Biro Perencanaan dan Keuangan Biro Kerjasama Luar Negeri Biro Organisasi dan Tata Usaha Biro Hukum dan Hubungan Masyarakat Biro Kepegawaian dan Perlengkapan Pusat Data dan Informasi Pertanian Pusat Standardisasi dan Akreditasi Pusat Perlindungan Varietas Tanaman Technology Dissemination

Dr. Ir. Tahlim Sudaryanto Ir. Yusni Emilia Harahap, MM Ir. Suprat Ir. Hari Priyono, M.Si. Ir. Deddy Efendie Rivai, MM Dr. Ir. Edi Abdurachman, M.S. Ir. Syukur Iwantoro, MS, MBA Dr. Ir. Sugiono Moeljopawiro, M.Sc. Pusat Perpustakaan dan Penyebaran
Teknologi Pertanian

Dr. Ir. Tjeppy D. Soedjana, M.Sc.
Section of Agricultural Development Planning Section of UN Agency for Food and Agriculture Section of Organization Section of Legislation Section of Personnel Planning & Development Sub-Section of Administration Sub-Section of Administration Section of General Affairs

Bagian Perencanaan Pembangunan Pertanian Bagian Badan PBB untuk Pangan & Pertanian Bagian Organisasi Bagian Peraturan Perundang-Undangan Bagian Perencanaan & Pengembangan Pegawai Sub-Bagian Tata Usaha Sub-Bagian Tata Usaha Bagian Umum Section of Administration
Dr. Ir. Muchidin Rachmat Ir. Farid Hasan Bakir, M.Ec. Erif Hilmi, SH Suprahtomo, SH Wirondas, SH Drs. Djaka Suryana Chandra Satria Kusna Utama, SH Drs. Tri Pranggono, MM Bagian Tata Usaha

Ir. Sumarsini
Sub-Section of Spatial Planning Sub-Section Program Cooperation Sub-Section of Organization Evaluation Sub-Section of Legislation I Sub-Section of Personnel Planning Sub-Section of Administration

Sub-Bagian Perencanaan Tata Ruang Sub-Bagian Kerjasama Program Sub-Bagian Evaluasi Organisasi Sub-Bag. Peraturan Perundangan-Undangan I Sub-Bagian Perencanaan Pegawai Division of Information System Development Division of Standardization Sub-Bagian Tata Usaha Sub-Section of Program & Evaluation
Susilo Widodo, B.Sc., M.Si Ir. Sagung Mirah Ratna Dewi Dra. Esti Hermiyati, MM Suharyanto, SH Drs. Nanang Suryana, MM Bidang Pengembangan Sistem Informasi Bidang Standardisasi Drs. A. Mulyono, B.Sc. Sub-Bagian Program & Evaluasi

Ir. M. Tassim Bulak, M.Sc. Ir. Ennatha Sri Haryani Dr. Eko Sri Mulyani
Sub-Section of Institutional and Enterprise Dev. Planning Sub-Section of Technical Cooperation Sub-Section of Functional Position Sub-Section of Legislation II Sub-Section of Personnel Development Sub-Section of Information & Data
Sub-Bagian Perenc.Pengemb.Kelembagaan dan Usaha Sub-Bagian Kerjasama Teknik Sub-Bagian Jabatan Fungsional Sub-Bag. Peraturan Perundangan-Undangan II Sub-Bagian Pengembangan Pegawai Sub-Division of Computer Network System Sub-Division of Standard Formulation Sub-Bagian Informasi dan Data Sub-Section of Finance

Maringan Simanjuntak, M.Sc. Drs. Ruhyana Drs. Tri Handono Wihendro Tutik Anggraini, SH Purwadi, SH Sub-Bidang Sistem Jaringan Komputer Sub-Bidang Perumusan Standar Ir. Rifa Yelli Sub-Bagian Keuangan
Ir. Bayu Mulyana Ir. Mardianis Dra. Yatun Ruchyatun

Sub-Section of Resources Planning Sub-Section of Foreign Offical Duty Service Sub-Section of Personnel Performance Sub-Section of Law Information & Documentation Sub-Section of Personnel Administration Sub-Section of Public Relations & Cooperation
Sub-Bagian Perencanaan Sumber Daya Sub-Bagian Pelayanan Dinas Luar Negeri Sub-Bagian Kinerja Aparat Sub-Bagian Dokumentasi dan Informasi Hukum Sub-Bagian Tata Usaha Kepegawaian Sub-Division of Information System Application Sub-Division of Standardization Cooperation Sub-Bagian Kerjasama dan Hubungan Masyarakat Sub-Section of Personnel & Household

Ir. Pamela Fadhilah, MM Ir. Agus Triyani Drs. Nawawirata Pujianto Ramelan, SH Safar, S.Sos Sub-Bidang Aplikasi Sistem Informasi Sub-Bidang Kerjasama Standardisasi Drs. I Ktut Temu Artha Sub-Bag. Kepegawaian & Rumah Tangga
Ir. Sari Sutiyo R.M. Ir. Dewi Novia Tarwyati Rahmat, SH

Section of Budget Planning Section of Bilateral Cooperation Section of System Arrangement Section of Law Agreement and Support Section of Personnel Transfer Division of Technical Service
Bagian Perencanaan Anggaran Bagian Bilateral Bagian Tatalaksana Bagian Perjanjian dan Bantuan Hukum Bagian Mutasi Division of Data & Information Service Division of Accreditation Bidang Pelayanan Teknis Division of Library

Ir. Achmad Fuadi, M.Si Drs. Andi Jaya Dermawan Djoko Sujanto, SH Suhartono, SH, MA Not decided yet Bidang Layanan Data dan Informasi Bidang Akreditasi Ir. Syahrial Effendie Bidang Perpustakaan
Ir. Hurisno, MM Ir. Sri Sulasmi, M.Sc. Drs. Maksum, M.Si.

Sub-Division of Proposal Service
Sub-Section of Routine Budget Planning Sub-Section of Asia Region Sub-Section of System and Procedure Sub-Section of Law Agreement Sub-Section of Personnel Transfer Sub-Division of Food Crops & Livestocks Sub-Division of Technical Service Sub-Bidang Pelayanan Permohonan Sub-Division of Library Techniques

Sub-Bagian Perencanaan Anggaran Rutin Sub-Bagian Asia Sub-Bagian Sistem dan Prosedur Sub-Bagian Bantuan Sub-Bagian Mutasi Sub-Bagian  Tanaman Pangan & Peternakan Sub-Bidang Pelayanan Teknis Ir. Priyono Sub-Bidang Teknik Perpustakaan
Drs. Petrus Subianto Ir. Saptarini Nusyawarhaeni Drs. Toto Sunanto Tjahyo Arifin, SH Suyud, SH Ir. Dewa Ngakam Tjakrabirawa Drh. Sri Bintang Kusumo Winahyu Dra. Etty Andriaty, M.Si.

Sub-Division of Intermediary Service
Sub-Section of Development Budget Planning I Sub-Section of Europe and Middle-East Region Sub-Section of Arrangement Information Sub-Section of Law Consideration & Support Sub-Section of Personnel Transfer I Sub-Division of Estate Crops & Horticulture Sub-Division of Monitoring Sub-Bidang Pelayan Penghubung Sub-Division of Library Service

Sub-Bagian Perencanaan Anggaran Pembangunan I Sub-Bagian Eropa dan Timur Tengah Sub-Bagian Informasi Tatalaksana Sub-Bagian Pertimbangan & Bantuan Hukum Sub-Bagian Mutasi I Sub-Bagian Perkebunan & Hortikultura Sub-Bagian Pengawasan Ir. Syahbudi Sub-Bidang Layanan Perpustakaan
Slamet, SH, MM Not decided yet Drs. Zulkifli Uli Saut Gultom, SH Binnea Sianturi Ir. Yasid Taufik, MM Ir. Ita Istiningsih Munardini, MP Ir. Eka Kusmayadi, M.Hum.

Sub-Section of Development Budget Planning II Sub-Section of America, Africa & Pacific Region Sub-Section of Working Facilities Standardization Sub-Section of Bureau Administration Sub-Section of Personnel Transfer II Division of Law Service
Sub-Bagian Perencanaan Anggaran Pembangunan II Sub-Bagian Amerika, Afrika dan Pasifik Sub-Bagian Pembakuan Sarana Kerja Sub-Bagian Tata Usaha Biro Sub-Bagian Mutasi II Group of Planning Functional Position Group of Planning Functional Position Bidang Pelayanan Hukum Division of Agric. Technology Dissemination

Ir. Samanhudi, M.Si. Ir. Iwan Ridwan, MM Ir. Salman Nurhayati Drs. Bambang Dwi Herijatno Kelompok Jabatan Fungsional Perencana Kelompok Jabatan Fungsional Perencana Dani Puji Astuti, SH, MM Bidang Penyebaran Teknologi Pertanian
(25 persons) (25 persons) Ir. Erru Getarawan, M.Ed.

Sub-Division of Law Support
Section of Finance Section of Regional Cooperation Section of Administration Section of Information and Publication Section of Logistic Sub-Bidang Bantuan Hukum Sub-Division of Publication
Bagian Keuangan Bagian Regional Bagian Tata Usaha Bagian Pemberitaan dan Publikasi Bagian Perlengkapan Sri Susadhyati, SM Bidang Publikasi

Drs. Hendrykris, MM Ir. Edy Ashariyono Drs. Darmanto, MM Drs. Dudi Gunadi, M.Si. Drs. Srijono Ir. Endang Setyorini, M.Si.
Sub-Division of Law Protection

Sub-Section of Treasury Sub-Section of ASEAN Cooperation Sub-Section of Department Administration Sub-Section of Information Sub-Section of Supply and Distribution Sub-Bagian Perlindungan Hukum Sub-Division of Agric. Information Network
Sub-Bagian Perbendaharaan Sub-Bagian Kerjasama ASEAN Sub-Bagian Tata Usaha Departemen Sub-Bagian Pemberitaan Sub-Bagian Pengadaan dan Penyaluran Srijati, SH, Sp.M and Technology Promotion

Zulkarnain, SE, MM Ir. Ruth A. Napitupulu Ir. Marihot Hamonangan P. M. Ali Yunus, SH Drs. Danan Rahmadi Sub-Bidang Jaringan Informasi dan 
Promosi Teknologi Pertanian

Sub-Section of Income Sub-Section of ASEAN Sub-Regional Coop. Sub-Section of Management Administration Sub-Section of Publication Sub-Section of Inventory and Deletion Group of Planning Functional Position Drs. Bambang S. Ankarto, MIM
Sub-Bagian Pendapatan Sub-Bagian Kerjasama Sub-Regional ASEAN Sub-Bagian Tata Usaha Pimpinan Sub-Bagian Publikasi Sub-Bagian Inventarisasi dan Penghapusan Kelompok Jabatan Fungsional Perencana

Drs. H. Harahap Drs. Djoko Supomo Sutardjo Ir. Muh. Tunggul Ametung Noor Prasetyo (25 persons)
Group of Planning Functional Position

Sub-Section of Accounting Sub-Section of Non-ASEAN Cooperation Sub-Section of Bureau Administration Sub-Section of Public Opinion Sub-Section of Bureau Administration Kelompok Jabatan Fungsional Perencana
Sub-Bagian Akuntansi Sub-Bagian Kerjasama Non-ASEAN Sub-Bagian Tata Usaha Biro Sub-Bagian Pendapat Umum Sub-Bagian Tata Usaha Biro (32 persons)
Drs. Bagus Suhendro Ir. Zulkifli, MM Mardiyo Sukmo Birowo Drs. Sri Irianti Drs. Sriyono

Section of Evaluation and Reporting Section of Multilateral Cooperation Section of Duplication and Filing Section of Inter-Insitution Relationship and Protocol Section of Bureau Household Affairs
Bagian Evaluasi dan Pelaporan Bagian Kerjasama Multilateral Bagian Penggandaan dan Pengarsipan Bagian Hubungan Antar Lembaga dan Protokol Bagian Rumah Tangga

Dr. Ir. Gardjita Budi, M.Sc. Ir. D. Mukti Setiarto, M.Sc. Ir. Mochammad Basuki Roesni Sukanta, M.Sc., MS Drs. Sudarman

Sub-Section of Program Implementation Monitoring Sub-Section of International Financial Institution Sub-Section of Duplication Sub-Section of Inter-Institution Relationship Sub-Section of Finance
Sub-Bagian Pemantauan Pelaksanaan Program Sub-Bagian Lembaga Keuangan Internasional Sub-Bagian Penggandaan Sub-Bagian Hubungan Antar Lembaga Sub-Bagian Keuangan

Ir. Haryanto, ME Dr. Ir. Ahmad Muslim, M.Sc. Drs. Barmawi Sugiarto, S.Sos Ir. Ilham Muwarih

Sub-Section of Agricultural Development Evaluation Sub-Section of International Trade Institution Sub-Section of File Arrangement & Maintenance Sub-Section of Protocol Sub-Section of Maintenance and Security
Sub-Bagian Evaluasi Pembangunan Pertanian Sub-Bagian Lembaga Perdagangan Int'l Sub-Bagian Penataan dan Perawatan Arsip Sub-Bagian Protokol Sub-Bagian Pemeliharaan dan Keamanan

Dr. Ir. Ibrahim Purba Not decided yet Halimatusya Diah, SH Dra. Louis Ratna Siregar Ir. Djoko Husodo

Sub-Section Reporting and Administration Sub-Section of Bureau Administration Sub-Section of File Decreasing & Deletion Sub-Section of Exhibition and Library Sub-Section of Trip and Transportation
Sub-Bagian Pelaporan dan Tata Usaha Sub-Bagian Tata Usaha Biro Sub-Bagian Penyusutan dan Penghapusan Arsip Sub-Bagian Pameran dan Perpustakaan Sub-Bagian Perjalanan dan Angkutan

Bachri Arsana, SE, MM Ir. Muhammad Yunus Drs. Sujarwo Drs. Agung Kartika Pura Drs. Koesyono, MM

Group of Planning Functional Position Group of Planning Functional Position Group of Planning Functional Position Group of Planning Functional Position Group of Planning Functional Position
Kelompok Jabatan Fungsional Perencana Kelompok Jabatan Fungsional Perencana Kelompok Jabatan Fungsional Perencana Kelompok Jabatan Fungsional Perencana Kelompok Jabatan Fungsional Perencana

(8 persons) 25 persons
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Center of
Food Supply Development

Pusat Pengembangan
Ketersediaan Pangan

Division of
Food Production Monitoring

Bidang
Pemantauan Produksi Pangan

Division of Food Stock

Bidang
Cadangan Pangan

Sub Division of
Government Food Stock

Sub Bidang
Cadangan Pangan Pemerintah

Sub Division of
Community Food Stock

Sub Bidang
Cadangan Pangan Masy.

Center of
Food Distribution Development

Pusat Pengembangan
Distribusi Pangan

Division of
Distribution System

Bidang
Sistem Distribusi

Sub Division of
Phyto Food
Sub Bidang

Pangan Nabati

Sub Division of
Animals-Sourced Food

Sub Bidang
Pangan Hewani

Center of
Food Consumption Development

Pusat Pengembangan
Konsumsi Pangan

Division of
Food Diversification

Bidang Penganekaragaman Konsumsi
Pangan

Sub Division of
Consumption Analysis

Sub Bidang
Analisa Konsumsi

Sub Division of
 Consumption Pattern

Sub Bidang
Pola Konsumsi

Division of
Local Food Consumption

Bidang
Konsumsi Pangan Lokal

Sub Division of
Phyto Food
Sub Bidang

Pangan Nabati

Sub Division of
Animals-Sourced Food

Sub Bidang
Pangan Hewani

Center of Community  Food
Security Empowerment

Pusat Pemberdayaan
Ketahanan Pangan Masyarakat

Division of
Empowerment Pattern

Bidang
Pola Pemberdayaan

Sub Division of  Empowerment Pattern
Development

Sub Bidang Pengembangan Pola
Pemberdayaan

Sub Division of Empowerment Pattern
Evaluation
Sub Bidang

Evaluasi Pola Pemberdayaan

Division of
Motivation and Promotion

Bidang
Motivasi dan Promosi

Sub Division of
Motivation
Sub Bidang

Motivasi

Sub Division of
Promotion

Sub Bidang
Promosi

Center of
Food Surveillance

Pusat
Kewaspadaan Pangan

Division of  Food Security Information
System

Bidang Sistem Informasi
Ketahanan Pangan

Sub Division of
Information Network

Sub Bidang
Jaringan Informasi

Sub Division of
Information Services

Sub Bidang
Layanan Informasi

Division of  Food
Insecurity and Quality

Bidang
Kerawanan dan Mutu Pangan

Sub Division of
Food Insecurity

Sub Bidang
Kerawanan Pangan

Sub Division of
Food Quality Protection

Sub Bidang
Pengamanan Mutu Pangan

Division of
Food Price Analysis

Bidang
Analisis Harga Pangan

Sub Division of
Phyto Food
Sub Bidang

Pangan Nabati

Sub Division of
Animals-Sourced Food

Sub Bidang
Pangan Hewani

Sub Division of
Phyto Food
Sub Bidang

Pangan Nabati

Sub Division of
Animals-Sourced Food

Sub Bidang
Pangan Hewani

Ir. Ning Pribadi, M.Sc. Dr. Ir. Hermanto, MS Not decided yet Ir. Djodi Tjahyadi K.N., MM Dr. Ir. H. Shobar Wiganda, M.Sc.

Ir. Rustandi, MS Ir. Marsetya Mardjono, MS Ir. Sri W Ir. Ardi Jayawinata, MASc Ir. Iwan F. Molanda, M.Com

Ir. Ratna Kusuma Dewi Ir. Herena Pudjihastuti, MS, MA Ir. Subiyakto Drs. Tarwan Aditeruna Ir. Fadjar Sulistyo, MM

Desaliman, MM

Ir. Chairunnis Buchary

Ir. Sudirman Maman

Ir. Yulifa

Ir. Arif Mussadad

Ir. Kismanto

Ir. Zuhri Effendi

Ir. Rini Jandriati Ir. Astuti Nurtjahjati

Ir. Mardiana Ningsih

Ir. Nita Riswari, MM

Ir. Hamzah

Ir. Endang Sugiharti, MSi

Ir. Sri Sundari, MM

Ir. Azhari Abdullah, BSc.

Dra. Endang Siti Sulistyowati

Ir. Suhermi, MM

Joko Toebiyanto, S.Sos

Ir. Siti Fatimah

Ir. Rahadi Pratoyo

Sub Section of
Program & Budgeting
Sub Bagian Program

dan Anggaran

Sub Section of
Cooperation
Sub Bagian
Kerjasama

Sub Section of
Documentation & Data

Sub Bagian
Data dan Pelaporan

Drs. Nasfirman Yul NZ, MM

Ir. Bambang Purwo, MSc

Drs. Slamet

Sub Section of
Law

Sub Bagian
Hukum

Sub Section of Org. & Management
Sub Bagian

Ortala dan Tata Usaha

Sub Section of
Public Relation

Sub Bagian
Humas

Edi Suheryadi, SH

Zainal Arifin, BSc

Ir. Iping Zainal Arifin

Sub Section of
Program Evaluation

Sub Bagian
Evaluasi Program

Sub Section of
Evaluation on Audit Report

Sub Bagian Evaluasi
Hasil Pengawasan

MW Hudoyo, APi

Ir. Idawati Mursidah

Sub Section of
Personnel

Sub Bagian
Kepegawaian

Sub Section of
Finance

Sub Bagian
Keuangan

Sub Section of
Household & Logistics

Sub Bagi. Rumah Tangga
& Perlengkapan

Dra. Wibihati

Ir. Margo Uripno

Drs. T. Suranto

Division of Planning

Bagian Perencanaan

Ir. Agus Widodo Drs. Subijantoro Indra Mukti Harahap, SE

Division of Evaluation

Bagian Evaluasi

Ir. Aminthon Ginting

Division of
Law & Public Relations

Bagian
Hukum, Ortala dan Humas

Division of General Affairs

Bagian Umum

Organization Chart of Agency of Food Security
Ministry of Agriculture

Struktur Organisasi Badan Bimas Ketahanan Pangan
Departemen Pertanian
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Secretariat of Agency
Sekretariat Badan

Dr. Ir. Tjuk Eko Hari Basuki, M.Sc.

Agency of Food Security
Badan Bimas Ketahanan Pangan
Dr. Ir. Karman Nainggolan
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Section of Section of
Planning Law, Public Relations and Org. Arrangement
Bagian Bagian

Perencanaan Humas, Tata Usaha & Perlengkapan
Drh. Mochammad Chairul Arifin Ir. Henny Handarin

Section of Section of
General Affairs Evaluation

Bagian Bagian
Umum Evaluasi dan Pelaporan

Ir. Abdul Samad Elleng Drs. Ali Nafia

Directorate of Directorate of Directorate of Directorate of Directorate of Center of
Breeding Livestock Culture Livestock Development Animal Health Veterinary Community Health Artificial Insemination & Animal Embrio Transfer Development

Direktorat Direktorat Direktorat Direktorat Direktorat Pusat
Perbibitan Budidaya Peternakan Pengembangan Peternakan Kesehatan Hewan Kesehatan Masyarakat Veteriner Pengemb. Inseminasi Buatan & Transfer Embrio Ternak

Ir. Samaryanto, MM Ir. Mathur Riyadi, MA Drh. Djafar Makka, M.Phil. Drh. Tri Satya P. N.,  M.Sc., PhD. Drh. Bachtiar Moerad Drh. Asmaun Siregar

Sub-Section of Sub-Section of Sub-Section of Sub-Section of Sub-Section of Section of
Administration Administration Administration Administration Administration Administration
Sub-Bagian Sub-Bagian Sub-Bagian Sub-Bagian Sub-Bagian Sub-Bagian
Tata Usaha Tata Usaha Tata Usaha Tata Usaha Tata Usaha Tata Usaha
Ir. Martono Ir. Dietje Kusmiyati Hidayat Ir. Rosada Fardani Drh. Retno Widiastuti Drh. Yuni Hasnawi Drh. Endang Sri Penny

Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Section of
Animal Varieties and Breeding Beef Cattle Culture Potency Identification Animal Diseases Observation Animals-Sourced Food Products Personnel

Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Bagian Kepegawaian
Varietas dan Pemuliaan Budidaya Ternak Potong Identifikasi Potensi Pengamatan Penyakit Hewan Produk Pangan Hewani Dr. Abu Thojib

Ir. Satria Nusantara Nasution, M.Agr.Sc. Ir. Tati Sustiawati Dr. Maradoli Hutasuhut, M.Sc., PAT Drh. Agus Heriyanto, M.Phil. Drh. Ahmad Junaidi, MMA
Sub-Section of

Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Finance
Non-Ruminants Animal Poultry, Multivarious Animals & Favorite Pets Culture Enterprises Guidance Animal Diseases Prevention & Combat Non-Food Animals Products Sub-Bagian Keuangan

Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Dra. Yustriati
Ternak Non-Ruminansia Budidaya Ternak Unggas, Aneka Ternak dan Bimbingan Usaha Pencegahan & Pemberantasan Penyakit Hewan Produk Hewan Non Pangan
Ir. Nandang M. Thaib Hewan Kesayangan Ir. Tri Mahanani R., MM Drh. Soedarmono, MM Drh. Etty Wuryaningsih Sub-Section of

Drh. Turni Rusli S., MM Household Affairs
Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Bagian Rumah Tangga

Animals' Seeds Quality Sub-Directorate of Livestock Farmer Institution Animal Diseases Refusal Animal Hygiene, Sanitation and Properness Ir. Sisilia Esti Sari Asih
Sub-Direktorat Dairy Animals Culture Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat

Mutu Bibit Sub-Direktorat Kelembagaan Peternak Penolakan Penyakit Hewan Higiene, Sanitasi, dan Kesejahteraan Hewan
Ir. Wiwik Ediyanti Budidaya Ternak Perah Ir. Djoni Liano, MS Drh. Eli Savitri Siregar, MS Drh. Muhammad Azhar Division of 

Ir. M. Yasin Technical Services
Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Bidang
Ruminants Animal Sub-Directorate of Livestock Development Evaluation Veterinary Medical Residue Layanan Teknik

Sub-Direktorat Woof Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Drh. Abdul Karnaen
Ternak Ruminansia Sub-Direktorat Evaluasi Pengembangan Peternakan Medik Veteriner Residu

Ir. Binsar Sitorus, MM Pakan Ir. Imam Santoso, MM Drh. A Rachman Yusuf Drh. Djadjadi Gunawan, MPH Sub-Division of
Ir. Ahmad Husein Jodi Suparto Program

Group of Functional Position Group of Functional Position Sub-Directorate of Group of Functional Position Sub-Bidang Program
Kelompok Jabatan Fungsional Group of Functional Position Kelompok Jabatan Fungsional Animal Medicines Observation Kelompok Jabatan Fungsional Ir. Junaida

Kelompok Jabatan Fungsional Sub-Direktorat
Pengawasan Obat Hewan Sub-Division
Drh. Suryati, Apt., MM Artificial Insemination

Sub-Bidang Inseminasi Buatan
Group of Functional Position Drh. Firman

Kelompok Jabatan Fungsional
Sub-Division

Embrio Transfer
Sub-Bidang Transfer Embrio

Ir. Yulizar

Group of Functional Position 
Kelompok Jabatan Fungsional
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DEPARTEMEN PERTANIAN

MINISTRY OF AGRICULTURE

ORGANIZATION CHART OF
DIRECTORATE GENERAL OF LIVESTOCK PRODUCTION DEVELOPMENT

STRUKTUR ORGANISASI DIREKTORAT JENDERAL BINA PRODUKSI PETERNAKAN

Directorate  General of
Livestock Production Development

Direktorat Jenderal
Bina Produksi Peternakan

Drh. R. Wasito, M.Sc., Ph.D.

Secretariat of Directorate General
Sekretariat Direktorat Jenderal
Drh. Didi Sudiana, MM
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Directorate Directorate of Directorate of Directorate of Directorate of
Enteprises Facilities Irrigation Water Management Agricultural Machine and Equipments Financing Fertilizer and Pesticides

Direktorat Direktorat Direktorat Direktorat Direktorat
Sarana Usaha Pemanfaatan Air Irigasi Alat dan Mesin Pertanian Pembiayaan Pupuk dan Pestisida

Ir. Sofyan Soekirman Ir. Hilman Manan, Dipl. HE Ir. Bambang Prastowo Dr. Ir. Endang S. Thohari, M.Sc. Ir. Rojali Musa

Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of 
Administration Administration Administration Administration Administration
Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat

Tata Usaha Tata Usaha Tata Usaha Tata Usaha Tata Usaha
Drs. Darwis Sirait Ir. Nurratna S. Yuliwati Dra. Diyah Tjiptaning, MM Drs. Suhud Pandu Pamungkas

Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of
Food Crops Facilities Irrigation Water Design Machine and Equipments Quality Program Credit Fertilizer Supply

Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat
Sarana Tanaman Pangan Perancangan Air Irigasi Mutu Alat dan Mesin Kredit Program Penyediaan Pupuk

Ir. Agus Susewo, MM Ir. Amir Hartono, Dipl.HE Ir. Nurlaily Malik Ir. Bambang Santoso, M.Sc. Ir. Udhoro K. Anggoro, MS

Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of
Estate Crops Facilities Water Conservation for Agricultural Area Food Crops Machine and Equipments Commercial Credit Fertilizer and Pesticides Monitoring

Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat
Sarana Usaha Perkebunan Konservasi Air Lahan Pertanian Alat dan Mesin Tanaman Pangan Kredit Komersil Pengawasan Pupuk dan Pestisida

Ir. Tangkas Pandjaitan, M.Agr.Sc. Ir. Suhartanto, MM Ir. Trimurti Ilyas Ir. Kismosatmoro, M.Sc. Ir. Suprapti

Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of
Horticulture Facilities Irrigation Water Optimizing & Ground Water Management Horticulture Machine and Equipments Non-Banking Funding Pesticides Registration

Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat
Sarana Usaha Hortikultura Optimasi Air Irigasi dan Pemanfaatan Air Tanah Alat dan Mesin Hortikultura Pembiayaan Non-Perbankan Pendaftaran Pestisida

Ir. Mardi Bagyana Ir. Ali Besar Harahap Ir. Subrata Sudarga, MS Ir. Mulyadi Hendrawan, MM Ir. Joeli Hartono Rianto, M.Sc.

Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of
Livestocks Facilities Water User Institutional Estate Crops Machine and Equipments Institutional and Cooperation Chemical-Physics Examination

Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat
Sarana Usaha Peternakan Kelembagaan Pemakai Air Alat dan Mesin Perkebunan Kelembagaan dan Kerjasama Uji Fisika Kimia

Ir. Sutoto Basuki Ir. Sadar Purwanto Ir. Koes Setyadi, MM Ir. Yandri Ali Benteng Mulyadi, Dipl. He

Sub-Directorate of
Livestocks Machine and Equipments

Sub-Direktorat
Alat dan Mesin Peternakan

Ir. Kamaluddin, M.App., Sc.

STRUKTUR ORGANISASI DIREKTORAT JENDERAL BINA SARANA PERTANIAN
DEPARTEMEN PERTANIAN
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ORGANIZATION CHART OF
DIRECTORATE GENERAL OF AGRICULTURAL FACILITIES DEVELOPMENT

MINISTRY OF AGRICULTURE

Directorate  General of
Agricultural Facilities Development

Direktorat Jenderal
Bina Sarana Pertanian

Dr. Ir. Ato Suprapto, M.Sc.

Secretariat of Directorate General
Sekretariat Direktorat Jenderal
Ir. Nasrun Hasibuan, M. Sc.

Section of Planning
Bagian Perencanaan

Ir. Muchramsyah Ahmad, M.Si.

Section of Law, Organization Arrangement and
Public Relations

Bagian Hukum, Humas & Ortala
Ir. Didie Slamet Riyadi

Section of General Affairs
Bagian Umum

Ir. Abdul Madjid

Section of Evaluation &
Reporting

Bag. Evaluasi & Pelaporan
Ir. Effendy Simanjuntak
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Directorate of Directorate of Directorate of Directorate of Directorate of
Seedling Cereals Legumes and Tubers Area Extension Crops Protection

Direktorat Direktorat Direktorat Direktorat Direktorat 
Perbenihan Serealia Kacang-Kacangan dan Umbi-Umbian Perluasan Area Perlindungan Tanaman

Ir. Tarkim Suyitno Ir. Syarifuddin Musa, M.Sc. Ir. R.M.H. Manurung Ir. Aminuddin Daulay Ir. Soetarto Alimoeso, MM

Sub-Section of Sub-Section of Sub-Section of Sub-Section of Sub-Section of
Administration Administration Administration Administration Administration

Sub-Bagian Sub-Bagian Sub-Bagian Sub-Bagian Sub-Bagian
Tata Usaha Tata Usaha Tata Usaha Tata Usaha Tata Usaha

Dra. Yulianti Sri Hastuti Ir. Risda Yulita, MM Drs. R. Susdartanto Ir. Muhammad Angkasa Drs. Agung Wradsongko

Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of 
Quality Examination for Crops Varieties and Seeds Irrigated and Swamp Paddy Soybean Paddy Operation of Plants & Natural Disaster Protection

Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat
Penilaian Varietas dan Mutu Benih Padi Irigasi dan Rawa Kedelai Padi Operasi Perlindungan Tanaman dan Bencana Alam

Ir. Hilma Maizir Ir. Siwi Purwanto Ir. Rahman Pinem, MM Ir. Sriyono Joko Sutopo, M.Sc. Ir. Sarsito Wahono Gaib Subroto, MM

Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of 
Cereal Seeds Rainfed and Dry-Land Paddy Other Beans Maize and Other Cereals Cereals Insect Protection

Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat
Benih Serealia Padi Tadah Hujan dan Lahan Kering Kacang-Kacangan Lainnya Jagung dan Serealia Lainnya Perlindungan Hama Tanaman Serealia

Ir. Sarlistyaningsih, M.Sc. Ir. H. Ardam Anwar, MM Ir. Bembi Abidin, M.Sc. Ir. Hari Utomo Ir. Hj. Ati Wasiati

Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of 
Legumes and Tubers Production Maize Cassava Soybean Tubers and Legumes Insect Protection

Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat
Produksi Kacang-Kacangan & Umbi-Umbian Jagung Ubi Kayu Kedelai Perlindungan Hama Tanaman Kacang-Kacangan

Ir. Suharyono Ir. Maxdeyul Sola Ir. Zonda Sani Ir. Basirun, MS dan Umbi-Umbian
Ir. Ibin Sugandi, MS

Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of 
Seeds Industry Other Cereals Other Tubers Other Beans Sub-Directorate of 
Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Monitoring Facilities on
Industri Benih Serealia Lain Umbi Lain Kacang-Kacangan Lain Operation of Plants Protection

Ir. Sukirno, M.Si. Ir. Warli Sutarli, MM Ir. Widjatmiko, M.Sc. Ir. Fachri Baachtiar, MM Sub-Direktorat 
Sarana Pengendalian Operasi Perlindungan Tanaman

Group of Functional Position Group of Functional Position Group of Functional Position Sub-Directorate of Ir. Yayah Roliyah, M.Si.
Kelompok Jabatan Fungsional Kelompok Jabatan Fungsional Kelompok Jabatan Fungsional Tubers

Sub-Direktorat Group of Functional Position
Umbi-Umbian Kelompok Jabatan Fungsional

Ir. Spudnik Sujono K., MM

Group of Functional Position
Kelompok Jabatan Fungsional

STRUKTUR ORGANISASI DIREKTORAT JENDERAL BINA PRODUKSI TANAMAN PANGAN
DEPARTEMEN PERTANIAN
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ORGANIZATION CHART OF
DIRECTORATE GENERAL OF FOOD CROPS PRODUCTION DEVELOPMENT

MINISTRY OF AGRICULTURE

Directorate  General of
Food Crops Production Development

Direktorat Jenderal
Bina Produksi Tanaman Pangan

Dr. Ir. M. Jafar Hafsah

Secretariat of Directorate General
Sekretariat Direktorat Jenderal

Ir. Soetarto Alimoeso, MM

Section of Planning
Bagian Perencanaan

Ir. Agus Wediyanto, M.Sc.

Section of Law, Public Relations &
Organization Arrangement

Bagian Hukum, Humas & Ortala
Ir. Lilik Widarmasti

Section of General Affairs
Bagian Umum

Ir. Maman Suherman, MM

Section of Evaluation &
Reporting

Bag. Evaluasi & Pelaporan
Ir. Agustin Zein K., M.Sc



September 2004

Directorate of Directorate of Directorate of Directorate of Directorate of
Seedling Fruit Crops Ornament Plants Vegetable and Biopharmacy Crops Horticulture Protection

Direktorat Direktorat Direktorat Direktorat Direktorat 
Perbenihan Tanaman Buah Tanaman Hias Tanaman Sayuran dan Biofarmaka Perlindungan Hortikultura
Ir. Soeroto Dr. Ir. Roedhy Poerwanto, M.Sc. Dr. Ir. Budi Marwoto, MS Ir. Soetrisno Soemodihardjo Ir. Daryanto, MM

Sub-Section of Sub-Section of Sub-Section of Sub-Section of Sub-Section of
Administration Administration Administration Administration Administration

Sub-Bagian Sub-Bagian Sub-Bagian Sub-Bagian Sub-Bagian
Tata Usaha Tata Usaha Tata Usaha Tata Usaha Tata Usaha

Ir. Bambang Haryono Henry Nussy, SE Johanes Djoko Sutedjo, S.Sos, MM Ir. Abdul Wahid K. Drs. Djonggara Manurung

Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of 
Fruit Seeds Wood Crops Orchid Vegetable and Shoot Crops Fruit Crops Protection

Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat
Benih Tanaman Buah Tanaman Pohon Tanaman Anggrek Tanaman Sayuran dan Tunas Perlindungan Tanaman Buah

Ir. Amir Panji Santoso Ir. Winny Dian Wibawa, M,Sc, Ir. Heliyani Dr. Ir. Herdjajat Natawidjaja, M.Sc.

Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of 
Vegetable Seeds Clump Crops Ornament Flowers Fruit and Legume Crops Vegetable Crops Protection
Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat

Benih Tanaman Sayuran Tanaman Perdu Tanaman Hias Bunga Tanaman Buah dan Polong Perlindungan Tanaman Sayuran
Ir. Ellen Elvinardewi Ir. Eisrin Rusri Alda Ir. Rusli Nyak Hukum, M.Sc. Ir. Atje Hikmat

Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of 
Ornament & Biopharmacy Plants Seeds Terna  Crops Ornament Leaves Tuber-Vegetable Crops Ornament Plants and Biopharmacy Crops Protection

Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat
Benih Tanaman Hias dan Biofarmaka Tanaman Terna Tanaman Hias Daun Tanaman Sayuran Umbi Perlindungan Tanaman Hias dan Biofarmaka

Ir. Elnizar Zainal Ir. Sri Kuntarsih, MM Ir. Endang Durachim, MS Ir. Mardhiyah Hayati, MM Ir. Rachmatullah Iskandar

Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of 
Seeds Quality Annual and Creeping Crops Clump and Wood Plants Biopharmacy Crops Risks Observation, Projection and Analysis

Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat
Mutu Benih Tanaman Merambat dan Tanaman Semusim Tanaman Perdu dan Pohon Tanaman Biofarmaka Pengamatan, Peramalan, dan Analisa Resiko

Ir. Sriwijayanti Yusuf, M.Agr.Sc. Dra. Matrawati Ir. Suhartati Ismail Ir. Anastasia Promodiana, MS Ir. Utari Darmiati

Sub-Directorate of Group of Functional Position Group of Functional Position Group of Functional Position Group of Functional Position
Seeds Industry Kelompok Jabatan Fungsional Kelompok Jabatan Fungsional Kelompok Jabatan Fungsional Kelompok Jabatan Fungsional
Sub-Direktorat
Industri Benih

Dr. Ir. Suryadi, M.Sc.

Group of Functional Position
Kelompok Jabatan Fungsional

STRUKTUR ORGANISASI DIREKTORAT JENDERAL BINA PRODUKSI HORTIKULTURA
DEPARTEMEN PERTANIAN

MINISTRY OF AGRICULTURE
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ORGANIZATION CHART OF
DIRECTORATE GENERAL OF HORTICULTURE PRODUCTION DEVELOPMENT

Directorate  General of
Horticulture Production Development

Direktorat Jenderal
Bina Produksi Hortikultura

Dr. Sumarno, M.Sc.

Secretariat of Directorate General
Sekretariat Direktorat Jenderal

Dr. Ir. T.E.M. Napitupulu

Section of Planning
Bagian Perencanaan

Ir. Sukarman

Section of Law, Public Relations &
Organization Arrangement

Bagian Hukum, Humas & Ortala
Ir. Harry Widodo, MM

Section of General Affairs
Bagian Umum

Ir. Sumardjono, M.Si.

Section of Evaluation &
Reporting

Bag. Evaluasi & Pelaporan
Dr. Ir. Yul Harry Bahar
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Directorate of Directorate of Directorate of Directorate of Directorate of
Seedling Annual Crops Perennial Crops Estate Crops Development Estate Crops Protection

Direktorat Direktorat Direktorat Direktorat Direktorat 
Perbenihan Tanaman Semusim Tanaman Tahunan Pengembangan Perkebunan Perlindungan Perkebunan

Ir. Samsirun Maradja Damanik Dr. Ir. Hasanuddin Ibrahim, S.Pi. Ir. B. Puru Suwarso Ir. Uka Anggoro Ir. Riyaldi, MM

Sub-Section of Sub-Section of Sub-Section of Sub-Section of Sub-Section of
Administration Administration Administration Administration Administration

Sub-Bagian Sub-Bagian Sub-Bagian Sub-Bagian Sub-Bagian
Tata Usaha Tata Usaha Tata Usaha Tata Usaha Tata Usaha

Ir. Fitri Lena, MM Ir. Demitria Dewi, MM Dra. Sri Utami Supraktinyo, SH Drs. Sudiyarto, MM

Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of 
Seedling Technology Resources Resources Estate Crops Industrial Area Development Crops Disturber-Organism Identification

Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat
Teknologi Perbenihan Sumber Daya Sumber Daya Pengembangan Kawasan Industri Perkebunan (Kimbun) Identifikasi Organisme Pengganggu Tumbuhan

Ir. Soenoe Dorodjatin, MS Ir. Ida Yunia Soependi, M.Sc. Ir. Supra Tamtama, MM Ir. Munawardi Kedoyo Ir. Halomoan L. Tobing

Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of 
Annual Crops Production Technology Production Technology Enterprises Guidance Pest Control

Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat
Tanaman Semusim Teknologi Produksi Teknologi Produksi Bimbingan Usaha Pengendalian Hama

Ir. Bambang Mardi Ir. M. Yaman Ir. Darmansyah, M.Si. Ir. Sartono Diat Ir. Elvina Irawati, MM

Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of 
Perennial Crops Enterprises Pattern Enterprises Pattern Institutional Cooperation Diseases and Weeds Control
Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat

Tanaman Tahunan Pola Usaha Pola Usaha Kerjasama Kelembagaan Pengendalian Penyakit dan Gulma
Ir. R. Sitompul, MM Ir. Hamidah P. Mamora, MM Ir. Nyoman Sudarsana, MM Ir. Irmia Andayani Ir. Bambang Priyono

Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of 
Seedling Enterprises Development Farmers Empowerment Farmers Empowerment Development Facilitation Exertions Countermeasures on 

Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Estate Crops Enterprises
Pengembangan Usaha Perbenihan Pemberdayaan Petani Pemberdayaan Petani Fasilitasi Pengembangan Sub-Direktorat 

Ir. Sindarwati, M.Sc. Dr. Ir. Agus Hasanuddin, M.Sc. Ir. Hj. H. Zairin, MM Ir. Mukti Sarjono Penanggulangan Gangguan Usaha Perkebunan
Ir. Nurnowo Paridjo, MM

Sub-Directorate of Group of Functional Position Group of Functional Position Group of Functional Position
Seeds Quality Kelompok Jabatan Fungsional Kelompok Jabatan Fungsional Kelompok Jabatan Fungsional Group of Functional Position

Sub-Direktorat Kelompok Jabatan Fungsional
Mutu Benih

Ir. Bacharuddin Is, M.Ec.

Group of Functional Position
Kelompok Jabatan Fungsional

DEPARTEMEN PERTANIAN

MINISTRY OF AGRICULTURE
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ORGANIZATION CHART OF
DIRECTORATE GENERAL OF ESTATE CROPS PRODUCTION DEVELOPMENT

STRUKTUR ORGANISASI DIREKTORAT JENDERAL BINA PRODUKSI PERKEBUNAN

Directorate  General of
Estate Crops Production Development

Direktorat Jenderal
Bina Produksi Perkebunan

Ir. Subagyono Darmowiyono

Secretariat of Directorate General
Sekretariat Direktorat Jenderal

Ir. Egi Djanuiswati, M.Sc.

Section of Planning
Bagian Perencanaan
Ir. Sri Ardiati. M.Sc.

Section of Law, Public Relations &
Organization Arrangement

Bagian Hukum, Humas & Ortala
Drs. Harwan Sukandar, Ak., MM

Section of General Affairs
Bagian Umum

Ir. Gamal Nasir, M.S

Section of Evaluation &
Reporting

Bagian Evaluasi
Ir. Bambang Sulistiyono,MM
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DIRECTORATE GENERAL OF AGRICULTURAL PRODUCTS PROCESSING AND MARKETING DEVELOPMENT

STRUKTUR ORGANISASI DIREKTORAT JENDERAL BINA PENGOLAHAN DAN PEMASARAN HASIL PERTANIAN

Directorate of Directorate of Directorate of Directorate of Directorate of
Food Crops Products Processing and Marketing Horticulture Products Processing and Marketing Estate Crops Products Processing and Marketing Livestock Products Processing and Marketing Enterprises Development

Direktorat Direktorat Direktorat Direktorat Direktorat 
Pengolahan dan Pemasaran Hasil Tanaman Pangan Pengolahan dan Pemasaran Hasil Hortikultura Pengolahan dan Pemasaran Hasil Perkebunan Pengolahan dan Pemasaran Hasil Peternakan Pengembangan Usaha

Dr. Ir. Moehaimin Sovan Dr. Ir. I Nyoman Oka Trijaya, M.App.Sc. Dr. Ir. Har Adi Basri, M.Sc. Ir. Rismansyah Dana Saputra Dr. Ir. Togar Alam Napitupulu, M.Sc.

Sub-Section of Sub-Section of Sub-Section of Sub-Section of Sub-Section of
Administration Administration Administration Administration Administration

Sub-Bagian Sub-Bagian Sub-Bagian Sub-Bagian Sub-Bagian
Tata Usaha Tata Usaha Tata Usaha Tata Usaha Tata Usaha

Drs. Sutrisno Drs. Tumpal Siregar Dra. Emma Sudjaimah Drs. Anwar Sanusi Dra. Suhermin

Domestic Marketing Domestic Marketing Domestic Marketing Domestic Marketing Institutional and Partnership
Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat

Pemasaran Dalam Negeri Pemasaran Dalam Negeri Pemasaran Dalam Negeri Pemasaran Dalam Negeri Kelembagaan dan Kemitraan
Ir. Burhanuddin Ir. Jamil Musanif Ir. Maruli Indra, M.Sc. Ir. Mulyono Makmur, MS Ir. H. Dadang Suherman, MM, MBA, S.Ag.

Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of 
International Marketing International Marketing International Marketing International Marketing Environmental Management

Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat
Pemasaran Internasional Pemasaran Internasional Pemasaran Internasional Pemasaran Internasional Pengelolaan Lingkungan

Dr. Ir. Dona Gultom, M.Sc. Ir. Mesah Tarigan, M.Sc. Ir. Tri Widjadjanti, M.Sc. Ir. Ferial Lubis Ananto Kusuma Seta, M.Sc., PhD.

Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of 
Processing Technology Processing Technology Processing Technology Processing Technology Investment Analysis

Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat
Teknologi Pengolahan Teknologi Pengolahan Teknologi Pengolahan Teknologi Pengolahan Analisa Investasi
Ir. Pither Noble, MS Ir. M. Nasrul Efendie, M.Sc. Ir. Rizky Muis Ir. Agus Amran, SU Ir. Chairul Rachman, MM

Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of 
Processed-Products Quality Processed-Products Quality Processed-Products Quality Processed-Products Quality Entrepreneurship Guidance

Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat 
Mutu Produk Olahan Mutu Produk Olahan Mutu Produk Olahan Mutu Produk Olahan Bina Kewirausahaan

Ir. Octa Muchtar, M.A.ECON Ir. R.N. Nurnadiah, MM Ir. Ahmad Suhardiyanto, M.Sc. Ir. Efi Sofyadi, M.Sc. Adrizal Noer, SH, MM

Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Sub-Directorate of Group of Functional Position
Processing Facilities Processing Facilities Processing Facilities Processing Facilities Kelompok Jabatan Fungsional

Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat Sub-Direktorat
Sarana Pengolahan Sarana Pengolahan Sarana Pengolahan Sarana Pengolahan

Ir. Iyan Bastian Ir. Endang Vita A. Bustam., MM Ir. Katrun Nida, MM Drh. Theaty Gumbirawati R., MM

Group of Functional Position Group of Functional Position Group of Functional Position Group of Functional Position
Kelompok Jabatan Fungsional Kelompok Jabatan Fungsional Kelompok Jabatan Fungsional Kelompok Jabatan Fungsional

6 − 4 − 8  DIRECTORATE GENERAL OF AGRICULTURAL PRODUCTS PROCESSING & MARKETING DEVELOPMENT

ORGANIZATION CHART OF

MINISTRY OF AGRICULTURE

DEPARTEMEN PERTANIAN

Directorate  General of
Agricultural Products Processing & Marketing Development

Direktorat Jenderal
Bina Pengolahan dan Pemasaran Hasil Pertanian

Dr. Ir. Hj. Delima Hasri Azahari, Ph.D

Secretariat of Directorate General
Sekretariat Direktorat Jenderal

Ir. Achmad Mangga Barani, MM

Section of Planning
Bagian Perencanaan

Ir. Gayatri K. Rana, M.Sc.

Section of Law, Public Relations &
Organization Arrangement

Bagian Hukum, Humas & Ortala
Drs. Suprihartono, MM

Section of General Affairs
Bagian Umum

Ir. Rusdalwanto

Section of Evaluation &
Reporting

Bag. Evaluasi & Pelaporan
Ir. Nazaruddin, MM



Section of Section of
Planning Science & Technology Coop. and Public Relations
Bagian Bagian

Perencanaan Kerjasama Ilmu Pengetahuan & Teknologi dan Humas
Ir. Banun Harpini, M.Sc. Dr. Haryono, M.Sc.

Section of Section of
General Affairs Personnel

Bagian Bagian
Umum Kepegawaian

Ir. Murdiyono Dr. Mei Rochjat Darmawiredja, M.Ed.

Center of Center of Center of Center of Center of Center of Institution of
Food Crops Research and Development Horticulture Research and Development Plantation Research and Development Livestock Research and Development Soil & Agro-Climate Research and Development Agricultural Socio-Economy Research and Development Indonesian Plantation  Research
Pusat Penelitian dan Pengembangan Pusat Penelitian dan Pengembangan Pusat Penelitian dan Pengembangan Pusat Penelitian dan Pengembangan Pusat Penelitian dan Pengembangan Pusat Penelitian dan Pengembangan Lembaga 

Tanaman Pangan Hortikultura Perkebunan Peternakan Tanah dan Agroklimat Sosial Ekonomi Pertanian Riset Perkebunan Indonesia (LPRI)
Dr. Ir. Djoko Said Damardjati, MS Dr. Suyamto Hardjosuwiryo Dr. Ir. David Allolerung, MS Dr. Ir. Kusumo Dwiyanto Dr. Ir. Abdurachman Adimihardja, M.Sc. Dr. Pantjar Simatupang Dr. Didiek Hadjar Goenadi, M.Sc., PhD.,APU

Division of Program and Evaluation Division of Program and Evaluation Division of Program and Evaluation Division of Program and Evaluation Division of Program and Evaluation Division of Program and Evaluation Bureau of LRPI Research and Business
Bidang Program dan Evaluasi Bidang Program dan Evaluasi Bidang Program dan Evaluasi Bidang Program dan Evaluasi Bidang Program dan Evaluasi Bidang Program dan Evaluasi Biro Riset dan Usaha

Dr. Made Oka Adnyana Dr. Sudarmadi Purnomo, MS Ir. Dedi Soleh Effendie, MS Dr. Ismeth Inounu, MS Dr. Agus Sofyan, MS Dr. Nizwar Syafa'at, MS Dr. Gede Wibawa

Division of Research Services Division of Research Services Division of Research Services Division of Research Services Division of Research Services Division of Research Services Bureu of LRPI General Affairs and Human Resources
Bidang Pelayanan Penelitian Bidang Pelayanan Penelitian Bidang Pelayanan Penelitian Bidang Pelayanan Penelitian Bidang Pelayanan Penelitian Bidang Pelayanan Penelitian Biro Umum dan Sumber Daya Manusia

Dr. Adi Widjono Ir. Sri Sulihanti, M.Sc. Ir. Usman Daras, M.Agr.Sc. Ir. Atien Priyanti, SP, M.Sc. Dr. Mappaona, MS Ir. Achmad Jauhari, MS Ir. Aries Priyambodo, MS, MBA

Institute of Paddy Research Institute of Vegetables Research Institute of Spices and Biopharmacy Crops Research Institute of Livestock Research Institute of Farm Swamp Area Research Center of Palm Oil Research 
Balai Penelitian Tanaman Padi Balai Penelitian Tanaman Sayuran Balai Penelitian Tanaman Rempah dan Obat Balai Penelitian Ternak Balai Penelitian Pertanian Lahan Rawa Pusat Penelitian Kelapa Sawit

Ir. Irsal Las Dr. Ir. Udin Nugraha, M.Sc. Dr. Molide Rizal Dr. Ir. Argono Rio Setioko, M.Sc. Dr. Trip Alihamsyah Dr. Z. Poeloengan

Center of Rubber Reserch
Insitute of Legumes and Tubers Research Insitute of Fruits Research Institute of Coconut and Other Palms Research Institute of Veterinary Research Institute of Soil Research Pusat Penelitian Karet

Balai Penelitian Tanaman Kacang-Kacangan dan Balai Penelitian Tanaman Buah Balai Penelitian Tanaman Kelapa dan Palma Lain Balai Penelitian Veteriner Balai Penelitian Tanah Dr. Soekirman
Umbi-Umbian Dr. Ir. I. Djatnika, MS Not decided yet Dr. Abdul Madjid Dr. Fahmuddin Agus

Dr. Ir. Yusdar Hilman, MS Center of Indonesian Sugar Estate Crops Research
Pusat Penelitian Perkebunan Gula Indonesia

Institute of Ornament Plants Research Institute of Tobacco and Fibers Research Workshop of  Cattled Cow Institute of Agro-Climate and Hydrology Research Dr. Mirzawan
Institute of Cereals Research Balai Penelitian Tanaman Serealia Balai Penelitian Tanaman Tembakau dan Serat Loka Penelitian Sapi Potong Balai Penelitian Agroklimat dan Hidrologi

Balai Penelitian Tanaman Serealia Dr. Ir. Kusumah Effendie, MS Dr. Suwarso Drh. Didi Budi Wijono, MS Dr. Sumardjo Gatot Irianto Center of Coffee and Cacao Research
Dr. Ir. Subandi Pusat Penelitian Kopi dan Kakao

Dr. Zaenuddin
Workshop of Workshop of Estate Inter-Cropping Crops Workshop of  Cattled Goat Workshop of  Farm Area Pollution Research

Workshop of Tungo Lanrang Diseases Research Citrus & Sub-Tropic Horticulture Research Loka Penelitian Tanaman Sela Perkebunan Loka Penelitian Kambing Potong Balai Penelitian Pencemaran Lingkungan Pertanian Center of Tea and  Kina Research
Loka Penelitian Penyakit Tungo Lanrang Loka Penelitian Tanaman Jeruk & Ir. Edi Wardiana, MS Dr. Simon Petrus Ginting Husen Suganda, S.Si., M.Sc. Pusat Penelitian Teh dan Kina

Ir. Burhanuddin, MS Hortikultura Sub-Tropik Dr. Wenten Astika
Ir. Arry Supriyanto, MS

Insitute of Estate Crops Biotechnology Research
Pusat Penelitian BioteknologiPerkebunan

Dr. Ir. Darmono Taniwiryono

Institute of Central Institute of Central Institute of Central Institute of
Agricultural Technology Analysis and Development Agricultural Mechanics Development Research and Development on Research and Development on

Balai Balai Besar Agricultural Bio-Technology and Genetic Resources Agricultural Post-Harvesting
Pengkajian & Pengembangan Teknologi Pertanian Pengembangan Mekanisasi Pertanian Balai Besar Balai Besar 

Dr. Ir. Saeful Bachrein, MS Dr. Handaka, M.Eng. LitBang. Bioteknologi & Sumberdaya Genetik Pertanian Lit.Bang. Pasca Panen Pertanian
Dr. Ir. Sutrisno, MS Dr. Ridwan Thahir

Sub-Section of Administration Division of Program Formulation
Sub-Bagian Tata Usaha Bidang Penyusunan Program Section of Administration Section of Administration

Ir. Restu Desi Djarwowati Dr. Astu Unadi, M.Eng. Bagian Tata Usaha Bagian Tata Usaha
Ir. Etty Herawati, MS Ir. Endang Kunwidayati, MS

Division of Technical Services Division of Facilities and Cooperation
Seksi Pelayanan Teknis Bidang Sarana dan Kerjasama Division of Program and Evaluation Division of Program and Evaluation

Drs. Suyud Ir. Sarjono, MS Bidang Program dan Evaluasi Bidang Program dan Evaluasi
Dr. Budihardjo S. Drs. Murtiono Sentot

Division of Analysis Services Division of General Affairs
Seksi Jasa Pengkajian Bagian Umum Division of Research Results Cooperation & Empowerment Division of Research Results Cooperation & Empowerment

Ir. Achmad Subaidi, M.Si. Ir. Bikaningsih, MM Bidang Kerjasama & Pendayagunaan Hasil Penelitian Bidang Kerjasama & Pendayagunaan Hasil Penelitian
Dr. Karden Mulya Ir. Sulusi Prabawati, MS

August 2004
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Organization Chart of Agency of Agricultural Reserch and Development
Ministry of Agriculture

Struktur Organisasi Badan Penelitian dan Pengembangan Pertanian
Departemen Pertanian

Badan Penelitian dan Pengembangan Pertanian

Dr. Ir. Achmad Suryana, MS

Agency of Agricultural Research and Development

Sekretaris Badan

Dr. Ir. Achmad Dimyati, MS

Secretariat of Agency



September 2004

Section of Section of
Planning Finance and Houshold
Bagian Bagian

Perencanaan Keuangan dan Rumah Tangga
Ir. Heri Suliyanto Ir. Winarhadi, MM

Section of Section of
Law, Organization Arrangement and Public Relations Personnel

Bagian Bagian
Hukum, Organisasi Tata Laksana,dan Humas Kepegawaian

Drs. Ketut Tastra Djairatman, SH

Center of Center of Center of Center of Center of Center of
Agricultural Human Resources Analysis Agricultural Extension Development Agricutural Education Development Agricultural Officers Training Development Agribusiness Enterpreneurship Development Management on Agricultural Human Resources Development

Pusat Pusat Pusat Pusat Pusat Pusat
Pengkajian Sumber Daya Manusia Pertanian Pengembangan Penyuluhan Pertanian Pengembangan Pendidikan Pertanian Pengembangan Pelatihan Pegawai Pertanian Pengembangan Kewirausahaan Agribisnis Manajemen Sumber Daya Manusia Pertanian

Drs. Adjmal Pasaribu Dr. Ir. Amrin Zakaria, M.Ed. Drs. Safuan Tingal, M.Ed. Dr. Ir. Soedidjanto Ir. Lenny S. Syafei, M.S. Ir. Muhammad Anas Rasyid, M.Ed.

Division of Division of Division of Division of Division of Section of
Program Analysis Agricultural Extension Arrangement Education Implementation Training & Educ. for Pre and in Assignment Period Guidance for Education & Training Institution General Administration

Bidang Bidang Bidang Bidang Bidang Bidang
Pengkajian Program Tata Penyuluhan Pertanian Penyelenggaraan Pendidikan Diklat Pra-Jabatan dan Dalam Jabatan Bimbingan Kelembagaan Pendidikan dan Latihan Administrasi Umum
J. B. Haryana, M.Ed Ir. Diana Prasastyawati, M.Si Ir. Fransisca Maria L., M.Sc. Ir. Harmianti, M.Sc. Ir. Maman Surachman, M.Ed. Untung B. Abdul Gani, MA

Sub-Division of Sub-Division of Sub-Division of Sub-Division of Sub-Division of
Program Formulation Extension Arrangement Edication System and Method Technical and Leadership Education & Training  Institution for Agribusiness Training & Education Division of

Sub-Bidang Penyusunan Program Sub-Bidang Tata Penyuluhan Sub-Bidang Sistem dan Metode Pendidikan Sub-Bidang Diklat Teknis & Kepemimpinan Sub-Bidang Kelembagaan Diklat Agribisnis Agriculture Leadership Development
Ir. Deddy Mulyadi, MM Ir. Rusmini Ir. Multo Nugroho Sarwoto, M.Si Ir. April Handono, API Drs. Ridwan Bidang

Pengembangan Kepemimpinan Pertanian
Sub-Division of Sub-Division of Sub-Division of Sub-Division of Sub-Division of Supriyadi, M.Sc

Evaluation Evaluation and Reporting Education Cooperation Function and Pre-Assignment  Institution for Agribusiness Capital Training & Education
Sub-Bidang Evaluasi Sub-Bidang Evaluasi dan Pelaporan Sub-Bidang Kerjasama Pendidikan Sub-Bidang Fungsi dan Pra-Jabatan Sub-Bidang Kelemb. Diklat Permodalan Agribisnis Sub-Division of

Drs. Abdul Halim, M.Si Ir. Lindawati Anggodo, MM Ir. Endah Suparti, MS Ir. Teddy Rachmat, MM Ir. Eddy Sudaryanto, MM Agriculture Officers
Sub-Bidang Petugas Pertanian

Dra. Widianto
Division of Division of Division of Division of Division of

Technical Services Institution & Manpower of Agricultural Extension Institution and Manpower Study Assignment and Education & Training Cooperation Agribusiness Entrepreneurship Training and Education Sub-Division of
Bidang Bidang Bidang Bidang Bidang Agriculture Enterpreneurs

Pelayanan Teknis Kelembagaan & Ketenagaan Penyuluhan Pertanian Kelembagaan dan Ketenagaan Tugas Belajar dan Kerjasama Diklat Pendidikan dan Pelatihan Kewirausahaan Agribisnis Sub-Bidang Pengusaha Pertanian
Ir. Agus Haryadi, MM Ir. Muhammad Ridha Ismail Ir. Lanti Hutahuruk, M.S. Herry Achmad Bazuri, M.Sc. Ir. Bambang Sugianto, M.Si. Ir. Suci Marwati

Sub-Division of Sub-Division of Sub-Division of Sub-Division of Sub-Division of Sub-Division of
Data and Information Institution Institution Study Assignment System and Method Agriculture Communities

Sub-Bidang Data dan Informasi Sub-Bidang Kelembagaan Sub-Bidang Kelembagaan Sub-Bidang Tugas Belajar Sub-Bidang Sistem dan Metode Sub-Bidang Masyarakat Pertanian
Ir. Abubakar Sidik, MM Ir. Sudiman Tutu, M.Si. Ir. Sismiyati, M.Ed. Ir. I Gede Sauthiarna, MM Drs. Azhari Marsry Mecy, M.Sc. Ir. Yuyun Suhartono Masduki

Sub-Division of Sub-Division of Sub-Division of Sub-Division of Sub-Division of
Reporting Manpower Manpower Reporting Reporting Division of

Sub-Bidang Pelaporan Sub-Bagian Ketenagaan Sub-Bidang Ketenagaan Sub-Bagian Pelaporan Sub-Bidang Pelaporan Functional Personnel Development
Drs. Lukman Ascaiyo S.J.P Ir. Dedeh Krisdiani Ir. Rismi Ir. Ella Rosmawati Kosim Ir. Djembarsyah Bidang

Bidang Pengembangan Tenaga Fungsional
Supriyadi, M.Sc.

Sub-Division of
Proficiency Functional

Sub-Bidang Fungsional Keahlian
Ir. Dwi Poetranti K.

Sub-Division of
Skills Functional

Sub-Bidang Fungsional Ketrampilan
Siswanto, SH
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Organization Chart of Agency of Agricultural Human Resources Development
Ministry of Agriculture

Struktur Organisasi Badan Pengembangan Sumber Daya Pertanian
Departemen Pertanian

Badan Pengembangan Sumber Daya Manusia Pertanian

Dr. Sinis Munandar, MS

Agency of Agricultural Human Resources Development

Sekretariat Badan

Ir. Suwandi, MM

Secretariat of Agency



Center of Center of Center of
Animal Quarantine Plants Quarantine Method and Techniques for Animal and Plants Quarantine

Pusat Pusat Pusat
Karantina Hewan Karantina Tumbuhan Teknik dan Metode Karantina Hewan dan Tumbuhan

Drh. H. Mukhtar Abdullah Barania Ir. Arfany Bastoni Ir. Amir Hamzah

Division of Division of Division of
Living Animals Foreign Plants Quarantine Method and Techniques for Animals Quarantine

Bidang Bidang Bidang
Hewan Hidup Karantina Tumbuhan Luar Negeri Teknik dan Metoda Karantina Hewan
Drh. Tahyani Suparno, SA, SH Drh. Hadi Wardoko

Sub-Division of Sub-Division of Sub-Division of
 Animals-for-Food Quarantine Technical Guidance Method and Techniques Formulation

Sub-Bidang Karantina Hewan Pangan Sub-Bidang Bimbingan Teknis Sub-Bidang Penyusunan Teknik dan Metoda 
Drh. Sophia Setyawati Ir. Turhadi Noerachman Drh. Achmadi

Sub-Division of Sub-Division of Sub-Division of
 Non Animals-for-Food Quarantine Evaluation and Report Evaluation and Reporting

Sub-Bidang Karantina Hewan Non Pangan Sub-Bidang Evaluasi dan Pelaporan Sub-Bidang Evaluasi dan Pelaporan
Drh. Agus Suranto Ir. Lailatul Hidayah Drh. Koentjoro Soelistyo

Division of Division of Division of
Animal Products Inter-Area Plants Quarantine Method and Techniques for Plants Quarantine

Bidang Bidang Bidang 
Produk Hewan Karantina Tumbuhan Antar Area Teknik dan Metoda Karantina Tumbuhan

Drh. Bambang Erman Drs. Suwanda ZA, M.Sc. Ir. Wihendro Haryono, MM

Sub-Division of Sub-Division of Sub-Division of
Animals-Sourced Food Products Quarantine Technical Guidance Method and Techniques Formulation

Sub-Bidang Karantina Produk Pangan Hewani Sub-Bidang Bimbingan Teknis Sub-Bidang Penyusunan Teknik dan Metoda 
Drh. Mira Hartali Ir. Idham Ir. Supandi

Sub-Division of Sub-Division of Sub-Division of
Non Animals-for-Food Products Quarantine Evaluation and Reporting Evaluation and Reporting

Sub-Bidang Karantina Produk Hewan Non Pangan Sub-Bidang Evaluasi dan Pelaporan Sub-Bidang Evaluasi dan Pelaporan
Drs. Dedy Sudrajat Ir. Nuryani D.P.
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September 2004Organization Chart of Agency of Agricultural Quarantine
Ministry of Agriculture

Struktur Organisasi Badan Karantina Pertanian
Departemen Pertanian

Badan Karantina Pertanian

Drh. Budi Tri Akoso, M.Sc., Ph.D.

Agency of Agricultural Quarantine

Sekretariat Badan

Ir. Zulfiar Zubir

Secretariat of Agency

Bagian Perencanaan

Drs. Wahono D., Dipl.Ag.Ec., M.Sc.

Section of Planning

Bagian Hukum, Hubungan Masyarakat dan
Ortala

Hermansyah, SH, MM

Section of Law, Public Relations &
Organization Arrangement

Bagian Kepegawaian & Perlengkapan

Drs. Mulyanto, MM

Section of Personnel &  Logistics

Bagian Kerjasama

Dr. Ir. Catur P. Budiman, M.Agric

Section of Cooperation



Organization Chart of Ministry of Marine Affairs and Fisheries
Struktur Organisasi Departemen Kelautan dan Perikanan  July 2004

Advisor to the Minister *)
Staf Ahli Menteri

*) Advisor to the Minister for:
1 Economy, Social and Culture : Dr.Ir. Gelwin Yusuf, MSc Inspectorate General Secretariat General Marine and Fisheries Research Agency

Bidang Ekonomy, Sosial & Budaya Inspektorat Jenderal Sekretariat Jenderal Badan Riset Kelautan dan Perikanan
2 Public Policy : Dr.Ir. Sahala Hutabarat Ir.H. Mustofa Abubakar, Msi Dr.Ir. Andin H. Taryoto, MS Dr. Ir. Dwi Susilo Indroyono Soesilo, APU

Bidang Kebijakan Publik
3 Law : Laksama. Sukemi H.M. Yassin Secretary of General Inspector General Affairs Bureau Capture Fisheries Research Center

Bidang Hukum Sekretaris Inspektur Jenderal Biro Umum Pusat Riset Perikanan Tangkap
4 Ecology and Marine Resources : Prof.Dr.Ir. Rizam Max Rompas Ir. Suseno,MM Drg. Farida Lukman, MSc Dr. Subhat Nur Hakim

Bidang Ekologi dan Sumber Daya Laut
5 Community & Institutional Relationship : P. Ello Inspectorate - I Planning and Foreign Cooperation Bureau Aquaculture Research Center

Bidang Kemasyarakatan &Hubungan Antar Kelembagaan Inspektorat - I Biro Perencanaan dan Kerjasama Luar Negeri Pusat Riset Budidaya Perikanan
Ir. Iskandar, MM Ir. Saut P. Hutagalung, MSc Dr. Ketut Sugama, MSc

Inspectorate - II Personnel Bureau Marine Technology Research Center
Inspektorat - II Biro Kepegawaian Pusat Riset Teknologi Kelautan

Ir. Budi Haryanto Sumihati, SH Ir. Hartanta Tarigan, Phd

Inspectorate - III Financial Bureau Marine Area and Non-Living Resources Research Center
Inspektorat - III Biro Keuangan Pusat Riset Wilayah Laut & Sumberdaya Nonhayati

Ir. Sumpeno Djojosaputro Sumali, SH Dr. Ir. Syafri Burhanuddin, DEA

Inspectorate - IV Law and Organization Bureau Marine and Fisheries Product Processing and Social Economy Center
Inspektorat - IV Biro Hukum dan Organisasi Pusat Riset Pengolahan Produk & Sosial Ekonomy

Ir. Syamsudin H. Amin Narmoko Prasmadji, SH.MA Dr.Ir. W. Farid Ma'ruf, MSc

Information and Public Services Center Education & Training Center for Apparatus
Pusat Informasi & Pelayanan Masyarakat Pusat Pendidikan dan Latihan Aparatur

Ir. Adi Priana H. Pasaribu Dr. Wahono Hadi Parmono, Med

Fish Quarantine Center Fisheries Education and Training Center
Pusat Karantina Ikan Pusat Pendidikan dan Latihan Perikanan

Drs. Hardjono, Maq,MMA Dr. Soen'an Hadipurnomo, Med

Directorate General of Capture Fisheries Directorate General of Aquaculture Directorate General of Coastal and Small Islands
Direktorat Jenderal Perikanan Tangkap Direktorat Jenderal Perikanan Budidaya Direktorat Jenderal Pesisir dan Pulau-pulau Kecil

Made L. Nurdjana Dr.Ir. Moch. Fatuchri Sukadi, MS Dr. Ir. Soempeno Putro Laksda (Purn) Busran Kadri Prof. Dr. Widi A. Pratikto, MSc

Secretariat Directorate General Secretariat Directorate General Secretariat Directorate General Secretariat Directorate General Secretariat Directorate General
Sekretariat Direktorat Jenderal Sekretariat Direktorat Jenderal Sekretariat Direktorat Jenderal Sekretariat Direktorat Jenderal Sekretariat Direktorat Jenderal

Heriyanto Marwoto Ir. Sunaryanto, MSc Dr.Ir.  Achmad Poernomo Ir. Wignyo Handoko Ir. Ali Supardan, MSc

Directorate of Fish Resources Directorate of Seedling Directorate of Government Institution Directorate of Fish Resources Surveillance Directorate of Marine, Coastal & Small Islands Spatial Planning
Direktorat Sumber Daya Ikan Direktorat Perbenihan Direktorat Kelembagaan Pemerintah Direktorat Pengawasan Sumberdaya Ikan Direktorat Tata Ruang Laut, Pesisir & Pulau-pulau kecil

Suharyadi Salim Ir. Agus Apun Budiman, M.Aq Dr. Sunoto Ir. Heryanto Marwoto, MS Ir. Ferryanto Hadi S. Djais, MM

Directorate of Capture Fisheries Facility Directorate of Aquaculture Infrastructure Directorate of  Private Institution Directorate of Amenities Surveillance Directorate of Conservation & National Marine Park
Direktorat Sarana Perikanan Tangkap Direktorat Prasarana Budidaya Direktorat Kelembagaan Dunia Usaha Direktorat Pengawasan Jasa Kelautan Direktorat of Konservasi & Taman Nasional Laut

Ibrahim Ismail Ir. Sulistyo Ir.H. Syafril Fauzi, MSc FR Ghanti Schabuddin, SH,M Ir. Yaya Mulyana
 

Directorate of Capture Fisheries Infrastructure Directorate of Culturing Directorate of International Institution Directorate of Marine Ecosystem Surveillance Directorate of Coastal Management
Direktorat Prasarana Perikanan Tangkap Direktorat Pembudidayaan Direktorat Kelembagaan Internasional Direktorat Pengawasan Ekosistem Laut Direktorat Bina Pesisir

Syarif Osman M. Dr.Ir. Endhay Kusnendar M Ir. Anang Nugroho S.M, MEM Dr.Ir. Sugiarta Wirasantosa, MS Ir.H. Irwandi Idris, Msi

Directorate of Services for Fish Business Directorate of Fish Healthy and Environment Directorate of Marketing for Fish and Marine Resources Directorate of Facity & Infrastructure Surveillance Directorate of Small Islands Empowerment
Direktorat Pelayanan Usaha Penangkapan Direktorat Kesehatan Ikan dan Lingkungan Direktorat Pemasaran Hasil Laut dan Ikan Direktorat Pengawasan Sarana & Prasarana Direktorat Pemberdayaan Pulau-pulau Kecil

Purwanto Dr.Ir. A. Rukyani Ir. Sadullah Muhdi, MBA SM Parlindungan Hutabarat Dr. Alex Retra Ubun

Directorate of Quality Control and Fish Processing Directorate of Business and Fish Processing Directorate of Capital & Investment Directorate of  Law Enforcement Directorate of  Coastal Community Empowerment
Direktorat Pengendalian Mutu dan Pengolahan Ikan Direktorat Bina Usaha dan Pengolahan Hasil Direktorat Sistem Permodalan & Investasi Direktorat Penanganan Pelanggaran Direktorat Pemberdayaan Masyarakat Pesisir

Setia Mangunsong Ir. M. Kisto Mintoardjo Dr.Ir. Victor PH Niki Juluw, MSc Tamba Naibaho Dr. Sudirman Saad

6  5  MINISTRY OF MARINE AFFAIRS AND FISHERIES

Directorate General of Improvement of Capacity Building & Marketing
Direktorat Jenderal Peningkatan Kapasitas Kelembagaan & Pemasaran

Directorate General of Marine & Fisheries Resources Control
Direktorat Jenderal Pengendalian Sumberdaya Kelautan & Perikanan

Minister of Marine Affairs and Fisheries

Menteri Kelautan dan Perikanan

Freddy Numberi



Organization Chart of Ministry of Settlement & Regional Infrastructure
Struktur Organisasi Departemen Permukiman & Prasarana Wilayah

Advisor to the Minister *) 
Staf Ahli Menteri

Construction and Investment Development Agency Research and Development Agency Human Resources Development Agency Secretary General Inspectorate General
Badan Pembinaan Konstruksi dan Investasi Badan Penelitian dan Pengembangan Badan Pengembangan Sumber Daya Manusia Sekretaris General Inspektorat Jenderal

Wibisono Setio Wibowo, MSc Dr. Ir. Roestam Sjarief, MNRM Ir. Iwan Nursyirwan Diar, Dipl. HE Ir. Budiman Arif Ir. Siswoko, Dipl. HE

Secretary of Agency Secretary of Agency Secretary of Agency Planning and Foreign Cooperation Bureau Secretary of Inpectorate General
Sekretaris Badan Sekretaris Badan Sekretaris Badan Biro Perencanaan dan Kerjasama Luar Negeri Sekretaris Inspektorat Jenderal

Ir. Bambang Tri Sukmono, MM Ir. Supardi Ir. Handrajadi, M.Eng. Deddy Rooshadiono, SE, M.Ec. Ir. Hisnu Pawenang

Procurement Evaluation Center Research Institute for Water Resources Education and Training Center for Personnel Finance and Owned State Enterprises Bureau Inspector - I
Pusat Penilaian Pengadaan Puslitbang SDA Pusat Pendidikan dan Pelatihan Pegawai Biro Keuangan dan Tata Usaha BUMN Inspektur - I

Ir. Djoko Muryanto Ir. Dyah Rahayu Pangesti, Dipl. HE Ir. Ismanto, MSc Drs. Slametto, MT Ir. Mohammad Hasan, Dipl. HE

Construction Quality Evaluation Center Research and Development for Engineering Education Center Personnel and Organization  Bureau Inspector - II
Pusat Penilaian Mutu Konstruksi for Road  Infrastructure Pusat Pendidikan Keahlian Teknik Biro Kepegawaian dan Organisasi Tatalaksana Inspektur - II

Ir. Suharyono, M.Eng. Puslitbang Prasarana Transportasi Ir. Nana Rukmana D. Wirapradja, MA Drs. IG.G. Pudjanegara, MM Ir. Rani Woro Wirasmi
Ir. Mohammad Syahdanul Irwan, MSc

Construction Development Center Construction Services Training Center Law Bureau Inspector - III
Pusat Pembinaan Konstruksi Research and  Development Center Pusat Pelatihan Jasa Konstruksi Biro Hukum Inspektur - III

Drs. Hinu Endro Sayono, MPA for Settlement Sumaryanto Widayatin, MSCE Tjindra Parma Wignyoprayitno, SH, MM Eddy Djuhdi H, Dipl. Ing.
Puslitbang Permukiman

Investment Development Center Ir. Nana Terangna Ginting, Dipl.EST Community Participation Development Center General Affairs Bureau Inspector - IV
Pusat Pengembangan Investasi Pusat Pengembangan Peranserta Masyarakat Biro Umum Inspektur - IV

Ir. Budi Yuwono Prawirosudirjo, Dipl. HE Study center for Regional Ir. Hana Meilina Nurhayati S. Ir. Budi Antoro Ir. Suprayitno
 Socio-Culture-Economy

Pusat Pengkajian Policy Study Center
Sosial-Budaya-Ekonomi Wilayah Pusat Kajian Kebijakan

Drs. Pardino Ir. Imam Santoso Ernawi, MCM, MSc

Data & Public Information Center
Pusat Data & Informasi Publik

Ir. Waskito Pandu, MSc

Directorate General of Spatial Planning Directorate General of Regional Infrastructure Directorate General of Urban and Rural Development Directorate General of Water Resources Directorate General of Housing and Settlement
Direktorat Jenderal Penataan Ruang Direktorat Jenderal Prasarana Wilayah Direktorat Jenderal Perkotaan dan Perdesaan Direktorat Jenderal Sumber Daya Air Direktorat Jenderal Perumahan and Permukiman

Ir. Junius Saringar Ulibasa Hutabarat Ir. Hendriyanto Notosoegondo Dr. Ir. Patana Rantetoding, MSc Dr. Ir. M. Basoeki Hadimoeljono, MSc Ir. Sjarifuddin Akil

Secretary of Dit.Gen. Ir. Sri Apriatini Soekardi, MM Secretary of Dit.Gen. Secretary of Dit.Gen. Secretary of Dit.Gen.
Sekretaris Dit. Jen. Sekretaris Dit. Jen. Sekretaris Dit. Jen. Sekretaris Dit. Jen. Sekretaris Dit. Jen.

Ir. Setia Budi Algamar, MURP Ir. Sri Apriatini Soekardi, MM Drs. Sugimin Pranoto, M.Eng. Dr. Ir. Mochammad Amron Ir. Aim Abdurachim Idris, MSc

Directorate of National Spatial Planning Directorate of Technical Guidance Directorate of Technical Guidance Directorate of Technical Guidance Directorate of Technical Guidance
Direktorat Penataan Ruang Nasional Direktorat Bina Teknik Direktorat Bina Teknik Direktorat Bina Teknik Direktorat Bina Teknik

Ir. Ruchyat Deni Djakapermana, M.Eng. Ir. Machfudz Madjid, MM Ir. R. Bambang Goeritno Soekamto, MSc Ir. Sudarto Drs. Agus Jarot H. Kustanto, CES
(Task Implementing Officer)

Directorate of Regional Development Directorate of Infrastructure Network System Directorate of Metropolitan City Directorate of Residential Financing
Direktorat Pengembangan Kawasan Direktorat Sistem Jaringan Prasarana Direktorat Perkotaan Metropolitan Directorate of Water Resources Management Direktorat Pembiayaan Perumahan

Ir. Renyansih Ir. Eduard T. Pauner Ir. Parlindungan Simanjutak, MSc Direktorat Penatagunaan Sumber Daya Air Dr. Ir. Iskandar Saleh, MA, MCP
Ir. Sukrasno Sastro Hardjono, Dipl. HE

Directorate of Spatial Planning for Western Region Directorate of Infrastructure for Western Region Directorate of Urban and Rural for Western Region Directorate of Housing and Settlement for Western Region
Direktorat Penataan Ruang Wilayah Barat Direktorat Prasarana Wilayah Barat Direktorat Perkotaan dan Perdesaan Wilayah Barat Directorate of Water Resources for  Western Region Direktorat Perumahan dan Permukiman Wilayah Barat

Ir. Toto Hendroto Baswan, M.Si Ir. Maulana Yoesoef Singedekane Ir. Totok Priyanto, MUP Direktorat Sumber Daya Air Wilayah Barat Ir. Amien Roychanie
Ir. Karyadi, Dipl. HE

Directorate of Spatial Planning for Central Region Directorate of Infrastructure for Central Region Directorate of Urban and Rural for  Central Region Directorate of Housing and Settlement for  Central Region
Direktorat Penataan Ruang Wilayah Tengah Direktorat Prasarana Wilayah Tengah Direktorat Perkotaan dan Perdesaan Wilayah Tengah Directorate of Water Resources for  Central Region Direktorat Perumahan dan Permukiman Wilayah Tengah

Dr. Ir. I.F. Purnomosidhi P., MSc Ir. Purnarachman, CES Ir. Mohammad Rachmat Karnadi, MT Direktorat Sumber Daya Air Wilayah Tengah Ir. Endang Widayati
Ir. Djoko Subarkah, Dipl. HE

Directorate of Spatial Planning for Eastern Region Directorate of Infrastructure for Eastern Region Directorate of Urban and Rural for Eastern Region Directorate of Housing and Settlement for  Eastern Region
Direktorat Penataan Ruang Wilayah Timur Direktorat Prasarana Wilayah Timur Direktorat Perkotaan dan Perdesaan Wilayah Timur Directorate of Water Resources for  Eastern Region Direktorat Perumahan dan Permukiman Wilayah Timur

Ir. Kusnaeni, Dipl. HE Ir. Frankie Tayu Moch. Nur Nasution, MSc Direktorat Sumber Daya Air Wilayah Timur Dr. Ir. Yusuf Yuniarto
Ir. Eddy A. Djajadiredja, Dipl. HE

*) Advisor to the Minister for: Staf Ahli Menteri:
1.  Inter-Institutional Relationship Bidang Hubungan Antar Lembaga Ir. Rr. Toeti Ariati Sri Soewarni, MPM
2.  Socio-Culture and Community Participation Bidang Sosial Budaya dan Peran Masyarakat Ir. Agoes Widjanarko, MIP
3.  Autonomy and Harmonious Regional Development Bidang Otonomi dan Keterpaduan Pembangunan Daerah Dr. Ir. Achmad Hermanto Dardak, MSc
4.  Economy and Foreign Affairs Bidang Ekonomi dan Hubungan Luar Negeri Ir. Adi Sarwoko, Dipl. HE
5.  Expertise and Functional Development Bidang Pengembangan Keahlian dan Tenaga Fungsional Ir. Soedarmadji Koesno, M.Eng.Sc

August 2004
Minister of Settlement & Regional Infrastructure

Menteri Permukiman & Prasarana Wilayah

Dr. Ir. Soenarno, Dipl. HE
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Director of Technical Guidance Director of Water Resources Management Director of Water Resources for Western Region Director of Water Resources of Central Region Director of Water Resources of Eastern Region
Direktur Bina Teknik Direktur Penatagunaan Sumber Daya Air Direktur Sumber Daya Air Wilayah Barat Direktur Sumber Daya Air Wilayah Tengah Direktur Sumber Daya Air Wilayah Timur

Ir. Sudarto * Ir. Sukrasno Sastro Hardjono, Dipl. HE Dr. Karyadi, Dipl. HE Ir. Djoko Subarkah, Dipl. HE Ir. Eddy A. Djadjadiredja, Dipl. HE

Section Chief of Administration Section Chief of Administration Section Chief of Administration Section Chief of Administration Section Chief of Administration
Kepala Sub Bagian Administrasi Kepala Sub Bagian Administrasi Kepala Sub Bagian Administrasi Kepala Sub Bagian Administrasi Kepala Sub Bagian Administrasi

Drs. Sudjari Dra. Siti Alfiah Dra. Azra Mustafa Suryanto, SH, MM M. Subil Lihan, SE

SubDit. of Strategy and Policy Preparation SubDit. of River Basin Planning SubDit. of Technical Planning SubDit. of Technical Planning SubDit. of Technical Planning
SubDit. Penyiapan Kebijakan dan Strategy SubDit. Perencanaan Wilayah Sungai SubDit. Perencanaan Teknis SubDit. Perencanaan Teknis SubDit. Perencanaan Teknis

Ir. Eko Subekti Ir. Anthony Raymond Kemur, MSc. Ir. Etty Heruastuti Ir. Prasidananto Nugroho, M.Eng Ir. Supit. R. Lengkong

M. Murni, ME

SubDit. Budgetting & Foreign Cooperation SubDit. of River Basin Management SubDit. of Western Region-I (Aceh & North Sumatera) SubDit. of Western Region-I (West Java, DKI Jakarta, Banten) SubDit. of Eastern Region-I (Bali, NTT, NTB)
SubDit. Penganggaran dan Kerjasama Luar Negeri SubDit. Pengelolaan Wilayah Sungai SubDit. Wilayah Barat-I SubDit. Wilayah Tengah-I SubDit. Wilayah Timur-I 

Ir. Widagdo, Dipl. HE Ir. Imam Anshori, Dipl.HE Ir. Syahrial Achmad, MSc. Ir. Warsito Siswowiyoto, Dipl. HE Ir. Hari Suprayogi

SubDit. of Raw Water, River, Dam and Lake SubDit. of Water Resources Conservation SubDit. of Western Region-II (West Sumatera & Riau) SubDit. of Western Region-II (Central Java, DIY, and East Java) SubDit. of Eastern Region-II (South & Southeastern Sulawesi)
SubDit. Air Baku, Sungai, Waduk, dan Danau SubDit. Konservasi Sumber Daya Air SubDit. Wilayah Barat-II SubDit. Wilayah Tengah-II SubDit. Wilayah Timur-II 

Ir. Soekistiarso, Dipl.HE Dr. Moch.Ali, CES, DEA Ir. Suprapto, M.Eng. Ir. Sudarto Ir. Kusbandoro, Dipl. HE

SubDit. of Irrigation, Groundwater, Swamp & Coastal SubDit. of Water Resources Institution SubDit. of Western Region-III (Jambi & South Sumatera) SubDit. of Western Region-III (West and Central Kalimantan) SubDit. of Eastern Region-III (North & Central Sulawesi, Gorontalo)
SubDit. Irigasi, Air Tanah, Rawa & Pantai SubDit. Kelembagaan Sumber Daya Air SubDit. Wilayah Barat-III SubDit. Wilayah Tengah-III SubDit. Wilayah Timur-III 

Ir. Adolf Tommy M. Sitompul, M.Eng Ir. Suharto Sarwan, Msi Ir. Bambang Suyono, Dipl. HE Ir. Agni Handoyo Putro Dr.Ir. Djaja Murni Warga Dalam, Dipl. HE

SubDit. of Performance Evaluation SubDit. of Hydrology SubDit. of Western Region-IV (Bengkulu & Lampung) SubDit. of Western Region-IV (South and East Kalimantan) SubDit. of Eastern Region-IV (Maluku & Irian Jaya)
SubDit. Evaluasi Kinerja SubDit. Hidrologi SubDit. Wilayah Barat-IV SubDit. Wilayah Tengah-IV SubDit. Wilayah Timur-IV 

Ir. Agus Suprapto, M.Eng., PhD Dr. Ir. Sutardi, M.Eng. Ir. Bambang Risanto K., CES Ir. Aslan Ir. Asman Sembiring, Dipl. HE

* (Task Implementing Officer)

August 2004Organization Chart of Directorate General of Water Resources
Ministry of Settlement & Regional Infrastructure
Struktur Organisasi Direktorat Jenderal Sumber Daya Air

Departemen Permukiman & Prasarana Wilayah

6 - 6 - 1  DIRECTORATE GENERAL OF WATER RESOURCES

Direktorat Jenderal Sumber Daya Air

Dr. Ir. M. Basoeki Hadimoeljono, MSc

Directorate General of Water Resources

Sekretaris Dit. Jen.

Dr. Ir. Mochammad Amron

Secretary of Dit. Gen.

Section of Data Preparation
Seksi Penyiapan Data

M. Murni, ME

Section of Policy Analysis
Seksi Analisa Kebijakan

Ir. Bistok Sigalingging, Msc.

Section of Program & Budgeting
Seksi Program & Anggaran

Indrawadi, SE

Section of Foreign Cooperation
Seksi Kerjasama Luar Negeri
Ir. Is Prasetyo Basuki, MSc.

Section of Raw Water & River Supplying
Seksi Penyediaan Air Baku dan Sungai

Ir. Sri Hartono

Section of Dam & Lake
Seksi Waduk & Danau

Ir. Djodi S.Sugondo, MSc.

Section of Groundwater Irrigation
Seksi Irigasi Air Tanah

Ir. Asbarinsyah

Section of Swamp & Coastal
Seksi Rawa dan Pantai
Ir. Danang Baskoro, Sp

Section of Region-I
Seksi Wilayah-I
Mariyono, ME

Section of Region-II
Seksi Wilayah-II

Ir. Dhono Bantolo

Section of Program
Seksi Program
Ir. Sigit Dipuro

Section of Evaluation
Seksi Evaluasi

Ir. Haryanto, Dipl.HE

Section of Region-I
Seksi Wilayah-I

Ir. Prabowo Pratiknyo, ME

Section of Region-II
Seksi Wilayah-II

Ir. Ridwan Rachman, Dipl. SI

Section of Region-I
Seksi Wilayah-I

Ir. Bekti Sudarmanto,Spl

Section of Region-I
Seksi Wilayah-II

Ir. Djoko Sudjatmiko

Section of Region-I
Seksi Wilayah-II

Ir. Adi Pramudyo, MT

Section of Region-I
Seksi Wilayah-I

Ir. Bekti Sudarmanto, Spi

Section of Region-I
Seksi Wilayah-I

Ir. Harmadi, ST, Spl

Section of Region-I
Seksi Wilayah-II

Drs. Agus Praptomo

Section of Program
Seksi Program

Ir. Bambang Subiyandono

Section of Evaluation
Seksi Evaluasi

Priyo Sambodo, ME

Section of Irrigation, Swamp & Coastal
Seksi Irigasi, Rawa & Pantai
Ir. R.J. Kusharyadi, Dipl. HE

Section of River, Dam & Lake
Seksi Sungai, Waduk & Danau

Ir. Tohir Suryadi, ME

Section of Irrigation, Swamp & Coastal
Seksi Irigasi, Rawa & Pantai
Imam Setiadji Rustanto, ME

Section of River, Dam & Lake
Seksi Sungai, Waduk & Danau

Ir. Razali Ishak

Section of Irrigation, Swamp & Coastal
Seksi Irigasi, Rawa & Pantai

Ir. Djanter P. Sibarani, Dpl. HE

Section of River, Dam & Lake
Seksi Sungai, Waduk & Danau

Ir. Nasaruddin Djohar

Section of Irrigation, Swamp & Coastal
Seksi Irigasi, Rawa & Pantai

Ir. Adhy Duriat Sumono, Dipl. HE

Section of River, Dam & Lake
Seksi Sungai, Waduk & Danau

Ir. Slamet RS Santoso, Dipl. HE

Section of Program
Seksi Program

Ir. Bambang Hardiyatno, Dipl. HE

Section of Evaluation
Seksi Evaluasi

Drs. Uleys Wailandow

Section of Raw Water, River, Dam  & Lake
Seksi Air Baku, Sungai, Waduk & Danau

Ir. Pudjartono P, M.Eng

Section of Groundwater, Irrigation, Swamp & Coastal
Seksi Air Tanah, Irigasi, Rawa dan Pantai

Ir. Warnida Daoed

Section of Raw Water, River, Dam  & Lake
Seksi Air Baku, Sungai, Waduk & Danau

Ir. Thompson Pangabean

Section of Groundwater, Irrigation, Swamp & Coastal
Seksi Air Tanah, Irigasi, Rawa dan Pantai

Poeryanto, ME

Section of Raw Water, River, Dam  & Lake
Seksi Air Baku, Sungai, Waduk & Danau

(not yet decided)

Section of Groundwater, Irrigation, Swamp & Coastal
Seksi Air Tanah, Irigasi, Rawa dan Pantai

Ir. Michael Sardjono

Section of Raw Water, River, Dam  & Lake
Seksi Air Baku, Sungai, Waduk & Danau

Ir. Dedi Susanto

Section of Groundwater, Irrigation, Swamp & Coastal
Seksi Air Tanah, Irigasi, Rawa dan Pantai

Ir. Rochadi

Section of Program
Seksi Program
Eddy Wahyono

Section of Evaluation
Seksi Evaluasi

Ir. Mansye P.Nahumury, CES

Section of Raw Water, River, Dam  & Lake
Seksi Air Baku, Sungai, Waduk & Danau

Ir. Purnomo Hadi

Section of Groundwater, Irrigation, Swamp & Coastal
Seksi Air Tanah, Irigasi, Rawa dan Pantai

Ir. Krisno Danar H., MSc

Section of Raw Water, River, Dam  & Lake
Seksi Air Baku, Sungai, Waduk & Danau

Ir. Robert Sitohang

Section of Groundwater, Irrigation, Swamp & Coastal
Seksi Air Tanah, Irigasi, Rawa dan Pantai

Ir. Moch. Hanan, M.Eng

Section of Raw Water, River, Dam  & Lake
Seksi Air Baku, Sungai, Waduk & Danau

Asrul Ilyas, ME

Section of Raw Water, River, Dam  & Lake
Seksi Air Baku, Sungai, Waduk & Danau
Ir. Silas G. Padaunan, ATP.Spl

Section of Groundwater, Irrigation, Swamp & Coastal
Seksi Air Tanah, Irigasi, Rawa dan Pantai

Landam Simanguson, ME

Section of Groundwater, Irrigation, Swamp & Coastal
Seksi Air Tanah, Irigasi, Rawa dan Pantai

Ir. Supriyono



Organization Chart of the State Minister of Cooperatives, Small & Medium Enterprises
Struktur Organisasi Kementerian Negara Koperasi, Pengusaha Kecil & Menengah July 2004

*) Advisor to the State Minister for / Staf Ahli Menteri :
1 Inter-Institutional Relationship : Drs. Maat Albaar

Bidang Hubungan Antar Lembaga
2 Cooperatives Basic Value Application : Ir. Marsudi Rahardjo

Bidang Penerapan Nilai Dasar Koperasi
3 International Relationship : Ir. Sri Ernawati, M.Ec. Secretary of the Office of State Minister

Bidang Hubungan Internasional Sekretaris  Menteri Negara
4 Technology Utilization : Dra. Tuti Mulyati Makmur Dr. Chairul Fadjar Sofyan, MM

Bidang Pemanfaatan Tehnologi
5 Business and Partnership Development : I Made Sudiarsa

Bidang Pengembangan Iklim Usaha & Kemitraaan Head of Planning & Data Bureau Head of General Affairs Bureau
Kepala Biro Perencanaan dan Data Kepala Biro Umum

Drs. Sultan Effendie Ir. Wayan Suardja, AR, MBA

Deputy for Deputy for Deputy for Deputy for Deputy for Deputy for Deputy for
Cooperative Institutional and Small & Medium Enterprises Production Expenditure Marketing & Network Business Human Resources Development Dev. & Business Restructurization Small & Medium Business Resources Review

Deputi Bidang Deputi Bidang Deputi Bidang Deputi Bidang Deputi Bidang Deputi Bidang Deputi Bidang Pengkajian
Kelembagaan Koperasi dan Usaha Kecil & Menengah Produksi Pembiayaan Pemasaran & Jaringan Usaha Pengembangan Sumber Daya Manusia Pengembangan & Restrukturisasi Usaha  Sumberdaya Usaha Kecil & Menengah dan Kop.

Drs. Guritno Kusumo, MM Muzni H.A. Djalil, SH Prof. Dr. Ir. H. Eriyatno, M.Sc. Ir. Masfadjar Dasur, MM Drs. Soetarto, MM Dr. Ir. Muhammad Taufiq, M.Sc. Dr. Ir. Noer Soetrisno, MA

Assistant Deputy for Assistant Deputy for Assistant Deputy for Assistant Deputy for Assistant Deputy for Assistant Deputy for Assistant Deputy for

Organization & Corporate Body Cooperatives Affairs Food Crops Agriculture & Horticulture Affairs Funding Affairs Internal Trading Affairs Entrepreneurship Development Affairs Production & Quality Affairs Cooperative Research

Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi  Asisten Deputi

Urusan Organisasi & Badan Hukum Koperasi& UKM Urusan Tanaman Pangan & Hortikultura Urusan Program Pendanaan Urusan Perdagangan Dalam Negeri Urusan Pengembangan Kewirausahaan Urusan Produktifitas dan Mutu Urusan Penelitian Koperasi

Muhsin Sanusi, SH Drs. Waryono AR, MM Ir. A.H. Gofar, MA Zaenuddin, B.Sc. Riza Fahlafi, SE, M.Si. Ir. Endah Srinarni, M.Sc. Ir. Pariaman Sinaga, MM

Assistant Deputy for Assistant Deputy for Assistant Deputy for Assistant Deputy for Assistant Deputy for Assistant Deputy for Assistant Deputy for

    Legislation Regulation Affairs Forestry & Plantation Affairs Development & Credit Control Affairs Export-Import Affairs Cooperatives Education Policy Affairs Business Restructuring Affairs Small & Mediun Business Research

Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi

Urusan Peraturan Perundang-undangan Urusan Kehutanan & Perkebunan Urusan Pengemb.&Pengendalian Simpan Pinjam Urusan Ekspor dan Impor Urusan Kebijakan Pendidikan Kop. & UKM Urusan Restrukturisasi Usaha Urusan Penelitian Usaha Kecil & Menengah

Untung Tri Basuki, SH Ir. Yuana Sutyowati Barnas Dra. Darukiah, MM Prakoso Budi Susetyo, SE, MM Drs. Jahjan Zein Drs. Zakaria Usman, MM Drs. Neddy Rafinaldy, MS

Assistant Deputy for Assistant Deputy for Assistant Deputy for Assistant Deputy for Assistant Deputy for Assistant Deputy for Business Dev. Assistant Deputy for Small & Medium

Cooperatives Management and Small  & Medium Enterprises Affaris Fishery-Livestock Affairs Capitalization Affairs Facility & Infrastructure Marketing Affairs Society Participation Affairs Institutional Empowerment Affaris Business Resources Research

Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Urusan Pemberdayaan Asisten Deputi 

Urusan Tata Laksana Koperasi & Usaha Kecil Menengah Urusan Perikanan dan Peternakan Urusan Permodalan Urusan Sarana & Prasarana Pemasaran Urusan Peran Serta Masyarakat Lembaga Pengembangan Bisnis Penelitian Sumber Daya UKMK

Dr. Ir. Choirul Djamhari, M.Sc. Ir. Abdul Kadir Damanik, MM Drs. Tamim Saefudin Drs. Wachid, MM Ir. Yoppie Endang Hersasi Alfaini Kosim, SH Ir. I. Wayan Dipta, M.Sc.

Assistant Deputy for Assistant Deputy for Assistant Deputy for Assistant Deputy for Assistant Deputy for Assistant Deputy for Samll & Medium Assistant Deputy for Small & Medium

Cooperatives Membership Affairs Industry, Handycraft & Mines Affairs Insurance & Financial Services Association & Network Business Affairs Education & Training Evaluation Affairs Business Facilitation Affairs Business Caderization Development Research

Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi 

Urusan Keanggotaan Koperasi Urusan Industri, Kerajinan & Pertambangan Urusan Asuransi & Jasa Keuangan Urusan Kemitraan & Jaringan Usaha Urusan Mon.&Ev. Pendidikan & Pelatihan Urusan Fasilitasi Investasi Kop.&UKM Urusan Pengembangan Perkaderan UKM

Bagus Suherman, SH Ir. Meliadi Sembiring, M.Sc. Drs. Eddy Setiawan, MM Drs. H.M. Hatta Nuh Drs. Asfahani Ir. Saleh Sofyan Ikhwan Asrin, SE

Assistant Deputy for Assistant Deputy for Assistant Deputy for Assistant Deputy for Assistant Deputy for Assistant Deputy for Assistant Deputy for

Control & Accountability Affairs Electricity & Business Variety Affairs Expenditure & Credit Guarantor Affairs Information & Publication Business Affairs   Lawyer Affairs Business System Development Affairs Development Supervision Research

Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi

Urusan Pengendalian & Akuntabilitas Kop.&UKM Urusan Ketenagalistrikan & Aneka Usaha Urusan Pembiayaan & Penjaminan Kredit Urusan Informasi & Publikasi Bisnis Urusan Advokasi Urusan Pengembangan Sistim Bisnis  Pengawasan Pembangunan

Drs. Sunarya Kosasih, M.Si.Ak. Ir. Sjachputra Drs. Setyo Heriyanto, MM Ir. Halomoan Tamba, MBA Ir. Agus Muharram, MSP Ir. Hasan Jauhari, MA Drs. Abdul Karim, MM

6  7  STATE MINISTRY OF COOPERATIVES AND SMALL & MEDIUM ENTERPRISES

State Minister of Cooperatives, Small & Medium Enterprises

Menteri Negara Koperasi, Pengusaha Kecil & Menengah

H. Alimarwan Hanan, SH

Advisor of State Minister *)



Organization Chart of Ministry of Industry and Trade  August 2004

Struktur Organisasi Departemen Perindustrian dan Perdagangan

*) Advisor to the Minister
Staf Ahli Menteri

Secretariat General Inspectorate General
Sekretariat Jenderal Inspektorat Jenderal

Drs. Abdul Halim, MM Drs. Abdul Halim, MM

Bureau of Bureau of Secretariat of Inspectorate - I Inspectorate - II
Planning Personnel Inspectorate General Inspektorat - I Inspektorat - II

Biro Biro Sekretariat Budiyono, SH Ir. Anwar Wahab
Perencanaan Kepegawaian Inspektorat Jenderal

Drs. Robby Kumenaung Drs. Andang Fatati Nadya Inayat Iman, SH
Inspectorate - III Inspectorate - IV

Bureau of Bureau of Inspektorat - III Inspektorat - IV
Legal Affairs and Organization General Affairs and Public Relations Ir. Finajati Drs. Reisend Emil Panjaitan, MM

Biro Biro
Hukum dan Organisasi Umum dan Hubungan Masyarakat
Tuti Hendrawati, SH Drs. Fauzi Aziz

Directorate  General of Directorate  General of Directorate  General of Directorate  General of Directorate  General of Directorate  General of Agency of Agency of Agency of
Chemical, Agriculture & Forestry-based Industries Metal, Machinery, Electronics & Multivarious Industries Small & Medium Scale Industry & Trade Domestic Trades International Trades International Industry & Trades Institution Coop. National Export Development Commodity Futures Trading Supervisory Research and Development

Direktur Jenderal Direktur Jenderal Direktur Jenderal Direktur Jenderal Direktur Jenderal Direktur Jenderal Badan Badan Badan
Industri Kimia, Agro dan Hasil Hutan Industri Logam,. Mesin, Elektronika dan Aneka Industri Dagang Kecil dan Menengah Perdagangan Dalam Negeri Perdagangan Luar Negeri Kerjasama Lemb.Industri & Perdagangan Int.'l Pengembangan Ekspor Nasional Pengawas Perdagangan Berjangka Komoditi Penelitian dan Pengembangan

Ir.Benny Wahyudi, MBA Ir. Subagyo, MM Ir. H. Zaenal Arifin Rifana Erni S. Teks., MBA Drs. Sudar, SA Dr. Ir. Pos Marodjahan Hutabarat, MA Ir. Diah Maulida, MA Ir. Ardiansyah Parman Ir. Agus Tjahajana Wirakusumah, SE.,M.Sc

Secretary of Directorate General Secretary of Directorate General Secretary of Directorate General Secretary of Directorate General Secretary of Directorate General Secretary of Directorate General Secretary of Agency Secretary of Agency Secretary of Agency
Sekretaris Direktorat Jenderal Sekretaris Direktorat Jenderal Sekretaris Direktorat Jenderal Sekretaris Direktorat Jenderal Sekretaris Direktorat Jenderal Sekretaris Direktorat Jenderal Sekretaris Badan Sekretaris Badan Sekretaris Badan

Ir. Effendi Sirait Ir. Ansari Bukhari, MBA Ir. Bati Lestari Bachrul Chairi, SE., MBA Drs. Syahrul R. Sampurna Jaya Drs. Ita Megasari Dachlan Rya Gde Drs. Erfandi Eddy Suseno, SH Dr. Ir. Imam Haryono, M.Sc

Directorate of Directorate of Directorate of Directorate of Directorate of Directorate of Center of Bureau of Center of
Upstream Chemical Industry Metal, Machine and Marine Industries Food Business Development Export of Agriculture Multilateral Cooperation Export Information and Training Legal Affairs Research & Development for Domestic Trade

Direktorat Direktorat Direktorat and Company Registration and Mining Product Direktorat Pusat Biro Pusat
Industri Kimia Hulu Industri Logam, Mesin dan Maritim Pangan Direktorat Direktorat Kerjasama Multilateral Informasi dan Pelatihan Ekspor Hukum Lit.Bang. Perdagangan Dalam Negeri

Ir. Agus Mundiyono, MM Ir. I. G. Putu Suryawirawan Srie Agustina, SE Bina Usaha dan Ekspor Produk Djunari Inggit Waskito, SH, LLM Ir. Rahayubudi, MM Pater Y Angwarmasse, SH, MH Dr. Deddy Mulyadi, M.Si
Pendaftaran Perusahaan Pertanian dan Pertambangan

Directorate of Directorate of Directorate of Dr. Ir. Budi Dhamadhi, M.sc Ir. Muhammad Nadjib, MBA Directorate of Center of Bureau of Center of
Downstream Chemical Industry In-Land & Aero Transportation Industries Clothing Industries Regional Cooperation Market Expansion for Trade International Trade Analysis

Direktorat Direktorat Direktorat Directorate of Directorate of Direktorat America, Australia & New Zealand Biro Pengkajian Perdagangan Luar Negeri
Industri Kimia Hilir Industri Alat Angkut Darat & Kedirgantaraan Sandang Development of Distributed Export of Industry Products Kerjasama Regional Pusat Perniagaan Drs. Herry Sutanto

Ir. F. Tony Tanduk, MA Ir. Muhammad Setiono, MBA Drs. Ir. H. Yusran Munas Munaf, MSER, MSCE Goods & Service Monitoring Direktorat Drs. Eliver Radjagoekgoek, M.Sc Pengembangan Pasar Wilayah Ir. Hesti Kresnarini, MA
Direktorat Ekspor Produk Industri Amerika, Australia & New Zealand Center of

Directorate of Directorate of Directorate of Bina Pengawasan Drs. Mardjoko, MBA Directorate of Drs. Dede Hidayat Bureau of Research and Development for
Agriculture & Estate Products Chemical Industries Information & Electronics Technology Industries Chemical and Structure Material Barang Beredar dan Jasa Bilateral Cooperation I Market Analysis Industry and Trade Enterprises

Direktorat Direktorat Direktorat Ir. Endah Sabariah, MA Directorate of Direktorat Center of Biro Pusat
Industri Kimia Hasil Pertanian Industri Teknologi Informasi & Elektronika Kimia dan Bahan Bangunan Import Kerjasama Bilateral-I Market Expansion for European Analisis Pasar Penelitian dan Pengembangan

dan Perkebunan Ir. Hasiholan Sitompul Ir. Asnawi Gani Tahir Directorate of Direktorat Ir. Sondang Anggraeni, MA Pusat Dr. Tri Mardjoko, MA Iklim Usaha Industri dan Perdagangan
Ir. Hari Slamet Widodo Consumer Protection Impor Pengembangan Pasar Wilayah Eropa Ir. Yelita Basri

Directorate of Directorate of Direktorat Ir. Aang Kanaan Adikusumah Directorate of Drs. Nus Nuzulia Ishak
Directorate of Textile and Textile Product Industries Metal and Electronics Perlindungan Konsumen Bilateral Cooperation II Center of
Agro Industries Direktorat Direktorat Ir. Ernawati, MA Directorate of Direktorat Center of Research and Development for

Direktorat Industri Tekstil dan Produk Tekstil Logam dan Eletronika Export and Import Facilities Kerjasama Bilateral-II Market Development for Asia Industry & Trade Technology
Industri Agro Ir. Lucky Hartini Drs. Putjuk Arif Dibjono Directorate of Direktorat Dr. Ir. Deddy Saleh Pusat Pusat

Ir. M. Yamin Rachman Metrology Fasilitas Ekspor dan Impor Pengembangan Pasar Wilayah Asia Penelitian dan Pengembangan
Directorate of Directorate of Direktorat Ir. Andreas Anugrah, MA Directorate of Drs. Harmen Sembiring Teknologi Industri dan Perdagangan

Directorate of Multivarious Industries Handycraft Metrologi Trades Security Dr. Ir. Abdul Wahid M.Sc
Forestry Products and Cellulose Industries Direktorat Direktorat Drs. Amir Syaharuddin Syahrial Directorate of Direktorat Center of

Direktorat Industri Aneka Kerajinan Goods Quality Pengawasan Perdagangan Market Expansion for Center of
Industri Hasil Hutan dan Selulosa Ir. Nugraha Sukmawidjaya Drs. Aslim Baharoeddin Directorate of Control and Monitoring Ir. Slamet Effendi, SE Africa and Middle-East Research and Development of

Ir. Aryan Wargadalam, MA Domestic Market & Distribution Direktorat Pusat Resources, Industrial Zone and Environment
Development Pengawasan dan Pengembangan Pasar Wilayah Afrika Pusat
Direktorat Pengendalian Mutu Barang dan Timur Tengah Penelitian dan Pengembangan Sumber

Bina Pasar dan Ir. Triwi Husodo Ir. Hartojo Agus Tjahyono, MBA Daya Wilayah Lingkungan Hidup
dan Distribusi Dalam Negeri Ir. Agus Wahyudi,  SE., MM

Gunaryo, SH

Center of Center of Center of
Education & Training Data & Information Standardization and Accreditation

Pusat Pusat Pusat
Pendidikan & Pelatihan Data & Informasi Standarisasi dan Akreditasi

Ir. Usep Syamsuddin, MBA Ir. Roosmariharso, MBA Drs. Karim Husein

*) Advisor to the Minister for / Staf Ahli Menteri
1 International Economic, Industry and  Trade Cooperation / Bidang Kerjasama Ekonomi, Industri, dan Perdagangan Internasional:     Sudarmasto, S.Teks., SE
2 Industrial and Trade Competitiveness Improvement / Bidang Peningkatan Daya Saing Industri dan Perdagangan :       Ir. Eni Suhaeni Bakri
3 Enterprises, Services and Industry and Trade Interconnection / Bidang Iklim Usaha, Jasa, dan Keterkaitan Industri dan Perdagangan :       Ir. Achdiat Atmawinata
4 Technology, Industry and Trade Structure Strengthening and Exploration / Bidang Teknologi, Penguatan dan Pendalaman Struktur Industri dan Perdagangan :       Ir. Teddy Setiadi
5 Trade and Industry Resources / Sumber Daya Industri dan Perdagangan :     Drs. Ridwan Kurnaen

Keuangan dan Perlengkapan
Drs. Atang Sugiyono, Msi

6  8  MINISTRY OF INDUSTRY AND TRADE

Bureau of
Finance and Logistics

Biro

Minister of Industry and Trade
Menteri Industri dan Perdagangan
Rini M. Sumarno Soewandi
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*) Advisor to the Minister
Staf Ahli Menteri

Inspectorate General Agency of Research and Development Agency of Education & Training
Inspektorat Jenderal Badan Penelitian dan Pengembangan Badan Pendidikan dan Pelatihan 

Drs. Harry Sinyo Sarundayang, MPA Drs. H. Tursandi Alwi, SH, MM Ir. Sudarsono H., SH, MM

Secretary Secretary
Bureau of Center of Secretary Sekretaris Sekretaris
Planning Foreign Cooperation Management Sekretaris Drs. Soebagio, M.Si. Drs. Usman Sood

Biro Pusat Drs. Bambang Dwiyanto P.
Perencanaan Administrasi Kerjasama Luar Negeri Center of R&D for Goverment Administratition Center of Government Management

Yuswandi A. Tumenggung, Ph.D Drs. Nuryanto, MPA Inspector of Region-I Pusat LitBang Pemerintahan Pusat Manajemen Pemerintahan
Inspektur Wilayah-I Sungadi Surjo Rahardjo, SH Drs. Edi Budiyanto, M.Si.

Bureau of Center of Indratjahja Mahjuddin Djamli, SH, M.Si.
Personnel Cooperation Administration Center of R&D for Regional Econ, Dev.& Fin Center of Technical Affairs

Biro Pusat Inspector of Region-II Pusat Litbang Ekon.,Pemb.,&Keu. Daerah Pusat Teknis
Kepegawaian Administrasi Kerjasama Inspektur Wilayah-II Dra. Sunarni Drs. Rinto Achjadi

Drs. Abdul Fatah, M.Si. Ir. Yuswandi Arsyad T. , M.Sc., Ph.D. Drs. Soedjono
Center of R&D for Regional Capacity Center of Functional Affairs

Bureau of Center of Inspector of Region-IIII Pusat Litbang Kapasitas Daerah Pusat Fungsional
Organization & Public Relations Protocol Data Processing & Information System Inspektur Wilayah-IIII Agung Mulyono Drs. Muh. Marwan, M.Si.

Biro Pusat Perwira, SH, M.Si., MH
Organisasi dan Protokol Humas Pengolahan Data & Sistem Informasi Center of R&D for Community Empowerment Center of Leadership
Drs. Nyoman Sumaryadi, M.Si. Ir. Moedjiono, M.Eng. Inspector of Region-IV Pusat LitBang Pemberdayaan Masyarakat Pusat Kepemimpinan

Inspektur Wilayah-IV Dra. Rosniaty Syamsidar, SH, M.Si. Dr. Dharma Setiawan Salam, M.Ed.
Bureau of Center of Zaenal Pardede

General Affairs Law and Regional  Policy Study Center of R&D for Population Center of Development Demography
Biro Pusat Pusat Litbang Kependudukan Pusat Kependudukan & Pembangunan

Umum Kajian Hukum & Kebijakan Daerah Drs. Djoko Yuwono, SH, SPN Ir. Moch. Karim Mustari, MSP
Nata Irawan, SH, M.Si. Manggala Sihite, SH, MM

Center of Regional Education & Training
Center of Pusat Diklat Regional

Strategic Policies Analysis Drs. Sjafri Yasin, M.Sc., MM
Pusat 

Kajian Kebijakan Strategis
Ir. Sapto Supono, M.Si.

Director General of Nation Unitary Director General of Regional Autonomy Director General of Regional Development Director General of General Government Director General of  Comm. & Rural Empowerment Director General of Population Admin. Affairs Director General of Regional Financial Administration
Direktur Jenderal Direktur Jenderal Direktur Jenderal Direktur Jenderal Direktur Jenderal Direktur Jenderal Direktur Jenderal
Kesatuan Bangsa Otonomi Daerah Pembangunan Daerah Pemerintahan Umum Pemberdayaan Masyarakat dan Desa Administrasi Kependudukan Bina Administrasi Keuangan Daerah

H. Muhanto A.Q., MM Drs. Oentarto SM, M.Si. Drs. Seman Widjoyo, M.Si. Drs. H. Progo Nurjaman Drs. H. Ardi Partadinata, M.Si. Drs. Rochyadi Haryanto, M.Sc. Timbul Pudjianto

Secretary of Director General Secretary of Director General Secretary of Director General Secretary of Director General Secretary of Director General Secretary of Director General Secretary of Director General
Sekretaris Sekretaris Sekretaris Sekretaris Sekretaris Sekretaris Sekretaris

Direktur Jenderal Direktur Jenderal Direktur Jenderal Direktur Jenderal Direktur Jenderal Direktur Jenderal Direktur Jenderal
Not decided yet Ir. Hj. Triyuni Soemartono Ir. Suhatmansyah IS, M.si. Drs. Susilo, M.Si. Drs. Kalatiku Paembonan, M.Si. Ir. Widodo Yusuf Dra. D. Negarayati Siregar

Director of Politic Institutional Relation Director of DPOD Facilitation & Inter-Institution Relation. Director of Regional  Development  Planning Director of Public Peaceful & Order Director of Institutional & Community Training Director of Population Registration Director of Administration of Regional Budget
Direktur Direktur Direktur Direktur Direktur Direktur Direktur

Hubungan Kelembagaan Politik Fasilitasi DPOD & Hubungan Antar Lembaga Perencanaan Pembangunan Daerah Ketentraman dan Ketertiban Umum Kelembagaan & Pelatihan Masyarakat Pendaftaran Penduduk Direktur Administrasi Anggaran Daerah
Drs. Tristan Hutapea, MA Drs. S. Bambang Setyadi, M.Si Drs. Fazli Siregar, MPIA Drs. Moh. Thuhty Asyathry, M.Si. Drs. Arwan E. Surbakti, M.Si. Drs. K. Soeprapto W.R., M.Sc. Drs. Syahril Machmud, M.Si.

Director of Nation Endurance Director of Regional Government Functions Director of Area Development Director of Territory Director of Comm. Custom & Socio-Culture Empow. Director of Civil Notification Director of Regional Income & Investments
Direktur Direktur Direktur Direktur Direktur Direktur Direktur

Ketahanan Bangsa Urusan Pemerintahan Daerah Pengembangan Wilayah Perbatasan Pemberdayaan Adat & Sosial Budaya Masyarakat Pencatatan Sipil Administrasi Pendapatan & Investasi Daerah
Kartiko Purnomo, SH, MPA Dr. Ir. I Made Suwandi, M.Soc.,Sc. Drs. Sonny Semarsono, MDM Suwarno Putro Rahardjo Dra. Endang Sriwigati Drs. Abdul Rasyid Saleh, M.Si. Drs. Soetirto, MPM

Director of Community Protection Director of Restructuring of Regions & Special Autonomy Director of Regional Business Director of Administrative Region Director of Community Economy Business Director of Population Information Director of Facilitation of the Balance Fund
Direktur Direktur Direktur Direktur Direktur Direktur Direktur

Perlindungan Masyarakat Penataan Daerah & Otonomi Khusus Usaha Daerah Wilayah Administratif Usaha Ekonomi Masyarakat Informasi Kependudukan Fasilitasi Dana Perimbagan
Drs. Hadi Sutanto Wahyu Moch. Nadjib, SH Not decided yet Drs. Hartono, M.Si. Drs. Mochammad Roem, MM Ir. Wahyudi Wiyonoputro Hasiholan Pasaribu, SE, M.Si.

Director of Social Institution Director of State Officer Director of Living Environment & Spatial Planning Director of Special Area Director of Natural Resour. & Efficient Technology Director of Population Development Director of Regional Financial 
Direktur Direcktur Direktur Direktur Direktur Direktur Accountability and Supervision

Pranata Sosial Pejabat Negara Fasilitasi Penataan Ruang & Lingkungan Hidup Kawasan Tertentu Sumber Daya Alam & Teknologi Tepat Guna Perkembangan Kependudukan Direktur
Drs. Margani Kenda, MM Drs. Dardjo Sumardjono Prof. Dr. Tjahja Supriatna, SU Drs. Amandjaja Pakpahan, MA Drs. H. Syamsul Arief R, MS Drs. Malyono Mawar, MA Fasilitasi Pertanggungjawaban dan Pengawasan

Keuangan Daerah
Director of Conflict Handling Director of Regional Financial Management Director of Regional Economic Development Director of Urban Area Director of Rural Govenrment Director of Projection on Drs. Djoko Santoso

Direktur Direcktur Direktur Direktur Direktur Population Policy Settlement
Penanganan Konflik Pengelolaan Keuangan Daerah Pengembangan Ekonomi Daerah Kawasan Perkotaan Pemerintahah Desa dan Kelurahan Direktur
Drs. Domoe Abdie Ir. Soegiarti, MT Ir. Soegeng Sasomo Ir. Haryo Sasongko, M.Sc. Drs. Persadaan Girsang, M.Si. Proyeksi Penyerasian Kebijakan Kependudukan

Bambang Sugeng
Director of Regional Capacity Build. & Gov. Perform. Eval. Director of Urban Affairs

Direktur Direktur
Pengembangan Kapasitas dan Evaluasi Kinerja Daerah Perkotaan

Saut Situmorang, M.Sc. Not decided yet

*) Advisor to the Minister for: Staf Ahli Menteri:
1 Development Administration Bidang Administrasi Pembangunan Drs. Umar Asri
2 Inter-Institutions Relationship Bidang Hubungan Antar Lembaga Abrin Kadir, SH
3 Law and Politics Affairs Bidang Hukum dan Politik Drs. Sojuangan Situmorang, M.Si.
4 Social and Culture Affairs Bidang Sosial dan Budaya Drs. H. Hakamuddin Djamal
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Minister of Home Affairs

Menteri Dalam Negeri

Hari Sabarno, MBA, MM

Secretary General
Sekretaris Jenderal

Dr. Ir. Siti Nurbaya, M.Sc.



Organization Chart of State Ministry of Women Empowerment August 2004
Struktur Organisasi Kementerian Negara Pemberdayaan Perempuan

Secretariat of  State Ministry
Sekretariat Kantor Menteri Negara

Dr. Ernanti Wahyuni

General Affairs & Public Relation Bureau Planning & Foreign Cooperation Bureau
Biro Umum & Hubungan Masyarakat Biro Perencanaan & Kerjasama Luar Neg.

Drs. Wahyu Hartomo, M.Sc Dr. Heru P. Kasidi, M.Sc.

Deputy of Deputy of Deputy of Deputy of Deputy of
Development & Information Gender Equality Affairs Women Life Quality Prosperity and Protection of Children Community Participation

Deputi Bidang Deputi Bidang Deputi Bidang Deputi Bidang Deputi Bidang
Pengembangan & Informasi Kesetaraan Jender Kualitas Hidup Perempuan Kesejahteraan & Perlindungan Anak Peran Serta Masyarakat

Dr. Ir. Irma Alamsyah Djadja Putra, M.Sc. Drs. Yusuf Supiandi, MA Nurlini Kasri, SH, M.Si Dr. H. Tb. Rachmat Sentika, Sp.A. MARS Ir. Abdul Aziz Hoesein, M.Eng.Sc.,Dipl.HE

Assistant Deputy of Assistant Deputy of Assistant Deputy of Assistant Deputy of Assistant Deputy of
Policy and Program Development Affairs Religion, Education, Culture & Tourism Affairs Women Education Affairs Children & Youth Prosperity Affairs Women Organization Affairs

Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi
Urusan Pengembangan Kebijakan & Program Urusan Agama, Pendidikan, Kebudayaan & Pariwisata Urusan Pendidikan Perempuan Urusan Kesejahteraan Anak & Remaja Urusan Organisasi Perempuan

Drs. Subagyo, MA Drs. H. Djabir Chaidir Fadhli Dra. Sri Danti, MA Drs. Harun Umar, M.Si. Dra. Rieny Hardjono, MPA

Assistant Deputy of Assistant Deputy of Assistant Deputy of Assistant Deputy of Assistant Deputy of
Legislation Review Affairs Economy, Man-Power & Agriculture Affairs Reproduction Rights Affairs Children & Youth Rights Affairs Religious Organization Affairs

Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi
Urusan Pengkajian Perundang-undangan Urusan Ekonomi, Tenaga Kerja & Pertanian Urusan Hak-Hak Reproduksi Urusan Hak-Hak Anak & Remaja Urusan Organisasi Keagamaan

Syafril Nazar, SH Ir. Hertomo Heroe, MM Dr. Lenggang Kentjana N., MARS Dra. Sri Pardina Pudiastuti, M.Sc. Drs. Safruddin Setia Budi, M.Hum

Assistant Deputy of Assistant Deputy of Assistant Deputy of Assistant Deputy of Assistant Deputy of
Institutional Network Development Affairs Law, Human Right & Politic Affairs Women Protection Affairs Children & Youth Social Matter Affairs NGO  Affairs

Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi
Urusan Pengembangan Jaringan Kelembagaan Urusan Hukum, HAM & Politik Urusan Perlindungan Perempuan Urusan Masalah Sosial Anak & Remaja Urusan Lembaga Swadaya  Masyarakat

Dra. Y. Puspito Suharsono, MA Drs. Abdullah Attamimi Titin Supartini Dj., SH Dra. Raldiastuti Koestoer Mudjiati, SH

Assistant Deputy of Assistant Deputy of Assistant Deputy of Assistant Deputy of Assistant Deputy of
Data & Statistic Information Development Affairs Heath, Social Prosperity & Technology Affairs Families Economy Affairs Children & Youth Life Quality Affairs Private & Profession Organization Affairs

Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi 
Urusan Pengembangan Informasi Data & Statistik Urusan Kesehatan, Kesejahteraan Sosial & Tehnologi Urusan Ekonomi Keluarga Urusan Kualitas Hidup Anak & Remaja Urusan Swasta dan Organisasi Profesi

Darmoko Hudiono, SH Ir. Siti Khadidjah Nasution, MM Dr. Ir.  Sulikanto Agusni, M.Sc. Dra. Murniati Sukisno Dra. Nining Suningsih Rochdiat

Assistant Deputy of Assistant Deputy of Assistant Deputy of Assistant Deputy of Assistant Deputy of
Gender Information System Development Affairs Regional Development Affairs Women Social Matter & Environment Affairs Children & Youth Education Affairs Mass Media Affairs

Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi Asisten Deputi
Urusan Pengembangan Sistem Informasi Jender Urusan Pembangunan Daerah Urusan Masalah Sosial Perempuan & Lingkungan Urusan Pendidikan Anak & Remaja Media Massa

Drs. Tohir Diman Drs. Herman Siregar, MA Dra. Emmy Rachmawati Drg. Ida Suselo Wulan, MM Dra. Sofinas Z. Assari H, MPA

Advisor to the Minister for  / Staf Ahli Menteri:
Law / Bidang Hukum Dra. Ambar Junarti Sukardi
Economy / Bidang Ekonomi Dra. Hj. Sumarni, MPA
Institutional Relationship / Bidang Hubungan Antar Lembaga : Dr. Suryadi Soeparman, MPH
Environment / Bidang Lingkungan Dra. Setiawati JA, M.Sc.
Religion / Bidang Agama Prof. Dr. Hj. Zaitunah Subhan

*)
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State Minister of Women Empowerment
Menteri Negara Pemberdayaan Perempuan

Hj. Sri Redjeki Sumaryoto, SH

*) Advisor to the State Minister
Staf Ahli Menteri
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関係機関の新組織図 

（2005 年に発表された大統領令 10 号で決定された総局レベルまで） 
 

付属資料 7－1  財務省   
Ministry of Finance 

 7－2 農業省 
Ministry of Agriculture 

 7－3 海洋水産省 
Ministry of Marine Affairs and Fisheries 

 7－4 公共事業省 
Ministry of Public Works 

 7－5 協同組合・中小企業担当国務大臣府 
State Ministry of Cooperative and Small & Medium 
Enterprises 

 7－6 商業省 
Ministry of Trade 

 7－7 内務省 
Ministry of Home Affairs 

 7－8 女性エンパワーメント担当国務大臣府 
State Ministry of Women Empowerment 

 
 



Organization Chart of Ministry of Finance

Directorate General of Budget and Financial Balance Directorate General of Taxation

7-1 Ministry of Finance

Directorate General of  Credit and State AuctionDirectorate General of Treasury

Inspectorate GeneralSecretariat General

Capital Market Supervisory Agency
Agency for assessment of Economic, Financial and

International Cooperation
Financial Education Training Agency

Directorate General of Customs and Excise Directorate General of Financial Institution

Minister of Finance

Expert Staff

7-2 Ministry of Agriculture

Organization Chart of Ministry of Agriculture 

Directorate General of

Estate Crops for for

Directorate General of

Land and Water Management Horticulture

Directorate General ofDirectorate General of

Food Crops Agricultural Human Resources

Directorate General of Agency Directorate General of

Agricultural Product Processing

Agency forAgency for

Agricultural Research

and Marketing

Livestock 

Inspectorate General

Expert Staff

Agency 

Agricultural Quarantine

Secretariat General

Food Security Development& Development

Minister of Agriculture



Organization Chart of Ministry of Marine Affairs and Fisheries

7-3 Ministry of Marine Affairs and Fisheries

Directorate General of Supervision and Controlling of

Marine and Fishery Resources

Directorate General of Processing and Marketing of

Fishey Product

Secretariat General Marine and Fisheries Research Agency

Directorate General of Capture Fisheries Directorate General of Aquaculture

Expert Staff

Directorate General of Marine, Coastal and Small Islands

Inspectorate General

Minister of Marine Affairs and Fisheries

7-4 Ministry of Public Works

Organization Chart of Ministry of Public Works

Directorate of Human SettlementDirectorate General of Spatial PlanningDirectorate General of Water Resources Development

Expert Staff

Inspectorate General

Directorate General of Road Development

Agency for Construction and Human Resources Development Research and Development Agency

Secretary General

Minister of Public Works



7-5 State Ministry of Cooeprative and Small &Medium Enterprises

Organization Chart of State Ministry of Cooperatives and Small & Medium Enterprises

Deputy for Deputy for Deputy for Deputy for Deputy for Deputy for Deputy for Assessment of Small and
Cooperative Institutional and Small & Medium

Enterprises
Production Financing Marketing & Business Networking Human Resources Development Business Development & Restructuring Medium Enterprises and Cooperatives

Secretariate of State Ministry

State Minister of Cooperatives and Small
& Medium Enterprises

Expert Staff

7-6  Ministry of Trade

Organization Chart of Ministry of Trade

National Agency for Export Development Commodity Futures Trading Supervisory Agency Trade Research and Development Agency

Directorate General of International TradeDirectorate General of Domestic Trade

Inspectorate GeneralSecretariat General

Directorate General of Internatinal Trade Cooperation

Minister of Trade

Expert Staff



7-7 Ministry of Home Affairs

Organization Chart of Ministry of Home Affairs

Inspectorate General Agency of Research and Development Agency of Education & Training

Director General of Unify of Nation and
Political Affairs

Director General of Regional
Autonomy

Directorate General of Public
Administration

Director General of Regional
Development

Director General of Community and Rural
Empowerment

Director General of Regional Finance
Administration

Director General of Population
Administration Affairs

Minister of Home Affairs

Secretary General

Expert Staff

Organization Chart of State Ministry of Women Empowerment

Deputy of Deputy of Deputy of Deputy of Deputy of
Life Quality Improvement Gender Mainstreaming Women's Protection Children's Protection Empowerment of Civil Society Institutions

7-8 State Ministry of Women Empowerment

State Minister of Women
Empowerment

Secretariat of  State MinistryExpert Staff
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